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要 約 
目 的 
本調査の目的は、科学技術振興に向けた取り組みが、経済・社会・国民生活にもたらしたインパクトを計
測するとともに、インパクト実現の過程において有効であった公的研究開発・支援の寄与を分析することによ
って、今後の科学技術振興における公的研究開発・支援のあり方を検討する際に役立つ資料を構築するこ
とである。 
科学技術振興は、特定の科学技術領域に限定しても、長期間にわたる研究開発投資や市場開拓への条
件整備など多様な施策が関連する。そこで、本調査では一つ一つの施策効果でなく、個別の技術に着目し
て、その技術がもたらすインパクトの内容を把握し、さらには技術がインパクトを実現するまでの過程におい
て公的研究開発・支援が果たした役割を検証することを目指した。 
手 法 
第２期科学技術基本計画で定められた８分野（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料、
エネルギー、製造技術、社会基盤、フロンティア）に関連する 310 技術を抽出し、アンケート調査を通じて、
技術のもたらすインパクトの俯瞰的な分析を試みた。次に、アンケート結果を踏まえて技術を選定し、技術を
起点とした事例分析を実施した。８分野のそれぞれについて、過去 10 年程度の間に実現し、インパクトを既
にもたらしている技術を２事例、今後 10 年程度の間に実現し、今後インパクトをもたらすと考えられる技術を
２事例抽出し、計 32技術を事例分析の対象とした。 
事例分析に際しては、関係者へのインタビューにより、技術のもたらした（もしくは、今後もたらすと考えら
れる）インパクトおよびインパクトの実現過程を包括的に把握し、その過程における公的研究開発・支援の位
置づけを明らかにするという手法をとった。 
本手法は、政策評価の手法として活用されているプロジェクトの追跡評価のように特定の公的研究開発・
支援に関する効果を網羅的に把握するのではなく、インパクトをもたらしている（あるいは期待される）技術の
発展過程および技術のインパクト実現過程において重要であったと考えられる事象（公的研究開発・支援を
含む）をすべて分析対象とする。このため、科学技術政策にとどまらない幅広い見地からの公的研究開発・
支援の寄与の把握、インパクト実現過程における公的セクターと民間セクターの役割の把握が可能となる。 
技術のもたらすインパクト 
アンケート調査の結果、技術のもたらすインパクトには分野によって傾向の違いが見られることが分かった。
重点４分野（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料）に注目すると、実現技術について
は経済、社会、国民生活へのインパクト、いずれについても情報通信分野がとりわけ大きい。未実現技術に
ついても、情報通信分野が大きいものの、他のナノテクノロジー・材料、ライフサイエンス、環境分野との差は
小さくなることが分かった。このことから今後、重点４分野に関連する技術は、経済、社会、国民生活に対し
てインパクトをもたらしていくと考えられる。 
また、32事例に対する詳細な分析から、８分野に関連する技術は経済・社会・国民生活に対して、多種多
様な形で、経済、社会、国民生活に対して大きなインパクトをもたらしている（あるいは期待される）ことが確
認された。なお、インパクトの実現までのタイムラグの分析から、技術シーズの発明・発見が経済、社会、国
民生活へインパクトをもたらすまでに長期間かつ一定でないタイムラグが存在することが分かった。加えて、
技術シーズの発明・発見や科学技術の進展が、当初意図しているものとは異なるインパクトをもたらした事例
があることを確認した。 
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インパクト実現に対する公的研究開発・支援の寄与 
32 事例に対するインパクト実現過程の詳細な分析の結果、科学技術の進展、インパクト実現に対する公
的研究開発・支援の寄与として、次の①～④が特徴的に見いだされた。技術のインパクト実現までの過程に
おいては、研究開発への投資のような直接的な寄与（下記①、②）のみでなく、調達や研究基盤整備といっ
た間接的な寄与（下記③、④）も公的部門の役割として重要であることが明らかになった。 
① 基礎研究に関する公的研究開発・支援 
大学や公的研究機関で実施された基礎研究によって技術シーズの提供が行われた例、大学や公
的研究機関による原理の解明により技術の進展が加速した例、基礎研究が継続的に維持されたことに
よって、国家プロジェクトを実施する上での基盤となる人材育成や科学的知見の蓄積が行われた例が
見られた。 
② 技術の発展・流れに合わせた公的研究開発・支援 
国家プロジェクトの実施によって世界水準へのキャッチアップがなされた例、技術の発展にあわせて
適切な方針転換が行われたために技術のインパクトが実現された例、実証試験の実施によって技術の
有効性の見極めがなされた例が見られた。 
③ 基盤技術や技術インフラに関する公的研究開発・支援 
世界最高性能の設備が整備されることによって研究環境が向上した例、気象予測や防災など行政
のミッションに応じた観測網やデータベースの整備がなされた例、標準や性能評価法など企業単独で
は取り組めない基盤技術・技術インフラの整備によって、日本全体の研究開発の活性化や民間の事業
活動の促進がなされた例が見られた。 
④ 政策連携によるインパクト実現の促進 
規制の導入や緩和によって研究開発が促進された例、調達によって継続的な技術開発が可能とな
った例、補助金制度によって初期市場が形成された例など、研究開発政策以外の政策との連携によっ
て、インパクトの実現がなされた例が見られた。 
上記の公的研究開発・支援については、事例分析の対象とした技術の性格に応じて関与の仕方は異な
るが、32事例のうち24 事例では、上記①～④のいずれかの大きな寄与があり、７事例では中程度の寄与が
見られた。このことから、公的研究開発・支援が科学技術の進展および技術のインパクト実現過程において、
重要な機能を果たしていることが確認された。 
インパクト実現、未実現技術という観点では、①～③については、その傾向に大きな相違は見られない。
一方、④政策連携によるインパクト実現の促進については、寄与があった事例のほとんどは実現技術であっ
た。これは、未実現技術は技術の発展段階にあり、現段階ではインパクト実現の促進が求められる段階には
至っていない為と考えられる。 
また、事例分析を通じたインタビューから、今後の公的研究開発・支援のあり方を検討する際の留意点と
して、基礎研究の多様性の確保、継続的な実施、調達や研究基盤整備などを通じたインパクト実現への寄
与、インパクトの実現までの「道筋」の明確化などの論点が挙げられた。 
インパクト調査より得られた政策的インプリケーション 
本調査を通じて科学技術は経済、社会、国民生活へ幅広いインパクトを与えていること、インパクト実現に
おいては公的研究開発・支援がさまざまな形態で寄与していることことが確認された。 
技術がインパクトを実現する過程にはリニアモデル、連鎖モデルなど多様な道筋があるが、技術の特徴に
応じて①～④の公的研究開発・支援が様々な形で寄与することで、技術のインパクトは実現されている。ここ
で重要なのは、①～④が単発的に実施されるのではなく、「出口」（経済、社会、国民生活へのインパクト）ま
での「道筋」を想定した上で、公的研究開発・支援を効率よく実施する必要があるという点である。以下に、
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技術がインパクト実現に到るシステムを効率よく機能させる上での留意点を示す。 
○ 公的部門の役割の重要性 
技術の性格に応じて公的研究開発・支援の関与の仕方は異なるが、最終的なインパクト実現までの過程
で、公的部門は多様な役割を果たしている。科学技術振興による経済・社会・国民生活へのインパクトをより
一層拡大させるには、今後更なる公的研究開発・支援の充実を要する。 
○ 基礎研究の重要性 
技術がインパクトを実現する過程には多様な道筋があるが、その基盤として厚みのある基礎研究が不可
欠である。具体的には基礎研究の多様性の確保および継続的な実施が求められる。基礎研究は、発明・発
見を通じた技術シーズの提供、原理の解明による民間における技術開発の進展、基礎研究を通じた人材の
厚みの形成などを通じて、インパクトの実現に寄与する。 
○ 「出口」までの「道筋」の考慮 
「出口」（経済、社会、国民生活へのインパクト）までの「道筋」を想定し、研究開発と並行してインパクト実
現に必要な環境を整備することが重要である。例えば、環境問題や少子高齢化への対応といった社会的な
問題への対応など加速を要するテーマについては、インパクトを実現する上で律速要因が何であるかのシ
ステム分析を随時行っていくことが必要である。また、技術の進展および社会環境等の変化がともに激しい
ことを踏まえて、柔軟性のある公的研究開発・支援が求められる。 
○ 調達や研究基盤整備などの重要性 
技術のインパクト実現までの過程においては、研究開発への直接的な寄与のみでなく、調達や研究基盤
整備といった間接的な寄与も公的部門の役割として重要である。特に、調達に関しては技術を政府が積極
的に導入することで一定量の市場を確保し、民間における継続的な技術開発を可能とするという点で、技術
のインパクト実現において大きな寄与がある。今後は、産業に軸足のある研究開発の推進の手段として、特
に「調達」を明確に位置づける必要がある。 
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１. 目的 
 
第１期科学技術基本計画は 1996～2000 年を計画期間とし、この間、17 兆円あまりが科学技術関係経費
として投資された。さらに 2001 年より第２期基本計画が進行中であり、重点４分野としてライフサイエンス、情
報通信、環境、ナノテクノロジー･材料が定められ、これらの分野を中心に重点的な投資がなされている。 
既に終了した第１期基本計画および実施中の第２期基本計画についての体系的な分析・評価は、今後
本格化すると考えられる次期科学技術基本計画の策定を効果的に進める上で必要である。さらに、こうした
分析・評価は、科学技術分野の公的投資拡大に対する国民への説明責任の観点からも欠くことができない。
これらの問題意識を踏まえ、科学技術政策研究所では第１期および第２期基本計画（以後、基本計画と記
述）について、これまでの達成効果を検討するための基礎資料策定を目的とした「基本計画の達成効果の
評価のための調査」（以後 レビュー調査と呼ぶ）を実施している。本調査（「科学技術振興による経済・社
会・国民生活への寄与の定性的評価・分析」）はレビュー調査の一環として行われたものである。 
本調査の目的は、科学技術振興に向けた取り組みが、経済・社会・国民生活にもたらしたインパクトを計
測するとともに、インパクト実現の過程において有効であった公的研究開発・支援の寄与を分析することによ
って、今後の科学技術振興における公的研究開発・支援のあり方を検討する際に役立つ資料を構築するこ
とである。 
科学技術振興は、特定の科学技術領域に限定しても、長期間にわたる研究開発投資や市場開拓への条
件整備など多様な施策が関連する。そこで、本調査では一つ一つの施策効果でなく、個別の技術に着目し
て、その技術がもたらすインパクトの内容を把握し、さらには技術がインパクトを実現するまでの過程におい
て公的寄与が果たした役割を検証することを目指した。 
 
２.  調査手法 
 
２－１ 基本的考え方 
（技術からのアプローチ） 
目的で示したように、科学技術振興による経済・社会・国民生活への寄与の定性的評価・分析を行うため
に本調査では個別の技術に着目して、技術のもたらしたインパクトおよびインパクトの実現過程を包括的に
把握し、その過程における公的研究開発・支援の位置づけを明らかにするという手法をとった。 
本手法は、政策評価の手法として活用されているプロジェクトの追跡評価のように特定の公的研究開発・
支援に関する効果を網羅的に把握するのではなく、インパクトをもたらしている技術の発展過程および技術
のインパクト実現過程において重要であったと考えられる事象をすべて分析対象とする。このため、科学技
術政策にとどまらない幅広い見地からの公的研究開発・支援の寄与の把握、インパクト実現過程における公
的セクターと民間セクターの役割の把握が可能となる。 
（対象とする技術） 
上記に述べたように、本調査では技術を起点としたインパクトの把握を試みた。通常、技術の実現、さらに
はその技術がインパクトをもたらすまでには長いリードタイムが必要である。従って、基本計画以降に、公的
研究開発・支援が行われている技術の多くは、現時点ではまだ具体的なインパクトをもたらすに至っていな
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いと考えられる。そこで、本調査においては、基本計画より前の公的研究開発・支援についても分析の対象
とした。即ち、技術の選定の際には、以下に示す２つを考えた。 
技術の種類 技術の考え方 
実現技術 
過去 10年程度の間に実現し、既にインパクトをもたらしている技術1。 
基本計画より前の公的研究開発・支援により実現した技術を含む。 
未実現技術 今後 10年程度の間に実現し、インパクトを今後もたらすと考えられる技術。 
なお、対象とする技術は、第２期基本計画で示された８分野（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテク
ノロジー・材料、エネルギー、製造技術、社会基盤、フロンティア）に含まれるものとした。 
 
（インパクトの内容） 
研究開発活動により技術が発展し、技術が製品やサービスなどに導入されることで、経済、社会および国
民生活に様々な影響や効果を及ぼす。本調査では、これを「インパクト」と呼ぶ。図表１に経済、社会、国民
生活各々についてインパクトの例を示す。 
なお、本調査では、ある技術の発展から、新たな学問領域が生まれるような科学技術の発展に対するイン
パクトは明示的には対象としていないが必要に応じて考慮した。 
 
図表 1 経済、社会、国民生活へのインパクトの例示 
インパクトの種類 インパクトの具体的な内容 
経済的インパクト 
産業・企業に関するもの： 
 新市場創出、新産業および雇用創造、各産業や企業の成長 例えば売上高増加・マーケ
ットシェア増加、コスト削減、市場投入時間の短縮化、ライセンス収入増加、新会社設立な
ど 
社会的インパクト 
環境に関するもの： 
 汚染・有害物質・公害の減少、地球温暖化への対応など 
エネルギー・資源に関するもの： 
 省エネルギー･省資源の向上、新たなエネルギー・資源の開発や安定供給、持続可能なエ
ネルギー・資源の利用など 
インフラに関するもの： 
 交通・情報ネットワーク・ライフライン等の基盤整備、災害被害の防止・減少など 
国民や社会全般の意識や認識に関するもの： 
 国民の科学技術への関心の向上、明るい社会展望の醸成など 
国民生活への 
インパクト 
生活の質の向上に関するもの 
 生活の効率化・多様化、新たなライフスタイルの創出、健康・平均寿命の上昇、安心・安全
の拡充、精神的な豊かさの向上など 
 
                                              
1 技術の一部が実現し、インパクトをもたらしているものを含む。 
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２－２ 進め方とスケジュール 
（インパクト調査検討会） 
(１) 検討会の構成 
本調査にあたっては、慶応義塾大学 榊原清則教授を座長とし、技術評価や科学技術政策分析などの
専門家からなる「インパクト調査検討会」（事務局 三菱総合研究所）を設置した。検討会において、調査計
画、調査結果の分析など調査推進のための指導・助言を仰いだ。 
 
座長 榊原 清則 慶應義塾大学 総合政策学部 教授 
委員 菊池 純一 青山学院大学法学部・大学院ビジネス法務専攻 教授 
隅蔵 康一 政策研究大学院大学 政策研究科 助教授 
永田 晃也 九州大学大学院 経済学研究院 助教授 
山口 栄一 同志社大学大学院 ビジネス研究科 教授 
吉本 陽子 （株）UFJ 総合研究所 経済・社会政策部 主任研究員 
渡辺  孝 芝浦工業大学大学院 工学マネジメント研究科 教授 
（委員は五十音順、敬称略） 
 
 
(２) 検討経過 
検討会における指導・助言を踏まえて、文献調査、ヒアリング調査、アンケート調査およびそれらの情報の
整理・分析案の検討など実査を事務局が担当し、本調査の成果を本報告書に取りまとめた。インパクト調査
検討会は図表2に示すスケジュールで実施した。 
 
図表2 インパクト調査検討会のスケジュール 
z         本調査検討会の趣旨
z         インパクト調査の進め方
z         インパクト調査の進捗状況報告
z         抽出技術と公的投資との確認作業の状況
z         インパクトを持つ技術の抽出の状況
z         インパクトアンケート調査について
z         事例分析の方針について
z         アンケート調査結果
z         事例分析の進め方　事例分析の試行結果
z         事例分析対象の選定について
z         初年度の調査結果
z         次年度の進め方
z         事例分析結果
z         インパクト調査の取りまとめの方向性について
z         今後実施する事例分析対象の選定について
第６回 平成17年１月６日10：00～12：00
z         本調査結果の概要について
平成16年９月16日
10：00～12：00
第１回
第２回
第３回
第４回
第５回
平成15年７月31日
15：00～17：00
平成15年10月17日
18：00～20：00
平成16年１月23日
18：00～20：00
平成16年３月22日
10：00～12：00
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（調査全体の流れ） 
本調査の全体の流れを図表 3に示す。本調査では、「経済・社会・国民生活へのインパクトの抽出・整理・
分析（インパクトアンケート調査）」と「インパクト実現技術／未実現技術の事例分析」を組み合わせることで、
技術のインパクトおよび技術の発展過程における公的研究開発・支援の寄与の把握を試みた。インパクト調
査対象技術のリストアップおよびインパクトをもつ技術の抽出については、平成 15 年度報告書2を参照され
たい。インパクトアンケート調査の概要については資料編の第 I 編、インパクト実現技術／未実現技術の事
例分析の全結果については資料編の第 II 編に示した。 
 
インパクト調査対象技術のリストアップ
・ 技術予測調査の過去の課題をもとに920技術を抽
出、8分野へ分類
・ 公的研究開発予算項目との関係の分析
事例分析の実施（第１段階）
事例分析の実施方法の検討
・インパクト実現技術 ４事例
・インパクト未実現技術 ２事例
インパクトを持つ技術の抽出
・ 専門家ヒアリング、メールアンケート調査などをもとに
インパクトを持つ310技術を抽出
インパクトアンケート調査
・ 310技術リストについて、８分野各250～300名の研究
者および技術のユーザを対象としたアンケート調査
を実施。
事例分析の実施（第３段階）
事例分析に基づく仮説の検証
・インパクト実現技術 ８事例
・インパクト未実現技術 ８事例
事例分析の実施（第２段階）
事例分析に基づく仮説の構築
・インパクト実現技術 ４事例
・インパクト未実現技術 ６事例
経済・社会・国民生活へのインパクトの
抽出・整理・分析
インパクト実現技術
/未実現技術の事例分析
アンケートの結果等をもとに
事例対象技術を選定
平成１５年度
平成１６年度
 
図表 3 本調査の手順の概要 
 
 
(１) 経済・社会・国民生活へのインパクトの抽出・整理・分析 
① インパクト調査対象技術のリストアップ 
まず、調査の出発点として、網羅的な技術リストを作成する必要がある。そこで、多くの研究者、技術者が
参加した調査により、技術の実現時期や社会・経済等への重要性が体系的に整理されている「技術予測調
査」（旧科学技術庁および文部科学省が実施1971年より2001年まで約５年毎に７回実施）に着目し、これら
の調査の対象となった全技術課題（延べ6,458課題）を本調査の出発点とした。 
上記の技術課題について、技術の実現時期や社会・経済等への重要性に関する重要度指数を参考とし
                                              
2NISTEP Report No.80(http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep080j/idx080j.html) 
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て、基本計画開始以降に実現したと見られる、重要度の高い技術（920 技術課題）を抽出し、８分野（ライフ
サイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料、エネルギー、製造技術、社会基盤、フロンティア）へ
分類するとともに、抽出された技術課題リストが、公的研究開発・支援の寄与を検討する上で適切な内容で
あるかどうかを、過去の政府の研究開発予算項目との関連性という観点から点検した。 
② インパクトを持つ技術の抽出 
リストアップされた 920 技術課題について、専門家ヒアリング、メールアンケートおよび関係各機関（総合
科学技術会議事務局、文部科学省内局関係課および(社)日本工学アカデミー）からの意見聴取により、技
術リストの構造やバランスの妥当性を考慮し、インパクトを持つ技術（実現／未実現の両者を含む）として310
の技術を抽出した。 
③ インパクトアンケート調査 
選定された 310技術リストについて、８分野各250～300名の研究者および技術のユーザ（企業の企画部
門、市場調査部門の責任者等）を対象としたインパクトアンケート調査を実施した。本アンケートの目的は、
経済・社会・国民生活へのインパクトおよび公的寄与の内容についてのより詳細な把握、事例分析の対象
技術を選定するための基礎資料の作成である。2,154 名に対してアンケート調査を行い、回収数は 737 件
（回収率 34％）であった。 
 
(２) インパクト実現技術／未実現技術の事例分析 
① 事例分析の対象技術の選定 
インパクトアンケート調査の結果をもとに、技術毎にインパクトの大きさ、種類、公的研究開発・支援の寄与
の大きさを分析し、事例分析の対象となる技術をリストアップした。事例分析の対象技術の選定の際には、イ
ンパクト実現技術およびインパクト未実現技術を各分野２事例ずつ合計 32 事例選定し、事例全体を通じて
技術のもたらすインパクトの幅広い把握および公的寄与の俯瞰的な把握が可能なようにした。 
本調査で事例分析の対象とした技術の一覧を図表 4 に示す。事例分析は実施方法の検討、仮説の構築、
仮説の検証の３段階で実施した。また、調査の過程で明らかになった仮説を検証するのに適当と考えられる
技術を、事例分析の対象として新たに追加した。 
② 事例分析の実施 
インパクト実現技術／未実現技術の事例分析に当たっては、各技術について、技術動向、公的研究開
発・支援の位置づけ、技術の経済・社会・国民生活へのインパクトの把握を試みた。図表 5 に調査の視点を
まとめる。 
事例分析は、次に示す有識者への面接ヒアリングを中心として実施し、面接ヒアリングの中で紹介を得た
有識者への面接ヒアリング、あるいは電子メール、電話等による補足的な調査を実施した。さらに、文献調査
等を実施した。 
z 当該技術分野について俯瞰的な観点で把握していると考えられる大学、公的研究機関等（各種委員
会の委員、委員長経験者等） 
z 関連する公的研究開発・支援へ参加した大学、公的研究機関、企業等 
z インパクト実現プロセスに関連する企業、業界団体等 
32 のインパクト実現技術／未実現技術の調査では、合計 203 名の有識者に面接ヒアリング調査を実施し
た。ヒアリング対象者の属性は学識経験者44名、公的研究機関48名、企業78名、その他33名であった。 
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図表 4 事例分析の対象技術 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(凡例）    第 1段階 6事例     第2段階 10事例   第 3段階 16事例 
* は調査の過程で明らかになった仮説を検証するために、新規に追加した技術。 
 
 
図表 5 インパクト実現技術／未実現技術の事例分析の調査の視点 
 インパクト実現技術 インパクト未実現技術 
技術動向 
・ 技術の種類／内容 
・ 技術開発の背景 
・ 関連する社会環境変化 
・ インパクト実現までの技術動向 
・ 技術の種類／内容 
・ 技術開発の背景 
・ 関連する社会環境変化 
・ インパクト実現に向けた技術動向における
現在までの位置づけ 
公的研究開発・支援の位
置づけ 
・ 関連する公的研究開発・支援 
・ 公的研究開発・支援の寄与 
・ 関連する公的研究開発・支援 
・ 公的研究開発・支援の寄与 
技術の経済・社会・国民
生活へのインパクト 
・ 実現しているインパクトの種類・内容 
・ インパクトの実現プロセス 
・ 上記の用途分野ごとの相違 
・ 期待されるインパクトの種類・内容 
・ インパクトの実現プロセス 
・ インパクト実現のための課題・阻害要因 
・ 上記の用途分野ごとの相違 
その他 
・ 当該技術の置かれている状況 
・ これまでの公的研究開発・支援の課題 
・ 今後の公的研究開発・支援のあり方 
・ 当該技術の置かれている状況 
・ これまでの公的研究開発・支援の課題 
・ 今後の公的研究開発・支援のあり方 
分野 実現技術 未実現技術
肺がんの早期発見に有効なヘリカルＣＴ技術 幹細胞による培養自己組織を人工臓器・組織の材料として用いる技術
個人の遺伝子多型等を検出する塩基配列決定技術
とその応用（診断やテーラメイド医療） 遺伝子操作による耐寒・耐乾・耐塩性作物の作出技術
高演算速度の並列コンピュータ 垂直磁気記録技術（ハードディスクドライブ用）
ITS（カーナビゲーション、VICS、ETC、交通管理など） ユビキタス・ネットワーク
オゾン層を破壊せず地球温暖化への影響を考慮した
フロン・ハロン代替品製造・利用技術 廃棄物処理用ガス化溶融炉及び灰溶融炉技術
内分泌かく乱物質の人体、生体への影響解明技術 二酸化炭素の分離・回収・隔離技術
リチウム電池の高密度化・高寿命化技術 カーボンナノチューブ・デバイス技術
光触媒材料 高温超伝導材料
住宅用太陽光発電システム 水素吸蔵合金
天然ガス等からの液体燃料製造・利用技術（GTL、DME） 燃料電池自動車
廃自動車及び廃家電の適正処理技術 マイクロリアクタによる革新的化学品製造技術
レーザを利用した加工技術 多目的看護や身障者への機能補助を行うロボット（福祉ロボット）
局地的な気象予測技術 地震検知全国ネットワークによる地震動到達前防災システム
地震動による構造物等の挙動シミュレーション技術 難分解性物質等を含む排水の高効率生物処理システム
人工衛星によるリモートセンシング技術 (データの解析・利用技術)海底からの石油の経済的採取技術
高性能放射光発生技術* 準天頂衛星システム*
フロンティア
ライフサイエンス
情報通信
環境
ナノテクノロジー・
材料
エネルギー
製造
社会基盤
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３.  技術のもたらすインパクト 
 
ここでは、インパクトアンケートおよび事例分析によって明らかになった技術のもたらすインパクトについて
述べる。インパクトの分析から明らかになったポイントは以下の４点である。 
 
 
３－１ 技術のもたらすインパクトの分野別傾向 
（インパクトの大きさについて） 
分野別のインパクトの大きさ（図表 6 参照）に注目すると、実現技術については、いずれのインパクトにつ
いても情報通信分野がとりわけ大きい。未実現技術についても、情報通信分野が大きいものの、他のナノテ
クノロジー・材料、ライフサイエンス、環境分野との差は小さくなり、経済的インパクトについてはナノテクノロ
ジー・材料、ライフサイエンス分野との差がほとんどなくなる。このことから、重点４分野に関連する技術は、
将来的に経済、社会、国民生活に対してインパクトをもたらしていくと考えられる。 
 
35
45
55
65
社会
（実現技術）
国民生活
（実現技術）
経済
（未実現技術）
社会
（未実現技術）
国民生活
（未実現技術）
経済
(実現技術)
ライフサイエンス
情報通信
環境
ナノテクノロジー・材料
実現技術
未実現技術
35
45
55
65
社会
（実現技術）
国民生活
（実現技術）
経済
（未実現技術）
社会
（未実現技術）
国民生活
（未実現技術）
経済
(実現技術)
エネルギー
製造技術
社会基盤
フロンティア
実現技術
未実現技術
 
図表6 分野別のインパクトの大きさ 
○ 技術のもたらすインパクトには分野によって傾向の違いが見られる。重点４分野に注目すると、実現
技術については経済、社会、国民生活へのインパクト、いずれについても情報通信分野がとりわけ
大きい。未実現技術についても、情報通信分野が大きいものの、他のナノテクノロジー・材料、ライフ
サイエンス、環境分野との差は小さくなる。 
○ 事例分析を実施した 32事例の範囲でも経済、社会、国民生活に対する多様なインパクトが実現、ま
たは実現が期待されている。 
○ 技術シーズの発明・発見が経済、社会、国民生活へインパクトをもたらすまでに長期間かつ一定で
ないタイムラグが存在する。 
○ 技術シーズの発明・発見や科学技術の進展は、現在意図しているものとは異なるインパクトをもたら
す可能性を有している。 
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分野毎の実現技術と未実現技術の比較を見ると、情報通信分野はインパクトが相対的に小さく、ライスサ
イエンス分野は将来大きなインパクトが期待されていることが分かる。そのほかエネルギーと製造技術分野
においても、将来のインパクトが期待されているという結果が得られている。 
なお、本アンケートで得られた結果は、各分野において過去 10 年もしくは今後 10 年の範囲でインパクト
をもたらすと考えられる技術についての評価であり、各分野そのもののインパクトではない点に留意が必要
である。例えば、核融合などは実現すれば大きなインパクトがあると考えられるが、技術の進展に今後 10 年
以上かかると考えられるため、今回の調査では対象としていない。 
 
（分野毎のインパクトの特徴） 
各技術をインパクトの種類の組み合わせで分類することにより、技術の特徴の把握を試みた。具体的には、
アンケート調査によって得られた各技術のもたらすインパクトのうち、最も大きいとされたインパクトを A、次に
大きいとされたインパクトをBとし、A-Bの組み合わせによって技術を分類した。技術のもたらす３種類のイン
パクトの組み合わせは図表 7のように6種類ある。図表では 10技術以上を含む組み合わせに網掛けした。 
図表 7 からも分かるように、技術のもたらすインパクトは分野によって特徴がある。ライフサイエンス分野で
は、国民生活-社会型および経済-社会型の技術が多い。前者については、がんの早期発見やその治療、
感染症の予防といった疾病に関連した技術、後者については、ゲノム高速解析やプロテオーム解析などの
解析技術が多く含まれていた。 
情報通信、ナノテクノロジー・材料、製造技術分野では経済-社会型の技術が多数を占める。 
環境分野においては、社会-国民生活型、社会-経済型の技術が多い。前者については、地球温暖化お
よび気候変化の予測技術など環境観測に関連した技術、後者については、環境マネジメントやリサイクルと
いった技術が多く含まれる。 
また、エネルギー、フロンティア分野では社会-経済型、社会基盤分野においては、社会-国民生活型、
国民生活-社会型の技術が多い。このように技術のもたらすインパクトは分野によって特徴を持ち、８分野を
通じて、幅広く経済、社会、国民生活へのインパクトが実現、または実現が期待されていることが分かった。 
なお、上記の傾向は、インパクト実現技術、未実現技術で大きな差異は見られなかった。 
 
図表7 各分野の技術をインパクトの組み合わせによって分類した結果 
経済 社会 国民生活 最大のインパクト 
2番目のインパクト 
分野 社会 国民生活 経済 国民生活 経済 社会 
合計 
ライフサイエンス 14.5 2.5 2 4 5 15 43
情報通信 14.5 8.5 8.5 8.5 0.5 8.5 49
環境 7.5 0 13.5 15 0 6 42
ナノテクノロジー･材料 23 3 7 5 1 2 41
エネルギー 8 1.5 17.5 3 0 3 33
製造技術 19 0 2 8 0 2 31
社会基盤 4 0 6 16 1 11 38
フロンティア 9.5 016.5 7 0 0 33
全体 100 15.5 73 66.5 7.5 47.5 310
（注） インパクト指数が同じ技術に関しては、関連する２つの分類にそれぞれ0.5技術としてカウントした。 
 網掛けは 10技術以上が含まれる序列を示す。 
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３－２ 事例分析に見る科学技術のもたらすインパクト 
32技術に対する事例分析を通じて、経済、社会、国民生活へのインパクトの具体的な内容を把握した。そ
の結果、技術は多種多様な形で、経済、社会、国民生活に対してインパクトをもたらしている（あるいは期待
される）ことが明らかとなった。例えば経済的インパクトを考えると、「住宅用太陽電池」のように技術が新製
品・新サービスに繋がり市場を創出する場合もあれば、「高演算速度の並列コンピュータ」のように技術が利
用されることで、研究開発期間の短縮、試作コスト削減がなされる場合もある。この様に、技術は直接的なイ
ンパクトに加えて、間接的なインパクトを通じて経済、社会、国民生活へ貢献しているといえる。以下では、
32技術のもたらした経済、社会、国民生活へのインパクトを紹介する。 
 
（経済的インパクト） 
経済的インパクトとしては、「市場（雇用）創出・拡大」、「コスト削減」、「経済リスク低減」、「国際競争力向
上」の４種類が主なインパクトであった。事例分析から得られた経済的インパクトの具体事例を図表 8 に示
す。 
図表8 経済的インパクトの具体事例 
(レーザ加工技術) 機械加工・微細加工等によるものづくり競争力向上（自動車、電子産業等）
(フロン・ハロン代替) 他国企業に先駆けた規制への対応による国際競争力向上（空調機器産業）
国際競争力強化
(内分泌かく乱解明) 有害化学物質のスクリーニングによる化学物質被害の再発防止の期待
(地震動シミュレーション) 災害による被害の防止・軽減
(難分解性物質処理) 適切な排水処理による農産物の価格維持の期待
経済リスク低減
(並列スパコン) 自動車や医薬品等で製品開発・試作コスト削減
(局地的気象予測) 天候依存型産業（流通、建設等）の業務効率化
(高温超伝導材料) 約3,700億円相当の送電ロス削減の期待
(ITS技術) 交通渋滞解消による社会的コスト削減等（１兆円規模）の期待
コスト削減
(レーザ加工) 約3,000億円（現在）のレーザ加工機市場創出（2010年には約6,000億円）
(住宅用太陽電池) 約1,500億円（世界一）の太陽光発電システム市場創出（2010年には約4,000億円）
(ITS技術) 関連市場8,814億円(2015年には約7兆円)
(光触媒) 関連市場約400億円
(水素吸蔵材料) 約3兆円の水素供給ビジネス市場創出の期待
(カーボンナノチューブ) ディスプレイ市場約1,800億円、集積回路約1,200億円の市場創出の期待(2010年)
市場（雇用）創出・拡大
具体的内容例インパクト種類
 
(注) 市場（雇用）創出・拡大、コスト削減の数値は、日本における値である。 
（社会的インパクト） 
社会的インパクトとしては、「環境問題への貢献」、「エネルギー・資源問題への貢献」、「高齢化等への対
応」、「社会インフラ・防災性向上」の４種類が主なインパクトであった。 
また、その他の社会的インパクトとしては、「高性能放射光発生技術」において、世界最高性能の施設
（SPring-８）を保有することによる国際的地位向上とともに、分析機能による考古学的謎の解明という文化的
なインパクトへのインパクトが見られた。さらに「高演算速度の並列コンピュータ」では、米国との貿易摩擦や
米国の科学技術政策への影響（地球シミュレータによる世界最高の計算速度達成が米国の政策に影響）と
いった政策的なインパクトが見られた。事例分析から得られた社会的インパクトの具体事例を図表 9 に示
す。 
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図表 9 社会的インパクトの具体事例 
(並列スパコン) 米国の科学技術政策への影響
（地球シミュレータによる世界最高の計算速度達成が米国の政策に影響）
(放射光) 世界最高性能の施設（SPring-８）による国際的地位向上、考古学調査等へも応用
(遺伝子操作作物) 世界的な食糧危機における食料生産力向上に対する国際貢献の期待
（中国、アフリカ等の乾燥地域や塩害地域における食料生産）
その他
(地震動シミュレーション) 道路や橋梁、ビルや住宅等の地震に対する安全性向上
(衛星リモートセンシング) 地震や火山等、災害・被害情報の伝達による対応･対策の有効性向上
(地震波到達前防災) 都市の地震に対する安全性向上（火災防止、都市機能の早期復旧）の期待
社会インフラ・
防災性向上
(再生医療) 疾病等に対する完治可能性向上の期待
(看護・補助ロボット) 介護者、被介護者双方の負担減少の期待
高齢化等への
対応
(住宅用太陽電池) 約22万戸に普及（世界一）、国産エネルギー増加の期待
（発電シェア、現在 0.1％→2030年 10％へ）
(ガス液化燃料) エネルギー源の多様化による石油依存度縮小の期待
エネルギー・
資源問題への
貢献
(フロン・ハロン代替) オゾン層破壊防止（国際的取り決めの履行）
(リサイクル) 自動車・家電等の廃棄物の一層の削減（年間約76万ｔ）
(燃料電池自動車) 現在の0.5％程度のCO2排出削減の期待（年間約600万t-CO2：2020年）
(CO2分離回収隔離) 現在の0.8％程度のCO2排出削減の期待（年間約1000万t-CO2：2015年）
(溶融炉) 最終処分廃棄物量の削減の期待
環境問題への貢献
具体的内容例インパクト種類
 
 
（国民生活へのインパクト） 
国民生活へのインパクトとしては、「国民の生命・生活確保」、「国民の健康維持・回復」、「国民の利便性・
快適性の向上」、「国民意識・ライフスタイルの変革」という４種類が主なインパクトであった。事例分析から得
られた国民生活へのインパクトの具体事例を図表 10に示す。 
 
図表 10 国民生活へのインパクトの具体事例 
（太陽電池システム） 省エネルギーに対する意識の向上
（リサイクル） リサイクルに対する意識の向上
国民意識・ライフスタイ
ルの変革
(ヘリカルCT技術) 肺がんの早期発見による死亡率の低下
（準天頂衛星) 子どもや高齢者等の位置検出による災害・事故・犯罪等被害削減の期待
国民の生命・
生活確保
(光触媒) 防汚機能を有するタイル、防曇機能を有する車両ミラーによる美観・快適性向上
(リチウムイオン電池) 携帯電話やモバイルPC等、電子機器の小型・軽量化といった利便性向上
(ITS技術) 交通渋滞改善および自動車運転や運転環境の快適性向上およびガソリンスタンド、駐車
場、ドライブスルー等における支払の簡便化の期待
国民の利便性・快適性
の向上
(塩基配列決定技術) 難治性疾患の治癒や副作用のない治療の期待
(マイクロリアクタ) 多項目・高速の臨床検査・診断による検査負担軽減、患者による自己・日常検査の簡便化
の期待
国民の
健康維持・回復
具体的内容例インパクト種類
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３－３ 技術シーズの発明・発見から実用化までのタイムラグ 
前節で述べたように、技術の進展は、多種多様な形で経済、社会、国民生活へインパクトをもたらす。しか
し、個々の技術の進展は、すぐにインパクトに繋がるわけでは無く、他の技術との組み合わせや技術が導入
された製品・サービス等が利用されることで、経済、社会、国民生活においてインパクトをもたらすことが可能
となる。 
例えば、事例分析の対象である 32 技術のうち、要素技術であり、技術シーズの発明・発見および実用化
の時期が比較的明確な 7 技術について、技術シーズの発明・発見から実用化までどの程度のタイムラグが
あったのかを調べた（図表 11 参照）。その結果、技術の実用化までには約 10～40 年と長期のタイムラグが
存在し、またタイムラグの長さは技術によってばらつきが大きいことがわかった。 
一例として「垂直磁気記録技術」を見ると、1976年に技術が発明されてから、1996年に本格的な国家プロ
ジェクトの実施されるまで約 20 年、2005 年以降、実際に技術が製品に利用されるには約 30 年の期間が経
っている。このような技術においては、技術シーズの発明・発見および実用化、インパクト実現まで、長期的
な視点からの公的研究開発・支援が求められる。 
 
技術名 実用化までのタイムラグ 発明・発見および実用化の内容
肺がんの早期発見に有効なヘリカルＣＴ技術 約10年 1982: 民間企業によるヘリカルCTの特許取得1991: ヘリカルCTの実用化
垂直磁気記録技術（ハードディスクドライブ用）約30年 1976: 大学による垂直磁気記録技術の発明2005: 垂直磁気記録を用いたハードディスクの実用化
リチウム電池の高密度化・高寿命化技術 約10年 1979: 正極材料としてのコバルト酸リチウム材料の開発1991: 正極にコバルト酸リチウムを用いたリチウム電池の実用化
光触媒材料 約30年 1967: 水の光分解の発見1994: 光触媒を用いたタイル・建材の商品化
住宅用太陽光発電システム 約40年 1954: 米国ベル研究所による太陽電池の作成1994: 住宅用太陽光発電システムモニター事業の開始
レーザを利用した加工技術 約20年 1960: ルビーレーザの発振成功1980年代: レーザの加工技術への応用の進展
マイクロリアクタによる革新的化学品製造技術約20年 1970年代末: マイクロプラントのコンセプト登場2000年代前半: マイクロプラントの開発・発売
：技術シーズの発明・発見～実用化
1960 2010 2020 20301970 1980 1990 2000
 
図表 11 技術シーズの発明・発見から実用化までのタイムラグ 
 
 
 
３－４ 基礎的な研究段階で意図していなかったインパクトをもたらした事例 
技術によっては研究開発の進展に伴い、図表12のように基礎的な研究段階で意図していなかったインパ
クトをもたらすケースも存在することが明らかになった。 
例えば、「光触媒材料」を見ると、光触媒反応が発見された 1972 年当時は水素製造を目的として研究が
行われていたが、その後、超親水性や有機物分解機能による防汚・防曇効果や空気浄化等に活用されイン
パクトを実現している。このように基礎研究は意図していなかったインパクトをもたらす可能性があり、研究の
多様性を一定程度保持することが必要と考えられる。 
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図表 12 基礎的な研究段階で意図していなかったインパクトが実現した(期待される)技術 
技術名 意図しないインパクト 
光触媒材料 
当初は水素製造を目的としていたが、超親水性や有機物分解
機能による防汚・防曇効果や空気浄化等に活用された。 
個人の遺伝子多型等を検出する塩基配列決定技術
とその応用（診断やテーラメイド医療） 
基礎研究段階では遺伝病救命を目的としていたが、テーラメイド
医療への応用の実現が期待される。 
天然ガス等からの液体燃料製造・利用技術（GTL、
DME） 
石炭液化のための技術が天然ガス液化に寄与した。 
レーザを利用した加工技術 
核融合研究のためのレーザ光源が産業用レーザ加工機の光源
に応用された。 
カーボンナノチューブ・デバイス技術 
当初は単に構造材料として期待されたが電子デバイスとしての
応用期待が拡大している。 
水素吸蔵合金 
1990 年に水素吸蔵合金を負極材に用いて、ニッケル水素電池
が実用化された。 
地震検知全国ネットワークによる地震動到達前防災
システム 
地震予知のための基礎研究と地震計整備が到達前防災システ
ムに寄与している。 
 
４.  インパクト実現に対する公的研究開発・支援の寄与 
 
32事例の事例分析を通じて、インパクト実現に対する公的研究開発・支援の寄与とした以下の４つを特徴
的に見いだした。技術のインパクト実現までの過程においては、研究開発への投資のような直接的な寄与
（下記①、②）のみでなく、調達や研究基盤整備といった間接的な寄与（下記③、④）も公的部門の役割とし
て重要であることが明らかになった。 
① 基礎研究に関する公的研究開発・支援 
大学や公的研究機関で実施された基礎研究によって技術シーズの提供が行われた例、大学や公的研究機
関による原理の解明により技術の進展が加速した例、基礎研究が継続的に維持されたことによって、国家プロ
ジェクトを実施する上での基盤となる人材育成や科学的知見の蓄積が行われた例。 
② 技術の発展・流れに合わせた公的支援・研究開発 
国家プロジェクトの実施によって世界水準へのキャッチアップがなされた例、技術の発展にあわせて適切な
方針転換が行われたために技術のインパクトが実現された例、実証試験の実施によって技術の有効性の見極
めがなされた例。 
③ 基盤技術・技術インフラに関する研究開発 
世界最高性能の設備が整備されることによって研究環境が向上した例、気象予測や防災など行政のミッショ
ンに応じた観測網やデータベースの整備がなされた例、標準や性能評価法など企業単独では取り組めない基
盤技術・技術インフラの整備によって、日本全体の研究開発の活性化や民間の事業活動の促進がなされた
例。 
④ 政策連携によるインパクト実現の促進 
規制の導入や緩和によって研究開発が促進された例、調達によって継続的な技術開発が可能となった例、
補助金制度によって初期市場が形成された例など、研究開発政策以外の政策との連携によってインパクトの
実現がなされた例。 
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技術がインパクトを実現する過程にはリニアモデル、連鎖モデルなど多様な道筋があるが、技術の特徴
に応じて①～④の公的研究開発・支援が様々な形で寄与することで、技術のインパクトは実現されている。 
ここで重要な点は、①～④が単発的に実施されるのではなく、「出口」（経済、社会、国民生活へのインパ
クト）までの「道筋」を想定し、研究開発と並行してインパクト実現に必要な環境を整備する必要がある点であ
る（図表13参照）。例えば、環境問題や少子高齢化への対応といった社会的な問題への対応など加速を要
するテーマについては、インパクトを実現する上で律速要因が何であるかのシステム分析を随時行っていく
ことが必要である。また、技術の進展および社会環境等の変化がともに激しいことを踏まえて、柔軟性のある
公的研究開発・支援が求められる。 
 
①
②
研究開発への投資などによる直接的な寄与
調
達
や
研
究
環
境
整
備
に
よ
る
間
接
的
な
寄
与
③基盤技術や技術インフラに関する公的
研究開発・支援
○ 研究施設の整備 ○データ整備・データベース構築
○ 標準化の支援、策定 ○基盤技術の開発
○ 評価試験・安全性評価の実施 ○評価システムの構築
④政策連携によるインパクト実現の促進
○ 規制の導入 ○規制緩和
○ 調達による市場の確保
○ 補助金による初期市場の形成
○ 省庁連携
②技術の発展・流れに合わせた公的研究
開発・支援
○ 産学官連携によるナショナルプロジェクト
○ 重点課題等への集中投資
○ 実証試験への資金提供
○ 民間で実施される応用研究や実用化研究への資金提供
①基礎研究に関する公的研究開発・支援
○ 大学や公的研究機関における基礎研究の継続・蓄積
○ 大学や公的研究機関での現象・原理の発見
○ 大学や公的研究機関での技術の発明
①
②
③
②
④
③ ④
③
調達による市場の確保や研究施設の整備な
どの間接的な寄与が主となりインパクトが実現
された技術
経済的インパクト
・市場（雇用）創出拡大 ・コスト削減
・経済リスク低減 ・国際競争力強化
社会的インパクト
・環境問題への貢献
・エネルギー・資源問題への貢献
・高齢化等への対応
・社会インフラ・防災性向上
国民生活へのインパクト
・国民の生命・生活確保
・国民の健康維持・回復
・国民の利便性・快適性の向上
・国民意識・ライフスタイルの変革
①
④
②
②
①
①
大学や公的研究機関による技術シーズの提供、
国家プロジェクトの実施といった直接的な寄与が
主となりインパクトが実現された技術
④
注：それぞれの曲線はインパクト実現過程のイメージを表す。
 
図表 13 公的研究開発・支援の位置付け 
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４－１ 32事例における公的研究開発・支援の寄与 
事例分析対象の 32 技術について、先に述べた①～④の公的研究開発･支援の寄与の大きさをまとめた
結果を図表14、図表15に示す。インパクト実現事例、未実現事例に分けて公的研究開発・支援の位置づけ
毎に、その寄与を見ると以下のことが明らかになった。 
 
① 基礎研究に関する公的研究開発・支援 
11 事例（実現４、未実現７）において大きな寄与があり、他の 11 事例（実現７、未実現４）において中
程度の寄与があった。大きな寄与とされたものの多くは、大学や公的研究機関における技術シーズ
の提供であった。 
② 技術の発展・流れに合わせた公的研究開発・支援 
8事例（実現４、未実現４）において大きな寄与があり、他の15事例（実現６、未実現９）において中程
度の寄与があった。ここでは、ナショナルプロジェクトの実施による世界水準へのキャッチアップや技
術の有効性・有望性の見極めの寄与が大きい事例が多く見られた。 
③ 基盤技術・技術インフラに関する研究開発 
11 事例（実現７、未実現４）において大きな寄与があり、他の９事例（実現３、未実現６）において中程
度の寄与があった。観測網の整備や世界最高性能の施設の整備による寄与が大きい事例が多く見
られた。 
④ 政策連携によりインパクト実現の促進 
８事例（実現６、未実現２）において大きな寄与があり、他の1事例（実現１）において中程度の寄与が
あった。規制の導入や緩和による研究開発の促進や、調達や導入補助金による継続的な市場の保
証や初期市場の加速による寄与が大きい事例が多く見られた。 
 
上記の公的研究開発・支援については、事例分析の対象とした技術の性格に応じて関与の仕方は異な
るが、32事例のうち24事例では、上記①～④のいずれかの大きな寄与があり、7事例では中程度の寄与が
見られた。 
インパクト実現、未実現技術という観点では、①～③については、その傾向に大きな相違は見られない。
一方、④政策連携によるインパクト実現の促進については、寄与があった事例のほとんどは実現技術であっ
た。これは、未実現技術は技術の発展段階にあり、現段階ではインパクト実現の促進が求められる段階には
至っていない為と考えられる。 
p. 20 以降では、32 技術の進展およびインパクト実現に対する公的研究開発・支援の寄与の具体的な内
容を事例とともに紹介する。 
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図表 14 事例分析で確認された実現技術における公的研究開発・支援(寄与大：○、中：△) 
分野 技術名 基礎研究に関する公的研究開発・支援
技術の発展・流れにあわせ
た公的研究開発・支援
基盤技術・技術インフ
ラに関する研究開発
政策連携によるインパ
クト実現の促進
肺がんの早期発見に有効なヘリカルＣＴ技術 － △ － －
個人の遺伝子多型等を検出する塩基配列決定技術
とその応用（診断やテーラメイド医療） △ ○ ○ －
高演算速度の並列コンピュータ － △ ○ ○
ITS（カーナビゲーション、VICS、ETC、交通管理など） － △ ○ ○
オゾン層を破壊せず地球温暖化への影響を考慮した
フロン・ハロン代替品製造・利用技術 △ △ ○ ○
内分泌かく乱物質の人体、生体への影響解明技術 ○ － － －
リチウム電池の高密度化・高寿命化技術 － － － －
光触媒材料 ○ ○ － －
住宅用太陽光発電システム △ ○ △ ○
天然ガス等からの液体燃料製造・利用技術（GTL、DME） △ △ － －
廃自動車及び廃家電の適正処理技術 － △ － ○
レーザを利用した加工技術 △ ○ △ －
局地的な気象予測技術 ○ － ○ △
地震動による構造物等の挙動シミュレーション技術 ○ － ○ ○
人工衛星によるリモートセンシング技術 (データの解析・利用技術) △ － △ －
高性能放射光発生技術 △ － ○ －
社会基盤
フロンティア
エネルギー
製造
ライフ
サイエンス
情報通信
環境
ナノテクノ
ロジー・材
料
 
 
図表 15 事例分析で確認された未実現技術における公的研究開発・支援(寄与大：○、中：△) 
分野 技術名 基礎研究に関する公的研究開発・支援
技術の発展・流れにあわせ
た公的研究開発・支援
基盤技術・技術インフ
ラに関する研究開発
政策連携によるインパ
クト実現の促進
幹細胞による培養自己組織を人工臓器・組織の材料として用いる技術 ○ ○ － －
遺伝子操作による耐寒・耐乾・耐塩性作物の作出技術 ○ △ ○ －
垂直磁気記録技術（ハードディスクドライブ用） ○ － － －
ユビキタス・ネットワーク △ △ ○ －
廃棄物処理用ガス化溶融炉及び灰溶融炉技術 － △ △ ○
二酸化炭素の分離・回収・隔離技術 － ○ － －
カーボンナノチューブ・デバイス技術 ○ △ － －
高温超伝導材料 ○ ○ － －
水素吸蔵合金 ○ ○ － －
燃料電池自動車 － △ △ －
マイクロリアクタによる革新的化学品製造技術 △ △ △ －
多目的看護や身障者への機能補助を行うロボット（福祉ロボット） △ △ △ －
地震検知全国ネットワークによる地震動到達前防災システム ○ △ ○ －
難分解性物質等を含む排水の高効率生物処理システム － － △ ○
海底からの石油の経済的採取技術 － △ △ －
準天頂衛星システム △ － ○ －
ナノテクノ
ロジー・材
料
ライフ
サイエンス
情報通信
環境
エネルギー
製造
社会基盤
フロンティア
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４－２ 基礎研究に関する公的研究開発・支援 
公的研究機関や国公立大学では、さまざまな基礎研究が実施されている。大学や公的研究機関で実施
された基礎研究によって技術シーズの提供が行われた例、大学や公的研究機関による原理の解明により技
術の進展が加速した例、基礎研究が継続的に維持されたことによって、国家プロジェクトを実施する上での
基盤となる人材育成や科学的知見の蓄積が行われた例などが見られた。 
「垂直磁気記録技術」、「高温超伝導材料」では、大学における発明・発見が技術シーズとなった。また、
「光触媒材料」では大学による技術シーズの提供に加えて、企業での実験結果を理論面から解決することで
技術の進展が加速された。 
また、基礎研究には成果を通じた貢献に加えて、人材育成などへの寄与もある。「幹細胞による培養自己
組織を人工臓器・組織の材料として用いる技術」では、大学や公的研究機関による継続的な基礎研究を通
じて人材育成がなされ、国家プロジェクトで集中的な研究資金が投資された際に、世界の研究水準にキャッ
チアップするための主体となった。 
基礎研究に関する公的研究開発・支援の重要性を示す事例分析結果例を図表 16 に、「光触媒材料」に
関する具体的な事例分析結果を次頁に示す。 
 
図表 16 基礎研究に関する公的研究開発・支援の重要性を示す事例分析結果例 
技術 形態 主な効果 
光触媒材料 
国立大学における現象発見・原理解明(水の光分解、
有機物分解、超親水性の原理解明) 
技術シーズの提供、 
技術進展の加速 
カーボンナノチューブ・デバ
イス技術 
1970 年代から続く高分解能電子顕微鏡の研究開発、
大学や公的研究機関による基礎研究の積み重ね、 
技術シーズ提供 
遺伝子操作による耐寒・耐
乾・耐塩性作物の作出技術 
公的研究機関における耐寒・耐乾・耐塩性に関する遺
伝子及び機能性技術の発見 
技術シーズ提供 
局地的な気象予測技術 
大学や公的研究機関における数値予測モデルなどの
研究開発 
技術シーズ提供 
垂直磁気記録技術 国立大学における垂直磁気記録技術の発明 技術シーズ提供 
水素吸蔵合金 1970年代から続く継続的な公的研究開発・支援 技術シーズ提供 
地震動による構造物等の挙
動シミュレーション技術 
大学や公的研究機関における構造物の挙動の数値シ
ミュレーションの理論や精緻なモデルの研究開発 
技術シーズ提供 
高温超伝導材料 国立大学におけるビスマス系高温超伝導材料の発見 技術シーズ提供 
地震検知全国ネットワークに
よる地震動到達前防災シス
テム 
大学や公的研究機関による地震学研究等の地道な基
礎研究の継続・蓄積 
技術シーズ提供 
内分泌かく乱物質の人体、
生体への影響解明技術 
大学等で行われていた継続的な分子生物学の研究
（各種影響解明手法の確立に寄与） 
技術進展の加速 
幹細胞による培養自己組織
を人工臓器・組織の材料とし
て用いる技術 
大学や公的研究機関を中心とした公的研究開発によ
る基礎研究の積み重ね 
人材育成 
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光触媒技術 (ナノテクノロジー・材料; 実現技術) 
 
＜本事例分析のポイント＞ 
 光触媒技術は、当初水素製造技術として期待されたが、
普及しなかった。その後の有機物分解の発見、薄膜化技
術の進展により、セルフクリーニングタイルや空気浄化等
の様々な応用によりインパクトを実現した。 
 技術初期の発展過程では、大学や公的研究機関にお
ける学術研究が中心であり、1960 年代末に水の光分解の
発見、1980 年に有機物分解の発見がなされ、技術シーズ
となった。 
 大学による基礎研究は、単に技術シーズとなっただけで
はなく、1992 年の民間企業による酸化チタン薄膜開発へ
の技術指導や超親水性の産学連携による原理解明等、
技術の発展過程でも継続的に寄与してきた。この間、技術
の発展により基礎研究が更なる発展をみせている。(連鎖
モデル) 
 公的研究機関は、民間企業が開発した NOX除去システ
ムの試験、光触媒ハイブリッド材料の開発の面で貢献した。
NO X 除去装置は技術的には進展したが、公共調達が進ま
ず、普及していない。一方、光触媒ハイブリッド材料は人
工観葉植物等として製品化された。 
 インパクトをみると、経済的インパクトについては約 400
億円の市場が実現されたと推計されている。また、社会的
インパクトとしては、道路やビルの清掃コストの削減、農業
のハウス栽培における廃液の浄化問題の解決に寄与した。
さらに道路周辺における NOX 除去への期待と、夏の冷房
にかかるエネルギーの削減への期待がかけられている。ま
た、国民生活へのインパクトについては、住宅の外装・内
装の清掃にかかる手間の削減、都市や道路における美観
の向上に貢献している。 
 最近では、光触媒の性能試験の標準化をめぐり、国際
的な競争がなされている。我が国でも経済産業省が関与
する形で、標準化への取り組みを推進しているが、予断を
許さない状況にある。 
光触媒応用製品の市場規模推移
注： 2003年から浄化機器の金額が急増しているのは、集計方式の変更に
よる（従前はフィルタ部分のみ、事後は機器全体の金額として計算）
出所：光触媒製品フォーラム資料
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年代 1970 1980 1990 2000
周辺環境
技術の発展
公的研究開発
・支援
汚染物質分解や空気浄化等
の様々な応用インパクト
石油ショックによる省エネ・
新エネへの期待の高まり
抗菌商品など清
潔志向の高まり
欧米では水処理研究
を盛んに行う
酸化チタンによる
水の光分解の発
見［1972、東大］
酸化チタンによ
る有機物分解の
発見
［1980、分子研］
薄膜焼成技術 抗菌タイル ｶﾞﾗｽｺｰﾃｨﾝｸﾞ ビル外装への
適用
多孔質セラミクスとの
複合[産総研]
人工観葉植物等
光触媒コンクリート
空気清浄機
【防汚・抗菌】
【環境浄化】
大学における学術研究・公的研究機関による研究開発
官民連帯研究「光触媒を用いた
環境浄化」［1995-98］
光クリーン技術を用いた省エネ浄化システム開発
［1998～2000］
光触媒利用高機能住宅用部
材プロジェクト［2003-2005］
超親水性の
発見
NOx除去装置
当初、水素製造技術として
期待されたが、普及せず。
学術研究が技術シーズとなる。 東京大学と民間企業の産学連携、技術相談
超親水性の原理
の解明[東大]
民間企業が主体
 
図表 17 光触媒材料技術のインパクトと公的研究開発・支援の位置づけ 
 
注： タイトル、キーワード、概要を対象に検索式は(photocatal* AND (TiO2 OR rutile OR anatase R titan umdioxide*))を用いた。
データ: Thomson Scientific社の Web of Science データベースを用いて作成
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４－３ 技術の発展・流れに合わせた公的研究開発・支援 
技術の進展に応じ、国家プロジェクトが実施され世界水準へのキャッチアップがなされた例、技術の発
展にあわせて適切な方針転換が行われたために技術のインパクトが実現された例、実証試験の実施によ
って技術の有効性の見極めがなされた例などが見られた。 
「幹細胞による培養自己組織を人工臓器・組織の材料として用いる技術」や「個人の遺伝子多型等を
検出する塩基配列決定技術」では、国家プロジェクトの実施を通じて世界の研究水準へのキャッチアップ
がなされ、一部の技術においては欧米をリードするに到っている。 
「住宅用太陽光発電システム」については、サンシャイン計画やニューサンシャイン計画によって、長期
ビジョンに基づく研究開発が実施され、現在、日本は世界一のシェアを持つ。なお、サンシャインプロジェ
クトの開始当初は太陽熱利用が主であったが、後に太陽光利用に技術開発の方針を修正したことがイン
パクト実現過程において重要な役割を果たした。 
また、「二酸化炭素の分離・回収・隔離技術」では、地中貯留についての実証試験が行われ、技術の有
効性や環境への影響などが検証されつつある。 
技術の発展・流れに合わせた公的研究開発・支援の重要性を示す事例分析結果例を図表 18 に、「住
宅用太陽光発電システム」に関する事例分析結果を次頁に示す。 
 
図表 18 技術の発展・流れに合わせた公的研究開発・支援の重要性を示す事例分析結果例 
技術 形態 主な効果 
住宅用太陽光発電システム 
30 年間の長期ビジョンに基づく大規模プロジェクトの
実施（太陽熱利用が主であったが、後に太陽光利用
に技術開発の方針を修正） 
太陽光発電によってインパクトを
実現 
幹細胞による培養自己組織
を人工臓器・組織の材料と
して用いる技術 
ミレニアムプロジェクトによる戦略的・集中的な研究開
発の推進 
世界水準へのキャッチアップ（一
部分野で世界をリード） 
水素吸蔵合金 
水素利用国際クリーンエネルギーシステム技術
（WE-NET）による研究開発（高い開発目標の設定） 
水素吸蔵合金において世界一の
吸蔵量を達成 
レーザを利用した加工技術 
レーザの進展(CO2レーザ、YAG レーザ、エキシマレ
ーザ、LD 励起 YAG レーザ、固体 UV レーザ)に合わ
せた国家プロジェクトの実施 
技術の有効性・有望性の見極め、
民間の技術水準の向上 
高温超伝導材料 
送電ケーブルの実証試験への資金提供、ビスマス系
材料製造技術開発への無利子融資 
人材育成、 
技術の有効性・有望性の見極め 
二酸化炭素の分離・回収・
隔離技術 
地中貯留の実証試験による技術の検証 技術の有効性・有望性の見極め 
光触媒材料 水の光分解から有機物分解への応用分野の変更 
セルフクリーニングタイルや空気
浄化等の様々な応用によりインパ
クトを実現 
個人の遺伝子多型等を検
出する塩基配列決定技術と
その応用（診断やテーラメイ
ド医療） 
ミレニアム・ゲノム・プロジェクトによる SNP解析技術に
対する本格的な公的研究開発・支援の実施 
SNP 解析では欧米をリード 
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住宅用太陽光発電システム（エネルギー；実現技術） 
 
＜本事例のポイント＞ 
 住宅用太陽光発電システム技術は、太陽電池製造技術、
太陽光発電システム技術からなる。太陽電池の主流は多
結晶シリコンを用いたものである。 
 エネルギーの長期的な安定供給の確保を目指したサン
シャイン計画(1974 年開始)の中の重点技術として、取り上
げられ、30年後を見据えた長期的なビジョンを国が掲げて
研究開発を進めたことがインパクト実現の大きな要因であ
る。 
 サンシャインプロジェクトの開始当初は太陽熱利用が主
であったが、後に太陽光利用に技術開発の方針を修正し
たことがインパクト実現過程において重要な役割を果たし
た。 
 規制緩和による逆潮流ありの系統連系の解禁と、導入へ
の補助金により初期市場が形成された。その後市場が拡
大し、民間企業による太陽電池の低コスト化および高効率
化の好循環により、太陽電池の生産量、太陽光発電シス
テムの導入量ともに日本が世界一となっている。 実現さ
れたインパクトは、社会的なインパクトが最も大きく、二酸
化炭素削減効果や創エネルギー効果、分散型電源の普
及によるエネルギーセキュリティの向上などが見込まれる。
経済的には、2003年度、約1,500億円の市場規模を達成
しており、世界における太陽光電池の生産量の 50％弱は
日本製である。また、また、こうした市場の創出により、直
接的にも波及的にも雇用創出がなされている。国民生活
へのインパクトは、導入家庭の環境意識の向上や、省エ
ネ・売電による電気料金負担の軽減といった形で表れて
いる。 
 なお、公的に研究開発された技術の中には実現されな
かった技術も多く存在した。また、系統連系による普及は
限界が見えており、分散型の開発が今後は必要である。
太陽光により発電した電気に環境プレミアを与えて、導入
促進を図るような政策も求められている。 
 
出所： NEDO「H14年度新エネルギーデータ集」および「2030年に向け
た太陽光発電ロードマップ」より㈱三菱総合研究所作成
市場規模と太陽光発電システム価格の推移
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図表 19 住宅用太陽光発電システムのインパクトと公的研究開発・支援の位置づけ 
 
周辺環境
技術の発展・流れに合わ
せた公的研究開発・支援
インパクト
1973年
第一次石油危機
年代 1970 1980 1990 20001950
1979年
第二次石油危機
サンシャイン計画[1974～1992]
太陽熱中心→太陽光へ軌道修正（80年代前半～）
ニューサンシャイン計画
[1993～2000]
太陽電池製造技術開発・
太陽光発電システム技術開発
系統連系型住宅用PVシステムに関す
研究(電力中央研究所)[1978]
1994年 補助制度開始
1993年 逆潮流あり連携の解禁
1992年 余剰電力購入メニュー開始
2004年 PV2030策定
2002年 RPS法制定
1980年 NEDO設立
創エネルギー効果、CO2削減効果→ 今後さらに拡大
太陽電池の生産量、システムの導入量 世界一（約２２万戸）
系統連系等太陽光発電システム設置
シリコン結晶系太陽電池
太陽電池評価システム(性能評価・信頼性評価)
周辺技術実用化 (インバータ、蓄電池、建材一体型等）
技術の発展
省資源・高効率の新型太陽電池技術開発(薄膜多結晶・化合物系等）
1954年 米国ベル研究
所が世界初の太陽電池
作成
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４－４ 基盤技術や技術インフラに関する公的研究開発・支援 
世界最高性能の設備が整備されることによって研究環境が向上した例、気象予測や防災など行政のミ
ッションに応じた観測網やデータベースの整備がなされた例、標準化やデータベースの整備を通じて、
民間の事業活動の促進がなされた例などが見られた。 
「高性能放射光発生技術」、「高演算速度の並列コンピュータ」、「地振動による構造物等の挙動シミュ
レーション技術」については、SPring-8、地球シミュレータ、E-ディフェンスといった世界最高性能の設備
が整備され、これによって研究環境の向上がもたらされている。 
「地震検知全国ネットワークによる地震動到達前防災システム」や「局地的な気象予測技術」では、気
象予測や防災など行政のミッションに応じた観測網やデータベースの整備を通じて、社会や国民生活へ
のインパクトの実現に寄与している。 
また、これに加えて「ユビキタス・ネットワーク」のように、標準化や ISO 規定の作成を通じて国際的な主
導権を獲得し、結果として国際競争力の強化をもたらした例も見られた。 
基盤技術や技術インフラに関する公的研究開発・支援の重要性を示す事例分析結果例を図表20に、
「高性能放射光発生技術」に関する事例分析結果を次頁に示す。 
 
図表20 基盤技術や技術インフラに関する公的研究開発・支援の重要性を示す事例分析結果例 
技術 形態 主な効果 
遺伝子操作による耐寒・耐
乾・耐塩性作物の作出技術 
ナショナルバイオリソースプロジェクトによる生物遺伝
資源の体系的な収集、保存、提供体制の整備 
研究環境の向上 
個人の遺伝子多型等を検
出する塩基配列決定技術と
その応用（診断やテーラメイ
ド医療） 
日本人の遺伝子領域有用 SNP データベースの構築 研究環境の向上 
高演算速度の並列コンピュ
ータ 
地球シミュレータの開発 研究環境の向上 
高性能放射光発生技術 日本の高性能放射光発生施設（SPring-８）の整備 研究環境の向上 
地震動による構造物等の挙
動シミュレーション技術 
公的研究機関における E-ディフェンスなどの振動台
の導入と振動台による実験データ、分析結果の提供
研究環境の向上 
局地的な気象予測技術 
アメダスや各種レーダの全国的な観測網、衛星によ
る世界的な気象観測態勢の整備 
気象予測精度の向上気象予報サ
ービスの具現化 
準天頂衛星システム 測位の要となる基礎技術の研究開発 基盤技術の整備 
ITS（カーナビゲーション、
VICS、ETC、交通管理など）
VICS, ETC などの基盤技術の整備 
ITS の実用化を可能とする基盤技
術の整備 
地震検知全国ネットワーク
による地震動到達前防災シ
ステム 
大学や公的研究機関による地震計の整備 
民間の応用研究開発促進、防災
システムの具現化 
オゾン層を破壊せず地球温
暖化への影響を考慮したフ
ロン・ハロン代替品製造・利
用技術 
南極昭和基地の観測によるオゾンホールの発見、化
合物の大気寿命測定や環境負荷評価、代替物質開
発の可能性（困難性）等に関する多くの知見の蓄積 
代替物質利用における民間の研
究開発の方向性の検討に大きく寄
与 
ユビキタス・ネットワーク 
無線通信技術の標準化を検討する際の学術面から
のアドバイスや実証試験 
国際的主導権獲得による国際競
争力強化 
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高性能放射光発生技術（フロンティア；実現技術） 
 
＜本事例のポイント＞ 
 放射光とは、光速近くまで加速された電子が、磁場など
によって、進行方向を変えられた際に発生する電磁波で
ある。非常に輝度が高く、X 線から赤外線までの広い波長
領域を持っているため、様々な物質の種類や構造、性質
を詳しく知ることができる。 
 日本の高性能放射光発生施設は、世代変化に対応して
整備が進められてきている。これには1960年代から、継続
的に続けられている大学や公的研究機関における研究開
発が寄与している。(東京大学の原子核研究所における、
世界最初の専用リングである SOR-RING の研究開発
(1976 年)。旧電子技術総合研究所による小型蓄積リング
の継続的な研究開発(1980年代～)。旧高エネルギー物理
学研究所における放射光科学研究施設（フォトンファクトリ
ー）の建設など。) 
 現在は、挿入光源による放射光発生が主体である第３
世代の大型放射光施設が主流であり、原子力研究所と理
化学研究所の共同で建設したSPring-８は、８GeVという高
いエネルギーを持つ世界最高の実験施設である。同規模
の施設は、他に米欧に各一施設存在するのみである。 
 高性能放射光発生技術はエレクトロニクス、材料、環境・
エネルギーなど様々な分野の研究に利用されることにより
インパクトを実現している。1980 年代から開発が行われて
きた小型放射光設備は、微細加工や半導体リソグラフィに
利用することが可能である。高性能放射光発生技術は技
術インフラである為、直接的な経済的インパクトの見積りは
困難であるが、排気ガス触媒の長寿命原因の解明がなさ
れた事によって車への搭載実現に貢献した例や、リチウム
二次電池の充放電能の劣化解明によりサイクル寿命の向
上につながった例などが見られた。今後は、たんぱく質の
構造解明などを通じた創薬への貢献により、大きな経済的
インパクトが期待され、企業コンソーシアムによる研究が進
められている。 
 また、社会的インパクトとして世界最高性能の施設
（SPring-８）を保有することによる日本の国際的な地位向
上とともに、微量成分特性の分析による考古学的謎(三角
縁神獣鏡)の解明、犯罪捜査等への応用によるセキュリテ
ィー向上へのインパクトなどが見られた。 
 SPring-８では、多くの研究成果は上がっているものの、
産業利用は始まったばかりである。今後一層の産業利用
が期待される。ビームラインの利用申請に柔軟性を持たせ
ることやビームラインの増設など産業側のニーズを汲み取
ることにより、今後より一層のインパクト実現が見込まれる。 
 
周辺環境
年代 1980 1990 20001970
日本国内における
強いX線への要望
公的研究開発・支
援（主要）
1965年 東京大学原子核研究所
で放射光利用開始
1963年 NBS(米)で放射光の
利用開始
第2世代第1世代 第3世代
放射光施設の世代
大学（東大核研、物性研など）
産業技術研究所（旧電子技術総合研究所）
1976年 世界最初の専用リン
グSOR-RING完成
高エネルギー物理学研究所
1997年
SPring-8の共用開始
日本原子力研究所
理化学研究所
1982年 放射光科学研究施設
フォトンファクトリー利用開始
1984年 UVSOR（分子研）
LSIリソグラフィーへの利用
SORTEC
専用の小型放射光施設（民間）
小型蓄積リング（TERAS, NIJI, 1980年代から）
短波長レーザなど代替技術
の登場により未実現
化学への利用
たんぱく質結晶構造解析や
材料の分析評価への利用産業利用
1994年 ESRF(欧)で放射光の利用開始
1996年 APS(米)で放射光の利用開始
1974年
学術会議による「放射光総合
研究所の設立」の勧告
1987年
学術会議等による大型放射光施設
の必要性についての提言
インパクト
世界一強力なX線を発生す
る放射光実験施設
放射光の利用の開始による、さまざま
な分析・加工の実現
基盤技術・技術
インフラの発展
 
図表21 高性能放射光発生技術のインパクトと公的研究開発・支援の位置づけ 
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４－５ 政策連携によるインパクト実現の促進 
規制の導入や緩和によって研究開発が促進された例、調達によって継続的な技術開発が可能となっ
た例、補助金制度によって初期市場が形成された例など、研究開発政策以外の政策との連携によってイ
ンパクトの実現がなされた例が見られた。 
「廃自動車および廃家電の適正処理技術」や「廃棄物処理用ガス化溶融炉及び灰溶融炉技術」では、
規制の導入によって、民間企業における技術開発や技術の導入が結果的に加速された例が見られた。 
「住宅用太陽光発電システム」においては導入補助金の導入によって、初期市場が形成されることで、
技術のインパクト実現が加速された。また、「高演算速度の並列コンピュータ」のように、大学や公的研究
機関による調達によって、研究開発の前提となる市場の提供がなされ、民間における継続的な研究開発
が可能になった例も見られた。 
このように、研究開発への直接的な寄与のみでなく、調達や研究基盤整備といった間接的な寄与も公
的部門の役割として重要である。特に、調達に関しては技術を政府が積極的に導入することで一定量の
市場を確保し、民間における継続的な技術開発を可能とするという点で、技術のインパクト実現において
大きな寄与がある。 
政策連携によるインパクト実現の促進の重要性を示す事例分析結果例を図表 22 に、「高演算速度の
並列コンピュータ」に関する事例分析結果を次頁に示す。 
 
 
 
 
図表22 政策連携によるインパクト実現の促進の重要性を示す事例分析結果例 
技術 形態 主な効果 
住宅用太陽光発電システム 
規制緩和（逆潮流有りの系統連携の解禁）、導入補
助金 
初期市場の形成、インパクト実現
加速・規模拡大・質向上 
オゾン層を破壊せず地球温
暖化への影響を考慮したフ
ロン・ハロン代替品製造・利
用技術 
モントリオール議定書に基づく政府の段階的な規制
導入 
国際的約束の履行、民間技術開
発の促進、海外に先駆けた取り組
みによる国際競争力向上 
高演算速度の並列コンピュ
ータ 
大学や公的研究機関による調達 
継続的な市場の保証、研究開発
の促進 
ITS（カーナビゲーション、
VICS、ETC、交通管理など）
普及に向けた諸施策の実施 技術導入の加速 
難分解性物質等を含む排
水の高効率生物処理システ
ム 
排水規制等の法規制等強化規制強化に対応した排
水処理施設の公的調達 
技術開発・導入の加速 
廃棄物処理用ガス化溶融
炉及び灰溶融炉技術 
ダイオキシン問題や最終処分の適正化問題に対する
規制導入 
技術開発・導入の加速 
廃自動車及び廃家電の適
正処理技術 
規制導入技術開発に対する補助金 技術開発・導入の加速 
地震動による構造物等の挙
動シミュレーション技術 
技術指針・基準の策定 技術開発・導入の加速 
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高演算速度の並列コンピュータ（情報通信；実現技術） 
 
＜本事例のポイント＞ 
 スーパーコンピュータの歴史は、1971 年イリノイ大学によ
る ILLIACⅣの開発と 1976年米国のクレイ社による
CRAY-1 の製品化に始まっている。その後、米国では数
社が製作した。日本では、1970 年代以降大学、研究機関
などの調達により民間企業の研究開発が促進され、80 年
代後半～90 年代前半には優位性を持つに至る。その後
米国政府が投資を強化し、ベクトル型でなくスカラー型の
スーパーコンピュータの占める割合が大きくなった。 
 これに対応し、幾つかの公的プロジェクトが実施され、地
球シミュレータはベクトル型での日本の技術力を示し、米
国に危機感をいだかせた。米国エネルギー省(DOE)は地
球シミュレータの成果に注目し、スーパーコンピュータを
ITER に続く2番目の重要施設と認定した。なお、地球シミ
ュレータ開発がなければ、日本のベクトル型スーパーコン
ピュータ技術の開発は進まず、その市場は大きく縮小した
であろうとの有識者による見方もあった。 
 当初、スーパーコンピュータの利用はサイエンスが主で
あったが、産業分野での利用が進んでいる。その売上は、
価格が 3,000 万円以上のシステムについてみても、国内
で年間約 1,000 億円と推定され、価格 1 億円以上のシス
テムについては年間約 500 億円と推計される。また、これ
らの推計のうち、後者については、公的調達が半分以上
を占める。PC クラスターやソフトについては、ベンチャー
企業創造への期待も膨らんでいる。 
 利用分野も、重厚長大分野から自動車等の機械産業に
利用が拡大し、今後は映像・アミューズメント、スポーツ、
医療等の、ソフトや生活関連分野への拡大が見込まれる。
非産業分野（公共サービス等）でも、現在、地球温暖化影
響等の長期の将来予測に用いられており、今後は災害発
生想定による予防研究（原子力事故災害や地震災害・被
害）や、災害原因発生後のシミュレーション（津波や台風
等）への展開が見込まれる。 
0%
10%
20%
30%
40%
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80%
90%
100%
1994 1997 2000 2003
ベクトル型（日本製以外）
ベクトル型（日本製）
スカラー型（日本製以外）
スカラー型（日本製）
Top500リストに占めるベクトル型、スカラー型
スーパーコンピュータの比率
出所: http://www.top500.org/をもとに科学技術政策研究所で作成 
 
年代 1970後半 1980 1990 2000
米国が先行
（クレーリサーチ社）
日本の計算能力の
充実・優位
米国が公的研究開発支援を強化
(ASCI計画など)
米国が再び優位に
地球シミュレータの
世界記録（2002）
国立研究所・大学・政府機関などによる調達
未来開拓学術研究推進事業
計算科学(1997-2002)
地球シミュレータ開発
(1997-2002)
リアル・ワールド・コンピューティング (1992-2002)
科学技術用高速計算システム(1981-1989)
周辺環境
メーカーによる
独自研究開発 ベクトル型（バイポーラ）
ベクトル型/並列(CMOS)
スカラー型/パラレル(CMOS)
スカラー/PCクラスター(CMOS)
ベクトル型/超並列(CMOS)
スカラー型/超並列(CMOS)技術の発展
公的研究開発
・支援
日米貿易摩擦
米国DOEがスーパーコン
ピュータを２番目の重要施
設と認定(2003)
第５世代コンピュータ(1982-1992)
インパクト
国内研究所のスーパー
コンピュータへのニーズ
 
図表23高演算速度の並列コンピュータのインパクトと公的研究開発・支援の位置づけ 
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４－６ 今後の公的研究開発・支援検討における留意点 
事例分析を通じて約200名の有識者から、今後の公的研究開発・支援のあり方を検討する際の留意点
として多くの意見を得ることができた。ここでは、有識者から得られた意見のうち、代表的なものを紹介する。
なお、具体的な内容については、参考資料 1(p. 383以降)を参照されたい。 
(１) 基礎研究の多様性の確保、継続的な実施 
z カーボンナノチューブの応用または実用化に対する公的支援も大事であるが、カーボンナノチュー
ブに続く、次の新しい素材を発見すべく、サイエンスとしての物性研究に対する公的支援を、少額
でも構わないので長く継続的に実施して欲しい。(ナノチューブ：学識経験者) 
z 大学に対して、製品化を意識したプロトタイプの製作ではなく、ブレイクスルーのために将来を見据
えたチャレンジングな技術開発を期待する。（垂直磁気：企業・マネージャー） 
z 研究資源の集中により、キャッチアップによる一応の成果は期待できるが、大学等がプロジェクトに
主体的に関わることができず、基礎研究の広がりが少なくなっている。国家のエネルギー戦略上必
須の技術であり、基盤技術のいくつかは国内技術として抱えておく必要性があると考える。（二酸化
炭素隔離：公的研究機関・研究者） 
(２) インパクトの実現までの「道筋」の明確化 
z 超伝導材料による送電線は、近い将来に国内にユーザがおらず、また、10 年間を費やす長期的な
研究開発テーマである。しかし、現在、経済産業省では、１～２年後に実用化をねらう短期的な研
究テーマが実施される傾向にある。全ての技術を同じスケールによって評価して、プロジェクトを実
施していくのは適切ではない。超伝導材料のように、実用化に長期間費やすプロジェクトは、別の
スケールで判断するようにプロジェクトのターゲットの適正化をはかるべきである。（高温超伝導：電
力会社研究所・マネージャー） 
z 地震動到達前防災システムのプロトタイプは成功したが、社会への普及が課題である（経済原則に
よる民間ベースでの普及には限度があり、木造密集地の防災対策促進等を考慮すると、同技術に
よる防災システムを社会基盤として位置付け、導入のための公的支援を行うことを検討すべき）。
（地震動到達前防災システム：関係団体・役員、保険会社・マネージャー） 
z 国家プロジェクトとしては研究だけでなく、再生医療を対象とした診療報酬体系整備や関連ベンチ
ャー企業への税制優遇、相互扶助システムの確立など関連制度全般についての総合的対策、担
当人員の増員による治験に関する行政手続きの迅速化や医療分野の特許制度の充実などの省庁
の垣根を越えた一体的な推進体制を同時に構築する必要がある。（再生医療：学識経験者、公的
研究機関・研究者、企業・役員） 
(３) 調達や研究基盤整備などを通じたインパクト実現への寄与 
z 臨床検査・診断装置、分析装置の分野では、導入実績のある装置が重用され、新技術の普及には
障壁がある場合がある。これらの分野においては導入初期において、公的セクターが中心となり積
極的に導入を図ることにより、新技術を市場に根付かせることも有効であり、必要である。（マイクロリ
アクタ：学識経験者） 
z 日本は当該分野ですでに世界標準への寄与が大きい。日本は関連メーカーが多く、まとまって対
応し、産業利用の実績を示して世界標準の主導権を得ていくべき。（ユビキタス：通信事業者・研究
マネージャー） 
z SPring-８のような大規模な実験施設の実現には多くのテクニシャンの協力が不可欠だが、日本で
はテクニシャンの待遇がよくないためか、あまり育っていないようである。メーカーの技術者だけでな
い育成が求められる。（放射光：関係機関・研究者） 
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５.  結論 
 
５－１ 本調査のまとめ 
本調査では、科学技術振興の成果である技術に注目し、技術が経済、社会、国民生活にどのようなイ
ンパクトをもたらしているのか、また技術がインパクトをもたらす過程において、どのような公的寄与があっ
たのかの分析を実施した。これらの分析を通じて、今後の科学技術振興における公的な役割を検討する
際の有用な資料の構築を目指した。 
まず、第２期基本計画で定められた８分野に関連する 310 技術を抽出し、アンケート調査を通じて、技
術のもたらすインパクトの俯瞰的な分析を試みた。次に、アンケート結果を踏まえて技術を起点とした事例
分析を実施した。具体的には関係者へのインタビューにより、技術のもたらした（もしくは、今後もたらすと
考えられる）インパクトおよびインパクトの実現過程を包括的に把握し、その過程における公的研究開発・
支援の位置づけを明らかにするという手法をとった。 
アンケート調査の結果、技術のもたらすインパクトは分野によって傾向の違いが見られることが分かった。
重点４分野に注目すると、実現技術については経済、社会、国民生活へのインパクト、いずれについても
情報通信分野がとりわけ大きく、未実現技術についても、情報通信分野が大きいものの、他のナノテクノ
ロジー・材料、ライフサイエンス、環境分野との差は小さくなる。このことから今後、重点４分野に関連する
技術は、経済、社会、国民生活に対してインパクトをもたらしていくと考えられる。 
また、32事例に対する詳細な分析から、８分野に関連する技術は経済・社会・国民生活に対して、多種
多様な形で、経済、社会、国民生活に対して大きなインパクトをもたらしている（あるいは期待される）こと
が確認された。なお、インパクトの実現までのタイムラグの分析から、技術シーズの発明・発見が経済、社
会、国民生活へインパクトをもたらすまでに長期間かつ一定でないタイムラグが存在することが分かった。
加えて、技術シーズの発明・発見や科学技術の進展が、当初意図しているものとは異なるインパクトをも
たらした事例があることを確認した。 
事例分析を通じて、科学技術政策にとどまらない幅広い見地からの公的研究開発・支援の寄与の把握、
インパクト実現過程における公的セクターと民間セクターの役割の把握が行われた。これは本手法が、政
策評価の手法として活用されているプロジェクトの追跡評価のように特定の公的研究開発・支援に関する
効果を網羅的に把握するのではなく、インパクトをもたらしている（あるいは期待される）技術の発展過程
および技術のインパクト実現過程において重要であったと考えられる事象（公的研究開発・支援を含む）
をすべて分析対象としたためである。 
32 事例に対するインパクト実現過程の詳細な分析の結果、科学技術の進展、インパクト実現に対する
公的研究開発・支援の寄与は次の①～④のようにまとめられることがわかった。 
① 基礎研究に関する公的研究開発・支援 
大学や公的研究機関で実施された基礎研究によって技術シーズの提供が行われた例、大学や公
的研究機関による原理の解明により技術の進展が加速した例、基礎研究が継続的に維持されたことに
よって、国家プロジェクトを実施する上での基盤となる人材育成や科学的知見の蓄積が行われた例が
見られた。 
② 技術の発展・流れに合わせた公的研究開発・支援 
国家プロジェクトの実施によって世界水準へのキャッチアップがなされた例、技術の発展にあわせて
適切な方針転換が行われたために技術のインパクトが実現された例、実証試験の実施によって技術の
有効性の見極めがなされた例が見られた。 
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③ 基盤技術や技術インフラに関する公的研究開発・支援 
世界最高性能の設備が整備されることによって研究環境が向上した例、気象予測や防災など行政
のミッションに応じた観測網やデータベースの整備がなされた例、標準や性能評価法など企業単独で
は取り組めない基盤技術・技術インフラの整備によって、日本全体の研究開発の活性化や民間の事業
活動の促進がなされた例が見られた。 
④ 政策連携によるインパクト実現の促進 
規制の導入や緩和によって研究開発が促進された例、調達によって継続的な技術開発が可能とな
った例、補助金制度によって初期市場が形成された例など、研究開発政策以外の政策との連携によっ
て、インパクトの実現がなされた例が見られた。 
上記の公的研究開発・支援については、事例分析の対象とした技術の性格に応じて関与の仕方は異
なるが、32事例のうち24事例では、上記①～④のいずれかの大きな寄与があり、７事例では中程度の寄
与が見られた。このことから、公的研究開発・支援が科学技術の進展および技術のインパクト実現過程に
おいて、重要な機能を果たしていることが確認された。 
インパクト実現、未実現技術という観点では、①～③については、その傾向に大きな相違は見られない。
一方、④インパクトの実現を意識した政策連携については、寄与があった事例のほとんどは実現技術で
あった。これは、未実現技術は技術の発展段階にあり、現段階ではインパクトの実現を意識した政策連携
が求められる段階には至っていない為と考えられる。 
また、事例分析を通じたインタビューから、今後の公的研究開発・支援のあり方を検討する際の留意点
として、基礎研究の多様性の確保、継続的な実施、調達や研究基盤整備などを通じたインパクト実現へ
の寄与、インパクトの実現までの「道筋」の明確化などの論点が挙げられた。 
 
５－２ インパクト調査より得られた政策的インプリケーション 
本調査を通じて科学技術は経済、社会、国民生活へ幅広いインパクトを与えていること、インパクト実
現においては公的研究開発・支援がさまざまな形態で寄与していることことが確認された。 
技術がインパクトを実現する過程にはリニアモデル、連鎖モデルなど多様な道筋があるが、技術の特
徴に応じて①～④の公的研究開発・支援が様々な形で寄与することで、技術のインパクトは実現されて
いる。ここで重要なのは、①～④が単発的に実施されるのではなく、「出口」（経済、社会、国民生活への
インパクト）までの「道筋」を想定した上で、公的研究開発・支援を効率よく実施する必要があるという点で
ある。以下に、技術がインパクト実現に到るシステムを効率よく機能させる上での留意点を示す。 
（公的部門の役割の重要性） 
技術の性格に応じて公的研究開発・支援の関与の仕方は異なるが、最終的なインパクト実現までの過
程で、公的部門は多様な役割を果たしている。科学技術振興による経済・社会・国民生活へのインパクト
をより一層拡大させるには、今後更なる公的研究開発・支援の充実を要する。 
（基礎研究の重要性） 
技術がインパクトを実現する過程には多様な道筋があるが、その基盤として厚みのある基礎研究が不
可欠である。具体的には基礎研究の多様性の確保および継続的な実施が求められる。基礎研究は、発
明・発見を通じた技術シーズの提供、原理の解明による民間における技術開発の進展、基礎研究を通じ
た人材の厚みの形成などを通じて、インパクトの実現に寄与する。 
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（「出口」までの「道筋」の考慮） 
「出口」（経済、社会、国民生活へのインパクト）までの「道筋」を想定し、研究開発と並行してインパクト
実現に必要な環境を整備することが重要である。例えば、環境問題や少子高齢化への対応といった社会
的な問題への対応など加速を要するテーマについては、インパクトを実現する上で律速要因が何である
かのシステム分析を随時行っていくことが必要である。また、技術の進展および社会環境等の変化がとも
に激しいことを踏まえて、柔軟性のある公的研究開発・支援が求められる。 
（調達や研究基盤整備などの重要性） 
技術のインパクト実現までの過程においては、研究開発への直接的な寄与のみでなく、調達や研究基
盤整備といった間接的な寄与も公的部門の役割として重要である。特に、調達に関しては技術を政府が
積極的に導入することで一定量の市場を確保し、民間における継続的な技術開発を可能とするという点
で、技術のインパクト実現において大きな寄与がある。今後は、産業に軸足のある研究開発の推進の手
段として、特に「調達」を明確に位置づける必要がある。 
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１．ライフサイエンス分野 
技術名 ポイント 
肺がんの早期発見に有効なヘリ
カルＣＴ技術:実現 
・がんの早期発見診断技術として開発されたヘリカル CT は、日本企業が特許を
保有し、世界をリードしている。 
・肺がんを早期に発見する検査技術として社会（検査の信頼性向上等）および国
民生活（検査時間の短縮やがん早期発見による治療効果向上等）に幅広いイ
ンパクトを有する。 
・「がん克服新 10 か年戦略」等の公的研究開発・支援による実証研究によって、
技術の利用拡大に寄与した。 
・日本からヘリカル CT の有効性に関する研究結果を提示するなど、戦略的な支
援が課題である。 
個人の遺伝子多型等を検出する
塩基配列決定技術とその応用
（診断やテーラメイド医療）:実現 
・テーラメイド医療の実現化や薬剤の副作用減少、難治性疾患の治癒等の国民
生活へのインパクトとともに、医療費の削減（2020年の市場規模５兆3600億円）
等の経済的インパクトが期待される。 
・「ミレニアム・ゲノム・プロジェクト」等による大学および民間への研究開発資金提
供や産学連携による研究開発等が技術の進展に寄与した。また公的研究開発
により、日本人の遺伝子領域有用 SNP データの蓄積が行われた。 
・これらの情報は国際 HapMapプロジェクトにおいても、活用されている。このプロ
ジェクトに対して、理化学研究所遺伝子多型研究センターは、データ公開開始
以降、５カ国８研究機関中で最大の貢献を見せている。 
・今後は、データベースの維持管理コストや情報公開範囲のルール作り、SNP デ
ータを活用したたんぱく質機能・構造解析のための基礎的なインフラ整備・基盤
技術開発研究等が求められている。 
幹細胞による培養自己組織を人
工臓器・組織の材料として用いる
技術:未実現 
・幹細胞を利用した再生医療技術は世界で技術開発競争が非常に厳しく、我が
国はトップクラスにあるがトップの米国とは依然差がある。 
・疾病等に対する完治可能性が期待され、高齢化社会への対応として社会的イ
ンパクトが期待される。 
・公的プロジェクトによって、着実に技術開発が進展した（ミレニアムプロジェクト等
によって戦略的・集中的に研究開発を推進することで、短期間で米国にキャッ
チアップすることができた）。キャッチアップ成功の要因のひとつとして、地道な
基礎研究の存在がある。 
・今後は研究開発の拡充に加え、臨床例の増加や産業化の支援等国民への受
容性も考えた実用化に向けた施策強化が求められる。 
遺伝子操作による耐寒・耐乾・耐
塩性作物の作出技術:未実現 
・耐寒・耐乾・耐塩性に関わる遺伝子及び機能制御技術は、シロイヌナズナという
モデル植物を用いて世界に先駆けて日本の公的研究機関で発見・開発され
た。 
・世界的な食料危機における食料生産向上に対する国際貢献（社会的インパク
ト）が期待される技術である。 
・理化学研究所、農業技術研究機構等の公的研究機関や大学における基礎研
究、基盤技術・研究基盤の確立が主な公的寄与である。 
・応用フェーズに入りつつあるが、国内では遺伝子組み換え作物への国民の受
容性が低く、ほとんどの企業は研究開発から撤退している。 
（事例分析結果の概要） 
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２．情報通信分野 
技術名 ポイント 
高演算速度の並列コンピュータ:
実現 
・ベクトル型の地球シミュレータは 2002 年～2004 年にかけて世界最速となった。
米国エネルギー省は地球シミュレータの成果に注目し、スーパーコンピュータを
ITER に続く２番目の重要施設とした。 
・産業分野での利用が進み、非産業分野でも地球温暖化影響等の長期予測か
ら、今後は災害発生想定による予防研究への展開が見込まれる。 
・研究機関などの調達により民間企業の研究開発が促進され、幾つかの公的プ
ロジェクトが実施された。 
・プロセッサを米国に大きく依存するスカラー型への対応や、ベクトル型の将来も
含めて、アーキテクチャー戦略が必要である。 
ITS（カーナビゲーション、VICS、
ETC、交通管理等）:実現 
・カーナビゲーション、VICS、ETC、交通管理（AHS、ASV 等）などの要素技術で
は世界でもトップクラスにあり、ITS の実現によるインパクトは広範に及ぶ。 
・ITS 市場の拡大（2015 年度で約７兆円）等の経済的インパクトの他、交通渋滞の
解消や交通事故の削減、環境負荷軽減、省エネ等の社会的インパクトおよび
ITS 社会の実現を通じた人々の生活・行動様式の変革等の国民生活へのイン
パクトが期待されている。 
・1990年代までは各省庁において個別に研究開発が実施されており要素基盤技
術の開発に成功した。1990 年代中ごろからは、関係省庁の連携が進められ、国
主導で計画的に研究開発が推進されている。 
・今後は、個々の技術開発の成果を集約し、ITS 全体の目指すべき姿を実現する
ために、関係省庁が一体となって研究開発を進めるとともに、社会システムや
人々の行動様式の変化をスムーズに進めるための広報活動等が求められる。 
垂直磁気記録技術（ハードディス
クドライブ用）:未実現 
・日本は2.5および1.8インチのハードディスクドライブ（HDD）市場で現在優位に
立っている。 
・情報家電向け新市場を創出するなど HDD 市場の拡大等の経済的インパクトが
顕著である。 
・大学での地道な研究開発（垂直磁気記録の発明等の基礎研究）が苗床となり、
技術が実用化されつつある（但し、国の支援は遅かったと考えられる）。 
・HDD に関する技術は年々難易度を増しており、今後は短期的なものだけでなく
継続的な公的研究開発・支援が期待される。 
ユビキタス・ネットワーク:未実現 
・日本は光ネットワーク・デバイスで強いとされるが、インターネット等のネットワー
ク技術全般は米国優位である。 
・多様な分野で利用が期待され、経済的インパクト（2010 年の関連市場規模が約
84 兆円と試算される）とともに、社会的インパクトおよび国民生活へのインパクト
も大きいと期待される。 
・「e-Japan戦略」とその発展形の「u-Japan戦略」等に位置づけられ、基盤技術や
個別要素技術における寄与とともに、分野横断的な応用・利用に関わるコンセ
プト構築における寄与が特徴的である。 
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３．環境分野 
技術名 ポイント 
オゾン層を破壊せず地球温暖化
への影響を考慮したフロン・ハロ
ン代替品製造・利用技術:実現 
・規制に誘導される形で、代替品製造・利用技術の開発・利用が促進され、オゾ
ン層破壊係数の大きい特定フロンの実質全廃を実現した。 
・オゾン層破壊物質の大幅削減によるオゾン層破壊の抑制（社会的インパクト）お
よびフロン・ハロン代替品市場や他国企業に先駆けた環境規制対応に関する
国際競争力向上等（経済的インパクト）が顕著である。 
・研究開発の主体は民間企業だが、法律による規制とともに、技術開発などに対
する基盤的側面からの支援（温暖化係数などの環境負荷の評価、化合物の寿
命測定等）が有効に働いた。 
・代替物質の環境影響評価等の総合的な科学的知識に基づいて、規制等の政
策を合理的に形成することが課題である。 
内分泌かく乱物質の人体、生体
への影響解明技術:実現 
・20,000 種類以上にもおよぶ既存化学物質のスクリーニングおよびリスク評価を、
如何に迅速にコストを抑えて実施できるかが課題であり、そのための研究開発
が行われている。 
・化学物質の内分泌かく乱作用に関するデータベースの作成とそれに伴う適切
な規制により、企業の経済リスク低減や国民生活の安全性の確保といったイン
パクト実現が見込まれる。 
・公的研究機関による基礎研究の積み重ねにより、影響解明に有効な技術が蓄
積された。 
・省庁間の連携やプロジェクト間の知識共有が今後より一層望まれる。 
廃棄物処理用ガス化溶融炉及
び灰溶融炉技術:未実現 
・溶融技術は、もともと海外のものが中心であるが、処分場の逼迫という我が国の
特殊事情から独自の発展を遂げている。 
・最終処分場の延命や侵出水による地下水汚染防止等の社会的インパクトのほ
か、ガス化溶融炉、灰溶融炉の市場拡大や新たな最終処分場の整備の軽減等
の経済的インパクトおよび廃棄物処理やリサイクル技術への国民意識の向上が
期待される。 
・民間企業主体で研究開発が行われており、法律による規制と自治体への補助
制度が相互に有効に働き、インパクトを実現しつつある。また、共通的な技術基
盤整備は民間企業と公的研究機関の共同研究により進められた。 
・ガス化溶融炉及び灰溶融炉技術は、一通り完成し実機も普及し始めたところで
ある。今後は、安定稼働の技術研究やランニングコスト・メンテナンスコストを含
めたライフサイクルコストの低減を図っていく必要がある。 
二酸化炭素の分離・回収技術お
よび隔離技術:未実現 
・二酸化炭素の回収・隔離は欧米において盛んに進められてきたが、日本にお
いては、回収技術（特に吸収法）は民間ベースで、隔離技術は、公的支援を得
て研究開発がなされてきた。 
・二酸化炭素の排出量削減というインパクトは大きいが、技術の転用によって派
生的なメリットを生まない技術であるため、民間主体では進まず、公的な支援が
不可欠である。 
・社会的な地球温暖化防止への取り組みの本格化に伴い、国のプロジェクトとし
て地中貯留の実証試験が始まり、技術的可能性を検証する段階になっている。
・インパクトの実現のためには、コスト削減と共に隔離・貯留候補地の地質データ
の蓄積や安全性の担保など技術の社会的受容性の向上が必須である。 
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４．ナノテクノロジー・材料分野 
技術名 ポイント 
リチウム電池の高密度化・高寿命
化技術:実現 
・モバイル用リチウム電池は日本のメーカーが世界に先駆け製品化したもので、
技術水準は世界をリードしている。 
・携帯電話・モバイル機器の小型・軽量化に大きく寄与し、電気機器の基盤技術
として経済・社会および国民生活に幅広いインパクトを有している。 
・民間主導で研究開発が行われ、顕著な公的研究開発・支援は見られなかった。
・電池の基盤技術への支援が求められる（電池の開発には、材料・加工技術、電
解質開発などの基盤技術の研究開発が重要）。 
光触媒材料技術:実現 
・当初、水素製造技術として期待された光触媒技術は、当初の目的では普及しな
かった。その後の薄膜化技術の進展により、汚染物質分解や空気浄化等の
様々な応用によりインパクトを実現した。 
・顕著なインパクトとしては、外壁材、空気清浄機、脱臭機など既存製品の高付加
価値化、代替による約 400 億円（推定）の市場創出という経済的インパクト、およ
び住宅の外装・内装の清掃にかかる手間の削減、都市や道路における美観の
向上などの国民生活へのインパクトがあげられる。 
・初期の発展過程では大学における学術研究が中心であり、特に東大による基
礎研究は単に技術シーズとなっただけではなく、民間企業への技術指導や産
学連携による原理解明等により、技術の発展過程でも継続的に寄与してきた。 
・標準化をめぐる国際的な競争がなされており、我が国でも標準化への取り組み
を推進しているが、予断を許さない状況にある。 
カーボンナノチューブ・デバイス
技術:未実現 
・カーボンナノチューブ(CNT)は 1991 年に日本で発見されたが、1990 年代後半
までは、CNT について大規模な公的研究開発・支援は行われず、この間に米
国が大量合成、応用研究において日本をリードするに到った。 
・当該技術に対する本格的な公的研究開発、支援は 1990 年代後半に入ってか
らである。大学および民間への研究開発資金提供、産学連携による研究開発
等により、当該技術の進展に寄与したとみられる。 
・ディスプレイ市場・集積回路市場・医療市場における新規ビジネスの創出、雇用
拡大等（経済的インパクト）および小型電子機器による国民生活の利便性向上、
健康維持・向上等が顕著なインパクトである。 
・今後は、応用または実用化が早期に見込まれる分野に公的研究開発・支援を
行う一方で、応用または実用化に時間のかかる分野については、基礎研究が途
切れることが無いよう継続的な公的研究開発・支援が求められている。 
高温超伝導材料:未実現 
・日本は学術・基礎研究では世界をリードしているが、応用段階では、欧米のベ
ンチャー企業が研究開発のための資金調達で有利と言われており、日本のリー
ドが縮小する可能性がある。 
・超伝導ケーブル（送電用）や超伝導マグネット、モーター等の応用製品の利用
による送電やエネルギー利用効率化により、関連製品の市場創造等の経済イン
パクトと、省エネルギー・CO2削減等の社会的インパクトが大きく期待される。 
・東大工学部でランタン系酸化物による超伝導材料が発見され、金属材料研究
所ではビスマス系酸化物による高温超伝導材料が発見された。また、リスクの大
きい製品開発や実証試験といった形でも公的な寄与等が見られた。 
・超伝導ケーブル（送電用）の研究開発は応用フェーズに入っているものの、実
用化までには解決すべき課題も多く、また、早期に市場が立ち上がらないことか
ら、実証研究や調達を含む公的支援により、蓄積された高度な技術を維持・強
化し、市場創出に結び付けていくことが必要と考えられる。 
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５．エネルギー分野 
技術名 ポイント 
住宅用太陽光発電システム:実
現 
・太陽電池の生産量、太陽光発電システムの導入量ともに日本が世界一となって
いる。 
・社会的なインパクトが最も大きく、二酸化炭素削減効果や創エネルギー効果、
分散型電源の普及によるエネルギーセキュリティの向上などが見込まれ、経済
的には、2003年度に約 1500億円の市場規模を達成している。 
・30 年後を見据えた長期的なビジョン（サンシャイン計画等）に基づく技術の発展
の流れに合わせた公的研究開発・支援がなされ、規制緩和による逆潮流ありの
系統連系の解禁と、導入への補助金により初期市場が形成された。 
・系統連系による普及は限界が見えており、分散型の開発が今後は必要であり、
また太陽光により発電した電気に環境プレミアを与え導入促進を図るような政策
も求められる。 
天然ガス等からの液体燃料製
造・利用技術（GTL、DME）:実現 
・GTLは既存灯軽油との混合利用が想定され、海外では2005年にも商業化が予
測されるが、日本は小規模な実証プラントレベルに留まっている。一方、DME は
新規の燃料であり、利用技術開発がかなり進められほぼ実用化可能なレベルに
あり、日本は最も進んでいる。 
・将来予想される石油需給の逼迫に際して、天然ガス等の各種炭化物原料から
発電、加熱、輸送等多様な用途に利用できる各種合成液体燃料を得ることで、
エネルギー源を多様化しセキュリティを向上させるという社会的インパクトが大き
く期待される。 
・GTL 技術および DME 技術は事業化リスクが大きく、特に投資規模が大きい実
証試験を中心として公的研究開発・支援の寄与が不可欠であった。 
・インパクトを実現するためには、長期的な国のエネルギー戦略を踏まえた観点
からの公的研究開発・支援および科学技術政策以外の政策との連携が必要で
ある。 
水素吸蔵合金:未実現 
・水素吸蔵・貯蔵技術として実用化が最も近い高圧ガスボンベでは米国が先行し
ており、日本は水素吸蔵合金で世界トップの地位にある。 
・水素エネルギー社会の実現を通じて、経済・社会（エネルギー安全保障、CO2
排出削減等）および国民生活（良好な環境の享受等）に大きなインパクトをもた
らすと期待される。 
・1970 年代から現在まで、材料開発等の基礎研究を中心に継続的に公的研究
開発・支援が行われてきた。特に WE-NET では高い研究開発目標が設定さ
れ、それを目標に開発を行うことで世界トップの地位を得るに到った。 
・物質探索等の研究開発は、投資額が大きくリスクも高いため民間では行いにく
く、今後も公的研究開発・支援が不可欠である。 
燃料電池自動車:未実現 
・燃料電池自動車に関わる研究開発は、ほぼ自動車メーカーが独自で行ってい
る。 
・二酸化炭素削減、エネルギー効率向上、騒音問題の解決など、多くの社会的イ
ンパクト、燃料電池自動車市場の創出による経済的インパクト、および自動車の
性能向上による国民生活へのインパクトが大きいと期待される。 
・公的寄与は人材面や実証試験、安全性試験という基盤的側面で寄与した。 
・インパクト実現には、エネルギー問題および環境問題への社会的機運の高まり
が必要である。また今後燃料電池にも水素貯蔵技術にも技術的なブレークスル
ーが必要であり、大学等での基礎研究の充実が求められる。 
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６．製造分野 
技術名 ポイント 
廃自動車及び廃家電の適正処
理技術:実現 
・自動車および家電のリサイクルは、基本的には産業界の研究開発により実現さ
れた。 
・自動車や家電のリサイクル率の向上による廃棄物削減という社会的インパクトが
最大であり、リサイクルに関わる新たな産業・市場創出や自動車リサイクル容易
化技術によるリサイクルコストのユーザー負担減少等の経済的インパクトも大き
い。 
・法律による規制と技術開発や実証試験、プラント製造に対するNEDOの研究開
発プロジェクトや補助金等が相互に有効に働いた。 
・インパクトの継続的な実現・拡大のためには、自動車では鉄スクラップの値段低
下や、廃自動車の海外(中国等)流出に対応する政策、家電では再生プラスチッ
クの使用義務化などリサイクル材料の競争力を向上させるための政策が求めら
れる。 
レーザを利用した加工技術:実現 
・公的研究開発プロジェクトにより開発された CO2レーザや YAG レーザは、レー
ザ加工機産業創出に大きく寄与し、1980年代には世界でトップとなった（その後
ドイツ政府および EU レベルでの投資が強化され、現在ではドイツが世界をリー
ドしている）。 
・機械加工・微細加工等によるものづくり競争力向上（自動車、電子産業等）のた
めの基盤技術となっており、経済的インパクトが大きい。 
・核融合研究で開発された慣性核融合用レーザ光源が、産業用レーザの光源に
応用されている。 
・公的研究開発・支援プロジェクトの目標設定において、近年「世界最高水準」等
の産業ニーズとは乖離した設定がなされ、応用製品に結びつきにくいとの指摘
が見られる。 
マイクロリアクタによる革新的化
学品製造技術:未実現 
・マイクロリアクタの技術開発では米国、ドイツが先導的な役割を担ってきたが、日
本でも2001年から相次いで公的プロジェクトが実施されキャッチアップが進んで
いる。 
・マイクロリアクタによって製造された化学品、分析装置等の市場創出による経済
的インパクト、および化学品製造プロセス革新による廃棄物削減効果や省エネ
効果・二酸化炭素削減効果等による社会的インパクトが大きい。 
・基盤技術開発の段階にあり、企業が独自に取り組むにはリスクが大きいことか
ら、「マイクロ分析・生産システムプロジェクト」等の公的研究開発・支援が基盤技
術の確立と企業における研究の蓄積に極めて大きく寄与している。 
・初期市場の形成のための公的セクターによるマイクロリアクタ導入や、技術の標
準化に対するわが国の関与が期待される。 
多目的看護や身障者への機能
補助を行うロボット（福祉ロボッ
ト）:未実現 
・福祉ロボットには、自立支援ロボットと介護支援ロボットに大別され、欧州では前
者を中心に実用化が進んでいる。 
・福祉分野のロボット市場の拡大や在宅看護化による費用削減等（経済的インパ
クト）、障害者・高齢者の社会参加の促進等（社会的インパクト）、およびゆとりや
癒しの向上や被介護者・介護者双方の心理的身体的負担軽減等（国民生活へ
のインパクト）が期待される。 
・1990 年頃、高齢化社会の進展を背景に、福祉ロボットの研究開発が注目され、
公的プロジェクトも実施されたが、マニュピュレータ型機器または介護支援ロボッ
トに集中したため、安全面の課題等により、多くは実用化にいたっていない。 
・介護支援ロボットは、ハイテクでありマーケットも大きいロボットである一方、安全
面で課題が多く当面の実用化は2010年以降と見られる。 
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７．社会基盤分野 
技術名 ポイント 
局地的な気象予測技術:実現 
・観測網の充実、数値モデルの精密化に伴い局地的な気象予報が可能となり
(10kmメッシュ、2001年)、日本はトップレベルである。 
・社会のインフラとなる技術として、豪雨や豪雪等の際の防災における人命損失・
負傷の防止による国民生活の安全・安心向上等の国民生活へのインパクトが大
きい。また、交通システムの災害安全性向上等の社会的インパクトも大きい。 
・公的研究機関による数値予測モデル研究開発等の地道な研究開発および観
測網の整備（アメダスや各種レーダーの全国的な観測網、衛星による世界的な
気象観測体制）が行われ、規制緩和により民間事業活動が可能となり、インパク
トが拡大した。 
・当該技術において、定常的研究の継続が難しくなり、長期的に必要な研究が着
目されにくい傾向が危惧される。 
地振動による構造物等の挙動シ
ミュレーション技術:実現 
・大学と官庁（公的研究機関）および民間が交流や協力をして技術指針や基準を
策定し、認可された技術が幅広く応用されることで、インパクトを実現してきた。 
・国内の建築物および道路橋の地震に対する防災性向上が主であり、社会的イ
ンパクトが大きい（震災時の安全性・機能維持が着実に向上し、都市・国土イン
フラの耐震性が向上）。 
・大学により、数値解析シミュレーションの理論や精緻なモデル開発がなされ、公
的研究機関により、実験用の振動台の整備がなされた。以上による理論面での
整備により、設計規定の導入が可能となり、ハードデバイスや設計法が確立さ
れ、建築物の耐震性向上に繋がった。 
・制振・免震技術により柱や梁等をコンパクト化しトータルコストを下げるとともに、
安全性を確保するための法整備や、住宅等の民間建築物の耐震改修促進に
向けて建築物オーナーへのより一層の情報提供や経済的な支援制度の充実が
望まれるとの指摘がある。 
地震検知全国ネットワークによる
地震動到達前防災システム:未
実現  
・リアルタイム地震情報システムは、現在試験運用に至っており、この分野で日本
は世界をリードしている。 
・インパクトとしては地震防災における人命損失・負傷の防止による国民生活への
インパクト、および都市の火災防止や交通システムの地震安全性向上等の社会
的インパクトが特に大きい。 
・大学や公的研究機関による地震予知等のための地道な基礎研究の一貫として
整備された全国の地震計をベースとして、関連省庁や自治体の地震計を含め
た全国的な地震観測網がネットワーク化され、各種研究および防災システムの
インフラとして活用されるようになった。 
・インパクト実現には、社会への普及が課題であり、同技術による防災システムを
社会基盤として位置付け、導入のために公共機関や公益的な分野からの先行
導入を通じて効果と必要性を多くの人に認識してもらう必要がある。 
難分解性物質等を含む排水の 
高効率生物処理システム:未実
現 
・日本の排水処理技術は世界をリードしている。 
・排水処理技術は「なければ困る」技術であり、当該技術がなかった場合の「負の
インパクト」はきわめて大きい。 
・排水処理技術は、排水規制等の法規制等強化に対応して進歩し、また、下水
道関連の排水処理開発においては、規制強化に対応した公的部門の調達が
開発を促進した（公的研究開発・支援が我が国の排水処理技術全体の底上げ
に寄与した）。 
・大学の基礎研究と企業の応用研究との共同や、要素技術のシステム化が重要
である。 
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８．フロンティア分野 
技術名 ポイント 
人工衛星によるリモートセンシン
グ技術 (データの解析・利用技
術):実現 
・人工衛星によるリモートセンシング技術は米国で先導的な技術開発が進められ
てきたが、日本における技術開発は宇宙航空研究開発機構(JAXA、旧宇宙開
発事業団)を中心に行われている。 
・社会のインフラ（画像データを様々な分野に応用する点から）となる技術として
経済・社会および国民生活に幅広いインパクトを有している(インパクトを及ぼし
ている分野も、農業や水産、環境、防災など多分野にわたっている）。 
・JAXA と公設試験研究機関との共同研究（衛星データの提供、データの解析に
関する技術開発や地上における比較データ（グランドトゥルース）の蓄積）が実
施されることでインパクトが拡大しつつある。 
・更に利用範囲を拡大するには、必要な衛星データが定期的かつ継続的に入手
できる体制の構築が望まれる。 
高性能放射光発生技術:実現 
・日本の高性能放射光発生施設は、世代変化に対応して整備が進められてき
た。SPring-８は８GeV という高エネルギーを持つ第３世代放射光実験施設であ
る。第３世代の施設は日米欧に各一施設存在するのみである。 
・SPring-８は研究開発インフラとしてさまざまな科学技術研究に役立っているとと
もに、産業界による利用、海外との共同研究も進みつつある（エレクトロニクス、
材料などの分野で製品性能向上やコスト低減が見られ、今後創薬分野等でイン
パクトが期待される)。 
・ビームラインの利用申請に柔軟性を持たせるなど産業側のニーズを汲み取るこ
とにより、今後より一層のインパクト実現が見込まれる。 
海底からの石油の経済的採取技
術:未実現 
・海洋石油開発は、世界的な規模で活動する国際石油資本を中心に行われてい
るが、日本では、石油天然ガス・金属鉱物資源機構(JOGMEC、旧石油公団)を
中心として実施され、特に掘削技術などの開発に重点がおかれてきた。 
・経済的なインパクトが最も大きく、経済活動の基盤としての石油の供給や、石油
の探鉱・開発への投資の増加が見込まれる。 
・民間で培われた掘削技術が科学掘削船「ちきゅう」や雲仙普賢岳科学掘削調査
など公的機関の科学技術研究に役立っている。 
・国が自立的に海洋石油開発を行なう能力を保有することはエネルギーの安定
供給の面から重要であり、東シナ海での開発が行えるよう、政策的支援が必要
であり、また、公的融資、国の資金による探鉱等の基礎調査、インフラ整備が必
要である。 
準天頂衛星システム:未実現  
・測位技術は、日本における社会的な基盤技術の１つとして重要性が認識されて
おり、その一環として準天頂衛星システムに対して重点的な取り組みがなされて
いる。 
・官は測位に関する研究開発と実証を行い、民がその実用化を担うという役割分
担で推進されてきた（測位関連の研究開発は、公的な研究開発機関が主体に
なり着実に推進されてきている）。 
・研究開発や実証研究と事業化が一体的に進められているシステムであること、
科学技術政策とビジネスが相互に影響し合っているシステムであること、測位と
いうインフラを所掌する主体が明確でないことなどが、推進の障害になってい
る。 
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１. インパクトアンケート調査の概要 
１－１ 調査の目的 
第２期科学技術基本計画において定められた８分野（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジ
ー・材料、エネルギー、製造技術、社会基盤、フロンティア）毎に 40 技術程度を調査対象としてインパクトア
ンケートを実施した。 
本アンケート調査の目的は、多数の技術に対するアンケート調査を通じたインパクトの面的な把握および
事例調査の対象とする技術を選定するための基礎資料の構築である。具体的にはインパクト実現技術1およ
びインパクト未実現技術2に対して図表 1に示す項目について調査を行った。 
 
図表 1 インパクトアンケート調査の調査項目 
インパクト実現技術 インパクト未実現技術 
z 特に大きなインパクトが実現した技術にはどのような技
術があるのか 
z 特に大きなインパクトの実現が期待される技術にはどの
ような技術があるのか 
z インパクトはどのような種類、内容であるのか z 期待されるインパクトはどのような種類、内容であるのか
z インパクトが実現した技術について公的研究開発・支援
の寄与はどうであったのか、またその公的研究開発・支
援の内容はどうか 
z インパクトの実現が期待される技術について、これまで
の公的研究開発・支援の寄与はどうであったのか 
z 海外技術の寄与はどうであったのか z 海外技術の寄与はどうであったのか 
z インパクトをさらに拡大するための今後の公的研究開
発・支援は必要か、どのような内容が必要か 
z 今後の公的研究開発・支援は必要か、どのような内容
が必要か 
z 上記は分野別に異なるのか z 上記は分野別に異なるのか 
 
１－２ 調査対象 
インパクトアンケート調査の主目的は技術のインパクトの把握である。従って、アンケートの実施にあたっ
ては、技術の研究開発を実施している研究者に加えて、技術の実用化や活用に詳しい企業の経営企画部
門や事業部門における技術のユーザも調査対象とした。具体的なインパクトアンケート調査の対象を以下に
示す。 
○ 研究者（100～150名程度／分野） 
z インパクトアンケート調査に先立って実施したメールアンケートの回答者（大学、公的研究機関、企業の研究者） 
z 上場企業の研究開発部門長 
○ 企業の非研究開発部門（100～150名程度／分野） 
z 上場企業の経営企画部門長 
z 上場企業の事業部門長 
調査対象者の選定に当たっては、民間データベース事業者の業種分類を、８分野に分野分けした上で、
全体で2000名（研究者、技術のユーザー各1000名）を目途に無作為に抽出し、電話等によるアンケートへ
の協力依頼を行い、各分野で協力可能なアンケート対象者数が上記目標に達するようにした。 
                                              
1 過去10年程度の間に実現し、インパクトを既にもたらしている技術。 
2 今後10年程度の間に実現し、今後インパクトをもたらすと考えられる技術。 
 42
１－３ 調査項目 
インパクトアンケート調査では分野ごとに、技術のインパクトの大きさ、これまでの公的研究開発・支援の寄
与度合い、今後の必要性等について選択形式によって質問した。また、事例分析を選定する際の基礎デー
タとして、技術のインパクトと公的研究開発・支援等に関する詳細について記述設問を実施した。 
各分野において調査対象とした技術数を図表 2 に示す。インパクトアンケートの対象とした技術のリストを
p. 49 以降に示す。 
技術のインパクトの大きさ、これまでの公的研究開発・支援の寄与度合い、今後の必要性等については、
各分野のインパクト実現技術、インパクト未実現技術について以下の４項目を質問した。 
○ 実現している（実現が期待される）インパクトの大きさ 
z 経済的インパクト（大／中／小／なし） 
z 社会的インパクト（大／中／小／なし） 
z 国民生活へのインパクト（大／中／小／なし） 
○ インパクトがもたらされる過程における、これまでの公的研究開発・支援の寄与について 
z 公的研究開発・支援の寄与度合い（大／中／小／なし） 
z 公的研究開発・支援が寄与した段階（基礎／応用／開発／実用化／その他（事業化支援等）：複数選択） 
z 寄与があった公的研究開発・支援（公的研究機関・国公立大学等による研究開発／民間への委託・補助金等／
研究施設・設備の整備・提供／研究交流の場の提供・創出（産学官連携等）／人材教育・育成／その他：複数選
択） 
○ 海外における研究開発の寄与度合い（大／中／小／なし） 
○ 今後の公的研究開発・支援の必要性 
z 必要性（大／中／小／なし） 
z 今後求められる公的研究開発・支援（公的研究機関・国公立大学等による研究開発／民間への委託・補助金等／
研究施設・設備の整備・提供／研究交流の場の提供・創出（産学官連携等）／人材教育・育成／その他：複数選
択） 
技術のインパクトと公的研究開発・支援等に関する詳細については、各分野のインパクト実現技術、イン
パクト未実現技術のそれぞれ最大３つに関して以下の項目について質問した。 
 
○ 技術の成立において決め手となった重要な技術あるいは技術的な流れ 
○ 技術がもたらしたインパクトの具体的な内容 
z 経済的インパクト 
z 社会的インパクト 
z 国民生活へのインパクト 
○ 技術がインパクトをもたらすまでの過程と公的研究開発・支援が果たした役割（付加可能性を含む） 
○ これまでの公的研究開発・支援で改善すべきこと 
○ 将来、この技術がインパクトに結びつくための課題（※未実現技術のみ） 
○ 今後公的部門（国・地方自治体等）に望まれる政策（研究開発に限らない） 
○ 当該技術に詳しい有識者 
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図表2 各分野の技術分類別技術数 
 実現技術 未実現技術 計 
ライフサイエンス 22 21 43 
情報通信 24 25 49 
環境 21 21 42 
ナノテクノロジー・材料 20 21 41 
エネルギー 15 18 33 
製造技術 17 14 31 
社会基盤 21 17 38 
フロンティア 17 16 33 
計 157 153 310 
 
 
１－４ 送付・回収状況 
アンケート調査票を 2003 年 12 月９日郵送にて送付し、郵送で回収した（締め切り 12 月 24 日としたが、
2004 年１月 31 日到着までを有効回答とした）。送付･回収状況を図表 3に示す。 
 
図表 3 送付・回収状況 
 送付数 回収数 回収率 
ライフサイエンス 282 95 34% 
情報通信 286 86 30% 
環境 261 78 30% 
ナノテクノロジー・材料 261 90 34% 
エネルギー 262 96 37% 
製造技術 271 85 31% 
社会基盤 269 118 44% 
フロンティア 262 89 34% 
合計 2,154 737 34% 
（注）送付数の2,154 のうち、研究者 1,136、技術のユーザ 1,018。 
 
回答者の業務内容の分布を図表 4 に、所属の分布を図表 5 に示す。発送数と同様、業務内容について
は、研究開発、研究開発以外がほぼ同数となっている。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
ライフサイエンス （N=87）
情報通信 （N=75）
環境 （N=71）
ナノテクノロジー・材料 （N=84）
エネルギー （N=92）
製造技術 （N=76）
社会基盤 （N=107）
フロンティア （N=80）
計 （N=675）
研究開発
研究開発以外
 
（注）無回答者がいるため回収数とは一致しない。 
図表 4 回答者の業務内容 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
ライフサイエンス （N=87）
情報通信 （N=78）
環境 （N=71）
ナノテクノロジー・材料 （N=84）
エネルギー （N=92）
製造技術 （N=78）
社会基盤 （N=109）
フロンティア （N=81）
計 （N=680）
国公立大学
私立大学等
公的研究機関
民間企業
その他
 
（注）無回答者がいるため回収数とは一致しない。 
図表 5 回答者の所属 
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２. インパクトアンケート調査の結果のポイント 
ここではインパクトアンケート調査の結果概要を示す。インパクトアンケート調査結果の詳細については、
平成 15年度報告書1を参照されたい。 
 
２－１ 技術のインパクトについて 
インパクトアンケート調査の結果、技術のもたらすインパクトは分野によって特徴が見られる事が確認され
た。 
 
(１) インパクトの大きさについて 
分野別のインパクトの大きさ（図表 6 参照）に注目すると、実現技術については、いずれのインパクトにつ
いても情報通信分野がとりわけ大きい。未実現技術についても、情報通信が大きいものの、ナノテクノロジ
ー・材料、ライフサイエンス、環境との差は小さくなり、経済的インパクトについてはナノテクノロジー・材料、ラ
イフサイエンスとの差がほとんどなくなる。 
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図表6 分野別のインパクトの大きさ 
 
分野毎の実現技術と未実現技術の比較を見ると、情報通信はインパクトが相対的に小さく、ライスサイエ
ンスは将来大きなインパクトが期待されていることが分かる。そのほかエネルギーと製造技術においても、将
来大きなインパクトが期待されているという結果が得られている。 
なお、本アンケートで得られた結果は、各分野において過去 10 年もしくは今後 10 年の範囲でインパクト
をもたらすと考えられる技術についての評価であり、各分野そのもののインパクトではない点に留意が必要
である。例えば、核融合などは実現すれば大きなインパクトがあると考えられるが、技術の進展に今後 10 年
以上かかると考えられるため、今回の調査では対象としていない。 
                                              
1NISTEP Report No.80(http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep080j/idx080j.html) 
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(２) 分野毎のインパクトの特徴 
各技術をインパクトの種類の組み合わせで分類することにより、技術の特徴の把握を試みた。具体的には、
アンケート調査によって得られた各技術のもたらすインパクトのうち、最も大きいとされたインパクトを A、次に
大きいとされたインパクトをBとし、A-Bの組み合わせによって技術を分類した。技術のもたらす３種類のイン
パクトの組み合わせは図表7に示すように６種類ある。図表では 10技術以上が含まれる組み合わせに網掛
けした。 
図表 7 からも分かるように、技術のもたらすインパクトは分野によって特徴がある。ライフサイエンス分野で
は、国民生活-社会型および経済-社会型の技術が多い。前者については、がんの早期発見やその治療、
感染症の予防といった疾病に関連した技術、後者については、ゲノム高速解析やプロテオーム解析などの
解析技術が多く含まれている。 
情報通信、ナノテクノロジー・材料、製造技術分野では経済-社会型の技術が多数を占める。 
環境分野においては、社会-国民生活型、社会-経済型の技術が多い。前者については、地球温暖化お
よび気候変化の予測技術など環境観測に関連した技術、後者については、環境マネジメントやリサイクルと
いった技術が多く含まれていた。 
また、エネルギー、フロンティア分野では社会-経済型、社会基盤分野においては、社会-国民生活型、
国民生活-社会型の技術が多い。このように技術のもたらすインパクトは分野によって特徴を持ち、８分野を
通じて、幅広く経済、社会、国民生活へのインパクトが実現、または実現が期待されていることが分かった。 
なお、上記の傾向は、インパクト実現技術、未実現技術で大きな差異は見られなかった。 
 
 
 
図表7 各分野の技術をインパクトの組み合わせによって分類した結果 
経済 社会 国民生活 最大のインパクト 
2番目のインパクト 
分野 社会 国民生活 経済 国民生活 経済 社会 
合計 
ライフサイエンス 14.5 2.5 2 4 5 15 43
情報通信 14.5 8.5 8.5 8.5 0.5 8.5 49
環境 7.5 0 13.5 15 0 6 42
ナノテクノロジー･材料 23 3 7 5 1 2 41
エネルギー 8 1.5 17.5 3 0 3 33
製造技術 19 0 2 8 0 2 31
社会基盤 4 0 6 16 1 11 38
フロンティア 9.5 016.5 7 0 0 33
全体 100 15.5 73 66.5 7.5 47.5 310
（注） インパクト指数が同じ技術に関しては、関連する２つの分類にそれぞれ0.5技術としてカウントした。 
 網掛けは 10技術以上が含まれる序列を示す。 
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２－２ 公的研究開発・支援の寄与について 
アンケート調査から明らかになった、各分野のこれまでの公的研究開発・支援の寄与と今後の必要性を
図表8に示す。 
ライフサイエンス、フロンティアにおいては、実現技術、未実現技術とも、これまでの公的研究開発・支援
の寄与が大きく、今後も引き続き寄与が求められている。 
環境、ナノテクノロジー・材料、製造、エネルギー、社会基盤では、実現技術と比べて未実現技術におい
て、これまでの公的研究開発・支援寄与が大きくなっており、今後も同程度の寄与が求められている。 
情報通信においては、実現技術、未実現技術ともこれまでの公的研究開発・支援の寄与が、他の分野と
比べて小さい。但し、今後は他の分野と同程度の公的研究開発・支援が求められている点が特徴的であ
る。 
図表9に示すように、寄与の段階としては基礎研究が最大で、以下、応用研究、開発、実用化と研究開発
の主体が民間に移行するにつれ小さくなる傾向がある。未実現技術では、基礎に近い段階における寄与の
割合が高くなっている傾向が見られる。 
図表10にこれまでの公的研究開発・支援の寄与の内容を示す。全般的な傾向を見ると寄与の内容として
は、国立大学・公的研究機関などによる研究開発と民間への資金提供が主要なものである。これに次いで
研究交流の場の提供・創出が挙げられている。 
分野別には、ライフサイエンス、ナノテクノロジー・材料では、国公立大学・公的研究機関などによる研究
開発および基礎研究の寄与が大きく、情報通信、エネルギー、社会基盤では、他分野に比べ民間への資
金提供の寄与が大きくなっている。また、環境、社会基盤、フロンティアでは、研究交流の場の提供･創出の
寄与が比較的大きいという傾向が見られる。エネルギー、フロンティアでは、実用化に近い段階における寄
与の割合が高くなっている。 
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図表8 各分野のこれまでの公的研究開発・支援の寄与と今後の必要性 
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図表9 これまでの公的研究開発・支援の寄与の段階 
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図表 10 これまでの公的研究開発・支援の寄与の内容 
 49
インパクトアンケート調査対象技術リスト 
(１) ライフサイエンス分野 
○ 現在、大きなインパクトをもたらしている技術（22） 
技術番号 技術 
101 がん化機構解明（転移機構、一部解明を含む）とその応用 
102 発がん過程を促進する環境要因の発見とそれに基づくがんの予防策 
103 がんの早期発見、診断技術 
104 神経伝達物質、修飾物質等の相互関連・調節機構の解明（一部解明を含む）とその応用 
105 遺伝子発現制御機構の解明（一部解明を含む）と発生分化の分子機構の概要解明（シグナル伝達分子の構
造と機能の解明を含む）とその応用 
106 動脈硬化の発症機構解明（一部解明を含む）とその応用 
107 高コレステロール症治療薬 
108 心筋障害に対する外科手術的治療法 
109 新興感染症の予防ワクチン 
110 免疫応答の分子生物学的機構解明（一部解明を含む）とその応用 
111 各種感染症についての迅速な原因微生物同定による診断技術 
112 AIDS の治療法 
113 ゲノム高速解析技術 （高速、高感度、小型 DNAシーケンサー等） 
114 個人の遺伝子多型等を検出する塩基配列決定技術とその応用 （診断やオーダーメード治療） 
115 核酸、タンパク質の配列情報のデータベース蓄積・管理とその応用 
116 プロテオーム解析技術 
117 タンパク質あるいは核酸の特異的な相互作用の分子機構解明（一部解明を含む）とその応用 
118 DNA判別による動物・植物の品種同定技術 
119 主要植物の全 DNAの塩基配列決定技術とその応用 （主要な有用遺伝子の確保等） 
120 体細胞クローン牛・豚の作出技術 
121 動物培養細胞による医薬品等有用物質の生産技術 
122 医薬品の有効性や安全性（変異原性、催奇形性、毒性）の検定技術 
 
○ 将来、大きなインパクトが期待される技術（21） 
技術番号 技術 
123 遺伝背景など発がんにおけるリスク推測技術 
124 がん化細胞と正常細胞の生体内識別による抗がん治療法 
125 放射線（重粒子線）によるがん治療技術 
126 脳の高次機能の物質的基礎解明（一部解明を含む）とその応用 
127 運動生理学、脳再活性化研究に基づく高齢者のＱＯＬ維持向上技術 
128 アルツハイマー病の発症機構の解明（一部解明を含む）とその治療法 
129 幹細胞（Stem Cellまたは ES(胚性幹)細胞）による培養自己組織を人工臓器・組織の材料として用いる技術 
130 ＢＳＥ等の人畜共通感染症の機構解明（一部解明を含む）と診断技術、治療技術 
131 移植拒絶関与免疫機能分子の解明（一部解明を含む）と、それによる副作用のない臓器移植 
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132 マイクロマシンやロボットを応用した低侵襲医療技術（診断・治療） 
133 生体反応系をコンピュータ上にシミュレート（一部シミュレートを含む）する技術（システム生物学）の応用 
134 細胞内の分子のリアルタイム・モニタリング技術 
135 RNAiによる遺伝子発現制御技術 
136 遺伝子操作による耐寒・耐乾・耐塩性作物の作出技術 
137 生物学的な方法（天敵生物、フェロモン、アレロパシー等の利用）を主とした作物保護技術 （殺虫・殺菌・殺
草用の化学農薬の使用を削減） 
138 食品と食事の健康機能性（抗酸化機能、脳機能、咀嚼機能）の解明（一部解明を含む）とその応用 （食品・
食事法等の開発） 
139 内分泌かく乱化学物質の毒性と生物の生理・生殖・行動等に及ぼす影響の解明（一部解明を含む）および生
物・環境に対するリスク評価技術 
140 環境微生物ゲノムの網羅的解析とその応用 （新規有用遺伝子の確保等） 
141 窒素固定菌の宿主拡大による化学肥料削減技術 
142 農林水産物等の生産情報トレーサビィリティーシステム 
143 海洋深層水による食物連鎖の活性化技術 （水産系食料の増産） 
 
(２) 情報通信分野 
○ 現在、大きなインパクトをもたらしている技術（24） 
技術番号 技術 
201 MPU 用の高クロック周波数の LSI 技術 
202 高性能かつ低消費電力のプロセッサ LSI 技術 
203 高記録密度の光メモリ技術 （DVD-RAM 等） 
204 青色発光ダイオードと青色レーザ技術 
205 高速光加入者系システム 
206 光多重通信技術 （大容量信号多チャンネルの多重化・伝送） 
207 高精細度大型カラーフラットディスプレイ技術 
208 高精細度デジタルテレビ（HDTV）技術 
209 CCD、非球面レンズなどのデジタルカメラ技術 
210 小型・高密度メモリ技術 （メモリカードまたはスティック型メモリ等） 
211 ビデオカメラ、携帯端末等の小型・軽量化のための高性能バッテリー技術 
212 高機能、多機能化をもたらした携帯電話技術 （高通話品質、小型・長寿命・充電容易、撮影機能等） 
213 携帯電話、携帯端末からインターネットへのアクセス技術 
214 インターネット （オープンで低価格な利用環境によるグローバルなコンピュータ通信ネットワーク） 
215 インターネットによる電話サービスや動画像放送技術 
216 無線 LAN・ホットスポット技術 
217 ネットワーク上での機密保護と認証実現のためのセキュリティ技術 
218 多数のプロセッサ結合による高演算速度の並列コンピュータ 
219 高性能パソコン （1990年代の大型コンピュータと同等性能） 
220 ITS（インテリジェント・トランスポート・システム）および要素技術（GPS、ETC、VICS 等） 
221 物流用の非接触型スマート IC カードや RF-ID(Radio Frequency Identification) タグ 
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222 オフィス業務の電子化・ネットワーク化技術 
223 SCM（Supply Chain Management）システム （企業間取引の電子決済や関連企業間の受注､設計､製造・運
用・保守等の情報管理を統合） 
224 コンビニや駅における行政サービス・金融サービス等の２４時間窓口システム 
 
○ 将来、大きなインパクトが期待される技術（25） 
技術番号 技術 
225 目的に応じ、高度機能を再組織化により実現する集積回路 
226 １００G～１Tヘルツで発振できる素子技術 
227 自己修正能力をもつマルチプロセッサシステム 
228 ミリ波半導体デバイス （無線 LANや自動車衝突防止レーダー等用） 
229 超 LSI 製造のための高分解能の半導体微細加工・計測技術 
230 設計データからの自動 LSI チップ生産システム 
231 全光制御によるフォトニックルーター技術 
232 Eペーパー（電子ペーパー） 
233 垂直磁気記憶技術 （ハードディスク・ドライブ用） 
234 マルチモード携帯端末技術 （ソフトウェアで仕様を変更でき、世界中で通話・データ通信可能） 
235 第 4世代移動体通信の広帯域接続技術 （携帯情報端末や移動体からも利用可能） 
236 ユビキタス(Ubiquitous)コンピュータ・ネットワーク 
237 家電製品（パソコンを含む）のホームネットワーク 
238 多言語自動翻訳機能をもつブラウザ 
239 新電源による携帯パソコン （主電源として太陽電池や燃料電池を利用） 
240 人間の記憶、認識及び学習のメカニズムをまねることによる計算機科学への応用 
241 バイオセンサ等(CT、超音波、赤外線画像伝送装置、高解像度モニタシステム)を用いた遠隔医療システム 
242 自動車の衝突直前予測・安全対応技術 
243 デジタルコンテンツの課金技術 
244 エージェント技術 
245 指紋・筆跡・音声・顔等の特徴を用いた個人識別セキュリティ・システム 
246 PKI(Public Key Infrastructure)利用によるネットワーク上での契約相手認証技術 
247 届出、手続き等に関するネットワークを利用した役所の窓口サービス 
248 土砂崩れ時の人命救助等に使用できる地中レーダー 
249 デジタル機器（アナログＴＶ等も含め）による情報伝達の低年齢層の心身の発達に及ぼす影響の解明（一部
解明を含む）とその対策技術 
 
(３) 環境分野 
○ 現在、大きなインパクトをもたらしている技術（21） 
技術番号 技術 
301 衛星からの地表（地上、海洋）のモニタリングシステム 
302 リモートセンシング技術等による都市環境情報（汚染度、緑化度等）のモニタリングシステム 
303 地球温暖化および気候変化の予測技術 
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304 地球温暖化による海面上昇等の影響予測技術 
305 オゾン層の形成・変動・消滅の機構解明（一部解明を含む）とその応用 
306 オゾン層を破壊せず地球温暖化の点でも問題がないフロン・ハロン代替品製造・利用技術 
307 二酸化炭素以外の温室効果ガスの大気中濃度の増加抑制技術 
308 化石燃料使用の少ない、製鉄等の素材製造技術 （CDQ,微粉炭吹き込み等を含む） 
309 特定化学物質の人体、生体への影響解明（一部解明を含む）と対策技術 
310 有害化学物質のスクリーニングシステム （化学物質の有害性生物実験法、有害性推測モデル、データベー
スシステム等に基づく） 
311 窒素酸化物の排出削減技術 
312 ディーゼル車の微粒子状物質の排出削減技術 
313 河川・湖沼等の水質浄化技術 （環境改善および水利用促進のため） 
314 膜処理による水質改善技術 
315 POPS（難分解性環境汚染物質）の土壌･底質からの除去技術 
316 大気汚染、騒音公害を起こさない低公害自動車 (例えば電気自動車） 
317 LCA (Life Cycle Assessment)的概念に基づいた製品の設計・製造・普及に関する技術 
318 環境マネジメント技術 （ISO14001 等） 
319 自動車のリサイクル技術 
320 家電等の廃棄物からの鉄・銅・アルミニウム等重要金属分離技術 
321 繊維製品、食料包装材等の家庭用資材のリサイクル技術 
 
○ 将来、大きなインパクトが期待される技術（21） 
技術番号 技術 
322 熱汚染、大気汚染（炭酸ガス、酸性雨等）、水質汚濁の全地球規模での進行状態の監視技術 
323 全地球規模（大気、陸域、海洋、海底）での二酸化炭素の移動・貯蔵の全体像解明（一部解明を含む）とその
応用 
324 二酸化炭素以外の温室効果ガス発生量の把握システム 
325 気候変動と水産資源の変動との相関についての数値モデルとその応用 
326 地球温暖化による森林や自然植生への影響の全地球規模での解明とその応用 
327 地球規模水循環情報の統合的利用・解析システム技術 
328 気候変動による降雨特性変化（異常降水)の解明に基づく水資源確保技術 
329 二酸化炭素の回収技術および地中・海洋隔離技術 
330 廃熱利用、RDF、河川・下水の熱利用等の未利用エネルギーの活用技術 
331 ヒートアイランド対策技術 
332 環境に放出された化学物質の発生源を解析する技術 
333 生物､植物を利用した有害重金属､化学物質の除去技術 
334 NOｘ、フロン等を主発生源である都市部において吸収・固定化するアクティブ環境浄化施設（道路沿緑化等）
335 下水道等排水処理における汚濁物質（リン化合物や窒素化合物などに加え内分泌かく乱物質等）の除去技
術 
336 漁場の浄化・回復のための海底の有害ヘドロの除去無害化技術 
337 閉鎖水域汚染（霞ケ浦等）に対する生物・生態系機能利用による浄化・環境修復技術 
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338 環境リスクの事前評価技術 
339 環境税導入など環境に関する制度的変化の社会･経済などへの影響評価手法 
340 安全な廃棄物処理及びリサイクル技術 
341 低コスト型リサイクル技術 
342 森林の環境保全・防災機能の定量的評価手法に基づく森林資源管理技術 
 
(４) ナノテクノロジー・材料分野 
○ 現在、大きなインパクトをもたらしている技術（20） 
技術番号 技術 
401 シンクロトロン放射光（SOR）光源を利用したリソグラフィ・パターン加工技術 
402 超 LSI 製造のための高分解能の半導体微細加工・計測技術 
403 原子レベルでの構造観察技術 
404 シリコン単結晶製造技術 
405 窒化物半導体（窒化ガリウム、窒化アルミニウム、窒化ホウ素）結晶成長技術 
406 ダイヤモンド結晶成長技術 
407 有機半導体デバイス(有機ＥＬを含む） 
408 太陽電池 
409 超 LSI 用絶縁材料 
410 アクチュエータ材料 （セラミック圧電体、圧電性高分子等） 
411 光触媒材料 
412 ナノ触媒材料 （高効率環境浄化等） 
413 材料の生体親和性解明（一部解明を含む）とその応用 
414 プラズマを利用した環境汚染物質の高効率分解技術 
415 リチウム電池の小型化・長寿命化技術 
416 ＤＮＡチップ （遺伝子発現解析ツール） 
417 熱遮蔽・耐環境遮蔽のセラミックコーティング技術 
418 積層セラミックモジュール 
419 電子部品・電子機器の鉛フリー化技術 
420 各種物質・材料の物性等のデータベース 
 
○ 将来、大きなインパクトが期待される技術（21） 
技術番号 技術 
421 固体表面・界面の構造および性質の原子レベルでの制御技術 
422 ナノメ－トルスケールの 3次元集積加工技術 
423 ナノメートルスケールのオンライン加工技術 
424 デバイス作製や遺伝子操作のための原子・分子レベルの操作技術 
425 超精密プロセス技術 （オングストローム、フェムト秒のオーダーでの測定・加工・分析・試験） 
426 太陽光による水分解プロセス技術 
427 量子ドットデバイス技術 
428 分子デバイス技術 
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429 ニューロデバイス（脳型の情報素子）技術 
430 スピン制御構造とデバイス応用に関する技術 
431 カーボンナノチューブ・デバイス技術 
432 ドラッグデリバリーシステム 
433 自己組織化により特定のナノスケール構造・特性を与えるメモリ材料 
434 ヒ素など危険物質を用いない半導体デバイス 
435 分子識別性の物質透過膜を利用した人工臓器やバイオセンサ 
436 使用温度が液体窒素（７７Ｋ）以上の超伝導材料 （高電流密度線材等） 
437 原子・分子レベルの構造制御技術による高機能材料・極限材料 
438 結晶構造・分子構造の高速精密制御技術による高機能材料・極限材料 
439 鉄に代替しうる軽量・高強度の構造材料 
440 超鉄鋼製造･利用技術 
441 金属疲労の非破壊検査による残存寿命推定技術 
 
(５) エネルギー分野 
○ 現在、大きなインパクトをもたらしている技術（15） 
技術番号 技術 
501 天然ガス等からの液体燃料製造・利用技術 （GTL、DME 含む） 
502 ゴミ固形燃料(RDF)発電技術 
503 高効率ガスタービンによる大型複合サイクル発電技術 
504 軽水炉の高度検査技術 
505 住宅電力供給用太陽電池システム 
506 大型風車を用いた風力発電技術 
507 バイオガス発電技術 
508 自動車動力用バッテリー技術 
509 ヒートポンプ給湯技術 
510 家電機器（冷蔵庫等）の大幅な効率向上技術 
511 高断熱による省エネルギー住宅 
512 内燃機関によるコージェネレーションシステム 
513 オンサイト型電力貯蔵システム （NAS 電池、レドックスフロー電池等） 
514 LED 利用照明および信号システム 
515 ビル用エネルギーマネジメントシステム(BEMS) 
 
○ 将来、大きなインパクトが期待される技術（18） 
技術番号 技術 
516 メタンハイドレート採掘・利用技術 
517 水電気分解による水素生産システム 
518 水素吸蔵・貯蔵技術 （水素吸蔵合金系、カーボンナノチューブ系等） 
519 原子炉による水素製造技術 
520 エネルギーのベストミックス評価技術 
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521 工場における未利用排熱回収発電技術 
522 低温排熱利用技術 （廃棄物処理、リサイクル、製品製造での排熱等） 
523 バイオ液体燃料製造・利用技術 
524 農業生産物・副産物を利用するバイオマスエネルギー利用技術 
525 先進的核燃料サイクル技術 （群分離、核変換処理等） 
526 高温ガス炉 
527 新型太陽電池 （色素増感、塗料型等） 
528 家庭用燃料電池システム 
529 パソコン用燃料電池技術 
530 燃料電池自動車 
531 石炭液化技術 
532 石炭ガス化複合発電技術 
533 超伝導送電システム 
 
(６) 製造分野 
○ 現在、大きなインパクトをもたらしている技術（17） 
技術番号 技術 
601 CIM （設計生産用データベースとインテリジェントな CAD／CAM システムで構成する設計生産一貫システ
ム） 
602 超精密プロセス技術 （ビーム技術、高度な装置制御技術、高度センサ技術による加工・分析・試験・in-situ
モニタリング） 
603 光造形・プロトタイピング技術 
604 プラズマ・プロセッシング技術 
605 シリコンのマイクロ構造の制御技術 
606 半導体レーザ技術 
607 超精密位置決め技術 
608 マイクロマシン、MEMS 
609 廃棄された製品を資源として回収分離しやすい製品設計技術 
610 自動車や家電など主要製品の産業単位でのリサイクル・リユース技術 
611 廃棄物選別回収システムおよび、再生原料や再生品を生産・流通・消費する循環システム 
612 汎用プラスチックのリサイクルシステム 
613 視覚と聴覚に関連づけられた人間のアナログ的な認知の世界と、コンピュータや通信などのデジタル処理の
人工物の世界をつなぐインターフェース技術 
614 ３次元デジタルモデルでイメージプロトタイプを作製し、製造現場にデジタルデータを送信する省試作工程・
現地（遠隔地）製造システム 
615 受注生産主流化のための電子商取引ネットワークの高度化やビジネスサイクルタイムの効率化技術 
616 LSI 製造などの複雑・精密な製造プロセスにおける後検査不要な製造技術 （化学反応の in-situ モニタリン
グと制御系へのフィードバックにより、所定の特性を制御） 
617 製品ライフサイクル（設計、開発、製造、運用、保守、廃棄など）に沿って生産活動を支援（最適化・効率化・許
認可申請など）するバーチャル・マニュファクチャリングシステム 
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○ 将来、大きなインパクトが期待される技術（14） 
技術番号 技術 
618 マイクロリアクタによる革新的化学品製造技術 
619 低温触媒プロセスなどの水素製造技術 
620 触媒の分子レベルでの制御による合成反応技術 
621 物性の差で分離する高分子分離膜 
622 排泄や入浴等を含む多目的看護や身障者への機能補助を行うロボット 
623 メンテナンスを大幅に軽減（オーバーホール不要）する航空機の設計技術 
624 低環境負荷型のものづくり－ものこわし型製造システム （生産システム「設計→生産→使用→廃棄」と資源循
環システム「回収→分解・選別→再利用→生産」の一体化） 
625 LCA的な観点に立った都市ゴミからの合理的な有価物回収・利用技術 
626 最終処分量の大幅減量を可能とする廃棄工業製品処理技術 
627 固体廃棄物処理場用バイオリアクタシステム 
628 ゼロエミッション化技術 （二酸化炭素回収技術や製造分解技術等によるゼロエミッションファクトリー等の実
現） 
629 製造プロセスにおけるエネルギー使用最適化技術 （超伝導、フライホイール、コンデンサ等の電力大規模貯
蔵を利用）  
630 製造に関する異文化間のインターフェース技術 （製造に関わる情報・知識を表わす世界共通言語（ソフトウ
ェアを含む）と、これによる人間－機械－情報系におけるコミュニケーションが言語や文化の違いを越え意図
も含めて正確に伝わるためのインターフェース技術） 
631 ミクロ技術をベースとした新たな法則・効果・現象の発見（一部発見を含む）による人工物設計論の大きな変革
とその応用 
 
(７) 社会基盤分野 
○ 現在、大きなインパクトをもたらしている技術（21） 
技術番号 技術 
701 局地的な気象予報技術 （集中豪雨・豪雪等の短時間予報を含む） 
702 巨大地震発生時の構造物や地盤の正確な挙動シミュレーション技術 
703 震度７クラスの地震に対する建築物の設計・解析技術 
704 構造物の免振・制振構造技術 
705 地盤改良技術 （地盤改良材等） 
706 超高層ビルの災害（火災、地震等）対応技術 
707 総合ホームセキュリティシステム （過熱、漏電、ガスもれ等をチェックし安全装置が作動等） 
708 ライフライン（上下水道、電気、ガス等）の防災性向上のための遠隔監視・制御システム 
709 安全性向上や省エネを実現した大型旅客機関連技術 （操縦系の電子化・エンジン効率・空力向上等） 
710 空域を効率よく利用し、便数を増大させる高精度航空管制・航法技術 
711 ハイブリッド自動車 
712 ガソリンエンジンの高効率化技術 
713 大型貨物自動車の窒素酸化物排出量低減技術 
 57
714 自動車エンジンの高度燃焼制御技術 （リーンバーン等） 
715 ETC （ノンストップ自動料金収受システム） 
716 道路交通情報システム （VICS、カーナビ等により走行目的に対応した個別の交通情報をドライバーへ提供）
717 鉄道のりつぎ IC カード （のりつぎのシームレス化） 
718 GIS をベースとした地域情報統括システム 
719 公共交通機関のバリアフリー化およびバリアフリーの街づくり技術 
720 環境アセスメント技術 （計画段階での総合アセスメント） 
721 土木・施設等の修景・景観デザイン技術 
 
○ 将来、大きなインパクトが期待される技術（17） 
技術番号 技術 
722 特定地点における集中豪雨による土砂崩れ・土石流の予測技術 
723 地震検知全国ネットワークとこれによる50km程度以上離れた地震に関して到達前に情報伝達される防災シス
テム 
724 各種施設・設備の潜在危険性評価技術 （工業団地、企業、製造設備等について連鎖・複合的事故まで想
定し、周辺地域への影響を含めた被害予測） 
725 都市災害の高精度シミュレーション技術 
726 自然災害発生時の都市基盤施設・ネットワークの被害状況リアルタイム・モニタリング技術 
727 災害時に市民に緊急情報提供可能なセキュリティ・システム 
728 大都市における大規模地震・火災時のパニック防止のための社会心理学・行動心理学に基づく災害予報・情
報伝達システム 
729 極限作業（災害時、原子炉廃炉時等)ロボット （遠隔操作によるものを含む） 
730 地下鉄・地下街の防災性向上による大都市の地下空間高度利用技術 
731 高利用密度海域（東京湾、大阪湾等）の総合的利用・保全技術 （湾全体） 
732 飛行中に前方の乱気流を予測するなどの航空機事故防止技術 
733 ITS 技術を応用した衝突防止システム 
734 列車走行の騒音・振動低減化技術 （車輪、レールの新材料利用や車両構造により大幅減少） 
735 バイオテクノロジー活用によるコンパクトな排水処理システム （難分解性物質や有害物質を高効率処理） 
736 経済的に都市ゴミから有価物を回収する分別・分離技術 
737 高齢者や身障者も健常者と同じように利用できるマンマシンインターフェース技術（都市公共施設等） 
738 各地への救急医療センターの設置、および必要なデータの中央医療センターでの解析により、適切な救急医
療が受けられるシステム 
 
(８) フロンティア分野 
○ 現在、大きなインパクトをもたらしている技術（17） 
技術番号 技術 
801 高信頼性・低コストの使い切り打上げ液体燃料ロケットシステム 
802 人工衛星の高精度な姿勢制御技術 
803 人工衛星によるリモートセンシング技術 (大気汚染の分布・移動、農林資源や農林環境変化、都市環境情報
等の地表の物理量に対するモニタリング） 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第II編 インパクト実現技術／未実現技術の事例分析 
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１. 事例分析の目的および実施方法 
１－１ 目的 
技術がもたらしたインパクトおよびインパクト実現過程における公的研究開発・支援の寄与をより詳細に
把握する目的で、８分野（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料、エネルギー、製造
技術、社会基盤、フロンティア）のそれぞれについて、過去10年程度の間に実現し、インパクトを既にもた
らしている技術（インパクト実現技術）を２事例、今後 10 年程度の間に実現し、今後インパクトをもたらすと
考えられる技術（インパクト未実現技術）を２事例それぞれ抽出し、計 32 技術に対して事例分析を実施し
た。 
インパクト実現技術／未実現技術の事例分析に当たっては、各技術に対して技術動向、公的研究開
発・支援の位置づけ、技術の経済的・社会的・国民生活へのインパクトの把握を試みた。インパクト実現
技術／未実現技術の事例分析の視点を図表 1に示す。 
本手法は、政策評価の手法として活用されているプロジェクトの追跡評価のように特定の公的研究開
発・支援に関する効果を網羅的に把握するのではなく、インパクトをもたらしている（あるいは期待される）
技術の発展過程および技術のインパクト実現過程において重要であったと考えられる事象（公的研究開
発・支援を含む）をすべて分析対象とする。このため、科学技術政策にとどまらない幅広い見地からの公
的研究開発・支援の寄与の把握、インパクト実現過程における公的セクターと民間セクターの役割の把
握が可能となる。 
 
図表 1 インパクト実現技術／未実現技術の事例分析の視点 
 インパクト実現技術 インパクト未実現技術 
技術動向 
z 技術の種類／内容 
z 技術開発の背景 
z 関連する社会環境変化 
z インパクト実現までの技術動向 
z 技術の種類／内容 
z 技術開発の背景 
z 関連する社会環境変化 
z インパクト実現に向けた技術動向における
現在までの位置づけ 
公的研究開発・支援の位
置づけ 
z 関連する公的研究開発・支援 
z 公的研究開発・支援の寄与 
z 関連する公的研究開発・支援 
z 公的研究開発・支援の寄与 
技術の経済・社会・国民
生活へのインパクト 
z 実現しているインパクトの種類・内容 
z インパクトの実現プロセス 
z 上記の用途分野ごとの相違 
z 期待されるインパクトの種類・内容 
z インパクトの実現プロセス 
z インパクト実現のための課題・阻害要因 
z 上記の用途分野ごとの相違 
その他 
z 当該技術の置かれている状況 
z これまでの公的研究開発・支援の課題 
z 今後の公的研究開発・支援のあり方 
z 当該技術の置かれている状況 
z これまでの公的研究開発・支援の課題 
z 今後の公的研究開発・支援のあり方 
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１－２ 事例分析の実施方法 
(１) 調査方法 
事例分析は、次に示す有識者への面接ヒアリングを中心として実施し、面接ヒアリングの中で紹介を得
た有識者への面接ヒアリング、あるいは電子メール、電話等による補足的な調査を実施した。さらに、文献
調査等を実施した。 
○ 当該技術分野について俯瞰的な観点で把握していると考えられる大学、公的研究機関 等（各種委
員会の委員、委員長経験者 等） 
○ 関連する公的研究開発・支援へ参加した大学、公的研究機関、企業 等 
○ インパクト実現プロセスに関連する企業、業界団体 等 
 
(２) 対象事例 
インパクトアンケート調査の結果をもとに、技術毎にインパクトの大きさ、種類、公的研究開発・支援の
寄与の大きさを検証し、事例分析の対象となる技術をリストアップした。 
リストアップした技術をもとに、インパクト調査検討会による検討を通じて、事例分析を実施する技術を
決定した。事例分析の対象技術の選定の際には、インパクト実現技術およびインパクト未実現技術を各
分野２事例ずつ合計 32 事例選定し、事例全体を通じて技術のもたらすインパクトの幅広い把握および公
的寄与の俯瞰的な把握が可能なようにした。事例分析の対象とした 32技術を図表 2に示す。 
なお、事例分析の対象となった技術には「ユビキタス・ネットワーク」のように広範な技術を分析の対象と
する必要があるものが存在した。調査期間などの制約から、これらの技術については、ヒアリングや文献
調査を通じて、分析の対象とする技術を絞り込み、インパクトや公的寄与の内容がより明確になるようにし
た。また、事例分析の内容に応じて事例名を再設定した。 
事例分析は実施方法の検討、仮説の構築、仮説の検証の３段階で行った。また、調査の過程で明らか
になった仮説を検証するのに適当と考えられる技術を、事例分析対象の技術として新たに追加した。具
体的には、大規模施設整備の事例として「高性能放射光発生技術」を、今後大きなインパクトが期待され
る技術として「準天頂衛星システム」を追加した。 
 61
図表 2 事例分析の対象技術 
分野 種類 技術名 
肺がんの早期発見に有効なヘリカルＣＴ技術 
実現 個人の遺伝子多型等を検出する塩基配列決定技術とその応用（診断やテーラメイド
医療） 
幹細胞による培養自己組織を人工臓器・組織の材料として用いる技術 
ライフ 
サイエンス 
未実現 
遺伝子操作による耐寒・耐乾・耐塩性作物の作出技術 
高演算速度の並列コンピュータ 
実現 
ITS（カーナビゲーション、VICS、ETC、交通管理など） 
垂直磁気記録技術（ハードディスクドライブ用） 
情報通信 
未実現 
ユビキタス・ネットワーク 
オゾン層を破壊せず地球温暖化への影響を考慮したフロン・ハロン代替品製造・利用
技術 実現 
内分泌かく乱物質の人体、生体への影響解明技術 
廃棄物処理用ガス化溶融炉及び灰溶融炉技術 
環境 
未実現 
二酸化炭素の分離・回収技術および隔離技術 
リチウム電池の高密度化・高寿命化技術 
実現 
光触媒材料 
カーボンナノチューブ・デバイス技術 
ナノテクノロジ
ー・材料 
未実現 
高温超伝導材料 
住宅用太陽光発電システム 
実現 
天然ガス等からの液体燃料製造・利用技術（GTL、DME） 
水素吸蔵合金 
エネルギー 
未実現 
燃料電池自動車 
廃自動車及び廃家電の適正処理技術 
実現 
レーザを利用した加工技術 
マイクロリアクタによる革新的化学品製造技術 
製造 
未実現 
多目的看護や身障者への機能補助を行うロボット（福祉ロボット） 
局地的な気象予測技術 
実現 
地震動による構造物等の挙動シミュレーション技術 
地震検知全国ネットワークによる地震動到達前防災システム 
社会基盤 
未実現 
難分解性物質等を含む排水の高効率生物処理システム 
人工衛星によるリモートセンシング技術 (データの解析・利用技術) 
実現 
高性能放射光発生技術* 
海底からの石油の経済的採取技術 
フロンティア 
未実現 
準天頂衛星システム* 
 
(凡例）   第 1段階 6事例  第2段階 10事例  第3段階16事例
* は調査の過程で明らかになった仮説を検証するために、新規に追加した技術。 
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(３) ヒアリング対象者 
32事例のインパクト実現技術／未実現技術の調査では、合計203名の有識者にヒアリング調査を行っ
た。ヒアリング対象者の属性について図表 3に示す。 
企業の場合一度に複数の方による対応が多く、ヒアリング対象者の数が多くなっている。その他として
は、民間の研究所や業界団体、関係省庁などが含まれる。 
 
学識経験
者(44)
公的研究
機関(48)企業(78)
その他
(33)
 
図表 3 ヒアリング調査対象者の属性 
 
 
 
N = 203
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２. インパクト実現技術の事例分析結果 
ここでは、以下に示した 16 のインパクト実現技術についての事例分析結果を示す。事例分析結果は「事例
分析のまとめ」と「事例分析についての詳細資料」から構成されている。 
分野 技術名 
肺がんの早期発見に有効なヘリカルＣＴ技術 ライフ 
サイエンス 個人の遺伝子多型等を検出する塩基配列決定技術とその応用（診断やテーラメイド医療）
高演算速度の並列コンピュータ 
情報通信 
ITS（カーナビゲーション、VICS、ETC、交通管理など） 
オゾン層を破壊せず地球温暖化への影響を考慮したフロン・ハロン代替品製造・利用技術
環境 
内分泌かく乱物質の人体、生体への影響解明技術 
リチウム電池の高密度化・高寿命化技術 ナノテクノロジ
ー・材料 光触媒材料 
住宅用太陽光発電システム 
エネルギー 
天然ガス等からの液体燃料製造・利用技術（GTL、DME） 
廃自動車及び廃家電の適正処理技術 
製造 
レーザを利用した加工技術 
局地的な気象予測技術 
社会基盤 
地震動による構造物等の挙動シミュレーション技術 
人工衛星によるリモートセンシング技術 (データの解析・利用技術) 
フロンティア 
高性能放射光発生技術 
 
○ 事例分析のまとめは以下の４項目から構成されている。 
 
(１) 事例分析に当たって 
対象とした技術の概要と調査方法およびヒアリング調査対象とした有識者についての情報を示した。 
(２) 技術動向 
技術の発展の動向を技術開発の背景、関連する社会環境変化等を含めてまとめた。 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
技術がインパクトを実現するプロセスにおいて関連した公的研究開発・支援の内容を寄与の形態ごとにまと
めて示した1。 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
現時点において技術が実現している経済・社会・国民生活へのインパクトをまとめた。インパクトについては
可能な限り定量的に表現し、将来予測があるものについては将来想定されるインパクトについても記述した2。 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
ヒアリングの過程で得られた有識者からの意見をまとめた。 
 
○ 事例分析についての詳細資料では技術動向、公的研究開発・支援の位置付け、技術の経済・社会・国
民生活へのインパクトについて具体的なデータを示した。 
                                                 
1 本文中の省庁（研究機関）名については、公的研究開発・支援が実施された期間が省庁再編前の場合は旧省庁名、
省庁再編後を含む場合は現省庁名で記述した。但し、長期間にわたるプロジェクト等で、事例分析で調査対象と
なった研究開発が、主に省庁再編前に実施されたと考えられる場合については旧省庁名を記述した。 
2 データの出所は詳細資料に示した。 
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２－１ 肺がんの早期発見に有効なヘリカル CT 技術（ライフサイエンス） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z がんの早期発見に有効な診断技術（画像検査、生化学検査、病理検査、遺伝子検査）の中で、画
像検査技術に注目した。画像検査技術は、日本においてがん死亡率１位かつ従来技術では早期発
見の困難であった、肺がんに対して効果が大きいとされる。 
z 画像検査技術としては、CT スキャン、ヘリカル CT 検査を主対象とした。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 公的研究機関（国立がんセンター研究所）研究者２名 
z 企業（CT メーカー）役員１名 
 
(２) 技術動向 
がん早期発見には、1970年代から開発が進むCTスキャンの高性能化の寄与が高く、CT開発では日本がリ
ードしている。1980 年代から民間企業を中心に開発されていたヘリカル CT により、早期がん段階の非常に小
さな腫瘍を発見できるようになった。 
1990年代に入り、民間企業がヘリカル CTをさらに高性能化したマルチスライス CTを開発し、旧厚生省・旧
文部省・旧科学技術庁の共同事業「がん克服新 10 ヵ年戦略」による実証・導入の支援がなされ、肺がんの早
期発見の増加に寄与したと考えられる。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
国のこれまでのがん対策は主に、がん機構の解明、早期診断技術の開発、研究体制の確立の３つを柱に行
われてきた。そのなかで早期診断技術として開発されたヘリカル CT は日本企業が特許を保有する技術として
蓄積があり、世界をリードする水準である。CT スキャン技術に対する主要な公的研究開発・支援は以下の２事
業である。 
（実証試験） 
○ 1994 年から 2004 年の期間に実施された、旧厚生省・旧文部省・旧科学技術庁の共同事業「がん克服新
10 ヵ年戦略」では、民間企業が開発したヘリカル CT・マルチスライス CT の肺がん早期発見への適用性
の実証・導入支援が行われた。具体的には、ヘリカル CT を用いた肺がん検診内容の解析、ヘリカル CT
の画像データをコンピュータ自動診断システムによって分析した結果に対する専門医と初心者による診
断内容の比較・検討、マルチスライス CT の開発と臨床応用が行われた。 
（技術活用人材育成） 
○ 2002 年から 2006 年の期間で実施されている厚生労働省の｢医療情報技師の育成｣事業においては、シ
ステム・ネットワークを活用して、医療診断技術の高度化に対応できる人材を育成することで、画像診断の
高度化が試みられている。 
また、インパクトアンケート調査結果によると、当該技術に対する公的研究開発・支援の寄与度合いが「大」も
しくは「中」と回答した割合は約８割と高い。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、肺がんを早期に発見する検査技術として、以下のようなインパクトを実現している。 
○ 経済的インパクト 
z 早期発見による医療費投入の適正化。 
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z 医療機器の市場拡大。 
― 2001年に 496億円、シェアトップは東芝（47.3％）、ついで GE横河メディカルシステムズ（32.5％）、シーメ
ンス旭メディテック（10.5％） 
z 検査の迅速化、自動化によるコストダウン。 
○ 社会的インパクト 
z 検査の信頼性の向上。 
z バイオバンク・診療データベース構築。 
z 医療情報の管理の効率化（患者の検査データの一括管理）。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 検査時間の短縮。 
z がん早期発見による治療効果向上。 
― CT 導入前は人口 10 万人に対して 163 名の発見率であったが、CT 導入後は人口 10 万人に対して 361
名と倍以上の発見率 
z 手術後の「生活の質」の向上。 
インパクトアンケート調査結果によると、インパクトが「大」もしくは「中」と回答した割合が、経済的インパクト、
社会的インパクト、国民生活へのインパクトともに 80％を超えており、特に国民生活へのインパクトは 90％を超
えるに至っている。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 現状と課題 
○ 製品市場の拡大が課題である。世界市場が拡大する中、日本製品のシェアは縮小傾向にある。この原因
として、海外企業に比べて、開発コストが人件費を中心に割高であることと、販売力が弱いことが挙げられ
る。（企業・役員） 
○ 医療現場の IT 化（CT の高速化・精密化に伴う画像データ量の増大に対応するシステムの確立）が課題
である。（公的研究機関・研究者） 
○ CT 以外の検査技術（MRI・PET・超音波・内視鏡など）の開発・実証試験では公的支援はなく、これらの開
発技術では欧米に先行されている。（公的研究機関・研究者） 
② 今後の研究開発・支援のあり方等についての意見 
○ 戦略的支援が必要である。アメリカがん研究所は、ヘリカル CT による肺がん検診のランダム化比較試験
の結果、ヘリカルCTの有効性が低いことを公表している。これは欧米でヘリカルCTが普及し始め、かつ、
この分野で日本が先行していることを意識した戦略的研究結果であるという見方もある。一方、日本では、
ランダム化比較試験を行うための研究計画書が作成されたものの、総額 24 億円の研究費の確保が困難
なため、いまだ死亡率減少効果の正しい評価は行なわれていない。日本からもヘリカル CT の有効性に
関する研究結果を提示するといった行動をとらない限り、技術で勝って戦略で負ける可能性が高くなる。
（公的研究機関・研究者） 
○ バイオバンクの設立、診療データのデータベース化などのインフラの確立と、IT 化に対応できる医療専門
家（リサーチナースなど）の育成が必要である。（公的研究機関・研究者） 
○ 開発を阻害する規制の撤廃がまず必要である。（企業・役員、公的研究機関・研究者） 
○ 人的基盤・ネットワークが弱い。人材・技術の流動性が少ないため、技術が個々の組織内に密閉化され、
実用化研究を阻害している。（公的研究機関・研究者）
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１．近年のがん動向
（１）がんによる死亡率の上昇
・他の疾病に比べ、がんによる死亡率が急激に増加している。
・がんは1981年から死因の第1位を占め、2002年には死亡数304,286人、人口10万対死亡率241.5、と総死亡の
31.0％となっている。
（出所）厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」
?
?
?
１ 
従来１位の座にあった胃がんの死亡数が最近20 年間減少している一方、肺がんによる死亡数が著しく増加している。1998
年には男女合計で肺がんによる死亡者数がトップになった（旧厚生省「人口動態統計」）。ただし、肺がんも含めすべてのが
んで、90年代後半からは増加傾向が頭打ちになっている。
（出所）国立がんセンター「がんの統計」
１．近年のがん動向
（２）胃がんの減少・肺がんの増加
?
?
?
２ 
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・長い間日本人のがん死亡率トップであった胃がんの死亡率の減少は、主に
以下の要因によるものと推測される。
①がん検診の普及
・胸部Ｘ線などの検査受診率の上昇およびがんの早期段階の発見による
治癒率の上昇
②国民の健康への関心の向上
・食生活を含めた生活習慣改善指導等による発がん率の抑制
③がんに対する社会の認識の変化
・ 「がんは治る」という認識の普及による治療効果の向上
１．近年のがん動向
（３）胃がん死亡率低下をもたらした要因
（出所）国立がんセンター中央病院の胃がんの治療成績
早期がんほど5年生存率が高い。
３ 
・近年の肺がんによる死亡数が著し く増加している。1998年には男女合計で
肺がんによる死亡者数がトップになった。 （旧厚生省「人口動態統計」 ）
これは、肺がん自体の増加と、肺がんの治癒率が低いためである。
・肺がん自体の増加の背景は、喫煙、大気汚染などにあると推測されている。
・肺がんの死亡率が高い理由は、早期発見が難しく発見された時にはすでに治療
が難しい進行がんであることが多いためである。
・肺がんの死亡率が、90年代後半から増加傾向が頭打ちになっている。
この主要因として指摘されたのは以下の点である。
①検査技術の向上
②禁煙運動など、肺がんを減少させるための生活指導（ 「がん予防12か
条 」など ）の普及
１．近年のがん動向
（４）肺がん死亡率の増加の背景
４ 
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２．技術動向
（１）がん診断技術開発の流れ
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
平面的画像診断から、
立体的な画像診断へ
ヘリカルCT
画像検査
高速化
1982年東芝がヘリカルス
キャンＣＴの特許取得 光CT
X線診断
CTスキャン
ポジトロンCT（PET）
形態を見る画像診断から、
機能を見る画像診断へ
MRI
1972年英国の HounsfieldがCT
（X線CT）を発表
画像診断の
高度化・IT化
細胞診断
病理検査
遺伝子検査
生化学検査
腫瘍マーカー
2000年代
よりよい腫瘍マーカー診断
薬をつくるため、遺伝子、単
クローン抗体、レーザー光
線、放射性同位元素、化学
発光、自動分析装置などを
使う研究が進められている
バイオテクノロジーの進歩
1970年代
AFP CEA，扁平上皮癌関連抗
原のSCC（squamous cell 
carcinoma）抗原などの臨床的
有用性が確立
1990年代
遺伝子レベルの腫瘍マーカーの検討
1990年代後半
胃癌のスクリーニングとして血
清ペプシノーゲンが導入
分子生物学
1848年
骨髄腫患者尿中に出
現するBence Jones蛋白
の発見
子宮がんの検診に利用。（有効性
は厳密には証明されていない）
肺がんの健診に喀痰細胞検
査が導入され、発見率が向上
予防、治療のための
検査が中心
新世代マーカ 分子（プ
ロテオン）診断の研究
2000年代
血液検査で前立腺がんの
早期発見が可能に
2002年 プロテオン診断
で卵巣がんの発見率向
上(米）
腫瘍マーカPSAの登場
マルチスライスCT
高速化が課題1992年
MRI の開発
電子内視鏡 欧米を中心に超音波検
査が普及
マンモグラフィ
1977年 気管支ファイバースコープ
開発（ペンタックス） 内視鏡
５
1999年 東芝 マルチスライスＣＴ
Ａｑｕｉｌｉｏｎ ＭＵＬＴＩ（4列）など発売
 
２．技術動向
（２）がんの早期発見に有効な診断技術
がん早期発見にCTスキャンの開発・高性能化が寄与しているとのデータがある。とくに、がん死亡率一位の肺がんに対しての
効果が大きいこと、他の画像検査と比較し圧倒的に検査時間が短くてすむ（集団検診等への導入が容易）などの利点がある。
CT開発では日本がリードしており、国内においてCTスキャン、ヘリカルCT検査などのがん診断におけるインパクトが大きいと
みられる。
各検査技術の早期発見への寄与度
①画像検査
・Ｘ線CT：コンピュータ断層撮影（Computerized Tomography）人体組織の放射線吸収度の違いをコンピュータで分析することにより、構造を細かく
断面として映しだすことができる。輪切りの画像が得られるため重なりがなく、最新式のCTでは、１ｍｍあるいはそれよりももっと狭い間隔で撮れ
るようになったため、がんの早期発見に寄与している。
・ヘリカルＣＴ：体のまわりをX-線がらせん状にスキャンしていくことで高速で細密な検査ができる。検査時間が20秒前後と非常に短いため集団検
診に適している。発見が難しかった早期肺がんの発見に効果が高い。
・MRI（磁気共鳴イメージング）：検査時間がかかるため、がん集団検診には適さず、現在は脳病変やヘルニアなど脊椎の病気、狭心症や心筋梗
塞の程度評価、経過観察に使用されている。
・PET（ポジトロン断層撮影法）：がんの性質診断、治療効果判定、早期発見にも有用ではあるが、日本では施設数が少なく検査費用も高い。最
大の問題は検査時間が非常に長く、約１時間もかかるため集団検診などへの適用は難しく、現段階ではがん全体の早期発見に与えるインパク
トは大きくない。
・超音波検査：死亡率減少効果の研究が行われていないことに加え、生存率も検討されていないので、がんに対する有効性は現段階では不明
である。患者への負担が小さい検査技術であるので、今後の検証が待たれる。
・内視鏡：消化器系の早期発見に有効であるが、日本では扱える医者の数が少なく集団検診には適さないため、がん早期発見へのインパクトは
現段階では大きくない。また、検査時間がかかるため、現段階ではがん集団検診には適さない。
②生化学検査
血液検査（腫瘍マーカー）：現段階では早期発見に有効な腫瘍マーカは発見されていない。前立腺がんでは腫瘍マーカPSAが早期発見に有
効と言われているが、これは前立腺がんの進行が遅いためであるとの意見がある。
③病理検査
細胞診断は、他の検査と併用することで早期発見率を向上させる。一般的には婦人科検診や肺がん検診などで行われている。50年以上の歴
史がある診断法である。
④遺伝子検査
がん予防、治療方針決定のための診療に主に使われるが、がんの早期発見への寄与は小さい。
６ 
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２．技術動向
（３）画像検査技術の高性能化
見
え
る
穴
径
（
m
m
Φ
）
ＣＴの空間分解能の推移
２．００
１．７５
１．５０
０．２５
０
１．２５
１．００
０．７５
０．５０
（出所）東芝CTの歴史
ヘリカルＣＴの発明により検査時間の短縮や被爆線量の低減が実現し、肺がん検診にヘリカルＣＴが広く使わ
れるようになった。これにより、早期がん（ＩA期： 期の中でもがんが３cm以下）の小さな腫瘍を発見できるように
なった。
ヘリカルCTで、発見されたがんの大きさの平均値は約16mmと非常に小さい※。
※資料：東京から肺がんをなくす会
２００
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１００
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秒
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ＣＴの撮影時間の推移
ヘリカル
７
’74       ’78       ’82       ’86       ’90       ’94       ’98       ’02
’74         ’78         ’82         ’86         ’90         ’94         ’98
 
 
３．公的研究開発・支援の位置付け
（１）CT技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
X線診断
CT
２D表示から３D表示へ
（画像処理技術の進展）
計算用高速コンピュータの開発
３次元ＣＴ画像の臨床利
用が増加
ヘリカルCT
1994年～2004年「がん克服新１０か年戦略」
（旧厚生省、旧文部省、旧科学技術庁の３省
庁共同事業）
CT空間分解能の向上
1972年英国の
HounsfieldがCT
（X線CT）を発表
画像検査技術の進展
高速化1982年
東芝㈱がヘリ
カルスキャンＣ
Ｔの特許取得
実証支援
人材提供
マルチスライスCT
放射線被爆量の減少
2002年～医療情
報技師の育成
（厚生労働省）
画像診断の
高度化・IT化
開発支援
臨床応用
コンピュータ支
援自動診断シ
ステムの開発
1991年
東芝㈱がヘリ
カルＣＴ ＴＣ
Ｔ-900S／Ｈｅｌｉ
ｘ発売
８
1978年
ＣＴ検査が保険点数の対象に
1992年
３Ｄ画像処理装置 Ｘｔｅｎ
ｓｉｏｎ発売（SUN)
1999年 東芝 マルチスライスＣＴ
Aquilion MULTI（4列）など発売
CT開発促進
1998年ＣＴ生
産10,000台達
成（東芝）
CT普及促進
1990年台
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３．公的研究開発・支援の位置付け
（２）公的研究開発・支援
下線がＣＴ検査支援に直接関与した内容
・「保健医療分野における情報化にむけてのグラ
ンドデザイン」の一部
・医療診断技術の高度化に対応できる人材の育成
・医療機関内におけるＩＴ技術者の資格や待遇の確立。
人材育成2002年～2006年医療情報技師の育成
ヘリカルＣＴによる肺がんの早期発見技術の確立
・ヘリカルＣＴを用いた肺がん検診の内容の解析
・ヘリカルＣＴの画像データをコンピュータ支援自
動診断システムを用いて診断を行い、専門医、
初心者の診断との比較・検討を行った。
・マルチスライスＣＴの開発と臨床応用
（当該研究開発予算規模は数億円レベル）
がん情報ネットワーク推進事業（画像検査関連）
・国立がんセンターの中央病院と東病院におけ
る高次画像等処理
・がん診療施設情報ネットワークシステム
・国立がんセンターと地方中核がん診療機関
との画像を含む情報処理
ヘリカルＣＴ
マルチスライスＣＴ
1994年～2004年
「がん克服新１０か年戦略」
寄与の形態・内容等（主要例）寄与の対象公的研究開発・支援
９ 
 
ヘリカルCT
胸部X線写真
喀痰細胞検査
ヘリカルCT導入後、2002年8月までの健診結果
４．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）がん検査技術開発によるがん発見率の向上
胸部X線写真では発見できなかったがんが、ヘリカルCTと喀痰細胞検査導入により発見
が可能になった。とくに、ヘリカルＣＴにより発見されたがんは多い。
１０
６
３９
１
５
０
「東京から肺がんをなくす会」による健診
従来の検査では見
つからなかったがん：
１０
従来の検査：胸部Ｘ線写真＋喀痰細胞検査で見つかった肺がん２２
ヘリカルＣＴ＋喀痰細胞検査で見つかった肺がん６１
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導入前（1975.9-1993.8） 導入後（1993.9-1999.8）
ALCAにおけるヘリカルCT導入前後での発見肺がんの内訳
ヘリカルＣＴにより発見されたがんは、早期（Ｉ期）のものが多いということが特徴になっている。
・上記のデーターは、ALCAの会員（約９割が男性、平均年齢は約60歳）のうち1999年８月までにのべ
37,145人に一次検診でCT（93年からはヘリカルCT)検査を実施したもので、82人の肺がんを発見している。
肺がんの発見率は、CT導入前に人口10万対163だったものが、CTの導入によって391と約2倍に上昇した。
・CT導入前と導入後で大きく違うのは、発見されたがんの病期（病気の進みかた）である。導入前は、が
んがどこにも転移していない Ｉ期が全体の約半数だったのに対し、導入後は約8割と増えた。
・ Ｉ期であれば手術によって治すことが十分可能で、肺胞の表面にだけがん細胞があるようなごく早期で
あれば、100％治癒できることがわかってきている。
４．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）CT導入によるインパクト
（出所）東京から肺がんをなくす会（ＡＬＣＡ）
CT導入による早期がんの発見
１１ 
 
1人（2.6％）5人（11.6％）IV
5人（12.8％）9人（20.9％）III
1人（2.6％）6人（14.0％）II
1人（2.6％）5人（11.6％）IB
31人（79.5％）18人（41.9％）IA
病期別
1人（2.6％）7人（16.2％）小細胞がんなど
11人（28.2％）15人（34.9％）扁平上皮がん
27人（69.2％）21人（48.9％）腺がん
組織型別
34人（87.2％）36人（83.7％）肺野型肺がん
５人（12.8％）７人（16.3％）肺門型肺がん
部位別
39人（361）43人（163）発見肺がん数（対10万人比）
1,068人（9.9％）1,331人（5.1％）要精検者数
10,807人26,338人のべ受診者数
（1993.9-1999.8）（1975.9-1993.8）
導入後導入前
ALCAで発見された肺がんの内訳
・CTだけでみつかった肺がんのうち約８割が、Ｉ
A期（Ｉ期の中でもがんが３cm以下のもの）の
非常に早い時期のがんである。
・発見されたがんの大きさの平均値は約16mm
と非常に小さいが、これはCTの空間分解能
がＸ線と比べて非常に高いことによる。これに
より、早期がんの小さな腫瘍を発見できるよ
うになってきた。
・がんの中でも肺がんは、これまで「難治がん」
の代表のように言われてきたが、このようにＩ
期であれば手術によって治すことが十分可能
で、肺胞の表面にだけがん細胞があるような
ごく早期であれば、100％治癒できることがわ
かっている。
・CTのデータ処理速度の向上、スキャン時間
の短縮化でCT撮影時間は短くなってきてい
る。検査に要する時間が減り、患者の負担が
軽減化され、集団検診への適用も容易になっ
た。このようなCTを用いた検診によって、早
期がんの発見率は大幅に上昇している。早
期の小さいがんであれば、胸部を大きく切り
開くことなく、入院も短期間ですみ、手術後も
比較的早く普通の生活に戻ることができる。
肺がんはいまや、ＣＴ検査技術の発展により
早期発見が可能となり、「難治がん」ではなく
なりつつあると言える。（出所）東京から肺がんをなくす会（ALCA）
４．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）CT導入によるインパクト
CT導入による早期がんの発見
１２ 
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国立がんセンター中央病院の治療成績
肺がんの早期発見と生存率の関係
・1962年以降、5年生存率は着実な改善を示している。
・特に病期が早い段階のもの（病期Ⅰ）ほど、その後の生存率が高く、がん検診等による早期発見が生存率に
寄与していることがわかる。（1990年代：国立がんセンター中央病院統計）
（参考）がんの早期発見と生存率の上昇
１３ 
４．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（４）当該技術の利用とインパクト実現プロセス
国民生活へのインパクト
経済的インパクト
医療機器の市場拡大
検査の信頼性の向上
検査時間の短縮
がん早期発見による治療効果向上
コンピュータ技術
画像処理技術
検査の迅速化、自動化による
コストダウン
医療情報の管理の効率化
（患者の検査データの一括管理）
診断の自動化
社会的インパクト
デジタル化
技術的インプット
開発の背景
発見が困難ながんの増加
特に肺がんが急増
がん死亡率の上昇
早期発見による医療費投入の適正化
コンピュータの処理能力
の増大
医療現場での省力化
画像調整ができるため、
取り直しの必要がない
リアルタイム
表示
詳細で立体的
な画像認識
検査の効率化
空間分解能の向上
ヘリカルCTX線診断 CTスキャン
処理速度の向上
マルチスラ
イスCT
集団検診の普及
より死角が少なく分解能
が高い装置へ
社会的インプット
技術的インプット
肺がんの早期発見
がん死亡率の抑制
肺がんの発見率は、
CT導入前に人口10万
対163だったものが、
CTの導入によって361
と約2倍に上昇
手術後の「生活の質」の向上
スキャン時間CT：280秒-20秒→
ヘリカルCT：5-7秒→マルチCT：1秒
スキャン時間の短縮化
バイオバンク・診療データベース
構築
１４
医療技術者、医者
への教育効果
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５．まとめ
１５
■国のこれまでのがん対策は主に、がん機構の解明・早期診断技術の開発・研究体制の確立の３つ
を柱に行われてきた。
■そのなかで早期診断技術として開発されたヘリカルCTは日本企業が特許を保有する技術として蓄
積があり、世界をリードする水準である。
■公的研究開発・支援は、ヘリカルCTの実証研究を中心に寄与したとみられる。肺がんの早期発見、
診断技術としてヘリカルCTが使えるということを実証することで、当該分野でのヘリカルCTの販売
拡大に寄与した。装置の販売拡大は、開発も促進した。
■コンピュータ支援自動診断システムなど、画像検査と関連したシステム・ネットワークの開発にも公
的研究開発・支援は寄与している。
■当該技術は現在、特に肺がんを早期に発見する検査技術として社会（検査の信頼性向上等）およ
び国民生活（検査時間の短縮やがん早期発見による治療効果向上等）に幅広いインパクトを有し
ている。
 
今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
■戦略的支援が必要である。アメリカがん研究所は、ヘリカルCTによる肺がん検診のランダム化比較
試験の結果、ヘリカルCTの有効性が低いことを公表している。これは欧米でヘリカルCT が普及し始
め、かつ、この分野で日本が先行していることを意識した戦略的研究結果であるという見方もある。
一方、日本では、ランダム化比較試験を行うための研究計画書が作成されたものの、総額24億円の
研究費の確保が困難なため、いまだ死亡率減少効果の正しい評価は行なわれていない。日本からも
ヘリカルCTの有効性に関する研究結果を提示するといった行動をとらない限り、技術で勝って戦略
で負ける可能性が高くなる（公的研究機関・研究者）。
■バイオバンクの設立、診療データのデータベース化などのインフラの確立と、IT化に対応できる医
療専門家（リサーチナースなど）の育成が必要である（公的研究機関・研究者）。
■開発を阻害する規制の撤廃がまず必要である（企業・役員、国立研究所・研究者）。
■人的基盤・ネットワークが弱い。人材・技術の流動性が少ないため、技術が個々の組織内に密閉化
され、実用化研究を阻害している（公的研究機関・研究者）。
１６
５．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
現状と課題
■製品市場の拡大が課題である。世界市場が拡大する中、日本製品のシェアは縮小傾向にある。この原因
として、海外企業に比べて、開発コストが人件費を中心に割高であることと販売力が弱いことが挙げら
れる（企業・役員）。
■医療現場のIT化（CTの高速化・精密化に伴う画像データ量の増大に対応するシステムの確立）が課題で
ある。（公的研究機関・研究者）。
■CT以外の検査技術（MRI・PET・超音波・内視鏡など）の開発・実証試験では公的支援はなく、これらの
開発技術では欧米に先行されている（公的研究機関・研究者）。
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２－２ 個人の遺伝子多型等を検出する塩基配列決定技術とその応用（診断やテーラメイド医療）（ライ
フサイエンス） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z SNP 解析技術。 
z データベース・プログラム技術。 
z 疾患遺伝子同定技術。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 公的研究機関（理化学研究所、科学技術振興機構、かずさ DNA研究所）4名 
 
(２) 技術動向  
多型（Polymorphism）とは、個人間で存在する DNA塩基配列の変異のことであり、一般的に集団の１％以上
の頻度で存在しているものと定義される（多型のうち、遺伝子を構成しているDNA塩基配列の変異を遺伝子多
型という）。 
疾患要因としては、遺伝要因と環境要因がある。この２つの要因は、単因子疾患と多因子疾患等に大別され
るが、多因子疾患については、疾患と遺伝子の関係をゲノムワイドに体系的に解析することで、新薬の創製、
新医療を実現できることへの期待から、遺伝子多型が注目されている。 
多型の種類として、｢RFLP（Restriction Fragment Length Polymorphism の略：制限（酵素切断）断片長多
型）｣、｢VNTR（Variable Number of Tandem Repeatの略：遺伝配列の繰り返し（数塩基～数十塩基）部位の繰り
返し回数が個体間で異なるもの）｣、｢マイクロサテライト（遺伝配列の繰り返し（２～４塩基）部位の繰り返し回数
が個体間で異なるもの）｣、｢SNP（Single Nucleotide Polymorphismの略：１個の塩基が他の塩基に置き換わって
いるもの）｣等がある。 
RFLPがヒトの多型マーカー第１世代として1970年に、VNTRが第２世代として1980年代初期に、マイクロサ
テライトが第３世代として 1990 年頃に発見された。中でも、出現頻度が高く（全ヒトゲノム中に 300 万～1000 万
ヶ所の SNP の存在が示唆されている）、高速かつ大量に検出可能な技術（シークエンス法）の進歩により解析
が容易になった SNP は、1990年代後半に着目されはじめ、遺伝子多型の中で最も注目されている。 
ゲノム創薬とは遺伝情報をもとに医療品を開発することである。例えば、SNP解析研究（SNP解析技術、デー
タベース・プログラム技術）を通じて疾患の原因遺伝子を見つけ（疾患遺伝子同定技術）、その情報をもとに新
薬を創製する。また、SNP が遺伝子発現に影響を及ぼすものであったり、タンパク質のアミノ酸を変化させてそ
の働きに影響を及ぼすなどして疾患を引き起こす要因となったりする場合、疾患のリスク診断や薬剤の使い分
け（テーラメイド医療）に SNP を利用することができる。 
SNPの主な検出方法としてシークエンス法があり、他には質量分析を使用する方法、マイクロアレイを使用す
る方法、酵素反応を用いる方法等がある。また、多因子疾患の発症・増悪に関与する遺伝子や感染症に対す
る応答性（感染性・重症度・予後）、薬剤に対する効果や副作用の違いを規定している遺伝子を見つける方法
として、SNP を用いた関連解析法（Association Study）、連鎖解析法（Linkage Study）等がある。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
SNP 解析技術は、本格的な公的研究開発・支援が2000 年に入ってから開始されるまでは、大学等で小規
模に継続されていた。また、国策と連動して業界団体がコンソーシアムを設立し、これを契機に技術の研究・開
発も大きく進展した。SNP 解析技術の開発に寄与があったと指摘された公的研究開発・支援の中で、主なもの
を以下に示す。 
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（大学や公的研究機関での技術の発明） 
○ 2000年度～2001年度に実施された｢標準SNPs解析｣（文部科学省・経済産業省）では、19万ヶ所以上の
SNPが解析され、SNPアレル頻度（7.9万）を算出するSNP解析技術やデータベース・プログラム等の開発
がなされた。このプロジェクトは、引き続き｢遺伝子多様性モデル解析｣（経済産業省、2002年度～2004年
度）として研究開発が続けられている。 
（重点課題等への集中投資） 
○ SNP解析技術に対しては、ミレニアム・ゲノム・プロジェクトの「ヒトゲノム多様性解析プロジェクト｣、｢バイオ・
インフォマティクスプロジェクト｣、｢疾患遺伝子プロジェクト｣の一部として集中的に公的研究開発・支援が
なされた。 
（データ整備・データベース構築） 
○ ｢バイオ・インフォマティクス技術による遺伝子情報の分析・活用｣（文部科学省・厚生労働省・経済産業省、
2000年度～2004 年度）によってデータベース・プログラム技術の開発が行われている。 
○ SNPの解析結果(19万ヶ所以上)やアレル頻度(7.9万)については、多型情報データベース(JSNP)として公
開されている。これらの情報は国際 HapMap プロジェクトにおいても、HP 上で公開されるなどのかたちで
活用されている。このプロジェクトに対して、理化学研究所遺伝子多型研究センターは、データ公開開始
以降、５カ国８研究機関中で最大の貢献を見せている。 
（基盤技術の開発） 
○ ｢体系的疾患SNPs研究｣（文部科学省、2000年度～2004年度）では、SNP解析技術を用いて、疾患遺伝
子を同定する技術に対する開発がなされた。 
○ 2000 年度～2004 年度に実施された｢疾患・薬剤反応性遺伝子の解析と治療応用｣（文部科学省・厚生労
働省）では、SNP 解析技術を用いた疾患遺伝子同定技術の研究開発、テーラメイド医療実現基盤の構築
が行われた。このプロジェクトは、その後｢テーラメイド医療実現化プロジェクト｣（文部科学省、2003年度～
2007年度）として研究開発が継承されている。 
インパクトアンケート調査結果では、公的研究開発・支援の寄与の度合いは、「大」と「中」の合計が回答者の
約 89％とライフサイエンス分野の平均と比較してかなり大きい。ヒアリング調査においても同様の見解が得られ
ている。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
SNP 解析技術、データベース・プログラム技術、疾患遺伝子同定技術によって、次の利用領域で各インパク
トを実現すると期待されている。 
z 医療分野（製薬企業、病院・診断企業）。 
z 機器・IT分野（SNP解析システム、バイオバンク管理システム、遺伝子・タンパク情報に基づき診断す
るためのソフト、遺伝子情報を含む電子カルテやICカードといった高度な情報管理ソフト）。 
具体的な、インパクトとしては以下が想定される（下線は実現したもの、他は今後多く期待されるもの）。 
○ 経済的インパクト 
z SNP 解析システム開発による、関連産業の活性化。 
z テーラメイド医療の実現化、薬剤の副作用減少による医療費の削減。 
― ゲノム創薬（テーラメイド医療）の市場規模2010年 9,800億円、2020年 5兆 3,600億円） 
z 社会福祉費の削減。 
z 製薬企業、診断企業の活性化。 
z IT と医療の領域融合型の技術開発により医療機器産業の活性化。 
○ 社会的インパクト 
z 知的所有権の確保。 
― 国際 HapMapプロジェクトへの貢献により、当該分野における日本の地位向上 
z 医療の質の向上。 
z 健康な長寿社会の実現。 
 76
○ 国民生活へのインパクト 
z がん転移防止やアルツハイマー病等の治療。 
z 個々の患者に最適な医療の提供。 
z 副作用の回避。 
z 国民の健康維持・向上。 
インパクトアンケート調査結果では、社会的インパクトおよび国民生活へのインパクトが比較的大きい（「大」
および「中」との回答が、それぞれ 60％および 57％）との回答が特徴的である。経済的インパクトは小さい
（「大」との回答が 17％）が、現時点では SNP 解析システム開発企業の活性化等のみであるためと考えられる。
ヒアリング調査においても同様の見解が得られている。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 全般的課題 
○ 日本の公的研究機関で解析されたSNPデータに対して、海外企業の方が日本企業より活用しているよう
である。（公的研究機関・研究者） 
○ JSNPの利用者（質問機能の利用者）の約半数が、日本以外の研究者である。（公的研究機関・研究者） 
○ 海外の製薬会社が日本人固有のSNP情報（もしくは同じ東アジア人の中国人等のSNP情報）を積極的に
持ち帰っている。将来、創薬して日本で販売するものと予想され、日本人が高い薬代を負担することにつ
ながると懸念される。（公的研究機関・研究者） 
○ 当該技術に対する日本のレベルは高いが、製薬会社の規模が小さいため、大規模な海外企業のように
自社だけでは創薬活動を賄いきれない。（公的研究機関・研究者） 
○ SNPデータベースを維持、管理していくためにコストがかかる。（公的研究機関・研究者）  
② 今後の研究開発・支援のあり方についての意見 
○ 今後は、SNPの更なる解析、SNPと疾病の関係についての分析をより推進するべきである。（公的研究機
関・研究者）  
○ 国は、データベース構築だけでなく、データベースを活用してタンパク質の機能・構造解析などを行うた
めの、基礎的なインフラ整備・基盤技術開発研究も実施すべきである。（公的研究機関・研究者）  
○ SNP解析の成果をテーラメイド医療などのインパクトにつなげるためは、その解析結果などのデータを産業
界に流布していく必要がある。産業化を担う人が、データを使い易い環境をつくるべきである。また、デー
タ利用者の教育も望まれる。（公的研究機関・研究者） 
○ 当該技術に関する情報は、公共財として公的に保有すべき部分と、企業が管理する部分に棲み分けて
考える必要があるが、交通整理をする人・機関がない。（公的研究機関・研究者） 
○ 今後、SNP 解析およびテーラメイド医療の研究開発をするにあたり、個人情報の取り扱いが厳しくなりすぎ
ると研究開発の進展に支障を来たすことになる。（公的研究機関・研究者） 
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１．技術動向
（１）遺伝子多型検出の重要性
１（出所）理化学研究所 横浜研究所 資料等よりＭＲＩ作成
100
％
０％
疾患要因
の割合
患者の数
遺 伝 要 因
環 境 要 因
非遺伝性疾患
外傷、中毒 等
単因子疾患（遺伝性疾患等）
（主な病名）
血友病、ハンチントン舞踏病 等
遺伝子
（損傷など変異）
発症
⇒単因子疾患（遺伝性疾患等）
の場合は、遺伝的変化が病気
になるかの運命をほぼ決定
多因子疾患（common disease ）
（主な病名） がん、糖尿病、心疾患、高血圧症 等
（主な特徴） ・様々な遺伝子が関与 ・患者数が多い ・原因が複雑
・体質として既に存在
≪遺伝要因≫
食事
生活環境
ストレス
など
多型
遺伝子
遺伝子
遺伝子
多型
≪環境要因（外的、内的要因）≫
発症
多型
単因子疾患の場合は
家系分析が有効
疾患と遺伝子の関係をゲノムワイドに体系的に解析
遺伝子と疾患の関係が分かり、発病の原理が判明
薬の創製、テーラメイド医療が可能に
遺伝子多型の検出
・遺伝要因と環境要因の２つの疾患要因がある。単因子疾患と多因子疾患等に大別される。
・多因子疾患については、疾患と遺伝子の関係をゲノムワイドに体系的に解析することで、新薬の創製、新医療を実現できる
ことへの期待から、遺伝子多型の検出が注目されている。
 
１．技術動向
（２）多型（Polymorphism）の種類
２
・多型とは個人間に存在するＤＮＡ塩基配列の変異のことであり、一般的に集団の１％以上の頻度で存在して
いるものと定義される（多型のうち、遺伝子を構成しているＤＮＡ塩基配列の変異を「遺伝子多型」という）。 ・
多型の種類として、SNP・RFLP・VNTR・マイクロサテライト等がある。
（出所）理化学研究所 横浜研究所 資料よりＭＲＩ作成
出現頻度が高く（全ヒトゲノム中に300万～1000万ヶ所の多くのＳＮＰの存在が示唆）、高速かつ
大量に検出可能な技術（シークエンス法）の進歩により解析が容易になった「ＳＮＰ検出」が遺伝
子多型の中で最も注目されている。
ＳＮＰ １個の塩基が他の塩基に置き換わっているもの。
数百塩基対から千塩基対に１箇所くらいの割合で存在していると推測され、全ゲノム中に３００万から１０００
万ヶ所あると見積もられている。
Single Nucleotide Polymorphismの略。
ＲＦＬＰ 制限酵素でDNAを切った時に生じる断片の長さが個体間で差があること。
Restriction Fragment Length Polymorphismの略称で、制限（酵素切断）断片長多型と言われる。
ＶＮＴＲ
（ミニサテライト）
遺伝配列の繰り返し（数塩基～数十塩基）部位の回数が、個体間で異なるもの。
Variable Number of Tandem Repeatの略
マイクロサテライト 遺伝配列の繰り返し（２～４塩基）部位の回数が、個体間で異なるもの。
インサーション・
ディレーション型
挿入・欠損型。
１から数十の塩基が挿入や欠損しているもの。
≪ＳＮＰの例≫
【Ａさん】 TCATTGGCTGACACTTCGAACACG TGATAGAAGAGCTGT
↓１塩基の変異
【Ｂさん】 TCATTGGCTGACACTTCGAACACATGATAGAAGAGCTGT
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１．技術動向
（３）ＳＮＰについて
３
≪ＳＮＰの意義≫
≪ＳＮＰの主な検出方法≫
・ＳＮＰは、疾患に関係する遺伝子を検出する為に非常に有用な多型マーカー。
・ＳＮＰが遺伝子発現に影響を及ぼすものであったり、タンパク質のアミノ酸を変化させてその働きに影響を及ぼすなどして疾
患を引き起こす要因となる場合、遺伝子の質的異常・量的調節異常につながる場合、「疾患のリスク診断」や「テーラメイ
ド医療（薬剤の種類と量の使い分け」にＳＮＰを利用することができる。 （※）
ＳＮＰの種類 主な特徴
cSNP(coding SNP) エクソン上にあり、タンパク質のアミノ酸配列を変化させる働きを持つ 
rSNP(regulatory SNP) 遺伝子の制御領域にあり、遺伝子の働きを調節する 
iSNP(intron SNP) イントロン上にある
sSNP(silent SNP) エクソン上にあるが、タンパク質のアミノ酸配列を変化させる働きはない 
gSNP(genome SNP) 遺伝子以外のゲノム部分にある
（出所）ＪＳＮＰデータベース
シークエンス法
・２人以上の人のゲノムの塩基配列を直接決定し、比較する最も直接的なＳＮＰの検出方法。
・ゲノムＤＮＡを小さいフラグメントにしてランダムに塩基配列を決定し、コンピュータ処理によって
　つなぎ合わせる方法(ショットガンシークエンス）と、特定の遺伝子について塩基配列を決定する
　方法がある。
・どちらの場合も最終的にコンピュータ処理によって対応する部分の塩基配列を比較してＳＮＰを
　検索する。
≪ＳＮＰの種類（※）≫
＊他に、質量分析を使用する方法、マイクロアレイを使用する方法、酵素反応を用いた方法等がある
（※）「先端のゲノム医学を知る（著者：中村裕輔）」より引用
 
 
１．技術動向
（４）ＳＮＰを利用した疾患遺伝子同定技術
４
≪関連解析法（Association Study）≫
家系とは関係なく、数千人の患者グループと健常者のグループを比較して、病気に関連する遺伝子を見つける方法。
≪連鎖解析法（Linkage Study）≫
疾患の遺伝様式と挙動をともにする形質や遺伝子、ＤＮＡマーカーなどを探し、それをもとに病気関連遺伝子やＳＮＰを見つける方法。
ヒトゲノムの高密度ＳＮＰ地図
ＳＮＰ１ ＳＮＰ２ ＳＮＰ３ ＳＮＰ４ ＳＮＰ５ ＳＮＰ６ ＳＮＰ７ ＳＮＰ８
病気関連遺伝子
ＳＮＰ１ ＳＮＰ２ ＳＮＰ３ 病気
Ａ氏 Ａ Ｔ Ｃ 有
500～1000人の
サンプルが必要 Ｂ氏 Ａ Ｔ Ｇ 無
Ｃ氏 Ｔ Ｔ Ｇ 無
ＳＮＰ３と病気が関係している
可能性がある
≪パラトメリック法≫
メンデルの遺伝法則に従って、遺伝的な
パラメーターを仮定する方法
≪ノンパラメトリック法≫
遺伝的なパラメーターを仮定せず、
家系調査などを利用する方法
多因子疾患の発症・増悪に関与する遺伝子や感染症に対する応答性（感染性・重症度・予後）、薬剤に対する効果や副作用の
違いを規定している遺伝子を見つける方法として、ＳＮＰを用いた関連解析法（Association Study）、連鎖解析法（Linkage 
Study）等がある。
（出所）「ヒトゲノムのしくみ（日本実業出版社）」
生殖細胞での減数分裂
相同染色体
交叉が起きる
Ａ ⇔ Ｂ
ａ ⇔ ｂ
１本の染色体での交叉の頻度は減数
分裂毎に平均して30回
２つの遺伝子間の距離が長ければ長い程、交
叉が起きやすい
病気の家系調査から、疾患遺伝子の近くにある
別の遺伝子または遺伝マーカーを探す
疾患遺伝子の同定
この近くの塩基配列を決定
疾患遺伝子の近くにある別
の遺伝子ＯＲ遺伝マーカー
疾患遺伝子
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１．技術動向
（５）遺伝子多型等を検出する塩基配列決定技術の歴史
ヒトゲノム
塩基配列決定
技術の歴史
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
５
遺伝子多型等
を検出する
塩基配列決定
技術の歴史
ヒトの多型マーカー
第１世代
ＲＦＬＰを発見
[1970年頃]
遺伝病の原因究明に発展
位置のマッピングが可能に
⇒大腸がんの抑制遺伝子を発見
ヒトゲノム完全配列、
発表[2003年]
⇒日本の貢献度６％
米国主導で
国際ヒトゲノム
計画が発足
[1990年]
第一回ヒトゲノム
配列決定国際戦略
会議⇒バミューダ
宣言[1996年]
世界中の個々の
研究室で遺伝病
の解析研究が始
まる[1980年代]
ヒトの多型マーカー
第２世代
ＶＮＴＲを発見
[1980年代初期]
ヒトの多型マーカー
第３世代
マイクロサテライト
を発見[1990年頃]
ＳＮＰが
着目される
[1990年代
後半]
日
本
欧
米
ＳＮＰ
に着目
[1998年]
ミレニアム・
ゲノム・
プロジェクト
[2000年]
ＳＮＰ検出対象を遺伝
子のエクソン部分に特
化。２年間で約20万ヶ
所のＳＮＰを発見
欧米の製薬会社10
社から構成されるコ
ンソーシアム、ＴＳＣ
発足[1999年]
ＳＮＰ検出対象は全ゲ
ノム。２年間で約30
万ヶ所のＳＮＰを発見
遺伝子部分のＳＮＰにつ
いては、日本は欧米に
対してリード
データ
ベース化
国際
HapMap
プロジェクト
データ
ベース化
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
時期 1990年代 2000年代
３
周辺
環境
公的研究開発
・支援（主要）
６
(社)バイオ産業情報化コンソーシアム（JBiC）設立
[1998年]
ファルマスニップコンソーシアム（Ｐ
ＳＣ）設立[2000年]
国際HapMapプロジェ
クト（日米欧）
に貢献
≪バイオ・インフォマティクスプロジェクト≫
文部科学省、厚生労働省、
経済産業省
バイオ・インフォマティクス技術
による遺伝子情報の分析・活用
[2000年度～2004年度]
連携、
共同研究
米国主導で国際ヒト
ゲノム計画が発足
[1990年]
ヒトゲノム完全配列、発表
⇒日本の貢献度６％[2003年]
SNP頻度
データ
多型情報データベース（ＪＳＮＰ
データベース）に解析結果を蓄積
≪ヒトゲノム多様性解析プロジェクト≫
経済産業省
ヒト完全長
cDNA構造解析
[2000年度
～2001年度]
文部科学省
体系的疾患
SNPs研究
[2000年度
～2004年度]
≪疾患遺伝子プロジェクト≫
文部科学省 遺伝子多型研究の推進（理化学研究所）[2001年度～2004年度]
（※）ミレニアム・ゲノム・プロジェクト
は、｢発生・分化・再生プロジェクト｣
｢イネゲノムプロジェクト｣を合わせた
５プロジェクトから構成される
技術の進展
（主要） ＳＮＰを検出すべき
ＤＮＡ断片の選定
【SNP解析技術】
・19万ヶ所以上
のSNPを解析
・SNPアレル頻度
（7.9万）を算出 ＳＮＰ解析技術を用いた【疾患遺伝子同定技術】
テーラーメイド医療
実現基盤の構築
【データベース・プログラム技術】
・バイオ・インフォマティクス技術等
文部科学省、
経済産業省
標準SNPs解析
[2000年度
～2001年度]
文部科学省、
厚生労働省
疾患・薬剤反応性遺伝子
の解析と治療応用
[2000年度～2004年度]
文部科学省、
テーラーメイド医療実現化
プロジェクト
[2003年度～2007年度]
ミレニアム・ゲノム・プロジェクト（※）
経済産業省
遺伝子多様性
モデル解析
[2002年度～2004年度]
情報提供
技術支援
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）公的研究開発とコンソーシアムについて
７
公的研究開発・支援 委託大学・企業等 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
ヒトゲノム多様性解析プロジェクト
経済産業省、NEDO
｢ヒト完全長cDNA構造解析｣
[2000年度～2001年度]
（2000年度16.3億円、
　2001年度14.7億円）
バイオテクノロジー開発
技術研究組合、東京大学
医科学研究所、ヘリック
ス研究所、かずさDNA研
究所、民間企業11社等
約３万種類のヒトcDNAの全長配
列を解析
部分配列決定を1,504,000個、全長配列決定を30,192種類
実施。日本に研究施設のある機関を対象に民活、特許取
得を目標としたコンソーシアムを組織、全長配列情報を
全て開示。日本の産業育成に役立てられている他、DDBJ
に登録して公開し、世界の研究にも貢献
文部科学省、経済産業省、NEDO
｢標準SNPs解析｣
[2000年度～2001年度]
（2000年度･2001年度26億円）
東京大学医科学研究所、
科学技術振興事業団、
（社）バイオ産業情報化
コンソーシアム等
15万ヶ所の標準SNPを目標に、
遺伝子部分に焦点を当てて検
出、解析するとともにアレル頻
度に関する標準多型データベー
スを構築
SNPデータ総数約19.1ヶ所を発見、データベース化、公
開。日本人一般集団（768人）におけるアレル頻度解析情
報（約79,000）を一般公開しており、疾患関連遺伝子の
検出、薬剤感受性や副作用等の解明を加速する事につな
がり、ゲノム創薬やテーラーメイド医療の実現に大きく
寄与
文部科学省
｢体系的疾患SNPs研究｣
[2000年度～2004年度]
理化学研究所遺伝子多型
研究センター等
疾病関連遺伝子のSNPを体系的
に解析し、疾病関連遺伝子を検
出｡SNPが当該遺伝子の機能に与
える影響、SNPと疾患及び薬剤
感受性との関連性を解明。
①高速SNP解析技術の確立。②７疾患をモデルとする体系
的疾患関連SNP解析。③多型情報解析技術の確立。
④薬剤代謝関連酵素遺伝子のSNP探索に関して、ファルマ
スニップコンソーシアム（PSC）を共同でアレル頻度解析
を実施
理化学研究所遺伝子多型
研究センター、国立がん
センター等
痴呆、がん、糖尿病、高血圧等
の高齢者の主要な疾患の遺伝子
の解明に基づくテーラーメイド
医療を実現し、画期的な新薬の
開発に着手
疾患遺伝子を同定する新しい戦略としてゲノム網羅的SNP
解析を採択。痴呆、がん、糖尿病、高血圧等の各疾患の
特性に応じた研究との組み合わせにより、疾患遺伝子を
同定。
・ヒトゲノム関連データベース
　整備
・バイオ・インフォマティッ
　クス技術の開発
多型情報データベース、疾患データベース等７事業から
成り立っており、ミレニアムプロジェクトの成果のうち
有用と思われる各種データベースやソフトウェアを統合
的に利用できるシステムを構築
（社）バイオ産業情報化
コンソシーアム、製薬会
社・メーカー・シンクタ
ンク等13社等
・遺伝子（多型・発現頻度
  情報）解析
・情報解析、データベース
　の開発
・多因子疾患であるモデル患者について、患者サン
　プルを収集し遺伝子解析を実施（マイクロサテライト
　マーカー､SNP）
・全ゲノム上から疾患関連遺伝子及び薬剤感受性
　遺伝子を探索できる解析ソフトウェアの開発
東京大学医科学研究所、
理化学研究所遺伝子多型
研究センターの２研究機
関と、岩手医科大学等、
協力医療機関８社
バイオバンクへ約30万人のDNA
及び血清試料を収集。SNPと薬
剤の効果、副作用を明確化、
テーラーメイド医療実現基盤を
構築
　
団体名 企業会員 事業内容
全90社
日本製薬工業協会加盟企
業42社
(社)バイオ産業情報化コンソーシアム
（JBiC）
・2000年に設立
・会員企業からの会費10億円を用いて、2003年３月までの３年間、研究を実施
・日本人一般集団において、薬物動態関連遺伝子のSNPの出現頻度を解析、SNPに
　よって生じる変異型タンパク質の発現・機能解析を実施
・1998年に設立
・ヒト遺伝子とタンパク質に関する生物学的な知識や他生物の関連情報をデータベース化
　（2000年から５年間）
・｢標準SNPs解析事業｣受託（2000年）
疾患遺伝子プロジェクト
文部科学省、厚生労働省
｢疾患・薬剤反応性遺伝子
　　　　　　の解析と治療応用｣
[2000年度～2004年度]
バイオ・インフォマティクスプロジェクト
文部科学省、厚生労働省、経済産業省
「バイオ・インフォマティクス技術
　　　による遺伝子情報の分析・活用｣
[2000年度～2004年度](2001年度26.9億円）
文部科学省
｢テーラメイド医療実現化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ｣
[2003年度～2007年]
（2003年度22億円、2004年度27億円）
ファルマスニップコンソーシアム
（PSC）
経済産業省、NEDO
遺伝子多様性モデル解析[2002年度
～2004年度]（2004年度9.5億円）
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
利用分野 インパクト
経済的インパクト
・ＳＮＰ解析システム開発による、関連産業の
活性化
・テーラメイド医療の実現化、薬剤の副作用
減少による医療費の削減
（ゲノム創薬（テーラメイド医療）の市場規模
2010年9,800億円、2020年５兆3,600億円）
（出所）特許庁特許出願技術動向調査（2002）
・社会福祉費の削減
・製薬企業、診断企業の活性化
・ＩＴと医療の領域融合型の技術開発により医療
機器産業の活性化
等
社会的インパクト
・知的所有権の確保（国際HapMapプロジェクト
への貢献により、当該分野における日本の地位
向上）
・医療の質の向上
・健康な長寿社会の実現
等
国民生活へのインパクト
・がん転移防止やアルツハイマー病等の治療
・個々の患者に最適な医療の提供
・副作用の回避
・国民の健康維持・向上
等
8
≪医療分野での利用≫
〇製薬企業
・ゲノム創薬の創製
〇病院、診断企業
・ゲノム創薬の創製
・テーラーメイド医療
技術
SNP解析技術
データベース・
プログラム技術
疾患遺伝子
同定技術
≪機器・ＩＴ分野での利用≫
〇ＳＮＰ解析システム（ハード、ソフト）
〇バイオバンク管理システム
〇遺伝子・タンパク情報に基づき診断する
ためのソフト
〇高度な情報管理ソフト（診療情報や遺伝子
情報が入った電子カルテ、ＩＣカード）
（下線は実現したもの、他は今後期待されるもの）
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）ＳＮＰデータの蓄積（実現インパクト）
9
≪日本人の遺伝子領域有用ＳＮＰデータの蓄積≫
〇遺伝子部分に焦点を当てて、24人分の日本人ＤＮＡを用いて、
約1.4億塩基対に相当する部分を総計22億塩基相当、シーク
エンス解析を実施
⇒19万ヶ所以上のＳＮＰを解析（2004年11月現在、
195,134ヶ所）
〇768人の日本人のＤＮＡアレル頻度を計測
⇒7.9万のアレル頻度（※）を解析
⇒多型情報データベース（ＪＳＮＰデータベース）として公開
（出所）ＪＳＮＰデータベースよりＭＲＩ作成
0
50,000
100,000
150,000
200,000
250,000
00年７月 00年12月 01年８月 02年３月 02年10月 03年３月 03年12月 04年９月
（ヶ所）
ＳＮＰ情報数 アレル頻度情報数
≪高速、大量、安価、高精度、ＳＮＰ解析システム（ハード、ソフト）の開発≫
ＳＮＰを用いたゲノムワイドスキャンによる生活習慣病関連
遺伝子の特定
国際HapMapプロジェクト
への貢献 （詳細は、次頁参照）
ゲノム創薬、テーラーメイド医療（未実現）へ
ヒトゲノム多様性
解析プロジェクト
目標数値
（※）アレル頻度解析とは、発見されたそれぞれのＳＮＰについ
て、どの程度の頻度で多様性が現われるかを解析したもの。
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）国際HapMapプロジェクトへの貢献
10
ヒトゲノム上の多型情報を医学応用していくために不可欠である、疾患感受性、薬剤に対する効果や副作用に関与する遺伝的
要因を発見する上で役立つ研究ツールとなるハプロタイプ地図の作成に関する国際的な枠組み。欧州人・アジア人（日本人を含
む）・アフリカ人についてのハプロタイプ地図作成を目標。ヒトゲノム約30億塩基対全体を約5千塩基対毎に1SNP（一塩基多型）でカ
バーするとして、合計60万SNPを解析。参加国は日本､米国、英国、カナダ、中国の５ヶ国（※）。
（出所）International HapMap Project HPより抜粋
・国際HapMapプロジェクトHPにて752,208ヶ所の
SNPについて公開。うち、JSNPは195,134ヶ所の
SNPを提供（2004年11月現在）。
・理化学研究所遺伝子多型研究センターは、
データ公開開始以降、５ヶ国８研究機関中、
最大の貢献。
国 分担割合 分担染色体
日本 25.1% 5、11、14、15、16、17、19
イギリス 24.0% 1、6、10、13、20
カナダ 10.0% 2、4p　　　　　　　　　
中国 10.0% 3、8p、21
アメリカ 30.9% 4q、7、8q、9、12、18、22、X、Y
（※）多型情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ（ＪＳＮＰﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ）ＨＰより一部引用 
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（４）ゲノム創薬における当該技術の利用とインパクト実現プロセス
11
・ゲノム創薬とは、ゲノム情報をもとに、薬剤の開発対象（シーズ）となりうる標準分子を発見し、これを手掛かりに新薬を創製す
ること。
・病気の原因となる遺伝子やタンパク質を特定することにより、新薬開発を現在の確率論的世界から、より合理的で効率的な
ものに抜本的に変革することが期待されている。
≪ゲノム創薬実現プロセス≫
≪ゲノム創薬について≫
ゲノムの構造解析
・ゲノム配列
・cDNA配列
体系的遺伝子多型解析
体系的発現情報解析
ＳＮＰを検出すべきＤＮＡ断片の選定
疾患遺伝子同定技術
・遺伝子機能解析
シード／リード化合物の
発見
・ハイスループット・スクリーニング
・コンビナトリアルスミストリー
タンパク質の機能・構造解析
創薬
・化合物の最適化と薬効評価
・薬剤安全性の評価（吸収・排泄・
代謝・各種毒性試験）
工業化研究
・製造法の確立
・試製、品質管理
臨床試験、製造承認申請
・ヒトでの薬効、安全性の確認試験
と申請
発売
・患者の層別化、有効性と安全性
の向上
テーラメイド医療へ応用
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（５）テーラメイド医療における当該技術の利用とインパクト実現プロセス
12
（出所）テーラーメイド医療システムの構築に向けて
ＳＮＰ情報をもとに、テーラメイド医療（個々人に最適な予防法や治療法を可
能とする医療）が10～20年後に導入されると予測される。具体的には、様々
な医療上重要な遺伝子多型情報を個人個人がＩＣカード等に保持し、医療機
関において、それらの情報に基づいて個人別の適切な医療を受ける事ができ
るようなシステムが導入されると予測される。
≪テーラメイド医療について≫
≪テーラメイド医療実現プロセス≫
≪個人情報保護≫
≪倫理面≫
・社会的な差別が生じ、不利益が及ぶ事が決して起こってはならない
≪インフォームド・コンセントの重要性≫
・インフォームド・コンセントの標準化及びメディカルコーディネーター
の質の確保
医療機関 バイオバンク 研究機関
データ管理バンク レスポンダー ノンレスポンダー 強い副作用
ＳＮＰによる３群の比較
≪テーラーメイド医療≫
医療費の効率化、社会福祉費の削減、製薬企業・診断企業の
活性化、ＩＴ産業と医療情報のリンク
ＳＮＰによる薬剤の選択 ＳＮＰによる投与量の調節
バイオバンクを利用したＳＮＰ解析
疾患遺伝子同定技術
創 薬
臨床試験
タンパク質の
機能・構造
解析
臨床データベース
・ＤＮＡ、血清
・40疾患、30万人規模
暗号文字付きの
試料
臨床情報と遺伝情報からの医療
用重要情報のデータマイニング
患者の臨床情報
と暗証番号
統合臨床
データベース
患者の臨床情報
と暗証番号
乱数対照表解析に必要
な患者番号
暗号文字化・
バーコード化
された試料
乱数番号化
した試料 乱数化した番号
付きの試料
集団してのデータ
乱数化番号と
ＳＮＰ等遺伝情報・
タンパク解析結果
医療上有用な情報の特許
化、公開、実用化
データベース・プログラム技術
（出所)学研究所 横浜研究所 資料等よりＭＲＩ作成  
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４．まとめ
13
■多型とは個人間に存在するＤＮＡ塩基配列の変異のことであり、一般的に集団の１％以上の頻度で存在して
いるものと定義される。ヒトの多型マーカーとして1970年代以降、ＲＦＬＰ、ＶＮＴＲ、マイクロサテライト等が発見
された。疾患と遺伝子の関係をゲノムワイドに体系的に解析することで、新薬の創製、新医療を実現できること
への期待から、遺伝子多型、とりわけ一塩基の変異であるＳＮＰが注目されている。
■1990年代後半にＳＮＰに着目して以来、我が国のＳＮＰ検出技術は進展を見せ、現在では
「遺伝子部分のＳＮＰ解析技術」については、日本は欧米に対してリードしている。
■ＳＮＰ解析技術に対する本格的な公的研究開発、支援は2000年に入ってからであり、国策である「ミレニアム・
ゲノム・プロジェクト」によって推進された。大学および民間への研究開発資金提供、産学連携による研究開発
等により、当該技術の進展に寄与したとみられる。また、国策と連動して業界団体側はコンソーシアムを設立、
当該技術の研究・開発もコンソーシアム設立を機に大きく進展した。
■公的研究開発により、日本人の遺伝子領域有用ＳＮＰデータを蓄積することができたが、「データベースを維
持管理していくためのコスト」、「当該技術に関する情報公開範囲のルール作り」、「ＳＮＰデータを活用したタン
パク質機能・構造解析のための基礎的なインフラ整備・基盤技術開発研究」などの課題がある。
■既に実現したインパクトとしては、日本人の遺伝子領域有用ＳＮＰデータの蓄積、ＳＮＰ解析システムの開発の
進展、国際HapMapプロジェクトへの貢献等があげられる。将来的なインパクトとしては、経済的なインパクトとし
て、テーラーメイド医療の実現化や薬剤の副作用減少による医療費の削減（2020年の市場規模、5兆3,600億
円）、製薬企業・診断企業・医療機器産業の活性化等があり、社会的なインパクトでは、医療の質の向上、健康
な長寿社会への実現などが存在する。国民生活へのインパクトとしては、個々の患者に最適な医療の提供、副
作用の回避等が期待されている。
 
 
４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
②今後の研究開発・支援のあり方についての意見
■今後は、ＳＮＰの更なる解析、ＳＮＰと疾患の関係についての分析をより推進するべきである。（公的研究機関・研
究者）
■国は、データベース構築だけでなく、データベースを活用してタンパク質の機能・構造解析などを行うための、
基礎的なインフラ整備・基盤技術開発研究も実施すべきである。（公的研究機関・研究者）
■ＳＮＰ解析の成果をテーラメイド医療などのインパクトにつなげるためは、その解析結果などのデータを産業界
に流布していく必要がある。産業化を担う人が、データを使い易い環境をつくるべきである。また、データ利用者
の教育も望まれる。 （公的研究機関・研究者）
■当該技術に関する情報は、公共財として公的に保有すべき部分と、企業が管理する部分に棲み分けて考える
必要があるが、交通整理をする人・機関がない。（公的研究機関・研究者）
■今後、ＳＮＰ解析、テーラメイド医療の研究開発をするにあたり、個人情報について取り扱いが厳しくなりすぎる
と研究開発の進展に支障を来たすことになる。（公的研究機関・研究者）
14
①全般的課題
■日本の公的研究機関で解析されたＳＮＰデータに対して、海外企業の方が日本企業より活用しているようである。
（公的研究機関・研究者）
■ＪＳＮＰの利用者（質問機能の利用者）の約半数が、日本以外の研究者である。（公的研究機関・研究者）
■海外の製薬会社が日本人固有のＳＮＰ情報（もしくは同じ東アジア人の中国人等のＳＮＰ情報）を積極的に持ち
帰っている。将来、創薬して日本で販売するものと予想され、日本人が高い薬代を負担することにつながると
懸念される。（公的研究機関・研究者）
■当該技術に対する日本のレベルは高いが、製薬会社の規模が小さい為、大規模な海外企業のように自社だけ
では創薬活動を賄いきれない。（公的研究機関 研究者）
■ＳＮＰデータベースを維持、管理していくためにコストがかかる。 （公的研究機関・研究者）
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２－３ 高演算速度の並列コンピュータ（情報通信） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 超並列（多数のプロセッサを並列に持つ）コンピュータ（ベクトル型およびスカラー型）。 
z スカラー型は PC クラスターを含む。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（東京大学大学院情報理工学系研究科教授、東京大学大学院工学系研究科教授）２
名 
z 公的研究機関（産業技術総合研究所・生命情報科学研究センター、地球シミュレータセンター）研
究者４名 
z 企業（コンピュータメーカー、自動車メーカー）３名 
 
(２) 技術動向  
スーパーコンピュータの歴史は、1971年イリノイ大学によるILLIACⅣの開発と1976年米国のクレイ社による
CRAY-1の製品化に始まっている。その後、米国では数社が製作した。日本では、1970年代後半より大手コン
ピュータメーカー（いわゆるメインフレームメーカー）により開発がなされ、1980年代初頭より製品化された。これ
らはベクトル型処理をおこなう単一プロセッサを用いるものであった。 
1990 年代半ばより、プロセッサを多数・並列で用いることで、高速の計算を実現する「並列化」が急速に進展
した（1000 以上の並列を超並列と呼ぶ）。この中には、ベクトル型プロセッサを並列で用いるものとともに、汎用
のスカラー型のプロセッサを並列で用いるものがある。また近年、汎用のPCを多数並列に結合したPCクラスタ
ーと呼ばれるものが急速に増大している（これも、スカラー型並列に属す）。並列化により理論的なピーク性能
には大幅な加速が見られる。並列化以前は、スーパーコンピュータのピーク性能はプロセッサの速度向上を反
映して、概ね 10 年で 10 倍程度のトレンドであったが、1980 年代後半以降並列化が進み、概ね 10 年で 100
倍以上への加速が見られている。 
世界的には、スカラー型が 1990 年代後半以降に多く現れてきている（これは、ベクトル型は特別なプロセッ
サを開発する必要があるのに対し、スカラー型が汎用のプロセッサを用い、コストが安いためである）。日本で
は、ベクトル型がハイエンドのスーパーコンピュータの半数を占めると言われている。 
日本は 1970 年代末より米国へのキャッチアップを始め、1990 年代前半にはベクトル型を中心に、当該技術
分野においてかなりの地位を占めるに至った（世界のスーパーコンピュータ上位 20 の約半数を日本のメーカ
ー製のものが占めていた）。これに対し、米国は 89 年頃から日本に遅れるという意識から、公的調達を含む積
極的な研究開発を行った。その成果が 90 年代後半に現われ、また米国による日本製スーパーコンピュータダ
ンピング課税問題もあり、2002年以降は世界のスーパーコンピュータ上位20において数台以下しかない状況
となっている。この中で、日本は1997年からベクトル型プロセッサを5120個並列結合した地球シミュレータを開
発し、2002年2月に完成に到った。2002年4月にはリンパックベンチマークにおいて、世界最高性能を記録し、
同年 6 月の世界最速コンピュータ上位 500 位リスト(Top500)の第一位に認定されると共に、アプリケーションの
実効性能の高さから世界から注目されている。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
公的研究開発・支援は高演算速度の並列コンピュータの進展に、主として公的機関による調達、公的機関
による研究開発およびプロジェクトを通じた民間への研究開発資金提供により寄与したと見られる（公的研究
開発・支援がなければ、日本に独自のスーパーコンピュータ技術はなかったであろうとの有識者による見方が
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ある。また、地球シミュレータ計画がなければ、日本のベクトル型スーパーコンピュータ技術の開発は進まず、
その市場は大きく縮小したであろうとの有識者による見方もある。）。当該技術開発に寄与があったと指摘され
た公的研究開発・支援について主なものを以下に示す。 
（産学官連携によるナショナルプロジェクト） 
○ 科学技術計算用高速計算システム技術開発プロジェクト（旧通商産業省、1981～1989 年）では、ガリウム
砒素素子を用いた高速計算システムの開発が実施された。ガリウム砒素素子そのものは、その後の技術
の主流とはならなかったが、プロジェクトの一部が現在の並列化技術（ベクトル型およびスカラー型）と、そ
の前段階にある単一プロセッサによるベクトル型（バイポーラ）技術に寄与があった。具体的には、学界活
動、産学官および企業間研究開発交流の活発化を通じての研究開発コミュニティ基盤の向上、並列処理
の基盤技術（プロセッサ同期技術等）の開発、および要素技術開発のための資金のメーカーへの提供が
なされた。 
○ リアル･ワールド･コンピューティング（RWC）プロジェクト（旧通商産業省、1992～2002 年）は、その一部が
PCクラスター技術の実用化に大きく貢献した。具体的には、PCクラスターのための基盤技術・人材育成と
ともに、PC クラスター用 OS 等の要素技術開発のための資金のメーカーへの提供がなされた。また、これ
に先立つ第５世代コンピュータ・プロジェクト（旧通商産業省、1982～1992 年）による並列プログラミング技
術等の先駆的な研究により、日本独自の知識情報処理体系の構築や並列処理、負荷分散等に対するノ
ウハウ蓄積とともに並列論理型知識情報処理研究者のすその拡大や異分野にまたがる研究コミュニティ
の形成につながったという指摘もあった。 
○ 地球シミュレータ計画（文部科学省、1997～2002 年）は、参加した民間企業の技術開発にとって寄与が
大きく、有意義であったと評価される。具体的には、同計画への参加メーカーが開発したシステム化技術
や、各種要素技術（銅配線技術、高密度の実装技術、管理ソフト）が、地球シミュレータ以降の並列ベクト
ル型スーパーコンピュータの実用化段階に応用された。また技術面のみではなく、地球シミュレータの国
際的な評価(高性能、高信頼性等)が応用製品（ベクトル型スーパーコンピュータ）のマーケットを広げると
いう広告効果や、ベクトル型の有効性を世界に再着目させるという、政策面でのアピール効果もあったと
される。 
（基盤技術の開発） 
○ 未来開拓学術研究推進事業の計算科学研究（文部科学省、1997～2002 年）は、大学が最も寄与したと
の指摘があった。具体的には、大学における大規模計算用有限要素法ソフトの開発やPCクラスター製作
が、ソフトを含めた PC クラスターの基盤技術や研究者能力等のレベルを上げた。 
（調達） 
○ 1970 年代末の航空技術研究所による調達が、国内メーカーにおけるスーパーコンピュータ開発の端緒と
なって以来、現在に至るまで、公的研究機関・大学・政府機関等による調達が、メーカーが当該技術を開
発する上で、大きな推進力となった（高い要求性能が開発目標を与えるとともに、調達資金がメーカーの
継続的研究開発を可能にした）。 
インパクトアンケート調査結果では、公的研究開発・支援の寄与度合いは、「大」および「中」との回答の合計
が、回答者の約60％と大きい。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
スーパーコンピュータは、当初からサイエンス分野での科学技術計算が主要な利用目的であり、大学や公
的研究機関で利用されている。また産業分野および非産業分野での利用も時代を追って拡大している。歴史
的には、1970年代には、ダムや航空機や船、原子炉、超高層ビル等の重厚長大型のインフラや産業分野で利
用が進み、80～90年代には自動車等の小型の産業分野に展開し、さらに2000年代に、文化（映画等）、健康
（スポーツ等）、医療（人工臓器やバイオ等）といった生活に密接に関わるソフトや生活関連分野に利用が拡大
しつつある。非産業分野では、80 年代より気象・防災・環境等の分野（台風・津波・原発事故等）の予測・シミュ
レーションや、音楽会場の音響設計等の文化施設での利用がなされている（海外では水泳泳法等、スポーツ
研究への応用が始まっている）。 
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したがって、これらの各分野での利用を通じて、以下のインパクトを実現していると見られる。 
○ 経済的インパクト 
z コストパフォーマンス向上によるユーザーの増加およびスーパーコンピュータの市場拡大。 
― 国内市場では価格3000万円以上のシステムで年間約 1000億円（PCクラスターを含む）、価格 1億円以
上のシステムで年間約 500億円（但し公的調達が半分以上） 
z ベンチャー企業創出(ソフト、PC クラスターメーカーなど)。 
z 利用産業でのコスト削減、開発期間短縮、製品・サービスの競争力向上。 
○ 社会的インパクト 
z 地球環境変動および気象予測精度の向上。 
z エネルギーインフラの信頼性・安全性向上（原子力施設、ダム等）。 
z 都市・交通等インフラの信頼性・安全性向上（高層ビルの耐震性、航空機の安全性等）。 
z 世界的科学技術成果による国民意識への影響。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 安全・快適・低コストの自動車利用。 
z 将来的には、スポーツやエンタテーメントの向上、健康維持、傷病の治癒、寿命延長、地震、台風、
津波等の災害予防等。 
さらに、その他の効果として、地球シミュレータが2002年～2004 年にかけて世界最高性能を記録し、これが
米国の科学技術政策に影響を与えるという効果も見られた。インパクトアンケート調査結果では、経済および社
会へのインパクトが比較的大きいと見られるが、間接的なインパクトが大きいため、「大」および「中」との回答が、
約 40～50％となっている。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 全般的課題  
○ 1990 年代に米国が当該技術への公的研究開発・支援を強力に進めた。日本では公的研究開発・支援を
米国ほどには拡大できず、米国に対して相対的に縮小したことも影響し、当該技術分野における日本の
全般的地位が低下している（世界１位の地球シミュレータはあるが）。（学識経験者） 
○ プロセッサを米国に大きく依存するスカラー型への対応や、ベクトル型の将来も含めて、アーキテクチャー
戦略が欠如している（戦略性のあるまとまったポリシーがない）。（学識経験者） 
○ 人的基盤が弱い（大学で当該技術の実用的な利用経験が不足し、産業界で当該技術の人材不足が指
摘される）。（自動車メーカー・研究者） 
② 技術戦略について 
○ 情報科学およびスーパーコンピュータ技術は、科学技術計算やコンピュータ関連技術の向上を通じて、
幅広い産業技術や社会基盤技術のための基礎となり、これが経済・社会・国民生活に多様なインパクトを
生み出すサイエンスの重要分野である。（学識経験者） 
○ 当該技術分野はマーケットが限られ、民間企業のみでは事業として成立し難い分野であり、公的研究開
発・支援を継続的に実施し、技術基盤の維持･発展を図っていくことが望まれる。（学識経験者、コンピュ
ータメーカー・マネージャー） 
○ 当該技術について、ハードウェアは米国と日本のみが競合しており、米国は当該技術を国家戦略上の重
要技術として研究開発を進めている。日本も当該分野を重要分野と位置付け、この競争を継続することで、
世界の技術進歩促進に貢献するという効果もある。（学識経験者） 
○ ベクトル型の将来については、以下のような見方があった。 
z 日本では、強みであるベクトル型技術や、それに関わるソフト等の蓄積も活かすべき。（学識経験者、
コンピュータメーカー・マネージャー） 
z 市場の広がりやコスト面で不利な従来のベクトル型に固執せず、新たな技術のトレンドに対応するこ
とも検討していく必要がある。（学識経験者） 
○ 日本はスカラー型プロセッサについても、上記のベクトル型の将来の検討とも合わせて、戦略的な考え方
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をもって、公的な投資をする必要がある。（学識経験者） 
③ ソフトウェアの重要性 
○ ソフトウェアが弱い（これも米国への依存度が大きい）。衝突解析やプレス性等の民生用ソフトも、米国軍
事技術開発の中で開発されたものが応用される。またソフトに応じて使用できるハードが限定されてしまう
面もある。（自動車メーカー・研究者） 
○ ソフトウェアも課題であり、ソフトとハードを含めた良いシステムを、戦略的に提案し、適切な公的資金を投
資していく必要がある。（学識経験者） 
④ 継続的な公的研究開発の重要性 
○ 調達も含めた継続的公的研究開発・支援により、製品価格に反映されるメーカーの開発コストを低減する
必要がある。（コンピュータメーカー・マネージャー） 
○ 複数のメーカーを支援・育成対象とすることにより、市場競争原理や多様な技術・アイディアの競合を通じ
て、性能向上とともに低コスト化のためのイノベーションを促進する必要がある。（学識経験者） 
○ 調達を研究開発政策に位置付けるべきである（公的機関による調達は、研究開発の前提となる継続的市
場を提供するとともに、開発スペックの向上を促進する。調達を単に民間で出来上がった技術・製品の購
入と見るべきではない）。（学識経験者、コンピュータメーカー・マネージャー） 
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並列化による加速
（出所）シップ・アンド・オーシャン財団HPよりMRI作成
１．技術動向
（１）並列化によるスーパーコンピュータの性能加速
１ 
 
１．技術動向
（２）スーパーコンピュータ世界のトップ20における日本メーカーの地位の推移
（出所）TOP500 Supercomputer site HPよりMRI作成 ２（凡例） ベクトル型 スカラー型
年
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
技術の展開
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1970年代後半 1980年代 1990年代 2000年代
国立研究所の
スパコンへのニーズ
メーカーの
独自研究開発
米国が先行（クレー社）
ベクトル型
（バイポーラ）
ベクトル型・超並列
（CMOS）※
［大手メーカ1ー社］
スカラー型・並列
（CMOS）
スカラー型・超並列
（CMOS）
［大手メーカ2ー社］
スカラー型・PCクラスター
（CMOS）［大手メーカー、
中堅・ベンチャー、
ユーザー自作］
安価で高集積度のCMOS技術（バイポーラより遅い）
の急速な進展（コストパフォーマンス向上）
→並列化を促進
米国が公的研究開発・支援を強化（ASCI計画等）
日本の計算能力の充実・優位
未来開拓の計算科学研究
［1997-2002］
米国が再び優位に
地球シミュレータ
の世界記録→
日本のベクトル型
技術に米国が注目
全般への
寄与
ベクトル型・並列
（CMOS）
リアル・ワールド・コンピューティング（RWC）［1992-2002］
国立研究所・大学・政府機関等による調達とそれにともなう研究開発
※サーバ等へも要素技術が波及
資金提供等 資金提供等 資金提供等大学等での成果等
科学技術計算用高速計算システム
（スパコン）大プロ［1981-1989］
地球シミュレータ計画
［1997-2002］
３ 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
資金提供以外による寄与 メーカーへの資金提供による寄与
国立研究所・大学・
政府機関等による調達
［1970年代後半～現在］
現在に至る当該技術
の進展全体
・ユーザーの高い要求性能が開発目標
　を与えた
・国立大学、公的研究機関等の調達
　資金によりメーカーの継続的研究
　開発を可能とした
ベクトル型（パイポー
ラ）スーパーコンピュー
タ
・学界活動、産学官、企業間研究開発
　交流の活発化
並列型スーパーコン
ピュータ（ベクトル型・
スカラー型）
・並列処理の基盤技術（プロセッサ同
期技術等）
・並列処理技術に関する人材育成
・企業の並列処理への対応醸成
リアル・ワールド・コンピューティ
ング（RWC）［1992-2002］
（約500億円）
PCクラスター（スカラー
型）
・既存のワークステーションを使い、低
コストで利便性の高い、超並列コン
ピュータ開発→PCクラスター基盤技
術・人材育成→PCクラスターに早くか
・要素技術開発（応用～実用化段階）
　　-並列処理システム
　　　(PCクラスター用OS等）
超並列スーパーコン
ピュータ（ベクトル型・
スカラー型）
・世界最大の有限要素法ソフト
→ソフトの基盤技術・人材育成
PCクラスター（スカラー
型）
・筑波大及び理研でPCクラスター（グ
レープ）開発→PCクラスター基盤技術・
人材育成
超並列スーパーコン
ピュータ（ベクトル型）
・政策面でのアピール
・広告効果（高性能、信頼性等）
→マーケット拡大
超並列スーパーコン
ピュータ
・要素技術応用（インターコネクション技
術、
　並列化ソフト等）
その他（大学等での専用計算
機開発）
各種専用スーパーコ
ンピュータ
・大学の惑星引力計算用コンピュータ
→分子設計コンピュータ（要素技術応
用）
－
寄与の形態・内容等（主要例）
科学技術計算用高速計算シス
テム（スパコン）大プロ［1981-
1989］
（約230億円）
未来開拓の計算機科学研究
［1997-2002］（約110億円）
地球シミュレータ計画
［1997-2002］（約400億円～）
公的研究開発・支援 寄与の対象
・要素技術開発（応用研究段階で２～
　３年の加速化）
　　-並列処理アルゴリズム構築技術
　　-並列処理プログラム等のデバッグ技術
　　-ノウハウ・センス等の蓄積
　　-サーバー用ミドルウェア　等
－
・システム化技術（実用化段階）
・要素技術開発（実用化段階）
　　-銅配線技術
　　-高密度実装技術
　　-管理ソフト　等
４ 
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利用上の
特徴
産業分野
での利用
大学や
公的研究機関
での利用
（サイエンスでの利用）
時期 1970年代後半 1980年代 1990年代 2000年代
価格が高かった
ベクトル型単一プロセッサ
地球シミュレータ
PCクラスター
国立研究所・大学・政府機関等
ベクトル型スカラー型並列
価格が低下
ベクトル型スカラー型超並列
価格がさらに低下
重厚長大分野：ゼネコン（ダム、超高層ビル）､航空機産業、造船産業、電力産業（原子炉）等
小型・軽量分野：自動車産業、衣料（ファスナー）等
ソフトや生活関連分野：
映画産業、健康産業（スポーツ器具等）
（将来は医療産業（人工臓器やバイオ等）等へ）
非産業分野
での利用
気象・防災・環境分野：台風、津波、原発事故、地球温暖化等の予測
経験則によるデータベース検索［→将来：リアルタイム計算へ］
文化施設・：音楽会場の音響設計
スポーツ研究：水泳（泳法）、サッカー（けり方等）
現状は米国中心［→将来は日本でも］
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）スーパーコンピュータ利用分野の歴史的展開（イメージ）
５ 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
ベクトル型・超並列
スーパーコンピュータ
スカラー型・超並列
スーパーコンピュータ
スカラー型・PCｸﾗｽﾀｰ
技術 利用領域 インパクト
サイエンスでの利用
研究機関、大学等における計算科学：
・原子・分子ソリューション
・バイオ
・ナノ
・宇宙構造 等
産業での利用
シミュレーションによる設計・実験代替等
・自動車産業（衝突安全性、空力、内部・外部騒音、
震動、エンジン燃焼等）
・生活・スポーツ産業（ファスナー、ゴルフヘッド等）
・医療（人工骨の成形、人工循環器、ドラッグデザイン等）
・航空機・船、原子炉、超高層ビル等 等
非産業分野での利用
公共サービスや社会基盤に関わる利用：
・気象、災害、環境等に関わるシミュレーション
・音楽会場の音響設計
・スポーツ（水泳における泳法開発等）
・エンタテーメント（映画のビジュアル・モーション等）
・ダム等の巨大施設設計シミュレーション
流体関連分野を
中心に
経済的インパクト
・ユーザー拡大によるスーパーコンピュータ
市場拡大：
価格3000万円以上のシステム 約1000億円
（年間、PCクラスターを含む）
価格1億円以上のシステム約500億円（年間）
但し公的調達が半分以上
・ベンチャー企業創出（ソフト、PCクラスターメー
カー等）
・利用産業での、コスト削減、開発期間短縮、
製品・サービスの向上競争力向上 等
社会的インパクト
・地球環境変動および気象予測精度の向上
・エネルギーインフラの信頼性・安全性向上
（原子力施設、ダム等）
・都市・交通等インフラの信頼性・安全性向上
（高層ビルの耐震性、航空機の安全性等）
・世界的科学技術成果による国民意識への影
響 等
国民生活へのインパクト
・安全・快適・低ｺｽﾄの自動車利用
・スポーツやエンターテイメントの向上
・健康維持、傷病の治癒、寿命延長
・地震、台風、津波等の災害予防 等
（下線は実現したもの、他は今後期待されるもの）
その他（世界への影響）
米国は地球シミュレータの成果を意識し、当該分野
を「科学施設の20年計画」の2番目に位置づけ重要
な戦略的コア技術と優先付けした。 等
地球シミュレータとしての利用
（気候変動のシミュレーション）
６ 
 91
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）自動車産業における当該技術の利用とインパクト実現プロセス（主要メーカー例）
７
・車体の空力設計（1980年代～）
・振動騒音・エンジン燃焼等
　（1990年代～）
・安全設計・衝突実験代替
　（1980年代：100～50mmメッシュ、
　　　　　　　　　衝突部分主体→
　現在：5～3mmメッシュ、
　　　　　車体全体へ、
　　　　　人体（骨）への影響もシ
　　　　　ミュレーション）
開発期間の短縮
（例：約3年→約1．5年）
開発コスト削減
製品競争力向上
（性能・品質/価格）
企業の
・売上・利益拡大
・雇用拡大
・フランド力向上
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
エネルギー消費の削減
（省エネルギー）
快適性・利便性向上
自動車の普及拡大
（価格・性能比向上による）
実験繰り返し
回数の削減
試作の省力化
（模型構築
　回数削減等
設計の高度化
（車体形状3次元曲面利用、
　空気抵抗削減、
　車内・車外の騒音防止構造、
　車体の振動制御、
　エンジン燃焼の最適化、強度、
　運動性能、各種機能部品高度化）
設計段階における
シミュレーション等による
性能予測能力向上
設計の省力化
設計変更の容易化
（頻度増大等）
性能検討用
試作回数減
（ある車種の例：
試作車数が
数百台→数十台に）
各種性能の向上
（燃費向上、
　排ガスｸﾘｰﾝ化、
　騒音減少、
　安全性能向上、
　走行性向上、
　居住性向上、
　積載空間拡大、
　ﾃﾞｻﾞｲﾝ性向上）
産業の国際競争力向上
（輸出、海外生産、外貨獲得）
地球環境負荷軽減
（CO２削減）
都市環境改善
（大気汚染・騒音削減）
自動車事故・被害の縮小
安全性向上
並列型スーパーコンピュータの利用
・スカラSーMP：主
・ベクトル型：従
・PCクラスター：補助的に利用
→高精度化により実物に近づく
→設計に不可欠な手段に
製造工程におけるシミュレーションによる
プロセス改善　（1990年代～）
・プレス
・鋳造
・鍛造
歩留りの向上
企画段階への応用（今後の課題）
・デザイン：ﾊﾞｰﾁｬﾙﾘｱﾘﾃｨ技術応用
　（1990年代～）
前段階（企画段階）への
設計・製造の要素反映
・ニーズ変化に対応する車型数増加・開発期間短縮の要求
・性能向上、国内・世界各国の安全基準への対応
→設計段階での性能予測能力向上による期間・コストを効率化する必要性
背景
生産コスト削減
デザイン性向上）
クリーン化
バーチャルリアリティ技術
応用(1990年代～)
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（４）バイオにおける利用とインパクト実現プロセス （生命情報科学応用例）
超並列スーパーコンピュータの利用（主にPCクラスター）
・ゲノム解析
・タンパク質立体構造の
動的解析
・タンパク質の低分子の
結合シミュレーション
・タンパク質の同定
（患者の細胞内取得
タンパク質の分析等）
創薬
・有用タンパク
の創造
予防医学
・人のDNA解析
による早期発見
、体質分析
・排泄物内の
微生物のDNA,
タンパク等の分析
植物・食品の改良
・ゲノムの解明・比較分析
による新種創造等
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
健康な長寿社会
の実現
国民の健康維持・向上
新医薬品産業・
医療サービスの創造
食料自給率向上
バイオハイテク
農業の創出
スプライシング（ＤＮＡ暗号解読）
のための膨大な計算の処理
遺伝子情報からタンパク質の
立体構造を予測(分子動力学によ
るシミュレーション）：
膨大のデータベースのメモリへの
取り込みと
膨大な試行錯誤アルゴリズム処
理（現状nsオーダーのシミュレー
ション：計算量106ｽﾃｯﾌﾟ）※
種類、配座、向き等に関わる
膨大な可能性全検索の短時間化
※従来は数週間～1年以上要したもの(実際上不可能）が数時間レベルで可能になった（研究レベル）
→但し実用化レベル（msオーダーのシミュレーション：計算量1012ステップ）に至るには、あと数桁の
計算能力向上を要す。（この実現には、これまでのハードの計算能力向上トレンドでは約20年を要
すことになるが、計算技術向上等の工夫により短縮を目指す）
・当該分野はアルゴリズムの枝分かれが多く、ベクトル化困難
・データベース分割のため分散メモリで可能（スカラーSMPは不要）
→PCクラスターが適す（コスト・パフォーマンスによる）
疾病治療の向上
病気の予防による
医療・介護等の
社会的負担の低減
食生活の向上と
安心実現
質量分析（ＭＳ）における
全世界タンパクデータベース
の検索（毎時数千ＤＢ）
並列高速計算による短時間化
８ 
 92
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（５）自然現象・災害予測における利用とインパクト実現プロセス （地球ｼﾐｭﾚｰﾀの例）
９
災害原因発生後の
シミュレーション※
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
シミュレーションによる
自然現象や災害被害の
予測 予測精度の向上
・空間分解能の向上
（従来100kmメッシュ
→10kmメッシュに）
・時間分解能の向上
・非静力学への対応
計算時間の
短縮化
津波発生後の到達状況
予測（1日ﾚﾍﾞﾙ）
地球温暖化等の
環境問題への
対応進展
（CO2等抑制・削減政策、
温暖化対策）
国民生活の
安全確保
台風発生後の進路・規模
等高精度予測（数日ﾚﾍﾞﾙ）
原子力事故災害の予測
（汚染物質拡散等）
長期の将来予測
エルニーニョ現象と影響予測
（1年ﾚﾍﾞﾙ）
地球温暖化の影響と
対策効果の予測（長期）
地震災害・被害の予測
農業・漁業被害縮小
都市・インフラ等の
災害被害縮小と
早期復旧
都市・インフラ等や
人的被害に伴う
経済損失の縮小
タンカー事故等による
原油流出・被害の予測
（数日ﾚﾍﾞﾙ）
・気象予測（台風、津波等）
・地震やその被害予測
・地球温暖化の影響予測
・事故による災害・被害の
予測
等
災害発生想定による予防研究※
（高精度のハザードマップ実現等）
※これらの応用は技術的には目途がついており、
関係機関の体制整備およびシステム構築等がなさ
れれば、近未来にインパクト実現が期待される。
高演算速度の超並列型コンピュータ：
地球シミュレータ（ベクトル型）の応用例
・約1000の方程式による現実世界の再現
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
、
?
?
?
、
?
?
?
?
 
 
４．まとめ
（１）総括
１０
■地球シミュレータが2002年６月から2004年11月に抜かれるまで世界一の計算速度を達成した。
■1970年代以降大学、研究機関などの調達により民間企業の研究開発が促進され、80年代後半～
90年代前半には優位性を持つに至る。その後米国政府が投資を強化し、技術的にもベクトル型で
なくスカラー型が優勢になり、スパコン市場における日本の地位は低下した。
■これに対応し、幾つかの公的プロジェクトが実施され、地球シミュレータはベクトル型での日本の
技術力を示し、米国に危機感をいだかせた。米国DOEは地球シミュレータの成果に注目し、「科学
施設の２０年計画」で当スーパーコンピュータを2番目の重要施設と優先度づけした。
■ベクトル型の地球シミュレータは世界最速だが、スカラー型が世界では多く利用されるようになっ
ており、プロセッサを米国に大きく依存するスカラー型への対応や、ベクトル型の将来も含めて、
アーキテクチャー戦略が欠如している（戦略性のあるまとまったポリシーがない）との指摘があっ
た。
■ハイエンドのものは、当初はサイエンスにおける利用が主であっが、産業分野での利用が進んで
いる。重厚長大分野から自動車等の機械産業に利用が拡大しており、今後はミドル･ローエンドの
ものが映像・アミューズメント、スポーツ、医療等の、ソフトや生活関連分野への拡大が見込まれ
る。非産業分野（公共サービス等）でも、現在ハイエンドのものが地球温暖化影響等の長期の将
来予測に用いられており、今後は災害発生想定による予防研究（原子力事故災害や地震災害・
被害）や、災害原因発生後のシミュレーション（津波や台風等）への展開が見込まれる。
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４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
１１
①全般的課題
■ 1990年代に米国が当該技術への公的研究開発・支援を強力に進めた。日本では公的研究開発・支援を米国ほ
どには拡大できず、米国に対して相対的に縮小したことも影響し、当該技術分野における日本の全般的地位が
低下している（世界1位の地球シミュレータはあるが） 。（学識経験者）
■プロセッサを米国に大きく依存するスカラー型への対応や、ベクトル型の将来も含めて、アーキテクチャー戦略が
欠如している（戦略性のあるまとまったポリシーがない）。（学識経験者）
■人的基盤が弱い（大学で当該技術の実用的な利用経験が不足し、産業界で当該技術の人材不足が指摘される）。
（自動車メーカー 研究者）
②今後の研究開発・支援のあり方についての意見
技術戦略について
■情報科学およびスーパーコンピュータ技術は、科学技術計算やコンピュータ関連技術の向上を通じて、幅広い産
業技術や社会基盤技術のための基礎となり、これが経済・社会・国民生活に多様なインパクトを生み出すサイエ
ンスの重要分野である。 （学識経験者）
■当該技術分野はマーケットが限られ、民間企業のみでは事業として成立し難い分野であり、公的研究開発・支援
を継続的に実施し、技術基盤の維持･発展を図っていくことが望まれる。 （学識経験者、コンピュータメーカー・マ
ネージャー）
■当該技術について、ハードウェアは米国と日本のみが競合しており、米国は当該技術を国家戦略上の重要技術
として研究開発を進めている。日本も当該分野を重要分野と位置付け、この競争を継続することで、世界の技術
進歩促進に貢献するという効果もある。（学識経験者）
■ベクトル型の将来については、以下のような見方があった。
・日本では、強みであるベクトル型技術や、それに関わるソフト等の蓄積も活かすべき。（学識経験者、コン
ピュータメーカー・マネージャー ）
・市場の広がりやコスト面で不利な従来のベクトル型に固執せず、新たな技術のトレンドに対応することも検討し
ていく必要がある 。（学識経験者）
■日本はスカラー型プロセッサについても、上記のベクトル型の将来の検討とも合わせて、戦略的な考え方をもっ
て、公的な投資をする必要がある。（学識経験者）
 
 
４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（続き）
１２
ソフトウェアの重要性
■ソフトウェアが弱い（これも米国への依存度が大きい。衝突解析やプレス性等の民生用ソフトも、米国軍事技術
開発の中で開発されたものが応用される。またソフトに応じて使用できるハードが限定されてしまう面もある）。
（自動車メーカー・研究者）
■ソフトウェアも課題であり、ソフトとハードを含めた良いシステムを、戦略的に提案し、適切な公的資金を投資して
いく必要がある 。（学識経験者）
継続的な公的研究開発の重要性
■調達も含めた継続的公的研究開発・支援により、製品価格に反映されるメーカーの開発コストを低減する必要が
ある。（コンピュータメーカー・マネージャー）
■複数のメーカーを支援・育成対象とすることにより、市場競争原理や多様な技術・アイディアの競合を通じて、性
能向上とともに低コスト化のためのイノベーションを促進する必要がある。（学識経験者）
■調達を研究開発政策に位置付けるべきである。（公的機関による調達は、研究開発の前提となる継続的市場を
提供するとともに、開発スペックの向上を促進する。調達を単に民間で出来上がった技術・製品の購入と見るべ
きではない。）（学識経験者、コンピュータメーカー・マネージャー）
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２－４ ITS（カーナビゲーション、VICS、ETC、交通管理等）（情報通信） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z カーナビゲーションに関する技術。 
z VICS（道路交通情報通信システム）に関する技術。 
z ETC（ノンストップ自動料金支払いシステム）に関する技術。 
z 交通管理（AHS（走行支援道路システム）、ASV（先進安全自動車））に関する技術。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（政策研究大学院大学）1名 
z 公的研究機関（国立情報学研究所）1名 
z 関係産業団体等（日本自動車工業会、電子情報技術産業協会）３名 
z 企業（総合電機メーカー・マネージャー、車載機メーカー・マネージャー）２名 
 
(２) 技術動向  
ITS（Intelligent Transport Systems；高度道路交通システム）とは、最先端の情報通信技術を用いて人と道路
と車両とをネットワークでつなぎ情報をやりとりする事で、交通事故、渋滞等といった道路交通問題の解決を目
的に構築する新しい交通システムのことをいう。 
自動車、道路交通に関する研究開発は1990年代前半まで、各省庁にて個別に実施されていた。1990年代
中頃に、ITS関係５省庁（当時）が中心となり「高度道路交通システム推進に関する全体構想」を取りまとめ、ITS
は国家プロジェクトとして、９つの開発分野と20の利用者サービス（後に21番目のサービスが追加）が示され、
各分野における開発、実用化が行われている。また、民間側は、各種関係団体、企業および学識経験者等か
ら構成される ITS Japan を設立し、関係４省庁と連携し、ITS の研究開発・実用化の推進活動を展開している。
既に実現しているもしくは一部実現している ITS の要素技術としては、カーナビゲーション、VICS（Vehicle 
Information and Communication System；道路交通情報通信システム）、ETC（Electronic Toll Collection；ノンス
トップ自動料金支払いシステム）、AHS（Advanced Cruise-Assist Highway Systems；走行支援道路システム）、
ASV（Advanced Safety Vehicle；先進安全自動車）等がある。 
カーナビゲーションとは、GPS（Global Positioning System；全地球測位システム）を利用して自車の位置をモ
ニターのデジタル地図上に表示し、目的地までドライバを道に迷わないよう誘導するシステムのことであり、
1981年に登場し、1994年に本格的な普及が始まった。カーナビゲーションを利用した ITS 情報サービスとして
は、1996年にサービスを開始した｢VICS（詳細は後述）｣や2002年にサービスを開始した｢テレマティックスサー
ビス（Telecommunication（通信）と Informatics（情報科学）の合成語。無線通信を用いてドライバや乗客にニュ
ース・音楽等の各種情報の提供が可能）｣がある。また、1992 年に CD-ROM、1997 年に DVD-ROM、2001 年
に HDD を利用したカーナビゲーションが登場しており、ストレージ技術の進展により記憶媒体が大容量化して
いる。カーナビゲーションの累計販売数は 1,500万台を突破している（2004 年 6月末時点）。 
VICS は、警察庁・総務省・国土交通省の３省庁が連携して進めるシステムであり、1996 年４月から情報提供
サービスを開始している。VICS の機能としては、道路交通情報を体系的に収集する情報収集機能、収集され
た情報を処理・編集する情報処理機能、処理された情報を車載機に伝送する情報提供機能、利用者が車載
機を使って情報を利用する情報活用機能がある。1996 年４月のスタート開始以来、順調な伸びを示しており、
VICS ユニットの累計販売台数は 1,000万台を突破、カーナビゲーションの VICS ユニット搭載率も80％程度と
なっている（2004 年７月末時点）。 
ETC とは、車両に装着した車載機と、有料道路の料金所に設置した路側アンテナが無線通信を行うことで、
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自動的に料金が収受されるシステムのことである。2001 年３月のサービス開始以来インフラ設置は順調に拡大、
全国の高速道路と主要な有料道路 1,300 ヶ所までインフラが整備されている（2004 年４月末）。車載機につい
ては、「低価格化」、「国土交通省の普及促進に向けた諸施策の打出し」、「高額ハイウェイカードの販売中止」
が追い風になり、累計販売台数は約370万台と急速な伸びを記録し、利用率も20％超となっている（2004年９
月末時点）。また、ETC を利用して路側機（路側に設置された無線装置）と車載機（車両に搭載された無線装
置）の間で無線通信を行う、DSRC（Dedicated Short Range Communication;専用狭域通信）の研究開発が進め
られている。 
AHS とは、道路と自動車の協調によりリアルタイムにドライバを支援するシステムのことである。具体的には、
走行時の安全性を飛躍的に向上させるため、情報提供機能・警報機能・操作支援機能によりドライバにサービ
スを提供することができる。また、ASVとはエレクトロニクス技術等の新技術により自動車を高知能化して安全性
を格段に高めるとともに ITS 技術の自動車としての受け皿（スマートカー）となるものである。交通管理、安全運
転を目的として現在研究開発が進められている。 
1990 年代以降、日米欧で ITS 推進に向けた研究開発が展開されている。我が国は、カーナビゲーション・
VICS・ETC・交通管理（AHS、ASV）などITSを構成する個々の要素技術については、研究開発およびシステム
普及の面でトップクラスにあるといえる。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
当該技術開発に寄与があったと指摘された公的研究開発・支援について、主なものを以下に示す。 
○ カーナビゲーション、VICS 
（通信・計測インフラ整備） 
z ｢VICS の整備｣（警察庁・旧郵政省（総務省）・旧建設省（国土交通省）、1996 年度～）によって、
VICS の３メディア（電波ビーコン、光ビーコン、FM 多重放送）によるサービス提供エリアが全国に拡
大された。 
（技術の社会への導入） 
z ｢ITS 関連施設の整備｣（旧建設省(国土交通省)、1998年度～）は、システム・アーキテクチャに基づ
く全国的な互換性や将来に向けた拡張性を確保したシステムの開発を行うとともに、｢ITS 関連施設
整備事業｣によって各地域への ITS 導入を推進した。 
z ｢新交通管理システム｣（警察庁、1999 年度～）は、光ビーコンや交通情報板の増設を行い、交通の
安全、円滑を図るとともに、新交通管理システム（UTMS）のインフラ充実を推進した。 
○ ETC 
（技術の社会への導入） 
z ｢ETC の整備｣（旧建設省（国土交通省）、1996 年度～）によって、全国に 1,300 ヶ所、全料金所の
90％以上で ETC のインフラ整備が実施された。 
○ AHS、ASV 
（実証試験） 
z ｢走行支援システム実現のためのスマートゲートウェイ技術の研究開発｣（旧郵政省（総務省）、1999
年度～2001年度）では、モデル道路で世界初のスマートウェイ、スマートカーの走行実験を行った。 
（重点課題等への集中投資） 
z ｢路車協調による走行支援等研究開発の総合的な推進｣（旧建設省（国土交通省）、1999 年度～）で
は、路車協調による情報提供サービスの実験を行うなどAHS の研究開発が行われた。 
インパクトアンケート調査結果では、公的研究開発・支援の寄与度合いは、「大」および「中」との回答の合計
が、回答者の約 52％と情報通信分野の平均と比較してかなり大きい。また、開発・実用化の寄与が大きく、民
間への資金投入が多いとの回答も特徴的である。ヒアリング調査においても同様の見解が得られている。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
ITS によって、以下の利用領域で各インパクトを実現すると期待されている。 
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z 情報通信サービス（道路交通情報提供サービス、カーマルティメディアサービス、車上オンラインショ
ッピング、ETC サービス、DSRC サービス、車両運行管理サービス（物流管理分野）、歩行者経路誘
導サービス）。 
z 車載機等の端末機器（カーナビゲーション車載機、高機能車載機、ETC 車載機、DSRC 車載機、安
全運転支援関連車載機、物流・公共交通分野における専門車載機、歩行者用携帯端末）。 
z 情報通信インフラ（センター、路側機、情報提供ネットワーク）。 
  インパクトは以下の通りである。（下線は実現したもの、他は今後期待されるもの） 
○ 経済的インパクト 
z カーナビゲーション（約1,500万台）、VICS（約 1,000万台）、ETC（約370万台）の普及によるITS市
場の拡大（2004 年）。 
z 利用産業でのコスト削減、製品・サービスの競争力向上。 
z ITS 情報通信関連分野の市場規模（8,814 億円（2000 年度単年度）、7 兆 3,616 億円（2015 年度単
年度）、60兆 3,154 億円（2015 年度までの累計））。 
z 雇用効果（約 107万人（2015 年度））。 
z 渋滞解消効果（年間 1.2兆円（2015 年））。 
○ 社会的インパクト 
z 交通渋滞の緩和、解消 
z 交通事故の削減（交通死亡事故件数半減（2025年目標））。 
z 環境負荷軽減（燃料消費量・CO215％削減、都市部のNOX30％削減（2025年目標））。 
z 省エネルギー。 
z 物流分野の効率化、高度化。 
z 高齢者、障害者のモビリティ確保（交通弱者の支援）。 
z 地域開発の活性化。 
○ 国民生活へのインパクト 
z ドライバの利便性向上による快適生活の実現。 
z ITS 社会の実現を通じた人々の生活様式、行動様式の変革。 
インパクトアンケート調査結果では、社会へのインパクトが大きい（「大」および「中」との回答が、約 76％）との
回答が特徴的である。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 全般的課題  
○ ITSの研究開発は省庁縦割りで個別に実施してきたため、「ITS全体の目指すべき姿」という観点からは効
率が悪い面もあった。（学識経験者） 
○ 日本が ITS の世界標準を作り出す事も大事であるが、まずは日本国内で個別の ITS システムを統一し、
ITS で付加価値を作り出し、世界に尊敬される ITS 社会を目指す事が大事である。（学識経験者） 
○ これまでは際立った成果が見られなかった。ITS 実現のための技術開発が「手段」として先行してしまった
こと、また、本来の目的に対する効果を評価できていなかったことに起因する。（関係産業団体・委員） 
② 今後の研究開発・支援のあり方についての意見 
○ 各省庁で個々に実施、推進されている ITS システムをインテグレートすれば、ITS 全体として、開発すべき
ターゲットが明確になり、ITS 実現のための方法、具体的な技術、研究開発課題が見えてくる。（学識経験
者） 
○ 今後は個々の技術開発の成果を集約し、ITS の実現に向けて省庁が一体となって研究開発を進めること
が求められる。（関係産業団体・委員） 
○ 大学は、中長期的な未来価値を如何に作っていくのかを考えるべきである。ITSの場合、交通事故を予知
する方法等、国や民間が出来ない様な研究開発の限界を突破する事を大学に期待する。そのための研
究費は必要である。（学識経験者） 
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○ ITS を推進するためには、技術の進歩だけでなく社会システムや人々の行動様式など周辺環境を変えて
いくべきである。新しい仕組みを作るために、ITS が社会に対して認知される必要があり、そのための広報
活動をしていく必要がある。（関係産業団体・委員） 
○ ITS により目指す社会とITSを利用する個人の両者の調和がとれるような仕組みつくりが必要。（関係産業
団体、委員） 
○ ITS 計画もアポロ計画のように、夢があり、皆で共感し、皆で考えるようなテーマ設定が今後必要である。
（関係産業団体・委員）
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１．技術動向
（１）ＩＴＳについて
１
≪ＩＴＳ（Intelligent Transport Systems：高度道路交通システム）の定義≫
最先端の情報通信技術を用いて人と道路と車両とを情報でネットワークでつなぎ情報をやりとりすることにより、
交通事故、渋滞などといった道路交通問題の解決を目的に構築する新しい交通システム（国土交通省ＨＰより引
用）。
航空機
鉄道
安 全
環 境
円 滑
高度情報
通信技術
スマートウエイ
マルチモーダル
≪既に実現もしくは一部実現しているＩＴＳの主な要素技術≫
①カーナビゲーション・・・「ＧＰＳ（Global Positioning System）、全地球測位システム 」を利用。自車の位置を確認、目的地まで
誘導することが可能。
②ＶＩＣＳ（Vehicle Information and Communicatio  System）・・・道路交通情報通信システム。カーナビゲー ョンに道路交通
情報をリアルタイムで提供するシステム。
③ＥＴＣ（ Electronic Toll Collection）・・・ノンストップ自動料金支払いシステム。有料道路をキャッシュレスで利用でき、料金所
を無停止で通過することが可能。
④交通管理、安全運転
・ＡＨＳ（Advanced Cruise-Assist Highway Systems）・・・走行支援道路システム。車両から見えない部分の道路状況をドライ
バーへ適切なタイミングで情報提供するシステム。
・ＡＳＶ（Advanced Safety Vehicle）・・・先進安全自動車。エレクトロニクス技術等の新技術により自動車を高知能化して安全性
を格段に高めるとともにＩＴＳ技術の自動車としての受け皿（スマートカー）となるもの｡
人
道 路 車
 
１．技術動向
（２）ＩＴＳの開発分野
２
（出所）国土交通省 道路局 ＩＴＳホームページ
≪９つの開発分野≫
〇日本のＩＴＳ推進体制は４省庁（警察庁、国土交通省、総務省、経済産業省）とＩＴＳJapan及び４省庁の関係外部団体を中心に
構成されている。
〇1996年に当時の関係５省庁による「高度道路交通システム推進に関する全体構想」が策定され、９つの開発分野と20の利用者
サービス（後に21番目のサービスが追加）が示され、各分野における開発、実用化が行われている。
カーナビゲーション、
ＶＩＣＳ
ＥＴＣ、ＤＳＲＣ 等
ＡＨＳ、ＡＳＶ 等
≪既に実現もしくは一部実現して
いるＩＴＳの主な要素技術≫
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１．技術動向
（３）カーナビゲーションの現状
３
（出所）国土交通省 道路局 ＩＴＳホームページ
■販売台数
カーナビゲーションの販売累計は2004年６月現在で、
約1,539万台（ＪＥＩＴＡ会員分のみ）。2003年度単年だけ
でも年間300万台以上の市場となっている。
■カーナビゲーションについて
カーナビゲーションとは、人口衛星から発信される電波を受信
して、自車の位置をモニターのデジタル地図上に表示し、目的
地までドライバを道に迷わないよう誘導するシステム。
■構成要素（※）
１）自車位置検出
GPSを利用。地球上空２万１千㎞に打上げられた軍事衛星27ヶ
の内３ヶからの電波を受信し、三角測量の原理で自車の経度と
緯度が測定される。
２）地図情報
３）カーナビゲーションを利用したITS情報サービス
・VICS（次頁参照）
・テレマティックスサービス
Telecommunication（通信）とInformatics（情報科学）の合成語。
無線通信を用いてドライバや乗客等に各種情報を提供する
サービスを指す。カーナビゲーションや緊急通報システム、
Eメール、ニュース、天気予報、音楽、映像等の提供が可能。
４）操作方法
音声入力やタッチパネル入力
５）記憶媒体
ストレージ技術の進展により大容量化へ（1992年CD-ROM、
1997年DVD-ROM、2001年HDD）
（※）(財)日本自動車研究所
｢ＩＴＳ産業動向に関する調査研究報告書｣より一部引用
 
 
１．技術動向
（４）ＶＩＣＳの現状
４
（出所）国土交通省 道路局 ＩＴＳホームページ
≪ＶＩＣＳシステムの概要≫■ＶＩＣＳ（道路交通情報通信システム）は、警察庁、総務省、国土
交通省の３省庁が連携して進めるシステムであり、1996年４月
から情報提供サービスを開始。
■ＶＩＣＳの仕組み・機能
①道路交通情報を体系的に収集する情報収集機能
②収集された情報を処理・編集する情報処理機能
③処理された情報を車載機に伝送する情報提供機能
④利用者が車載器を使って情報を利用する情報活用機能
■カーナビゲーションのVICSユニット搭載率は80％程度
■1996年４月のスタート開始以来、累計1,000万台突破（2004年
7月末）と順調な伸びを示している。
≪ＶＩＣＳユニットの出荷台数≫
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１．技術動向
（５）ＥＴＣの現状
５
（出所）(財)道路システム高度化推進機構（ＯＲＳＥ）
≪ＥＴＣ利用台数の推移≫
■ＥＴＣ（ノンストップ自動料金支払いシステム）とは、車両に装着した車載機と、有料道路の料金所に設置した路側アンテナが無線
通信を行うことで、自動的に料金が収受されるシステム。
■2001年３月のサービス開始以来、インフラ設置は順調に拡大。全国の高速道路と主要な有料道路1,300ヶ所までインフラ整備
が整う（2004年４月末）。車載機については、「低価格化」「国土交通省の普及促進に向けた諸施策の打出し」「高額ハイカの販売
中止」が追い風になり、販売台数は累計で約370万台と急速な伸びを記録。利用率は20％超となっている（2004年９月末） 。
■路側機（路側に設置された無線装置）と車載機（車両に搭載された無線装置）の間で無線通信を行う、DSRC（Dedicated Short 
Range Communication：専用狭域通信）の研究開発が進められている。
 
 
１．技術動向
（６）ＡＨＳの現状
６
（出所）国土交通省 道路局 ＩＴＳホームページ
■ＡＨＳ（走行支援道路システム）とは、道路と自動車の協調によりリアルタイムにドライバを支援するシステム。
■交通事故を引き起こす可能性がある危険な事象の発生に際して、ドライバがとる基本的な行動、危険な事象を
「認知」し、回避に関する「判断」を行い、「操作」する。
■ＡＨＳは、これらのドライバがとる行動を支援し、走行時の安全性を飛躍的に向上させるため、１．情報提供機能、
２．警報機能、３．操作支援機能という３つの機能でドライバにサービスを提供する。
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１．技術動向
（７）ＩＴＳの歴史
時期 1980年代 1990年代 2000年代
７
ＩＴＳの研究・開発の
動きが米国・欧州・
日本で始まる
[1990年代初め]
千葉、沖縄、東京
の一部でＥＴＣサー
ビス開始[2001年]
登録件数
約370万件突
破[2004年]
カーナビ
ＥＴＣ
ＤＳＲＣ
ＡＨＳ
カーナビ
の登場
[1981年]
累計販売数
カーナビ約1500万台
[2004年]
全国に1300ヶ所、全
料金所の90％以上で
インフラ整備[2004年]
ＤＳＲＣ普及促進
検討会発足（４省
庁）[2004年]
｢走行支援道路システム
開発機構（AHSRA）｣
発足[1996年度]（旧建設省）
路車協調による情報提供サー
ビスの実験[2003年度]
ＶＩＣＳ
サービス
開始
[1996年]
第１世代の
ＩＴＳ情報
サービス
[1997年～]
第２世代のＩＴＳ
情報サービス
（テレマティクス）
[2002年～]
累計販売数
ＶＩCS
約1000万台
[2004年]
９つの開発分野に沿って、
カーナビ、ＶＩＣＳ、ＥＴＣ、ＡＨＳ、ASV等、
個別に研究開発及び実用化が進む
｢ＩＴＳのシステ
ム・アーキテク
チャ｣策定
[1999年]
カーナビ
の本格普及
[1994年]
世界初のＡＣＣ
実用化[1995年]
ブレーキ制御
（車両保持）[1999年]
ハンドル制御（車線
維持支援）[2001年]
ブレーキ制御（衝突
被害軽減）[2003年]
ＶＩＣＳ
ＩＴＳの
全体の
流れ
高度道路交通
システム推進に
関する全体構想
[1996年]
GPSを
カーナビに
採用[1990年]
CD-ROMを利用
したデジタル地図
の登場[1992年]
DVD-ROMを
利用したカーナビ
の登場[1997年]
HDDカーナビ
の登場
[2001年]
旧建設省が、道路公団と
10コンソーシアムの民間
企業と共同研究を実施
[1995年度～1997年度]
「VICS連絡協議
会」発足[1990年]
（警察庁、旧郵政
省、旧建設省）
｢ＶＩＣＳ
センター｣
設置
[1995年]
⇒ＩＴＳとしての国家プロジェクトスタート（1996年）
「ＥＴＣ推進
委員会」発足
[1995年]
（旧建設省）
ＡＳＶ
(財)電波産業会（総務省）
(財)道路新産業開発機構（国土交通省）
(財)日本自動車研究所（経済産業省）
ASV推進検討[1991
年度]（旧運輸省）
第１期ASV[1991
年度～1995年度] 第２期ASV[1996年度～2000年度] 第３期ASV[2001年度～2005年度]
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
時期 1980年代 1990年代 2000年代
３
周辺環境
公的研究開発
・支援（主要）
８
旧通商産業省
｢自動車総合管制技術
（ＣＡＣＳ）｣[1973年度～
1978年度]
旧建設省
｢路車間情報システム
（ＲＡＣＳ）｣[1984年度]
警察庁
｢新自動車交通情報通信
システム（ＡＭＴＩＣＳ）｣
[1987年度]
５省庁連絡
会議を設置
[1993年]
⇒ＩＴＳとしての国家プロジェクトスタート（１９９６年）
連携 民間側としてＶＥＲＴＩＳを組織[1994年]（2001年に｢ＩＴＳ Ｊａｐａｎ｣名称変更）
高度道路交通システム（ＩＴＳ）推進
に関する全体構想[1996年]
｢ＩＴＳのシステム・アーキ
テクチャ｣策定[1999年]
国土交通省
道路交通情報
の高度化
[2002年度～]
旧建設省（国土交通省）
路車協調による走行支援等研究開発の総合的な推進[1999年度～]
世界ＩＴＳ会議
[第１回1994年パリ] [第11回2004年名古屋]
[第２回1995年横浜]
関係５省庁 ｢道路・交通・車両分野における情報
化実施指針｣発表[1995年]
≪カーナビ、
ＶＩＣＳ等≫
≪ＥＴＣ、
ＤＳＲＣ等≫
≪ＡＨＳ、
ＡＳＶ等≫
国土交通省
ＤＳＲＣを活用した多様
なサービス実現に係る
研究開発[2003年度～]
技術の進展・
実用化に向けた
インフラ整備（主要）
旧郵政省（総務省）
ＩＴＳ実現のための情報
通信技術の研究開発
[1999年度～]
旧通商産業省（経済産業省）
高度情報化対応型
車内情報基盤技術
研究開発[2000年度]
旧通商産業省（経済産業
省）ＩＴＳ走行最適化シス
テム技術研究開発
[1999年度～2000年度]
旧郵政省（総務省） 走行支援システム
実現の為のスマートゲートウェイ技術の
研究開発[1999年度～2001年度]
国土交通省 ＡＳＶ技術評価事
業[2001年度～]
国土交通省
ＩＴを活用したＮＧＩＶの研究開発
[2001年度～]
旧建設省 ＡＨＳ、ＡＳＶに
関する研究開発[1996年度
～1998年度]
≪カーナビ、
ＶＩＣＳ等≫
≪ＥＴＣ、
ＤＳＲＣ等≫
≪ＡＨＳ、
ＡＳＶ等≫
警察庁、旧郵政庁（総務省）、旧建設省（国土交通省） ＶＩＣＳの整備[1996年度～]
旧建設省（国土交通省） ＩＴＳ関連施設の整備（情報収集・情報提供装置等）[1998年度～]
警察庁 新交通管理システム（ＵＴＭＳ）の整備[1999年度～]
旧建設省（国土交通省） ＥＴＣの整備[1996年度～]
国土交通省 ＥＴＣ利用拡大の為の前納システムの整備[2001年度]
国土交通省 ＡＳＶ技術評価事業[2001年度～]（再掲）
ＶＩＣＳ
サービス開始
[1996年]
ＥＴＣサービス
開始[2001年]
旧郵政省
無線ＩＣカード高度
利用技術の研究
開発[1999年度]
8
旧郵政省
無線ＩＣカード高度利用
技術の研究開発
[1999年度]（再掲）
総務省 ＩＴＳ実現のため
の情報通信技術の研究
開発[2002年度～]（再掲）
 
 102
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発の経緯と公的研究開発・支援（主要）の位置付け
９
≪研究開発≫
対象 公的研究開発・支援 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
カーナビ
ゲーション
・ＶＩＣＳ
旧郵政省（総務省）
｢ＩＴＳ実現のための情報通信技術
の研究開発｣[1999年度～]　（99年度以降
26億,22億,11億,14億（内数）,8億円）
ＩＴＳの早期実現の向け、ＩＴＳに
おける高速インターネットの実現を
図るための研究開発の実施
1999年度から、通信・放送機構において研究開発を実施。2003年、
栃木県小山市においてスマートゲートウェイ技術に関するデモンス
トレーションを実施
旧通商産業省（経済産業省）
｢高度情報化対応型車内情報基盤技術
研究開発｣[2000年度]（2.5億円）
ＩＴＳの様々なサービスが共通に利
用できる高機能の車載機器システム
の開発の推進
移動通信機器、通信衛星、ＤＳＲＣ等の複数の通信媒体から提供さ
れる多様なサービスが共通に利用できるソフトウェア共有基盤（プ
ラットフォーム）の研究開発を実施
国土交通省
｢道路交通情報の高度化｣[2002年度～]
（02年度以降169億,153億円（全て内数））
道路交通情報の精度向上や効率的な
データ収集・提供方法等検討を実施
収集したデータを公平性、透明性、経済合理性を確保しつつ民間事
業者へ提供
ＥＴＣ
・ＤＳＲＣ
経済産業省
｢ＩＴＳ走行最適化システム技術研究開発｣
[1999年度～2000年度]
（99年度以降30億,7億）
ＥＴＣを利用したＩＴＳサービス技
術を利用したモビリティのシームレ
ス化及びデマンドバスシステムの早
期実用化に必要な研究開発の推進
ＤＳＲＣを利用したサービスにおいての決済管理、運行管理システ
ムの開発。ＤＳＲＣ規格についての提案や標準化（設計標準、仕様
書）の作成を実施
ＡＨＳ
・ＡＳＶ等
旧郵政省（総務省）
｢走行支援システム実現のためのスマート
ゲートウェイ技術の研究開発｣
[1999年度～2001年度]（99年度以降11億,
19億,５億円）
道路と自動車の間の通信を円滑かつ
確実に行うことを可能とする情報通
信技術（スマートゲートウェイ）の
研究開発
2003年に、モデル道路で世界初のスマートウェイ、スマートカーの
走行実験を行う（研究期間2000年度～2002年度）
旧建設省（国土交通省）
｢路車協調による走行支援等研究開発の
総合的な推進｣[1999年度～]（99年度以降
82億,82億,82億,169億（内数）,
152億（内数）円）
ＡＨＳの研究開発の推進 路車協調による情報提供サービスの実験（2003年度）
≪実用化とインフラ整備≫
対象 実用化とインフラ整備策 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
カーナビ
ゲーション
・ＶＩＣＳ
警察庁、旧郵政庁（総務省）、
旧建設省（国土交通省）
｢ＶＩＣＳの整備｣　[1996年度～]
（99年度以降133億,192億,
266億,743億,717億（全て内数））
ＶＩＣＳの整備 1996年４月のサービス開始。カーナビゲーションのVICSユニット搭
載率は80％程度、累計1,000万台突破（2004年7月末）。ＶＩＣＳの
３メディア（電波ビーコン、光ビーコン、ＦＭ多重放送）による
サービス提供エリアは47都道府県となっており、全国のほとんどの
エリアがカバーされている（2004年８月末）
旧建設省（国土交通省）
｢ＩＴＳ関連施設の整備｣[1998年度～]
（99年度以降90億,151億,239億,
717億,685億円（全て内数））
ＩＴＳ関連施設の整備 システム・アーキテクチャに基づく全国的な互換性や将来に向けた
拡張性を確保したシステムの開発を行うとともに、｢ＩＴＳ関連施設
整備事業｣により各地域へのＩＴＳ導入を推進
警察庁
｢新交通管理システム｣[1999年度～]
（99年度以降285億,279億,260億,
　　　257億,251億円（全て内数））
光ビーコンや交通情報板の増設を行
い、交通の安全、円滑を図るとと
も、新交通管理システム（ＵＴＭ
Ｓ）のインフラ充実を推進
４システムのインフラを整備（公共車両優先システム（ＰＴＰ
Ｓ）、車両運行管理システム（ＭＯＣＳ）、現場急行支援システム
（ＦＡＳＴ）、歩行者等支援情報通信システム（ＰＩＣＳ）。2001
年に光ビーコンによるＶＩＣＳサービスを全国で運用開始
ＥＴＣ
・ＤＳＲＣ
旧建設省（国土交通省）
｢ＥＴＣの整備｣　[1996年度～]
（99年度以降502億,520億,
　　　　　150億,138億,601億円）
ＥＴＣの普及促進 2001年より一般運用を開始、2003年で首都高速道路、阪神高速道路
のほぼ全ての料金所を含め、全国の主要な850箇所の料金所にサービ
スを展開。また、2002年にはハイウェイカードと同等の割引率とな
る｢ＥＴＣ前払割引｣を導入。2004年には全国に1300ヶ所、全料金所
の90％以上でインフラ整備、登録件数は370万件を突破
ＡＨＳ
・ＡＳＶ等
国土交通省
｢ＡＳＶ技術評価事業｣　[2001年度～]
（01年度以降１億,１億,１億）
ＡＳＶ技術の審査・検査に係る技術
基準及び審査検査方法の明確化
先進安全技術について、最新の状況を調査し、評価方法を検討。試
作車の技術評価等を行うことによって先進安全自動車に対応した審
査・検査に係る技術基準及び審査検査方法を確立
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）ＩＴＳ開発・展開計画
10
（出所）国土交通省 道路局 ＩＴＳホームページ
≪第１フェーズ（2000年頃）≫
・カーナビゲーションシステムをはじめとする一部先行
システムのサービス開始
・ＶＩＣＳを利用したカーナビゲーションシステム
・第１フェーズの後半には、ＥＴＣが開始される
≪第２フェーズ（2005年頃）≫
・各種利用者サービスの開始（交通システム革命）
・ＩＴＳにより利用者に提供される情報内容の拡充
・ドライバの安全運転の支援と歩行の安全性向上に
よる、交通事故減少
・公共交通機関の定時性の確保と情報サービス等の
充実により、公共交通の利便性が飛躍的に向上
≪第３フェーズ（2010年頃）≫
・ＩＴＳの高度化と社会制度の整備
・インフラ整備と車載機等の普及に加えて、ＩＴＳを社会
システムとして定着させる為の社会的制度の整備が
行われる
・自動運転が本格的にサービスを開始
≪第４フェーズ（2010年以降）≫
・ＩＴＳの成熟
・ＩＴＳの全てのシステムが概成するとともに、光ファイ
バー 網の全国整備などによる高度情報通信社会の本
格的 到来により、社会システムの革新が行われる
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
利用分野 インパクト
経済的インパクト
・カーナビゲーション（約1,500万台）、VICS（約1,000万台、
ETC（約370万台）普及によるITS市場の拡大（2004年）
・利用産業でのコスト削減、開発期間短縮、製品・サービ
スの競争力向上
・ITS情報通信関連分野の市場規模
8,814億円（2000年度単年度）、７兆3,616億円（2015
年度単年度）、60兆3,154億円（2015年度までの累計）
（出所）電気通信技術審議会
・雇用効果
約107万人（2015年度） （出所）電気通信技術審議会
・渋滞解消効果
年間1.2兆円（2015年） （出所）国土交通省
等
社会的インパクト
≪「安全、安心な社会」「環境にやさしく効率的な社会」
「利便性が高く快適な社会」の実現≫
・交通渋滞の緩和、解消
・交通事故の削減
交通死亡事故件数半減（2025年目標）（出所）ITS Japan
・環境負荷軽減
燃料消費量・CO215％削減、都市部のNOX30％削減
（2025年目標） （出所）ITS Japan
・省エネルギー
・物流分野の効率化、高度化
・高齢者、障害者のモビリティ確保（交通弱者の支援）
・地域開発の活性化 等
国民生活へのインパクト
・ドライバの利便性向上による快適生活の実現
・ITS社会の実現を通じた人々の生活様式、行動様式の
変革
等
11
≪情報通信サービス≫
・道路交通情報提供サービス
・カーマルティメディアサービス
・車上オンラインショッピング
・ＥＴＣサービス
・ＤＳＲＣサービス
・車両運行管理サービス（物流管理分野）
・歩行者経路誘導サービス
ITSの
要素技術
カーナビゲーション
ＶＩＣＳ
（道路交通情報通信
システム）
ＥＴＣ
（ノンストップ自動料
金支払いシステム）
≪車載機等の端末機器≫
・カーナビゲーション車載機
・高機能車載機
・ＥＴＣ車載機
・ＤＳＲＣ車載機
・安全運転支援関連車載機
・物流、公共交通分野における専門車載機
・歩行者用携帯端末
≪情報通信システム（インフラ関連）≫
・センター
・路側機
・情報提供ネットワーク
（下線は実現したもの、他は今後多く期待されるもの）
ＡＨＳ
（走行支援道路システ
ム）
ＡＳＶ
（先進安全自動車）
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）ＩＴＳの情報通信関連分野の市場規模[経済的インパクト]
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情報通信
サービス事業
車載等端末
事業
インフラ
≪2015年度までの累計≫
ＤＳＲＣサービ
ス
道路交通情
報提供サービ
ス
車上ｵﾝﾗｲﾝ
ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ
物流
ＥＴＣ
歩行者
ガソリンスタン
ド
駐車場料金
徴収
各種ﾄﾞﾗｲﾌﾞｽ
ﾙｰ
高速道路ｻｰ
ﾋﾞｽｴﾘｱ
ｶｰﾌｪﾘｰへの
自動ﾁｪｯｸｲﾝ
ＩＴＳ市場
60.3兆円
ＤＳＲＣ市場
11.6兆円
情報通信
ｻｰﾋﾞｽ事業市場
31.0兆円
31.0兆円
18.7兆円
10.6兆円
11.6兆円
4.9兆円
1.7兆円
5.9兆円
3兆円
0.5兆円
9.5兆円
1.4兆円
0.8兆円
0.4兆円
2.8兆円
（出所）｢電気通信技術審議会｣ＩＴＳ情報通信
システム委員会報告よりＭＲＩ作成
・2000年度～2015年度までの累計額は60兆3,154億円。
・2015年度の市場規模は7兆3,616億円と2000年度の8,814億円の約8.4倍。ＩＴＳの情報通信サービス市場の拡大が大きい。
・情報通信サービス市場のうち、ＤＳＲＣサービス（特にガソリンスタンド）、ＥＴＣの市場規模が大きい。
市場の分類 2000年度 2005年度 2010年度 2015年度2015年度までの累計
ＩＴＳの情報通信サービス 768           9,449    24,950    47,729      309,903    
車載機等の端末機器 4,452         10,182    15,068      17,417      186,705    
ＩＴＳの情報通信システム（インフラ関連） 3,594         6,500      7,470      8,470      106,546  
合計 8,814         26,131    47,488      73,616      603,154    
（単位：億円）
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（４）交通渋滞の緩和、解消[経済的インパクト、社会的インパクト]
13
〇渋滞による経済的損失は日本全国で年間約12兆円
・交通渋滞による時間損失国民１人当たり年間約30時間。国民全体
で約38人億時間。 （出所）国土交通省
〇ＩＴＳによる渋滞解消効果は、2015年には年間1.2兆円に達すると試算
・ＶＩＣＳの利用率が全国で30％になれば全渋滞損失の６％を削減可能
・ＥＴＣやＡＨＳ等により高速道路における渋滞の約７割を解消可能。
（出所）国土交通省
〇高速道路の主要渋滞の回数比（2002年）
料金所部
36%
ザグ・トン
ネル部
35%
合流部
21%
その他
8%
ザグ部やトンネル入口
で速度が低下
⇒ＡＨＳが有効
料金所の処理能力が
不足⇒ＥＴＣが有効
全体の
約７割
（出所）国土交通省 道路局 ＩＴＳホームページよりＭＲＩ作成
・ＶＩＣＳ、ＥＴＣ、ＡＨＳ等の普及により、交通渋滞の緩和が見込まれる。ＩＴＳによる渋滞解消効果は、2015年には年間1.2兆円
に達すると試算される[経済的インパクト]。 ・
ＥＴＣの普及により料金所渋滞が減少してきており、ＩＴＳの社会的インパクトが実現されつつある。
〇ＥＴＣ普及による料金所渋滞の減少
・首都高速道路でのＥＴＣの利用率が20％を超え、専用
レーン通過交通量が増加。
・首都高川口料金所では、料金所通過交通量が増加し
たにもかかわらず、渋滞量は減少。
-
10,000
20,000
30,000
40,000
50,000
02年4月平均 03年4月平均 04年4月平均
0
1
2
3
4
5
6
交通量
（台/日）
渋滞量
（km・h/日）
39,229
40,308 41,231
3.3
3.1
1.6
渋滞量
が半減
渋滞量
渋料金所通過台数
ＥＴＣ利用率 ２％ ⇒ ６％ ⇒ 20％
（出所）国土交通省 「社会を変え始めたＩＴＳ」よりＭＲＩ作成
≪首都高川口料金所通過交通量と渋滞量の推移≫
 
 
発見の遅れ
47%
操作・判断ミス
28%
その他（運転
者以外の要因
等）
25%
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（５）交通事故の削減[社会的インパクト]
14
・交通事故死亡者数は年々減少しているが、2002年の
死亡者数は8,326人と依然高水準。
・交通事故件数は年々増加傾向しており、2002年は
約93.7万件。
〇交通事故死亡者数半減（2025年目標） （出所）ITS Japan
・ドライバに対して情報提供や警報、操作支援を行うＡＨＳは、
交通事故の約８割に有効であり、交通事故、交通事故による
死傷者を大幅に減らすことができる
〇交通事故者数の原因内訳（2000年）
運転補助が有効
情報提供や危険警告
が有効
全体の
約８割
（出所）国土交通省 道路局 ＩＴＳホームページよりＭＲＩ作成
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1990年1995年1997年1998年1999年2000年2001年2002年
-
200
400
600
800
1,000
交通事故死者数 交通事故件数
〇交通事故死亡者数、交通事故件数の推移
・交通事故死亡者数は減少傾向にあるものの、交通事故による死亡者数は年間８千人以上。また、交通事故件数は増加傾向
にあり、2002年は約100万件に達する。 ・
ＡＨＳにより、交通事故・交通事故による死亡者を大幅に減らすことができると考えられる。
（出所）交通安全白書2003年版よりＭＲＩ作成
交通事故死亡
者数（単位：人）
交通事故件数
（単位：千件）
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（６）環境負荷軽減（ＣＯ２排出量削減）[社会的インパクト]
15
〇自動車交通によるＣＯ２排出量
・日本のＣＯ２排出量121,400万トンのうち、自動車交通に因るものは23,500万トンであり全体の約19％を占める。
（出所）国土交通省、環境省
〇無駄な燃料消費を抑制し、ＣＯ２排出量を削減
・日本の自動車燃料消費量のうち約11％は渋滞により無駄に消費。ＩＴＳにより渋滞が緩和されれば、無駄な燃料消費に伴う
ＣＯ２排出を削減可能。
・かるがも走行（追従車群走行）により、走行の効率化が図られＣＯ２排出量を10～15％程度削減可能。
・物流の効率化による貨物輸送車の積載率向上や車両の効率的な運用、パークアンドライドの積極的な活用による公共交通
の利用促進など、ＩＴＳによる環境調和型交通システムの実現により道路交通の円滑化が図られ、ＣＯ２排出量を削減すること
が可能。 （出所）国土交通省
〇自動車による燃料消費量（1995年度）、
約8,900万Ｋｌ
（出所）国土交通省 道路局 ＩＴＳホームページよりＭＲＩ作成
渋滞時に無駄に消費
されている燃料
→渋滞対策が有効
１１％
８９％
物流の効率化、
走行の効率化が有効
 
 
４．まとめ
16
■1990年代以降、日米欧でITS推進に向けた研究開発が展開されている。我が国は、カーナビゲーション・
VICS・ETC・交通管理（AHS・ASV等）などITSを構成する個々の要素技術については、研究開発及びシステム
普及の面でトップクラスにあるといえる。
■自動車、道路交通に関する研究開発は1990年代前半まで、各省庁にて個別に実施されていた。1990年代
中頃に、ＩＴＳ関係５省庁（当時）が中心となり「ＩＴＳ推進に関する全体構想」を取りまとめ、ＩＴＳは国家プロジェ
クトとして、９つの開発分野を対象に研究開発が進められた。その後、省庁再編に伴い、４省庁とその関係
外部団体を中心に、国主導で計画的に推進されている。また、民間側は、各種関係団体、企業および学識
経験者等から構成されるITS Japanを設立し、関係４省庁と連携し、ITSの研究開発・実用化の推進活動を
展開している。
■公的研究開発により、カーナビゲーション・VICS・ETC等、ＩＴＳの個別要素技術およびシステム開発は一定
の成果を収めている。しかし、ＩＴＳの研究開発は省庁縦割りで個別に実施してきた為、「ＩＴＳ全体の目指すべ
き姿」という観点からは効率が悪い面もあった。今後は個々の技術開発の成果を集約し、ＩＴＳの実現に向けて
省庁が一体となって研究開発を進めることが求められる。
■既に実現したインパクトとしては、カーナビゲーション（約1,500万台）・VICS（約1,000万台）・ETC（約370万台）
の量的普及による経済的インパクトの他、交通渋滞の緩和（社会的インパクト）、ドライバの利便性向上に
よる快適生活の実現（国民生活へのインパク）などがある。
■将来的なインパクトとしては、ITS市場の拡大（2015年度の市場規模、7兆3,616億円）及びそれによる雇用
促進（2015年度、約107万人）、渋滞解消効果（2015年、年間約1.2兆円）等の経済的インパクトの他、交通渋滞
の解消、交通事故の削減、環境負荷軽減、省エネルギーなどの社会的インパクトが期待されている。国民生活
へのインパクトは、ＩＴＳ社会の実現を通じた人々の生活様式、行動様式の変革などが期待されている。
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４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
②今後の研究開発・支援のあり方についての意見
■各省庁で個々に実施、推進されているITSシステムをインテグレートすれば、ＩＴＳ全体として、開発すべきター
ゲットが明確になり、ＩＴＳ実現の為の方法、具体的な技術、研究開発課題が見えてくる。（学識経験者）
■今後は個々の技術開発の成果を集約し、ＩＴＳの実現に向けて省庁が一体となって研究開発を進めることが
求められる。 （関係産業団体・委員）
■大学は、中長期的な未来価値を如何に作っていくのかを考えるべきである。ＩＴＳの場合、交通事故を予知する
方法等、国や民間が出来ない様な研究開発の限界を突破する事を大学に期待する。その為の研究費は必要。
（学識経験者）
■ＩＴＳを推進する為には、技術の進歩だけでなく社会システムや人々の行動様式など周辺環境を変えていくべき
である。新しい仕組みを作る為に、ＩＴＳが社会に対して認知される必要があり、その為の広報活動をしていく必要
がある。（関係産業団体・委員）
■ＩＴＳにより目指す社会とＩＴＳを利用する個人の両者の調和がとれるような仕組み作りが必要。 （関係産業団体・
委員）
■ＩＴＳ計画もアポロ計画のように、夢があり、皆で共感し、皆で考えるようなテーマ設定が今後必要である。
（関係産業団体・委員）
17
①全般的課題
■ＩＴＳの研究開発は省庁縦割りで個別に実施してきた為、「ＩＴＳ全体の目指すべき姿」という観点からは効率が
悪い面もあった。（学識経験者）
■日本がＩＴＳの世界標準を作り出す事も大事であるが、まずは日本国内で個別のITSシステムを統一し、ＩＴＳで
付加価値を作り出し、世界に尊敬されるＩＴＳ社会を目指す事が大事である。（学識経験者）
■これまでは際立った成果が見られなかった。ＩＴＳ実現の為の技術開発が「手段」として先行してしまったこと、
また、本来の目的に対する効果を評価できていなかったことに起因する。（関係産業団体・委員）
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２－５ オゾン層を破壊せず地球温暖化への影響を考慮したフロン・ハロン代替品製造・利用技術（環
境） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 冷媒・発泡・洗浄等の用途で利用されるフロン（CFC）および消火剤として利用されるハロンの代替
品である HCFC（ハイドロクロタフルオロカーボン）、HFC（ハイドロフロロカーボン）、HFE（ハイドロフ
ルオロエーテル）等の製造技術および利用技術。 
z 炭化水素系、水系、二酸化炭素、不活性ガス等の非フッ素系の代替技術を含む。 
z フロン利用工程の削減技術を含む（洗浄分野）。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析等を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（東京大学名誉教授）１名 
z 公的研究機関（産業技術総合研究所・フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター）研究
者２名 
z 関係産業団体等（オゾン層・気候保護産業協議会、日本冷凍空調工業会、ウレタンフォーム工業会、
日本産業洗浄協議会、日本消火器装置工業会）12名 
z 企業（空調機メーカー、総合電機メーカー、洗浄機器メーカー、化学品メーカー）８名 
 
(２) 技術動向 
フロンガスによる成層圏オゾン層破壊問題が指摘されたのは 1970 年代である。その後、1980 年代にオゾン
ホールの観測等を通じて、オゾン層保護機運が高まり、1987 年にモントリオール議定書（オゾン層破壊物質規
制）が締結され、オゾン層破壊物質として、CFC（フロン）、ハロン類等全廃にむけた規制措置が導入された。さ
らに、1997 年には、地球温暖化問題への対応として京都議定書（COP3：温暖化物質の規制）が締結され、温
暖化物質として、HFC（主として HCFC からの代替物質）削減が関連産業の自主規制等により目指されてい
る。 
フロン（CFC）は、洗浄、発泡、冷媒およびエアゾール等の用途で用いられていたが、我が国では 1995 年末
に予定よりも早く全廃を達成した。代替フロンとしては主にHCFCおよびHFCがある。またフロン系以外の代替
として、水系、炭化水素系の技術が用いられた。HCFC も 2020 年に実質全廃にむけて着実に進んでおり（発
泡分野では2003年に実質全廃した）、この代替物質として HFC が利用されている。 
代替物質の開発は、主として海外技術の導入によるが、一部では国内による独自開発（民間のみによる開
発および公的寄与のあるものの両方）が見られた。それぞれの物質の利用範囲は部分的なものに限られたが、
代替品のオプションを提供することで、フロン全廃に至る規制措置を可能にした。 
ハロンに関しては、その生産は1994年に全廃された。ハロン代替品としては、HFC、不活性ガス（主に窒素）、
CO 2が利用される。HFC は地球温暖化ガスのひとつであるため、使用を限定するための国際的な自主基準
（旧通商産業省、米国 EPA、UNEP）が設けられ、使用量は減少傾向にある。また、地球温暖化影響の小さいタ
イプのHFCや、地球温暖化影響の小さいHFEの製品化例があり、特に洗浄分野において今後の普及が見込
まれる。さらに、既存のハロンについては、消化設備・機器の廃止・撤去に従って回収・保管するハロンバンク・
システムが整備されるとともに、ハロンの新たな利用は特定用途に限定し、リサイクルされている。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
フロン・ハロン代替品製造・利用技術においては、政府の規制導入による民間の研究開発が主役であり、公
的研究開発活動・支援はこれを支える観点から実施された。官民交流とこれに基づく民間への資金提供プロ
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ジェクトによる代替品探索も実施されたが、有望な新物質開発は少数であり、既存物質の応用（新規代替物質
は海外技術の導入が主体）が中心という結果となった。また、公的研究機関は、化合物の大気寿命測定や環
境負荷の評価等の側面で民間の研究開発を補完した。公的研究開発・支援の主な寄与について以下に示
す。 
（産学官連携によるナショナルプロジェクト） 
○ 最も公的予算規模の大きいものとして、1990 年から現在にかけて行われている代替物質開発・製造に関
する一連のプロジェクト（圧縮式ヒートポンプ用新規冷媒研究開発、エネルギー用使用合理化・新規冷媒
等研究開発、省エネルギーフロン代替物質合成技術開発等）があり、洗浄分野において普及が期待され
る地球温暖化影響の小さい HFE の開発・実用化に民間への資金提供等を通じて寄与した。また、フロン
代替物質の開発は民間企業には、難しい基礎的でリスクの高いテーマであり、代替物質開発の可能性
（困難性）等に関する多くの知見や評価技術を得られたことは、民間の研究開発のベースとして有意義で
あったとの指摘もある。 
（民間で実施される応用・実用化研究への資金提供） 
○ 上記の公的研究機関の技術指導等と合わせて、1996年から2001年にかけて行われた一連のNEDO の
プロジェクト（リサイクル技術等支援研究(Ⅱ)等）を通じて、民間への資金提供等が行われ、地球温暖化影
響の小さい HFC の開発・実用化研究が進められた。 
○ ハロン代替に関する技術開発も国の規制により、民間企業による新規および既存の代替物質の利用技
術開発が進められた（特に高圧技術）。 
(データの整備) 
○ 国際地球観測年(1957 年)から，気象庁によって南極昭和基地や国内の気象庁の各観測点で，オゾンの
連続観測が実施された。南極昭和基地で行われているオゾン観測によって、1982年にオゾン量が異常に
減少していることが発見された。 
（評価システムの構築） 
○ 公的研究機関（化学技術研究所、物質工学工業技術研究所を経て現産業技術総合研究所・大学等）に
よる基礎的な研究活動は、合成技術、化合物の寿命測定・環境負荷評価等の面で、民間の代替物質お
よび既存物質も含めた利用に関する研究開発を支援した（研究者交流等による技術指導や研究者育成
の寄与もあった）。 
○ 代替ハロンの消火性能と毒性評価方法に関する研究（旧自治省・消防研究所、1993～1996 年）では、新
規代替物質である HFC の消火性能や毒性評価、安全性基準検討が行われた。 
（規制の導入への寄与） 
○ オゾン層等の気象観測活動（気象研究所、環境研究所等）、環境関連の国際機関（UNEP）への参加（国
立大学等）も、オゾン層破壊や地球温暖化の観測、フロン・ハロンおよび代替品の影響予測等により、規
制に関する国際的な合意と政策実現を通じて寄与した。 
インパクトアンケート調査結果では、公的研究開発・支援の寄与度合いは、「大」との回答が回答者の約
13％と小さい一方、「小」との回答が約 43％と大きい。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、代替物質製造産業、代替フロンのユーザー産業（冷媒、発泡、洗浄等）および消化剤としての
利用（ハロン代替）を通じて、以下のインパクトを実現していると見られる。 
○ 経済的インパクト 
z フロン・ハロン代替への産業界における幅広い対応促進（環境対応技術・研究開発力の向上、企業
の環境ブランド確立）。 
z 国際競争力向上（欧州の環境規制に対し、日本の空調機器産業の対応は米国に先行）。 
z フロン・ハロン市場の代替（CFCが年間約600億円程度であったのに対し、HCFCと HFC合計で年
間約 360億円程度）。 
z 代替フロン利用機材のコストアップ（主に断熱材）。 
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z フロン回収・処理産業の創出（現在は冷媒のみ）。 
○ 社会的インパクト 
z オゾン層破壊の防止・抑制（CFC 全廃、HCFC は 2020年から実質全廃予定、ハロン実質全廃）。 
z 地球温暖化ガス（HFC）の削減（HFC は全温室効果ガスに対し CO2換算で約2％）。 
z 国際規制(モントリオール議定書)の遵守。 
○ 国民生活へのインパクト 
z オゾン層破壊抑制、紫外線による健康影響を防止（皮膚がん等）。 
z 地球温暖化や異常気象等による生活への影響の抑制。 
インパクトアンケート調査結果では、経済および社会へのインパクトがかなり大きいと見られる（「大」および
「中」との回答が、80％以上）。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 総合的な科学知識に基づく合理的な規制や政策対応の必要性 
○ 代替物質の環境影響評価等の総合的な科学的知識に基づいて、規制等の政策を合理的に形成するこ
とが課題である。（公的研究機関・研究者） 
○ 規制物質の大気寿命が数年～数千年と幅広いため、エネルギー効率や環境負荷評価における対象期
間の考慮の仕方により、規制すべき物質が変わる（HFCと炭化水素が逆転等）ことも考えられ、これらの評
価の十分な研究が課題である。（公的研究機関・研究者） 
○ 冷媒および断熱材では、非フッ素系への代替に限界があり、HFC が技術的に有効な選択肢となる。この
意味でも、HFC の温暖化物質としてのより十分な評価が求められる。（関係産業団体） 
○ 地球温暖化に関しては、二酸化炭素の温室効果の影響について議論があるところであり（人類の行為で
は避けられない地球環境の変動との見方等）、温室効果ガスの削減による温暖化抑制という政策のみで
なく、並行して、温暖化が不可避なものとしての対応政策や技術研究開発も必要と考える。（化学品メー
カー・研究者） 
② 基礎的および革新的技術の開発 
○ 民間企業の研究開発は商品化志向を高める方向にあり、環境規制等への対応等に関わる各社共通のイ
ンフラとなるような基礎的な研究開発は、国が戦略性を持って、公的研究開発として行う必要性がある。
（空調機メーカー・マネージャー） 
○ 地球温暖化対応に関する公的研究開発・支援の内容としては、従来技術の延長上でCO2を漸減させるよ
うなものよりも、抜本的な CO2削減技術（例えば持続可能なエネルギーとしてのバイオマス等）を重視すべ
きである。（空調機メーカー・マネージャー） 
○ 空調・冷凍分野では、地球温暖化対応のため、フッ素系冷媒に依存しない、新たな技術概念による空調・
冷凍等の技術研究開発（吸着式等）も課題である。（関係産業団体） 
③ その他 
○ よりインパクトを拡大するとともに技術を普及させるためには、規制や補助金等、政策対応が課題である
（例：より環境負荷の少ない断熱材利用促進、地球環境影響だけでなく人体安全性等でも問題がある塩
素系洗浄剤の代替促進等）。（関係産業団体、洗浄機器メーカー・役員） 
○ 環境科学に関わる人材育成等、人的基盤の整備が課題である。（学識経験者） 
○ ハロンは、ハロン・バンクにより回収・保管・リサイクルされるが、余剰分の破壊には大きなコストがかかると
見られ、余剰の厳重な管理のもとでのリサイクル利用拡大等の、コストも踏まえた処分方法が課題である。
（関係産業団体）
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１．技術動向
（１）フロン・ハロン規制に至る経緯～オゾン層保護と地球環境問題の世界的動向
１
１９７４年
１９６０年代 フロンガスの利用増大
フロンガスによる成層圏オゾン層破壊問題の指摘
（ローランド教授等による）
１９８４～６年 オゾンホール発生の観測（各国機関による）
１９８７年 モントリオール議定書（オゾン層破壊物質規制）
ウィーン条約（オゾン層保護）１９８５年
オゾン層破壊物質として、CFC（フロン）、HCFC（フロン代替物質）等全廃へ
１９９２年
地球サミット 気候変動枠組条約取り組み開始
１９９４年 気候変動枠組条約
京都議定書（COP3：温暖化物質の規制）１９９７年
温暖化物質として、HFC（主としてHCFCからの代替物質）削減へ
 
 
１．技術動向
（２）フロン・ハロン規制の詳細等
２
モントリオール議定書：規制物質と規制時期
（出所）平成14年度オゾン層などの監視結果に関する年次報告（平成15年8月環境省)
2009年末全廃
2009年末全廃
2009年末全廃
2014年末全廃
2039年末全廃
2016年以降、
2015年レベルに凍結
1995年末全廃
2001年末全廃
2014年末全廃
1995年末全廃
1993年末全廃
1995年末全廃
1995年末全廃
2019年末全廃
2004年以降、
1989年レベルに凍結
1995年末全廃
2001年末全廃
2004年末全廃
CFC
ハロン
四塩化炭素
1，1，1－トリクロロエタン
HCFC （消費量）
（生産量）
HBFC
ブロモクロロメタン
臭化メチル
開発途上国先進国
成層圏塩素濃度予測
（出所）2002年UNEP(国連環境計画）報告書
京都議定書の概要
(出所)外務省資料よりMRI作成
各国毎の目標: 日本－6％、米国－7％、EU－8％、豪州＋8％等。先進国全体で少なくとも5％削減を目指す。目標
2008年から2012年目標期間
二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素: 1990年
HFC、PFC、SF6: 1995年としてもよい
基準年
森林等の吸収源による温室効果ガス吸収量を参入吸収源
二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素、HFC、PFC、SF6対象ガス
数値目標
･先進国の温室効果ガス排出量について、法的拘束力のある数値目標を各国毎に設定。
・国際的に協調して、目標を達成するための仕組みを導入（排出量取引、クリーン開発メカニズム、共同実施など）。
・途上国に対しては、数値目標などの新たな義務は導入せず。
・国ごとに具体的な数値目標を設定。
概要
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１．技術動向
（３）フロンの利用分野と代替技術
３
規制状況
冷媒 発泡 洗浄 その他（エアゾール等）
CFC-11 ビル空調等大型冷媒 ○
CFC-12
カーエアコン、自販機、家
庭用冷蔵庫
CFC-113 ○
HCFC-22
家庭用エアコン、業務用
冷凍空調
HCFC-123 ○
HCFC-141b ○ ○
HCFC-142b ○
HCFC-225 ○
HFC-32 ○
HFC-125 ○
HFC-134a
カーエアコン、家庭用・業
務用冷蔵庫 ○
HFC-143a ○
HFC-152a ○ ○
HFC-245fa ○
HFC-43-10mee ○
HFC-c447ef ○
種類 用途
CFC
HCFC
HFC
1995年末
全廃
（消費）2019
年末全廃、
（生産）2004
年以降
1989年レベ
ルに凍結
2008年から
2012年まで
に1995年の
－6%まで
削減
(出所）「フロン等技術動向調査報告書」（平成14年度経済産業省委託調査）よりMRI作成
CFCの用途別使用動向
0
20
40
60
80
100
120
140
160
180
200220001998199619941992199019881986
冷媒 発泡 洗浄 その他（エアゾール等）
冷媒
洗浄
発泡
その他
（出所）平成14年度オゾン層などの監視結果に関する年次報告（平成15年8月環境省)
フロン代替品の用途別使用動向
0
10
20
30
40
50
60
70
80
20022001200019991998199719961995
HCFC冷媒 HCFC発泡 HCFC洗浄 HCFCその他 HFC冷媒 HFC発泡 HFC洗浄 HFCその他
HCFC
HFC その他
洗浄
発泡
冷媒
（出所）平成14年度オゾン層などの監視結果に関する年次報告（平成15年8月環境省)
全廃
実質全廃へ
温暖化対策
で削減へ
・フロン（CFC)は、洗浄、発泡、冷媒およびエ
アゾール等の用途で用いられていたが、
1995年に全廃を達成した。
・代替フロンとしては主にHCFCおよびHFCが
ある。またフロン系以外の代替として、水系、
炭化水素系の技術が用いられた。
・HCFCもオゾン層への影響から2020年に実
質全廃の予定。
・HFCは地球温暖化対策として削減対象ガス
となっている。
 
 
１．技術動向
（参考）フロン代替の進展と見通し（詳細イメージ）
４
1995 2002 2003                                    2008     2010      2020
CFC11
沸点
23.8℃
HCFC141b
HCFC123
水(二酸化炭素)
炭化水素
水（二酸化炭素)
HFC245fa等
(発泡)軟質発泡ポリウレタン（冷蔵庫）
(発泡)軟質発泡ポリウレタン（建材）
(発泡)フェノールフォーム
(発泡)ターボ冷凍機
(発泡)軟質発泡ポリウレタン
断熱性・不燃性
炭化水素、水／界面活性剤、各種溶媒
CFC113
沸点47.6℃
HCFC142b
HCFC225
HFE
等
（洗浄）
不燃性・速乾性
断熱性・不燃性
不燃性冷凍能力
毒性
二酸化炭素
炭化水素、DME等
CFC12
沸点－
29.8℃
HCFC142b
HFC134a
CFC22
炭化水素
(冷媒)冷蔵庫
エアゾール(特殊用途
(冷媒)カーエアコン
エアゾール（一般用途）
（冷媒）業務用冷凍機器
冷凍主体
（発泡)押出法発泡ポリスチレン
（発泡)高発泡ポリスチレン
HCFC22
沸点－40.8℃
アンモニア等
HFC R-404A
HFC R-407C、HFC R-404A (冷媒)エアコン
（冷媒）業務用冷凍機器
冷凍主体 不燃性冷凍能力
毒性
HCFC22 R-502
沸点－45.3℃ (冷媒)低温用
HFC R-407C、HFC R-404A
HFC23、HFC R-508
炭化水素（イソブタン、プロパン等）
(冷媒)超低温用
（注）Rは、
主として
HFC混合冷媒
の呼称
(出所）「フロン等技術動向調査報告書」（平成14年度経済産業省委託調査）よりMRI作成
（課題となる
性能等）
CFC13
沸点－
81.3℃
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１．技術動向
（４）ハロンの利用分野と代替技術
５
ハロンバンクによる回収実績と見通し
ハロン代替品の利用
ハロンの利用実態
98%
97%
81%
98%
2%
2%
3%
2%
17%
0%
0%
0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
ハロン1301
ハロン2402
ハロン1211
合計
消火設備 消火装置 消火器
小計
16750 t
310.7 t
50.04 t
合計
17110 t
0
50
100
150
200
250
300
100908070605040302010099989796959493
回
収
量
(
ト
ン
）
計算回収量 回収実績
回収実績
予測（計算回収量）
(出所）平成14年度ハロン管理システム検討調査報告書（環境省委託調査）よりMRI作成
(出所）平成14年度ハロン管理システム検討調査報告書（環境省委託調査）より作成
21%
25%
1%
19%
16%
21%
3%
2%
13%
16%
7%
18%
30%
14%
43%
1%
3%
20%
5%
5%
8%1% 4%2%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
HFC
不活性ガス
二酸化炭素
計
168 トン
812,000 m3
17,84 トン
通信機器 電気 制御 機械室 美術品 駐車場 危険物 その他
(出所）平成14年度ハロン管理システム検討調査報告書（環境省委託調査）より作成
ハロン生産の全廃と代替品の利用
・ハロン生産は1994年に全廃され、ハロン代替品が利用されている。
・ハロン代替品としては、HFC、不活性ガス（主に窒素）、CO2が利
用される。
・HFCは地球温暖化ガスとして削減対象にあり、使用を限定するた
めの国際的な自主基準（METI、米国EPA、UNEP）が設けられ、使
用量は減少傾向にある。
ハロンの回収と管理・リサイクル・（破壊）
・既存のハロンは消化設備・機器の廃止・撤去に従って回収・保
管する。（ハロンバンク推進協議会「ハロンバンク」システム））
・ハロンの新たな利用は特定用途に限定し、リサイクル
する。
・余剰分の処理方法として、再利用の見直し、資源としての備蓄、
海外への輸出、および破壊（無害化処理）が検討されている。
・無害処分は技術開発がなされているが、実用化にはコストが高
いという課題がある。
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け （１）代替フロン技術開発の経緯への位置付け
周辺環境
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
オゾン層破壊への懸念の高まり
（ローランド博士等による論文等）
｢オゾン層を破壊する物質に関する
モントリオール議定書」採択（1987）
オゾンホールの観測
エネルギー用使用合理化
新規冷媒等研究開発
［1994-2002］
（代替フッ素系溶剤関連）［1996-2001］
・リサイクル技術等支援研究（Ⅱ）
・即効型提案公募事業（３次補正）
・地球環境保全開発費補助事業
国立研究所・大学等による基礎的な研究活動（合成技術、化合物の寿命測定・環境負荷評価を含む）
資金提供等
技術指導・
研究者育成 資金提供等
化合物
評価圧縮式ヒートポンプ用
新規冷媒研究開発
［1990-1995］
省エネルギーフロン代替物質
合成技術開発［2002-］
｢温室効果ガス排出量削減に関する
京都議定書」採択（1987）
国際的なオゾン層保護機運
（国連環境計画：
UNEPの活動等）
「オゾン層保護法」
（1988）
CFC生産全廃（1995） HCFC実質全廃（2020）
「地球温暖化防止
対策推進法」（1998）
HFCの
削減目標
（自主規制）
オゾン層等の気象観測活動（気象研究所、環境研究所等）・環境関連の国際機関（UNEP）への参加（国立大学等）
CFC等破壊処理技術調査等
技術の展開
CFC（フロン）
HCFC（オゾン層保
護対象物質）
HFC（地球温暖化
対象物質）
非フロン系（水系、炭化水素系等）
回収・保管・再
処理技術
全廃
全廃
改良・再評価
新規代替物質開発※・既存代替物質利用技術の研究開発
（民間企業の研究開発活動が中心）
海外技術（デュポン社等）導入（新規代替物質等）
HFE（オゾン層、温
暖化ともに問題な
いが、高価格）
※日本で開発された唯一の第1世代の代替フロンとして、HCFC225(民間企業独自開発）がある。６
（化学技術研究所［その後、物質工学工業技術研究所
を経て現産業技術総合研究所］との研究交流等による）
フロン利用工程の削減技術
空調機等における代替フロン利用技術
NEDO機器開発関係プロジェクト
・ｱﾝﾓﾆｱ吸収式小型冷凍機開発等
資金提供等
資金
提供等
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）代替フロン技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
国立研究所・国公立大学等による寄与 産業界の研究開発による寄与
国際的なオゾン層保護機運
（国連環境計画：UNEPの活動等）
・オゾン観測（南極昭和基地での観測で
のオゾンホール観測等）
・UNEPの専門技術委員会への国立大
学研究者の参加
｢オゾン層を破壊する物質に関するモントリ
オール議定書」および「オゾン層保護法」
等の内外の環境保護政策形成およぶ施
行・運用
・オゾン観測とオゾン破壊の影響解明
・オゾン破壊へのフロン等の影響解明
・フロン濃度観測による排出量推定（報
告・申告量の再分析）
国立研究所・大学等による基礎的な
研究活動（合成技術、化合物の寿命
測定・環境負荷評価を含む）
新規代替物質開発・既存代替物質利用技
術の研究開発全般
・技術指導（物質合成法等）
・研究員育成（物質合成法等）
・化合物評価（大気寿命、環境負荷係
数（ODP、GWP）測定等）
新規代替物質開発・既存代替物質利用技
術の研究開発全般
・広範な化合物の物性・毒性等のデータ
ベース（ａ）
・代替物質開発可能性に関する知見
（困難性の確認→既存物質の混合冷媒
等利用へR&D方向性絞込み）
・新規物質開発および代替物質利用の
ための要素技術やノウハウ等の習得(物
質構造、熱力特性、冷凍サイクル等から
冷媒性能の推定プログラム等、冷媒とし
ての新物質開発可能性限界の認識によ
る方向性の絞込み）
HFE（冷媒、発泡剤、洗浄剤）の開発 ・上記ａに同じ ・同上
・製造プロセス技術（合成技術等）
リサイクル技術等支援研究（Ⅱ）
［1996-1998］
即効型提案公募事業（３次補正）
［1998-2000］
地球環境保全開発費補助事業
［2000-2002］
(関連計約4億円）
HCF（洗浄剤）の開発 ・大気寿命・環境負荷係数評価 ・安全性試験
・要素技術開発（新合成法、収率向上技
術等による製造コスト低減）
NEDO機器開発関係プロジェクト
・ｱﾝﾓﾆｱ吸収式小型冷凍機開発等
・各種空調機器開発
・家庭用給湯器開発等
・要素技術・ノウハウ（信頼性評価技
術、制御技術等）
圧縮式ヒートポンプ用新規冷媒研究
開発［1990-1995］(約56億円）
エネルギー用使用合理化新規冷媒
等研究開発［1994-2002］(約60億
円）
省エネルギーフロン代替物質合成技
術開発 ［2002-］(約3億円）
寄与の形態・内容等（主要例）
公的研究開発・支援 寄与の対象
オゾン層等の気象観測活動（気象研
究所、環境研究所等） ・環境関連の
国際機関（UNEP）への参加（国立大
学等）
［1950年代後半～現在］
７
研究開発は主に民間（公的助成を含む）によりなされ、公的研究開発はこれを補完した
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け （３）代替ハロン技術開発の経緯への位置付け
周辺環境
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
オゾン層破壊への懸念の高まり
（ローランド博士等による論文等）
｢オゾン層を破壊する物質に関する
モントリオール議定書」採択（1987）
オゾンホールの観測
二酸化炭素消火剤装置・機器の安全対策技
術開発［1997年］
技術成果等
・無害化技術
・低コスト化技術
技術成果等
・消火性能評価
・毒性評価
・安全基準検討
代替ハロンの消火性能と毒性評価方法に関する研究
（旧自治省・消防研究所）［1993-1996］（約8千万円）
｢温室効果ガス排出量削減に関する
京都議定書」採択（1987）
国際的なオゾン層保護機運
（国連環境計画：UNEPの活動等）
「オゾン層保護法」
（1988）
ハロン全廃（1994）
「地球温暖化防止
対策推進法」（1998）
HFCの
削減目標
（自主規制）
ハロン破壊処理実験等の研究開
発（旧環境庁委託業務）［1998-
2000］（約1億円弱）
技術の展開
ハロン
不活性ガス（主に
窒素）
HFC（地球温暖化
対象物質）
二酸化炭素
破壊（無害
化処理）
生産全廃
新規代替物質開発・既存代替物質利用技術の研究開発
（民間企業の研究開発活動が中心）：特に高圧技術
海外技術導入（HFC等）
HFC使用限定のた
めの国際的自主基
準（レスポンシブ
ル・ユースの基準）
回収・保管・リサイ
クル（ハロンバンク
システム）
ガイドライン提示、
資金提供
８ 
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）フロン・ハロン代替の進展（オゾン層破壊・地球温暖化ガスの削減）
９
HFC
ハロン1301の新設設置量の推移
0
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)
(出所）平成14年度ハロン管理システム検討調査報告書（環境省委託調査）よりMRI作成
オゾン層破壊の防止・抑制
・CFC全廃
・HCFCは2020年に実質全廃予定
・ハロン実質全廃
技術 利用領域
フロン（CFC)代替技術
・フッ素系技術：HCFC（暫定）、HFC、HFE、
・非フッ素系技術：炭化水素、水系技術等
代替フロンのユーザー産業分野
・冷媒
・発泡
・洗浄
・エアゾール等
代替物質製造産業
ハロン代替技術
・HFC
・不燃性ガス
・二酸化炭素
消化剤としてのハロンの利用
・消火設備
・消火装置
・消火器
地球温暖化ガス（HFC)の削減
・HFCは全温室効果ガスに対し
CO２換算で約２％
温暖化ガス（HFC)の代替・削減技術
・温暖化影響の小さいHFC
・HFE
・非フッ素系の利用等
社会的
インパクト
国民生活へのインパクト
・紫外線による健康影響
を防止（皮膚がん等）
地球温暖化や
異常気象による
生活への影響防止
経済的インパクト
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フロン転換：CFC全廃と代替品の動向（出荷量）
CFC
HCFC
（出所）平成14年度オゾン層などの監視結果に関する年次報告（平成15年8月環境省)
(千
ト
ン
）
・フロン・ハロン代替への産業界における幅広い対応促進
-環境対応技術・研究開発力の向上
-企業の環境ブランド確立
・国際競争力向上（欧州の環境規制に対し、日本の空調機器
産業の対応が米国に先行）
・フロン・ハロン市場の代替（HCFCとHFC:約360億円、CFCは
ピーク時の約600億円より消失）
・代替フロン利用機材のコストアップ
・フロン回収・処理産業の創出
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（参考）オゾン層破壊抑制効果について
１０
オゾン層破壊
オゾン層破壊により考えられる悪影響
紫外線の増大：
現在全て地表に到達していない
波長の短い紫外線UV-BおよびC
が地表に到達するようになる
（試算例）
成層圏オゾン量が現在の1／１０
になったと仮定
↓
UV-Bの全波長域と、UV-Cの一部波長域
が地表に到達する。
うち、波長300ｎｍのUV-Bは現在の数百倍
に増加
人体健康への悪影響
皮膚を破壊：皮膚炎症「日焼け」を起こす
・日本人の約3割が日焼けしやすいタイプ、約半数が抵
抗力を持つタイプと日焼けしやすいタイプ中間タイプ
皮膚癌を発生（紫外線が遺伝子変異や免疫抑制を通
じて影響すると見られる、特に白人）
・オゾン層が１％減少→メラノーマ以外の癌が2.7％
増大との予測あり
白内障を発生（失明につながる）
・感染症による失明が減少するなかで、白内障が失明
原因の首位になっている
免疫抑制を通じて感染症の増大・症状悪化（単純ヘル
ペスやマラリヤ、HIV等）
動植物や生態系への悪影響（→食物資源への悪影響も）
陸上植物の生態系変化（紫外線増加が植物種間の競
争関係を変える）
・UV-B照射が松の生長を累積的に低下させる一方、
高地生育植物には影響しない
・オーストラリアではカエルの大量死が発生
水中生物への悪影響
・日本近海や亜寒帯の動物プランクトンはUV-B照射増
加に耐えられない種が多い
・カタクチイワシはオゾン層９％減少で幼生が８％減る
との予測あり
・植物プランクトンの成長阻害（窒素の供給源であるア
ンモニアの吸収速度がUV-B照射で50％以上抑制）
・当該技術はオゾン層破壊物質の削減を通じて、
オゾン層破壊による悪影響を抑制。
・オゾン層破壊が一定以上進むと（限界を超えると）、オゾン
層破壊物質を削減しても、オゾン層の復元が困難になると
の見方あり。
・地球のオゾンは膨大な太陽エネルギーにより生成されてお
り、オゾンを人工的に作り回復するには、地球上の全エネ
ルギーを用いても足りないとされる。
(出所）関口理郎「成層圏オゾンが生物を守る」等よりMRI作成  
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冷媒として使用される特定物質などの出荷量（単位：千トン）
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HFC-134a その他HFC CFC合計（2000年～） HCFC合計（2000年～）
HFC合計（2000年～）
CFC
HCFC
HFC
（出所）平成14年度オゾン層などの監視結果に関する年次報告（平成15年8月環境省)
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）冷媒分野におけるフロン代替技術の利用プロセス
１１
非フッ素系（アンモニア、二酸化炭素、
炭化水素（イソブタン等））
限られた用途の一部：家庭用冷蔵庫、給
湯器、業務用冷凍庫、冷凍倉庫）
２０２０年実質全廃へ（HFCへ転換）
HFC：地球温暖化ガス
として削減対象
・フロンより劣る性能をカバーする技
術（耐圧設計、毒性に対する保護・
管理技術、信頼性確保技術等）
・コスト低減技術
・新規冷媒開発（大部分は海外技術
の導入、一部日本における開発）
・混合冷媒の開発（ｴﾈﾙｷﾞｰ効率向上
等）
［民間企業による開発］
・オゾン層破壊物質
（特にCFC）の大幅
削減
・機器の性能はフロ
ン同等維持
・若干のコストアップ
NEDO等における
研究開発
・代替冷媒開発可
能性の知見
・信頼性評価・制
御等ノウハウ
フロン冷媒の回収・破壊
フロン回収法および回収基準
等の公的研究開発・支援
企業の環境対応
技術力向上→
・環境ブランドイメー
ジ確立
・国際競争力向上
（欧州での環境規制
対応）
・フロンは全て代替され、代替フロンとしては主にフッ素系（HCFC、HFC）であり、非フッ素系（アンモニア、二酸化炭素、炭化水素系）は限ら
れた用途の一部で用いられる。
・HCFCはオゾン層破壊物質であり2020年実質全廃が予定され、この代替としてHFCが見込まれる（但しこれは温暖化物質である）。
・非フッ素系への代替は、冷媒としての物理的特性が求められることから、他の分野に較べて難しいと見られる（現状の空調・冷凍技術の
延長上では困難）。
・HFCが主流となりつつあり、今後、エネルギー効率も踏まえた地球温暖化影響が小さいHFC（混合冷媒含む）の開発・利用が課題となる。
・代替フロンへの空調機等の機器側でのフロンと同程度の性能・
コストを実現するための利用技術開発がなされ、これが企業の
環境対応技術向上、環境ブランドイメージ確立を促進し、国際
競争力向上にもつながった。
 
 
１２
HC(R600a)
HFC134a
HCFC22
CFC12
R502
家庭用冷凍冷蔵庫
CO2、HC
HFC134aCFC12カーエアコン
R407C、R410A
HCFC22業務用エアコン
R407C
R410A
HCFC22家庭用エアコン
R410A
R507A
HFC134a
R404A
CFC12、R502
HCFC22
輸送用冷凍車
R404A
R507A、R407C
CFC12、R502
HCFC22
アンモニア
冷凍倉庫
R404A
R407C
R507A
将来;CO2
R507A(低温)
HFC134a
R404A(低温）
アンモニア
CFC12
R502
HCFC22
業務用冷凍冷蔵庫、ショー
ケース
R407c他
HFC134a
HCFC22
CFC12、R502
アンモニア他
工業用冷凍機
R407c(空冷）
HFC134(水冷)
アンモニア
HCFC22容積式チラー
HCFC123
HFC134a
CFC11
CFC12
HCFC22
遠心式冷凍機
中長期将来1991-2003年1990年以前
IPCC2001報告
（含将来可能性）
日本における冷媒選択の変遷
冷凍空調機器における冷媒選択の変遷
CO2(給湯器）
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（参考）冷媒分野におけるフロン代替技術の詳細
（注）Rは、主としてHFC混合冷媒の呼称 (出所）「フロン等技術動向調査報告書」（平成14年度経済産業省委託調査）よりMRI作成  
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）発泡剤分野におけるフロン代替技術の利用プロセス
非フッ素系（水（二酸化炭素）、
炭化水素（シクロペンタン等））
コストがフロンとほぼ同等、
２００３年実質全廃（HFCへ転換）
コストがフロンの約3～5倍、
地球温暖化ガスとして削減対象
非フッ素系への
転換は接着性等
の性能上難しい
と見られる
新たな技術の必要性
・超臨界二酸化炭素等
（NEDOにより研究開発中）
・フロンより劣る断熱性能を
カバーする技術（発泡セル微細化等）
・コスト低減技術
［民間企業による開発］
・オゾン層破壊
物質（特に
CFC）の大幅
削減
・断熱性能はフ
ロン同等維持
・コストアップ
（断熱剤コスト
が約２～５割
アップ）
断熱材
シェア
フッ素系 二酸化炭
素（水系）
炭化水素
系
住宅 約４割
非住宅 約２割
自販機・ｼｮｰｹｰｽ等 約２割 ◎ △
プラント - 〇 〇
船舶（LNG船他） - ◎
冷凍車 - ◎
発泡用途細目
◎ △ △建築
その他
発泡剤用途別の代替フロン利用状況・フロンは全て代替され、代替フロンとしては、フッ素系（HCFC、
HFC）、二酸化炭素（水系）、炭化水素系がある。
・性能上不可欠な用途にフッ素系が用いられる。HCFCもオゾン
層破壊物質であり2003年実質全廃され、この代替としてHFCが
ある。（但しこれは温暖化物質である。）
・HFCの地球温暖化に対する削減については、代替物質の開発
が困難とみられる一方、断熱材としてのエネルギー効率等を踏
まえた温暖化影響の総合的評価の必要性が指摘される（HFC
は断熱性能に優れ、断熱剤としての省エネルギー性による温暖
化ガス削減効果を考慮すべきとの見方がある）。
１３
発泡剤として使用される特定物質などの出荷量（単位：千トン）
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（出所）平成14年度オゾン層などの監視結果に関する年次報告（平成15年8月環境省)
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（出所）平成14年度オゾン層などの監視結果に関する年次報告（平成15年8月環境省)
HFC
（僅か）
洗浄剤として使用される特定物質
などの出荷量（単位：千トン）
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（４）洗浄分野におけるフロン代替技術の利用プロセス
水系
炭化水素系
2020年実質全廃へ（HFCへ転換）
HFC：地球温暖化ガスとして
削減対象（溶剤コスト増）
各種溶剤
（塩素系等）
温暖化影響の小さ
いHFC／ＨＦＥ
非フッ素系
安全性（引火性、毒性）でフロンに劣る
→安全性対策等の設備コスト増加
洗浄性でフロンに劣る
→乾燥プロセスを要し、ランニングコスト増加
安全性（毒性）でフロンに劣る
→安全性対策等の設備コスト増加
・フロンより劣る安全性への対策や洗
浄性能をカバーする技術
（安全機構など、主に機械的な技術）
・コスト低減技術
［民間企業による開発］
・オゾン層破壊物質
（特にCFC）の大
幅削減
・洗浄性能はフロン
同等維持
・若干のコストアッ
プ
・フロンは全て、非フッ素系（炭化水素系、水系、各種溶剤（塩素系等）に代替された。
・限られた特定用途で、フッ素系のHCFCが利用されているが、これはオゾン層破壊物質であり2020年実質全廃が目指され、こ
の代替としてHFCがある。（但しこれは温暖化物質である。）
・地球温暖化影響が小さいHFEおよびHFEが開発されており、今後の普及が期待される（量産化等による価格低下が課題）。
NEDO研究開発
が寄与
１４
洗浄工程の削減（電気・電子分野等）
・無洗浄はんだ技術
・無洗浄ペースト技術
［民間企業による開発］
 
 118
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（参考）洗浄分野における多様な用途とフロン代替技術の詳細
１５
業種 被洗浄物
自動車 インジェクション･リフレクター･ブレーキパッド・エンジン部品・ハンドル・プレス部品・アルミダイカスト部品・鋳物部品・他
電子
液晶パネル・HDD部品・セラミック基板・ハンダボール・リードフレーム・原子力関係部品・測定機器部品・バイメタル・プレ
ス部品・切削部品・プリント基板・接点部品・コネクター・水晶発振子CAN・携帯電話部品・他
光学機器 カメラ部品・コピー部品・ポリゴンミラー・光ファイバー・レンズ・レーザー部品・他
文具
ボールペンのチップ・ハンコ部品・ボールペンキャップ・シャープペンボディ・ホッチキス部品・FD部品・MO部品・プリンター
部品・他
家電 モーターコア・エアコン部品（焼結部品）・電池ケース・板バネ・アルミダイカスト・プレス部品・切削部品・ビデオヘッド
機械 ベアリング・バルブ・特殊歯車・軸受(粉末治金)・プレス部品・切削部品・工作機械部品・熱処理部品・バルブ･他
伸管 ステンレスパイプ・銅パイプ・アルミパイプ・銅管・他
医療 レントゲン部品･注射針・胃カメラファイバー・FOキャップ・他
沸点℃ 引火点℃ 毒性許容値 液管理性
乾燥性 安全性 ppm 清浄性
フロン113 48　◎ ◎ 不燃　◎ 1000　◎ × ◎
トリクロロエタン 78　◎ ◎ 難燃　◎ 200　× × ◎
炭化水素 ○ ◎ △ 　　◎ ◎ ○
トルエン 111　◎ ◎ 4　× 200　× ‐ ‐
キシレン 135‐144　◎ ◎ 17‐15　× 100　× ‐ ‐
IPA 83　◎ △ 12　× ◎ ○ △
水系 水溶性洗浄剤 100　△ △ 　◎ ◎ △ ×
HCFC225 54  ◎ △ ◎ 100 △ ◎
HFC（ゼオローラ） 82.5  ◎ △ ◎ 125 △ ◎
トリクロロエチレン 87　◎ ◎ 難燃　◎ 50　× × ◎
テトラクロロエチレン 121　◎ ◎ 不燃　◎ 50　× × ◎
メチレンクロライド 40　◎ ◎ 難燃　◎ 200　× × ◎
廃液処理性
フッ素系
塩素系
（エタン代替）
可燃系
（炭化水素
系等）
廃止
脱脂洗浄性タイプ 品目
各種洗剤と特性（フロン、エタンおよびその代替品）
洗浄分野の多様な用途
(出所）各種資料よりMRI作成
(出所）各種資料よりMRI作成  
 
４．まとめ
１６
■フロン・ハロンに関する規制の下で、代替品製造・利用技術が開発・利用され、オゾン層破壊物質（フロンおよび
ハロン)の実質全廃（大幅な削減）を実現した（モントリオール議定書の目標達成を含む） 。フロン代替物質の１
つであるHCFCもオゾン層破壊物質であるが、これも2020年の実質全廃に向けて着実な進展がある（発泡分野
では2003年に実質全廃した）。
■HCFCの代替物質であるHFCはオゾン層破壊の問題はないが、地球温暖化が問題となる。これに対し、地球温暖
化影響の小さいHFC、HFEの製品化例があり、今後の普及が見込まれる（特に洗浄分野）。
■フロン・ハロン代替品製造・利用技術においては、政府の規制導入に対して検討が余儀なくされた民間の研究開
発が主役であり、公的研究開発活動・支援はこれを支える観点から実施された。官民交流とこれに基づく民間
への資金提供プロジェクトによる代替品探索も実施されたが、有望な新物質開発は少数であり、既存物質の応
用が中心という結果となった。また、国立研究所は、化合物の大気寿命測定や環境負荷の評価等の側面で民
間の研究開発を補完した。
■代替物質の開発は、主として海外技術の導入によるが、一部では国内による独自開発（民間のみによる開発お
よび公的寄与のあるものの両方）が見られた。それぞれの物質の利用範囲は部分的なものに限られたが、代替
品のオプションを提供することで、フロン全廃に至る規制措置を可能にした 。
■フロン代替物質の開発は民間企業には難しい基礎的でリスクの高いテーマであり、これに関して公的研究開発・
支援がなされ、部分的ではあるが実用化製品につながる成果が得られるとともに、代替物質開発の可能性（困
難性）等に関する多くの知見や評価技術を得られたことは、民間の研究開発のベースとして有意義であったとの
指摘もある。
■公的研究開発活動により、オゾン層破壊や地球温暖化の観測、フロン・ハロンおよび代替品の環境影響予測等
が、規制に関する国際的な合意と政策実現に寄与したことがあげられる 。
■フロン・ハロン規制の今後のあり方に関して、規制物質の大気寿命が数年～数千年と幅広いため、エネルギー
効率や環境負荷評価よって、規制すべき物質が変わることも考えられ、これらの十分な研究を踏まえ、総合的
な科学的知識に基づいて、規制等の政策を合理的に形成することが課題である。
■インパクトとしては、オゾン層破壊物質の大幅削減によるオゾン層破壊の抑制（社会的インパクト）、およびそれに
よって紫外線等による健康影響の防止（国民生活へのインパクト）がある。経済的インパクトとしては、主要なも
のとしてフロン・ハロン代替への産業界おける幅広い対応を促進し、それによる環境対応技術開発力の向上、
企業の環境フランドイメージの確立という効果が得られ、空調機器の環境規制対応に関する国際競争力向上に
もつながった等がある。
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４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
１７
総合的な科学知識に基づく合理的な規制や政策対応の必要性
■代替物質の環境影響評価等の総合的な科学的知識に基づいて、規制等の政策を合理的に形成することが課題で
ある。（公的研究機関・研究者） 。
■規制物質の大気寿命が数年～数千年と幅広いため、エネルギー効率や環境負荷評価における対象期間の考慮の
仕方により、規制すべき物質が変わる（HFCと炭化水素が逆転等）ことも考えられ、これらの評価の十分な研究が
課題である。（公的研究機関・研究者）
■冷媒および断熱材では、非フッ素系への代替に限界があり、HFCが技術的に有効な選択肢となる。この意味でも、
HFCの温暖化物質としてのより十分な評価が求められる。（関係産業団体）
■地球温暖化に関しては、二酸化炭素の温室効果の影響について議論があるところであり（人類の行為では避けられ
ない地球環境の変動との見方等）、温室効果ガスの削減による温暖化抑制という政策のみでなく、並行して、温暖
化が不可避なものとしての対応政策や技術研究開発も必要と考える 。（化学品メーカー・研究者）
基礎的および革新的技術の開発
■民間企業の研究開発は商品化志向を高める方向にあり、環境規制等への対応等に関わる各社共通のインフラとな
るような基礎的な研究開発は、国が戦略性を持って、公的研究開発として行う必要性がある。（空調機メーカー・マ
ネージャー）
■地球温暖化対応に関する公的研究開発活動・支援の内容としては、従来技術の延長上でCO2を漸減させるようなも
のよりも、抜本的なCO2削減技術（例えば持続可能なエネルギーとしてのバイオマス等）を重視すべきである 。（空
調機メーカー・マネージャー）
■空調・冷凍分野では、地球温暖化対応のため、フッ素系冷媒に依存しない、新たな技術概念による空調・冷凍等の
技術研究開発（吸着式等）も課題である。（関係産業団体）
インパクト拡大のための課題
■よりインパクトを拡大するとともに技術を普及させるためには、規制や補助金等、政策対応が課題である（例：より環
境負荷の少ない断熱材利用促進、地球環境影響だけでなく人体安全性等でも問題がある塩素系洗浄剤の代替促
進等） 。（関係産業団体、洗浄機器メーカー・役員）
その他
■環境科学に関わる人材育成等、人的基盤の整備が課題である。（学識経験者）
■ハロンは、ハロン・バンクにより回収・保管・リサイクルされるが、余剰分の破壊には大きなコストがかかると見られ、
厳重な管理のもとでリサイクル利用拡大等の、コストも踏まえた処分方法が課題である。（関係産業団体）
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２－６ 内分泌かく乱物質の人体、生体への影響解明技術（環境） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 発がん性物質や難分解性物質など人体・生体へ影響のある化学物質のうち、人の内分泌作用をか
く乱する可能性のある物質群である内分泌かく乱物質の影響解明技術。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 公的研究機関 (国立環境研究所化学物質環境リスク研究センター、国立医薬品食品衛生研究所
毒性部)２名 
z 企業(化学分析会社)１名 
 
(２) 技術動向  
人体や生体へ影響のある物質のうち、発がん性物質は長年注目され研究されてきた。浮遊粒子状物質
(SPM: Suspended Particulate Matter)と難分解性物質は近年注目され研究が進められているが、まだ人体や生
体への影響解明はされていない。今回取り上げる内分泌かく乱物質は、人体・生体への影響のある化学物質
のうち、人の内分泌作用をかく乱する可能性のあるもので、ここ 10 年で最も研究（影響解明）が進んだ物質で
ある1。発がん性や内分泌かく乱性などそれぞれの性質は、排他的ではなくひとつの物質が複数の性質を持つ
（例えば、ダイオキシンは、発がん性も内分泌をかく乱する性質も、難分解性も保有している）。 
内分泌かく乱物質には、ダイオキシン、ノニルフェノール、合成エストロジェン、トリブチルスズ、ビスフェノー
ル A などが存在する。内分泌とは、細胞からの分泌物（ホルモン）が毛細血管から循環血液中に入り、標的臓
器に運ばれ、標的器官を刺激して機能を発現する状態にすることであり、ホルモンには成長ホルモンや副腎
皮質ホルモン、女性ホルモンなどが存在する。内分泌かく乱物質は、本来ホルモンが結合すべきレセプターに
結合することによって、本来のホルモンと類似の作用をもたらしたり（エストロジェン様作用）、ホルモンの作用を
阻害（アンドロジェン様作用）したりする。また低用量問題といって、従来の毒性学における用量の数百万分の
一という非常に低い用量範囲でも影響を及ぼすことが指摘されている。 
現実の影響としては、野生動物の生殖機能異常やオスの雌性化と、環境中の化学物質との関係は指摘され
ているが、現在のところ、化学物質が内分泌系をかく乱することにより、人に健康影響を与えるという確たる因果
関係を示す報告は見られない。しかし、IPCS の調査では、人体機能へ悪影響を与える可能性はかなり高いと
報告されている。 
影響解明のためには、まず数万種類の既存化学物質から、人体や生体への悪影響がありそうな物質をスク
リーニングしなければならない。スクリーニングは計算機上でのバーチャル試験(In silico)、試験管内での試験
(In vitro)、実験動物を利用した試験(In vivo)を通じて行われる。近年特に発展したのは In silicoの定量的構造
活性相関（QSAR）試験で、物質の構造から毒性を想定しようというものである。スクリーニングにはこれらの方法
以外にも化学物質の影響発現の様子を遺伝子レベルで解明しようとするトキシコゲノミクスという手法も開発さ
れつつある。スクリーニングにより、人体や生体へ悪影響を持つ可能性の高い物質がリストアップされると、それ
らの物質に対して毒性の確定試験を行い、暴露評価と合わせて、リスク評価を行う。リスクが高いと判断された
物質に対しては規制等の手段が講じられることとなる。物質のリスク評価をする際に留意しなければならないこ
とは、毒性と暴露量の両者を考慮することである。毒性の強い物質でも人体への暴露量が少ない場合は、その
影響は小さい。逆に、毒性が弱くても大量に暴露する可能性がある場合は、厳重な管理を必要とする。 
                                                 
1 世界保険機構(WHO)および国際化学物質安全性計画(IPCS)では、内分泌かく乱物質を「内分泌系の機能に変化を
与え、それによって個体やその子孫あるいは集団(一部の亜集団)に有害な影響を引き起こす外因性の化学物質ま
たは混合物」と定義している。 
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(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
20,000 種類以上にもおよぶ既存化学物質のスクリーニングおよびリスク評価を、迅速かつコストを抑えて実
施できるかが課題であり、そのための研究開発が行われている。また、生体内での化学物質の影響を理解する
ための分子生物学による基礎的な知識の蓄積も重要である。公的研究開発・支援の主な寄与について以下に
示す。 
（大学や公的研究機関における基礎研究の継続・蓄積） 
○ 環境省では、1998 年より、環境ホルモン戦略計画 SPEED’98 として、内分泌かく乱作用が疑われる物質
を 68 物質指定し、暴露評価と生体での影響解明・評価を行っている。これまでに明確に内分泌かく乱作
用のある物質は見つかっていないが、リスクコミュニケーションなどの取り組みが今後も進められる方針で
ある。 
○ 経済産業省では NEDO 等からの委託研究を通して、バイオアッセイ等のスクリーニング手法や二世代繁
殖毒性試験等の確定試験の手法開発を進められている。 
○ 厚生労働省では、厚生労働科学研究費などを使って、国立医薬品食品衛生研究所等において研究開
発を進め、トキシコゲノミクス等のスクリーニング手法やげっ歯類一生涯試験法などの試験方法の確立を
行ってきた。 
○ 文部科学省では、科学技術振興機構戦略的創造研究推進事業として各種の基礎研究が 1998 年から行
われ、人体や生体への影響評価に関して科学的な知見を得た。 
○ 農林水産省では、主に農薬に関する研究が行われていた。 
○ 大学等で行われていた分子生物学の知見の蓄積が、各種影響解明手法の確立に大きく寄与した。 
（重点課題等への集中投資） 
○ 内分泌かく乱物質の人体・生体への影響解明に関する公的研究開発・支援は、環境省、厚生労働省、文
部科学省、経済産業省、そして農林水産省で行われている。2000年からはミレニアムプロジェクトにも取り
上げられている。野生生物は環境省、化学製品は経済産業省、薬品・食品は厚生労働省、農薬・農産物
は農林水産省、基礎研究は文部科学省によって、主に研究されている。 
インパクトアンケートによると、公的研究開発・支援の寄与の度合いは、「大」と「中」を合わせて80％と非常に
大きく、特に公的研究開発の寄与が大きい。ヒアリング調査においても同様の結果が得られている。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、物質の影響解明がなされて産業等がそれに対応することにより、以下のインパクトを実現して
いると見られている。 
○ 経済的インパクト 
z 有害性評価コストの低減。 
z 化学物質被害による事業リスクの低減。 
― 一例として、カネミ油症事件の請求総額は９億7187万円、水俣病でのチッソ負担額は2500億以上 
○ 社会的インパクト 
z 内分泌かく乱物質による環境汚染の回避。 
z 野生生物の内分泌系障害の回避。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 化学物質に対する安全・安心。 
z 新生児や胎児に対する不可逆的内分泌系の障害の回避。 
インパクトアンケート調査では、社会的インパクトと、国民生活へのインパクトが大きくなっている。ヒアリング調
査でも概ね同様の結果が得られている。一方、経済的なインパクトについては小さいとの回答が多い。これは、
回答者が経済的インパクトとして直接的な市場創出を主に想定したためと考えられる。 
 
(５) 指摘された課題と今後の公的研究開発・支援のあり方に関する意見（参考） 
① 技術的課題 
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○ 個々の物質の毒性だけでなく物質の集合としての毒性を解明しなければならない。（公的研究機関・研究
者） 
○ トキシコゲノミクス等に利用する遺伝子情報についてのデータベースについて、米国やOECDに任せてし
まっているので、今後は国内での整備が必要である。（公的研究機関・研究者） 
○ 稲作関連の化学物質のリスク評価など他国には任せられないものは、国内での取組が必須である。（企
業・研究者) 
○ 内分泌かく乱物質は低用量でも影響があるため、既存の評価手法とは異なる技術が必要であり、今後も
研究開発を行わなければならない。（公的研究機関・研究者） 
② 公的寄与に関する課題 
○ 既存化学物質のリスク評価は経済的な直接のリターンが非常に少なく、研究としての魅力もあまり大きくな
いので、公的なマネジメントが不可欠である。（公的研究機関・研究者、企業・研究者） 
○ 重点化で短期的に大きな予算がつくと具体的な成果が求められるため、目先の利益に走ってしまう。また、
あまりに巨大な予算を使いきれない場合も存在する。今後は継続的な研究を重視して欲しい。（公的研究
機関・研究者、企業・研究者） 
○ 多くの省庁で独立して研究がなされているので、国としてのマネジメントが必要である。現状はプロジェクト
間の情報共有も少なく、プロジェクトの成果の広報活動も欠けており、せっかくの成果が活かしきれていな
い。（公的研究機関・研究者、企業・研究者） 
○ 研究資源や研究人材が不足している。受け皿だけでなく、学生の数から増加させて欲しい。またテクニシ
ャンが雇えないなどの制度面の問題点も存在する。（公的研究機関・研究者） 
○ 日本では、プロジェクトの研究内容については早い者勝ちで、重複を認めない傾向にある。その場合、よ
り大規模で実力を持った研究者がプロジェクトを行えないという問題が生じる可能性がある。そのような事
態にならないための、適切なプロジェクト審査が必要である。（公的研究機関・研究者）
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１．技術動向
（１）化学物質の人体・生体への影響
１
化学物質のリスク= 有害性×暴露量
■発がん性物質は長年注目、研究されてきた。SPMと難分解性物質へは近年注目が集まっており、研究が進められている。
今回取り上げる、内分泌かく乱物質は、ここ10年で、最も研究（影響解明）が進んだ物質である。
■それぞれの性質は、排他的ではなくひとつの物質が複数の性質を持つ（例えば、ダイオキシンは、発がん性も内分泌を撹
乱する性質も、難分解性も保有している。）。
発がん性物質
・人に対する発がん性を
もつ物質
-アスベスト
-アラフトキシン
-ベンゼン
-六価クロム
-たばこの煙 等
内分泌かく乱物質
・人の内分泌作用を撹乱
する可能性のある物質
-ダイオキシン
-ノニルフェノール
-合成エストロジェン
-トリブチルスズ
-ビスフェノールA 等
SPM(浮遊粒子状物質)
・粒子状(10 ㎛以下)の大
気汚染物質
-自動車排ガス
-工場のばい煙
-自然由来（火山、火災）
等
難分解性物質
・化学・生物的に分解され
ず環境に残留する物質
-PCB
-ダイオキシン
-DDT
等
その他
・神経や免疫系への影響
を与える物質
-ホルムアルデヒド
-トルエン
-キシレン
-有機塩素系物質
-メチル水銀 等
 
１．技術動向
（２）内分泌かく乱物質の概要
２
① 内分泌かく乱物質とは
定義：内分泌系の機能に変化を与え、それによって個体やその子孫あるいは集団(一部の亜集団)に
有害な影響を引き起こす外因性の化学物質又は混合物 (WHO・IPCS)
－野生動物の生殖機能異常やオスの雌性化と環境中の化学物質との関係は指摘されているが、現在のところ、化学物質が内分
泌系をかく乱することにより、人に健康影響を与えるという確たる因果関係を示す報告は見られないが、IPCSの調査では、人体
機能へ悪影響を与える可能性はかなり高いと報告されている。
② 内分泌とは
細胞からの分泌物（ホルモン）が毛細血管から循環血液中に入り、標的臓器に運ばれ、標的器官の機能を刺激し
てスイッチオンの状態にすること。代表的なホルモンとその作用は下表の通り
ホルモン名 部位 主な作用 欠乏症/過剰症
成長ホルモン 下垂体 成長のこう進 欠乏：小人症、過剰：巨人症
甲状腺ホルモン 甲状腺 代謝のこう進、知識・成長の調整 欠乏：クレチン症、過剰：バセドウ病
インシュリン すい臓 血糖の低下 欠乏：糖尿病
副腎皮質ホルモン 副腎 代謝や免疫等の調整、ストレス反応 欠乏：アジソン病
女性ホルモン(エストロジェン) 卵巣 女性化、卵子の発育、排卵 過剰：膣・乳がん
男性ホルモン(アンドロジェン) 精巣 男性化、精巣の発育、精子合成
③ 内分泌かく乱物質の作用メカニズム
（１）レセプター結合
内分泌かく乱物質は、本来ホルモンが結合すべきレセプターに結合することによって、本来のホルモンと類似の
作用をもたらしたり（エストロジェン様作用）、ホルモンの作用を阻害（アンドロジェン様作用）したりする。
（２）低用量問題
通常の毒物はある閾値を下回る場合は、影響がないが、内分泌かく乱物質は、従来の毒性学における用量の数
百万分の一という非常に低い用量範囲でも影響を及ぼすことが指摘されている。
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１．技術動向
（３）内分泌かく乱物質の影響解明技術の概要
３
■20,000種類以上にもおよぶ既存化学物質のスクリーニングおよびリスク評価を如何に迅速にコストを抑えて実施できるか
が、課題であり、そのための研究開発が行われている。
■分子生物学における知見の蓄積が、内分泌かく乱物質の影響解明には大きく寄与している。
化学物質
世界：約10万種
日本：約5万種
人体への悪影
響が疑われる
物質
人体への悪影
響がある物質
スクリーニング：①→③の手順で、化学物質をふるいにかけ、確定
試験を行う優先順位をつける。トキシコゲノミクス
という新たなスクリーニング法も開発されつつある。
① In silico：コンピュータ上でのバーチャル試験
‐定量的構造活性相関（QSAR）
② In vitro：組織由来の培養細胞や酵母等を使用した試験
‐ホルモン受容体結合試験
‐ホルモン受容体結合応答性レポーター遺伝子アッセイ
③ In vivo：実験動物を使用した試験
－子宮肥大試験
－ハーシュバーガー試験
－改良２８日間反復投与毒性試験
○トキシコゲノミクス：化学物質が特定の臓器や組織に害を及ぼす副作用の
仕組みを遺伝子レベルで解明する研究
対応
リスク評価
暴露評価を行い、有害性と併せて判断
対応策の検討
リスク管理、規制、情報共有
分子生物学
‐化学物質と生体
内の分子との
関係
‐遺伝子情報
確定試験：物質の有害性を確定
－改良２世代生殖毒性試験
－改良１世代生殖毒性試験
化学物質の有害性評価手順
 
 
２. 公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
技術の
展開
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1980年代 1990年代 2000年代
４
1970年代
1960年代～ 野生生物の生殖機能異常や雌化が観察され始める
1962年 レイチェルカーソ
ン「沈黙の春」出版
1960年代
1950～60年代 DDTやPCBがエストロ
ジェン様作用をもつことの証明（米）
1996年 シーア・コルボー
ンら「奪われし未来」出版
1999年 ダイオキシン類
対策特別措置法施行
1999年 PRTR法
1993年 環境基本法
1998年 「環境ホルモン」
流行語に選出
環境省 環境ホルモン戦略計画SPEED’98 [1998～]
1998年 米国EPA内のEDSTACがスク
リーニングプログラムに関する報告
旧環境庁、旧厚生省、旧通商
産業省、農林水産省、旧労働
省による 情報交換会設立
[1994]
2002年 OECD EDTAによる
試験系の整理・分類
確定試験
改良2世代生殖毒性試験 改良1世代生殖毒性試験
暴露評価
分子生物学による人体・生体への影響解明(メカニズム解明)
厚生労働省 厚生労働科学研究費等[1998～]
スクリーニング
QSAR In vitro
In vivo トキシコゲノミクス
経済産業省 NEDOプロジェクト等[1999～]
文部科学省 JST戦略的創造研究推進事業 [1998～]
国際的研究動向
農林水産省 農薬等農林水産業に関する取組み[1998～]
ミレニアムプロジェクト ダイオキシン
類、環境ホルモンの適性管理、無害
化の促進及びリサイクル技術の開発
[2000～]
 
 125
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
５
■内分泌かく乱物質の人体・生体への影響解明に関する公的研究開発・支援は、環境省、厚生労働省、文部科学省、経済
産業省、そして農林水産省で行われている。2000年からはミレニアムプロジェクトにも取り上げられている。
■野生生物は環境省、化学製品は経産省、薬品・食品は厚労省、農薬・農産物は農水省、基礎研究は文科省によって、研
究されている。
公的研究開発・支援 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
環境省　環境ホルモン戦略計画SPEED’98
[1998～]
・ 暴露評価
・ 生体での影響解明・評価
国立環境研究所等での研究
・内分泌かく乱作用が疑われる物質を68指定
し、毒性評価と環境中の濃度測定を行った
・国際共同研究を進めた
厚生労働省　厚生労働科学研究費等
[1998～]
・ スクリーニング
・ 確定試験
・ 生体での影響解明・評価
国立医薬品食品衛生研究所等での研究
・スクリーニングスキームの確立
・スクリーニング手法の研究
・トキシコゲノミクス
・げっ歯類一生涯試験法（確定試験）
文部科学省　JST戦略的創造研究推進事
業 [1998～]
・ 内分泌かく乱問題に関する基礎研
究
大学や公的研究機関への研究開発費支援
・人体への影響評価
・生体への影響評価
・環境中の存在量の測定
経済産業省　NEDOプロジェクト等
[1999～]
・ スクリーニング
・ 確定試験
NEDOによる各種研究所への研究委託
・ 二世代繁殖毒性試験の実施
・ ＤＮＡチップ技術、ＤＮＡマイクロアレイ技術を
活用したバイオアッセイ法
農林水産省　農薬等農林水産業に関する
取組 [1998～]
・ 確定試験
・ 暴露評価
・ 生体での影響解明
農林水産省系の研究所等での研究
・農薬の安全性評価
・海洋水産資源に及ぼす影響調査
・農林水産業に関わる作用機構解明
ミレニアムプロジェクト　ダイオキシン類、環
境ホルモンの適性管理、無害化の促進及
びリサイクル技術の開発[2000～]
・ 各種研究 各省庁への研究開発資金援助
 
 
１０
技術 インパクト
経済的インパクト
・有害性評価コストの低減
・化学物質被害による事業リスクの低減
[カネミ油症事件は請求総額は9億7187万円、
水俣病でのチッソ負担額は2500億以上]
社会的インパクト
・内分泌かく乱物質による環境汚染の回避
・野生生物の内分泌系障害の回避
国民生活へのインパクト
・化学物質に対する安全・安心
・新生児や胎児に対する不可逆的内分泌系の
障害の回避
６
利用領域
確定試験技術
・毒性評価
分子生物学
産業
・化学工業
・医薬品産業
・農林水産業
・その他化学物質を使用する
全ての企業
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）インパクト実現プロセス
スクリーニング技術
・In silico
・In vitro
・In vivo
・トキシコゲノミクス
暴露試験技術 市民生活
・廃棄物処理
・インフラ整備（上下水道等）
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）内分泌かく乱物質の人体・生体への影響解明によるインパクト実現プロセス
７
化学物質
既存
化学物質
新規
化学物質
人体・生体に悪影響
のある化学物質
化審法により、難分解性・長期毒性・動植物への影響に関する
調査が義務付けられており、企業が自主的に影響解明をする。
化学物質の多くを占めているが、毒性試験の実施のために大きな
コストと長い時間がかかるため、現状有害性評価は進んでいない。
（年間約300種）
（約20,000種）
有害性評価
・スクリーニング
・確定試験
リスク評価
＋
政治的判断
経済的インパクト
・有害性評価コストの低減
・化学物質被害による事業リスクの低減
社会的インパクト
・内分泌かく乱物質による環境汚染の
回避
・野生生物の内分泌系障害の回避
国民生活へのインパクト
・化学物質に対する安全・安心
・新生児や胎児に対する不可逆的内分
泌系の障害の回避
低コスト化・簡便化
規制や厳重管理
公的取組
民間での取組
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
 
 
４．まとめ
８
■内分泌かく乱物質とは、内分泌系の機能に変化を与え、レセプターと結合し、ホルモンの働きを過
剰にしたり阻害したりすることにより、個体やその子孫あるいは集団(一部の亜集団)に有害な影
響を引き起こす外因性の化学物質又は混合物のことである。える。また、非常に低用量でも影響
が生じることがわかっている。
■野生動物の生殖機能異常やオスの雌性化と、環境中の化学物質との関係は指摘されているが、
現在のところ、化学物質が内分泌系をかく乱することにより、人に健康影響を与えるという確たる
因果関係を示す報告は見られない。しかし、IPCSの調査では、人体機能へ悪影響を与える可能
性はかなり高いと報告されている。
■20,000種類以上にもおよぶ既存化学物質のスクリーニングおよびリスク評価を如何に迅速にコス
トを抑えて実施できるかが課題であり、そのための研究開発が行われている。また、生体内での
化学物質の影響を理解するための分子生物学による基礎的な知識の蓄積も重要である。
■内分泌かく乱物質の人体・生体への影響解明技術は環境省、厚生労働省、経済産業省、文部科
学省、農林水産省でそれぞれ研究されている。公的研究機関を中心に有効な影響解明技術が
開発されており、公的寄与は非常に大きく必須なものである。しかし、プロジェクト間での知識共
有がされないなど、省庁縦割りの問題も少なからず存在している。また、短期的な資金は増大し
たものの、長期的な資金や人材面では、より一層の整備が必要である。
■適切な影響解明による国民の安全・安心の向上が国民生活への最大のインパクトである。環境
や野生生物の汚染の防止や、分析コストの低減等のインパクトも存在する。また、被害の未然防
止による企業のリスク低減効果も大きなものである。
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４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
①技術課題に関して
■個々の物質の毒性だけでなく物質の集合としての毒性を解明しなければならない。（公的研究機関・研究者）
■トキシコゲノミクス等に利用する遺伝子情報についてのデータベースについて、米国やOECDに任せてしまっている
ので、今後は国内での整備が必要である。（公的研究機関・研究者）
■稲作関連の化学物質のリスク評価など他国には任せられないものは、国内での取組が必須である。（企業・研究者)
■内分泌かく乱物質は低用量でも影響があるため、既存の評価手法とは異なる技術が必要であり、今後も研究開発
を行わなければならない。（公的研究機関・研究者）
②公的寄与に関して
■既存化学物質のリスク評価は経済的な直接のリターンが非常に少なく、研究としての魅力もあまり大きくないので、
公的なマネジメントが不可欠である。（公的研究機関・研究者、企業・研究者）
■重点化で短期的に大きな予算がつくと具体的な成果が求められるため、目先の利益に走ってしまう。また、あまりに
巨大な予算を使いきれない場合も存在する。今後は継続的な研究を重視して欲しい。（公的研究機関・研究者、企
業・研究者）
■多くの省庁で独立して研究がなされているので、国としてのマネジメントが必要である。現状はプロジェクト間の情報
共有も少なく、プロジェクトの成果の広報活動も欠けており、せっかくの成果が活かしきれていない。（公的研究機
関・研究者、企業・研究者）
■研究資源や研究人材が不足している。受け皿だけでなく、学生の数から増加させて欲しい。またテクニシャンが雇え
ないなどの制度面の問題点も存在する。（公的研究機関・研究者）
■日本では、プロジェクトの研究内容については早い者勝ちで、重複を認めない傾向にある。その場合、より大規模で
実力を持った研究者がプロジェクトを行えないという問題が生じる可能性がある。そのような事態にならないための、
適切なプロジェクト審査が必要である。（公的研究機関・研究者）
９  
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２－７ リチウム電池の高密度化・高寿命化技術（ナノテクノロジー・材料） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 繰り返し充電できるタイプの電池である二次電池の中で、携帯電話やノートパソコンなど携帯機器用
電源として近年とりわけ著しい伸びをみせているリチウムイオン二次電池。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（九州大学講師：元電池メーカー役員）１名 
z 公的研究機関（産業技術総合研究所、科学技術振興機構）研究者３名 
z 企業（電池メーカー）役員、マネージャー各１名 
 
(２) 技術動向  
電極材料としてのリチウムの有用性は、理論的に古くから指摘されてきた。しかし、金属リチウムは取り扱い
が難しく、爆発の危険性があることから、リチウム一次電池の利用は進まなかった。1980 年代から日本で金属リ
チウムではなく、リチウムイオンを用いるリチウムイオン二次電池の開発が始まり、1990 年代初頭に日本企業が
世界に先駆けて製品化に成功した。日本の技術水準は世界をリードしている。製品化のポイントは、保護回路
を組み入れた二次電池として、モバイル機器等への専用電池としたことである。これによって、安全性の問題が
クリアされた。 
リチウム電池は、パソコンや携帯電話などのモバイル機器において多く使用されるため、現状の技術開発に
おいては、小型化が主要な開発要素となっている。小型化を実現するには、電池のエネルギー密度を高める
ことが重要となる。近年は、負極の黒鉛の表面構造の制御、薄型の微多孔質セパレーターの採用により、高密
度化が進展している。また、ポリマー電池や固体電解質を用いた全固体リチウム二次電池等も開発されつつあ
る。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
リチウム電池の研究開発は、民間企業主導で開発が進んできたため、技術の進展に直接的寄与した顕著な
公的研究開発・支援は見られなかった。 
ただし、電極材料開発への支援、軽量アルミ外装の加工へのレーザ加工技術の利用などを通じて、基礎研
究に対する間接的な寄与があったと考えられる。具体的には以下のような開発要素に対する寄与が考えられ
る。 
z 電池の反応機構、劣化機構についての研究 
z 高エネルギー密度新材料についての研究 
z 電池の安全性確保についての研究 
z 電解液の誘導性向上についての研究 
なお、小型化とは異なるが、リチウムイオン電池の大型化・大容量化を目指した公的研究開発として、「分散
型電池電力貯蔵技術開発」プロジェクト（旧通商産業省（NEDO）、1992 年～2001 年）と｢燃料電池自動車等用
リチウム電池技術開発｣（経済産業省（NEDO）、2002年～）がある。 
インパクトアンケート調査結果によると、当該技術に対する公的研究開発・支援の寄与度合いが「大」と回答
した割合は約４％に過ぎず、「大」もしくは「中」と回答した割合でみても５割に満たない。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、携帯電話・モバイル機器の小型・軽量化に大きく寄与し、電気機器の基盤技術として、民生・
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運輸・電力部門での利用により、以下のようなインパクトを実現している。 
○ 経済的インパクト 
z 小型化・軽量化を通じた電子機器等の市場拡大。 
z リチウムイオン二次電池の売上げ（約2,500億円／年）。 
z 2002年に日本がシェア第１位。 
○ 社会的インパクト 
z 土壌汚染の改善（従来の二次電池で用いられる鉛や水銀、カドニウムを使用しないため）。 
z 電力供給の安定性・信頼性の向上。 
z 新エネルギー利用促進の可能性（太陽光発電等）。 
z 地震、台風、津波等の災害時の非常電源の確保。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 小型電子機器・モバイル機器利用による便益。 
z ユビキタス社会の実現を通じた生活の変革。 
インパクトアンケート調査結果によると、インパクトが「大」もしくは「中」と回答した割合が、経済的インパクト、
社会的インパクト、国民生活へのインパクトともに80％を超えている。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 現状の課題 
○ リチウム二次電池材料であるコバルトが高価であり、電池の低コスト化の妨げとなっている。コバルトに代
わる安価な材料の探索が急務となっている。（企業） 
○ リチウム二次電池の利用範囲が拡大するにつれ長寿命、安定化が次の課題になるものと思われる。これ
には電池機構などの基礎的研究が重要である。（企業、学識経験者） 
② 今後の研究開発・支援のあり方等についての意見 
○ 電池の基盤技術への支援が求められる。電池の開発には、材料・加工技術、電解質開発などの基盤技
術の研究開発が重要である。（学識経験者、公的研究機関・研究者） 
○ 研究開発のためのネットワーキングが求められる。民間ベースで行なわれている電池開発であるが、企業
の閉鎖性に起因する無駄が大きい（蓄積した技術が他で活かされないなど）。人と技術の流動化を図る必
要がある。（学識経験者） 
○ 電池に関する原理・原則を理解した研究者を大学は輩出していないなど、産業界が受け入れる人材が不
足している。（学識経験者） 
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小型リチウムイオン電池のエネルギー密度の推移（高密度化）
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エネルギー密度は電池によりばらつきがあるが、全体的に高密度化が進み、リチウムイオン電池の小型・軽量化
に寄与している。
１．技術動向
（１）高エネルギー密度化
１ 
１．技術動向
（２）リチウム電池開発の背景とニーズの変化
周辺環境
リチウム電池の発展
ニーズの変化
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
70年代まで
リチウム一次電池 電池性能の向上
イオン吸蔵材の開発
小型化・
薄型化
1985年 ユニオン・カーバイド社が
インドのリチウム電池工場で爆発
事故を起こし、経営悪化
80年代～日本でリチウ
ムイオン二次電池の開
発開始
金属リチウム利用から
リチウムイオン利用へ
冷戦の時代
米ソ宇宙開発競争
1991年 正極にコバル
ト酸リチウムを用いたリ
チウムイオン二次電池
の実用化
分散型電
池、電力
貯蔵への
利用検討
燃料電池自
動車、電気
自動車等へ
の利用検討
90年代
日本が世界に先駆
けてリチウムイオン
二次電池の製品化
に成功
1995年頃～
ノートパソコン・
携帯電話の軽
量化・小型化
へのニーズ大
高密度化
大型のリチウムイオン二次電池のニーズ
新規材料開発技術
正極・負極材料の開発
1999年 リチウム・ポリマー
電解質イオン二次電池が
実用化。薄型化が進む。
レーザー溶接技術の
進歩(微細化）
1995年頃 エネル
ギー密度：約275ｗｈ/
ｌ,115wh/kg
2003年頃 エネル
ギー密度：約420ｗｈ/
ｌ,160wh/kg
炭素材料技術
世界的には、リチウ
ム電池の軍事用・宇
宙開発用電源として
のニーズが中心
1990年頃～
8mmカムコー
ダ用電池として
利用
モバイルブー
ム始まる
小型リチウムイオン二次電池へのニーズ増大
地球温暖化の
社会問題化
リチウム電池の
安全性・安定性へ
のニーズ
ポリマー電池の登場
1979年
正極材料としてコバ
ルト酸リチウム材料
が開発される
安全性・安定性の向上
民生部門での需要が急増
電解質技術
低コスト化の要求
ニーズの多様化
リチウム一次電池の火災事故多発
世界的にはリチウム電
池の需要低下
日本では機器の小型化・
軽量化へのニーズがあ
り、リチウム電池の研究
は続行（民間主体）
２ 
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正極
負極
電解質
セパレーター
外装缶
基盤技術
製品化
１．技術動向
（３）小型リチウムイオン二次電池開発の歴史
1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
金属リチウムからリチウムイオン利用への
転換
固体電解質（1993年頃～）
炭素材料技術
ポリマー電解質（ゲル電解質）(1987年～）
全固体リチウム二
次電池へ
ポリマー電池
密閉化技術
高分子工学
70年代までリチウム一次電池 80年代～リチウムイオン二次電
池の実用化研究が始まる
1999年 リチウム・ポリ
マー電解質イオン二次電
池が実用化。薄型化が進
む。
材料工学・ナノテクノロジー
アルミニウム缶
ラミネートフィルム外装
→ 軽量化
表面構造制御
→ 軽量化・薄型化
金属リチウム
コーテイング技術
黒鉛（1995年頃～）
リチウム吸蔵金属の探索 リチウム吸蔵合金
金属リチウム実用化失敗導電性ポリマー
製品化・主流
コバルト酸リチウムの開発（1979年）
ハイパワー化（高密度化）
製品化・主流
微多孔質セパレーター → ハイパワー化（高密度化）→ 薄型化
リチウム一次電池用セパレーター
リチウム二次電池用セパレーター開発
ゲル電解質セパレーターの開発
レーザー溶接技術（(微細加工）
安全性の向上
鉄・スチール缶
製品化・主流に
ポリオレフィン微多孔質
セパレーターが主
→ 軽量化・薄型化
不織布・多孔質セパレーター
エチレンカーボネート（ 1991年～） → サイクル寿命の向上
製品化・主流に
有機系電解液
有機イオウ系化合物
90年代 リチウムイオン二次
電池の製品化
ハードカーボン
（コークス）
（1991年～92年頃）
1991年 正極にコバル
ト酸リチウムを用いたリ
チウムイオン二次電池
の実用化
有機系正極材料の研究
ニッケル、マンガン系正極材料の研究
→安全性の向上へ
1995年 セルガード（株）がリ
チウムイオン電池用３層セパ
レーターを商品化
カーボネート系電解液の探索
３ 
２. 公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
リチウム電池の発展
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
電気自動車用電源とし
て実用化
70年代まで
リチウム一次電池
小型リチウムイオン二次電池の研究開発は民間主導で行われてきた
1986年 ソニーがリチウムイオ
ン二次電池の研究に着手
イオン吸着・吸蔵材の開発
1985年 ユニオン・カー
バイド社がインドのリチ
ウム電池工場で爆発事
故を起こし、経営悪化
80年代～
リチウムイオン二次電池
の開発
金属リチウム利用からリ
チウムイオン利用へ
1979年
正極材料としてコバル
ト酸リチウム材料が開
発される
199１年 正極にコバル
ト酸リチウムを用いたリ
チウムイオン二次電池
の実用化
1992～2001年
「分散型電池電力貯蔵技
術開発」プロジェクト（リチ
ウム二次電池）
2002年～継続中
「燃料電池自動車等用リ
チウム電池技術開発」経
済産業省
90年代
リチウムイオン二
次電池の普及
ノートパソコン・携帯
電話の普及
１９６０年代前半～
宇宙開発用電源と
して密閉型二次電
池が開発
高密度化
1960年代
ノートパソコン・
携帯電話等移
動体電源に利
用
1973年 リチウ
ム一次電池が商
品化（松下電器）
正極・負極材料の開発
1999年
リチウム・ポリマー
電解質イオン二次
電池が実用化。薄
型化が進む。
大型化へ
小型化
４ 
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）リチウムイオン二次電池の台頭 １
リチウムイオン二次電池は、95年ごろから急速にシェアを拡大し、2002年にはシェア第一位となった。95年頃
から始まったモバイルブームが背景にある。
携帯電話、パソコンなどの民生用はもちろん、非常用電源のバックアップ、自動車用電源など用途が拡大して
いる。
５
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リチウムイオン
ニッケル水素
ニカド電池
燒結式
ポケット式
小形シール
その他鉛
自動車用
二次電池販売金額の推移 二次電池販売数量の推移
出典：（社）電池工業会
 
ニッケル水素電池
ノートパソコン・携
帯電話の軽量化・小
型化へのニーズ大
8mmカムコー
ダ用電池として
リチウム電池
が開発される
移動電話
携帯電話
ノートパソコン
モバイル機器
カムコーダ
VTR リチウムイオン電池ニカド電池
1990年 1995 年 2000年
リチウム電池
の販売量急増
1985 年
97年～98年頃から、リチウム電池の比重が増大
93年頃までは、リチウム電池用途はビデオムービーが中心
95年頃から、Pentiumの搭載やパネルの大型化によ
る消費電力の大幅アップによりパソコン用途が拡大
リチウムイオン電池ニカド電池
ニッケル水素電池 リチウムイオン電池ニカド電池
ニッケル水素電池
３．リチウムイオン二次電池開発のインパクト
（２）リチウムイオン二次電池の台頭 ２
６ 
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）技術を起点とした各種インパクト
小型リチウム電池
大型リチウム電池
利用領域 インパクト
民生部門での利用
・携帯電話・ノートパソコンなどモバイル機器
・・ビデオカメラなど映像機器
・ウォークマンなど携帯音響機器
・電動ノコギリなど携帯電動工具
・玩具
その他あらゆる分野で既存電池との置き換えが進んでいる
運輸部門の利用
・電気自動車・電動アシスト自転車
・燃料電池自動車
・航空機・船舶・潜水艦
・人工衛星・惑星探査機
電力分野での利用
・電力貯蔵
・分散電源への利用
経済的インパクト
・電子機器等の市場拡大
・リチウムイオン二次電池の売上げ
（約2,500億円／年）
社会的インパクト
・鉛や水銀、カドミウムを使用していないため、
環境を汚染することなく処理できる。
国民生活へのインパクト
・小型電子機器、モバイル機器利用による便益
・ユビキタス社会の実現へ
７ 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（４）小型リチウム二次電池の利用とインパクト実現プロセス
国民生活へのインパクト
快適性・利便性向上
自動車の普及拡大
（価格・性能比向上による）
安全性向上
経済的インパクト
国民生活へのインパクト
電池性能の向上
リチウム二次電池
の開発
電子機器等の市場拡大
電力供給の安定性・信頼性の向上
小型電子機器・モバイル機器
利用による便益
ユビキタス社会の実現へ
環境問題の改善（土壌汚染）
小型・軽量化
高密度化
長寿命化
レーザー加工技術
ナノテクノロジー
・材料工学
電池既存技術
リチウム一次電池
要素技術
電極材料
安全性の向上
リチウムイオン二次電池の売
上げ（2,500億円／年）
新エネルギー利用促進の可能性
（太陽光発電等）
地震、台風、津波等の災害時の非常
電源の確保
社会的インパクト
電解質
セパレータ
外装
低コスト化
アルミ外装缶の溶接
小型・薄型電池の細密溶接
イオン吸蔵材料の開
発・炭素系材料など
技術的インプット
開発の背景
携帯電話の普及
モバイル機器の軽量・小型化へのニーズ
ITバブル・情報化社会の到来
1980年代～
1990年代～
高分子工学
消費者の「軽薄短小」志向
８  
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４．まとめ
９
■リチウム二次電池は日本のメーカが世界に先駆けて製品化したもので、技術水準は世界をリードしてい
る。
■当該技術は携帯電話・モバイル機器の小型・軽量化に大きく寄与し、電気機器の基盤技術として経済・
社会および国民生活に幅広いインパクトを有している。
■各メーカの自主的努力により、電池の高エネルギー密度化が進行してきた。
■これまでのところ、当技術の進展に直接的寄与した顕著な公的研究開発・支援はみられない。
（ただし、電極材料の創生などに材料分野の支援、軽量アルミ外装の電池の加工などにレーザ加工関連
の支援が、間接的には寄与している可能性はある。）
 
１０
４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
（参考）今後の研究開発・支援のあり方についての意見
■電池の基盤技術への支援が求められる。電池の開発には、材料・加工技術、電解質開発などの基盤技術
の研究開発が重要である（学識経験者、公的研究機関・研究者）。
■研究開発のためのネットワーキングが求められる。民間ベースで行なわれている電池開発であるが、企
業の閉鎖性に起因するムダが大きい（蓄積した技術が他で活かされないなど）。人と技術の流動化を図
る必要がある（学識経験者）。
■人的基盤が弱い。大学で当該技術の実用的な利用経験が不足し、産業界で当該技術の人材不足が指摘さ
れる（学識経験者）。
現状と課題
■リチウム二次電池材料であるコバルトが高価であり、電池の低コスト化の妨げとなっている。コバルト
に代わる安価な材料の探索が急務となっている（企業）。
■リチウム二次電池の利用範囲が拡大するにつれ長寿命、安定化が次の課題になるものと思われる。これ
には電池機構などの基礎的研究が重要である（企業、学識経験者）。
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２－８ 光触媒材料（ナノテクノロジー・材料） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 酸化チタンによる光触媒効果の発見、応用に至る技術。 
z 酸化チタン光触媒を応用した製品の開発、製造にかかる技術。 
z 酸化チタンを中心とする材料開発技術。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者(東京大学教授)２名 
z 公的研究機関 (産業総合研究所)２名 
z 企業（衛生陶器メーカー)１名 
 
(２) 技術動向 
(技術概要) 
光触媒とは、光を吸収することで、反応を促進する触媒のことである。代表的な光触媒である酸化チタン
（TiO2）は、古くから白色顔料として利用されているように一般的な材料である（光触媒として利用される酸化チ
タンは現在でもごく一部）。酸化チタンにある種の光触媒作用があることは少なくとも 1940 年代には知られてい
たが（白色顔料が自己崩壊するネガティブな現象として）、今日のように注目されるようになったのは、1960 年
末に、酸化チタンによる水の光分解作用が発見・発表されたことに始まる。 
酸化チタンによる光触媒効果としては、分解作用、親水作用という 2 つの特性があり、これが防汚、防曇、抗
菌、空気浄化、水浄化などの作用をもたらす。通常、酸化チタンによる光触媒反応は380nm以下の波長（紫外
線）を含む光により起こる。可視光ではほとんど反応しない。また、光触媒作用は光を浴びる表面でしか起こら
ないため、大量の有機物分解には不適である。これらの特性をもとに、その用途と材料特性は、(a)タイルやガ
ラス等での抗菌・防汚・防曇作用、(b)空気清浄機や水処理装置などにおける汚染物質分解作用、の 2 つに分
けられる。 
(a)では、タイルやガラス等の表面特性を維持する（きれいに保つ）ことが目的であるのに対して、(b)では、周
囲環境（空気や水）に働きかけ浄化を進めるという点で、開発の方針が大きく異なる。また、関連する研究機関、
企業も異なる（東京大学・東陶機器は主に前者、産総研は主に後者）。(a)については既に市場に浸透している
が、(b)はまだ本格的に普及していない。 
(技術的展開と技術課題) 
酸化チタンによる光触媒の作用は、1972 年の本多・藤嶋論文（水の光分解）によって一躍脚光を浴びた。ま
た、1980 年の坂田・川合論文によって有機物分解作用が注目された。これにより空気清浄機、水処理装置な
どが開発されたが、酸化チタンが粉末状で扱いにくかったこともあって普及しなかった。ここにブレイクスルーを
もたらしたのは、1992 年に酸化チタンの薄膜が発表されたことである。これにより、タイル表面へのコーティング、
空気清浄機フィルタ等への応用が急速に進むこととなった。さらに、1997年には酸化チタンの超親水性が発表
され、普及に拍車をかけた。 
一般に、光触媒における技術課題としては、材料開発、機能空間評価、生産技術・装置がある。1990 年代
のブレイクスルーをもたらしたのは、民間企業主導で進められた薄膜コート技術である。それは、タイル・建材と
いった高温域、ガラス・樹脂などの中温域、塗料・コートなど低温・常温域へと次第に発展してきた。 
(応用分野) 
光触媒の応用分野は多岐にわたっている。現状で普及が進んでいるのは、住宅設備・建材（防汚機能のあ
るタイル、テント材等）、車両関連（防曇機能のあるサイドミラー）などである。道路資材関連（遮音壁、トンネル
内NO X除去装置除去装置）については、技術的には進展しているが普及していない。 
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(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
光触媒技術の発展における公的研究開発・支援は、国立大学や公的研究機関における研究が主であり、
最近に至るまで大型プロジェクトは組成されなかった。公的研究開発・支援の主な寄与について以下に示す。 
（大学や公的研究機関での原理・現象の発見） 
○ 1980 年代までの光触媒の研究において、国立大学や公的研究機関は現象発見・原理解明などの面で
重要な役割を果たした（特に、水の光分解の発見（1967年）、有機物分解の発見（1980年発表））。 
（重点課題等への集中投資） 
○ 1990年代後半には、プロジェクト研究が組成され、環境浄化、省エネなどの観点からの取り組みが進んで
いる。これらについては研究途上であり、本格的な普及にはつながっていない。 
○ 文部科学省や NEDO のプロジェクト研究は、環境浄化、都市の省エネ化など、民間企業にとって市場が
見えにくい分野において企業の取り組みを促す効果があった。 
（民間で実施される応用・実用化研究への助言） 
○ 光触媒を応用した製品が本格的に普及するきっかけとなったのは、民間企業による酸化チタン薄膜の開
発（1992年、東陶機器）である。この際、国立大学は技術アドバイス等の面で貢献した。この間、科学技術
基本計画の策定等により、企業との連携が円滑化したことが追い風となった。また、民間企業（東陶機器）
が発見した親水性の原理的な解明に協力している（1997年発表）。タイル、ガラス等は既存製品を代替す
る市場であり、民間企業での活動が中心となっている。 
○ 国立研究機関の地域センターや地方の公設試験研究機関は、地域企業の光触媒への「吸収能力」を高
め、これら企業による光触媒への取り組みを促進する役割を果たした。 
（評価試験・安全性評価の実施） 
○ 国立研究機関（産総研）でも、1980年代以降光触媒の研究を行っており、1990年代以降セラミクスとの複
合材料の開発、民間企業が開発した NOX除去装置の性能試験などの面で貢献をした。NOX除去装置は
技術的には進展したが、公共調達が進まず普及していない。一方、光触媒ハイブリッド材料は人工観葉
植物等として製品化した。 
（標準化の支援、策定） 
○ 2000 年代からは光触媒の性能試験法をめぐる標準化、国際標準化への取り組みが始まっており、国（経
済産業省）が関与している。 
○ 最近では、光触媒の性能試験の標準化をめぐり、国際的な競争がなされている。我が国でも経済産業省
が関与する形で、標準化への取り組みを推進しているが、予断を許さない状況にある。 
インパクトアンケートの結果によると、公的研究開発・支援の寄与度合いは、「大」と「中」の合計が回答者の
約68％と材料分野の平均と比較して大きい。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、光触媒をコーティングしたタイルやガラス製品、光触媒フィルタを活用した脱臭機や空気清浄
機などに応用されており、経済的インパクト、国民生活へのインパクトをもたらしている。また、将来的には、環
境浄化分野での使途が拡大し、社会インパクトが大きくなると予想される。 
○ 経済的インパクト 
z 外壁材、空気清浄機、脱臭機など既存製品の高付加価値化、代替により約400億円（推定）の市場
が出現。 
○ 社会的インパクト 
z 道路周辺におけるNOX除去（未実現）。 
z 夏の冷房にかかるエネルギーの削減（未実現）。 
z 道路周辺（遮音壁、ガードレール等）やビルの清掃コストの削減。 
z 農業（ハウス栽培）廃液の浄化。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 住宅の外装・内装の清掃にかかる手間の削減。 
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z 都市や道路における美観の向上。 
インパクトアンケート調査では、経済的インパクトは「大」および「中」との回答が約 77％、国民生活へのイン
パクトは同 71％であり、経済的インパクトおよび国民生活へのインパクトが大きいと見られる。これは外装・内装
タイル等を中心に普及している現状を現している。一方、社会的インパクトはやや低く、環境浄化用途での利
用が進んでない現状とも合致する。 
 
(５) 指摘された課題と今後の公的研究開発・支援のあり方に関する意見（参考） 
① 国立大学、産学連携について 
○ 産学連携によって、企業が実用化を進めるためには、２人くらい研究員を張り付ける必要がある。そのた
めには、企業をやる気にさせる必要があり、大学側からの積極的な働きかけ、シンボルとなる大学研究者
の動員が必要である。（学識経験者） 
○ 大学は応用研究に走りすぎている。本来の基礎研究をしっかりやってもらいたい。（公的研究機関・研究
者） 
② 公的研究機関について 
○ 産業技術総合研究所、神奈川県科学技術アカデミーは地域企業の吸収能力を高めたという点で評価で
きる。（学識経験者） 
○ 既知の技術の活用は公的研究を行う必要はない。（学識経験者） 
○ 環境浄化機器については、企業が開発し、国立研究所が性能試験を行う形での連携が効果的であった。
（公的研究機関・研究者） 
③ プロジェクト研究について 
○ NEDO プロジェクトについては、スタートはともかくゴール設定が遅い。プロジェクトが終了した頃には世の
中に後れをとっている。（企業・研究者） 
○ 企業は、市場が見えやすい製品（防汚タイルなど既存製品を代替するもの）については積極的に展開す
るので、一対一の産学連携で進めればよい。一方、企業は環境浄化など新市場分野については積極的
に手を出しにくい。そうした分野については、NEDO 等のプロジェクトで複数企業が参加する形が有効で
ある。（学識経験者） 
④ 標準化について 
○ 現在、光触媒の性能試験の国際標準化が重要課題となっているが、業界としての対応が遅れている。欧
州では標準化のために強く攻勢に出ており、技術的に日本が進んでいる分野（セルフクリーニング等）で
も国際的な戦略を打ち出さなければ、標準を獲得することはできない。海外機関を自陣営に巻き込む駆
け引きのための資金が公的資金で出ないため不利な展開になってきている。（学識経験者） 
○ 今後の公的支援としては、評価、標準化をしっかり推進してほしい。（企業・研究者） 
○ 効果の怪しい製品が多くなっており、性能試験をきちんとする必要がある。（学識経験者、企業・研究者）
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１．技術動向
（１）光触媒の概要
１
・光触媒とは、光を吸収することで、反応を促進する触媒のことである。
・代表的な光触媒である酸化チタン（ＴｉＯ２）酸化チタンは、古くから白色顔料として利用されているように一
般的な材料である。酸化チタンにある種の光触媒作用があることは少なくとも1940年代には知られていた
が（白色顔料が自己崩壊するネガティブな現象として）、今日のように注目されるようになったのは、1970年
前後に、酸化チタンによる水の光分解作用が発見・発表されたことに始まる。
・酸化チタンによる光触媒効果としては、分解作用、親水作用という２つの特性があり、これが防汚、防曇、
抗菌、空気浄化、水浄化などの作用をもたらす。
水となじみの良い親水基（－ＯＨ）で
表面が覆われる。
その結果、降雨によって表面の汚
れが流れ落ちる。
親水作用
※
（超親水性は
1997年発表）
紫外線により、Ｏ２－、・ＯＨ（水酸ラ
ジカル）という活性酸素が生じる。
活性酸素が表面に付着した有機物
汚れやカビ、細菌を分解する。
分解作用
（有機物分解
作用は1980
年発表）
※親水性になると表面に水滴ができず、水が表面に完全に広がる。この結果、曇りが出来なくなる（防曇）といった効果が生じる。
(出所)東陶機器資料等をもとにMRI作成
酸化チタンによる２つの光触媒反応
光触媒反応を起こす材料：酸化チタン（TiO2）他があるが、TiO2の材料特性が最も良い
水処理装置水浄化
空気清浄機、NOX除去装置、脱
臭剤
空気浄化
抗菌タイル、浴室内装タイル抗菌
自動車サイドミラー防曇
汚れが自然に落ちる外壁タイル、
ガラス、浴室などの内装タイル
防汚
光触媒による作用（応用分野）
 
 
１．技術動向
（２）光触媒の用途と材料特性
２
・通常、酸化チタンによる光触媒反応は380nm以下の波長（紫外線）を含む光により起こる。可視光ではほとん
ど反応しない。
・光触媒作用は光を浴びる表面でしか起こらないため、大量の有機物分解には不適である。
・その用途と材料特性は、①タイルやガラス等での抗菌・防汚・防曇作用、②空気清浄機や水処理装置などに
おける汚染物質作用、の２つに分けられる。
・①では、タイルやガラス等の表面特性を維持する（きれいに保つ）ことが目的であるのに対して、②では、周囲
環境（空気や水）に働きかけ浄化を進めるという点で、開発の方針が大きく異なる。また、関連する研究機関、
企業も異なる（東京大学・東陶機器は主に前者、産総研は主に後者）。
・①については既に市場に浸透しているが、②はまだ本格的に普及していない。
抗菌・防汚・防曇 汚染物質分解
機能の本質 表面特性の維持 周囲環境への働きかけ
設計方針 外来物質による汚染を受けにくい
表面、裏面処理技術で対応
外来物質が集まる（吸着される）よ
うな表面構造
膜圧 0.1ミクロン以下 10ミクロン以上、ミリ単位でも可
光学的特性（透過性、干渉）や密
着性の点で厚いものは不利
膜を反応場としているので薄いも
のは不利
光触媒能力 小 大
表面の性質 緻密、硬度大 多孔質
開発状況 各種のコーティング剤が開発され、
技術的にはほぼ完成、保護層があ
れば樹脂にも適用
光触媒含量と気孔率の向上が鍵
であるが、種々の特性との妥協が
必要で現状では不十分。
抗菌・防汚タイル（内装・外装） 空気清浄機
防汚ガラス NOX除去装置
光触媒塗布人工観葉植物
水処理装置
関連大学・企
業
東京大学（藤嶋・橋本）、東陶機器
（タイル）、太陽工業（テント）等
産総研中部センター（複合材料）、
産総研環境管理部門（NOX除去装
置の評価）、ダイキン（空気清浄
機）、富士電機（NOX除去装置）等
(出所)竹内浩士・指宿堯嗣『光触媒ビジネス最前線』（2001年）をもとにMRI加筆
表 光触媒の用途と材料特性
応用事例
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１．技術動向
（３）光触媒の技術的展開
３
・酸化チタンによる光触媒の作用は、1972年の本多・藤嶋論文（水の光分解）によって一躍脚光を浴びた。
また、1980年の坂田・川合論文によって有機物分解作用が注目された。これにより空気清浄機、水処理
装置などが開発されたが、酸化チタンが粉末状で扱いにくかったこともあって、普及しなかった。。
・ここにブレークスルーをもたらしたのは、1992年に酸化チタンの薄膜が発表されたことである。これにより、
タイル表面へのコーティング、空気清浄機フィルタ等への応用が急速に進むこととなった。さらに、1997年
には酸化チタンの超親水性が発表され、普及に拍車をかけた。
超親水性現象は東陶機器
内で発見。東京大学は理論
的解明の面で協力。
東陶機器が東京大学より
酸化チタン光触媒の活用を
示唆される。薄膜の開発は
東陶機器が行い、東京大
学は適宜アドバイスをした。
分子科学研究所（後の岡崎
共同研究機構）（坂田・川
合）における研究成果
東京大学（本多・藤嶋）にお
ける研究成果
公的関与
酸化チタンを利用した水処理装置、空気清浄機
などの開発が進んだが、粉末状であり扱いにくく、
光源の問題もあり、普及せず。
1980年Nature論文②酸化チタンによる
有機物分解の発見
（分子科学研究所）
外壁タイル・ガラスについては親水性と有機物分
解の両者の作用を活用。防曇効果が自動車サ
イドミラーに応用される。蒸発潜熱による冷却効
果を都市の省エネに活用（研究中）。
1995年東陶機器におい
て発見。1997年Nature
論文。
④超親水性の発見
（東陶機器）
酸化チタンの薄膜の開発が初めて行われ、外壁
タイルへのコーティング、空気清浄機フィルタへ
の応用などが急速に進むきっかけとなった。
1991年東京大学と東陶
機器との共同研究開始。
1992年東陶機器が酸化
チタン薄膜を発表。
③酸化チタン薄膜の
開発
（東陶機器、東京大
学）
太陽光を利用して、水素エネルギーを取り出せ
ると期待されたが、エネルギー効率が低く、実用
化には至らず。
1967年発見、1968年国
内論文、1972年Ｎａｔｕｒｅ
論文
①水の光分解の
発見
（東京大学）
インパクト経緯重要イベント
酸化チタンによる光触媒をめぐる重要イベントとそのインパクト
(出所)各種資料よりMRI作成  
 
１．技術動向
（４）技術課題
４
・光触媒における技術課題としては、①材料開発、②機能空間評価、③生産技術・装置がある。
・1990年代のブレークスルーをもたらしたのは、民間企業主導で進められた薄膜コート技術である。それは、
タイル・建材といった高温域、ガラス・樹脂などの中温域、塗料・コートなど低温・常温域へと次第に発展し
てきた。
○薄膜コート技術・装置
○一貫焼成装置
○品質検査技術・標準化
○抗菌試験及び抗菌空間評価
○汚れメカニズム対象汚れ評価
○ＬＣＡ評価の確立
○微弱紫外線分解機能設計
○微弱紫外線親水機能設計
○分解／超親水機能の複合化
生産技
術・装置
機能空間
評価
材料開発
(出所)東陶機器資料によりMRI作成
光触媒における研究開発・技術課題
塗料、コート
2001年に商品化
ガラス、樹脂
1998年に商品化
タイル、建材
1994年に商品化
低温・常温
域コーティン
グ
中温域コー
ティング
高温域コー
ティング
無色透明薄膜コーティング技術の展開
(出所)東陶機器資料によりMRI作成
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１．技術動向
（５）光触媒の応用分野
５
・光触媒の応用分野は多岐にわたっている。
・現状で普及が進んでいるのは、住宅設備・建材（防汚機能のあるタイル、テント材等）、車両関連（防曇機
能のあるサイドミラー）などである。
・道路資材関連（遮音壁、トンネル内NOX除去装置除去装置）については、技術的には進展しているが、公
共調達が進展していないため、普及していない。
(出所)各種資料よりMRI作成
光触媒の応用分野
機能 機能 主な製品例
応用分野
防汚 タイル、アルミ建材、外壁、塗料、テント材、ブラインド、内装材、蛍光灯、カーテン、等
防曇 鏡、ガラス、等
抗菌・殺菌 空気清浄機、エアコン、掃除機、等
脱臭 冷蔵庫（エチレン分解）、掃除機、等
防汚 サイドミラー、ボディーコーティング、等
防曇 サイドミラー、窓ガラス、等
脱臭 足マット、車内脱臭剤、車内用品、等
防汚、空気浄化 トンネル照明、道路鏡、遮音壁、ＮＯX除去、ＳＯX除去、コンクリートセメント、等
防曇 道路鏡、等
水質浄化 残留農薬処理、水耕栽培室処理、等
防汚・防曇 ビニールハウス、ガラス温室、等
空気浄化・脱臭 養鶏場防臭、等
水処理 水質浄化 環境ホルモン物質分解、有機塩素化合物分解、等
土壌汚染関連 土壌浄化
日用品・消費
財 抗菌・殺菌・脱臭 繊維製品、人工観葉植物、脱臭剤、等
医療関連 抗菌・殺菌 カテーテル、手術室、等
農業関連
住宅設備・建
材
家電・電機関
連
車両関連
道路資材関連
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け ①
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
３
周辺環境
技術の展開
公的研究開発
・支援（主要）
６
NEDO「光触
媒利用高機能
住宅用部材プ
ロジェクト」
［2003-2005］
石油ショックによ
り省エネ・新エネ
への期待高まる
文部科学省・地域結
集型共同研究「独創
的光材料の開発」
［1998-2003］
都市エリア事業［2003
～2006］
酸化チタン
による水の
光分解の発
見［1972発
表］
産業技術総
合研究所に
おける研究
［1980年代～］
国立大学に
おける研究
酸化チタン
による
有機物分解
の発見
［1980発表］
水素エネル
ギー開発
空気清浄
機の開発
ＮＯＸ分解
の評価
抗菌商品な
ど清潔志向
の高まり
薄膜焼成
技術
標準化
活動
多孔質セラ
ミクスとの
複合
抗菌タイ
ル
ｶﾞﾗｽｺｰﾃｫ
ｲﾝｸﾞ
東京大学と東
陶機器との産
学共同研究、
技術相談
普及せず（薄膜
化、光源に課題）
人工観葉植物等
光触媒コンクリート
農業用廃液処理
欧米では光触媒に
よる水処理研究を
盛んに行う
空気清浄機
超親水性の発見
ビル外装
への適用
NEDO「光クリーン技
術を用いた省エネ浄
化システム」［1998～
2000］
普及せず（エネ
ルギー効率悪）
企業のセラミク
ス焼成技術が主
神奈川県「光機能
変換プロジェクト」
［1994-1999］
官民連帯研
究「光触媒を
用いた環境
浄化」［1995-
98］
NOX除去装置
【防汚・抗
菌用途】
【環境浄
化用途】
東京大
学におけ
る研究成
果
分子科学
研究所に
おける研
究成果
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け ②
７
・1980年代までの光触媒の研究において、国立大学は、現象発見・原理解明などの面で重要な役割を果たした
（特に、水の光分解の発見（1967年）、有機物分解の発見（1980年発表））。
・光触媒を応用した製品が本格的に普及するきっかけとなったのは、民間企業による酸化チタン薄膜の開発
（1992年、東陶機器）であるが、この際、国立大学は技術アドバイス等の面で貢献した。また、民間企業（東陶
機器）が発見した親水性の原理的な解明に協力している（1997年発表）。タイル、ガラス等は既存製品を代替す
る市場であり、民間企業での活動が中心となっている。
・国立研究機関（産総研）でも、1980年代以降光触媒の研究を行っており、1990年代以降セラミクスとの複合材
料の開発、民間企業が開発したＮＯＸ除去装置の性能試験などの面で貢献をした。
・1990年代後半には、プロジェクト研究が組成され、環境浄化、省エネなどの観点からの取り組みが進んでいる。
これらについては研究途上であり、本格的な普及にはつながっていない。
・2000年代からは光触媒の性能試験法をめぐる標準化、国際標準化への取り組みが始まっており、国（経済産
業省）が関与している。
公的研究開発・支援の詳細（国立大学、公的研究機関による研究）
公的研究開発・支援 関連大学・企業等 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
国立大学（東京大学）における研究
「酸化チタンによる水の光分解の発見」
1967年発見、1972年Nature掲載
東京大学
（本多健一・藤嶋昭）
水の光分解の発見 ・酸化チタンによる水の光分解現象を発見、解明。
国立大学等（分子科学研究所）における研究「酸化
チタンによる有機物分解の発見」　1980年Nature掲
載
分子科学研究所（旧岡崎国立共同研究機
構、現自然科学研究機構）（坂田・川合）
有機物分解の発見 ・酸化チタンによる有機物分解現象を発見（酸化チタン粉末と有機物の
反応による水からの高効率水素発生反応の発見）。
国立大学（東京大学）における産学共同研究
「光触媒のコーティング」　1990年開始
東京大学（藤嶋昭・橋本和仁） 東陶機器への技術的助言 ・企業（東陶機器）が作成した薄膜へのアドバイス。
国の研究機関（産業技術総合研究所）による研究
「多孔質セラミクス複合材料の開発など」
1983年以降継続（年間１億円以下）
産業技術総合研究所中部センター（旧工業
技術院名古屋研究所）（加藤機械製作所、ア
イワ等と連携）（垰田ら）
セラミクス複合材料の開発 ・透明薄膜光触媒の開発、ガラス器の製品化。
・光触媒の多孔質化による高性能化（シリカゲルへの塗布）。
・ハイブリッド光触媒の開発。
国の研究機関（産業技術総合研究所）による研究、
産官共同研究
「NOx除去装置の試験」
産業技術研究所環境管理研究部門（旧資源
環境技術総合研究所）（富士電機、オキツ
モ、ダイキン等と連携）（指宿ら）
NOx除去装置、空気清浄機
の性能評価
・ＮＯx除去装置の性能評価（企業が開発し、資源環境研究所が評価）
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け ③
８
公的研究開発・支援の詳細 プロジェクト研究
公的研究開発・支援 関連大学・企業等 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
NEDO「光クリーン技術を用いた省エネルギー環
境浄化システムの開発」
［1998～2000年度］（1999年度は１億円）
旧資源環境技術総合研究所、富士電機
総合研究所
NOx除去装置除去装置の
性能向上
・光触媒をフッ素樹脂微粉末などと混合成形することで，除去効率
並びに除去容量を高める。
・自動車道トンネル換気設備用を設計・製作。
神奈川県科学技術アカデミー「光機能変換材料
プロジェクト」
［1994～1999年度］
神奈川県科学技術アカデミー、東京大学
（橋本）
透明なコーティング技術の
開発
・日本曹達（株） と共同で、ガラス上に透明塗布技術を開発。
・（株）東芝ライテックが照明用ガラスカバーに応用、日本道路公
団の標準規格となる。
官民連帯研究「光触媒を用いた環境浄化技術に
関する研究」
［1995～1998年度］
旧工業技術院名古屋工業技術研究所、
日本ガイシ、加藤機械製作所
光触媒をコーティングした
水処理用フィルタ、ハニカ
ムの開発
・フィルタ、ハニカムの開発。
文部科学省　地域結集型共同研究「独創的光材
料の開発による環境技術の創生」のうち「高度環
境浄化のための光触媒材料及び浄化システム
の開発」
［1998～2003年度］（）
（財）神奈川科学技術アカデミー、東京大
学、神奈川県農業総合研究所、神奈川県
畜産研究所、石原産業（株）、（株）明電
舎、日本フォトサイエンス（株）、盛和工業
（株）
光触媒技術の水浄化への
応用
・ダイオキシン発生を抑制するプラスチック材料を開発（光触媒を
添加）
・光触媒を利用した海水殺菌システムを構築
・光触媒を利用した農業用培養液浄化装置を開発。
・光触媒により残留農薬を軽減する技術の可能性を発見
文部科学省　都市エリア産学官連携促進事業
「光機能材料を用いた都市近郊環境対策技術の
開発」のうち「太陽光と光触媒を用いた農業廃液
浄化システムの開発」　［2003～2006年度］
神奈川県農業総合研究所、神奈川県衛
生研究所、（財）神奈川科学技術アカデ
ミー、東京大学、慶應義塾大学、盛和工
業（株）、宇部日東化成（株）
光触媒技術の農業廃液浄
化への応用
・太陽光と光触媒を用いた農業廃液浄化システムの開発
ＮＥＤＯ課題設定型産業技術開発費助成事業
「光触媒利用高機能住宅用部材プロジェクト」
［2003～2005年度］（通算14億円）
「光触媒利用放熱部材の研究開発」関連：
東京大学、東京理科大学、東陶機器、ＹＫ
Ｋ　ＡＰ，ＪＦＥスチール、日本板硝子、太陽
工業、松下電工、泉
光触媒を利用した放熱部
材の開発、室内環境浄化
部材の開発
・光触媒の超親水性機能を施した外壁、ガラス、屋根等の各種建
材と、蒸発潜熱による冷却効果。
・住宅等の室内において有害化学物質を効果的に分解・除去でき
る室内環境浄化部材を開発。
研究開発以外の支援
公的研究開発・支援 関連大学・企業等 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
光触媒性能評価試験法のＪＩＳ化、ＩＳＯ化 経済産業省、光触媒標準化委員会（社団法
人日本ファインセラミックス協会内）、光触媒
製品フォーラム、光触媒製品技術協議会
光触媒性能評価試験法の標
準化
・４分野での標準化を進め、国際標準を目指す。
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
技術 利用領域 インパクト
≪セルフクリーニング応用分野≫
・抗菌・防汚タイル（外装、内装用、手術室用等）
・防汚効果のあるテント
・防汚効果のある道路遮音壁
経済的インパクト
・外壁材、空気清浄機、脱臭機など既存
製品の高付加価値化、代替により約４
００億円（推定）の市場が出現
社会的インパクト
・道路周辺におけるＮＯＸ除去（未実現）
・夏の冷房にかかるエネルギーの削減
（未実現）
・道路周辺（遮音壁、ガードレール等）や
ビルの清掃コストの削減
・農業（ハウス栽培）廃液の浄化
国民生活へのインパクト
・住宅の外装・内装の清掃にかかる手間
の削減
・都市や道路における美観の向上
９
酸化チタン薄
膜形成技術
性能評価技術
≪汚染物質分解：空気≫
・空気清浄機
・空気清浄効果のある人工観葉植物
・ＮＯＸ除去効果のある道路舗装（未普及）
・トンネル内空気のＮＯＸ除去装置（未普及）
≪汚染物質分解：水≫
・農業廃液処理システム（研究中）
・その他水処理装置
材料特性向上
技術
≪親水性応用分野≫
・防曇効果のある自動車バックミラー
・蒸散効果を利用した建物冷却システム（研究中）
酸化チタンに
よる有機物分
解、親水性の
発見・解明
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）光触媒応用製品の需要推移
１０
・光触媒関連市場規模は、業界団体である光触媒製品フォーラム加入企業だけで250億円であり、非会員
も含めると約400億円と推定されている。
・なかでも、外装材（タイル、テント、塗料）と内装材（タイル）とで約６割弱を占め、最大市場となっている。
注：2003年から浄化機器の金額が急増しているのは、集計方式の変更による（従前はフィルタ
部分のみ、事後は機器全体の金額として計算）
(出所)光触媒製品フォーラム資料
光触媒応用製品の市場規模推移
2001年 2002年 2003年
製品 外装材 タイル､ガラス 58 55 42
塗料､フィルム､建材(外壁材など） 3 5 19
テント・膜構造体､看板 30 30 50
小計 91 91 112
道路資材 舗装・ブロック､防音壁・遮音壁 9 5 6
照明､標識､反射鏡 3 3 2
塗料､その他 4 1 1
小計 16 9 10
内装材 ブラインド 7 11 6
タイル､その他 20 19 28
小計 27 30 34
自動車､輸送機器 車輌塗装､窓ガラス 0 0 0
浄化機器
空気清浄器・エアコン用､水処理機､
ファイルターユニット、その他 8 14 85
農業､園芸資材 温室資材､その他 0 0 0
生活用品
家電(照明など)､消費財(スプレー・防曇
フィルムなど）､その他 2 6 13
合計 144 149 254
事業分野 売上金額(億円／年）
0
50
100
150
200
250
300
2001年 2002年 2003年
外装材 道路資材 内装材
浄化機器 生活用品 自動車､輸送機器
農業､園芸資材
億円
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）環境浄化・省エネ用途での利用
１１
・光触媒を利用した環境浄化として、NOX除去装置除去、道路舗装への光触媒の塗布、農業用廃液処理
などの研究が進んでいる。また、2003年度からは光触媒を利用した建物冷却システムに関する研究が進
んでいる。
・このうち、NOX除去装置については技術的に進展しているが、公共調達が進まず、普及していない。
・ＮＥＤＯでは、光触媒を利用した高機能住宅用放熱部材と内装用部材として、2010年に6300億円の市場
創出効果を見込んでいる。
光触媒利用高機能住宅用部材プロジェクト
（NEDO、2003～2006年度）
(出所)NEDOホームページ
太陽光による農業廃液処理（神奈川県地域結集型
共同研究事業の一部、1998～2003年度）
(出所)神奈川科学技術アカデミーのホームページ
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（４）当該技術の利用とインパクト実現プロセス
１２
技術的
インプット
有機物分
解、親水
性の発見
開発対象
外装・内装
材の防汚・
防曇
薄膜形成
技術
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
開発の背景
・外壁材、空気清浄機、脱臭機な
ど既存製品の高付加価値化、代
替により約４００億円（推定）の市
場が出現
・夏の冷房にかかるエネルギーの
削減（未実現）
・住宅の外装・内装の清掃にかか
る手間の削減
・都市や道路における美観の向上
日本人の抗菌・清潔志向
NOXによる大気汚染対策
二番手企業の市場拡大戦略
環境対策・省エネ志向
・農業（ハウス栽培）廃液の浄化
・道路周辺（遮音壁、ガードレール
等）やビルの清掃コストの削減
各種性能の向上
NOX除去装置
テント
ガラス
空気清浄機
水処理装置
・道路周辺におけるＮＯＸ除去（未
実現）
空気浄化
水処理
コンクリート
性能評価
技術
材料特性
向上技術
日用品等の
抗菌・殺菌 繊維製品 人工観葉植物
外装・内装タイル
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４．まとめ
１３
■光触媒技術の光触媒技術の発展において、公的研究開発・支援は国立大学、国立研究所にお
ける研究が主であり、最近に至るまで大型プロジェクトも組成されなかった。
■光触媒技術の初期の発展過程では、国立大学におけるサイエンスベースの基礎研究が中心で
あり、1960年代末に水の光分解の発見、1980年に有機物分解の発見がなされた。これにより
1980年代には、水処理装置、空気清浄機などの開発が進んだ。
■光触媒応用製品の本格的な普及は、1992年に民間企業が酸化チタン薄膜を発表したことに始
まるが、これについて、国立大学は民間企業に技術的アドバイスを行っていた。この民間企業
は業界二番手企業であり、業界トップ企業よりも新技術導入に積極的であった。
■1995年に民間企業が発見した親水性効果について、国立大学は理論的解明を行う形で、産学
連携を行った。この間、科学技術基本計画の策定等により、産学連携に対する否定的論調が
薄れ、企業との連携が円滑化したことが追い風となった。
■国立研究機関は、民間企業が開発したNOX除去システムの試験、光触媒ハイブリッド材料の開
発の面で貢献した。ＮＯＸ除去装置は技術的には進展したが、公共調達が進まず、普及してい
ない。一方、光触媒ハイブリッド材料は人工観葉植物等として製品化した。
■国立研究機関の地域センターや地方の公設試験研究機関は、地域企業の光触媒への「吸収能
力」を高め、これら企業による光触媒への取り組みを促進する役割を果たした。
■文科省やNEDOのプロジェクト研究は、環境浄化、都市の省エネ化など、民間企業にとって市場
が見えにくい分野において企業の取り組みを促す効果を果たした。
■最近では、光触媒の性能試験の標準化をめぐり、国際的な競争がなされている。我が国でも経
済産業省が関与する形で、標準化への取り組みを推進しているが、予断を許さない状況にある。
 
 
４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
［国立大学、産学連携について］
■産学連携によって、企業が実用化を進めるためには、２人くらい研究員を張り付ける必要がある。そのためには、
企業をやる気にさせる必要があり、大学側からの積極的な働きかけ、シンボルとなる大学研究者の動員が必
要である。（学識経験者）
■大学は応用研究に走りすぎている。本来の基礎研究をしっかりやってもらいたい。（公的研究機関・研究者）
［公的研究機関について］
■産業技術総合研究所、神奈川県科学技術アカデミーは地域企業の吸収能力を高めたという点で評価できる。
（学識経験者）
■既知の技術の活用は公的研究を行う必要はない。（学識経験者）
■環境浄化機器については、企業が開発し、国立研究所が性能試験を行う形での連携が効果的であった。（公的
研究機関・研究者）
［プロジェクト研究について］
■ＮＥＤＯプロジェクトについては、スタートはともかくゴール設定が遅い。プロジェクトが終了した頃には世の中に
後れをとっている。（企業・研究者）
■企業は、市場が見えやすい製品（防汚タイルなど既存製品を代替するもの）については積極的に展開するので、
一対一の産学連携で進めればよい。一方、企業は環境浄化など新市場分野については積極的に手を出しにく
い。そうした分野については、NEDO等のプロジェクトで複数企業が参加する形が有効である。（学識経験者）
［標準化について］
■現在、光触媒の性能試験の国際標準化が重要課題となっているが、業界としての対応が遅れている。欧州では
標準化のために強く攻勢に出ており、技術的に日本が進んでいる分野（セルフクリーニング等）でも国際的な戦
略を打ち出さなければ、標準を獲得することはできない。海外機関を自陣営に巻き込む駆け引きのための資金
が公的資金で出ないため不利な展開になってきている。（学識経験者）
■今後の公的支援としては、評価、標準化をしっかり推進してほしい。（企業・研究者）
■効果の怪しい製品が多くなっており、性能試験をきちんとする必要がある。（学識経験者、企業・研究者）
１４ 
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２－９ 住宅用太陽光発電システム（エネルギー） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 主に結晶系のシリコンを材料とした太陽電池製造技術。 
z セルのモジュール化やモジュールとパワーコンディショナー等とのシステム化などの太陽光発電シス
テム技術。 
z 系統連系など太陽光発電システムの活用技術。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者(東京農工大学工学部教授、諏訪東京理科大学システム工学部教授)２名 
z 公的研究機関(産業技術総合研究所 太陽光発電研究センター)１名 
z 企業(太陽電池メーカー２社)３名 
 
(２) 技術動向  
住宅用太陽光発電システム技術は、太陽電池製造技術、太陽光発電システム技術からなる。太陽光発電シ
ステムは、太陽電池モジュールやパワーコンディショナー、電力計などから構成される。現在は逆潮流有りで系
統連系が可能な３～４kW のシステムが主流であり、価格は３kW のもので 200 万円前後である。太陽電池には、
シリコン系や化合物系など様々な種類があるが、住宅用の多くは多結晶シリコンを用いたものである。 
日本は1999年より、太陽電池の生産量世界一であり、2003年は364MWを生産している。発電コスト削減が
最も大きな課題であり、太陽電池の変換効率の向上などの技術開発が行われている。発電コストは現在 50 円
/kWh 程度で、1993 年レベルと比較すると４分の１以下になっているが、本格的な普及のためにはより一層の
低減が必要で、2010年には23円/kWh、2030年には７円/kWhとの目標がかかげられている。導入量は、近年
加速度的に増加しており、現在までに 630MW 導入され、2010 年には 4820MW、2030 年には 100GW の導入
量を目標としている。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
公的研究開発・支援の主な寄与について以下に示す。 
（産学官連携によるナショナルプロジェクト） 
○ 太陽光発電システムの研究開発は、60 年代から、企業・大学・公的研究機関などで小規模に行われてき
た。その後、エネルギーの長期的な安定供給の確保を目指したサンシャイン計画(1974 年開始)の中の重
点技術として、太陽熱発電などと共に取り上げられ、産学官の連携により大規模な研究開発が進められ
た。公的な研究開発補助は、1993 年からのニューサンシャイン計画や 2000 年からの NEDO の個別プロ
ジェクトに引き継がれている。 
○ サンシャイン計画では、低コスト化を主題とした太陽電池製造技術の研究開発が行われ、生産ラインの技
術開発まで実施された。各種製造技術の研究開発がなされたが、実用化に到ったものは少なかった。し
かし、技術や人材などはメーカーに蓄積され、その後の技術開発の発展に繋がった。システム技術に関
する公的寄与は、系統連系技術への寄与が非常に大きく、電力会社とともに研究開発を進めていった。
また、評価技術やインバータ等周辺技術の開発も同時に進められた。現在は大量導入のために必要な
基盤技術として、集中連系技術やリサイクル・リユース技術の研究開発が進められている。 
○ 2000 年をターゲットとして、30 年後を見据えた長期的なビジョンを国が掲げて研究開発を進めたことが成
功の大きな要因であった。サンシャイン計画では当初太陽熱利用が主目標であったが、途中から太陽光
利用に軌道修正、技術の発展の流れに合わせた公的研究開発支援がなされた。また、日本では、当初
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から、住宅分散型のシステムを想定して、系統連系技術を開発したことにより導入・普及が可能となった。
加えて、基礎研究だけでなく、開発・生産技術の開発までを行ったことが民間企業の事業化の大きな後
押しとなった。 
（規制緩和、補助制度） 
○ 導入段階においては、規制緩和による逆潮流有りの系統連系が可能になったことと、補助金により初期
市場を創出したことが大きな効果を発揮した。規制緩和と補助金という研究開発政策以外の政策との連
携が有効に機能し、インパクトをもたらした。 
インパクトアンケートの結果によると、公的研究開発・支援の寄与度合いは、「大」と「中」の合計が回答者の
約 54％とエネルギー分野の平均と比較してかなり大きい。また、開発・実用化までの寄与が大きく、民間への
資金投入が多いとの回答も特徴的である。これはヒアリング調査と同様の見解である。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
住宅用太陽光発電システムは、太陽光発電システム関連企業による製品の製造、電力会社での余剰電力
の買い取り、および家庭によるシステムの利用活動を通じて、以下のインパクトを実現している。 
○ 経済的インパクト 
z 市場の創出（2003年に 1500億円超、2010年には 4000億）。 
z 国際競争力の強化（太陽電池生産量の 50%弱）。 
z 直接、誘発の雇用創出効果（約 30,000人・年）。 
z 電力ピークカットによる発電設備量削減。 
○ 社会的インパクト 
z 二酸化炭素削減効果。 
― 2002年で、約23万t-CO₂/年削減されたと試算でき、2010年には 170万t-CO₂/年の削減が想定される 
z 創エネルギー効果。 
― 製造エネルギーの約 13倍のエネルギーを創造できる 
z エネルギーセキュリティの向上。 
― エネルギー自給率の向上 
― 現在発電シェア0.1%弱→2030年 10%へ 
― 災害時の電源確保 
― 安全保障面でのリスク低減 
○ 国民生活へのインパクト 
z 環境意識の向上による省エネ効果。 
z 環境教育。 
z 発電電力の利用と売電収入による電気料金負担の軽減。 
インパクトアンケート調査では、社会的インパクトが「大｣もしくは｢中｣とした回答が、79％と非常に多く、経済、
国民生活へのインパクトも比較的大きいと回答されている。導入量がまだまだ少ない(最終エネルギー消費量
の約 0.02%)にもかかわらず、社会的インパクトが大きいとの回答が多いのは、再生可能エネルギー導入の先駆
的な役割を果たしたなど心理的なインパクトが大きいことを示していると思われる。 
 
(５) 指摘された課題と今後の公的研究開発・支援のあり方に関する意見（参考） 
① 技術的課題 
○ 今後の大規模な普及のためには、太陽光発電の経済性の改善が最重要課題である。そのためには太陽
電池の性能向上や、太陽電池製造プロセスの革新、システムの耐久性の向上が必要であり、最終的に汎
用電力並みの発電コストを実現する必要性がある。（学識経験者、公的研究機関・研究者、企業・マネー
ジャー） 
○ 太陽電池の大量生産に対応した原材料の供給の安定化が必要である。既に現状においても半導体産業
の余剰分だけでは材料が不足し、太陽電池用にシリコンの製造がなされている。高純度シリコンの生産性
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に抜本的な技術革新が無い限り、基盤極薄化技術などによる使用量の削減と太陽電池向けの低コストシ
リコン製造技術の開発を進めることが不可欠である。（学識経験者、公的研究機関・研究者、企業・マネー
ジャー） 
○ 大量導入をした場合、現状の系統連系システムでは末端の電力系統に負荷がかかりすぎる。そこで、太
陽光発電システムの自律度向上が必要である。太陽光発電は基本的に不安定な技術であるため、他の
エネルギー技術とのミックスが不可欠である。具体的には、太陽光発電システムへの蓄電機能の付加や
燃料電池など他のエネルギーシステムとの複合利用が考えられる。また、コミュニティ PV システムや広域
連携 PV システムなどでの地域エネルギー対応システムや水素などの新規大規模エネルギーシステムで
の利用を図る必要がある。(学識経験者、公的研究機関・研究者） 
② 公的寄与に関する課題 
○ 省庁再編と重点分野から外れたことにより、政策的なつながりが途切れ、太陽光発電技術に対する注目
度が下がった感がある。技術的に成熟したとの見方があるのかもしれない。(学識経験者） 
○ 太陽光発電から得られるものは基本的に電気であり、得られる電気が原子力で作った電気と異なるわけ
ではない。よって、利用者が太陽光発電に電力以外の魅力を感じるような制度づくりが必要である。RPS
の対象を余剰電力ではなく、発電電力全体としたり、環境プレミアをつけたりして市場価値を向上させるな
どの取り組みが期待される。(学識経験者、公的研究機関・研究者、企業・マネージャー） 
○ 産業が成長し、事業として順調であると、改善に関する研究開発しかできない。現状の技術の限界は既
に見えてきており、再び技術革新が必要なため、長期的なビジョンを作成し、それに基づいた、公的な研
究開発・支援が必要である。（企業・マネージャー） 
○ 庁舎等への導入を行って、市民への啓発活動をさらに推し進めて欲しい。（企業・マネージャー） 
○ ヨーロッパもアメリカも日本に追いつき追い越そうと必死である。また、韓国等の台頭も考えられるので、日
本の競争力を維持・向上させるための取り組みが必須である。（企業・マネージャー） 
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１．技術動向
（１）住宅電力供給用太陽電池システムの概要
(出所）新エネルギー財団「太陽光発電システム補助制度のご案内」（H12)よりMRI作成
①住宅電力供給用太陽電池システムのイメージ
②太陽光発電システムの分類
連携形 標準型
防災型（自立運転切換え有り）
逆潮流有り／逆潮流なし
夜間や雨天時の発電は期待できないので、
蓄電池を用途に応じて使用するのが一般的独立形
(出所）NEDO「太陽光発電導入ガイドブック」
住宅用システムの主流は3kW～4kW
年間発電量：約3500ｋWh（3kW住宅用）
(一般家庭の年平均消費電力量は5500ｋWh）
システム価格：200万円前後（3kW住宅用）
発電コスト：約50円/kWh（火力発電：8円/kWh)
現在ではほぼ、逆潮流有りのシステム
１
太陽電池モジュール
接続箱
直流側開閉器 パワーコンディショナ
架台
発生電力量計
住宅用分電盤
売電買電
電力量計
太陽電池で発電した直流電力を交流に変換する
機器。内部に、インバータと連携保護機能部を有
し、システム全体の運転を自動管理している。
太陽電池セルを複数枚配列し、屋外で利用でき
るように強力ガラスで覆い、パッケージ化したもの。
セルとは、太陽電池の基本単位、シリコンを結晶
化させてインゴットという結晶柱をつくり、これを薄
く切り、電極化したものである。
商用系統と連結されており、電力会社への余剰
電力の売電を行う。不足分は電力会社から電気
の購入を行う。それぞれ別の電力量計で計測して
いる。これを系統連系システムという。
商用系統
 
 
１．技術動向
（２）太陽電池の種類と生産量の推移
２
②日本の種類別太陽電池生産量
①太陽電池の種類と性質、用途
電卓や時計用のアモル
ファスシリコンの生産が主で
あったが、住宅用太陽光発
電システムの普及とともに、
電力用の多結晶シリコンの
生産量の割合が増加し、今
や70%近くを占めている。
日本は、1999年より、太陽
電池の生産量、世界一であ
る。
2003年では、世界の生産
量744MWに対して、日本の
生産量は364MWである。
(出所）PV News 2、3月号（1992～2002年、PV Energy Systems）よりMRI作成
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単結晶Si
世界におけ
る日本の生
産量の割合
[％
]
変換効率 製造コスト 製造エネルギー 信頼性
資源（希少
性・有害性）
単結晶 ◎ △ △ ◎ ○ 電力用、宇宙用
多結晶 ○ ○ ○ ○ ○ 電力用
結晶薄膜系 △ ○ ◎ ○ ○ 研究開発段階
薄膜系 アモルファス △ ◎ ◎ ○ ○ 民生機器（電卓・時計）
単結晶化合物 GaAs 系 ◎ × △ ◎ △ 宇宙用
CdTe系 ○ ○ ○ ○ × 民生機器（電卓・時計）
CuInSe2 系 ◎ ○ ○ ◎ × 研究開発段階
分類 材料
特徴
シリコン 結晶系
化合物系 多結晶化合物
用途
■電卓や時計用のアモル
ファスシリコンの生産が
主であったが、住宅用太
陽光発電システムの普
及とともに、電力用の多
結晶シリコンの生産量
の割合が増加し、今や
70%近くを占めている
■日本は、1999年より、太
陽電池の生産量、世界
一である。
■2003年では、世界の生産
量744MWに対して、日
本の生産量は364MWで
ある。
注：このほかにも色素増感等新規太陽電池や超高効率化合物の研究開発がなされているが、実用化には遠いため、ここでは省略する
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１．技術動向
（３）太陽電池の変換効率の推移
３
（出所）新エネルギー・産業技術総合開発機構太陽・風力技術開発室HP
変換効率(%) ＝
太陽光エネルギ (ーW)
出力電力エネルギ (ーW)
×100
材料 変換効率
砒化ガリウム(GaAs) 26%
テルル化カドミウム(CdTe) 25%
シリコン(Si) 22%
①太陽電池の変換効率の推移
②太陽電池の変換効率算定式 ③代表的な太陽電池材料の限界変換効率
 
 
１．技術動向
（４）日本における太陽光発電導入量と発電コストの推移
４
（出所）NEDO「H14年度新エネルギーデータ集」および「2030年に向けた太陽光発電ロードマップ」よりMRI作成
日本国内の太陽光発電導入量と発電コストの推移
太陽光発電の導入量は近年加速度的に増加している。導入量の大半は住宅用である。発電コストに関
しては、順調に低下してきたが、依然として、他の電力源の数倍のコストがかかっており、低下が望まれる。
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(新エネ部会の設定）
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2030年7円/kWhへ
(汎用電力並)
2010年23円/kWhへ
(従量電灯電力料金並)
2030年100GWへ
(家庭用電力の1/2、
全電力の10%程度)
2010年4820MWへ
約1/2
約1/3
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２. 公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
技術の
展開
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
５
1950年代
1973年 第一次石油危機
太陽光発電システム評価技術開発
(蓄電池・インバータ評価、システム設計・運転評価)
サンシャイン計画[1974～1992] ニューサンシャイン計画
[1993～2000]
太陽電池製造技術開発
太陽光発電システム
技術開発
NEDO先進太陽
電池技術
[2001～]
NEDO太陽導入
共通基盤技術
[2001～]
NEDO革新次世
代技術
[2001～]
系統連系型住宅用
PVシステムに関す
る研究(電力中央研
究所)[1978]
周辺技術実用化研究(インバータ、蓄電池、建材一体型等）
1954年 米国ベル
研究所が世界初
の太陽電池作成
太陽電池評価システム(性能評価・信頼性評価)
系統連系等太陽光発電システム設置技術開発
省資源・高効率の新型太陽電池技術開発(薄膜多結晶・化合物系等）
アモルファスシリコン太陽電池研究開発
シリコン結晶系太陽電池の低コスト製造プロセス開発、高効率化技術開発、原材料供給技術開発
実証試験設備の建設
(六甲関電施設内等)
[1980]
年産500kWの一貫
プロセス実験設備
[1980]
1994年 住宅システム補助制度開始
1993年 逆潮流あり連携が認められる
1992年 余剰電力購入メニュー開始
2004年 PV2030策定
2002年 RPS法制定
制度等の対応
1980年 NEDO設立
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等①
６
（太陽電池製造技術開発）
■太陽光発電システムに関する公的寄与は、ナショナルプロジェクトとして産学官の連携により進められた。
■太陽電池製造技術の研究開発は低コスト化を主題としており、生産ラインの技術開発まで実施された。
公的研究開発・支援 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
サンシャイン計画第一期[1974～1979年] ・ リボン状結晶製造
・ シリコン薄膜太陽電池
・ 集光型太陽電池
・ Ⅱ-Ⅵ族半導体
・ 太陽電池製造技術のモジュール化
・ 製造技術を支援する各種評価技術
基礎研究の段階
・ 太陽電池製造の低コスト化
　　材料利用率の向上
　　高純度シリコン材料の資料量の極小化
　　太陽電池の所要面積の減少
　　製造技術の工程短縮・自動化
サンシャイン計画第二期[1980～1987年] ・ 低コストシリコン原料の開発
・ シリコン基盤作成技術
・ PN接合形成および電極形成技術
・ モジュール作成技術
・ 太陽電池評価技術
産学官による本格的な技術開発段階
・ 年産500kWの一貫プロセス実験設備の導入
（複数企業の参加）
太陽電池製造の低コスト化
・ 太陽電池の性能および信頼性評価
サンシャイン計画第三期[1988～1992年] ・ 薄型太陽電池製造技術
・ アモルファス太陽電池製造技術
・ 積層型太陽電池製造技術
・ 超高効率太陽電池技術開発
・ 太陽電池評価システム
市場導入を実現しうる技術水準の確立
・ セル変換効率の向上
・ 太陽電池の性能および信頼性評価
ニューサンシャイン計画[1993～2000年] ・ 薄膜太陽電池製造技術の研究開発
・ 超高効率結晶化合物系太陽電池製造技術
・ 太陽電池評価システム
電力供給源として、経済性と信頼性を確立する
・ 太陽電池の低コスト化、信頼性向上
・ 太陽電池の変換効率向上
・ 太陽電池の多様化への基準の対応
太陽光発電技術研究開発費補助金
[2001年～]
・ 普及加速型技術（各種太陽電池） 生産現場技術へのステージアップ
・ 低価格化
・ 量産技術の確立
・ 信頼性向上
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（３）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等②
７
（太陽光発電システム技術開発）
■システム技術に関する公的寄与は、系統連系技術への寄与が非常に大きく、電力会社とともに研究開発を進めていった。こ
の技術が90年代の普及促進に必要不可欠であった。
■評価技術やインバータ等周辺技術の開発も同時に進められた。
■現在は大量導入のために必要な基盤技術として、集中連系技術やリサイクル・リユース技術の研究開発が進められている。
予算額
■サンシャイン計画中の太陽エネルギー関連予算[1974－1992]：約1165億円
■ニューサンシャイン計画中の太陽エネルギー関連予算[1993－2000]：約662億円
■太陽光発電技術研究開発費補助金[2001、2002]：約124億円
公的研究開発・支援 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
サンシャイン計画第一期[1974～1979年] ・ 太陽光発電システムの原型
・ 系統連系技術
(財)電力中央研究所への研究委託
サンシャイン計画第二期[1980～1987年] ・ 用途別システム開発
・ 電力供給型システム
・ 光・熱ハイブリッドシステム
・ システム共通周辺技術(系統連系、
電力系統の制御・保護・運用)
各種実証研究
・ 多数の個人住宅への導入状態の実証試験
　　　関西電力㈱六甲新エネルギー実験センター内
・ 系統連系型住宅用システム
・ 集合住宅用システム　　　等
サンシャイン計画第三期[1988～1992年] ・ 周辺技術実用化
・ 太陽光発電システム評価技術
・ 太陽光発電利用システム
・ インバータ、蓄電池の製造・評価
・ 簡易施工
・ 系統連系システム
ニューサンシャイン計画[1993～2000年] ・ 太陽光発電システム評価技術
・ 太陽光発電利用システム技術
・ 周辺技術
・ 汎用性の高い太陽光発電システム最適設計手法
・ 基礎的な日射データの整備
・ システムの長期信頼性・リサイクル等ライフサイクル評価
・ 建材一体型太陽電池モジュール
太陽光発電技術研究開発費補助金
[2001年～]
・ 大量導入共通基盤技術 太陽光発電システムの大量導入時に必要な基盤技術の開発
・ リサイクル・リユース
・ 評価
・ システム設計
・ 集中連系
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（参考）制度変革と補助金制度について
８
1992年：電力会社による余剰電力購入メニュー開始(20～24円/kWh)
1993年：逆潮流有りの系統連系が認められる
2002年：RPS法案制定（販売電力量に応じ一定割合以上の新エネルギー電気を利用する（自ら発電する、また
は他者から購入する）ことを義務付けている）
①制度変革について
1994年：住宅用太陽光発電システムモニター事業（NEF）(～96年)
1997年：住宅用太陽光発電導入基盤整備事業（NEF）：補助金予算額増額
②補助金制度について
住宅用太陽光発電補助金予算と件数
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（2001年にピークで補助額235億円）
2004年：1kWあたり4.5万円の補助
現在全国で303の自治体が助成を実施
（出所）NEF資料
メーカーの努力により、太陽光発電システム
のコスト低下が進むとともに、補助金の額は
2001年をピークに年々減少している。しかし、
補助金は金銭的な補助以外に、国のお墨
付き的な意味を持っており、導入促進の強
い要因となっている。
住宅用太陽光発電補助金予算と件数
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１０
太陽光発電システム
・インバータ
・パワーコンディショナ
・系統連系
技術 インパクト
経済的インパクト
・市場の創出
[2003年に1500億円超、2010年には4000億]
・国際競争力の強化
[太陽電池生産量の50%弱]
・製造/導入/保守運用に関する雇用創出効果
[約30,000人・年]
(太陽光発電技術研究組合調査より)
・電力ピークカットによる発電設備量削減 等
社会的インパクト
・二酸化炭素削減効果
[2002年で、約23万t-CO2/年削減されたと試
算でき、2010年には170 万t-CO2/年の削減
が想定される。]
・創エネルギー効果
[製造エネルギーの約13倍のエネルギーを
創造できる。]
・エネルギーセキュリティーの向上
[エネルギー自給率の向上]
[現在発電シェア0.1%弱→2030年10%へ] 
[災害時の電源確保]
[安全保障面でのリスク低減] 等
国民生活へのインパクト
・環境意識の向上による省エネ効果
・環境教育
・発電電力の利用と売電収入による電気料金負
担の軽減 等
９
関係主体
評価・標準
・太陽電池評価
・システム評価
・日照データベース
太陽電池
・単結晶シリコン
・多結晶シリコン
・化合物系
電力会社
余剰電力の買い取り
プラズマCVD技術 LCD、FEDなどのほかのシリコン系デバイス技術開発への応用
太陽光発電システム関連企業
・太陽電池・太陽光発電
システム製造メーカー
・太陽光発電システム
販売・施工業者
・住宅メーカー
太陽電池の製造・販売・設置
家庭
太陽光発電による電力の使用
余剰電力の売電
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）インパクト実現プロセス
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）市場規模とシステム価格の推移
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市場規模と太陽光発電システム価格の推移
（出所）NEDO「H14年度新エネルギーデータ集」および「2030年に向けた太陽光発電ロードマップ」よりMRI作成
■販売価格は着実に低下しているにもかかわらず、それを上回るペースで太陽光発電システムの導入が進み、
市場規模は着実に拡大している。
■販売価格の低下の度合いは近年停滞気味であり、2010年以降の技術開発目標を達成するためには、革新的な技術が必要である。
■2010年に4000億円、2030年には2兆円の市場規模達成を目標として掲げている。
■製造/導入/保守運用に関して、年産100MWの生産規模で、61人・年/MW、年産30MWで107人・年/MWとの分析結果(H13年度 太陽
光発電技術研究組合調査)より、現状約30,000人・年の雇用があると想定される。
人・年
/MW
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）日本企業の国際競争力
（出所）PV NEWS
（参考）ドイツとアメリカカリフォルニア州における新エネルギー導入施策
導入補助金 電力買い上げ価格
米国カリフォルニア州 ＄3.2/W 約16円/kWh
ドイツ なし 約61円/kWh
■太陽電池生産量では、トップ
はシャープで、26.6%のシェ
アを占めている。生産量は、
197.91MWである。
■日本企業のシェアをトータル
すると、46.6%で、国別の生
産量では、ダントツのトップ
である。
■ドイツの電力買い上げ価格
は非常に高く、太陽光発電
ビジネスが成り立つレベル
であり、太陽電池に対する
需要が非常に高い。日本企
業はドイツの市場に大量に
太陽電池の輸出をしている。
■輸出形態としては、セルで
あったり、現地でモジュール
工場を建設したりとさまざま
である。
■日本企業の他にはメジャー系
の太陽電池メーカーが名を
連ねており、日本企業は、メ
ジャーが大量の資金を投入
して、研究開発を進めた場
合などに備えて、技術的優
位性を確保する方策を実施
しておく必要性がある。
（出所）NEDO「H14年度新エネルギーデータ集」
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2003年
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744.08MW
①太陽電池生産量における各メーカーの割合
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（４）二酸化炭素削減効果と創エネルギー効果
１２
①太陽光発電システムの二酸化炭素削減可能量
(出所）NEDO成果報告書「太陽光発電評価の調査研究」，太陽光発電技術研究組合，2000年3月
②太陽光発電システムのエネルギーペイバックタイムと創エネルギー量
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(出所）NEDO成果報告書「太陽光発電評価の調査研究」，太陽光発電技術研究組合，2000年3月よりMRI作成
多結晶シリコン太陽電池
年産規模：100MW
システム：3.00kW
製造
エネルギー量
[MWh]
累積発電
エネルギー量
[MWh]
エネルギーペイバックタイム
（EPT)：1.5年 創エネルギー量(20年間)
55.5MWh(製造エネル
ギー量の約13倍)
■太陽光発電システムの
二酸化炭素削減量は
①のように試算されて
おり、2002年で、約23
万t-CO2/年削減され
たと試算でき、2010年
には170 万t-CO2/年
の削減量が見込まれ
ている。
■エネルギーペイバックタ
イム(EPT)とは、製造
エネルギーを年間発
電エネルギーで除し
たもので、年産規模に
よって異なる。EPTが
システム寿命より短い
場合創エネルギー効
果が見込まれる。
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（５）住宅電力供給用太陽光発電システムを導入した住民へのインパクト
１３
①設置住民の設置した感想 ②設置住民の電気代低減感
(出所)NEF住宅用太陽光発電システム情報データベース
(出所) 電気事業連合会資料
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③太陽光発電システムからの余剰電力買取量の推移
(出所)NEF住宅用太陽光発電システム情報データベース
買い取り価格は約24円/kWh
後悔
どちらかといえば後悔
どちらかといえば満足
満足
変わらない
少し減った(10%くらい)
減った(30%くらい)
かなり減った(50%くらい)
大幅に減った(70%くらい)
■太陽光発電システムを導入した住民の感想は、概ね良好
(90%以上が満足もしくはどちらかといえば満足との回答)で
ある。電気代の低減感もあると答えている人がほとんどで、
近年大幅に減ったとの回答が増加している。
■電力会社による余剰電力の買取量は年を追うごとに急速に
増加している。しかしRPS法案が2003年に施行され、3年後
に見直しも控えているため、今後の動向は不透明である。
 
 
４．まとめ
１４
 住宅電力供給用太陽光発電システム技術は、太陽電池製造技術、太陽光発電システム技術からなる。
太陽電池の主流は多結晶シリコンを用いたものである。現在の普及を支えている技術は、主に、太陽電
池の低コスト化・高効率化技術と系統連系技術である。太陽電池の生産量、太陽光発電システムの導
入量ともに現在日本が世界一である。
 太陽光発電システムの研究開発は、60年代から、企業・大学・公的研究機関などで小規模に行われてき
た。その後、エネルギーの長期的な安定供給の確保を目指したサンシャイン計画(1974年開始)の中の
重点技術として、取り上げられ、産学官の連携により大規模な研究開発が進められた。公的な研究開発
補助は、1993年からのニューサンシャイン計画や2000年からのNEDOの個別プロジェクトに引き継がれ
ている。
 2000年をターゲットとして、30年後を見据えた長期的なビジョンを国が掲げて研究開発を進めたことが成
功の大きな要因であった。日本では、当初から、住宅分散型のシステムを想定して、系統連系技術を開
発したことにより、導入・普及が可能となった。また、基礎研究だけでなく、開発・生産技術の開発までを
行ったことが民間企業の事業化の大きな後押しとなった。
 サンシャイン計画およびニューサンシャイン計画により、技術の蓄積がなされた。そこに、規制緩和によ
る逆潮流有りの系統連系の解禁と、導入への補助金が開始され、初期市場が形成された。その後、メー
カーにより、太陽光発電システムの高効率化と低コスト化が進み、急速な市場の成長が実現された。公
的な寄与が無ければ現状のような日本の競争力は実現されなかったと思われる。
 公的に研究開発された技術の中には実現されなかった技術も多く存在した。また、系統連系による普及
は限界が見えており、分散型の開発が今後は必要である。太陽光により発電した電気に環境プレミアを
与えて、導入促進を図るような政策も求められている。
 実現されたインパクトは、社会的なインパクトが最も大きく、二酸化炭素削減効果や創エネルギー効果、
分散型電源の普及によるエネルギーセキュリティの向上などが見込まれる。経済的には、2003年度、約
1500億円の市場規模を達成しており、直接的にも波及的にも雇用創出がなされている。また、日本の国
際競争力は非常に強い。国民生活へのインパクトは、導入家庭の環境意識の向上や、省エネ・売電によ
る電気料金の低下といった形で表れている。
 
 156
４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
①技術課題に関して
■ 今後の大規模な普及のためには、太陽光発電の経済性の改善が最重要課題である。そのためには太陽電池の性
能向上や、太陽電池製造プロセスの革新、システムの耐久性の向上が必要であり、最終的に汎用電力並みの発
電コストを実現する必要性がある。（学識経験者、公的研究機関・研究者、企業・マネージャー）
■太陽電池の大量生産に対応した原材料の供給の安定化が必要である。既に現状においても半導体産業の余剰分
だけでは材料が不足し、太陽電池用にシリコンの製造がなされている。高純度シリコンの生産性に抜本的な技術
革新が無い限り、基盤極薄化技術などによる使用量の削減と太陽電池向けの低コストシリコン製造技術の開発を
進めることが不可欠である。（学識経験者、公的研究機関・研究者、企業・マネージャー）
■大量導入をした場合、現状の系統連系システムでは末端の電力系統に負荷がかかりすぎる。そこで、太陽光発電
システムの自律度向上が必要である。太陽光発電は基本的に不安定な技術であるため、他のエネルギー技術と
のミックスが不可欠である。具体的には、太陽光発電システムへの蓄電機能の付加や燃料電池など他のエネル
ギーシステムとの複合利用が考えられる。また、コミュニティPVシステムや広域連携PVシステムなどでの地域エネ
ルギー対応システムや水素などの新規大規模エネルギーシステムでの利用を図る必要がある。(学識経験者、公
的研究機関・研究者）
②公的寄与に関して
■省庁再編と重点分野から外れたことにより、政策的なつながりが途切れ、太陽光発電技術に対する注目度が下がっ
た感がある。技術的に成熟したとの見方があるのかもしれない。(学識経験者）
■太陽光発電から得られるものは基本的に電気であり、得られる電気が原子力で作った電気と異なるわけではない。
よって、利用者が太陽光発電に電力以外の魅力を感じるような制度づくりが必要である。RPSの対象を余剰電力で
はなく、発電電力全体としたり、環境プレミアをつけて市場価値を向上させるなどの取り組みが期待される。(学識経
験者、公的研究機関・研究者、企業・マネージャー）
■産業が成長し、事業として順調であると、改善に関する研究開発しかできない。現状の技術の限界は既に見えてき
ており、再び技術革新が必要なため、長期的なビジョンを作成し、それに基づいた、公的な研究開発・支援が必要
である。（企業・マネージャー）
■庁舎等への導入を行って、市民への啓発活動をさらに推し進めて欲しい。（企業・マネージャー）
■ヨーロッパもアメリカも日本に追いつき追い越そうと必死である。また、韓国等の台頭も考えられるので、日本の競争
力を維持・向上させるための取り組みが必須である。（企業・マネージャー） １５ 
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２－１０ 天然ガス等からの液体燃料製造・利用技術（GTL、DME）（エネルギー） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 石油代替燃料として、天然ガス等の各種炭化物原料をガス化（CO、H2）し、化学的分離合成プロセ
スにより、発電、輸送、工業、民生等多様な用途に利用できる各種合成液体燃料を得るマルチ・ソー
ス、マルチ・ユースのエネルギー技術が広義の GTL（Gas To Liquid）技術である。 
z この中に、合成灯軽油（狭義の GTL：以下 GTL とする）や DME（ジメチルエーテル）がある。 
z 合成灯軽油は既存石油製品にブレンドが可能であり、既存灯軽油との混合利用が想定され、既存
の利用機器や物流インフラの利用が可能である。 
z DME は新規の燃料であり、ディーゼル、ガスタービン、ボイラ、LPG(随伴ガス)代替等の多様な用途
で利用技術の開発が必要である（物流インフラとしては LPG のものが利用可能）。 
z これら燃料は硫黄(S)分、粒子状物質(PM: Particulate Matter)含有量や CO2削減可能性等の面で、
環境性にも優れている。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 関連団体（石油・天然ガス・金属鉱物資源機構：JOGMEC）２名 
z 企業（石油会社、石油開発会社、メーカー２社、商社）７名 
 
(２) 技術動向  
○ GTL 
GTL 製造技術についてはベースとなる FT 合成技術が、石炭液化技術の一貫として第２次世界大戦前から
日本を含めた先進国で研究開発されてきた。戦後は、南アフリカの石油会社 SASOL およびメジャーが継続的
に技術開発を進め先行しており、SASOLはすでに天然ガスから約10万バレル/日生産している。SASOLは中
東カタールでも2005年から生産を開始し、欧米系メジャーも生産プロジェクトを計画中で、2009～2011年に生
産開始予定である。 
日本は 1980 年代の新燃料開発組合での研究開発や、1990 年代に実施された C１化学プロジェクトで関連
技術が研究開発されたが、それらの継承は不十分とされている。1990 年代末より新触媒の開発を行い現在は
小規模なプラント（７バレル/日）で実証研究が行われている。日本の GTL 技術は、東南アジアに多いとされる
CO 2が高濃度の中小ガス田に適した技術（ニッチ技術）であり、世界との差はまだ大きいとされる。 
○ DME 
DME 製造技術には、ガス化学メーカーによるメタノール製造技術をベースとした間接合成法（合成ガスから
メタノール合成を経て DME を得る）と、製鉄メーカーによる複製ガス等の利用技術をベースとした直接合成法
（合成ガスから直接DMEを得る）がある。間接合成法はすでに実用化レベルにあり、直接合成法も1997年から
現在にかけて大型ベンチ試験が行われ、2002年から実証試験（100ｔ/日）が実施されている。 
また、利用技術に関しても、ディーゼル、ボイラ、発電用ガスタービン、燃料電池、流通インフラ活用等の開
発が 2000 年代以降かなり進められ、DME は製造技術も含めて技術的にはほぼ実用化可能なレベルにある。
なお、当該技術は日本が最も進んでいる。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
当該技術開発に寄与があったと指摘された公的投資について、主なものを以下に示す。 
(大学や公的機関での技術の発明) 
○ 大学等における研究開発によりアドバンスト GTL（ガソリン合成技術）のための触媒開発が行われた。また、
 159
DME 直接合成のための触媒開発がメーカーとの協力で実施された。 
(実証試験) 
○ GTL官民共同開発等支援（JOGMECなど、1990～ 2004)では、GTLの触媒・合成技術開発が実施された。
具体的には、大学およびメーカーによって直接法および間接法に関するラボレベルでの開発や、間接法
（合成ガス製造＋合成ガスから炭化水素合成［Fischer Tropsch合成］）のパイロットプラント（７バレル/日）
での実証試験が行われた。 
○ DME パイロットプラント補助（経済産業省、1997～2006 予定)を通じてメーカーへの資金提供が行われ、
大型ベンチプラント（５ｔ/日）およびパイロットプラント（100ｔ/日）での実証試験が実施されている。 
○ DME利用技術開発(JOGMEC、経済産業省、NEDO、国土交通省、神奈川県、2001～2007予定)では、メ
ーカーへの資金提供を通じて、発電用ディーゼルエンジン、ガスタービンの適用性開発、DME バス・トラ
ックの開発・走行試験、ボイラのDME燃料転換システム開発およびDME燃料電池開発がなされた。加え
て、LPG インフラ設備部材研究によってインフラ利用技術の発展に寄与した。 
○ DME 普及基盤整備（経済産業省、2002～2004)では、DME 安全性基礎調査、LPG インフラ転用実証試
験および DME 燃料スペック確立研究が実施され、インフラ利用技術・スペック等の発展に寄与した。 
インパクトアンケート調査結果では、公的研究開発・支援の寄与度合いは、「大」と「中」の合計が回答者の約
50％強であり比較的大きい。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
液体燃料製造・利用技術は、供給面から多様なエネルギー資源（炭化物）を有効利用するとともに、利用面
では多様な用途のエネルギーおよび石油化学原料として利用可能なマルチソース・マルチユースの技術であ
る。 
エネルギー利用としては、発電用では石炭・重油の代替燃料として（分散型発電用ディーゼルエンジン、発
電所ガスタービン）、輸送用ではディーゼル自動車の軽油代替燃料として、産業用ボイラではLPG代替燃料
（DME）、重油代替燃料として、民生用ではLPG代替燃料（DME）として利用が期待される。 
さらに、将来の燃料電池の水素キャリアとしてDMEは改質が容易で取扱い性に優れるため有望とされている。
また、石油化学原料としてはプロピレン代替での利用（自動車用プラスチック等の原料）が期待される。さらに、
海外での利用も可能であり、アジア（特に中国）でのDME製造・利用の可能性が着目される。 
これらの各分野での利用を通じて、当該技術は以下のインパクトを実現している。 
○ 経済的インパクト 
z 新燃料（DME）市場創造。 
― 2010年で約200万ｔ(約 300億円)、2020年で約2800万ｔ(約 4200億円)との試算あり 
z GTL による軽油・灯油・ナフサ市場の代替。 
― 事業化シナリオの例： 2015～2020 年に、２～４万バレルのプラント稼動、国内石油市場規模の約 0.5～
１％相当、その後段階的に規模拡大 
z GTL・DME プラントビジネス市場創造。 
z LPG 代替による価格低下効果（DME）。 
z 森林・農産物のバイオマスからの GTL, GME 合成による地域の内需・雇用創出効果。 
z 石油化学産業の天然ガス化学産業への展開。 
○ 社会的インパクト 
z エネルギー源多様化によるセキュリティー向上。 
― 石油需給逼迫への対応、米国・メジャーの支配力への対応、日本の独自技術・資源によるコスト競争力の
あるエネルギー確保 
― 2020年において GTL・DME 生産規模は国内一次エネルギー供給の約 4％程度と試算されている 
z 環境汚染軽減（PM、SOxの低減・ゼロ化、NOxの低減）。 
z CO 2排出量の低減（国内、中国等アジア）。 
z ディーゼルエンジンの燃焼後処理装置不要化等による燃料効率化。 
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○ 国民生活へのインパクト 
z 環境清浄化による快適性向上、健康向上。 
z バイオマス利用による農林業等活性化を通じた地域の伝統的生活・文化の維持。 
z 灯軽油・同代替燃料の価格の安定およびその波及による物価全般の安定。 
インパクトアンケート調査結果では、社会および国民生活へのインパクトが大きいと見られる（「大」および
「中」との回答が約80％弱）。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見(参考) 
① 全般的課題 
(GTL について) 
○ GTL 事業化に進むには、既に商業化規模のプラントを建設しつつある海外技術との競合に際し、ある程
度の規模のプラントでの実績とデータ等を得て、関係者の信頼を得る必要がある。このためには、国内で
の GTL 生産から利用技術（自動車等）、輸送、自治体を含めた「一気通貫デモンストレーションプロジェク
ト実施」が必要である。（関連団体・研究者） 
○ 民間での本格的な事業化展開に向けてプラント建設等をプロジェクトファイナンスで行うためには、初期
段階の商業化プラントで実績データを得る必要であるが、民間企業のみでこれを行うのはリスクが大きく、
この段階までの補助金等の公的支援が必要である。（石油会社・マネージャー） 
（DME について） 
○ エネルギーセキュリティ確保の観点から、国として DME 導入に備えるべきである。市場経済原理では、先
行の既存燃料との競争に勝てないので、導入に際する国の支援が必要である。この際、以下が課題であ
る。（メーカー・マネージャー） 
z コスト負担を純粋な利用者だけでなく、環境性向上や、バイオマスを利用した場合の地域内需創出
等の効果を踏まえて、総合的に負担する枠組みを作る（ちなみに、欧米でもバイオマス利用がこのよ
うな観点で制度化され、新燃料としての政策的導入が進んでいる）。 
z 日中共同のエネルギー安全保障・環境保全・経済効率（３E）実現の枠組みを構築する。具体的には
中国の豊富な石炭の利用、日本の進んだ技術の活用と資金支援、中国での DME 生産と日本への
輸出、日中共同での環境対策と CO2削減が有効であり、このためには国際的な協力体制（京都議
定書の枠組み見直しでの協力等）が必要である（この枠組みをインドネシアの天然ガス田活用など、
APEC に広げる）。 
z 上記によりDMEの流通・利用の流れができるので、ここに日本国内のバイオマス利用のDMEを組み
込んでいくこともできる（日本の森林資源は豊富であり、エネルギーとしての活用が望まれる）。 
○ 日本の将来の社会像を総合的に描き、その中に同技術を位置付ける。その際、IT 等の産業競争力、エ
ネルギー等のインフラ整備とそのセキュリティー確保、および農林業等の地域産業活性化の三要素を総
合的に捉えることが不可欠である（これは現行の政策やビジョンで十分なされていない）。（メーカー・マネ
ージャー） 
○ DME 導入・実用化に向けて今後のステップは、まず耐久試験、量産に至る前の高コストの機器（自動車
等）を利用してモデル的な利用、供給インフラ整備があり、その先に幅広い利用に進む。インパクト実現の
ためには、初期段階のコスト負担に対する、国の支援（関税免除、環境対策やインフラ整備への補助や
税制優遇、国の持つ LPG 設備利用容易化）が望まれる。またこれと合わせて、DME の安全基準や燃料
規格等について、利用を容易にするための法整備等が必要である。（商社・マネージャー、メーカー・マネ
ージャー、関連団体・マネージャー） 
② 今後の研究開発・支援のあり方についての意見 
（GTL について） 
○ GTL では日本はイニシアチブを取ることが難しいと見られるが、これまでかなり成功裏に進めて来たエネ
ルギー多様化戦略の１つとして、独自技術を育て、関与していくことが望ましい（「全か無か」ではなく、多
様性のバランスを、複雑系としてマネジメントしていくことが重要である）。（企業・マネージャー ）  
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○ GTL 技術は、当面の事業環境によるのみでなく、長期的な石油代替資源確保（特に輸送用の液体燃料
として）や環境問題対応の意義から、技術として継続していくことが望ましく、このためには国の支援が必
要である。ちなみに、海外のメジャーは 20 年以上、長期的な見通しの元で研究開発を継続し、現在の先
行的地位を築いた。現在、当該技術の多くを特許化し、運営ノウハウ等は開示されていないので、海外技
術を利用する場合は、事業上の立場が弱くなると見られる。これに対して、日本は部分的ではあっても独
自技術を持つことで独自展開ができ、また技術導入に際する交渉力や運営ノウハウ等を持つことができる。
（企業・マネージャー、企業・マネージャー） 
（研究開発一般について） 
○ 研究―開発―デモンストレーション利用を連携して実施する体制が望ましい。大学や公的研究機関等で
触媒開発等のシーズ開発を行い、有望なものを抽出してデモプラント等で利用し、その結果をフィードバ
ックするプロセスを、現地で密接に実施することが望まれる（省庁、部局、関連機関の縦割りがこれを阻ん
でいる）。（関連団体・研究者）  
○ 公的研究開発･支援についても、長期的に当面の採算を度外視して進めるべきものと、短期的な事業化
採算を期待するもののポートフォリオ的視点が必要である。（企業・マネージャー ） 
○ 研究開発で得た成果（例えば GTL 軽油）を、柔軟にビジネスに利用できるようにすれば、研究開発がより
円滑に進むであろう。（関連団体・研究者）  
○ これまでの技術開発の成果を将来に渡って利用できるよう、維持・継承していくことも課題である。（GTL
技術開発に、先行する公的研究開発・支援であった新燃料開発組合や C1 プロジェクトの成果を十分活
用できなかった）。（企業・マネージャー） 
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１．技術動向
（１）技術概念（石油代替燃料としての天然ガス等からの合成液体燃料）
１
各種炭化物原料
天然ガス
（特に、LNG化・ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ輸送
困難な東南ｱｼﾞｱ等中小ガス田）
石炭
（中国に豊富）
バイオマス
（日本の森林資源利用等）
その他
（有機廃棄物、重質油/タール）
ガス化
・CO
・H2
・O2
・H2O
エネルギー
分離
合成
合成液体燃料
(広義のGTL）
合成灯軽油
（狭義のGTL：
Gas To Liquid)
既存石油製品と
ブレンド可
DME：
Dimethyl Ether
＜新燃料＞
メタノール
その他
（エチレン等）
メリット：
・高効率
・環境性（低SOｘ
低・無煤塵
低NOｘCO2低減）
・液体であり扱い容易
多様な利用
ディーゼル
（分散電源、
自動車）
ガスタービン
（発電）
ボイラ
燃料電池
（H2キャリア）
LPG代替
・熱
・電気
・輸送
日本の周辺・国内資源の利用可能性
将来的に予測される石油資源需給逼迫（2015年頃）
DMEは新燃料であり
利用技術開発が要
（注）
以下では狭義のGTLとしての
合成灯軽油を「GTL」と呼ぶ
 
 
１．技術動向
（２）天然ガス利用における技術の構成と位置付け
２
天然ガス
物理変化 化学変化
ガス
ハイドレート
LNG
CNG
?
?
?
?
加圧
加圧
冷却
パイプライン輸送
電気
熱
合成ガス
・CO
・H2
狭義のGTL燃料
・灯油
・軽油
・ナフサ
DME
メタノール
（※）
FT合成
（酸化）
ﾒﾀﾉｰﾙ合成
メタノール
エチレン
その他
間接法
直接法
DME直接合成
DME間接合成
脱水
電気
熱
ガソリン
輸送
化学品
原料
（注：※ Fischer Tropsch合成：合成ガスから炭化水素を生成する反応）(出所)JOGMEC資料よりMRI作成  
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
技術
の展開
公的研究開発
・支援（主要）
時期 戦前 1980年代 1990年代 2000年代
石油資源
争奪
（戦争等）
石炭液化
（FT合成等）
先進各国で
（含む日本）
制度等の対応
環境規制強化
（S分、アロマ分）（1998）
1970年代戦後
石油資源
豊富に
新燃料開発組合でのR&D C1化学プロジェクト
2010年頃
オイルショック 石油価格低下
新燃料開発組合での成果
C1化学プロ
ジェクト成果
継承不十分
（人材活用中心）
商業化ﾌﾟﾗﾝﾄ稼動予定
：カタール等（2005～）
実証・パイロットプラント
自動車での利用技術開発
GTL官民共同開発等支援
（ＪＯＧＭＥＣ等）
フィールドﾞ実証事
業によるノウハウ
等蓄積
→商業化
環境問題への関心の高まり
ガス化学メーカーによるメタノール製造技術
製鉄メーカーによる複製ｶﾞｽ等利用技術 DME直接合成法
DME利用技術（ディーゼル、ボイラ、発電用ガ
スタービン、燃料電池、流通インフラ活用等）
需要開拓等
経済性が課題
実証試験（100ｔ/日）：ほぼ実用化レベル
GTL
DME
DMEパイロットプラント補助（経済産業省)
新触媒開発→実証プラント
（７バレル/日）
（CO2高濃度、中小ガス田
向けのニッチ技術）
商業化プラント
建設中（7万/日）
DME間接合成法（実用化レベル）
DME利用技術開発等（経済産業省、
JOGMEC、NEDO,国土交通省、神奈川県）
第2次環境規制
強化（2009見込）
新燃料規格・安全規制緩和等
南アフリカ：SASOL、メジャー
でのGTL技術継続開発
世界との差は大
日本が最先端
３
大学等における触媒等研究開発
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
４
触媒開発や実証試験、DME利用技術の開発で、メーカーへの資金提供を中心とした公的寄与が見られる。
資金提供以外による寄与 メーカーへの資金提供による寄与
GTL：触媒 ・アドバンストGTL（ガソリン合成技術）
DME：触媒 ・DME直接合成のための触媒開発で
メーカーと大学が協力
GTL：触媒、合成技術 大学参加
直接法、間接法に関するラボレベル
での開発
GTL：パイロットプラント 間接法（合成ガス製造＋FT合成）によ
るパイロットプラント（７バレル/日）
DMEﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ補助（経済
産業省)
(1997-2006予定)
DMEパイロットプラント
大型ベンチプラント（5ｔ/日）、
（100ｔ/日）による実証試験
主要用途別（ディーゼル､
ボイラ、発電用ガスター
ビン、燃料電池）
・発電用ディーゼルエンジン、
ガスタービンへの適用性開発
・DMEバス・トラックの開発、走行試験
・ボイラのDME燃料転換ｼｽﾃﾑ開発
・DME燃料電池開発
インフラ利用技術 ・LPGインフラ設備部材研究
DME普及基盤整備
（経済産業省）
(2002-2004)
インフラ利用技術・
スペック等
・DME安全性基礎調査
・LPGインフラ転用実証試験
・DME燃料スペック確立研究
DME利用技術開発
(JOGMEC, 経済産業省,NEDO,
国土交通省、神奈川県）
(2001-2007予定)
GTL官民共同開発等支援（ＪＯＧ
ＭＥＣ等）(1990-2004)［75％補助
約20-30億円］
寄与の形態・内容等（主要例）公的研究開発・支援 寄与の対象
大学等における触媒等研究開発
利用技術
パイロットプラント
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GTL製造・利
用技術
技術 利用領域
インパクト
多様なエネルギー資源の有効利用
・天然ガスの有効利用
（遠隔地、中小ガス田等）
・中国石炭の有効利用
・バイオマス（森林資源、有機廃棄物等）の有効利用
多様なエネルギー利用分野（国内）
＜発電用＞
・石炭・重油の代替燃料として（分散型発電用ディーゼルエ
ンジン、発電所ガスタービン）
＜輸送用＞
・ディーゼル自動車の軽油代替燃料として
＜産業用ボイラ＞
・LPG代替燃料（DME）、重油代替燃料として
＜民生用＞
・LPG代替燃料（DME）として
＜将来の燃料電池の水素キャリアとして＞
・DMEは改質が容易で取扱い性に優れ、有望
社会的インパクト
・エネルギー源多様化によるセキュリティ向上
（石油需給逼迫への対応、米国・メジャーの支配
力への対応、日本の独自技術・資源によるコスト競
争力のあるエネルギー確保）（2020年で、 GTL・
DME生産規模は国内一次エネルギー供給の約4％
程度と試算される※）
・環境汚染軽減（PM、SOｘの低減・ゼロ化、 NOｘの
低減）
・CO2排出量の低減（国内、中国等アジア）
・ディーゼルエンジンの燃焼後処理装置不要化等
による燃料効率化→省エネ効果 等
国民生活へのインパクト
・環境清浄化による快適性向上、健康向上
・バイオマス利用による農林業等活性化を通じて地
域の伝統的生活・文化を守る
・灯軽油・同代替燃料の価格の安定およびその波
及による物価全般の安定 等
（下線は実現したもの、他は今後期待されるもの）
５
海外での利用
・アジア（特に中国）でのDME製造・利用
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
DME製造・利
用技術
石油化学原料としての利用
・プロピレン代替として（自動車用プラスチック等の原料）
経済的インパクト
・新燃料（DME）市場創造2010年で約200万ｔ、約
300億円、2020年で約2800万ｔ、約4200億円との試
算あり）
・GTLによる軽油・灯油・ナフサ市場の代替（事業化
シナリオ例：2015～2020年に、2万～4万バレルの
プラント稼動、国内石油市場規模の約0.5～1％相
当、その後段階的に規模拡大）
・GTL・DMEプラントビジネス市場創造
・LPG代替による価格低下効果（DME)
・森林・農産物のバイオマスからのGTL・DME合成
による地域の内需・雇用創出効果
・石油化学産業の天然ガス化学産業への展開 等
※総合資源エネルギー調査会「2030年のエネルギー需給展望
（中間とりまとめ原案）」（2004.6）を参考とし、GTLは石油の1％
を代替と想定、DMEは上記市場予測による。  
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）当該技術の利用とインパクト実現プロセス（GTLの例）
６
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
GTLの特徴
環境性
・PM低減
・S分、アロマゼロ
・CO2減可能
輸送・貯蔵性
・既存石油製品の
設備活用可能
価格
・原油価格20～25
ドルで対応可
利用性
・灯軽油等と混合し
利用（既存機器で
利用できる）
事業化のための課題
・ある程度の規模のプラントで実績とデータを
得る
・事業化シナリオ例：実証プラント（数百バレル
規模）→公的補助による初期事業化（2万バレ
ル規模、１～２プラント等）→プロジェクトファイ
ナンスによる本格事業化（プラント数増大）
将来予測される石油
需給逼迫リスク（環境問
題対応等からディーゼル見
直しによる軽油需要拡大も）
GTLサプライチェーン
先行している海外技術との競合：
海外では2005年より商業化プラント実稼動
環境問題対応
・S分、PM等規制強化
・CO2削減
公的支援の必要性
・FT合成技術でライセンスが先行する海外企業から得ら
れない可能性代
・国内でのGTL生産から輸送、利用（自動車等）を含むモ
デルプロジェクト等への支援
・エネルギー源多様化によ
るセキュリティ向上
・環境汚染軽減（PM低減、
SOｘゼロ化、NOｘの低減）
・CO2排出量の低減（国内）
・ディーゼルｴﾝｼﾞﾝの高効率
化（セタン価高）
・GTLによる軽油・灯油・ナフサ市場
の代替（事業化シナリオ例：2015
～2020年に、2万～4万バレルの
プラント稼動、国内石油市場規模
の約0.5～1％相当、その後段階
的に規模拡大）
・GTLプラントビジネス市場創造
・コスト競争力のある日本のエネル
ギー技術
を保持
・石油化学産業の天然ｶﾞｽ化学産
業への展開
・環境清浄化による快適
性向上、健康向上
・灯軽油・同代替燃料の
価格の安定およびその
波及による物価全般の
安定
技術的には実用化まであと一歩
・製造技術（パイロットプラントレベル）
輸送・貯蔵
・既存石油製品イン
フラ/流通システム
の活用
灯軽油等代替
多様な利用分野
・発電（ガスタービン、
ディーゼル）
・産業用燃料（ボイラ）
・輸送用（ディーゼル）：
一般トラック等
・民生用（灯油代替）
・石化材料（ナフサ等）
資源調達―製造
・未利用天然ガス
（東南アジア・中小
ガス田等）
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）当該技術の利用とインパクト実現プロセス（DMEの例）
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
DMEの特徴
環境性
・PMゼロ
・S分、アロマ、Nゼロ
・CO2減可能
輸送・貯蔵性
・LPG設備活用可能
価格
・LNGと競合可能
利用性
・新燃料として
利用技術開発必要
技術的にはほぼ実用化可能
・製造技術
・利用技術
・輸送・貯蔵インフラ活用技術
事業化のための課題
・新燃料として社会的認知
（信頼性を得るためのモデル事業等）
・事業としてスタートアップするために
ある程度の需要規模の確保
・インフラ整備、安全規制・スペック等整備
将来予測される石油
および複製品（LPG)
需給逼迫リスク
資源調達―製造
・未利用天然ガス
（東南アジア・中小
ガス田等）
・中国の石炭
・国内バイオマス
DMEサプライチェーン
輸送・貯蔵
・LPGインフラ/流通
システムの活用
多様な利用分野
・発電（ガスタービン、
ディーゼル）
・産業用燃料（ボイラ）
・輸送用（ディーゼ
ル）：インタンク業者ト
ラック・バス
・民生用（コンロ等）
・燃料電池（将来の水
素キャリアとして）
・石化材料（自動車用
プラスティック原料等）
既存燃料との競合
石炭、重油、灯軽油、
LPG、ぷろぴれん代替
環境問題対応
・S分、PM等規制強化
・CO2削減
公的支援の必要性
・耐久試験等
・規制緩和・燃料規格等
・インフラ整備等への補助/税優遇等
・エネルギー源多様化に
よるセキュリティ向上
・環境汚染軽減（PM、SO
ｘゼロ化、 NOｘの低減）
・CO2排出量の低減（国内、
中国等アジア）
・ディーゼルエンジンの燃
焼後処理装置不要化に
よる燃料効率化
・新たなエネルギービジ
ネス創造
・DMEﾌプラントビジネス
市場創造
・ LPG代替による価格低
下効果
・森林・農産物のバイオ
マス利用による地域の
内需・雇用創出効果
・環境清浄化による快適性
向上、健康向上
・バイオマス利用による農
林業等活性化を通じて地
域の伝統的生活・文化を
守る
７ 
４．まとめ
８
■石油代替燃料として、天然ガス等の各種炭化物原料をガス化（CO、H2）し、化学的分離合成プロセス
により、発電、加熱、輸送等多様な用途に利用できる各種合成液体燃料を得る、マルチ・ソース、マ
ルチ・ユースのエネルギー技術が広義のGTL（Gas To Liquid）技術である。この中に、合成灯軽油
（狭義のGTL：以下GTLとする）やDME（ジメチルエーテル）がある。
■GTLは、既存灯軽油との混合利用が想定され、海外では2005年にも商業化が予測されているが、日
本は小規模なパイロットプラントレベルである。
■DMEは新規の燃料であり、製造技術とともに、多様な用途で利用技術の開発がかなり進められほぼ
実用化可能なレベルにあり、日本は最も進んでいる。
■GTL技術およびDME技術は事業化リスクが大きく、特に投資規模が大きい実証試験を中心として公
的研究開発・支援の寄与が不可欠であった。
・大学による基礎研究がGTLやDME合成のための触媒開発に寄与した。
・JOGMECによる官民共同開発プロジェクトやMETIの補助金等により、GTL・DMEのパイロットプラント
によるパイロット試験が可能になった。
・ 経済産業省、JOGMEC、NEDO等による各種のDME利用技術開発により、ディーゼル、ボイラ、発電
用ガスタービン、燃料電池、流通インフラ活用等における各種の利用技術開発が実施された。
■GTLの商業化のためにはより大規模な実証プラントによるノウハウ・データの蓄積等が必要とされる。
また、初期段階の商業化プラントでプロジェクトファイナンスのため必要から、この段階まで補助金等
の公的支援が必要との指摘がある。
■DMEの実用化に向けてあとは需要規模の確保等の経済性と、耐久試験等を含めたモデル事業によ
る社会的認知、インフラ整備および安全規制やスペック等の制度整備が必要とされる。
■当該技術は、エネルギー源を多様化しセキュリティを向上させるという社会的インパクトが大きく期待
される。他に、PMやSOｘ減少、CO2削減等の環境問題への対応による社会的インパクト、新たなエネ
ルギービジネス創造による経済的インパクト、および環境清浄化による快適性・健康向上等の国民
生活へのインパクトが期待できる。
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４．まとめ
(参考)指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
９
①全般的課題
（GTL）
■GTLの事業化に進むには、既に商業化規模のプラントを建設しつつある海外技術との競合に際し、ある程度の規模
のプラントでの実績とデータ等を得て、関係者の信頼を得る必要がある。このためには、国内でのGTL生産から利
用技術（自動車等）、輸送、自治体を含めた「一気通貫デモンストレーションプロジェクト実施」が必要である。（関連
団体・研究者）
■民間での本格的な事業化展開に向けてプラント建設等をプロジェクトファイナンスで行うためには、初期段階の商業
化プラントで実績データを得る必要であるが、民間企業のみでこれを行うのはリスクが大きく、この段階までの補助
金等の公的支援が必要である。（企業・マネージャー）
（DME)
■エネルギーセキュリティ確保の観点から、国としてDME導入に備えるべきである。市場経済原理では、先行の既存
燃料との競争に勝てないので、導入に際する国の支援が必要である。この際、以下が課題である。
・コスト負担を純粋な利用者だけでなく、環境性向上や、バイオマスを利用した場合の地域内需創出等の効果を踏ま
えて、総合的に負担する枠組みを作る。（ちなみに、欧米でもバイオマス利用がこのような観点で制度化され、新燃
料としての政策的導入が進んでいる。）
・日中共同のエネルギー安全保障・環境保全・経済効率（３E）実現の枠組みを構築する。具体的には中国の豊富な石
炭の利用、日本の進んだ技術の活用と資金支援、中国でのDME生産と日本への輸出、日中共同での環境対策と
CO 2削減が有効であり、このためには国際的な協力体制（京都議定書の枠組み見直しでの協力等）が必要である。
（この枠組みをインドネシアの天然ガス田活用など、APECに広げる。）
・上記によりDMEの流通・利用の流れができるので、ここに日本国内のバイオマス利用のDMEを組み込んでいくことも
できる（日本の森林資源は豊富であり、エネルギーとしての活用が望まれる）。
・日本の将来の社会像を総合的に描き、その中に同技術を位置付ける。その際、IT等の産業競争力、エネルギー等
のインフラ整備とそのセキュリティ確保、および農林業等の地域産業活性化の三要素を総合的に捉えることが不可
欠である（これは現行の政策やビジョンで十分なされていない）。（企業・マネージャー）
■DME導入・実用化に向けて今後のステップは、まず耐久試験、量産に至る前の高コストの機器（自動車等）を利用し
てモデル的な利用、供給インフラ整備があり、その先に幅広い利用に進む。インパクト実現のためには、初期段階
のコストを負担に対する、国の支援（関税免除、環境対策やインフラ整備への補助や税制優遇、国の持つLPG設備
利用容易化）が望まれる。またこれと合わせて、DMEの安全基準や燃料規格等について、利用を容易にするため
の法整備等が必要である。 （企業・マネージャー、関連団体・マネージャー）
 
４．まとめ
(参考)指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
１０
②今後の研究開発・支援のあり方についての意見
（GTL）
■GTLでは日本はイニシアティブを取ることが難しいと見られるが、これまでかなり成功裏に進めて来たエネルギー多
様化戦略の１つとして、独自技術を育て、関与していくことが望ましい。（「全か無か」ではなく、多様性のバランスを、
複雑系としてマネジメントしていくことが重要である。） （企業・マネージャー ）
■GTL技術は、当面の事業環境によるのみでなく、長期的な石油代替資源確保（特に輸送用の液体燃料として）や環
境問題対応の意義から、技術として継続していくことが望ましく、このためには国の支援が必要である。ちなみに、
海外のメジャーは20年以上、長期的な見通しの元で研究開発を継続し、現在の先行的地位を築いた。現在、当該
技術の多くを特許化し、運営ノウハウ等は開示されていないので、海外技術を利用する場合は、事業上の立場が
弱くなると見られる。これに対して、日本は部分的ではあっても独自技術を持つことで独自展開ができ、また技術導
入に際する交渉力や運営ノウハウ等を持つことができる。 （企業・マネージャー）
(研究開発一般）
■研究―開発―デモンストレーション利用を連携して実施する体制が望ましい。大学や公的研究機関等で触媒開発等
のシーズ開発を行い、有望なものを抽出してデモプラント等で利用し、その結果をフィードバックするプロセスを、現
地で密接に実施することが望まれる。（省庁、部局、関連機関の縦割りがこれを阻んでいる。） （関連団体・研究者）
■公的研究開発･支援についても、長期的に当面の採算を度外視して進めるべきものと、短期的な事業化採算を期待
するもののポートフォリオを持つ視点が必要である。（企業・マネージャー ）
■研究開発で得た成果（例えばGTL軽油）を、柔軟にビジネスに利用できるようにすれば、研究開発がより円滑に進む
であろう。（関連団体・研究者）
■これまでの技術開発の成果を将来に渡って利用できるよう、維持・継承していくことも課題である。（GTL技術開発に、
先行する類似の公的技術研究開発であった新燃料開発組合やC1プロジェクトの成果を十分活用できなかった。）
（企業・マネージャー）
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２－１１ 廃自動車および廃家電の適正処理技術（製造技術） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 以前から自動車の 75～80%は金属のリサイクルや部品のリユースなどにより適正に処理されている。
近年では、産業廃棄物最終処分場の逼迫により、使用済自動車から生じるシュレッダーダストを低
減する必要性が高まっており、自動車リサイクル法でもそれが最重要課題となっている。よって、廃
自動車の適正処理技術としては、自動車シュレッダーダストリサイクル技術を対象とした。 
z 家電リサイクル技術は近年始まったばかりの新しい技術であるため、リサイクルプロセス全体を対象と
するが、特にプラスチックのリサイクル技術と環境配慮型の設計に注目した。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（九州大学石炭研究資料センター助教授、秋田大学工学資源学部助教授）２名 
z 公的研究機関(国立環境研究所)１名 
z 企業(自動車メーカー、家電メーカー)３名 
 
(２) 技術動向 
自動車は、まずバッテリーやタイヤなどが取り外され、廃車ガラになる。廃車ガラはシュレッダーにかけられ、
金属が回収される。金属回収が終わった後の廃棄物が、自動車シュレッダーダスト(ASR：Automobile Shredder 
Residue)である。90 年代初頭までは、市場メカニズムに沿って、中古部品と金属材料のリサイクルが進められ、
重量比で約80％程度がリサイクルされてきた。しかし、ASR処理の高コスト化や鉄スクラップの価格暴落により、
不法投棄(豊島問題等)が増加し、埋立地の逼迫等の問題も顕在化してきた。そこで、鉄鋼・非鉄金属メーカー
などと協力して、ASR処理やシュレッダーレス方式等のリサイクル率の向上のための技術開発および、自動車リ
サイクル法へと繋がる新たな仕組みづくりが進められていった。ASR は多様なものから構成されるが、組成的に
は有機物約60％（廃プラスチック類等発熱量が石炭並みの成分）と、無機物約40％（特に価値の高い金属銅：
主にワイヤーハーネスの銅が３％前後含まれる）であり、サーマルリサイクルおよびマテリアルリサイクルが期待
できる。近年発達したのは乾留ガス化によるASR の精錬技術である。 
家電は、自治体や小売業者により収集され、そのほとんどが埋め立てなどによって、そのまま廃棄されてきた。
そこで、廃棄物の減量と有用な部品・素材の再商品化等を図り、循環型経済社会を実現していくため 2001 年
に家電リサイクル法が施行され、それに対応するために各種技術開発がなされた 
廃家電は、まず手分解によりリサイクルしやすい形にされる。分解後、部品ごとに、それぞれのプロセスでリ
サイクルされ、金属材料やガラスカレット、プラスチックに分別される。破砕・粉砕されたものを各材料に分別す
る技術はその多くが、鉱山での有価物分別技術の応用である。 
家電リサイクルのために開発された重要な技術は、プラスチックリサイクル技術である。プラスチックは、回収
された後、燃料としてのサーマルリサイクル、他のプラスチック製品へのカスケードリサイクル、同一製品へのク
ローズドリサイクルの３種類の方法でリサイクルされる。 
また、自動車も家電も分解を容易にしたり、材料（特にプラスチック）を統一したりして、設計段階からリサイク
ルを意識した環境適合型の設計を行うようになっている。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
本技術を実際に社会システムの中で運用するためには、公的な寄与は不可欠であったが、基本的にはメー
カーの研究開発により実現された技術およびシステムである。主な公的研究開発・支援を以下に示す。 
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（民間で実施される応用・実用化研究への資金提供） 
○ 廃自動車の適正処理に対する公的投資は、ASR 処理の技術開発に対して行なわれた。NEDO の研究開
発プロジェクトや補助金を活用し、ASR を精錬プラントで原燃料として利用する技術（乾留ガス化技術等）
等の研究開発や、実証試験が行われ実用化が可能となった。大学や公的研究機関は基礎研究の蓄積
による技術シーズの提供やメーカーとの意見交換・アドバイスといった形で技術の発展に寄与した。 
○ 廃家電の適正処理に対する公的投資は、NEDOの委託研究として、プラスチックリサイクル技術開発に対
して行なわれた。家電メーカーへの研究開発支援の結果、クローズドマテリアルリサイクルを実現する水
平型プラスチックリサイクル技術の開発に成功した。 
（規制の導入） 
○ ASR の処理と家電リサイクル技術は法律の制定により飛躍的に促進された。法律による規制と、技術開発
やプラント製造に対する補助金が互助的に役割を果たした。 
(補助制度) 
○ 精錬炉等のリサイクルプラントの整備に関しても、エコタウン事業等の補助金が活用された。また、リサイク
ルプラントの整備に関しても補助金等の支援がなされた。 
インパクトアンケートの結果では、製造技術平均と比較すると公的研究開発・支援の寄与は小さいが、その
中では実用化・民間への資金提供が大きかったことがわかる。ヒアリング調査においても概ね同様の結果であ
った。ヒアリング調査の中では、寄与は小さいながらも大学の先生等の助言は重要であったとの見方も存在し
た。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、自動車メーカーと家電メーカー、廃棄物処理業者の活動を通じて以下のようなインパクトを実
現していると見られる。 
○ 経済的インパクト 
z リサイクル産業の拡大・創出。 
― 家電：1000億円規模（2005年における推計値） 
― 自動車：3000億円規模(自動車リサイクル法施行前)＋400～480億円(自動車リサイクル法施行後) 
z リサイクル関連産業での雇用創出効果。 
― 家電リサイクルプラント：約 1600人 
z リサイクルコスト低減。 
― 自動車：200億円程度 
z 自治体の家電ごみ回収コスト低減。 
○ 社会的インパクト 
z リサイクル率の向上による廃棄物の削減。 
― 家電：約28万トン/年 
― 自動車：約 48万トン/年(ASR 処理分) 
z 循環型社会の一部実現。 
z 地球温暖化防止、オゾン層の保護。 
○ 国民生活へのインパクト 
z コスト負担による、リサイクルへの意識の向上。 
z リサイクルコスト低下による、負担の減少。 
― 当初20,000円前後と見られていた購入者負担費用が 10,000～15,000円へと低下（自転車リサイクル） 
z 廃棄物量削減による、生活環境の悪化防止。 
インパクトアンケート調査結果では、社会的なインパクトが「大」と「中」あわせて 80％以上とかなり大きい。約
4億5千万トンという総廃棄物量と比較して、自動車・家電リサイクルによる約76万トンの廃棄物削減量は非常
に少ないにもかかわらず、社会的インパクトが大きいとの回答が多い。これは、リサイクルシステムによる循環型
社会の一部実現などが、人々に大きな心理的なインパクトを与えたためと想定される。 
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(５) 指摘された課題と今後の公的研究開発・支援のあり方に関する意見（参考） 
① 廃自動車の適正処理に関する課題 
○ 技術的にはほぼ成熟し、仕組みも完成したので、運用・物流への公的寄与が期待される。鉄の値段が低
下した場合も、不法投棄が生じないように仕組みの保持をして欲しい。(学識経験者） 
○ ASR リサイクルに関する技術的な問題としては、塩素をいかにして取り除くかという問題がある。ASR に限
ってではないが、塩素は炉や配管を傷める大きな原因となっている。（学識経験者） 
○ このまま鉄スクラップの高値が続くと、廃自動車の多くが国内で処理される前に中国へ運ばれてしまい、
国内の絶対的な処理量が不足する可能性がある。その場合、処理業者は事業を続けることが困難となっ
てしまうので、国内の産業を維持するのであれば、廃自動車の量の確保が課題となる。自動車メーカーだ
けでなく処理業者にも注目した政策が必要である。(学識経験者、企業・マネージャー） 
○ 最終的には、天然資源に乏しい日本において、廃棄物を有用な資源として国内で物質循環をさせるぐら
いの気概を持って欲しい。そのためには、当該技術が今後、市況等に左右されずに、国内で活用され、
発展させていけるような仕組をつくることも国として必要であろう。（企業・マネージャー、公的研究機関・研
究者） 
② 廃家電の適正処理に関する課題 
○ 今までのような補助金行政では、結局メーカーも資金を持ち出さなければならない。今後は特定プロジェ
クトでよいので、全額の補助が求められる。家電リサイクルのための技術開発はそれほど資金を必要とは
しないが、複数企業でプロジェクトを受託すると一企業あたりの資金は数千万になってしまい、革新的な
研究はできない。（企業・マネージャー） 
○ バージン材に対する関税の引き下げの結果、リサイクル材料のコスト面での問題が顕在化している。この
克服のために、再生プラスチックの使用義務付化のような規制が欲しい。(企業・マネージャー） 
○ リユースとして、盛んに中古家電の輸出が行なわれているが、数年後には輸出先でも廃家電となるので、
リサイクルプラントについても ODAのような形で輸出すべき。(企業・マネージャー） 
○ 中国等では、輸出家電をばらしての部品利用などが行なわれている。これは技術流出につながる可能性
があり、輸出の際に機能破壊をし、資源として輸出するなどの対策が必要である。(企業・マネージャー）
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１．技術動向
（１）自動車・家電リサイクルの歴史
背景要因
自動車
リサイクル
家電
リサイクル
時期 1940年代 1970年代 2000年代1900年代
利用可能な
部品全ての
再利用
1920年代
解体業者の
出現
中古部品のリサイクル
第二次世界大戦
（モノ不足）
鉄スクラップのリサイクル
高度経済成長
解体業者の大きな成長（1990年ころピーク）
1980年代 1990年代
公害被害の顕在化による「適
正処理」の必要性の高まり
廃車・廃車ガラの逆有償化
鉄スクラップ販売の重点化 中古部品販売の重点化
シュレッダーダストのリサイクル
家電リサイクルの開始
鉄など有価物の一部回収・リサイクル
小売業者や自治体に回収され、基本的に埋め立て廃
棄がなされてきた
自動車
の出現
自動車
の急増
電炉技術
の発展 2002年自動車リサイクル法制定
廃棄物処理場の枯渇問題の深刻化
1998年 家電リサイクル法制定
鉄スクラップ価格の下落
最終処分費用の高騰
持続可能な社会の実現に向けた各種取り組み
豊島問題
2002年欧州WEEE
指令・RoHS指令
 
解体工程 ASR埋立等
廃車ガラ ASR 約70万トン
埋め立て分等：
（うちＡＳＲ重量分は 約9.5万トン）
平均車重：1.1トン バッテリー（車重比1％）
タイヤ（車重比3％）
液類（車重比1.5％）
部品・原材料等
（輸出分も含む）
金属
リサイクル分： 約11.5万トン
ASRリサイクル
金属（＋部品等）
リサイクル電炉等
電炉等投入廃車ガラ重量：16万トン
車重比77%
重量：
中古車輸出 廃車ガラ輸出
重量： 29万トン ※使用済み自動車リサイクルイニシアチブ上、正確にはリサイクルに向けられた重量でもってリサイクルと観念するため、現状のリサイ
クル率の算定ではその方式 をとるが、自動車リサイクル法で法定
するＡＳＲﾘｻｲｸ率算定にあたっては、埋立処分量の極小化という命
題に鑑み、リサイクル施設から生じる残さを考慮する。
使用済自動車発生台数：5,148,000台
（うちＡＳＲ重量分は 約5.2万トン）
使用済自
動車発生 破砕工程
中古車輸出台数：750,000台
※
１．技術動向
（２）自動車のリサイクルシステムと技術の役割
使用済自動車のリサイクル・処理フロー
解体技術
（手ばらし、補助機械による）
・高効率解体機器（液類回収機、
フロン処理機、マテリアル回収機）
・高効率ライン（省人化、安全、
低コスト、環境負荷低減等）
自動車シュレッダーダスト(ＡＳＲ：Automobile Shredder 
Residue）リサイクル技術
・ＡＳＲはそもそもマテリアルリサイクルが技術的･経済的に容
易でない残渣として残るものである。
・ＡＳＲは有機物（可燃物）が約40％、無機物が約40％であり、
うち鉄・銅他金属分は約10％である。
・ＡＳＲのリサイクルはサーマルリサイクルとマテリアルリサイク
ルの双方の要素を合わせて評価する必要がある。
新型車対応・３Ｒ設計技術
・リデュース設計（軽量、コンパクト、長寿命化）
・リユース設計（易解体、リユース・リマン製品）
・リサイクル設計（液抜取、易解体、易リサイクル等）
廃車ガラのシュレッダーレス・リサイクル
（プレスによる「サイコロ化」→電炉投入）
リサイクル実効率は、廃車ガラ輸出・電炉投入、および自動車シュレッダーダストのサーマルリサイクル分を含めて、約85％と推計される。
現状のリサイクル率が約８５％程度を達成しており、
十分にリサイクルが図られてこなかった残余のＡＳＲ
のリサイクル率向上が重要
リサイクル必要量を削減するとともに、
リサイクル率のさらなる向上およびリサ
イクルコスト低減が期待される
(出所）産業構造審議会環境部会 廃棄物・リサイクル小委員会自動車リサイクルＷＧ資料よりＭＲＩ作成
約570万トン
約83万トン
約58.5万トン
約480万トン
約370万トン
約390万トン
２  
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１．技術動向
（３）自動車シュレッダーダスト（ＡＳＲ）リサイクル技術
ＡＳＲは多様なものから構成されるが、組成的には有機物約60％（廃プラスチック類等発熱量が石炭並みの成分）と、無機物約40％（特に価値の高
い金属銅：主にワイヤーハーネスの銅が３％前後含まれる）であり、サーマルリサイクルおよびマテリアルリサイクルが期待できる。
ＡＳＲリサイクル技術の分類と概要
ＡＳＲの
処理能力
(t/年)
処理能力
増大率
現状
（2003.9） 312,800 1.00 12.6% 有効利用率
2005 503,700 1.60 30%以上 目標水準
2010 622,100 1.99 50%以上 目標水準
2015 - - 70%以上 目標水準
リサイクル率
類型 技術概要
燃料代替＋原料化 非鉄金属精錬等の素材産業の既存施設を活用し、シュレッダーダ
スト中の可燃成分を燃料に代替することに加え、銅をはじめとする
金属等を回収する技術。
焼却処理＋熱回収
＋原料化
焼却処理を行って連続するボイラーによって蒸気や電力の形で熱
回収を行うとともに、その焼却灰等を灰溶融炉で処理して金属資
源やスラグを回収する技術。
乾留ガス化＋
ガス化利用＋
原料化
シュレッダーダストを乾留ガス化して、発生する燃料ガスを改質・
精製後そのまま利用する技術。乾留残渣については、工業カーボ
ン材料等に利用するか溶融化して金属資源やスラグを回収する。
乾留ガス化＋
熱回収＋原料化
シュレッダーダストを乾留ガス化して、連続する二次燃焼炉・ボイ
ラーで熱回収・発電を行う技術。乾留残渣については、溶融化して
金属資源やスラグを回収する。
素材選別＋
燃料代替
種々の選別工程を加えて、特定の単一素材を回収・再利用する技
術。
ＡＳＲ有効利用業者の処理能力の現状と将来予測
(出所）産業構造審議会環境部会 廃棄物・リサイクル小委員会自動車リサイクルＷＧ資料、ＮＥＤＯ「シュレッダーダストの排出量および有効利用量の現状と予測に関
する調査報告書」よりＭＲＩ作成 ３
■この数年、ＡＳＲのリサイクル技術として精錬等において
利用する技術が進展した。
■特に、乾留ガス化技術の進展が顕著である。
■これらの技術を利用して、それまで再利用困難であった ＡＳ
Ｒの精錬等におけるリサイクル利用が可能になった。
■今後、これらの技術を利用した有効利用事業者の能力増
大が予測される。
ASRの構成（例）
ゴム
7%
木材
3%
紙
2%
鉄
8%
非鉄金属
4%
ガラス
7%
ワイヤーハーネス
5%
繊維
15%
ウレタン
16%
樹脂
33%
ASR
ASR組成分析
銅
3%
珪素
7%
カルシウム
5%
ナトリウム
1%
塩素
4%
有機物
61%
鉄
6%
アルミニウム
1%
その他
（無機物）
12%
 
 
１．技術動向
（４）家電リサイクルシステムの概要
４
（出所）ハイパーサイクルシステムズ資料よりMRI作成
■家電リサイクルは、まず収集された家電を手分解し、リサイ
クルのしやすい形とする。
■分解後、部品ごとに、それぞれのプロセスでリサイクルされ、
金属材料やガラスカレット、プラスチックに分別される。
■破砕・粉砕されたものを各材料に分別する技術はその多く
が、鉱山での有価物分別技術の応用である。
■家電リサイクルのために開発された重要な技術は、プラス
チックリサイクルである。プラスチックは、回収された後、燃
料としてのサーマルリサイクル、他のプラスチック製品への
カスケードリサイクル、同一製品へのクローズドリサイクル
の３種類の方法でリサイクルされる。
環境適合型設計
家電リサイクルが実施されるにあたって、設計段階からリサイ
クルを意識した以下のような性質を持った、環境適合型の設計
が行われている。
・再資源化性：材料統一、再生材料の使用
・分解性：分解しやすい設計、材料の分別が容易な設計
・処理容易性：細片化、破砕が容易な設計 等
上記のような性能は、リサイクルプラントからの情報をフィード
バックすることが重要であり、多くのメーカーで取り入れられてい
る。今後は、環境負荷性能等、LCAを意識した設計も進んでいく
とみられる。
手分解行程
○コンプレッサー
○モーター
○ブラウン管
○TV基板の取り外し
洗濯機 テレビ エアコン 冷蔵庫
カレット化
熱交換機
冷媒配管部品
モーター
圧縮機
プラスチック
金属除去
選別行程
断熱材
フロン回収
プラスチック 鉄 金・銀・銅 アルミ
冷媒フロン
回収
ガラス
メーカー
専門業者
にて
材料化
材料として有価物再利用 フロン処理メーカー
家電製品
お客様指定
樹脂メーカー ２次需要 高炉原料化
合成ガス化
高度選別
システム
クローズド
リサイクル
カスケード
リサイクル
ブラウン管
など
部品レベルでの
有価物化工程
プラスチック
破砕行程
プラスチック
部品
単体素材
破砕工程
破砕
一般機械
破砕工程 有害物
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２. 公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
家電リサイクル
技術の展開
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1980年代 1990年代 2000年代
鉄スクラップの値段低下
解体技術、分離・選別技術
プラスチックマテリアルリサイクル[カスケード、クローズド]
環境適合型(3R)設計の進展
５
廃棄物処理場の枯渇問題の深刻化
NEDO電炉技術を用いた鉄及びプラスチッ
クの複合リサイクル技術開発[2001-2005]
制度等の対応
1995年 廃車リサイクルへの廃掃法の適用
2000年 循環型社会形成推進基本法制定
2000年 使用済み自動車に関する欧州指令
1998年 家電リサイクル法制定
2002年 自動車リサイクル法制定
不法投棄問題(豊島問題)
自動車工業会等を中心とした、産学官による
リサイクルへの取り組み強化
有害物質処理技術[フロン・化学物質処理]
プラスチックサーマルリサイクル
リサイクル共通
技術の展開
自動車リサイクル
技術の展開
1997年 エコタウン事業開始
大学・公的研究機関での基礎研究（メーカーへのアドバイス・意見交換という形で、技術開発に寄与）
CFC等破壊処理技術調査等
シュレッダーダスト処理技術[鉄精錬、非鉄精錬、ガス化溶融技術]
シュレッダーレス処理技術[電炉技術]
NEDO非鉄金属の同時分離・マテリアル
リサイクル技術開発[2001-2004]
NEDO先進的家電リサイクル
技術開発 [1998]
NEDO廃電気・電気機器起源プラスチック
等リサイクル技術開発[1999-2000]
NEDO循環型社会構築促進技術
実用化補助事業[2001-2002]
2002年欧州WEEE指令・
RoHS指令採択
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
６
公的研究開発・支援 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
NEDO先進的家電リサイクル技術開発
[1998]
・樹脂・金属の分離技術 民間企業への研究開発資金提供
（業界団体、家電メーカー）
NEDO廃電気・電気機器起源プラスチック
等リサイクル技術開発 [1999-2000]（2年間
で、5.6億円)
・ プラスチック部材to部材リサイクル技術開発
・ ウレタンのリサイクルに係る基礎技術の開発
・ 磁性材料の処理技術に係る調査研究
民間企業への研究開発資金提供
（家電メーカー、プラントメーカー）
・ プラスチックの分別技術
・ 冷蔵庫ウレタンリサイクル技術
・ シクロペンタンの回収技術
NEDO循環型社会構築促進技術実用化補
助事業[2001-2002]（他技術への補助金も
含み、2年で34.5億円)
・ プラスチックリサイクル
・ ウレタンリサイクル
・ シュレッダーダストリサイクル
民間企業への研究開発資金提供
（家電メーカー、プラントメーカー）
・ プラスチックのマテリアル・サーマルリサ
イクル
・ 断熱材ウレタンのマテリアル・ケミカルリ
サイクル
・ シュレッダーダストの電炉処理
NEDO非鉄金属の同時分離・マテリアルリ
サイクル技術開発 [2001-2004]（2年で5.3
億円)
・ シュレッダーダストからの有価物回収
・ シュレッダーダストのエネルギー利用
民間企業への研究開発資金提供
（金属・材料メーカー）
・ シュレッダーダスト性状の評価技術
・ ハロゲンの除去
・ 環境負荷の小さい処理技術
・ 効率的な非鉄金属回収：湿式精錬法
NEDO電炉技術を用いた鉄及びプラスチッ
クの複合リサイクル技術開発[2001-2005]
・ シュレッダーダストのマテリアルリサイクル 大学と民間企業(鉄鋼メーカー)への研究
開発資金提供
・ シュレッダーダストの減容固化技術
・ 減容固化物の電炉へのハンドリング・導
入技術
・ 電炉利用技術
・ 電路ダスト処理・副生物リサイクル技術
公的研究開発・支援はほぼNEDOから企業への研究開発資金提供という形で行われた。提供先は複数企業に
よる研究開発チームの形を取ることが多い。主にプラスチックリサイクル技術と、シュレッダーダスト処理技術に
研究開発支援が行われた。
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２. 公的研究開発・支援の位置付け
（参考）自動車リサイクル法の概要
７
自動車リサイクル法の概念図
（出所）経済産業省、環境省資料
[関連情報]
・国の目標値：2015年リサイクル率95%
・所有者の負担額：小型車1万円、普通車1万5千円程度
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認定
リサイクル
料金を預託
払渡し請求
払渡し
フロン類引渡・
引取義務
エアバッグ類
引渡･引取義務
シュレッダーダスト
引渡･引取義務
引渡義務
引渡義務
引渡義務
引渡･引取義務
中古車
使用済自動車
使用済自動車
使用済自動車
ガラ
フロン類回収料金
エアバッグ類回収料金
金属等
再利用
部品等
使用済自動車
払渡しのエビデンス（リサイクル完了情報）
情報の流れ
使用済自動車等の流れ
金の流れ
※2 リサイクル義務者が不存在の場合等につき指定再資源化機関が対応。
その他離島対策、不法投棄対策への出えん業務も実施。
引取業者
(自動車販売･整備業者等）
登録
?
?
?
?
?
ェ?
?
?
?
?
?
?
フロン類
回収業者
登録
解体業者
許可
[法律の目的]
（１）年間約400万台排出される使用済自動車は、有用金属･部品
を含み資源として価値が高いものであるため、従来は解体業
者や破砕業者において売買を通じて流通し、リサイクル・処
理が行われてきた。
（２）他方、産業廃棄物最終処分場の逼迫により使用済自動車か
ら生じるシュレッダーダストを低減する必要性が高まっている。
また、最終処分費の高騰、鉄スクラップ価格の低下・不安定
な変動により、近年、従来のリサイクルシステムは機能不全
に陥りつつあり、不法投棄･不適正処理の懸念も生じている
状況。
（３） このため、自動車製造業者を中心とした関係者に適切な役
割分担を義務づけることにより使用済自動車のリサイクル･
適正処理を図るため、新たなリサイクル制度を構築すること
が喫緊の課題となっている
[法律の概要]
（１）自動車メーカー等に、ASR、フロン類、エアバックの適正処理
を義務付ける。
（２）自動車の所有者にリサイクル料金の負担を求める（先払い）
（３）電子管理票(マニフェスト)制度を導入し、使用済自動車が各
段階の事業者において確実にリサイクルされたことを確認で
きる情報管理システムを構築する。
 
 
２. 公的研究開発・支援の位置付け
（参考）家電リサイクル法の概要
８
家電リサイクル法の概念図
[法律の目的]
小売業者、製造業者等による家電製品等の廃棄物の収
集、再商品化等に関し、これを適正かつ円滑に実施する
ための措置を講じることにより、廃棄物の適正な処理及び
資源の有効な利用の確保を図り、もって生活環境の保全
及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。
（出所）経済産業省、環境省資料
[対象機器]
家電製品を中心とする家庭用機器から、・市町村等によ
る再商品化等が困難であり、・再商品化等をする必要性が
特に高く、・設計、部品等の選択が再商品化等に重要な影
響があり、・配送品であることから小売業者による収集が
合理的であるもの。具体的には、エアコン、テレビ、冷蔵
庫・冷凍庫、洗濯機の４種類である。
[再商品化実施義務]
・エアコン：60%以上
・テレビ：55%以上
・冷蔵庫・冷凍庫：50%以上
・洗濯機：50%以上
排
出
収
集
・
運
搬
再
商
品
化
等
引取義務
①自らが過去に小売リした対象機器
②買替えの際に引取りを求められた対象機器
引渡し義務
排 出 者
（全国４４百万世帯、1.8千万台/年（4品目））
適正な引渡し
収集・再商品化等に関する費用の支払い
市
町
村
等
管理表
（マニフェスト）
制度による確実
な運搬の確保
交付・回付
実施状況の
監視
指定取引場所
再商品化等基準に従った再商品化等実施義務
市
町
村
等
小売業者
家電販売店8万店（うち大型店0.55万店）
指定
法人
製造業者
輸入業者
リサイクル料金
（大手家電メーカー）
エアコン ￥3,675
冷蔵庫・
冷凍庫
テレビ ￥2,835
洗濯機 ￥2,520
指定引取場所190箇所ずつ
再商品化工場41箇所 引取義務
①義務者不存在等
②中小企業の委託 自らが過去に製造・輸入した対象機器
￥4,830
[法律の概要]
（１）製造業者及び輸入業者に引き取りを義務付ける。
（２）家電の引き取りを求める者にリサイクル料金の負担を
求める（後払い）
（３）管理票を発行し、製造業者等までの対象機器の廃棄
物の確実な運搬を確保するための措置を講じる。
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４．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）インパクト実現プロセス
１０
技術 インパクト
自動車リサイクル
・解体業者
・シュレッダー業者
・鉄鋼業、精錬業、電炉業
経済的インパクト
・リサイクル産業の拡大・創出
[家電：1000億円規模]
[自動車：3000億円規模]＋[400～480億円]
・リサイクル関連産業での雇用創出効果
[家電リサイクルプラント：約1600人]
・リサイクルコスト低減
[自動車：200億円程度]
・自治体の家電ごみ回収コスト低減
等
社会的インパクト
・リサイクル率の向上による廃棄物の削減
[家電：約28万トン/年]
[自動車：約48万トン/年(ASR処理分)]
・循環型社会の一部実現
・地球温暖化防止、オゾン層の保護
等
国民生活へのインパクト
・コスト負担による、リサイクルへの意識の向上
・リサイクルコスト低下による、負担の減少
[当初20,000円前後と見られていた自動車リサ
イクル負担費用が10,000～15,000円へと低下
した]
・廃棄物量削減による、生活環境の悪化防止
等
９
利用領域
環境適合型(３R)設計技術
メーカー
・自動車メーカー
・家電メーカー
家電リサイクル
・家電メーカ(ー単独・複数)の
リサイクルプラント
有害物質処理技術
・フロン処理技術
・化学物質処理技術
分離・選別技術
解体技術
・プラント技術
・ロボット技術??
?
?
プラスチックリサイク
ル技術
・サーマルリサイクル
・カスケードリサイクル
・クローズドリサイクル
?
?
?
?
?
?
?
?
?
ASR処理技術
・鉄精錬技術
・非鉄精錬技術
・ガス化溶融技術
シュレッダーレス処理
技術
・電炉技術
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
 
 
４．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）リサイクル産業の創出
１０
①家電リサイクルの実施により創出される市場規模
再商品化料金 一次輸送費 計 想定廃棄台数 市場規模
（メーカ公表値） （仮定） （千台） （億円）
冷蔵庫 4,600 1,000 5,600 4,521 253
洗濯機 2,400 1,000 3,400 4,403 150
テレビ 2,700 1,000 3,700 7,615 282
エアコン 3,500 1,000 4,500 6,273 282
計 - - - 22,812 967
※ 一次輸送費は未決定ゆえ仮置き。想定廃棄台数は、実績値より２００５年時点を想定。
(出所）政策投資銀行調査レポート2001「家電リサイクルシステム導入の影響と今後」
②自動車リサイクル産業の市場規模
■自動車リサイクル法施行前：約3,000億円の市場規模(中古部品販売と鉄等スクラップ販売)
■自動車リサイクル法施行後（予測）：プラスアルファ400～480億円の市場がフロン・エアバッグ・ASRの処理に
より創出される
[リサイクル料金は下表の通り平均10,000円～12,000円として計算]
[年間の廃車台数は約500万台で、そのうち海外に輸出されるものを除くと概ね400万台がリサイクルされる。]
(出所）自動車メーカー各社HPよりMRI作成
コンパクト 小型 中大型 ミニバン
リサイクル料金
（円） 9100-11430 9840-12340 13460-14210 13430-15010
■家電は、家電リサイクル法が制定されるまで、ほとんどリサイクルされていなかったため、全てが、近年の技術開発とシステム化に
よって実現された市場規模である。プラントだけでも約1600人の直接雇用が生じている。
■自動車は、既存のリサイクルシステムにより、3000億円程度の市場が形成されていた。リサイクル法制定により生み出される市場
は400 ～480億円程度と予想される。自動車リサイクル料金は、技術開発の結果法律制定当初の予想より、一台あたり5000円
程度安くなっており、リサイクルコストの低減が実現した。また、ユーザーの負担が減少したことは大きなインパクトである。
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４．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）自動車および家電のリサイクル量の推移
１１
①家電リサイクル
②自動車リサイクル（今後ASR処理が進むことによって得られる廃棄物処理効果）
現状リサイクル率：85% → 2015年：95%
48万トンの廃棄物量削減(ASR処理技術の進展が主要因)
年間国内で処理される廃自動車：480万トン
■家電のリサイクルは、平成15年度に282,490トン実施されている。廃棄物削減量は、約28万トンである。
■リサイクル率は、平成15年度で、エアコン：81%、テレビ：78%、冷蔵庫：63%、洗濯機：65%
■リサイクル法施行以後の3年間で、リサイクル量は増加傾向にある。リサイクル法施行前のリサイクル量はほぼゼロである。
凡例
(回収量）
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(出所)財団法人家電製品協
会資料よりMRI作成
 
 
４．まとめ①
１２
 90年代初頭までは、市場メカニズムに沿って、中古部品と金属材料のリサイクルが進められ、重
量比で約80％程度がリサイクルされてきた。しかし、ASR処理の高コスト化や鉄スクラップの価格
暴落により、不法投棄(豊島問題等)が増加し、埋立地の逼迫等の問題も顕在化してきた。そこで、
自動車メーカーが鉄鋼・非鉄金属メーカーなどと協力して、ASR処理やシュレッダーレス方式等の
リサイクル率の向上のための技術開発および、自動車リサイクル法へと繋がる新たな仕組みづく
りを進めていった。実際に社会システムを運用させてゆくためには、規制等の公的な寄与は不可
欠であったが、基本的にはメーカーの尽力により実現された技術、システムである。
 公的投資は、上記の技術開発に対して行なわれた。NEDOの研究開発プロジェクトや補助金を活
用し、ASRを精錬プラントで原燃料として利用する技術（乾留ガス化技術等）等の研究開発や、実
証試験を行い、実用化が可能となった。大学や公的研究機関は基礎研究の蓄積による技術シー
ズの提供や、メーカーとの意見交換・アドバイスといった形で寄与していた。精錬炉等のリサイク
ルプラントの整備に関しても、エコタウン事業等の補助金が活用された。
 実現された最も大きなインパクトは、リサイクル率の向上による廃棄物削減である。経済的インパ
クトは、自動車リサイクル法の対象である、エアバッグ、フロン、ASRの処理により、新たな市場が
創出されたことである。また、リサイクルを容易にする各種技術により、自動車ユーザーが支払う
処理費用が軽減した。さらに、今までは処理困難な廃棄物でしかなかったASRを有用に使えるよ
うにしたという事実は、他の廃棄物に対する世間の見方を変え、有用な資源としての利用可能性
に気づかせ、新たなビジネスを生み出す可能性を開いた。
 インパクトの継続的な実現のためには、鉄スクラップの値段低下や、廃自動車の海外(中国等)流
出に対応する政策が必要である。
自動車リサイクルのまとめ
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４．まとめ②
１３
■従来、家電は自治体や小売業者により収集され、そのほとんどが埋め立てなどによって、そのまま
廃棄されてきた。そこで、廃棄物の減量と有用な部品・素材の再商品化等を図り、循環型経済社
会を実現していくため2001年に家電リサイクル法が施行され、それに対応するため、家電メーカー
により、プラスチックリサイクル技術や環境適合設計（再資源化性、分解性、処理容易性向上）等
各種技術開発がなされた。
■家電リサイクルに対する公的寄与は、NEDOの委託研究として、プラスチックリサイクル技術に対し
て行なわれた。家電メーカーの研究開発支援の結果、クローズドマテリアルリサイクルを実現する
水平型プラスチックリサイクル技術の開発に成功した。また、リサイクルプラントの整備に関しても
補助金等の支援がなされた。
■家電リサイクル技術は法律の制定により飛躍的に促進された。法律による規制と、技術開発やプ
ラント製造に対する補助金が互助的に役割を果たした。
■インパクトとしては、家電リサイクル産業が創造されたことが最も大きい。現状では家電の解体は
大部分手作業で行なわれている労働集約的な産業であるため、多くの雇用効果がある。また、リ
サイクルによる廃棄物の削減という社会的なインパクトも大きい。
■インパクトの増大のためには、再生プラスチックの使用義務化などリサイクル材料の競争力を向上
させるための政策が必要である。また、リサイクルによる知財流出の問題も考慮しなければならな
い。
家電リサイクルのまとめ
 
 
４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
自動車リサイクルの今後に関して
■技術的にはほぼ成熟し、仕組みも完成したので、運用・物流への公的寄与が期待される。今後鉄等の
値段が下がった場合などでも、不法投棄が生じないように仕組みの保持をして欲しい。(学識経験者）
■ASRリサイクルに関する技術的な問題としては、塩素をいかにして取り除くかという問題がある。ASRに
限ったことではないが、塩素は炉や配管を傷める大きな原因となっている。（学識経験者）
■このまま鉄スクラップの高値が続くと、廃自動車の多くが国内で処理される前に中国へ運ばれてしまい、
国内の絶対的な処理量が不足する可能性がある。その場合、処理業者は事業を続けることが困難と
なってしまうので、国内の産業を維持するのであれば、廃自動車の量の確保が課題となる。自動車
メーカーだけでなく処理業者にも注目した政策が必要である。(学識経験者、企業・マネージャー）
■最終的には、天然資源に乏しい日本において、廃棄物を有用な資源として国内で物質循環をさせるぐ
らいの気概を持って欲しい。そのためには、当該技術が今後、市況等に左右されずに、国内で活用さ
れ、発展させていけるような仕組をつくることも国として必要であろう。（企業・マネージャー、公的研究
機関・研究者）
家電リサイクルの今後に関して
■今までのような補助金行政では、結局メーカーも資金を持ち出さなければならないので、今後は特定プ
ロジェクトでよいので、全額の補助が求められる。家電リサイクルのための技術開発はそれほど資金
を必要とはしないが、複数企業でプロジェクトを受託すると一企業あたりの資金は数千万になってしま
い、革新的な研究はできない。（企業・マネージャー）
■バージン材に対する関税の引き下げの結果、リサイクル材料のコスト面での問題が顕在化している。こ
の克服のために、再生プラスチックの使用義務付化のような規制が欲しい。(企業・マネージャー）
■リユースとして、盛んに中古家電の輸出が行なわれているが、数年後には輸出先でも廃家電となるの
で、リサイクルプラントについてもODAのような形で輸出することが望ましい。(企業・マネージャー）
■中国等では、輸出家電をばらしての部品利用などが行なわれているが、これは技術流出につながるの
で、輸出の際に機能破壊をし、資源として輸出するなどの対策が必要である。(企業・マネージャー）
１４ 
 178
２－１２ レーザを利用した加工技術（製造技術） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z レーザ光は、集光度が高くエネルギーを集中させることができるため、加工技術に適用されている。
加工技術に使用される各種レーザとしては、CO2レーザ、YAG(固体)レーザ、LD 励起 YAG(固体)レ
ーザ、LD(半導体)レーザおよびエキシマレーザ等があり、これらを対象とした。 
z 適用分野としては、機械・電子部品製造を対象とした。主たる加工技術分野としては、自動車等の板
金（切断）、溶接・溶着、表面処理（硬化等）等を行なう機械部品加工と、電子機器等のマーキング、
穴あけ、溶接・ろう付け・圧接、改質（アニーリング）等を行う微細加工の２つに区分される（半導体リソ
グラフィへの応用は対象外とした）。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（名古屋大学工学研究科助教授）１名 
z 公的研究機関（産業技術総合研究所産学連携部門）１名 
z 企業（電機・電子メーカー２社、自動車メーカー）６名 
 
(２) 技術動向 
レーザ加工技術は、エネルギーを集中させることができるレーザ光を用い、切断や溶接等の機械部品加工、
電子部品の溶接や基板穴あけ・マーキング等に応用する微細加工などを行う技術である。このため、レーザ発
振器の技術と、これを各種加工に応用する技術、さらに NC（数値制御）工作機械やロボット等と組み合わせる
システム化技術から構成される。 
レーザ加工技術は、各適用分野において、例えば以下のようなメリットをもつ。 
z 板金（切断） 型が不要で柔軟な加工（従来のパンチプレス加工を代替）。 
z 溶接 鋼板の有効利用や複雑なデザインへの対応、高精度で欠陥の少ない溶接 
 （従来のアーク溶接を代替）。 
z 微細加工 高精度化および量産性向上。 
光源としてのレーザ技術は、1960 年の米国でのルビーレーザ発振の成功以来、米国が軍事用等で先行し
て研究開発を実施した。日本では、1960年代後半以降に国内企業で研究開発が成されてきた。 
日本では、1980年代からレーザ技術が加工技術へと応用された。まず、CO2レーザおよび YAG（固体）レー
ザおよびその加工応用技術が開発された。CO2レーザは大出力発振が可能であるため、主に機械部品加工
に用いられ、YAG レーザは出力に限りがあるため、主に微細加工に用いられた。その後、1990 年代に YAG レ
ーザの高出力化が可能になり、ファイバー導光可能で複雑な形状への対応や取扱い性に優れるという利点を
生かして、機械部品加工にも用いられるようになった。なお、2000 年頃から、より高効率で長寿命である LD 励
起 YAG レーザが開発され、一部の YAG レーザに替わって導入されつつある。 
日本は、1980 年代に CO2レーザ加工技術で、機械加工用では世界のトップレベルに立ったが、1990 年代
後半以降はドイツが席巻している。また米国も軍事用等で積極的な研究開発を進めてきた。なお、微細加工用
は現在も日本がリードしていると言われている。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
レーザ加工技術は、事業の立上げ、投資回収リスクの大きい研究開発であり、国のプロジェクトによる資金
面での支援を中心として、公的研究開発・支援の寄与があった。当該技術開発に寄与があったと指摘された
公的研究開発・支援について、主なものを以下に示す。 
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(大学や公的研究機関での技術の発明) 
○ 大学等で慣性核融合用として研究開発されたレーザ技術が、産業用レーザ光源の技術として一部応用
されている。 
○ 超高性能レーザ応用複合生産システム研究開発（旧通商産業省、1977～84）では、CO2レーザ・YAG レ
ーザおよび加工技術等の研究開発を行なった。公的研究機関が参加（指導、相談等）し、産学官の人材
交流・融合が成された。また、本プロジェクトを通じて、間接的にメーカーへの研究資金が提供されたこと
により、レーザ発振器および応用加工機の要素技術開発が進んだ。また、当該プロジェクトの大きな成果
として、日本におけるレーザ加工機産業の創造があげられる。 
○ 超先端加工システム研究開発（旧通商産業省/NEDO、1985～93）では、エキシマレーザの研究開発等
に、公的研究機関が参加し民間企業への指導、相談等を行った。また、本プロジェクトを通じて、間接的
にメーカーへの研究資金が提供されたことにより、レーザ発振器および応用加工機の要素技術開発が進
んだ。 
○ フォトン計測・加工技術研究開発（経済産業省/NEDO、1997～2002）では、LD 励起 YAG レーザおよび
加工・制御等の関連技術が研究開発された。本プロジェクトには、大学・公的研究機関が参加し、結晶の
開発等が行なわれ、分析装置提供等の面でも寄与があった。また、間接的にメーカーへの研究資金が提
供されたことにより、光学部品評価・設計技術等の基盤技術開発・技術的検証等が進んだ。 
○ 高出力全固体 UVレーザ研究開発（経済産業省/NEDO、2003～）では、固体 UVレーザが研究開発され、
大学は企業から再委託の形で参加した。また、間接的にメーカーへの研究資金が提供されたことにより、
光学部品評価や設計技術等の基盤技術開発が進んだ。 
（民間で実施される応用・実用化研究への資金提供、助言） 
○ 大学等における公的研究開発は、民間における当該技術の研究開発に対して、技術的な指導・相談の
ほか、モニタリング技術や材料特性分析という点で寄与した。 
（標準化の支援、策定） 
○ 標準化や ISO 規格策定は、国際競争力の面でも効果があり、これにも国の寄与が見られた。 
インパクトアンケート調査結果では、当該技術に対する公的研究開発・支援の寄与度合いは、「大」と「中」の
合計が回答者の約70％強であり、かなり大きい。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、機械部品加工（熱加工）、微細加工を中心に、種々の産業での加工といった用途で幅広く利
用されている。機械部品加工としては、主に、自動車産業における溶接（テーラード・ブランク、スポット溶接、
連続溶接、肉盛溶接等）、プラスチック溶着、板金（切断）、硬化処理（シリンダ、バルブ等）や、金属・機械等の
一般工場（中小も含む）におけるパンチプレスの代替に利用されている。微細加工としては、電子産業で、半
導体パッケージ等の部品マーキング 、携帯電話用基板（スイッチ等の部分）の穴あけ、あるいは、ハードディス
クヘッド・電子銃・リレー・リチウム電池における組立溶接等に利用されている。その他にも、電子産業での基板
アニーリング（例えば、液晶材料・有機 EL 等での低温ポリシリコン製造）、鉄鋼業での切断・溶接、原子炉材料
でのレーザピーニング処理（残留応力除去による応力腐食割れ防止）等の応用例が見られる。さらに欧米では、
航空機産業、造船業および建設業での利用も行なわれており、今後、日本でもこれらの分野への利用拡大が
期待される。 
これらの各分野での利用を通じて、当該技術は以下のインパクトが実現されている。 
○ 経済的インパクト 
z レーザ加工機産業の創造。 
― 板金・溶接用加工機市場規模 
現在約1000億円→数年後約2000億円、日本メーカーシェアを１/3として試算。世界市場は現在約3000
億円→数年後に約 6000 億円（地域別には現在、欧州２、日本１、米国１程度であるが、将来的には日本
が拡大の余地がある）。 
― 微細加工用加工機市場規模 
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現在約2000億円→数年後に約 4000億円。ほとんどがアジア市場であり、日本メーカーが圧倒的。 
z 日本のものづくり産業競争力の向上（コスト競争力、高性能・高精度、小型・軽量化、デザイン性、信
頼性）とそのコアとなる基盤技術保持。 
z レーザ加工機産業および自動車産業、電子産業等のユーザー産業の売上・利益・雇用拡大。 
○ 社会的インパクト 
z 自動車燃費向上による省エネ効果。 
z 省資源効果（材料削減等による）。 
z 自動車排気ガス清浄化による環境汚染低減。 
z 工場におけるパンチプレス代替による騒音削減。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 生活関連機器（自動車、携帯電話等）の利便性向上や価格低下を通じた生活の質向上。 
インパクトアンケート調査結果では、経済的インパクトが顕著に大きい（「大」および「中」との回答が約 80％、
他のインパクトは 50％以下である）。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 全般的課題  
○ 日本は国内雇用維持・創出のためにも、高付加価値を生み出すものづくりの競争力を国内に維持してい
く必要があり、このため、性能、生産性、デザイン等で付加価値を生み出す、日本しか出来ない産業基盤
技術（レーザ加工技術も含む）を持つ必要がある。このような産業基盤技術は、容易に真似ができないよう、
ノウハウやプロセス技術を含めてインテグレートされてブラックボックス化できるものであるべき。このような
技術があれば、海外生産展開にも対応できる。（自動車メーカー・マネージャー） 
○ レーザに関する技術・知識を総合的に蓄積する拠点形成が望まれる。日本では、大学および企業の研究
者も多いが分散しており、大学の基礎研究と応用するレーザ加工機メーカー、ユーザーである輸送機器
メーカー等がバラバラである。これに対して、ドイツでは大学およびユーザー企業がフラウンホーファー等
の研究所を拠点として集まり、人材（大学はトップクラスの研究者、企業は加工技術者）および資金（企業
および国・州・EUより）を出し合い、ここに技術や知識を集積する仕組みがある。また、分野別にも、縦割り
を配してレーザに関わる多様な分野（医療、産業加工、通信、輸送、防衛等）の総合的なものが望ましい。
また、立地はユーザーが集積している地域に近いことが望ましい。ちなみに、日本には NEDO および自
治体、企業の出資による第三セクター「レーザ応用工学センター」が設置されているが、ユーザーから遠
いこと、すでに設備が古くなりつつあること、優秀な人材集積の点で問題があることから、かならずしも有
効なものになっていない。（学識経験者） 
② 今後の研究開発・支援のあり方についての意見 
(プロジェクトのマネジメント) 
○ 日本では、これまで、「世界最高水準」等の予算化段階で説明しやすい目標設定をしてきたが、そのため
に成果が民間の事業化に結びつき難いという面があった。現在は、民間研究開発の加速や産業競争力
強化が意識されるようになり、かなり改善されているが、まだ民間が考える目標設定との間に乖離があり、
応用製品化という面で公的支援が役立ちにくくなっている。（企業・研究者、企業・マネージャー）  
○ 技術を高度化させるためのドライブフォースとして、プロジェクトの前半で高い目標を設定することは良い
が、そこで出た技術の種を、プロジェクトの後半では産業応用フィールドに植えることのできる苗として育
てるところまでフォローすべきであり、この時点で目標の見直しや、新たなメンバーの参加等の柔軟なプロ
ジェクト運営が望ましい。（企業・マネージャー） 
(参考とすべきプロジェクト実施体制) 
○ ドイツでは自動車メーカー等のユーザーと結びつけた公的支援が、車の溶接分野でなされている。また、
目標設定もユーザーを意識しており、また雇用拡大も視野に入れてなされている等、実際的な成果をあ
げている。 （企業・研究者、企業・マネージャー）  
○ ドイツでは光（レーザ）産業を 21 世紀の技術として長期的に国家レベルで研究開発に力を入れ、各地に
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レーザ関係研究所をつくり（フラウンホーファー等）、に大学から人材を提供し、また自動車メーカーや工
作機械メーカーからはニーズや資金を提供し、ベースとなる技術を生み出し、積み重ねていく仕組みが
有効に機能している。 （企業・マネージャー） 
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１．技術動向
（１）技術概念（各種レーザと加工技術への応用）
１
加工応用される各種レーザ
CO2レーザ
LD励起YAG(固体）レーザ
エキシマレーザ 等
レーザダイオード
（主なメリット）
板金：型不用で柔軟性、
量産性、加工静音性
→パンチプレス加工を代替
溶接：鋼板有効利用、異種合
金溶接、薄板・構造ﾊﾟﾈﾙや
複雑なデザイン対応、
量産性、高精度、欠陥小→
従来型アーク溶接を代替
微細加工：高精度化、量産性
→機械加工を代替
（国際競争力）
・機械部品加工用では現
在はドイツが先行（高性
能のYAG,LD励起YAG、
半導体)、日本が次
・微細加工用では日本が
圧倒的
・米国は軍事・科学研究
用、および半導体リソグ
ラフィー用で優位
レーザ加工技術：
集光性が良く、エネルギーを集中させることができる、レーザ光の加工への応用
YAG(固体）レーザ
LD (半導体）レーザ 等
慣性核融合用レーザドライバー
等
その他レーザ
加工への応用
機械・電子部品製造
（自動車等の機械部品加工）
・板金（切断）
・溶接・溶着
・表面処理（硬化等） 等
（電子機器等の微細加工等）
・マーキング
・穴あけ
・溶接・ろう付け・圧接
・改質（アニーリング） 等
半導体リソグラフィー
IT分野（通信、DVD信号読取等）
エネルギー 等
その他の応用
計測・検査X線レーザ、波長可変レーザ等
※本事例分析の主な対象
 
 
１．技術動向
（２）技術の詳細（主要加工用レーザの特徴等）
加工応用される各種レーザ
CO2レーザ
LD励起YAG(固体）レーザ
（加工用レーザの1つの完成形）
エキシマレーザ
YAG(固体）レーザ
［固体UVレーザを含む］
半導体（LD）レーザ、ファイバ
ーレーザ、ディスクレーザ等
（ドイツで先行）
特徴 主な用途
（国内）
コスト 取扱い等 メンテ性・信頼性レーザ特性
・特に高出力
・集光性が劣る 安価
・大型
・ミラー導光であり
3次元等の複雑な
形状対応に難
ガスの取扱
い難
機械加工用
（中小工場でも使用）
・中出力
・近年高出力
化が可能に
なった
やや
高価
・小型
・ファイバー導光で
3次元等の複雑な
形状対応可
良 ・微細加工用
・自動車の高度な
溶接用
高出力 高価 同上
特に優れる
寿命長
同上
（今後導入が進む）
高出力、
高効率、
高品質
より
高価 同上
波長が短く
集光性良
高価 KｒF,ArF等
ガスのメンテ難
難
・半導体ステッパ
・基板アニーリング
（低温ポリシリコン製造）
レーザ特性、コスト、取扱い性等の特徴に応じて応用先・用途が異なる。
・超小型
・ファイバー導光で
3次元等の複雑な
形状対応可
特に優れる
さらに寿命長
２ 
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
技術
の展開
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1980年代 1990年代 2000年代
大学・公的研究機関等における研究開発
ルビーレーザ
発振成功
（1960、米国）
制度等の対応
1970年代
超高性能レーザ応用複合生産
システム研究開発
（旧通商産業省）（1977～84）
将来
大量生産の時代
1960年代
国内企業での研究開
発：ルビーレーザ等
（1960年代後半～）
米国が軍事用等で数年先行
超先端加工システム研
究開発（旧通商産業省
/NEDO）（1985～93）
ＹＡＧレーザおよび加工技術（中出
力）（主に微細加工）
LD励起ＹＡＧレーザ（高出
力）（微細加工・機械加工）
フォトン計測・加工技術研
究開発（旧通商産業省
/NEDO） （1997～2002）
エキシマレーザ（主に半導体ステッパのリソグラフィー用）
高出力全固体UVレーザ
研究開発（経済残業省
/NEDO ）（2003～）
半導体レーザ等（高出力）（微
細加工・機械加工）（ドイツ）
ドイツが産業用レーザ加工技術の
研究開発に注力（21世紀技術として）
・自動車産業等の国際競争激化
・IT/電子機器、携帯電話等の高精度化、小型化、軽量化
（研究開発・事業化
に当たり科学技術的
な指導・相談等）
ISO、標準化規格
（国際競争力にも影響）
励起光源としてのLDレー
ザ（米国製）
機械加工用ではドイツがリード
ＹＡＧレーザの高出力化（切
断・溶接等機械加工）
固体UVレーザ（微細加工・機械加工）
CO2レーザおよび加工技術（切断、溶接等機械加工）
＜1980年代は世界トップレベルに＞
米国は軍事用、科学技術用、及びエキシマで
リード
軍事等で米国も積極的R&D
３ 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
４
事業の立上げ、投資回収のﾘｽｸの大きい研究開発に対して、国のプロジェクトによる資金面での支援の寄与があった。
（備考）大学等における核融合研究による慣性核融合用レーザ光源が、産業用のレーザダイオード励起YAGレーザの光源として応用されている。
資金提供以外による寄与 メーカーへの資金提供による寄与
 大学等における研究開発 全般
・科学技術的な指導・相談
・モニタリング技術
・材料特性分析
CO 2レーザおよび加工技術
・公的研究機関参加（指導、相談等）
・産学官の人材交流・融合
CO 2レーザ発振器および応用加工機の要素
技術開発
YAGレーザおよび加工技術 公的研究機関参加（指導、相談等） YAGレーザ発振器および応用加工機の要素
技術開発
超先端加工システム研究開発
（旧通商産業省/NEDO）（1985～
93）［総額約160億円、これはエキシ
マレーザ以外にイオンビーム、超精
密機械加工等の開発を含む］
エキシマレーザ 公的研究機関参加（指導、相談等） エキシマレーザ発振器の要素技術開発
LD励起YAGレーザ 大学・公的研究機関参加（結晶開発等）
・光学部品の評価や設計技術等の基盤技術
・通常では出来ない高度な目標を追求するこ
とによる技術的検証
加工・制御等の関連技術 分析装置提供 高精度化に役立つ基盤技術
高出力全固体UVレーザ研究開発
（経済産業省/NEDO ）（2003～）
固体UVレーザ 大学参加（企業から再委託） 光学部品の評価や設計技術等の基盤技術
フォトン計測・加工技術研究開発
（経済産業/NEDO ）（1997～2002）
[総額約72億円]
超高性能レーザ応用複合生産シス
テム研究開発（旧通商産業省）
（1977～84）　［総額約137億円、こ
れはレーザ以外に切削加工、素形
材加工、自動組立、トータルシステ
ム等の開発を含む］
寄与の形態・内容等（主要例）公的研究開発・支援 寄与の対象
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ﾚｰｻﾞ発振器技術
・CO2レーザ
・YAGレーザ
・固体UVレーザ
・LD励起YAGレーザ
・エキシマレーザ
等
技術 利用領域 インパクト
機械部品加工（熱加工）
＜自動車産業＞
・溶接（テーラード・ブランク、スポット溶接、連続溶接、肉盛溶
接等）
・プラスチック溶着
・板金（切断）
・硬化処理（シリンダ、バルブ等）
＜金属・機械等一般工場：中小も含む＞
・パンチプレスの代替
微細加工
＜電子産業＞
・半導体パッケージ等の電子部品マーキング
・携帯電話基板（ｽｲｯﾁ等）の穴あけ
・ハードディスクヘッド・電子銃・リレー・リチウム電池組立溶
接
経済的インパクト
・レーザ加工機産業の創造
・板金・溶接用加工機市場規模：現在約1000億
円→数年後約2000億円（日本メーカーシェアを
１/3として試算：ちなみに世界市場は現在約
3000億円→数年後に約6000億円（地域別には
現在、欧州2、日本1、米国1程度であるが、将来
的には日本が拡大の余地[電子産業メーカー推
計値］ ）
・微細加工用加工機市場規模：現在約2000億
円→数年後に約4000億円（ほとんどがアジア市
場であり、日本メーカーが圧倒的）
・日本のものづくり産業競争力向上（コスト競争
力、高性能・高精度、小型・軽量化、デザイン性、
信頼性）とそのコアとなる基盤技術保持
・レーザ加工機産業および自動車産業、電子産
業等のユーザー産業の売上・利益・雇用拡大
等
社会的インパクト
・自動車燃費向上による省エネ効果
・省資源効果（材料削減等による）
・自動車排気ガス清浄化による環境汚染低減・
工場におけるパンチプレス代替による騒音削減
等
国民生活へのインパクト
・生活関連機器（自動車、携帯電話等）の利便性
向上や価格低下を通じた生活の質向上 等
（下線は実現したもの、他は今後期待されるもの）
５
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
・レーザ応用加工技術
・システム技術（NC,
ロボット等との組合せ）
その他
＜電子産業＞
・シリコン基盤アニーリング
（低温ポリシリコン製造：液晶材料として、有機ELへの応用も）
＜鉄鋼業＞
・切断
・溶接
＜原子炉＞
・レーザピーニング（応力腐食割れ防止）
※当該分野の工作機械は更新までに10～20年使われ
るので、技術開発成果を利用した機器が導入されイン
パクトが実現するのに長い期間を要する
欧米での先行例→日本での応用の可能性
＜航空機産業＞：気体パネル・部品等溶接
エンジン・レーザピーニング
＜造船業＞：豪華客船、軍用艦船のパネル溶接
＜建設業＞：橋脚、エレベータ・パネル（コルゲート板）溶接  
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）当該技術の利用とインパクト実現プロセス（自動車産業の例）
６
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
レーザ加工技術
（主に機械部品
加工）
特徴：
・高エネルギー密度
・光伝送
・加工反力がない
・高制御性
切断（板金、樹脂）
・試作パネルトリミング（CO2）
・コンソールトリミング（CO2）
・バンパー穴あけ（YAG)
等
自動車産業
接合（溶接）
・インジェクタ（CO2）
・オートマチック・トランスミッション
部品（CO2）
・電子部品（CO2）
・テーラードブランク（車体側枠）※
（CO2）
・トルーフ（後部車体部品）
（LD励起YAG)
・インテークマニフォールド（LD）
等
製品
・性能
・燃費
・軽量化
・排ガス浄化・デザ
イン性（複雑な形状
対応）
・信頼性
グローバル競争激化
（付加価値、コスト）
・燃費向上による省エネ効
果
・省資源効果
・排気ガス清浄化による環
境汚染低減
・自動車産業および関連
産業の売上・利益・雇
用拡大
・日本のものづくり産業
競争力向上
肉盛等
・バルブ（CO2）
・バルブシート（CO2）
・プラスチックレーザ溶着
適用工程
生産
・高生産性
・部品数・工程削減
・高精度・品質向上
・フレキシブル（多
品種対応）
・材料削減・金型不
要化
・コスト削減
ユーザーニーズの高度化
（快適性、環境性、多様化等）
・自動車の魅力向上（快
適性、趣味性等）や価
格低下を通じた生活の
質向上
※ テーラードブランクとは、
予め板厚や材質（高張力鋼板、めっき鋼板等）の
異なる鋼板をレーザー溶接等で溶接し
、プレス加工しておく方法
（出所：スズキ（株）HP）  
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）当該技術の利用とインパクト実現プロセス（電子産業の例）
７
経済的インパクト
社会的インパクト
（間接的）
国民生活へのインパクト
（間接的）
レーザ加工技術
（主に微細加工）
特徴：
・集光性
・高加工精度（変
形なし、微細化
等）
・光伝送
・高制御性
＜YAGレーザ、
LD励起YAGレー
ザﾞ等＞
マーキング
・半導体パッケージ
・各種電子部品
電子産業
穴あけ
・各種電子基盤（携帯電話のス
イッチ等）
製品
・高密度化・高精度化
→高性能（キャパシ
ティ増大等）
・小型化・軽量化
・製品創造（例：ハード
ディスクヘッドにレー
ザ不可欠）
・信頼性
・低価格化※
グローバル競争激化
（付加価値、コスト）
・省資源効果
・電子産業および関連産
業の売上・利益・雇用
拡大（レーザ発信器お
よびレーザ加工機を含
む）
・日本のものづくり産業
競争力向上
組立（溶接）
・TVブラウン管電子銃
・ハードディスク・ヘッド
・リレー
・リチウム電池アルミパッ
ケージ
品質管理
・マーク重ね書き可能・
消去不能化→トレー
サビリティ向上→不具
合情報等のフィード
バック→品質向上
ユーザーニーズの高度化
（モバイル化、大容量化、多様化等）
改質（アニーリング）
・シリコン基盤アニーリング
（低温ポリシリコン製造：液晶材
料として、有機ELへの応用も）
生産
・高生産性
・フレキシブル
（多品種対応）
・コスト削減※
※ YAGレーザのLD励起YAGへの置き換えにより、製品寿命
増大、信頼性増大による加工プロセス交換ロス時間削減を通じ
て、さらなるコスト削減（価格低下）効果が見込まれる。
適用工程
・生活関連の電子機器
（携帯電話等）の利便
性向上や価格低下を
通じた生活の質向上
 
 
４．まとめ
８
■レーザ加工技術は、エネルギーを集中させることができるレーザ光を、切断や溶接等の機械部品加工技術
と、電子部品の溶接や基盤穴あけ、マーキング等に応用する微細加工技術、および表面処理や改質に応
用する技術である。このため、レーザ発振器の技術と、これを各種加工に応用する技術、さらにNC工作機
械やロボット等と組み合わせるシステム化技術から構成される。
■レーザ加工技術は、板金（切断）では、型が不用で柔軟な加工ができ（従来のパンチプレス加工を代替）、溶
接では鋼板の有効利用や複雑なデザインへの対応、高精度で欠陥の少ない溶接ができ（従来のアーク溶
接を代替）、また微細加工でも高精度化・量産性等のメリットを持つ。
■日本でのレーザ技術の加工への応用は、1980年代にまずCO2レーザおよびYAG（固体）レーザおよびその加
工応用技術が開発され、CO2レーザは大出力が可能で機械部品加工が主であり、YAGレーザは出力に限り
があり、微細加工が主であった。その後、1990年代にYAGレーザが高出力化が可能になり、YAGレーザが
ファイバー導光が可能で複雑な形状への対応や取扱い性に優れること等から、機械部品加工にも用いられ
るようになった。なお、2000年ころから、より信頼性が高く、長寿命であるLD励起YAGレーザが開発され、一
部のYAGレーザに替わって導入されつつある。
■レーザ加工技術は、事業の立上げ、投資回収のリスクの大きい研究開発であり、国のプロジェクトによる資
金面での支援を中心として、寄与があった。
・超高性能レーザ応用複合生産システム研究開発（経済産業省）（1977～84）は、日本におけるCO2レーザお
よびYAGレーザ開発とレーザ加工機産業創出に大きく寄与した。
・その後のフォトン計測・加工技術研究開（1997～2002）等の経済産業省/NEDOによるプロジェクトも、LD励
起YAGレーザ加工技術の進展に寄与した。これらの国の寄与がなければ、事業化は遅れたと見られる。
・標準化やISO規格策定は、国際競争力の面でも効果があり、これにも国の寄与が見られた。
■公的研究開発・支援プロジェクトの目標設定において、近年「世界最高水準」等の産業ニーズとは乖離した
設定がなされ、応用製品に結びつきにくいとの指摘が見られる。また、プロジェクト体制として、ドイツにおけ
るように、大学・国立研究所・レーザ加工機メーカーおよびユーザー企業（自動車産業等）を含めた垂直的な
連携体制が有効との指摘もある。
■当該技術は、自動車産業や電子産業のみでなく、一般の板金加工工場（中小を含む）でも利用され、経済的
インパクトが大きい（日本のものづくり競争力の基盤技術となるとともに、レーザ加工機産業およびユーザー
産業の売上、利益、雇用拡大等） 。他に、省資源化効果による社会的インパクトや、自動車や携帯電話等
電子機器の利便性向上等を通じた国民生活へのインパクトが実現されている。
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４．まとめ
(参考)指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
１１
①全般的課題
■日本は国内雇用維持・創出のためにも、高付加価値を生み出すものづくりの競争力を国内に維持していく必要があり、このた
め、性能、生産性、デザイン等で付加価値を生み出す、日本しか出来ない産業基盤技術（レーザ加工技術も含む）を持つ必
要がある。それは真似ができないよう、ノウハウやプロセス技術を含めてインテグレートされたブラックボックス化できるもの
であるべき。このような技術があれば、海外生産展開にも対応できる。（企業・マネージャー ）
■レーザに関する技術・知識を総合的に蓄積する拠点形成が望まれる。日本では、大学および企業の研究者も多いが分散して
おり、基礎研究を行う大学と、応用するレーザ加工機メーカー、ユーザーである輸送機器メーカー等がバラバラである。これ
に対して、ドイツでは大学およびユーザー企業がフラウンホーファー等の研究所を拠点として集まり、人材（大学はトップクラ
スの研究者、企業は加工技術者）および資金（企業および国・州・EUより）を出し合い、ここに技術や知識を集積する仕組が
ある。また、分野別にも、縦割りを配してレーザに関わる多様な分野（医療、産業加工、通信、輸送、防衛等）の総合的なもの
が望ましい。また、立地はユーザーが集積している地域に近いことが望ましい。ちなみに、日本にはNEDOおよび自治体、企
業の出資による第三セクター「レーザー応用工学センター」が設置されているが、ユーザーから遠いこと、すでに設備が古くな
りつつあること、優秀な人材集積の点で問題があることから、かならずしも有効なものになっていない。（学識経験者）
②今後の研究開発・支援のあり方についての意見
（プロジェクトのマネジメント）
■日本では、かつては、世界最高水準等の、予算化段階で説明しやすい目標設定をしたが、民間の事業化に結びつき難
かった。現在は民間研究開発の加速や産業競争力強化が意識されるようになり、かなり改善されているが、まだ民間が
考える目標設定と乖離があり、応用製品化に役立ちにくくなっている。 （企業・研究者、企業マネージャー）
■技術を高度化させるためのドライブフォースとして、プロジェクトの前半で高い目標を設定することは良いが、そこで出た技
術の種を、プロジェクトの後半では産業応用フィールドに植えることのできる苗として育てるところまでフォローすべきであ
り、この時点で目標の見直しや、新たなメンバーの参加等の柔軟なプロジェクト運営が望ましい。（企業・マネージャー）
（参考とすべきプロジェクト実施体制）
■ドイツでは自動車メーカー等のユーザーと結びつけた公的支援が、車の溶接分野でなされている。また、目標設定もユー
ザーを意識しており、また雇用拡大も視野に入れてなされている等、実際的な成果をあげている。 （企業・研究者、企業・
マネージャー）
■ドイツでは光（レーザ）産業を21世紀の技術として長期的に国家レベルで研究開発に力を入れ、各地にレーザ関係研究所
をつくり（フラウンホーファー等）、大学から人材を提供し、また自動車メーカーや工作機械メーカーからはニーズや資金を
提供し、ベースとなる技術を生み出し、積み重ねていく仕組が有効に機能している。（企業・マネージャー）
9  
 
 187
 
 188
２－１３ 局地的な気象予測技術（社会基盤） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 衛星による観測システム、アメダスによる観測網および気象レーダーによる観測網等からなる観測シ
ステムと、スーパーコンピュータによる数値モデル予測を用いておこなう局地的な気象予測技術。 
z 現在実現している局地的な気象予測サービスとしては、以下がある。 
― 気象庁による地方天気分布予報（20kmメッシュ、１日先まで３時間毎）、地域時系列予報（全国140地域、
1日先まで３時間毎）、降雨短時間予測（５kmメッシュ、６時間先まで 30分毎）、降雨ナウキャスト（1kmメッ
シュ、１時間後まで 10分間隔での雨量予測）等 
― 民間気象事業者による局地気象予測として、例えば独自予測モデルによる（数km～数百mメッシュ）の短
期予報や個別地点の短期予報（数十m領域）等 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（名古屋大学地球水環境研究センター教授）１名 
z 関連行政機関（気象庁予報部、同総務部）４名 
z 企業（民間気象事業者）1名 
 
(２) 技術動向  
観測システムとしては、従来からの地上観測網（気象台、降雨レーダ等）に加え、1974 年にはアメダスによる
雨量等の自動観測網（全国約1300ヶ所）が整備され、これに加え2000年代には国土交通省や自治体等の観
測網約2700ヶ所を加えたネットワーク化が進んでいる。また、1977年の気象衛星「ひまわり」による観測開始か
ら、その後極軌道衛星や地球観測衛星を活用した衛星観測の稠密化や海上観測の充実が進んでいる。1990
年代以降、ドプラーレーダやウインドプロファイラによる風観測も行われ、観測データの充実が進展している。 
このような気象観測データを用いたコンピュータによる数値予測シミュレーション技術として、気象庁では、
1970 年代には気候計算のための近似式（静水圧近似）を用いた数値モデル予測が可能になり、その後、スー
パーコンピュータ上位機種更新による数値モデルの精密化、近似式改良等により高精度な気象予測が追求さ
れてきた（気象庁では現状は 10kmメッシュ）。 
これを生かしたピンポイントでの気象予報や、降水短時間予報（５km メッシュでの６時間後までの予測）およ
び降水ナウキャスト（1km メッシュでの１時間後までの予測）が可能になっており、精度は世界トップレベルであ
る。 
これらの予測情報と観測・解析データが 1993 年以降の気象予報業務の規制緩和により民間気象事業者に
提供されるようになり、これらをユーザーのターゲットやニーズに応じて加工・編集するとともに、民間での独自
予測のための数km～数百mメッシュの独自モデルが開発され、数十m領域での個別地点予測も可能になっ
ている。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
局地的気象予測技術のほとんどは、公的研究開発・支援により実現した。当該技術開発に寄与があったと
指摘された公的研究開発・支援について、主なものを以下に示す。 
（大学や公的研究機関における基礎研究の継続・蓄積） 
○ 公的研究機関・大学等の研究開発（文部科学省科学技術振興調整費、気象研究所経常研究費等）を通
じて、気象現象メカニズムや数値モデルについての基礎研究が実施された。また、衛星等による気象観
測技術の開発も行われた。 
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(研究施設の整備) 
○ 人・自然・地球共生プロジェクト（文部科学省、2002～）では地球シミュレータを利用して５kmメッシュのメソ
モデル開発がなされた。 
○ 成層圏プラットフォーム研究開発（ミレニアムプロジェクト）（文部科学省・総務省、1998～2004）では飛行
船を利用した成層圏からの霧の観測技術開発や霧観測データを用いた霧の短期間予測モデルの開発
がなされている。 
(通信・計測インフラ整備) 
○ 気象庁・国土交通省・自治体等による気象観測網(レーダー、ドップラーレーダー、ウインドプロファイラ、
アメダス等)の整備により、モデルの精緻化や精度向上が可能となった。 
○ JAXA 等による衛星技術の開発（ひまわり、TRMM 等）および衛星観測のための基礎・応用研究は、デー
タ取得の面で効果があり、その際、メーカーへの資金提供によりセンサ（水蒸気観測のためのマイクロ波
放射計等）の開発がなされた。 
なお、気象大学校や気象庁等による気象予報士研修業務により、気象予報官の人的能力向上や気象予報
官の育成（年間約20名）、気象予報士の技能向上（年間約200名）につながっている。 
インパクトアンケート調査結果では、公的研究開発・支援の寄与度合いは、「大」と「中」の合計が回答者の約
90％弱と非常に大きい。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術とそれによる局地気象予測（予報）は、行政機関等での利用のほか、民間気象事業者、交通・エネ
ルギー分野、一般産業分野および生活分野で幅広く利用されている。行政機関での利用としては、主に防災
目的で、自治体における豪雨・土砂崩れ等に備えての早期避難勧告および河川・ダム等のインフラの増水等
に備えての災害防止がある。民間気象事業者での利用としては、気象情報の高付加価値化のための気象庁
予測情報のデータ加工・解説等に加え、独自予測（数事業者）がなされている。交通・エネルギー分野おける
利用としては、主に安全性向上・効率向上のため、鉄道・航空機・船・道路の危険時の運行・通行制限や、電
力・ガスの気温予測等を踏まえた供給計画化、風力発電や太陽光発電の設置・運転最適化等がなされている。
一般産業分野での利用としては、主にビジネスの天候リスク軽減のため、商業（主にコンビニエンスストア）での
在庫最適化や、農業や建設業での災害・危険回避等がなされている。さらに、生活分野では、マスコミ、インタ
ーネット、携帯電話等を通じて天気予報が国民に伝えられることで、レジャー等野外活動の計画性向上などに
役立てられている。 
これらの各分野での利用を通じて、当該技術は以下のインパクトが実現されている。 
○ 経済的インパクト 
z 民間気象事業者の売上（約 300億円、54 事業者）。 
z 気象予測士の雇用創出（約900人が公務以外の業務についている）。 
z 運転の最適化等を通じた電力・ガス・新エネルギー供給産業におけるコスト削減（新エネ関係の気
象情報関連業務を実施している事業者は、国内で約 50億円、海外で約 500億円の市場を期待）。 
z ビル・工場等のエネルギーコスト削減。 
z コンビニ等流通業のコスト削減。 
z 農産物生産増大・天候災害による被害縮小。 
z 建設業のコスト削減。 
○ 社会的インパクト 
z 交通機関の安全性向上（鉄道、航空機、船舶、道路）。 
z エネルギー供給安定化・効率向上。 
z 原発事故災害への対応準備。 
z 豪雨・土砂崩れ等の都市・国土の防災性向上。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 人的被害の防止（豪雨等災害による死傷等軽減）。 
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z 天候への備え、計画的余暇活動の可能化による生活の質向上。 
z コンビニエンスストア等での品揃え適切化による利便性向上。 
インパクトアンケート調査結果では、社会および国民生活へのインパクトが大きいと見られる（「大」および
「中」との回答が約70％強である）。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 全般的課題  
○ 現在以下の課題に対する研究開発等の取組みがなされている。 
z 局地豪雨に対するさらなる気象観測・予測の展開検討。 
z 極軌道衛星からの迅速なデータ取得（現状は海外機関での処理を要するが、日本が独自でデータ
取得・処理する方式）。 
z スーパーコンピュータの性能向上・更新とモデルの精緻化（５kmメッシュ、2006年度を予定）。 
z ドプラーレーダの拡張（現在航空気象台６ケ所から全国の気象レーダーへ拡張）による、３次元での
風観測が可能な次世代観測網整備。 
z GPS の活用（静止衛星位置の正確な把握、水蒸気モニターによる上昇流・雲・雨生成過程等の研
究）。 
z 降雨ナウキャストにおける局地的豪雨の見落としを無くし、風の影響を考慮すること。（関係行政機
関・マネージャー） 
○ 今後の研究開発課題として以下がある。 
z 数値モデルの精緻化としては、雨を降らせる積雲や不安定な雷雲の生成に適応した１～２km メッシ
ュの実現が望ましい。スーパーコンピュータの性能向上から、次次世代の 2010 年には、これにほぼ
対応する２km メッシュモデルが実現すると期待されるが、これに応じた観測データの取得が課題で
ある。地上の観測網の密度向上には限度があり、基本的には衛星利用による時間・空間的により稠
密な観測システムの開発が課題である。 
z 海上での観測の充実、特に風および水蒸気の観測が現在では欠けている（本来海上発生要因が多
く、海上観測は重要）。このための手段としても衛星が基本となり、衛星搭載用測器（マイクロ波利用
等）の開発が課題である。 
z 雪の物理的成生過程が研究面でも不明な点が多く、より精密なモデル化が課題である。（関係行政
機関・マネージャー） 
○ 研究用衛星から現業用衛星へのスムーズな移行が世界的な課題である（衛星は高価であり、その利用目
的が打上げ主体の性格によって異なり［NASAは研究用、NOAAは現業用等］、制約される場合が多いた
め）。（学識経験者） 
○ 気象情報をユーザーに伝達するため、適切な解釈や切迫感を与える表現等について、社会工学的な  
研究アプローチが必要である。また災害対策システムとして効果を発揮するために、国土交通省等との連
携が必要である。（関係行政機関・マネージャー） 
○ 今後は気象分野単独でなく、都市・土木・建築や新エネルギー等の領域統合的なソリューション開発が課
題となる。これらは民間企業での対応が困難であり、国による関与が望まれる。（民間気象事業者・マネー
ジャー） 
② 今後の研究開発・支援のあり方についての意見 
○ 衛星搭載機器の開発では、気象庁と JAXA、公的研究機関、大学およびメーカーを含めた産学官共同体
制が望ましい（これまでもなされて来た）。（関係行政機関・マネージャー） 
○ 衛星観測技術やそのためのセンサ技術は今後まだまだ発展の余地があり（これまでの研究の結果、この
ことが明らかになった）、さらなる研究開発が望まれる。（学識経験者） 
○ 気象庁にはモデルのメッシュ精緻化（民間でも対応可能）よりも、観測データの精度向上を望む。（企業・
マネージャー） 
○ 国家プロジェクト等の民間参加型研究開発において、知的所有権を民間が自由に利用できるようにし、
 191
民間の参加を促進すべき。バイドール法対応等で状況は改善しつつあるが、現状でも国が所有権を囲い
込むプロジェクトがまだまだ存在し、これを嫌う民間企業の参加が阻害されている。（企業・マネージャー） 
○ 定常的研究や長期的研究も重要である。競争的研究資金が増大し、定常的研究の継続が難しくなって
いる。また、目先の効果がある研究に予算が優先され、長期的に必要な研究が着目されにくい傾向も危
惧される。これに対して、米国の科学アカデミーのような権威的な機関が、サイエンスの視点から重要な研
究とは何かを考え、意見を言えることが望まれる。（学識経験者）
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１．技術動向
（１）技術概念（観測網の整備と数値モデル予測の活用）
１
数値モデル予測
（スーパーコンピュータによる）
ナウキャスト
・降雨短時間予測（6時間先までの予報を30分毎に5kmメッシュで）
・降雨ナウキャスト （10分間隔で1時間後までの雨量予測を1kmメッシュで）
領域モデル
（20kmメッシュ）
メソモデル
（10kmメッシュ）
・全球モデル
・アジアモデル
観測地の
補外予測
（全国の
気象レーダーと
アメダスを合成）
衛星による観測システム
予報官による人的能力
・過去の事例知識の蓄積
・予測・表現等のノウハウ
各国気象庁(気象観測資
料，気象解析資料，気象
予報資料）、世界気象機
関（ＷＭＯ）データ
（結合）
天気予報
※ 国土交通省および自治体の雨量計データも利用
（出所）気象庁資料等よりMRI作成
・天気予報文
・地方天気分布予報（20kmメッシュ、1日先、3時間毎）
・地域時系列予報（全国140地域、1日先、3時間毎）
アメダスは１ｈ後程度までの
予測が主
アメダスによる観測網
（全国約１３００ケ所で雨
量：約１７kmメッシュ、うち
約８００ケ所で気温、風
向・風速、日照時間等を自
動観測：約2２１kmメッ
シュ）※
気象レーダーによる観測網
・気象レーダー（約20ケ所：
雨観測）
・他に、ウィンドプロファイラ
31ヶ所：風）、ラジオゾンデ
（高層の気温、気圧、湿度、
風向等）
観測システム
民間気象事業者による局地気象予測
例：
・独自予測モデルによる（数km～数百mメッシュ）の短期予報
・個別地点の短期予報（数十m領域）
（2日先まで、1時間毎が基本）
地理
データ等
ユーザー観測
データ
気象庁データ（気象業務支援センターを通じて提供）
 
 
１．技術動向
（２）総合技術として予報精度および的中率が向上
２
・この半世紀に予報精度および的中率が向上（但し、個別技術開発の寄与の特定は困難）
・精度は世界トップレベル（アジア太平洋地域の先進センターである等）。
（出所）気象庁資料  
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１．技術動向
（３）局地的な気象予測技術の歴史的な流れ
戦前 戦後 １９７０ １９８０ １９９０ ２０００ ２００４ 将来
数値予測シミュレー
ション
数値モデル
コンピュータ、IT技術
観測システム
手計算：
計算不十分
（1920年代）
方程式をその
まま解くコン
ピュータ・シ
ミュレーション
（19５0年代）
米国、東大→
データ不足（理
論的には正し
い）
気候計算のための近似式（静水圧近似）
（70年代）：
（但し、高気圧・低気圧の表現に適すが、
前線・台風等の表現に難）
数値モデルの精密化：近似式・
初期値調整法等の改良
初期値調整高精度化（4次
元変分法）（2002)：時間変
化の考慮
近似をせずに方程式を直
接解く（2004．9)：大雨の
予測向上
積雲・雷雲
等への対応
として1～
2kmメッシュ
が必要
コンピュータ
実用化
1959よりコンピュータ運用開始→約5年ごと（スーパー）コンピュータの上位機種を導入
アメダスにおける電話網ﾃﾞｰﾀ通信解放を
活用したテレメータ技術(1974） インターネット・携帯電話を利用したデータ配信
静止気象衛星「ひまわり」：雲等の観測
（1977）
（後継衛星）
ウインドプロファイラ：
上空の風連続観測
（2000）
アメダス：降水量等の自動観測網(1974）：約1300ヶ所
アメダスにおけるISDNパケット通信利用（2001）
気象レーダー：降雨（1954）
極軌道衛星・地球観測衛星（海外が主）の活用
：気温、水蒸気等
国土交通省、自治体等の約2700ヶ所
観測網のネットワーク化（2003）
衛星観測による
観測の稠密化・
海上観測
ＧＰＳ利用
ドプラｰレーダ（風）の展開気象台、
測候所、
ラジオ
ゾンデ
信頼できる数値予測が可能に（気象予報の基礎資料として利用）
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ精度
63.5kmメッシュ→40kmメッシュ→30kmメッシュ→20kmメッシュ→10kmメッシュ
(1983） (1984） (1988） (1992） (2001）
レーダー・アメダス
雨量解析による
短時間予測
（ナウキャスト）
降水ナウキャスト（1kmメッシュ）：
１ｈ先 （2004）
降雨短時間予測（5kmメッシュ）：当初３h先→6h先
（1988）
３
Navier-
Stokes
方程式
（19C）
民間による独自局地モデル開発（例）
（1990～）→数km～数百mメッシュ
 
 
１．技術動向
（４）数値予測モデルの精度向上（メソモデルの改良）
（注）メソ気象現象とは、水平規模が数km から数百km の気象現象。高気圧、低気圧などの大規模現象と竜巻などの小規模現象の
中間に位置し、集中豪雨を引き起こす発達した積乱雲群等がこれにあたる。
計算方式の改善で、集中豪雨等に伴う上昇気流を精度良く計算すること、雲や
降水に関する過程を適切に取り扱うことが可能に（降水の予測精度が向上）
①鉛直方向の運動の取り扱いを精密化 ②降水過程の精密化
新しいメソ数値予報モデルは、十分な精度と計算速度を実現
平成18 年3 月に予定されているスーパーコンピューターの更新を機に、メソ数値予報モデルの格子間隔を
現在の10km から5km へと小さくし、今回の改善と併せて、大雨等の精度をさらに向上させることを計画
（出所）気象庁資料よりMRI作成 ４ 
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境・
制度等の対応
技術の展開
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1970年代後半 1980年代 1990年代 2000年代
５
静止衛星による世界的
観測体制確立（雲等）
気象台、測候所
、ラジオゾンデﾞ等
数値モデル：
Navier-Stokes
方程式（19C～）
手計算
（計算力
不十分）
コンピュータ
シミュレーションの試み
（データ不足）
近似式利用モデル
（静水圧近似）
信頼のおけるコンピュータシミュレーション：高精度化
（スーパーコンピュータ、IT技術の発達と観測データの充実による）→現状：10ｋｍメッシュ
数値モデルの精密化：
近似式・初期値調整法等の改良
・初期値調整高精度化
（4次元変分法）
・近似せず方程式を直
接解く
気象レーダ（雨） ウィンドプロファイラ、ドプラーレー
ダ（風）
気象予報官・気象予報士の人的能力（過去の事例蓄積、数値の気候予測への翻訳のノウハウ
→ 2～5km
メッシュへ
降水ナウキャスト
5km、1kmメッシュ
（1993）気象予報士制度改正
以後気象予報業務の規制緩和→現在ほぼ全面的に開放
民間気象事業の拡大
気象業務支援センター（民への情報提供等：1994～）
※
民間による独自局地モデル開発 （例：数km～数百mメッ
シュ）
アメダス：地域気象観測システム
による自動観測ネットワーク
極軌道衛星等利用等による衛星観測の拡充
（気温、気圧、水蒸気等）
公的研究機関（気象研究所等）・大学等における基礎～応用・実用化に至る研究
（数値モデル開発、衛星観測技術等）［科学技術振興振興費、経常研究費等］
人・自然・地球共生プロジェク
ト（5kmメッシュモデル開発）
［文部科学省、2002～］衛星開発・整備（ひまわり、TRMM等）
地上観測網整備（レーダー、ウィンドプロファイラ、アメダス等）（気象庁、
関連省庁等）
[JAXA]
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
資金提供以外による寄与 メーカー等への資金提供による寄与
気象現象メカニズム
気象現象メカニズム・ダイナミズム
（低気圧発生、降雪等）の解明等基
礎研究
数値モデル
近似式精緻化、初期値調整法、方程
式による直接解モデル（雲の積層過
程等の反映）
衛星等による観測技術 衛星観測のための基礎研究
人・自然・地球共生プロジェクト
［文部科学省、2002～］
5kmメッシュのメソモデル
開発 地球シミュレータ利用による左記モデル開発
気象庁・国土交通省・自治体等
の気象観測網整備
レーダ、ドプラレーダ、
ウィンドプロファイラ、アメ
ダス等
左記の施設整備
JAXA等による衛星研究開発・
整備 衛星等による観測技術
・衛星技術の開発（ひまわり、TRMM
等）
・衛星観測のための基礎・応用研究
センサー（水蒸気観測のためのマイ
クロ波放射計等）の開発
成層圏プラットフォーム研究開
発（ミレニアムプロジェクト）［文
部科学省・総務省1998-2004］
霧観測技術と予測モデル飛行船を利用した成層圏からの霧の観測技術開発
霧観測データを用いた霧の短期間予
測モデル開発(民間気象事業者で開
発中）
気象大学校 気象予報官の人的能力 気象予報官の育成（年間約20名）
気象庁等による気象予報士研
修業務関 気象予報士の人的能力
気象予報士の技能向上（年間約200
名）
公的研究機関・大学等における
基礎研究～応用・実用化開発
（例：科学技術振興調整費：5年
で数億規模、気象研経常研究
費：年数百万円）
寄与の形態・内容等（主要例）公的研究開発・支援 寄与の対象
６
■局地的気象予測技術は大部分が公的投資による。
■衛星等による観測システムの整備による予測の初期値精度向上に加えて、観測データによる理論やモデルの向上等を通じて、継
続的に予測精度の向上がもたらされた（個別のシステム整備による効果特定は難しい）。
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
気象庁による局地気
象予測技術
・気象予報（20kmメッ
シュ、10kmメッシュモ
デルを利用）
・降水ナウキャスト
（5kmメッシュ、１km
メッシュ）
技術 利用領域 インパクト
行政機関等での利用
＜主に防災＞
・自治体（豪雨、土砂崩れ等に備えての早期避難勧告）
・河川・ダム等のインフラ（増水等に備えての災害防止）
交通・エネルギー等分野での利用
＜主に安全性向上・効率向上＞
・鉄道・航空機・船（危険時の運行制限）
・道路（危険時の通行制限）
・電力・ガス（気温予測等による供給計画化、送電線等への
落雷・雪付着予測、原発災害時物質拡散等のシミュレーショ
ン）
・新エネルギー供給事業者（風力、太陽光発電）（設置・運
転最 適化）
・都市環境（ビル・工場の空調の最適化・コスト削減）
一般産業分野での利用
＜主にビジネスの天候リスク軽減＞
・商業（主にｺコンビニエンスストア）（在庫最適化）
・農業（災害回避、農作業管理・計画、病害虫回避等）
・建設業（危険作業の工程管理：悪天待機回避、防災）
・気象調査（環境アセスメント等）
経済的インパクト
・民間気象事業者の売上（約300億円、54事業
者）
・気象予測士の雇用創出（約900人が公務以外
の業務についている）、
・電力・ガス・新エネルギー供給産業におけるコ
スト削減（運転最適化等による）（新エネ関係の
気象情報関連業務である事業者は国内で約50
億円、海外で約500億円の市場を期待）
・ビル・工場等のエネルギーコスト削減
・コンビニ等流通業のコスト削減
・農産物生産増大・天候災害による被害縮小
・建設業のコスト削減
等
社会的インパクト
・交通機関の安全性向上（鉄道、航空機、船舶、
道路）
・エネルギー供給安定化・効率向上
・原発事故災害への対応準備
・豪雨・土砂崩れ等の都市・国土の防災性向上
等
国民生活へのインパクト
・人的被害の防止（豪雨等災害による死傷等軽
減）
・天候への備え、計画的余暇活動の可能化によ
る生活の質向上
・コンビニ等での品揃え適切化による利便性向
上
等
（下線は実現したもの、他は今後期待されるもの）
７
生活分野での利用
＜主に不測の天候変化による苦痛の軽減＞
・マスコミ、インターネット、携帯電話等を通じて幅広く利用
（今後デジタルTVの伸びが期待される）
・天気への備えによる苦痛軽減
・レジャー等野外活動の計画性向上（天候リスク低減）
民間気象予測事業者での利用
＜気象情報の高付加価値化＞
・気象庁予測情報のデータ加工・解説等
・独自予測（数事業者が実施）
民間気象事業者によ
る局地気象予測技術
・独自モデル予測（数
km～数百mメッシュ）
・特定地点予測
（数十mメッシュ領域）
 
 
観測直後から１０分
間隔で1時間先まで
の雨量の予測情報
の即時的提供
観測直後から１０分～１
時間先までの降水状況
を１０分毎に予測
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）防災における当該技術の利用とインパクト実現プロセス（降水ナウキャストの例）
８
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
急激に発生する豪
雨に関する即時的
情報提供が重要
３０分程度の
豪雨で氾濫
する都市部
を中心とした
中小河川の
存在
地下街等に
おける行動
の場の拡大
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
降水ナウキャスト
の提供
降水ナウキャスト
地方自治
体・交通機
関等の防
災体制の
立ち上げ
の迅速化
住民の
迅速な
避難
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（出所）気象庁資料よりMRI作成
災害被害の軽減
（事故、死傷等による
経済活動損害）
災害対策費の軽減
（救助・復旧等費用）
交通機関の
安全性向上
（鉄道、航空機、
、船、道路）
：豪雨等危険時の
運行制限による
ダム・河川等の
災害対策円滑化
（安全性向上）
人的被害（死傷）軽減
災害による苦痛軽減
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）民間気象事業者における当該技術の利用とインパクト実現プロセス（概要）
気象解析気象観測 気象予報
＋
独自予報
（局地予報
地点予報）
全国予報、地方予想
局地予報、（地点予報）、
降水ナウキャスト等
※気象庁とほぼ同等のことが可能に
※原則無料、配信実費負担で提供
気象観測
民間気象事業者
気象庁
気象予報士数の推移（平成16年（2004年）3月31日現在）
734
1492
1849
2187
2476
2842
3242
3646
4193
4793
0
1000
2000
3000
4000
5000
6000
1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
（人）
（年度）
付加価値
解説予報
（メニューコンテンツ開発）
ユーザーのターゲット・
ニーズに対応
民間サービス会社のホームページ記載の多様な気象情報
（出所）｢ビジネスと気象情報」（東京堂出版）および気象庁資料よりMRI作成 ９
予報業務許可業者の数と売上高の推移
（注）2003年度では、売上高は約300億円、事業者数54
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（４）民間気象事業者における当該技術の利用とインパクト実現プロセス（主要企業例）
１０
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
独自予測
・局地予報
・地点予報
コンビニエンスストア
地方自治体・
関連省庁（国土交通省等）
・防災利用
・各種アセスメント利用
都市環境（ビル、工場等）
電力会社
建設会社
新エネルギー（風力、太陽光）
供給事業者（企業コンソーシアム等）
・予測情報にもとづく在庫管理
・予測情報にもとづく空調制御
・設置の最適化
・運営最適化マネージメント
（発電量予測や
風向による風車の運転制御等）
・落雷や雪付着に対する送電線保全
・原子力災害時の拡散シミュレーション
・工程管理（待機ロス削減）
・危険予知（悪天時の危険作業回避）
・自然災害の防止や
対応迅速化
・電力の安定供給
・事故災害への
対応迅速化
・発電量増大
・発電コスト削減
・工事コスト削減
・屋外危険作業での
天候災害・事故防止
・空調コスト削減
・省エネ/環境負荷削減
・在庫コスト削減
・品揃えの適正化
民間気象事業者の売上・
雇用創出
エネルギーコスト削減
建設業・流通業のコスト削減
自然災害等に対する交通イ
ンフラ等の防災性向上
エネルギーの確保・安定
供給
都市のヒートアイランド化
緩和
省エネ/CO2等環境負荷軽
減
自然災害等に対する安
全・安心の向上
天候に関わる商品購入
の利便性向上
民間気象事業者
気象庁情報
の編集・加工
・解説等
（備考）
・行政対象の防災関連分野
は気象庁情報に代替される
傾向。
・民間関係、特に新エネル
ギーおよび都市環境分野
の市場が期待される。
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４．まとめ
１１
■従来からの地上観測網（気象台、レーダﾞ等）に加え、アメダスによる雨量等の自動観測ネットワー
ク、衛星による気象観測体制が整備され、またコンピュータ技術の発達により、数値モデルを用い
た気象予測が高精度で可能になり（現状は10kmメッシュ）、これを生かしたピンポイントでの気象
予報や、降水短時間予報（5kmメッシュでの6時間後までの予測）および降水ナウキャスト（1kmメッ
シュでの1時間後までの予測）が可能になっている 。精度は世界トップレベルである。
■これらの予測情報が、観測・解析データとともに民間気象事業者に提供され、それがユーザーの
ターゲットやニーズﾞに応じて加工・編集されて、また一部では民間での独自予測が加えられ、数
Km～数百mメッシュの独自モデルや、数十m領域での個別地点予測も可能になっている。
■局地的気象予測技術はほとんど公的投資による。なお、衛星に関する技術では海外技術導入・利
用や民間による研究開発がみられる。具体的には、公的研究機関や大学による数値予測モデル
研究開発等の地道な基礎研究の継続・蓄積が、気象現象解明、衛星を含めた観測技術や数値モ
デル向上に寄与した。また、アメダスや各種レーダﾞ等全国的な観測網や衛星による世界的な気
象観測体制の整備は、予測の初期値精度向上のみでなく、観測データによる理論やモデルの向
上にも寄与した。さらに、当該技術は気象予報官または気象予報士による人的能力にも依存して
いるが、気象大学校や気象庁による研修業務により、人的能力の向上がなされた。
■当該技術においては、定常的研究や長期的研究も重要であるが、競争的研究資金が増大し、定
常的研究の継続が難しくなり、長期的に必要な研究が着目されにくい傾向も危惧される。これに
対して、米国の科学アカデミーのような機関が、サイエンスの視点から重要な研究とは何かを考
え、意見を言えることが望まれるとの指摘がある。
■当該技術は社会のインフラとなる技術として経済・社会および国民生活に幅広いインパクトを有し
ている。主要なインパクトとしては、豪雨や豪雪等の防災における人命損失・負傷の防止による国
民生活の安全・安心向上、および交通システムの災害安全性向上等の社会的インパクトが大き
い。経済的インパクトとしては、民間気象事業者の市場創造や気象予報士の雇用創出の他、気象
情報が幅広く、エネルギー産業、流通、建設、農業等の産業で利用されることによる、効率化・コ
スト削減効果等が見られる。
 
 
４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
１２
①全般的課題
■現在以下の課題に対する研究開発等の取組みがなされている。
・局地豪雨に対するさらなる気象観測・予測の展開検討。
・極軌道衛星からの迅速なデータ取得（現状は海外機関での処理を要するが、日本が独自でデータ取得・処理する方
式）。
・スーパーコンピュータの性能向上・更新とモデルの精緻化（５kmメッシュ）：2006年度を予定
・ドプラーレーダの拡張（現在航空気象台6ケ所から全国の気象レーダへ拡張）による、３次元での風観測が可能な次
世代観測網整備。
・GPSの活用（静止衛星位置の正確な把握、水蒸気モニターによる上昇流・雲・雨生成過程等の研究）
・降雨ナウキャストにおける局地的豪雨の見落としを無くし、風の影響を考慮すること。
（関係行政機関・マネージャー）
■今後の研究開発課題として以下がある。
・数値モデルの精緻化としては、雨を降らせる積雲や不安定な雷雲の生成に適応した１～２kmメッシュの実現が望まし
い。スーパーコンピュータの性能向上から、次次世代の2010年には、これにほぼ対応する２kmメッシュモデルが実現
すると期待されるが、これに応じた観測データの取得が課題である。地上の観測網の密度向上には限度があり、基
本的には衛星利用による時間・空間的により稠密な観測システムの開発が課題である。
・海上での観測の充実、特に風および水蒸気の観測が現在では欠けている（本来海上発生要因が多く、海上観測は重
要）。このための手段としても衛星が基本となり、衛星搭載用測器（マイクロ波利用等）の開発が課題である。
・雪の物理的成生過程が研究面でも不明な点が多く、より精密なモデル化が課題である。
（関係行政機関・マネージャー）
■研究用衛星から現業用衛星へのスムーズな移行が世界的な課題である（衛星は高価であり、その利用目的が打ち上
げ主体の性格によって異なり［NASAは研究用、NOAAは現業用等］、制約される場合が多いため）。（学識経験者）
■気象情報をユーザーに伝達するため、適切な解釈や切迫感を与える表現等について、社会工学的な研究アプローチ
が必要である。また災害対策システムとして効果を発揮するために、国土交通省等との連携が必要である。（関係行
政機関・マネージャー）
■今後は気象分野単独でなく、都市・土木・建築や新エネルギー等の領域統合的なソリューション開発が課題となる。こ
れらは民間企業での対応が困難であり、国による関与が望まれる。（民間気象事業者・マネージャー）
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４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見［続き］
１３
②今後の研究開発・支援のあり方についての意見
■衛星搭載機器の開発では、気象庁とJAXA、公的研究機関、大学およびメーカーを含めた産学官共同体制が望
ましい（これまでもなされて来た）。 （関係行政機関・マネージャー ）
■衛星観測技術やそのためのセンサー技術は今後まだまだ発展の余地があり（これまでの研究の結果、このこと
が明らかになった） 、さらなる研究開発が望まれる。（学識経験者）
■気象庁にはモデルのメッシュ精緻化（民間でも対応可能）よりも、観測データの精度向上を望む。（企業・マネー
ジャー）
■国家プロジェクト等の民間参加型研究開発において、知的所有権を民間が自由に利用できるようにし、民間の参
加を促進すべき。（バイドール法対応等で状況は改善しつつあるが、現状でも国が所有権を囲い込むプロジェク
トがまだまだ存在し、これを嫌う民間企業の参加が阻害されている。） （企業・マネージャー）
■定常的研究や長期的研究も重要である。競争的研究資金が増大し、定常的研究の継続が難しくなっている。ま
た、目先の効果がある研究に予算が優先され、長期的に必要な研究が着目されにくい傾向も危惧される。これ
に対して、米国の科学アカデミーのような権威的な機関が、サイエンスの視点から重要な研究とは何かを考え、
意見を言えることが望まれる。（学識経験者）
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２－１４ 地震動による構造物等の挙動シミュレーション技術（社会基盤） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 数値解析等のコンピュータシミュレーションと構造実験、それらを反映した設計法（法規等を含む）と
制振・免震等のハードの技術の総合により、構造物の地震損傷の回避・縮小する技術。 
z 耐震技術・制振技術・免震技術のいずれにおいても、技術開発や設計応用において、シミュレーシ
ョンおよび構造実験が反映・活用される。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（東京大学地震研究所教授、東京工業大学建築物理研究センター教授、東京工業大
学大学院理工学研究科教授）３名 
z 公的研究機関（防災科学技術研究所兵庫耐震工学研究センター）１名 
 
(２) 技術動向  
日本における構造計算へのコンピュータ利用と、振動台による構造実験は 1960 年代から始まり、数値解析
モデルの進展（地上波入力から地盤・基礎のモデル化、複雑・不整形の構造物モデル化）等がなされるととも
に、振動台等の構造実験によるシミュレーションのデータ検証がなされた。 
これらを反映して、1981 年には、新耐震設計規定（略称「新耐震」：高さ方向応力分布、剛性率、偏心率、層
間変形角、保有水平耐力等の新概念による）が導入された。「新耐震」は、阪神・淡路大震災で被害軽減に顕
著な効果を示し、その有効性が検証された。それまでの建築基準法は原則として許容応力度設計によるもの
であった。 
また 1990 年代には制振・免震技術に関わるハードのデバイス（ダンパー、積層ゴム支承等）が民間で開発さ
れ、また1995年の阪神・淡路大震災を契機としてこれに関わる設計法が整備された。この制振技術・免震技術
は構造物の崩壊防止・人命保護のみでなく、修復性・機能維持効果が期待されるものである。 
2001 年には建築基準法改正において性能規定（限界耐力計算等）が導入され、構造物の地震対応機能や
修復性を明確に定量的に関連づけた設計法としての「性能基盤型設計法」への道が開かれたが、まだ新設建
築物における導入は限られたものである。現在、設計者と施主が明快に表現された性能を共通の理解にもと
づいて選択することを可能にする「性能基盤型設計法」の研究開発が進められている。 
また、振動台は、これまで大型で３次元のものが国内にはなかったが、世界最大規模の実大三次元震動破
壊実験施設（E-ディフェンス）が整備され2005年に運用開始予定であり、これを利用した構造物挙動の正確な
シミュレーションや制振技術・免震技術、設計法等のさらなる改良が期待される。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
当該技術開発に寄与があったと指摘された公的投資について、主なものを以下に示す。 
（大学や公的研究機関における基礎研究の継続・蓄積） 
○ 当該技術の全般において、大学・公的研究機関等における研究開発が、材料・デバイス開発への技術指
導、実験データ提供等で寄与した。また、数値解析・コンピュータモデル開発において、各種解析モデル
の開発・検証・評価・改良が行われた。 
(研究施設の整備) 
○ 大学・公的研究機関等において、２次元の大型振動台や、３次元の中型振動台が整備された。世界最大
規模の実大三次元破壊実験施設「E-ディフェンス」が整備され、2005 年から利用に供される予定である。
これを用いたデータ検証により、シミュレーションモデルや、制振・免震技術のより一層の高度化が期待さ
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れる。 
(標準化の支援、策定) 
○ 新耐震設計手法の開発（旧建設省、1972～77）では、耐震設計体系の確立および設計用地震力評価が
行われ、新耐震設計規定の策定に寄与した。 
○ 鉄筋コンクリート造建築物の超軽量・超高層化技術の開発：New RC（旧建設省、1988～1993）では、鉄筋
コンクリート構造解析モデル開発および性能評価手法開発が行われた。また、プロジェクトを通じたメーカ
ーへの資金提供により高強度コンクリート開発および高強度鉄筋開発がなされた。 
○ 道路橋免震システム開発（旧建設省、1989～91）およびパイロット事業（～1994）では、耐震計算法、基準
化等の道路橋梁の免震設計法開発がなされ、道路橋示方書へ免震仕様が導入された。また、メーカー・
ゼネコン等への資金提供によりパイロット橋建設（デバイス開発、実験検証を含む）が行われた。 
(評価試験・安全性評価の実施) 
○ 性能基盤型設計法開発（文部科学省等、1998～2004）は、性能評価基準および評価手法確立のための
解析的研究・実験研究を通じて、性能基盤型設計の開発に寄与することが期待されている。 
（規制の導入） 
○ 当該技術分野では、大学・官庁（公的研究機関）・民間が並行して交流・協力し、合意形成しつつ技術指
針・基準を策定し、認可された技術が幅広く応用されることでインパクトを実現することが一般的である。 
インパクトアンケート調査結果では、公的研究開発・支援の寄与度合いは、「大」と「中」の合計が回答者の
約80％強であり非常に大きい。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、国内の建築物および道路橋等で広く用いられるとともに、海外の建築物でも利用されている。
国内の建築物での利用としては、近代的な耐震設計法である「新耐震」規定が1981年以降の建築物に導入さ
れるとともに、耐震性に問題あると考えられる「新耐震」規定導入以前の建築物については、耐震改修技術（鉄
鋼ブレース・ポリエステル等による補強、制振装置補強等）において当該技術が利用されている。近年（1990
年代後半）以降の新技術導入による建築物として、制振技術、免震技術、限界耐力設計法（2000 年建築基準
法改正以降）および超高層の鉄筋コンクリート構造技術の利用がある。国内の道路橋での利用としては、免震
仕様導入後（1995 年）の道路橋では免震技術として主に積層ゴム支承が利用されており、また免震仕様導入
以前の道路橋では、当該技術を反映した耐震補強（鋼板・カーボンファイバーによる補強）がなされている。さ
らに、海外での利用として、米国建築物への制振・免震技術、装置の輸出や、免震構造・制振構造分野で日
本の考え方が国際規準化および米国規準化に取り入れられる可能性が期待される。これらの各分野での利用
を通じて、当該技術は以下のインパクトが実現されている。 
○ 経済的インパクト 
z 地震時の経済損失の軽減（関東大震災の再来での経済損失：約 100兆円との試算あり）。 
z 耐震改修市場創出（耐震性に問題があるのは約2500万戸：潜在市場規模約 10～20兆円と言われ
る）。 
z 制振・免震デバイス産業および施行業の市場創出。 
― 制振・免震バイスメーカー・独自製造建設業、約 40社 
― 国内建築実績、制振 400棟、免震 1000棟 
― 米国へ輸出実績、A社免震支承は市庁舎・アニメスタジオ等棟、B社制振鉄鋼ブレース 30棟 
z 超高層鉄筋コンクリート構造によるマンション市場創出。 
z 建設業におけるコンパクトな設計によるコスト削減。 
○ 社会的インパクト 
z 都市・国土インフラの耐震性向上（震災時の安全性・機能維持が着実に向上）。 
― 「新耐震」規定による建築物、約１/3(阪神・淡路大震災で、倒壊・損傷防止効果があった) 
― 制振・免震等の最新の地震対応技術を利用した建築物、新築件数の約 1/10（限界耐力設計を含む） 
― 免震技術による道路橋（阪神・淡路大震災級の地震力（２G）に耐え得る）：既存橋梁の概ね１割 
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○ 国民生活へのインパクト 
z 地震時の国民生命の安全向上。 
z 地震時の国民生活の維持・早期復旧。 
z 住宅・都市施設の高層化・大規模化による利便性向上。 
インパクトアンケート調査結果では、社会的インパクトが顕著に大きい（「大」および「中」との回答が、約 80％
であり、他のインパクトは約 50％～60％である）。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 全般的課題 
○ E-ディフェンスを有効活用するためには、費用面から、個別民間企業レベルでの利用は難しく、共同利
用とともに、公的な資金支援が必要である。（公的研究機関・マネージャー） 
○ E-ディフェンスによる実験から、同時に多面的なデータが大量に得られるので、共同利用は多くの学生を
有する大学での利用が望ましい。また当該施設のデータ解析等を行う研究者の育成も課題である（共同
利用先および独自の両面で）。（公的研究機関・マネージャー） 
○ 建築基準法は、その審査さえパスすればそれ以上の地震対応性能向上がなされない可能性があるので、
シミュレーション技術や実証データを十分活かせるよう、設計・診断・改修等の方法論、評価基準をつね
にレベルアップしていくべきである。（学識経験者） 
○ 制振・免震技術が建築基準法の審査基準を超えたレベルで利用されるようにするため、制振・免震技術
により柱・梁等をコンパクト化しトータルコストを下げつつ安全性を確保することを、容易に法的審査ができ
るようにすべきである。（学識経験者） 
○ 住宅等の民間建築物の耐震改修促進のため、現状では自治体の補助等の支援制度があるが不十分で
あり、経済的な支援制度の充実が望まれる。なお、住宅の品質確保法による住宅性能表示制度の導入は、
当該技術利用による地震対応性向上に一定の効果があった。（学識経験者） 
○ コンピュータ・シミュレーションモデルのブラックボックス化による、ユーザー（設計者）のモデル盲信の弊
害があり、これを防止するためには、モデル開発者とユーザーとの密着化とともに、ユーザーが構造解
析・構造実験・被害見分等を、経験を通じて学び、基本的な理解と実態的な「かん」の醸成ができるような
人材育成が望まれる。（学識経験者） 
○ 耐震補強のための制振・免震技術は、診断データの充実とともに、そのメリットが明確でないと利用されに
くいので、その研究が必要である。（学識経験者） 
○ 個々の構造物の地震対応の基準はあるが、都市としての地震等に対する性能、復旧・回複の基準がなく、
社会インフラとして総合的な都市ニーズを踏まえた基準、都市としてコーディネートされた地震対応技術
や基準が必要である。（学識経験者） 
② 今後の研究開発・支援のあり方についての意見 
○ より詳細な地震動データの取得が必要であり、このため一般の建築物への地震計設置が有効であるが、
オーナーの理解を得るうえで、オーナーにもメリットを生む仕組（耐震診断や改修に当たってのデータフィ
ードバック等）が望まれる。（学識経験者） 
○ 技術的な課題は以下の通り。 
z コンクリートのより一層の引張り強度向上と軽量化が必要である。 
z シミュレーションにおける崩壊過程、基礎・地盤の挙動、制振・免震技術の有効性、非構造材の挙動、
非線形減少等はまだ構造物全体としてのトータルな理解が不十分であり、E-ディフェンス等の構造
実験により検証する必要がある。（学識経験者） 
○ ゼネコン等の企業の研究成果は、建築審査を通すためのレベルに留まり、また当該企業のみで閉じたも
のになりがちである。シミュレーション等の地震対応技術をより高度化し、幅広く利用しインパクトを拡大す
るためには、大学が企業と共同研究し、論文等で成果を公表するとともに、このための公的な資金支援が
必要である。（学識経験者） 
○ 米国には、優秀な技術を受け入れる基準や認定プロセスの自由度があり、参考にすべきである。（学識経
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験者） 
○ 日本の制振・免震技術の考え方が海外各国や国際基準に取り入れられることで、日本の制振・免震技術
や関連産業が発展し、この結果、日本の構造物の地震に対する安全性が高まることが期待できる。（学識
経験者） 
○ 振動台等の研究施設の充実した拠点大学が、日本の各地域に整備されるべきである。構造実験は研究
者が集積する大学で行われる必要があり、このためには大型の振動台が拠点大学に必要である（E-ディ
フェンスは重要であるが、各大学から遠く利用しづらい）。現状の各大学の振動台は、欧米の拠点大学の
ものにくらべて小規模であり、このままでは研究の質で国際競争に負けることが危惧される。（学識経験
者） 
○ 防災分野は、IT やバイオ等のように産業活動の利益が期待されにくく、公的研究開発・支援が必要であ
る。特に、防災を幅広く捉える工学的な面は、理学のように科研費の対象になりにくい。また、細分化され
特定テーマが中心である事業官庁の予算もつきにくい。都市の震災を幅広くとらえて、工学的に研究する
ことへの、公的支援が望まれる。また、国際共同研究も、当初予定からの計画変更が可能なように、柔軟
に実施されるべきである。（学識経験者）
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１．技術動向
（１）技術概念（地震動によるシミュレーション技術とその応用）
１
設計法の進展
・許容応力度設計（1919市街地建築
物法、1950建築基準法）
↓
・「新耐震」：新耐震設計規定（198１）
・免震構造設計指針（1990年代）
・道路橋仕方書（免震仕様導入:1995）
・性能設計化の一貫として
「限界耐力計算」（2000年）
等
（主なメリット）
「新耐震」：阪神・淡路
大震災で被害軽減に
顕著な効果を示した。
「制振技術・免震技
術」：構造物の崩壊防
止・人命保護だけでな
く、修復性・機能維持
効果が期待される。
（国際競争力）
・日本は世界をリード
（特にハード）
・コンセプトでは米国が
斬新（新技術の導入
でも米国は自由度が
高い）
数値解析等のコンピュータ・シミュ
レーション技術の進展
（コンピュータ利用：1960～）
◆モデル：
一次元→二次元→三次元
◆範囲：
（当初）上部構造のみ
→地上地震波入力
→杭先端への地震波入力
→地盤・基礎構造の解析モデル化
等
数値解析等のコンピュータシミュレーションと振動台実験、それらを反映した設計法（法規等を含む）と制振・免震等の
ハードの技術の総合により、構造物の地震損傷の回避・縮小が可能になる。
振動台実験技術の進展
「震動台実験」：構造物が揺れて壊れてい
く挙動の実験室での再現
（1960～）
・究極の地震応答検証手段である
・構造物の安全性を支配するディテール
（部材・接合部等）を再現できる実大実験
の意義大（破壊メカニズム開明、データ蓄
積）
・世界最大規模の実代三次元震動破壊
実験施設（E-ディフェンス：2005～運用）
建設技術（ハード）の進展
・制振技術・デバイス
（ダンパー等）
・免震技術・デバイス
（積層ゴム等）
・超高層鉄筋コンクリート構造
（高強度コンクリート等）
等
反映
（簡略
モデル等）
新設計法
検証
評価
仮説検証 データ、メカニズム
データ、
メカニズム
反映応用を規定
・ガイド
機能
検証
データ
反映
（限界
条件等）
評価
（注）図中→は相互関係の例
 
 
１．技術動向
（２）技術の詳細（耐震技術・制振技術・免震技術の位置付け）
耐震技術・制振技術・免震技術のいずれも、技術開発や設計応用において、シミュレーションおよび構造実験を反映・活用している。
耐震構造
：構造物を弾性的または弾塑性的に
振動に耐えられるようにする
制震構造（広義）
：建築物の
振動応答
を制御して
応答量を低減する
粘性減衰機構
柔性基部構造
機械的絶縁法
摩擦減衰機構エネルギー
吸収構造
履歴減衰利用型
強度抵抗型
免震構造
：地振動が建物などに
伝達されないよう
基礎から分離、
絶縁する
履歴減衰機構
自動制御機構
質量効果機構
振動外乱を受ける構造物の区分
制震構造（狭義）
：振動エネルギー
をダンパーなどに
吸収させ振動を
弱める
耐震構造
免震構造
制振構造（狭義）
●弾性設計法
●弾塑性設計法
具体技術例
●ボールベアリング支承
●ロッキングボール支承
●テフロン支承
●Soft 1st Story 構造
●２重柱構造
●積層ゴムアイソレータ
構造イメージ例
●鉄棒ダンパー
●ループ鋼棒ダンパー
●鉛ダンパー
●摩擦ダンパー
●オイルダンパー
●粘性ダンパー
●粘弾性ダンパー
●弾性ポンプダンパー
●てこと振子の作用を
応用した 免震装置
●チューンドマスダンパー
●スロッシングダンバー
●自動制御絶縁法
●可変剛性機構
●アクティブマスダンパー
（出所）建築雑誌（1997.11）「耐震技術・制振技術・免震技術の位置付け」、
東京工業大学 笠井教授資料よりMRI作成 ２ 
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１．技術動向
（３）技術の方向性（「性能基盤型設計法」に向けて）
地盤：２次元
構造物：質量系
として３次元
３次元・大型
振動台による
実物大実験
等
関連技術構成
地震対応の基本的考えと効果等
従来
将来
設計法シミュレーション 振動台実験 建設技術
（ハード）
振動台の制約、
模型が中心
耐震構造
主体
一義的な
仕様規定
による
安全基準
正確な挙動把握が不十分
構造物の地震対応機能や修復性を明確
に定量的に関連づけた設計法「性能基
盤型設計法」が求められる
・地震動想定に対し安全側の設計により耐震性
を確保
・建築基準法等の仕様基準を満たせばそれ以
上の性能追求がなされない（コスト等による）
・阪神・淡路大震災等で想定を超える地震動が
あり、一部では大きな損害
地盤・構造物の
複雑な構造の
正確な反映
制振・免震等
デバイス組込
性能基盤型
設計法
・性能評価基準
・評価手法
の確立が課題
構造物挙動の正確なシミュレーション
個別構造物への地震計設置等
による地震動の正確な把握
デバイス、構法
等の有効性検証
と改良・開発
現状
（過渡期）
・設計者と施主が明快に表現された性能を共通
の理解にもとづいて選択することを可能に
・材料や工法の選択の自由度が増大するととも
に新技術の開発を促進
・耐震診断・改修に応用することで、実態に応じ
た補修を可能に（現状では過剰に安全側に判
断しているケース多）
・国際的な基準の差を縮小
・性能の明確化が技術開発・品質競争を促進
等
2000年の建築基準法改正では、従来の仕様規定一辺倒から、
性能設計への道が開かれた（限界耐力計算等）。但し、実際の
導入は部分的（新築件数の約0.5～１％程度）
（課題）
３ 
 
１．技術動向
（参考）新耐震設計規定の地震被害軽減の効果
「新耐震」規定の建物は（1982年以降）、鉄骨構造を除く各種構造で、阪神・淡路大震災における被害軽減の顕著な効果が見られる。
木造（宝塚市）
62.0
80.0
19.0
14.0
4.0
2.0
15.0
4.0
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
　1981年以前
　1982年以降
小破以下 中破 大破 倒壊
（％）
（21,269棟）
（4,492棟）
鉄筋コンクリート（灘・東灘区、震度Ⅶ地区）
87.0
95.6
5.0
3.0
3.0
1.0
5.0
.4
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
　1981年以前
　1982年以降
小破以下 中破 大破 倒壊
（％）
（1,955棟）
（1,817棟）
鉄骨（兵庫県、震度Ⅶ地区全体）
33.0
27.0
18.0
17.0
40.0
33.0
9.0
22.0
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
　1981年以前
　1982年以降
小破以下 中破 大破 倒壊
（％）
（144棟）
（45棟）
鉄骨鉄筋コンクリート（兵庫県、震度Ⅶ地区全体）
40.0
71.0
25.0
23.0
24.0
6.0
11.0
.0
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
　1982年以前
　1982年以降
小破以下 中破 大破 倒壊
（％）
（227棟）
（262棟）
（出所）建築雑誌（2000.11）「耐震対策、1995年阪神・淡路大震災で有効性が明らかになった1981年の大改正」よりMRI作成
鉄骨造建物においては、極厚形鋼や角型鋼管の脆性破断
の防止対策の必要性が明らかになった。
４ 
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
技術
の展開
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1980年代 1990年代 2000年代
制度等の対応
（基準法規等以外）
1970年代
新耐震設計手法の開発
（旧建設省）（1972～77）
将来
十勝沖地震
：倒壊建物多数
（1968)
許容応力度設計
市街地建築物法
（1919）
→建築基準法（1950）
鉄筋コンクリート造建築物の
超軽量・超高層化技術の開
発：New RC
（旧建設省）（1988～1993）
構造計算へのコンピュータ
利用
（１960～）
性能基盤型設計法開
発（文部科学省等）
（1998～2004）（理論・精緻なﾓﾃﾞﾙ構築等）
住宅品質確保法
（性能表示等：
2000）
新耐震設計規定（198１）
・高さ方向応力分布
・剛性率、偏心率、層間
変形角、保有水平耐力
等の新概念導入
阪神・淡路大震災
：想定を超える振動
（1995)
震動台による構造実験開始
（１960～）
道路橋示方書（免震
仕様導入：1996
数値解析モデルの進展
・地上波入力→地盤・基礎構造モデル化
・複雑、不整形の構造物モデル化 等
・大学・民間企業等への震動台導入（中小規模）
・防災科研つくば、原子力発電機構等の大型震動台：2次元
・土木研の中型震動台：3次元
世界最大規模の実大三次
元震動破壊実験施設
（E-ディフェンス：2005～）
ロマ・プリータ地震
：修復性に注目
（米国：1989）
住宅耐震改修
促進税額控除
（2005～予定）
耐震改修促進法（1995）：
大規模公共性の高い建築
物の診断・改修が主
機能維持のた
め・性能設計が
米国で進む
戸建制振住宅研究開発
（国土交通省)(2003)
道路橋免震システム開発・パ
イロット事業（旧建設省）（1989
～94）
性能基盤型設計法
各種
設計法等
地震対応力の
高い新設構造物・
既存構造物の耐
震改修
建築基準法：性能規定
導入（200１）
・限界耐力計算法導入
パッシブ制振構造設計・
施行マニュアル（2003）
免震構造設計指針（1989～90年代）
ダンパー、積層ゴム支承等（民間開発）
制振技術・免震技術・
高層鉄筋コンクリート構造技術等
５
大学・公的研究機関等における研究開発・施設整備（震動台等）
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
６
当該分野では、大学・官庁（公的研究機関）・民間が並行して交流・協力し、合意形成しつつ技術指針・基準を策定し、認
可された技術が幅広く応用されることでインパクトを実現することが一般的である。
資金提供以外による寄与 企業への資金提供等による寄与
全般 ・材料・デバイス開発への技術指導・実験データ提供 等
数値解析・コンピュータ
モデル開発ﾞ
・各種解析モデルの開発・検証・評価・
改良
大学・公的研究機関等における
施設（震動台等）整備
[Eディフェンス：建設費約500億円、
年間運営費約十数億円予定］
構造実験（震動台等）
・震動台の建設・運営
・震動台による実験・分析・データ提供
新耐震設計手法の開発
旧建設省）（1972～77）
[総額約10億円］
新耐震設計規定 ・耐震設計体系の確立
・設計用地震力評価 等
・ゼネコン等での実験データ提供
鉄筋コンクリート造建築物の超
量・超高層化技術の開発：New
New RC（旧建設省）
（1988～1993）
高層鉄筋コンクリート
構造技術
・鉄筋コンクリート構想解析モデル
開発
・性能評価手法開発
・高強度コンクリート開発
・高強度鉄筋開発
道路橋免震システム開発
（旧建設省）（1989～91）
およびパイロット事業
（～1994）
道路橋示方書（免震仕
様導入）
道路橋梁の免震設計法開発
(耐震計算法、基準化等）
・パイロット橋建設（デバイス開発、
実験検証を含む）
性能基盤型設計法開発（文部科
学省等 ）（1998～2004） 性能基盤型設計法
性能評価基準および評価手法確立の
ための解析的研究・実験研究
寄与の形態・内容等（主要例）公的研究開発・支援 寄与の対象
大学・公的研究機関等における
研究開発
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構造物の地震対応
向上技術
・設計法（法規等）
・コンピュータ・シ
ミュレーション技術
・構造実験技術
（震動台等）
・ハードの地震対応
技術（制振技術・
免震技術・高層
鉄筋コンクリート
構造等）
・耐震改修技術
技術 利用領域 インパクト
建築物（国内）
＜「新耐震」規定（1981）による建築物＞
・近代的な耐震設計法
＜「新耐震」規定導入以前の建築物：耐震性に問題あり＞
・耐震改修技術（鉄鋼ブレース・ポリエステル等による補強、
制振装置補強等）
＜近年（1990年代後半）以降の新技術導入による建築物＞
・制振技術
・免震技術
・限界耐力設計法（2000年建築基準法改正以降）
・超高層の鉄筋コンクリート構造（マンション等）
道路橋（国内）
＜免震仕様導入後（1995）の道路橋＞
・免震技術（主に積層ゴム支承利用）
＜免震仕様導入以前の道路橋＞
・耐震補強（鋼板・カーボンファイバーによる補強）
経済的インパクト
・地震時の経済損失の軽減（関東大震災の再来で
の経済損失：約100兆円との試算あり）
・耐震改修市場創出（耐震性に問題があるのは約
2500万戸：潜在市場規模約10～20兆円と言われる）
・制振・免震デバイス産業および施行業の市場創出
（制振・免震デバイスメーカー・独自製造建設業：約
40社）（国内建築実績：制振400棟、免震1000棟）
（米国への輸出実績：A社免震支承は市庁舎・アニメ
スタジオ等5棟、B社制振鉄鋼ブレース30棟）
・超高層鉄筋コンクリート構造によるマンション市場
創出
・建設業におけるコンパクトな設計によるコスト削減
等
社会的インパクト
・都市・国土インフラの耐震性向上（震災時の安全
性・機能維持が着実に向上）
-「新耐震」規定による建築物：約１/3(阪神・淡路大
震災で、倒壊・損傷防止効果があった）
-制振・免震等の最新の地震対応技術を利用した建
築物：新築件数の約1/10（限界耐力設計を含む）
-免震技術による道路橋（阪神・淡路大震災級の地
震力（２Ｇ）に耐え得る）：既存橋梁の概ね1割
等
国民生活へのインパクト
・地震時の国民生命の安全向上
・地震時の国民生活の維持・早期復旧
・住宅・都市施設の高層化・大規模化による利便性
向上 等
（下線は実現したもの、他は今後多く期待されるもの）
７
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
海外
＜米国建築物＞
・制振・免震技術、装置の輸出
＜国際的な建築標準＞
・免震構造・制振構造では、日本の考え方が国際規準化、
米国規準化の可能性 その他のインパクト
・米国等海外の地震時の安全性向上・経済損失低
減（国際貢献）
 
 
常に存在する
地震のリスク
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）当該技術の利用とインパクト実現プロセス（制振・免震技術利用の例）
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
制振・免震
技術
・デバイス技術・
材料技術
・設計法
・シミュレーション
技術
・構造実験データ
制振・免震デバイス装置等メー
カー（独自製作する建設業を含
む）
・免震ゴム支承
・各種制振デバイス（粘性ダン
パー、オイルダンパー、粘弾性
ダンパー、鋼材ダンパー等）
・耐震補強材料（カーボンファイ
バー 等）
建設構造物
建設業
・ゼネコン
・住宅メーカー
・設計事務所
等
新設建設物（国内）
・制振・免震技術を利用した建
築物（実績：制振 約400棟、
免震 約1000棟）
・免震技術利用による道路橋
（実績：既存道路橋の概ね1
割）
・都市・国土インフラの耐震
性向上（震災時の安全性・
機能維持が着実に向上）
ー制振・免震等の最新の地震対
応技術を利用した建築物：新築
件数の約1/10（限界耐力設計を
含む）
ー免震技術による道路橋（阪神・
淡路大震災級の地震力（２Ｇ）
に耐ええる）
・地震時の経済損失の軽減
・耐震改修市場創出
・制振・免震デバイス産業お
よび施行業の市場創出
（国内需要、輸出）
・地震時の国民生命の安全
向上
・地震時の国民生活の維
持・早期復旧
行政
・法令審査等
利用主体
既存建設物（国内）
・建築物の耐震改修（制振技
術等による）：
同技術対象住宅約1900万戸×＠
50万円/戸として約10兆円
・土木構造物（道路橋等）の耐
震補強
免震ゴム支承の例：
鉛プラグ入り積層ゴム支承
（出所：㈱奥村組HP）↓
オイルダンパーによる制振デ
バイスの例：米国S市 市民セ
ンター
（出所：東京工業大学 笠井教
授 資料） ↓
海外
・制振・免震技術を利用した建
築プロジェクトに参画（例：
-米国カリフォルニア州最大の
補修プロジェクトにA社が免震
ゴム支承を供給（575体）等
→デバイスの輸出
→米国での使用実績
→米国規格・国際規格に反映
その他のインパクト
・米国等海外の地震時の安
全性向上・経済損失低減
（国際貢献）
戦後の主要地震 Ｍ 死者不明者 全半壊家屋
福井地震（１９４８） 7.1 3,769 51,851
今市地震（１９４９） 6.4 10 3,284
十勝沖地震（１９５２） 8.2 33 2,245
新潟地震（１９６４） 7.5 26 8,890
１９６８年十勝沖地震 7.9 52 3,677
伊豆半島沖地震（１９７４） 6.9 38 379
伊豆大島近海地震（１９７８） 7 25 712
１９７８年宮城県沖地震 7.4 28 6,925
長野県西部地震（１９８４） 6.8 29 110
兵庫県南部地震（１９９５） 7.3 6,425 208,684
科学技術分野以外の政策支援
・住宅品質確保法
・耐震改修促進法
等
８  
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９
■数値解析等のコンピュータシミュレーションと構造実験、それらを反映した設計法（法規等を含む）と制振・免震等の
ハードの技術の総合により、構造物の地震損傷の回避・縮小が可能になる。ちなみに、耐震技術・制振技術・免震
技術のいずれも、技術開発や設計応用において、シミュレーションおよび構造実験を反映・活用している。
■日本における構造計算へのコンピュータ利用と、振動台による構造実験は1960年代から始まり、数値解析モデルの
進展（地上波入力から地盤・基礎のモデル化、複雑・不整形の構造物モデル化）等がなされるとともに、振動台等の
構造実験によるシミュレーションのデータ検証がなされた。これらを反映して、1981年には、新耐震設計規定（新耐
震）が導入され、また1990年代には制振・免震技術に関わるハードのデバイスや設計法が整備された。
■この効果として、「新耐震」は、阪神・淡路大震災で被害軽減に顕著な効果を示した。また、「制振技術・免震技術」：
構造物の崩壊防止・人命保護だけでなく、修復性・機能維持効果が期待される。
■当該分野では、大学・官庁（公的研究機関）・民間が並行して交流・協力し、合意形成しつつ技術指針・基準を策定し、
認可された技術が幅広く応用されることでインパクトを実現することが一般的である。主要な公的研究開発・支援の
寄与は以下の通りである。
・大学は数値解析シミュレーションの理論や精緻なモデル開発に、大きく寄与した。
・公的研究機関において2次元の大型振動台や、3次元の中型振動台が導入された。なお、世界最大規模の三次元
実大震動破壊実験施設「E-ディフェンス」が整備され、2005年から利用に供される予定であり、これを用いたデータ
検証により、シミュレーションモデルや、制振・免震技術のより一層の高度化が期待される。
・建設省による新耐震設計手法の開発（1972～77）や、道路橋免震システム開発・パイロット事業（1989～94）を通じ
て、建築の耐震設計法や道路橋の免震設計法が整備された。
■これまでの技術進歩により、小規模な地震に対する耐震性がかなり厳格に確保され、さらに近年、大規模な地震に
対する耐震性向上や経済的損害を減少させることがかなり進展しているが、超大型地震への対応はまだ不十分で
あり、性能基盤設計法等の、シミュレーション技術をより活用した設計法の開発と応用が望まれる。
■制振・免震技術が建築基準法の審査基準を超えたレベルで利用されるようにするため、制振・免震技術により柱・梁
等をコンパクト化しトータルコストを下げつつ安全性を確保することを、容易に法的審査ができるようにすべきである
との指摘がある。また、住宅等の民間建築物の耐震改修促進に向けて、建築物オーナーへのより一層の情報提供
や経済的な支援制度の充実が望まれるとの指摘もある。
■当該技術のインパクトは、国内の建築物および道路橋の地震に対する防災性向上が主であり、社会的インパクトが
大きい（震災時の安全性・機能維持が着実に向上し、都市・国土インフラの耐震性が向上 ） 。なお、震災時の経済
的損失低減効果や、潜在的な耐震改修市場等の経済的インパクトも重要である。さらに、地震時の人命等の安全
向上や生活の維持・早期復旧等の国民生活へのインパクトも見られる 。
 
 
４．まとめ
(参考)指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
１０
①全般的課題
■E-ディフェンスを有効活用するためには、費用面から、個別民間企業レベルでの利用は難しく、共同利用と
ともに、公的な資金支援が必要である。 （公的研究機関・マネージャー）
■E-ディフェンスによる実験から、同時に多面的なデータが大量に得られるので、共同利用は多くの学生を有
する大学での利用が望ましい。また当該施設のデータ解析等を行う研究者の育成も課題である（共同利用
先および独自の両面で）。（公的研究機関・マネージャー）
■建築基準法は、その審査さえパスすればそれ以上の地震対応性能向上がなされない可能性があるので、
シミュレーション技術や実証データを十分活かせるよう、設計・診断・改修等の方法論、評価基準をつねに
レベルアップしていくべきである。（学識経験者）
■制振・免震技術が建築基準法の審査基準を超えたレベルで利用されるようにするため、制振・免震技術によ
り柱・梁等をコンパクト化しトータルコストを下げつつ安全性を確保することを、容易に法的審査ができるよう
にすべきである。（学識経験者）
■住宅等の民間建築物の耐震改修促進のため、現状では自治体の補助等の支援制度があるが不十分であ
り、経済的な支援制度の充実が望まれる。なお、住宅の品質確保法による住宅性能表示制度の導入は、
当該技術利用による地震対応性向上に一定の効果があった。（学識経験者）
■コンピュータ・シミュレーションモデルのブラックボックス化による、ユーザー（設計者）のモデル盲信の弊害が
あり、これを防止するためには、モデル開発者とユーザーとの密着化とともに、ユーザーが構造解析・構造
実験・被害見分等を経験を通じて学び、基本的な理解と実態的な「かん」の醸成ができるような人材育成が
望まれる。（学識経験者）
■耐震補強のための制振・免震技術は、診断データの充実とともに、そのメリットが明確でないと利用されにく
いので、その研究が必要である。 （学識経験者）
■個々の構造物の地震対応の基準はあるが、都市としての地震等に対する性能、復旧・回複の基準がなく、
社会インフラとして総合的な都市ニーズを踏まえた基準、都市としてコーディネートされた地震対応技術や
基準が必要である。 （学識経験者）
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(参考)指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
②今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
■より詳細な地震動データの取得が必要であり、このため一般の建築物への地震計設置が有効であるが、
オーナーの理解を得るうえで、オーナーにもメリットを生む仕組（耐震診断や改修に当たってのデータ
フィードバック等）が望まれる。 （学識経験者）
■技術的な課題は以下の通り。
―コンクリートのより一層の引張り強度向上と軽量化が必要である。
―シミュレーションにおける崩壊過程、基礎・地盤の挙動、制振・免震技術の有効性、非構造材の挙動、非
線形減少等はまだ構造物全体としてのトータルな理解が不十分であり、E-ディフェンス等の構造実験に
より検証する必要がある。（学識経験者）
■ゼネコン等の企業の研究成果は、建築審査を通すためのレベルに留まり、また当該企業のみで閉じたも
のになりがちである。シミュレーション等の地震対応技術をより高度化し、幅広く利用しインパクトを拡大
するためには、大学が企業と共同研究し、論文等で成果を公表するとともに、このための公的な資金支
援が必要である。（学識経験者）
■米国には、優秀な技術を受け入れる基準や認定プロセスの自由度があり、参考にすべきである。（学識
経験者）
■日本の制振・免震技術の考え方が海外各国や国際基準に取り入れられることで、日本の制振・免震技術
や関連産業が発展し、この結果、日本の構造物の地震に対する安全性が高まることが期待できる。（学
識経験者）
■振動台等の研究施設の充実した拠点大学が、日本の各地域に整備されるべき。構造実験は研究者が集
積する大学で行われるべきで、このためには大型の振動台が拠点大学に必要である（E-ディフェンスは
重要であるが、各大学から遠く利用しづらい。）現状の各大学の振動台は、欧米の拠点大学のものにくら
べて小規模であり、このままでは研究の質で国際競争に負けることが危惧される。 （学識経験者）
■防災分野は、ITやバイオ等のように産業活動の利益が期待されにくく、公的な研究開発・支援が必要で
ある。特に、防災を幅広く捉える工学的な面は、理学のように科研費の対象になりにくい。また、細分化
した特定テーマが中心となる事業官庁の予算もつきにくい。都市の震災を幅広くとらえて、工学的に研究
することへの、公的支援が望まれる。また、国際共同研究も、当初予定から計画変更して柔軟に実施で
きるべきである。（学識経験者） １１ 
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２－１５ 人工衛星によるリモートセンシング技術(データの解析・利用技術)（フロンティア） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
人工衛星によるリモートセンシング技術(大気汚染の分布・移動、農林資源や農林環境変化、都市環境情報
等の地表の物理量に対するモニタリング)を以下のように捉え、調査・分析の対象を設定した。 
z 人工衛星によるリモートセンシング技術には、センサ技術、解析技術、大容量データの蓄積・受送信
技術のいずれもが重要である。このうち、センサ技術については、軍事面で利用されていたこともあり、
米国など、海外が全体的に進んでいる。 
z また、大容量データの蓄積・受送信技術は、当該技術における蓄積データ量は数ペタバイトと非常
に大きいものの、当該技術に限定された技術ではない。 
z そこで、本調査では、解析技術を軸に、人工衛星によるリモートセンシング技術で得られた衛星デー
タが、どのような分野で、どのように利用され、どのようなインパクトを実現しているかを把握することに
絞り調査・分析を行った。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術の利用や活用を進めている各分野の有識者等へのヒアリング調査、およびアン
ケート調査を主とし、さらに、文献調査・統計データ分析を実施した。 
ヒアリング、アンケート調査の対象を以下に示した。 
z 関係機関（リモートセンシング技術センター）２名 
z 実用化している経済団体（漁業情報サービスセンター）１名 
z 公的研究機関（横浜市環境科学研究所、海上保安庁、防災科学技術研究所）６名 
 
(２) 技術動向 
リモートセンシング技術では、センサの種類として、光学センサ（可視・赤外・近赤外・紫外）、電波（レーダ
ー・レーザー）があり、これらを用いることで下記のような識別可能な情報を得ることができる技術となっている。 
一方、センサによる解像度も着実に上昇してきており、例えば、米国の LANDSAT（１～７）をみると、可視・近
赤外の分解能は80ｍから 15ｍへと大きく精度が高まってきている。 
具体的な技術開発等の内容等としては、データ処理では、雑音除去、歪み補正（放射量補正、幾何補正）
等、解析では、解析アルゴリズム、プログラムの開発、受信データと実測データ等を組み合わせた解析システム
の開発（統計解析、地理情報組み合わせ解析）等である。 
技術的な課題は、解像度の向上（センサ技術）、画像解析ソフト・アルゴリズムの開発、膨大なデータの送受
信・蓄積である。 
ここでは、人工衛星によるリモートセンシング技術によるインパクトに注目するため、衛星データの活用段階
である画像の解析、解析結果の実用化について、陸域、海域、大気・気象に注目し調査を行った。 
○ 陸域 
z 農林業（植生分布、森林資源、作物収穫、作付け状況、土壌分類、砂漠化）。 
z 土地利用（土地利用状況、各種地図作成）。 
z 防災（火山、土砂、洪水、雪害、地震）。 
z 地形・地質・資源探査（表層地質、地質構造、地熱、鉱物資源、地形変化）。 
z その他（河川・湖沼の汚染、都市環境）。 
○ 海域 
z 海象（海面水温分布、海流の流況、海上風・波浪、海氷分布）。 
z 漁業（プランクトン、赤潮、水温分布、湧昇域）。 
z その他（水質・汚濁状況、排水拡散）。 
○ 大気・気象 
z 大気。 
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z 気象。 
人工衛星によるリモートセンシング技術は、もともと軍事面を中心に利用されていたこともあり、米国等の技術
が進んできた。一方、我が国では、これまで人工衛星による地球観測への取り組みが行われてきたものの、人
工衛星そのものの問題等により、十分な衛星データを提供できない状況にある（海外の人工衛星に搭載したセ
ンサによるデータ入手、海外の人工衛星の衛星データの入手は可能）。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置づけ 
人工衛星によるリモートセンシングデータの解析についての研究開発において、公的研究開発・支援は、画
像データの提供、データ解析に関するアドバイス、各分野におけるこれまでの研究の蓄積等の形で技術の発
展に貢献している。衛星データの利用にあたり、実測データ（例えば、水温など）の計測、把握、蓄積も重要で
あり、その面で、国公設の試験研究機関等の研究開発や業務が寄与した。 
なお、解析技術の大部分は公的研究機関で開発が行われており、公的投資がなければ当該技術の実用化
は、ほとんど進んでいなかったと見られる。具体的には、公的研究開発活動・支援の主な寄与として以下があ
った。 
（データ整備・データベース構築） 
○ 農業分野では、旧宇宙開発事業団：NASDA(宇宙航空研究開発機構：JAXA)による衛星データの提供と
データ解析のアドバイス、公設試験研究機関における現地調査と衛星データとの解析（解析機器、ソフト
の購入等）を通じて、野菜の適地や水田の乾湿区分の把握が行われた。その結果として、キャベツの適
地適作図、水田の乾湿区分図の作成（感覚的にわかっていたことを画像的に表現）が実現された。また、
旧宇宙開発事業団、国および道立試験研究機関との協議や論議のもと、道立試験研究機関により解析
技術の開発が行われ、タンパクマップの作成が実現された。 
○ 水産分野では、漁業における衛星利用の共同研究（定期的に安価な衛星データの入手、漁船等からの
情報と衛星データによる解析技術の開発）が行われた。その結果、漁業において衛星画像が活用される
ようになった（漁船への衛星データ受信機の搭載、漁船の IT 化）。 
○ 環境分野では、東京湾再生プロジェクトで、東京湾（閉鎖水域）における汚染メカニズム解明のための研
究開発（衛星データの解析）が行われ、閉鎖水域の水質改善のための基本となる水質データ等の把握が
可能（準リアルタイムでのモニタリング情報の提供）になりつつある。また、水質モニタリングにおいては、
公設の環境技術研究所による水質データの取得と解析、旧宇宙開発事業団による衛星データの提供とリ
モートセンシング技術に関する情報提供や評価による共同研究が行われ、閉鎖水域や湖などにおける水
質モニタリングへの活用、赤潮や青潮発生に対する予測への適用可能性が高まってきている。 
○ 防災分野では、災害・地球環境変動の観測研究やマイクロ波センサデータ利用等の基盤技術開発につ
いて、公的な研究開発が行われている。これによって、解析アルゴリズム、処理プログラムの開発が行わ
れ、衛星データの解析・処理時間の短縮化（例：２日→３～４時間へ）が実現された。これらの成果は、災
害の広がり（実態）の把握、地殻変動の結果等の把握（将来的には、災害の予測等）などへの貢献が期待
されている。 
インパクトアンケート調査結果では、公的研究開発・支援の寄与度合いは、「大」との回答が回答者の約
39％と非常に大きい一方、「小」との回答が 13％とかなり小さくなっている。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
人工衛星によるリモートセンシング技術は、衛星データを利用した解析技術への取り組みにより、農業分野
や水産分野、環境分野、防災分野、海氷の動向把握分野、国土の地図作成分野などの分野において、実用
化あるいは実用化の手前まで来ており、経済・社会・国民生活に以下のインパクトを実現している。 
○ 経済的インパクト 
z データに基づく適切な農業指導等に伴う単価の高い農作物の生産による生産額の増加。 
z 漁場の適切な把握による漁業の効率化、船舶の燃料コストの削減。 
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z 漁場データを活かし、市場ニーズに対応した的確な水産資源の水揚げが可能となり、水産物売上の
適正化。 
z プランクトンなどの把握に伴う水産資源量の把握による適切な資源量の把握とそれに伴う計画的な
漁業の実施。 
― 閉鎖系水域における赤潮・青潮発生予測に伴う漁業等への影響の軽減化 等 
○ 社会的インパクト 
z 地震や火山などの被害範囲の情報提供。 
z 火山噴火予知に対する火山情報の提供。 
z 海氷による事故防止に伴う船舶の航行安全の実現。 
― 閉鎖系水域における水質の改善への寄与 
― 環境モニタリングの実施 
― 火山や地震等における事前評価への活用 等 
○ 国民生活へのインパクト 
z 正しい地形情報による地図の作成、提供。 
― 衛星データによる、災害発生地の被害エリアの広がりに関する情報の入手 
― 環境分野での予測や水質保全による、快適な環境の実現 等 
衛星データが実用化されている分野は限定的である。その理由は、必要な衛星データを定期的かつ継続
的に、安く入手できる環境が、国内で確立されていないことであり、改善が求められる。なお、インパクトアンケ
ート調査結果では、社会へのインパクトがかなり大きいと見られ（「大」および「中」との回答が80％以上）、次い
で、経済へのインパクト、国民生活へのインパクトの順となっている。 
 
(５) 指摘された課題と今後の公的研究開発・支援のあり方に関する意見（参考） 
① 技術的課題 
○ 衛星データの利用に向け、解析技術の研究等が多分野で行われてきているものの、実用化されている分
野は、水産分野や海氷観測など、依然として限定されている。その要因としては、必要な衛星データが、
定期的、かつ継続的に入手することが容易でなかったことがあげられる。（関係機関・研究者、公的研究
機関・研究者） 
○ 衛星データを実用化していくには、実測データとの比較による解析技術の確立が重要である。そのため
には、必要なエリアの情報が、定期的、かつ、リアルタイムで得られ、それに対応した実測データが得られ
ることが重要である。また、画像の解析が難しいエリア（例えば、海洋と比較した湾内など）もあり、解析技
術の開発が、引き続き重要である。（関係機関・研究者） 
○ 衛星データの利用が実用化されてくると、受益者負担の問題が発生してくる。ここまで、水産分野での実
用化が進んできているのは、公的機関と提携し、衛星データを安く入手できたことが大きい。解析分野に
ついては、さらなる研究開発が必要な分野があり、衛星データが入手しやすいことが重要である。（関係
団体・役員） 
○ 普及のためには、リアルタイムで、定期的に、同様のエリアの情報が、継続して入手できることが重要であ
る（海外の衛星データの場合、頻度や入手価格などを考えると、データの取扱に制約がある）。（関係機
関・研究者） 
② 公的寄与に関する課題 
○ 衛星データを、リアルタイムでかつ安価に入手できることが、実用化を進めるうえで重要である。（関係機
関・役員） 
○ 新しい地球観測衛星の打上げと成功、必要な情報の提供（定期的、必要な場所の画像データ など）が、
一日も早く行われることを期待している。（関係機関・研究者）  
○ 衛星データと実測データの比較検討をさらに進めることで、環境モニタリングに関連した実用化、さらには、
汚濁に関する予測なども可能になる。（公的研究機関・研究者、関係機関・研究者） 
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１．技術動向
（１）人工衛星によるリモートセンシングの歴史（主な地球観測衛星）
１
民間系
衛星
（商業
衛星）
海外の
主な政
府系衛
星
わが国
の政府
系衛星
70年 80年 90年代 00年代
72～ LANDSAT（１～７）（米） 可視・近赤外（分解能は80ｍから15ｍへ）他
86～ SPOT（１～５）（仏） 可視・近赤外（分解能20ｍから10ｍへ）他
87～96 MOS（1,1b） 可視・近赤外（分解能50ｍ）他
92～98 JERS
96～97 ADEOS
97～04 TRMM
99～ IKONOS（米）(分解能1～4m)
00～ EROS-A1（イスラエル）
02～ OrbView（米）
01～ QuickBird（米）
日本初の地
球観測衛星
日本初のレー
ダー衛星
大型プラット
フォーム衛星
02～03 ADEOS-Ⅱ
91～ ERS（１～２）（欧州） マイクロ波（分解能30ｍ～50ｍ）
99～TERRA 00～EO-1 02～AQUA（米）
02～ ENVIST（欧州）
（出所）（財）リモート・センシングセンター 資料他よりＭＲＩ作成
95～ RADARSAT（カナダ） マイクロ波（分解能10～100ｍ）
 
 
１．技術動向
（２）人工衛星によるリモートセンシングによる識別可能な内容等
リモートセンシング
センサーの種類
○光学センサ
可視・赤外・
近赤外・紫外
○電波
レーダー
レーザー
陸域
○農林業（植生分布、森林資源、作物収穫、
作付け状況、土壌分類、砂漠化）
○土地利用（土地利用状況、各種地図作成)
○防災（火山、土砂、洪水、雪害、地震）
○地形・地質・資源探査（表層地質、地質構
造、地熱、鉱物資源、地形変化）
○その他（河川・湖沼の汚染、都市環境）
海域
○海象（海面水温分布、海流の流況、海上
風・波浪、海氷分布）
○漁業（プランクトン、赤潮、水温分布、
湧昇域）
○その他（水質・汚濁状況、排水拡散）
大気・気象
○大気 ○気象
人工衛星
センサーによる観測
データ受信・蓄積
データの受信と解析 識別可能な内容の例示（結果の活用）
データ処理
・雑音除去、歪み補正（放
射量補正、幾何補正）等
解析
・解析アルゴリズム、プログ
ラムの開発
・受信データと実測データ
等を組み合わせた解析シ
ステムの開発
（統計解析、地理情報組み
合わせ解析 など）
技術的な課題は、解像度の向上（センサー技術）、画像解析ソフト・アルゴリズムの開発、膨大のデータの
送受信・蓄積である。
ここでは、人工衛星によるリモートセンシング技術によるインパクトに注目するため、衛星データの活用段
階である画像の解析、解析結果の実用化について、主に検討を行う。
２  
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１．技術動向
（３）人工衛星によるリモートセンシングデータへのニーズ
リモート・センシング技術センターにおける年度別の地球観測衛星データの利用状況
・人工衛星データは、国立機関を中心に利用されている。
RESTECにおける年度別配布金額
0
100
200
300
400
500
600
700
800
900
平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度
百
万
円
国立機関 地方自治体 学校等 特殊法人 公益法人 民間会社 個人
RESTECにおける年度別配布数量
0
2,000
4,000
6,000
8,000
10,000
12,000
14,000
平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度
国立機関 地方自治体 学校等 特殊法人 公益法人 民間会社 個人
（出所）リモート・センシング技術センター 平成15年度 業務成果社内発表会 要旨集
配布数
３  
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
技術の展開
公的研究開
発・支援（主
要）
時期 1980年代 1990年代 2000年代
衛星に関する研究
衛星基礎技術に関する研究（86～）
大規模衛星の基礎技術に関する研究（87～92）（旧航空宇宙技術研究所）
衛星によるリモートセンシン
グデータの解析に関する研
究
地球観測総合推進計画
(02～）（JAXA）
東京湾再生プロジェクト
(03～）（海上保安庁）
衛星等に関する研究
軌道上技術開発研究計画
（03～）（JAXA）
衛星によるリモートセンシングデータの解析に関する研究
衛星搭載レーダ等による災害・地球環境変動の観測研究（96～
01）（防災科学技術研究所）
我が国周辺海域における漁業資源の変動予測技術の開発（97
～05）漁業資源量調査のマリノセンシング技術開発（96～99）(農
林水産省)
地球・海洋観測衛星データ伝送・処理・解析の研究（92～97）
（海上保安庁）
合成開口レーダによる地形計測システムの開発（94～96）（国
土地理院）
衛星による地球環境観測（98）（旧環境庁）
オホーツク海氷の実態と気候システムにおける役割の解明（97
～02）（旧科学技術振興事業団）
日本初の地球観測衛星
MOS-1(1987）
大型プラットフォーム衛星
ADEOS(1996） ADEOS-Ⅱ
(2002）
日本初のレーダー衛星
JERS-1(1992）
わが国における地球観測衛星に関する技術の蓄積
センサーにおける解像度の向上、様々なセンサー技術の向上
衛星データを活用し、解析に関する研究、解析結果の利用の促進、適切な情報提供の仕組みづくりなど、各分野
での実用化に向けた取り組みの加速、推進（水産、農業、環境、防災分野 など）
衛星データの利用環境、データ解析技術に関する共同研究
1970年代
国公設試験研究機関における各種の観測、観測データの把握や蓄積等
旧宇宙開発事業団；
NASDA設立（69～）以
降、衛星に関する研究
への取り組み
米国の地球観測衛星
LANDSAT（72～）以降、衛
星データの利用に関する研
究への取り組み
公設試験研究機関における人工衛星データの解析（実測データとの比較等）、実用化に向けた研究（自治体等）
旧宇宙開発事業団と公設試験研究機
関等との共同研究データ解析技術の開発、実用的な分野への応用利用
研究蓄
積の活
用
４ 
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
５
人工衛星によるリモートセンシングデータを、実用化するための解析に関する研究開発での公的研究開発・
支援の位置づけとしては、画像データの提供、データ解析に関するアドバイス、解析のためのアルゴリズムの
開発に加え、各分野での研究やデータ等の蓄積等がある。
なお、解析技術の開発は、ほとんど公的機関で行われており、公的投資がなければ当該技術の実用化は、
さらに進んでいなかったと見られる。
公的機関と旧宇
宙開発事業団
の共同研究
公設試験研究
機関による研究
公設試験研究
機関と旧宇宙開
発事業団の共
同研究
関連が想定され
る公的研究開
発・支援
米のタンパクマップの作成（おいしい米の条件の１
つはタンパク質が低いこと）
※一度に一定のエリアのデータを入手するには衛
星でなければ不可能。空撮（高コスト、地理的・光学
的ひずみの解析処理が煩雑）や地上調査（一時期
での把握は困難）では、得ることのできないデータ
の入手ができた。
道立試験研究機関が中心になり、
旧宇宙開発事業団や国との情報
交換
道立試験研究機関により解析技
術の開発
米のタンパ
クマップの
作成
野菜の適
地把握や
水田の乾
湿区分の
把握
漁業の分野において、衛星画像を活用するのがあ
たりまえの時代になる（漁船に衛星データ受信機の
搭載、漁船のIT化）
漁業分野における衛星利用の共
同研究（定期的に安価な衛星デー
タの入手、漁船等からの情報と衛
星データによる解析技術の開発）
水産分野
キャベツの適地適作図、水田の乾湿区分図の作成
（感覚的にわかっていたことを画像的に表現）
旧宇宙開発事業団（衛星データの
提供とデータ解析のアドバイス）と
公設試験研究機関（現地調査と衛
星データとの解析（解析機器、ソフ
トの購入等））による共同研究
農業
分野
寄与の形態や内容等公的研究開発・支援の具体的な
内容
（例示）
分野（例示）
公的研究開発・支援に関する例示①
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
６
船舶の航行の安全に寄与
※衛星データがなければ、オホーツク海
全体の海氷は把握できない。沿岸域をカ
バーする流氷レーダーや航空機では一
部しか把握することができない。
海上保安庁による画像の提供、北大によ
る流氷レーダーの情報など
海上保安庁と旧宇
宙開発事業団によ
る研究協力
海氷の動向把握
分野
災害・地球環境変
動の観測研究、マ
イクロ波センサデー
タ利用等の基盤技
術開発 等
公設試験研究機関
と旧宇宙開発事業
団の共同研究
地球・海洋観測衛
星データ伝送・処
理・解析の研究東
京湾再生プロジェク
ト
関連が想定される
公的研究開発・支
援
閉鎖水域や湖などにおける水質モニタリ
ングへの活用、赤潮や青潮発生に対す
る予測への適用可能性
公設環境技術研究所による公共水質の
データの取得と解析、旧宇宙開発事業団
による衛星データの提供とリモートセンシ
ング技術に関する情報提供や評価によ
る共同研究
水質モニ
タリング
東京湾再
生プロジェ
クト
災害の広がり（実態）の把握、地殻変動
の結果等の把握（将来的には、災害の予
測等）
解析のためのアルゴリズム、処理プログ
ラムの開発による衛星データの解析・処
理時間の短縮化（例：２日→３～４時間
へ）
防災分野
閉鎖水域の水質改善のための基本とな
る水質等の把握が可能（準リアルタイム
でのモニタリング情報の提供）
東京湾（閉鎖水域）における汚染メカニズ
ム解明のための研究開発（衛星データの
解析）
環境
分野
寄与の形態や内容等公的研究開発・支援の具体的な内容
（例示）
分野（例示）
公的研究開発・支援に関する例示②
 
 216
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）人工衛星によるリモートセンシングデータを起点とした各種のインパクト
画像解析ソフ
ト・アルゴリズ
ムの開発
センサー技術（解像
度の向上）
技術 利用領域 インパクト
農業分野での利用
農業系の公設試験研究機関などにおける画像データを利
用した農業分野への活用に関する研究（タンパク質含有量、
地表面温度分布、乾湿把握など）
実測データ等の確保のため、ＪＡなどとも連携
解析結果の画像を利用した農業指導の実施
水産分野での利用
水産系の公設試験研究機関における画像データを利用し
た漁業分野への活用に関する研究（水温・クロロフィルの分
布などの把握）
実測データ等の確保のため、漁船とも連携
解析データの漁船への情報提供
環境分野での利用
閉鎖系水域（湾、湖）における水質モニタリング、水質汚濁
のメカニズムの解明、赤潮等の予測
実測データ等の確保と衛星データとの解析、結果に関す
る情報提供
経済的インパクト
・農業生産額の増加（データに基づく農業指導
等に伴う単価の高い農作物の生産）
・船舶の燃料コストの削減、漁業の効率化（漁
場の適切な把握）
・水産物売上の増加、安定化（漁場データを活
かし、市場ニーズに対応した水揚げの実現）
・計画的な漁業の実施（プランクトンなどの把握
に伴う適切な水産資源量の把握）
（・閉鎖系水域における赤潮・青潮発生予測に
伴う漁業等への影響の軽減化） 等
社会的インパクト
・地震や火山などの被害範囲の情報提供
・火山噴火予知に対する火山情報の提供
・海氷による事故防止に伴う船舶の航行安全の
実現
（・閉鎖系水域における水質の改善への寄与）
（・環境モニタリングの実施）
（・火山や地震等における事前評価への活用）
等
国民生活へのインパクト
・正しい地形情報による地図の作成、提供
（・衛星データによる、災害発生地の被害エリア
の広がりに関する情報の入手）
（・環境分野での予測や水質保全による、快適な
環境の実現） 等
７
データアーカイブ
防災分野での利用
災害に伴う被害の広がりの把握、地殻変動の変化の把握、
火山活動に関する情報提供（火山噴火予知への情報提供）
その他分野での利用
航空機によるデータ収集等ができない地域の地図作成の
ための衛星データの利用
海氷の動向把握分野での利用
オホーツク海における海氷の分布、日本海や太平洋への
広がり状況を把握、船舶の航行安全に利用
流氷を目的とした観光客への情報提供
（ ）は将来への期待
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）インパクト実現プロセス
水産分野
実現プロセス分野
衛星データの入手
漁船による水温や水
質の実測、データの蓄
積（業界等）
漁場データの蓄積（漁
船や業界として）
衛星データを準リアルタイムに入手、
加工、提供するサービスの実施
漁船における各種データ受
信のためのシステムの開発
衛星データに関す
る解析技術の開発
（海の水温分布図
の作成 など）
衛星データを利用
した効率的な漁業
の実現（経済的イ
ンパクト）
８
地球観測プラット
フォーム技術衛星
(ADEOS/OCTS)「み
どり」で見た異例な黒
潮の蛇行を表すクロ
ロフィルa濃度分布
（1997年5月）
(出所）JAXAより提供
地球観測プラット
フォーム技術衛星
(ADEOS/OCTS)「み
どり」で見た異例な黒
潮の蛇行を表す海面
温度分布図
（1997年5月）
(出所）JAXAより提供
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）インパクト実現プロセス
環境分野
実現プロセス分野
衛星データの入手
閉鎖系水域の
水質関連の実
測データの収
集（年に数回等
の船舶による
実測データの
蓄積）
衛星データの準リア
ルタイムの入手
衛星データの加工、情報
発信の仕組みの構築
衛星データに関
する解析技術の
開発
データ
の相当
量の蓄
積
衛星による水
質モニタリング
結果を活用し
た汚濁防止、
汚濁発生への
早期対応（社
会的、経済的
インパクト）
（出所）横浜市環境科学研究所（旧宇宙開発事業団との共同研究）HP
東京湾の2000年５月24日における水質推定画像
９  
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）インパクト実現プロセス
防災分野
実現プロセス分野
衛星データの入手
必要な地点の衛星
データを、できるだ
け早く、入手（デー
タ調達のための衛
星の特定化など）
解析技術の開発
解析のためのアルゴリズム、処
理プログラムの変更・見直し
解析時間の短縮化
衛星データの入手
被害の広
がりなどに
関する情報
を解析
災害の発生
・地震、火山
など
Webを活用
した被害の
広がりに関
する画像
データの情
報提供
火山に関する定期的
な観測データの把握
火山観測の専門化へ
の情報提供による火
山予知への貢献
地震後
インド西部地震
（2001年１月）に
おける地震前後で
の夜間照明の変
化から見る被害エ
リアの広がり
地震前 （出所）防災科学
技術研究所地震
防災研究フロン
ティア研究セン
タ HーP
１０ 
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４．まとめ
１１
■人工衛星によるリモートセンシング技術は、センサー技術、解析技術、データの蓄積送受信技術が主であるが、
もともと、軍事面を中心に利用されていたこともあり、米国等の技術が進んできた。なお、センサー技術は、解
像度がますます高まる状況にある。
■一方、わが国では、これまで、人工衛星による地球観測への取り組みが行われてきたものの、人工衛星その
ものの問題等により、十分な衛星データを提供できない状況にある。（海外の人工衛星に搭載したセンサー
によるデータ入手、海外の人工衛星の衛星データの入手は可能）
■衛星データの利用の側面から考えると、公的研究開発支援等は、衛星データの提供とその解析に関する技術
開発で役割を発揮している。
■また、水産分野など一部では、衛星データを画像処理し、適宜、情報を事業者や国民等に提供するといった公
的な情報提供を行っている。
■しかし、衛星データを利用した情報提供では、実用化段階に達している分野は必ずしも多くなく、実用化に向け
た公的研究が引き続き実施されている。
■なお、衛星データの特性（一度に一定のエリアの情報を把握、多頻度の把握など）を活かして、様々な分野で
その利用への取り組みが行われている背景には、これまでの国公設試験研究機関等の研究やデータの蓄
積がある。中長期的には、公的研究開発支援等が、実用化を促進する役割を、果たしているとも考えられる。
■衛星データの利用にあたり、実測データ（例えば、水温など）の計測、把握、蓄積も重要であり、その面で、国
公設の試験研究機関等の研究開発や業務が寄与している面もある。
■衛星データが実用化されている分野は限定的である。その理由は、必要な衛星データを定期的かつ継続的に、
安く入手できる環境が、国内で確立されていないことである。
■当該技術は、社会のインフラ（画像データを様々な分野に応用する点から）となる技術として経済・社会および
国民生活に幅広いインパクトを有している。インパクトを及ぼしている分野も、農業や水産、環境、防災など多
分野にわたっている。具体的なインパクトとしては、農業分野では、農産物の価値向上に必要な情報を活用し
た生産額の向上への寄与、水産分野では、漁場に関する情報入手による効率的な漁業の実現（漁船のＩＴ
化）への寄与、環境分野では、閉鎖系水域における水質改善に関する情報や予測への寄与、防災分野では、
地震等の被災地の広がりに関する情報の提供、災害前後での地殻変動状況の把握、火山噴火予知に活用
できる情報の提供など、多岐にわたっている。
 
 
４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
１２
①全般的課題
■ 衛星データの利用に向け、解析技術の研究等が多分野で行われてきているものの、実用化されている分
野は、水産分野や海氷観測など、依然として限定されている。その要因としては、必要な衛星データが、
定期的、かつ継続的に入手することが容易でなかったことがあげられる。（関係機関・研究者、公的研究
機関・研究者）
■衛星データを実用化していくには、実測データとの比較による解析技術の確立が重要である。そのために
は、必要なエリアの情報が、定期的、かつ、リアルタイムで得られ、それに対応した実測データが得られる
ことが重要である。また、画像の解析が難しいエリア（例えば、海洋と比較した湾内など）もあり、解析技
術の開発が、引き続き重要である。（関係機関・研究者）
■衛星データの利用が実用化されてくると、受益者負担の問題が発生してくる。ここまで、水産分野での実用
化が進んできているのは、公的機関と提携し、衛星データを安く入手できたことが大きい。解析分野につ
いては、さらなる研究開発が必要な分野があり、衛星データが入手しやすいことが重要である。（関係団
体・役員）
■普及のためには、リアルタイムで、定期的に、同様のエリアの情報が、継続して入手できることが重要であ
る。（海外の衛星データの場合、頻度や入手価格などを考えると、データの取扱に制約がある）（関係機
関・研究者）
②今後の研究開発・支援のあり方についての意見
■衛星データを、リアルタイムでかつ安価に入手できることが、実用化を進めるうえで重要である。（関係機
関・役員）
■公的関与により、衛星データの入手が容易になったことが、実用化への取り組みを進めることに寄与して
いる。
■新しい地球観測衛星の打ち上げと成功、必要な情報の提供（定期的、必要な場所の画像データ など）が、
一日も早く行われることを期待している。（関係機関・研究者）
■衛星データと実測データの比較検討をさらに進めることで、環境モニタリングに関連した実用化、さらには、
汚濁に関する予測なども可能になる。 （公的研究機関・研究者、関係機関・研究者）
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２－１６ 高性能放射光発生技術（フロンティア） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 放射光専用施設で、挿入光源を多数設置できる、第3世代の放射光発生施設を実現するのに必要
であった各種技術。 
z 放射光による分析技術や小型の放射光施設の一部。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 公的研究機関(財団法人高輝度光科学研究センター)４名 
z 企業(自動車研究所)１名 
 
(２) 技術動向  
光速に近い高エネルギーの電子または陽電子が磁場中を通過すると、磁場によって軌道を曲げられ、その
とき軌道の接線方向に電磁波（光）を出す。この現象をシンクロトロン放射、このとき放出される電磁波を放射光
と呼ぶ。放射光は 1940 年頃発見され、1960 年頃から利用され始めた。電子の方向を変えるための磁場を作り
だす磁石のタイプは、偏向電磁石と挿入光源（アンジュレーター、ウィグラー）の２種類があり、それぞれ特徴あ
る放射光が得られる。偏向電磁石からの放射光は赤外線から X 線までの連続した波長の光を得ることができ、
挿入光源からの放射光は極めて明るい特定波長の光を得ることができる。放射光は極めて明るく、強い指向性
を持ち、また広い波長領域を持っている。よって、放射光を用いれば様々な物質を分析することが可能となる。 
日本の高性能放射光発生施設は、世代変化に対応して整備が進められてきている。これには 1960 年代か
ら、継続的に続けられている大学や公的研究機関における研究開発が寄与している。放射光の発生装置は、
電子ビームを発生させて光速近くまで加速する入射系加速器と電子ビームを蓄積する蓄積リングからなる。第
１世代では、素粒子物理学研究用の加速器を放射光利用に援用していたが、現在では第３世代として放射光
専用施設で、挿入光源を多数設置できるものが主流である。第3世代の放射光発生施設はアメリカにAPSが、
ヨーロッパにESRFが、そして日本にSPring-８が存在する。SPring-８は８GeVのエネルギーと最大62本のビー
ムラインを設置可能な世界最高性能の施設である。 
SPring-８では、電子銃から発生した電子ビームを、線型加速器により 1GeV まで加速した後、シンクロトロン
に導入して８GeV まで加速する。続いて、この電子ビームを蓄積リングに導入し、８GeV のエネルギーを維持さ
せながら、偏向電磁石や挿入光源により放射光を発生する。発生した放射光は、ビームラインを通り、ハッチに
導かれ、実験に使用される。 
また、Spring-8のような大規模放射光施設に加えて、SPring-8に隣接するニュースバルなど、小型の放射光
施設についても研究開発が進められている。小型の放射光施設はリソグラフィや微細加工などに用いられてい
る。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
当該技術開発に関連する公的研究開発・支援を以下に示す。 
（大学や公的研究機関での技術の発明） 
○ 高性能放射光発生技術の発展には、1960年代から、継続的に続けられている大学や公的研究機関にお
ける研究開発が寄与している。[東京大学原子核研究所における、世界最初の専用リングである
SOR-RING の研究開発(1976 年)。旧電子技術総合研究所による小型蓄積リングの継続的な研究開発
(1980 年代～)。旧高エネルギー物理学研究所における放射光科学研究施設（フォトンファクトリー）の建
設など。]  
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(研究施設の整備) 
○ 日本の高性能放射光発生施設は、世代変化に対応して整備が進められてきている。大規模放射光発生
施設の建設には多くの費用がかかるため、単独の企業で費用負担をすることはほとんどなく、各種の公的
研究機関の活動を中心に国の予算を用いて行われてきた。 
○ より高度な分析をするために、施設の高度化・大型化が図られ、1997 年には、日本原子力研究所と理化
学研究所が共同で SPring-８を完成させた。SPring-８では、約 1,100 億円の建設費を投じて、施設が作ら
れた。世界最高の施設の建設を通じて、磁石や真空ポンプのメーカーへの技術の蓄積もなされた。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、生命科学や物質科学、地球科学、環境科学、医学、核物理学などの科学領域での分析等の
先端研究や産業での計測技術や材料研究への利用により以下のようなインパクトを実現している(一部は未実
現)。なお、高性能放射光発生技術は技術インフラであり、直接的な経済、社会、国民生活へのインパクトの評
価が困難なため、インパクト実現に間接的に関与していると思われる事例について示す。 
○ 経済的インパクト 
z 新材料による売上増大。 
― 開発された排気ガス用触媒の高性能を理論的に解明することにより、車への搭載に貢献 
― リチウム二次電池の充放電能の劣化解明により、サイクル寿命向上に貢献 
z 微細加工による新機能製品創出。 
― 超音波内視鏡に用いる超音波検査用複合圧電振動子 
― MEMS や LSI などの加工 
z イメージングをもちいた広告効果 
― スタッドレスタイヤのファイバーが氷に刺さる所の撮影に成功し宣伝へ利用 
z 放射光発生装置の売上 
― 微細加工等の研究開発に用いる小型放射光発生装置。 
z たんぱく質の構造解明等による新薬開発への期待 
○ 社会的インパクト 
z 新材料による各種環境負荷低減 
z 考古学上の謎（三角縁神獣鏡）の解明 
z 世界最高性能の施設の存在による日本の国際的研究地位の向上 
○ 国民生活へのインパクト 
z 新薬による疾病の克服の期待 
z 心臓冠状動脈診断など診断技術の向上 
z 犯罪捜査への活用 
SPring-８では、多くの研究成果は上がっているものの、産業利用は始まったばかりである。今後一層の産業
利用が期待される。また、小型放射光発生装置については、民間企業によって製品化されており、研究機関
へ納入され、MEMS や LSI などの加工等の研究開発に用いられている。小型放射光発生装置による三次元微
細加工の事業展開を計画（一部実施）している企業やベンチャー企業も見られた。 
 
(５) 指摘された課題と今後の公的研究開発・支援のあり方に関する意見（参考） 
○ SPring-８のような大規模な実験施設の実現には多くのテクニシャンの協力が不可欠だが、日本ではテク
ニシャンの待遇がよくないためか、あまり育っていないようである。メーカーの技術者だけでない育成が求
められる。（関係機関・研究者） 
○ フォトンファクトリーは契約企業しか使用できなかったが、SPring-８は産官学共同利用機関のため、誰でも
利用できるようになった。しかし、現状はかなり人気が高い状態で、実験テーマの採択率が、1/2.5 とかな
り低くなっている。今後は、施設の拡充等による採択率の向上が求められる。（関係機関・マネージャー） 
○ 実験テーマの審査員がアカデミックな人々主体のため、産業利用が進みにくい面がある。制度面・文化面
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の変革により、産業利用の強化が必要である。（関係機関・マネージャー） 
○ 産業利用等の応用を建設当初から想定するべきであった。産業利用では、学問研究とは異なる利用の仕
方が存在するが、そのための設備(廃棄ダクト等)が整っていない側面が存在する。欧州では、産業ニーズ
をうまく汲み取っており、ESRF は利用しやすい。（企業・研究者） 
○ チタンより原子量の多い元素の分析に関しては、SPring-８は得意だが、軽元素を分析できるビームライン
があまりない。今後の建設が求められる。（企業・研究者） 
○ 産業利用の拡大のためには、何が分析できるのかを教えることと、分析を代わりにやってくれるような分析
会社が SPring-８内にあったほうがよいと思われる。（企業・研究者）
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１．技術動向
（１）放射光とは
１
①放射光の発生原理
加速度
電子 速度
放射光
・光速に近い高エネルギーの電子または陽電子が磁
場中を通過すると、磁場によって軌道を曲げられ，そ
のとき軌道の接線方向に電磁波（光）を出す。この現
象をシンクロトロン放射、このとき放出される電磁波を
放射光という。
②放射光を発生するための磁石
・電子の方向を変えるための磁場を作りだす磁石のタ
イプは、偏向電磁石と挿入光源（アンジュレーター、
ウィグラー）の2種類があり、それぞれ特徴ある放射光
が得られる。特徴は下表の通り。
（出所）SPring-8パンフレット
③ 放射光の特徴
特徴 メリット
極めて明るい光 極微量の物質で細かいところまで詳しく観測することができる。今まで見えなかったものが見えるようになる。
指向性が高い光 放射光の発生点から遠く離れても光が広がりにくいので、放出された光を無駄なく使うことができる。
広い波長領域を含む光赤外線から X 線までの広い波長範囲の光を取り出すことが可能で、適当な分光装置で必要に応じた光を選択することにより、多様な研究や実験が可能になる。
偏向した光 水平方向に偏向した光であり、物質の方向性に関する情報が得られる。また、挿入光源を用いると円偏向した光、縦方向に偏向した光も得られる。
パルスの光 ナノ秒 (10 億分の 1 秒) 単位の短い時間間隔で、次々と放出される光であるため、時間とともに変化する現象を研究することが可能。
放射光は以下のような特徴を持っており、最先端の科学研究には欠かせない光源となっている。
磁石の種類 特徴
偏向電磁石 赤外線からX線までの連続した波長の光がえられる。
アンジュレータ
電子を周期的に小さく蛇行させ、蛇行のつ
ど発生する放射光を干渉させることにより、
極めて明るい特定波長の光が得られる。
ウィグラー 電子を大きく複数回蛇行させることにより、より明るく波長の短い白色光が得られる。
 
 
１．技術動向
（２）放射光発生装置
２
放射光発生装置 ＝ 入射系加速器 ＋ 蓄積リング
電子ビームを発生させ、
光速近くまで加速
電子ビームを円形
の軌道に貯留
素粒子物理学研究
用の加速器を放射
光利用に援用
第１世代
放射光専用施設で
あるが、偏向磁石か
らの光が主なもの
第２世代
放射光専用施設で、
挿入光源を多数設
置できるもの
第３世代
①放射光施設の歴史
②第３世代の大型放射光施設（５GeV以上）
（出所）SPring-8パンフレット
SPring-8
APS
(Advanced Photon
Source)
ESRF
(European Synchrotron
Radiation Facility)
原研・理研 米国エネルギ－省 ヨ－ロッパ18カ国
播磨科学公園都市 アルゴンヌ（米） グルノ－ブル（仏）
8 (GeV) 7 (GeV) 6 (GeV)
62本 68本 56本
1,436m 1,104m 844m
年　次 準備 1987～1989 1986～1988 1986～1987
計　画 建設 1991～1997 1989～1994 1988～1994
利用 1997～ 1996～ 1994～
施　設　名　称
設　　置　　者
設　置　場　所
エネルギ－
ビ－ムライン
周　長
 
 224
１．技術動向
（３）SPring-8の概要
３
■SPring-8は、世界最高性能の放射光を発生することができる大型の研究施設である。
■SPring-8では、電子銃から発生した電子ビームを、線型加速器により1GeVまで加速した後、シンクロトロンに導入して8GeV
まで加速する。続いて、この電子ビームを蓄積リングに導入し、8GeVのエネルギーを維持させながら、偏向電磁石や挿入
光源により放射光を発生する。発生した放射光は、ビームラインを通り、ハッチに導かれ、実験に使用される。
電子銃
線型加速器
シンクロトロン
蓄積リング
ビームライン
実験ハッチ
長尺(１km)ビームライン
電子の流れ
放射光
線型加速器
・高周波加速管26本を直列に配置し、
電子ビームを1GeVまで加速。電子ビー
ムの集束には四極電磁石を使用。
シンクロトロン
・電子ビームを偏向電磁石、四極電磁石、
六極電磁石による円形軌道で8GeVまで
加速。
蓄積リング
・４ケ所の加速装置により、８GeVの電
子ビームを100時間以上貯蔵できる。
・電子ビームは電磁石の磁場により、鉛
直方向10μm、水平方向0.8㎜に絞ら
れている。
・蓄積リング内部は電子とガス分子の衝
突を防ぐため、数十兆分の１という超高
真空に保たれている。
 
 
 
２. 公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
時期 1980 1990 20001970
日本国内における
強いX線への要望
技術の展開
公的研究開発・
支援（主要）
1965年 東京大学原子核研究
所で放射光利用開始
1963年 NBS(米)で放射
光の利用開始
第2世代第1世代 第3世代
放射光施設の世代
大学（東大核研、東大物性研など）
産業技術研究所（旧電子技術総合研究所）
1976年 世界最初の専用リン
グSOR-RING完成
高エネルギー加速器研究機構(旧高エネルギー物理学研究所)
日本原子力研究所
理化学研究所
1982年 放射光科学研究施設
フォトンファクトリー利用開始
1984年 UVSOR（分子研）
LSIリソグラフィーへの利用
SORTEC
専用の小型放射光施設
小型蓄積リング（TERAS, NIJI, 1980年代から）
短波長レーザなど代替技術
の登場により未実現
化学への利用
たんぱく質結晶構造解析や
材料の分析評価への利用
産業利用
1994年 ESRF(欧)で放射光の利用開始
1996年 APS(米)で放射光の利用開始
1974年
学術会議による「放射光総
合研究所の設立」の勧告
1987年
学術会議等による大型放射光施
設の必要性についての提言
1997年
SPring-8の共用開始
４  
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
５
 日本の高性能放射光発生施設は、世代変化に対応して整備が進められてきている。これには1960年代から、継続的に
続けられている大学や公的研究機関における研究開発が寄与している。
 放射光発生施設の建設は、各種の公的研究機関の活動を中心に国の予算を用いて行われてきた。
 より高度な分析をするために、施設の高度化・大型化が図られ、SPring-8では、約1,100億円の建設費を投じて、施設が
作られた。世界最高の施設の建設を通じて、磁石や真空ポンプのメーカーへの技術の蓄積がなされた。
放射光施設 概要 関係機関(公的)
SOR-RING[ 1976] ・世界最初の専用リング
・0.3GeV
東京大学物性研究所
TERAS[1981] ・専用リング
・0.8GeV
旧電子技術総合研究所
フォトンファクトリー[1982] ・紫外線からＸ線までの光が利
用可能
・2.5GeV
旧高エネルギー物理学研究所
UVSOR[1984] ・化学系の研究所による建設
・0.75GeV
分子科学研究所
SPring-8[1997] ・第三世代の大型放射光発生
施設
・8GeV
日本原子力研究所
理化学研究所
 
 
１０
技術 インパクト
経済的インパクト
・新材料による売上増大
・開発された排気ガス用触媒の高性能を理論的に解明
することにより、車への搭載に貢献。
・リチウム二次電池の充放電能の劣化解明により、サイ
クル寿命向上に貢献。
・微細加工による新機能製品創出
・超音波内視鏡に用いる超音波検査用複合圧電振動子。
・MEMSやLSIなどの加工。
・イメージングをもちいた広告効果
・スタッドレスタイヤのファイバが氷に刺さる所の撮影に
成功し、宣伝へ利用された。
・放射光発生装置の売上
・微細加工等の研究開発に用いる小型放射光発生装置。
・たんぱく質の構造解明等による新薬開発への
期待
社会的インパクト
・考古学上の謎（三角縁神獣鏡）の解明
・世界最高性能の施設の存在による日本の国
際的研究地位の向上
・新材料による各種環境負荷低減
国民生活へのインパクト
・新薬による疾病の克服の期待
・心臓冠状動脈診断など診断技術の向上
・犯罪捜査への活用
６
利用分野
分析技術
・ビームライン
・各利用分野における
分析技術
生命科学
・タンパク質の構造解析
・創薬 等
地球科学
・地球深部の物質の構造・状
態把握
・隕石・宇宙塵の分析 等
物質化学
・先端材料の構造解析
・材料物性の把握
・産業材料評価 等
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）インパクト実現プロセス
放射光発生技術
・電子銃
・電磁石
・真空
・制御
環境科学
・環境汚染微量元素の分析
・環境浄化触媒の分析 等
医学
・病理・疾患の観察 等
核物理
・クォーク核物理 等
産業
・材料評価
・材料観察・解析
・微細加工等
 
 226
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）放射光の利用分野
７
■放射光を利用しては、下表のような様々な先端研究を行うことができる。
■X線を物質に照射すると、光電子や蛍光X線の放出、X線の吸収・回折そして物質の改質などの様々な相互作用が起きる。
それを観察することにより、物質の状態を把握することができる。
■このような分析技術はバイオテクノロジーやナノテクノロジー、ITの基盤となり、新たな技術発展に寄与することができる。
目的 研究手段 研究対象例
生体分子結晶構造解析 極微小タンパク質・タンパク質複合体の原子配列
粉末結晶構造解析 無機・有機結晶構造、電子密度分布
極端条件化X線回折 高圧・高温化での原子構造、地球深部物質構造
時分割X線回折 動的構造変化、相転移
表面回折 表面・界面構造、表面相転移、表面化学反応
小角散乱 巨大分子の立体構造、溶液構造
中角散乱 非晶質固体、液体、融体の局所構造
散漫散乱 平均構造からのゆらぎ・乱れ
X線光子相関法 スペックル、不均一構造のゆらぎ
XAFS 非晶質固体の局所構造
歪・二次組織解析 残留応力分布、結晶方位分布
光電子分光 高温超電導体・磁性体、半導体の電子状態
磁気散乱・吸収 磁気物性、スピン構造
X線偏向解析 共鳴散乱、ATS散乱、軌道秩序
XAFS 触媒作用、化学反応と中間体
X線非弾性散乱 素励起・電子状態、フォノン分散関係
蛍光X線分析 微量元素分析、微小領域の元素分布
核共鳴散乱 超微細相互作用、局所フォノン密度
原子・分子スペクトロスコピー 光励起化学反応、光分解過程、多価イオン生成
軟X線発光分光 X線蛍光・ラマン散乱、電子状態
屈折・位相コントラスト法 医学診断（がん、微小血管など）
X線マイクロトモグラフィ 材料の断層観察
X線顕微鏡 生体器官・細胞・ウィルス、材料・電子デバイスの観察
X線トポグラフィ 格子欠陥、二次組織、結晶成長
X線ホログラフィ 原子配置の立体映像化
コヒーレントX線散乱顕微法 非結晶体の3次元可視化
照射効果 内殻励起分子解離、固相成長、生物放射線効果
光化学反応 X線CVD、超微細加工
原子配列・構造の解析
機能の解析、状態・成分の分析
イメージング法による観察
材料の改質、新物質の創製
（出所）SPring-8パンフレット
放射光を利用して行う研究
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）放射光の利用によるインパクト実現例
８
① 最先端の計測技術
■ニーズが計測技術を引っ張る
¾エレクトロニクス：LSI用ゲート薄膜の高精度評価 etc.
•開発した製品の性能評価が必要であった
■シーズが応用を生む
¾エレクトロニクス：大容量光通信用半導体レーザー開発etc.
•X線マイクロビーム形成技術の応用により、レーザーの発光特性を約40%向上
② 材料研究から開発指針
■良好な材料の解析から開発指針
¾環境・エネルギー：排気ガス触媒の長寿命原因の解明etc.
•開発された触媒の高性能を理論的に解明することにより、車への搭載に貢献
■障害解析から開発指針
¾環境・エネルギー：電池のサイクル劣化の機構解明etc.
•リチウム二次電池の充放電能の劣化解明により、サイクル寿命向上に貢献
③ その他
■宣伝
¾材料：タイヤ内蔵ファイバの撮像etc.
•スタッドレスタイヤのファイバが氷に刺さる所の撮影に成功し、宣伝へ利用された
■創薬
¾タンパク質の構造解明等による新薬開発etc. →未実現
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４．まとめ
９
■放射光とは、光速近くまで加速された電子が、磁場などによって、進行方向を変えられた際に発
生する電磁波である。非常に輝度が高く、X線から赤外線までの広い波長領域を持っているため、
様々な物質の種類や構造、性質を詳しく知ることができる。
■放射光発生施設は、現在挿入光源による放射光発生が主体である第３世代の大型放射光施設
が主流であり、日本原子力研究所と理化学研究所の共同で建設したSPring-8は、８GeVという
高いエネルギーを持つ世界最高の実験施設である。
■放射光発生施設は、建設・運営ともに公的な研究機関によって行われてきた。大型の実験施設は、
建設・運営ともに多大な費用がかかり、また多くの人々が利用するものなので、公的な寄与が必
須である。ビームラインの建設では、企業が単独もしくはコンソーシアムを組んで行うこともある。
■SPring-8では、多くの研究成果は上がっているものの、産業利用は始まったばかりである。今後
一層の産業利用が期待される。実験テーマの採択率の向上や、ビームラインの増設(軽元素分析
用）等の改善も必要である。
■エレクトロニクス、材料、環境・エネルギーなど様々な分野の研究に利用されることにより、製品の
性能向上やコスト低減に繋がるインパクトがいくつか見られている。今後は、創薬の分野等での
大きなインパクトが期待される。
 
４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
■SPring-8のような大規模な実験施設の実現には多くのテクニシャンの協力が不可欠だが、日本ではテクニシャンの
待遇がよくないためか、あまり育っていないようである。メーカーの技術者だけでない育成が求められる。（関係機
関・研究者）
■フォトンファクトリーは契約企業しか使用できなかったが、SPring-8は産官学共同利用機関のため、誰でも利用でき
るようになった。しかし、現状はかなり人気が高い状態で、実験テーマの採択率が、1/2.5とかなり低くなっている。
今後は、施設の拡充等による採択率の向上が求められる。（関係機関・マネージャー）
■実験テーマの審査員がアカデミックな人々主体のため、産業利用が進みにくい面がある。制度面・文化面の変革に
より、産業利用の強化が必要である。（関係機関・マネージャー）
■産業利用等の応用を建設当初から想定するべきであった。産業利用では、学問研究とは異なる利用の仕方が存在
するが、そのための設備(廃棄ダクト等)が整っていない側面が存在する。欧州では、産業ニーズをうまく汲み取って
おり、ESRFは利用しやすい。（企業・研究者）
■チタンより原子量の多い元素の分析はSPring-8は得意だが、軽元素を分析できるビームラインがあまりない。今後
の建設が求められる。（企業・研究者）
■産業利用の拡大のためには、何が分析できるのかを教えることと、分析を代わりにやってくれるような分析会社が
SPring-8内にあったほうがよいと思われる。（企業・研究者）
１０ 
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３. インパクト未実現技術の事例分析結果 
ここでは、以下に示した 16 のインパクト未実現技術についての事例分析結果を示す。事例分析結果は「事
例分析のまとめ」と「事例分析についての詳細資料」から構成されている。 
分野 技術名 
幹細胞による培養自己組織を人工臓器・組織の材料として用いる技術 ライフ 
サイエンス 遺伝子操作による耐寒・耐乾・耐塩性作物の作出技術 
垂直磁気記録技術（ハードディスクドライブ用） 
情報通信 
ユビキタス・ネットワーク 
廃棄物処理用ガス化溶融炉及び灰溶融炉技術 
環境 
二酸化炭素の分離・回収技術および隔離技術 
カーボンナノチューブ・デバイス技術 ナノテクノロジ
ー・材料 高温超伝導材料 
水素吸蔵合金 
エネルギー 
燃料電池自動車 
マイクロリアクタによる革新的化学品製造技術 
製造 
多目的看護や身障者への機能補助を行うロボット（福祉ロボット） 
地震検知全国ネットワークによる地震動到達前防災システム 
社会基盤 
難分解性物質等を含む排水の高効率生物処理システム 
海底からの石油の経済的採取技術 
フロンティア 
準天頂衛星システム 
 
○ 事例分析のまとめは以下の４項目から構成されている。 
 
(１) 事例分析に当たって 
対象とした技術の概要と調査方法およびヒアリング調査対象とした有識者についての情報を示した。 
(２) 技術動向  
技術の発展の動向を技術開発の背景、関連する社会環境変化等を含めてまとめた。 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
技術がインパクトを実現するプロセスにおいて関連する公的研究開発・支援の内容を寄与の形態ごとにまと
めて示した1。 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
将来技術がもたらすと考えられる経済・社会・国民生活へのインパクトをまとめた。インパクトについては可能
な限り定量的に表現にした2。 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
ヒアリングの過程で得られた有識者からの意見をまとめた。 
 
○ 事例分析についての詳細資料では技術動向、公的研究開発・支援の位置付け、技術の経済・社会・国
民生活へのインパクトについて具体的なデータを示した。 
                                                 
1 本文中の省庁（研究機関）名については、公的研究開発・支援が実施された期間が省庁再編前の場合は旧省庁名、
省庁再編後を含む場合は現省庁名で記述した。但し、長期間にわたるプロジェクト等で、事例分析で調査対象と
なった研究開発が、主に省庁再編前に実施されたと考えられる場合については旧省庁名を記述した。 
2 データの出所は詳細資料に示した。 
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３－１ 幹細胞による培養自己組織を人工臓器・組織の材料として用いる技術（ライフサイエンス） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、生体組織・臓器に対して細胞を利用し、その機能の再生を図る再生医療技術を構成する
主要な３技術（クローン、ES細胞、体性幹細胞）のうち、2010年～2015年頃までにインパクトの実現が期待され
る体性幹細胞利用技術を対象とした。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（名古屋大学医学部教授）１名 
z 公的研究機関（産業技術総合研究所・ティッシュエンジニアリング研究センター）研究者１名 
z 企業（再生医療ベンチャー企業役員）１名 
 
(２) 技術動向  
1998 年以降に関連学会の設立、既存学会の名称変更が行われた事からも分かるように、再生医療自体は
近年発達してきた技術である。薬や手術による治療が困難であった臓器や組織の損傷に対して、これまでは
臓器移植、人工臓器、人体組織を利用した移植医療が中心であったのに対し、今後は、拒絶反応、感染症等
の問題が少ない再生医療が大きなインパクトを生み出すことが期待されている。 
マウスの ES 細胞の培養技術や、クローン羊等は、海外における研究であり、これまで我が国では個々の研
究者が海外の研究に着目して小規模に研究を実施してきた。2000 年代に入って、ミレニアムプロジェクト等に
よって戦略的・集中的に研究開発が実施されることで、短期間で世界へのキャッチアップが果たされた。幹細
胞を利用した再生医療技術は、世界で技術開発競争が非常に激しく展開されている。この中で、我が国はトッ
プクラスにあるとはいえるが、トップである米国とは差がある。 
再生医療の対象としては、皮膚、軟骨、骨、歯、血管、心臓弁、臓器等、さまざまな可能性が研究されており、
対象患者数としては約 170 万人、そのうち歯が最大で対象患者数は約 110 万人となる。体性幹細胞の利用技
術に関しては、以下のような体性幹細胞関連技術、足場技術、サイトカイン関連技術等の発達により、実用化
目前であり、我が国でも再生医療外来（歯科）が名古屋大学で2003年にスタートしている。 
z スキャフォールド技術 
z 細胞培養基盤技術 
z 細胞単離技術 
z セルフプロセシングテクノロジー（細胞組織化技術） 
z ヒトゲノム応用細胞分化誘導技術 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
再生医療についての世界的な動向を見ると、米国では NSF(1988 年～）、NIST/ATP（1990 年～）、NIH
（1997年から目立って増加）によって公的研究開発・支援が行われている。我が国では旧科学技術庁（1992年
～）、旧文部省（1996年～）、厚生労働省（2000年～）、経済産業省（2000年～）でプロジェクトが行われており、
理化学研究所、産業技術総合研究所、京都大学等、関西圏に研究拠点が整備されてきている。 
（大学や公的研究機関における基礎研究の継続・蓄積） 
○ 大学や公的研究機関による継続的な基礎研究を通じて人材育成や研究の蓄積がなされ、国家プロジェ
クトで集中的な研究資金が投資された際に、世界の研究水準にキャッチアップするための基盤となった。 
（重点課題等への集中投資） 
○ 2000 年から開始されたミレニアムプロジェクトでは研究資金の集中投資が行われ、これにより我が国の研
究水準が世界に追いつき、一部世界をリードする分野もでてきた。 
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○ 厚生労働省は未分化幹細胞等、臨床に近い分野、経済産業省は骨髄幹細胞等の次世代技術、文部科
学省は基礎的な幅広い分野というように、再生医療の第 1～３世代に対応した形で公的研究開発・支援
がなされている。 
これらの公的研究開発・支援は米国へのキャッチアップに非常に有効であったと評価されており、インパクト
アンケート結果でも公的研究開発・支援の寄与は「大」とする回答が 50%強、「大」と「中」の合計では約 90%弱と
大きい。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
体性幹細胞の利用技術としては、体性幹細胞の分離技術、分化増殖技術、立体構造形成技術の３つが重
要な要素技術となっている。これらの技術は、大きくは関連産業での利用（培養システム、細胞供給、デバイス、
細胞機能診断装置等）と臨床での利用（組織損傷・欠損部の再生、難治性疾患治療、美容･整形への応用）を
通じて以下のようなインパクトが期待されている。 
○ 経済的インパクト 
z 医療費の削減。 
z 新規ビジネスの創出。 
― 幹細胞利用の潜在波及効果５～10兆円 
― ティッシュエンジニアリングﾞを用いた新医療技術の2010年の市場規模2800億円 
― 2010年の再生医療ビジネス市場規模 450億円 
z ベンチャー企業の創出。 
z 特許ビジネスの進展。 
○ 社会的インパクト 
z 高齢化社会の活力増大。 
z 医療・福祉費用負担減による社会的投資余力の増大。 
z ドナー不足の解消。 
z 高齢者介護負担の軽減。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 難治性疾患の完治可能性。 
z 急性疾患および致命的怪我からの回復。 
z 患者の QOL の飛躍的向上。 
z 寿命の延長。 
当該技術は医療の様々な分野に関わる可能性を有している基盤的技術であるとともに、研究から臨床まで
一体的に開発が進んでいるという特徴がある。 
インパクトアンケート調査結果では、経済、社会および国民生活へのインパクトは総じて大きいと見られる
（「大」および「中」との回答が約 70～80％であった）。 
 
(５) 指摘された課題と今後の公的研究開発・支援のあり方に関する意見（参考） 
① 技術的課題 
○ 当該研究が活発化したのは 1990 年代後半であり、非常に歴史が浅い。一部の幹細胞利用は医療現場
で始まっているが、多くの幹細胞は分離技術、増殖・分化技術などで未成熟の部分がある。また、３次元
の組織・臓器などの再生はより高度な技術であり、今後の研究余地は大きい。（公的研究機関・研究者） 
② 全般的課題 
○ 現在も世界で厳しい研究開発競争が行われており、立ち止まると海外諸国に抜かれる可能性が大きい。
諸外国同様国家戦略としての対応が必要である。（学識経験者） 
○ 研究が世界水準である反面、実用化という面では日米欧の中で低い水準にある。近年韓国・中国なども
力を入れておりアジア諸国にも負けている。（学識経験者） 
○ 実用化が遅れている理由の１つに、良し悪しは別として実態として国による規制が強いことが挙げられる。
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臨床例を増やすことが技術進歩につながるため、臨床例の増大は必要である。（公的研究機関・研究者） 
○ 再生医療の一方の推進役は医療系ベンチャー企業が多い。再生医療では、投資した資金を回収するま
での期間が長く、また、副作用の発生により企業が責任を問われる場合がある。一般に、ベンチャー企業
は資本力などが脆弱であることから、安定的・戦略的な企業経営ができるような体制が必要である。（学識
経験者、企業・役員） 
③ 戦略的・集中的な研究開発の推進の必要性 
○ 研究面ではミレニアムプロジェクトなどで海外に追いついた。また、研究方法についても関西を中心に、
名古屋や関東に研究拠点が形成され、研究者個人ではなくチームとして研究を進める体制が整ってきた。
今後は、各拠点でチームプレーとしての戦略的な研究展開を進めていくことが必要である。また、研究予
算についても、従来みられたばらまき型予算投下ではなく、拠点に対して集中的に投入することが必要で
ある。（学識経験者、公的研究機関・研究者） 
④ オリジナリティを求める研究と産業化を目指す支援の区分けの必要性 
○ これまでの公的研究開発は成果として論文になるようなオリジナリティ（新規性・独創性など）があるかどう
かを採択・評価基準としてきた。早期の産業化を目指すには必ずしもオリジナリティにこだわらない研究開
発支援も必要である。（企業・役員） 
⑤ 総合的・一体的な推進体制づくりの必要性 
○ 一方でミレニアムプロジェクトや研究拠点形成（関西・名古屋・関東など）が進められても、産業化のため
にレールがうまく敷かれていない、知的所有権の保護が不十分、ベンチャー企業育成のための税制措置
の弱さなどの課題があり、公的研究開発・支援が有効に働いていない面がある。（学識経験者） 
○ 国家プロジェクトとしては研究だけでなく、以下のような省庁の垣根を越えた一体的な推進体制を同時に
構築する必要がある。（学識経験者、公的研究機関・研究者、企業・役員） 
z 再生医療を対象とした診療報酬体系整備、関連ベンチャー企業への税制優遇、相互扶助システム
の確立など関連制度全般についての総合的対策 
z 担当人員の増員による治験に関する行政手続きの迅速化や医療分野の特許制度の充実など 
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1
１．技術動向
（１） 幹細胞利用を中心とする再生医療の位置付け
どんな薬や手術でも治すことの出来ない臓器や組織の損傷
日本における再生医療市場規模推移予測
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） ＜細胞組織工学(ティッシュエンジニアリング)＞
1987年に米国科学財団（NSF)が後援した会議において新しく造
られた造語である。
米国移植医ヴァカンティ博士の概念定義に従えば、
組織細胞工学＝「幹細胞」＋「足場」＋「サイトカイン」
＜ 移植医療 1960’s年～ ＞＜ 移植医療 1960’s年～ ＞
日本においては組織バンクビジネスが一部（骨髄、眼）を除き未発達人体組織
機能的限界、合併症の発症、QOLの著しい低下人工臓器
ドナー不足、拒絶反応、高額な医療費、社会システムに依存、死生観臓器移植
＜ 再生医療 21世紀 ＞：生体組織・臓器に対して細胞を積極的に利用し、その機能の再生をはかる医療＜ 再生医療 21世紀 ＞：生体組織・臓器に対して細胞を積極的に利用し、その機能の再生をはかる医療
自己細胞利用の場合拒絶反応なし、感染症なし、倫理的問題も少ない
倫理的問題、分化・誘導技術の未発達、拒絶反応、腫瘍化の危険性
極めて大きな倫理的問題
▲ES細胞
●体性幹細胞
×クローン
（出所）再生医療ビジネス２００３（富士経済）
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１．技術動向
（２）再生医療の歴史的な流れ
１９７０ １９８０ １９９０ ２０００ ２００４
（現在）
再生医療
組織レベルでの再生
（細胞組織工学）
臓器レベルでの再生
（ES細胞）
個体レベルでの再生
（クローン技術）
日本における学会
器官形成研究会
日本再生医療学会(2001～)
クローン羊
ドリー誕生 ヒトゲノム
解読宣言
サイトカインの発見
細胞組織工学の
確立：耳マウスの
誕生
再生医療の確立：
培養皮膚
日本初の再生外来(2003～)
マウスES細胞
の培養技術
ヒトES細胞
の発見
倫理上の
問題
クローン技術
でヒトES細胞
骨・軟骨の
再生
多能性体性幹
細胞の発見
幹細胞研究
足場技術 マトリックス工学
ES細胞の
無料配布
胎盤内の間葉
系細胞の発見
■ 再生医療関連の主要な学会は日本組織工学会、日本再生医療学会、日本炎症・再生医学会でいずれも2000年前後に設立
■ 受精卵から取れるES細胞の再生医療への応用に関して社会的コンセンサスを得ることは難しい
■ 多能性体性幹細胞の発見、同種細胞として使える胎盤内の幹細胞の発見により飛躍的発展の可能性
炎症研究会 日本炎症学会 日本炎症・再生医学会(2001～)
細胞療法研究会
日本組織工学会(1998～)
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3
１．技術動向
（３）細胞組織工学の技術体系
応用
基礎
１９８０ １９９０ ２０１０２０００
ティッシュエンジニアリング関連の技術体系
重要な要素技術
セラミック、金属、ポリマー
骨・構造系組織
人工血管
人工材料
ハイ
ブリ
ット
材料
テ
ィッ
シ
ュエ
ンジ
ニ
ア
リン
グ
製
品
の
拡
大
皮膚
軟骨
骨
血管
心臓弁
臓器
体性幹細胞
ES細胞
細胞単離技術
スキャフォールド技術
ヒトゲノム応用細胞
分化誘導技術
セルプロセシングテクノロジー
（細胞組織化技術)
細胞培養基盤技術
（出所）NEDO 健康福祉技術開発室 HP
■ 各種技術の進展により、体性幹細胞を用いた再生医療は実用化目前である
■ 日本発の再生医療外来（歯）は名古屋大学で２００３年よりスタート
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１．技術動向
（４）幹細胞を利用した部位別患者数
１００, ００
１２,０６４
５０,０００
３,３００
１１５,０００
３,０００
１０,０００
１,１００, ００
４０,０００
２５０, ００
２７,０００
対象患者数
心臓
腎臓
膵臓
肝臓
血管
神経
角膜・網膜
歯
軟骨
骨
皮膚
臓器･組織名
虚血性心疾患間葉系幹細胞
腎不全間葉系幹細胞
Ⅰ型糖尿病膵臓幹細胞
肝硬変劇症肝炎肝幹細胞
動脈硬化虚血性心疾患造血幹細胞
アルツハイマー病、パーキンソン病、脳卒中、脊髄損傷抹消神経損傷神経幹細胞
色素網膜変性症、網膜はく離難治性眼表面疾患上皮幹細胞
歯周病間葉系幹細胞
小耳症、老人性膝関節症変形性関節症間葉系幹細胞
骨腫瘍、骨折間葉系幹細胞
シミ、皺、母斑、刺青、熱傷、皮膚疾患皮膚幹細胞
備考主要対象疾患幹細胞名
＜部位別疾患に対応して利用される幹細胞一覧＞
■ 日本におけるベンチャー企業が対象とする患者数だけでも
170万人規模である。
■ 最大は歯の再生医療で110万を対象とする。
■ 技術革新及び保険制度との兼ね合いにより、今後
もますます対象となる患者数は増加する。
■ 例えば、中枢神経の再生が可能となれば、10万人
規模の増加となる。
部位別患者数割合 皮膚
骨
軟骨
歯
角膜・網膜
神経
血管
肝臓
膵臓
腎臓
心臓
６４．３％
１４．６％６．７％
１７１万人
（出所）備考以外は再生医療ビジネｽ２００３（富士経済）よりMRIが作成
（出所）再生医療ビジネス２００３（富士経済)のデータを基にMRIが作成
（患者数自体はこれより多い）
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）国内外の研究開発動向
?
?
?
?
?
?
１９９５ ２０００ ２００５
産業総合
研究所
NEDO
理化学研
究所
日本学術
振興会
旧科学技
術振興
事業団
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
発生･分化･再生科学総合研究
(2000～2004年)
ヒトゲノム・再生医療等研究事業
(2000～2004年)
創造科学技術推進事業
産業技術融合領域研究所
(三次元細胞組織モジュール工学)
産業技術総合研究所
ティッシュエンジニアリング研究センター
細胞組織工学
(ティッシュエンジニアリング)の研究開発
(2000～2001年) (2002～2006年)
細胞組織工学利用
医療支援システム
発生・分化・再生科学総合研究センター
(2000～2007年)
生命科学領域「発生・分化・再生」(７プロジェクト採択)
生命科学領域「血管新生と分化制御」(６プロジェクト採択)
(1999～2004年)
未来開拓学術研究推進事業
(1996～2002年)
複合領域「再生医工学」(計７プロジェクト採択)
(1992～1997年)
吉里再生機構プロジェクト
近藤誘導分化プロジェクト
(1998～2003年)
(2000～2005年)
関口細胞外環境プロジェクト
H12年度 再生医療分野採択15件
H13年度 再生医療分野採択25件
NSF(1988年～)、NIST/ATP(1990年～)、NIH(1997年の組織工学に関するイニシアチィブから目立って増加)
第５次FWP（1998～2002) 第６次FWP(2002～2006)
GROWTH,LIFE QUALITY等のプログラムを通じてティッシュエンジニアリング関連プロジェクトを助成
→第５次FEPにおいて“Quality of Life and Management of Living Resource Programme”のキーアクションの一つとして“C ll Factry”プロジェクト開始
再生医療の実現化プロジェクト
(2002～2011年)
（出所）NEDO「細胞組織工学（ティッシュエンジニアリング）の研究開発」事後評価報告書より一部改変 
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公的研究開発
・支援
技術の展開
周辺環境
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術の展開と公的研究開発・支援の位置付け
時期 １９９５年 ２０００年 ２００５年 ２０１０年 ２０１５年
■ 高齢化社会の進展 ⇒ さらなる移植臓器の不足と医療費の増大
ES細胞の
発見
多能性体性幹
細胞の発見
米国のES細胞関連特許の独占
同種細胞（他
人の細胞）第１世代
第２世代
第３
世代
未分化幹細胞
骨髄幹細胞
ES、胎児、臍帯
血、胎盤など
皮膚
軟骨・骨
神経・循環器
各種臓器
自己細胞
細胞組織工学
の研究開発
[ 2000 – 2001]
細胞組織工学利用医療シ
ステム [ 2002 – 2006 ]
経済産業省 NEDO
厚生労働省中心 ミレニアム・プロジェクト
同種細胞（ES細胞など）と大量生産シ
ステムの確立により再生技術の産業
化
ヒトゲノム・再生医療等
研究事業 [ 2000–2004 ]
再生医療の実現化プロジェクト ［2002-2011］ 文部科学省
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（３）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
先端医療の実施、先端医療研究、産学連
携・事業化支援、臨床研究情報提供
次世代医療システム構築を通じた医療ｻｰ
ﾋﾞｽ水準向上、医療関連産業の集積形成
（財）先端医療振興財団[2000.3-]（自治体
による拠点整備）
医療応用を目指した骨、軟骨の培養技術、
神経細胞の培養技術、セルインフォマティク
ス解析技術、ナノバイオテクノロジーなど。
再生医療・ティッシュエンジニアリング技術
の開発、形成された細胞組織の創薬など
への応用など
産業技術総合研究所「テッシュエンジニア
リング研究センタ [ー2001.4-]（ミレニアムプ
ロジェクトによる拠点整備）
基礎的発生生物学、幹細胞研究、再生医
療を目指す医学領域研究
生物の発生などの機能解明に基づく、拒
絶反応のない、自己修復能力を利用した
再生医療の実現
理化学研究所「発生・再生科学総合研究セ
ンター」[2002.4-]（ミレニアムプロジェクトに
よる拠点整備）
・研究用幹細胞の供給体制の構築
・発生・再生領域の基盤技術確立
・神経幹細胞を応用したパーキンソン病、
脊髄損傷などの治療
我が国の３大国民病である脳卒中と心臓
病に対する治療法の確立
軟骨・骨・歯・心筋・心臓弁などの修復・人
工的な形成
ヒトの体細胞が有する自己修復メカニズム
を解析・応用することにより、以下の６分野
の再生医療の実現。
①骨・軟骨②血管③神経④皮膚・角膜⑤
血液・骨髄⑥移植技術・品質確保技術
寄与の対象
･研究用ヒト幹細胞バンクの整備
･幹細胞の操作技術開発
･幹細胞による治療技術の開発
文部科学省 経済活性化のための研究開
発プロジェクト（リーディングプロジェクト）
「再生医療の実現化プロジェクト」［2002－
2011］
･神経幹細胞等の分化誘導・培養技術と装
置の開発
･細胞の機能診断及び分離システムの開発
経済産業省 NEDO
「細胞組織工学利用医療支援システム」
[ 2002 －2006 ]
･多分化能を有する幹細胞を探索・取得す
る技術
･分化・誘導技術
経済産業省 NEDO
「細胞組織工学（ティッシュエンジニアリン
グ）の研究開発」
[ 2000 －2001]
･採取・処理・加工・保存技術
･分離・培養（スキャホールドなど）・生着
技術
･特定疾患に応用する技術
品質管理技術
厚生労働省等
ミレニアムプロジェクト
「ヒトゲノム・再生医療等研究事業」
[ 2000－2004 ]
寄与の形態・内容等公的研究開発・支援
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
技術 利用領域 インパクト
経済的インパクト
・医療費の削減
（1999年度：30.4兆円）
・新規ビジネスの創出
（幹細胞利用の潜在波及効果5～10兆円）
（ティッシュエンジニアリングを用いた
新医療技術の2010年の市場規模2800億円）
（2010年の再生医療ビジネス市場規模450億円）
・ベンチャー企業の創出
・特許ビジネスの進展
社会的インパクト
・高齢化社会の活力増大
・医療・福祉費用負担減による社会的投資余力
の増大
・ドナー不足の解消
・高齢者介護負担の軽減
国民生活へのインパクト
・難治性疾患の完治可能性
・急性疾患及び致命的怪我からの回復
・患者のQOLの飛躍的向上
・寿命の延長
臨床での利用
・組織損傷、欠損部の再生
・難治性疾患治療
・美容、整形への応用
関連産業での利用
・培養システム自動事業
（自動化・ロボティクス）
・細胞供給事業
・デバイス事業
・細胞機能診断装置事業
分化増殖技術
体性幹細胞の分離技術
立体構造形成技術
8  
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）再生医療ビジネスの市場規模
0
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（
単
位
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円
）
20
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年
20
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年
20
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年
20
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年
20
07
年
20
08
年
20
09
年
20
10
年
再生医療ビジネスの部位別市場予測
心臓
腎臓
膵臓
肝臓
血管
神経
角膜・網膜
歯
軟骨
骨
皮膚
■ ２０１０年における市場規模予測は合計４５０億円
■ 同種細胞（汎用的に使える）の場合、日本における骨の潜在市場規模は６００億円*
■ 幹細胞の医療全体へ潜在的波及効果は５～１０兆円*
*) NEDO「細胞組織工学（ティッシュエンジニアリング）の研究開発」事後評価報告書による
（出所）再生医療ビジネス２００３（富士経済)よりMRIが作成
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）歯科医療分野における当該技術の利用とインパクト実現プロセス
背景 ・加齢等による歯周病等の患者の増大
・歯の喪失が脳の老化進行に関与し痴呆
につながる（歯科分野の対象患者は１１０
万人：Ｆ社）
背景 ・加齢等による歯周病等の患者の増大
・歯の喪失が脳の老化進行に関与し痴呆
につながる（歯科分野の対象患者は１１０
万人：Ｆ社）
＜実現済技術＞
・幹細胞を骨髄液として分離
・１ヶ月かけて幹細胞を１万倍に増殖
・栄養素・足場とともに生体に注射
＜将来技術＞
・幹細胞を歯随から分離
・歯胚細胞の培養
・その他技術開発
流動骨注射による
歯周組織の再生
歯胚再生による
「天然歯」の再生
大学病院で歯科口腔外科の
「再生外来」でスタート
大学と産業界の連携
細胞の培養等の技術開発
最適な足場材料の開発
細胞培養装置の開発
産業化のためのシステム化
など
高齢者を中心とす
る咀嚼機能の回復
元気老人の増大
痴呆、寝たきりの
回避
経済的インパクト
新規ビジネスの創出
（H社は2010年に年100億円の売上を
目指す）
関連産業の創出
社会的インパクト
高齢化社会の活力増大
高齢者介護負担の軽減
医療福祉費用負担減による社会投
資余力の増大
国民生活へのインパクト
難治性疾患の完治
患者のQOLの飛躍的向上
寿命の延長
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３．技術のインパクト
（４）骨再生分野における当該技術の利用とインパクト実現プロセス
背景 ・骨腫瘍や変形性関節症などにより高齢
者の運動機能の低下が問題
変形性関節症の潜在患者は3000万人と
推定されている。
・運動機能の低下は、要介護や寝たきり
につながる。
（骨、軟骨分野の対象患者は29万人：Ｆ社）
背景 ・骨腫瘍や変形性関節症などにより高齢
者の運動機能の低下が問題
変形性関節症の潜在患者は3000万人と
推定されている。
・運動機能の低下は、要介護や寝たきり
につながる。
（骨、軟骨分野の対象患者は29万人：Ｆ社）
＜骨再生技術（一部実現済）＞
・骨髄組織からの間葉系幹細胞採取
・間葉系幹細胞の大量増殖
成長因子とともに骨欠損部に注入
または（人工関節を使用する場合）
人工関節上に注入
＜軟骨再生技術＞
・骨髄組織からの間葉系幹細胞採取
・間葉系幹細胞の大量増殖
・適切な足場とともに体内に移植
培養骨によ
る骨の再生
培養軟骨によ
る関節・耳・鼻
などの再生
高齢者の運動
機能の維持
元気老人の
増大
痴呆、寝たき
りの回避
経済的インパクト
新規ビジネスの創出
ベンチャー企業の創出
社会的インパクト
高齢化社会の活力増大
高齢者介護負担の軽減
医療福祉費用負担減による社
会投資余力の増大
国民生活へのインパクト
患者のQOLの飛躍的向上
高齢者家族の介護負担の軽減
寿命の延長
骨粗鬆症などの治療
医療費の削減
骨折の治療
変形性関節症の
治療
耳・鼻の形成
細胞増殖等関連医
療事業の形成
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４．まとめ
■幹細胞を利用した再生医療技術は、世界で技術開発競争が非常に激しく展開されている。この中で、我が国は
トップクラスにあるとはいえるが、トップである米国とは差がある。
■当該技術は基礎研究の積み重ねが重要であり、大学や国立研究機関を中心とする公的研究開発が大きな役
割を果たしてきた。特に、2000年から開始されたミレニアムプロジェクトでは研究資金の集中投資が行われ、
これにより我が国の研究水準が世界に追いついたと言っても過言ではなく、世界をリードする分野もでてきた。
■当該技術は医療の様々な分野に関わる可能性を有している基盤的技術であるとともに、研究から臨床まで一
体的に開発が進んでいるという特徴がある。
・同時にバイオ系ベンチャー企業との連携も盛んであり、今後大きな産業に発展する兆しがある。
・さらに、当該技術の応用により、患者本人のＱＯＬの向上にとどまらず、寝たきりの回避、介護の軽減化などに
もつながり、経済・社会および国民生活に幅広いインパクトを有している。
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４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
全般的課題
■現在も世界で厳しい研究開発競争が行われており、立ち止まると海外諸国に抜かれる可能性が大きい。
諸外国同様国家戦略としての対応が必要である。（学識経験者）
■研究が世界水準である反面、実用化という面では日米欧の中で低い水準にある。近年韓国・中国なども力を
入れておりアジア諸国にも負けている。（学識経験者)理由の１つに、良し悪しは別として実態として国による
規制が強いことが挙げられる。臨床例を増やすことが技術進歩につながるため、臨床例の増大は必要であ
る。（学識経験者、公的研究機関・研究者）
■再生医療の一方の推進役は医療系ベンチャー企業が多い。再生医療では、投資した資金を回収するまでの
期間が長く、また、副作用の発生により企業が責任を問われる場合がある。一般に、ベンチャー企業は資本
力などが脆弱であることから、安定的・戦略的な企業経営ができるような体制が必要である。（企業・役員）
技術的課題
■当該研究が活発化したのは1990年代後半であり、非常に歴史が浅い。一部の幹細胞利用は医療現場で始まって
いるが、多くの幹細胞は分離技術、増殖・分化技術などで未成熟の部分がある。また、３次元の組織・臓器などの
再生はより高度な技術であり、今後の研究余地は大きい。（公的研究機関・研究者）
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４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
戦略的・集中的な研究開発の推進の必要性
■研究面ではミレニアムプロジェクトなどで海外に追いついた。また、研究方法についても関西を中心に、名
古屋や関東に研究拠点が形成され、研究者個人ではなくチームとして研究を進める体制が整ってきた。今
後は、各拠点でチームプレーとしての戦略的な研究展開を進めていくことが必要である。また、研究予算に
ついても、従来みられたばらまき型予算投下ではなく、拠点に対して集中的に投入することが必要である。
（学識経験者、公的研究機関・研究者）
オリジナリティを求める研究と産業化を目指す支援の区分けの必要性
■これまでの公的研究開発は成果として論文になるようなオリジナリティ（新規性・独創性など）があるかどう
かを採択・評価基準としてきた。早期の産業化を目指すには必ずしもオリジナリティにこだわらない研究開
発支援も必要である。（企業・役員）
総合的・一体的な推進体制づくりの必要性
■一方でミレニアムプロジェクトや研究拠点形成（関西・名古屋・関東など）が進められても、産業化のために
レールがうまく敷かれていなかったり、知的所有権の保護が不十分、ベンチャー企業育成のための税制措
置の弱さなどがあり、公的研究開発・支援が有効に働いていない面がある。（学識経験者）
■国家プロジェクトとしては研究だけでなく、再生医療を対象とした診療報酬体系整備や関連ベンチャー企業
への税制優遇、相互扶助システムの確立など関連制度全般についての総合的対策、担当人員の増員によ
る治験に関する行政手続きの迅速化や医療分野の特許制度の充実などの省庁の垣根を越えた一体的な
推進体制を同時に構築する必要がある。（学識経験者、公的研究機関・研究者、企業・役員）
 
 
 240
３－２ 遺伝子操作による耐寒・耐乾・耐塩性作物の作出技術（ライフサイエンス） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査分析の対象とした。 
z 環境ストレス耐性植物・作物のうち、耐寒・耐乾・耐塩性作物の作出技術。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 公的研究機関（農業技術研究機構北海道農業研究センター、理化学研究所ゲノム科学総合研究
センター）２名 
z 学識経験者（近畿大学農学部）１名 
 
(２) 技術動向 
遺伝子操作による耐寒・耐乾・耐塩性作物の作出技術は、ストレス耐性を付与する遺伝子の単離、機能解
析技術、遺伝子導入技術、遺伝子の発現制御と解析技術からなる。 
これらの技術は、植物科学の発展とともに開発されてきた。1970 年代後半、植物の遺伝子組換え技術や機
能解析技術が発展した。1980 年代後半にシロイヌナズナをモデル生物として研究が進められ、分子遺伝子学
に進展をもたらした。1990 年代には、イネゲノム解析研究が開始され、2000 年代に入り、シロイヌナズナのゲノ
ム配列が日米欧の国際協力により決定された。現在は、それに続くゲノム機能解析の段階へ研究が進みつつ
ある。 
このような状況の中で、1994 年に世界に先駆けて理化学研究所で耐寒・耐乾・耐塩の遺伝子操作プロモー
タが発見され、1999年にはそれらの遺伝子機能制御技術（約40種類のプロモータ制御遺伝子）が発見された。
この発見を契機に、国内外の大学、公的研究機関、企業では当該分野の研究が盛んになった。将来大きなイ
ンパクトが国内外ともに予想されるため、当該技術分野の基礎研究の段階では、複数の企業が研究に参加し
たが、遺伝子組換え作物の安全性と国民の理解不足が不確定要素として残るため、既にほとんどの企業が研
究開発から撤退している。 
遺伝子組換え作物全体で概観すると、1996 年以降、世界の組換え作物栽培面積は急増し、2002年には約
６千万haとなった。これらは、主に米国、アルゼンチン、カナダ、中国で栽培されている。主な作物は除草剤耐
性ダイズ、害虫抵抗性トウモロコシ、除草剤耐性ナタネ等である。 
 
(３) 公的研究開発･支援の位置付け 
公的研究開発・支援は、公的研究機関（理化学研究所、農業技術研究機構北海道農業研究センター、国
際農林水産業研究センター、農業生物資源研究所）を中心に研究開発が実施されている。主なものは以下の
通りである。 
(大学や公的研究機関における基礎研究の継続・蓄積) 
○ 1994 年に世界に先駆けて理化学研究所で耐寒・耐乾・耐塩の遺伝子操作プロモータが発見され、1999
年にはそれらの遺伝子機能制御技術（約 40種類のプロモータ制御遺伝子）が発見された。 
○ ゲノムプロジェクトの一貫として、イネゲノムの解析（EST、Mapping、ゲノム配列、変異体、完全長ｃDNA 解
析）、有用遺伝子の単離と機能解明、DNA マーカー育種、技術の開発、ムギや野生イネを対象とした比
較ゲノム研究が実施された。 
○ 未来開拓学術研究推進事業の一貫として、環境シグナルに対する植物の認識・応答機構、遺伝子工学
的手法を用いた物理的、化学的環境、ストレス耐性植物の開発、植物の生物ストレス応答の解析とその
利用に関する基礎研究が実施された。 
○ ミレニアムプロジェクトの一貫として、イネ・シロイヌナズナ等のゲノムの解析、機能性作物・食品等の開発
（疫病の予防、健康維持）、消費者の疑問や要請に応える試験・実験と遺伝子組み換え食品等に関する
 241
情報提供の仕組みの構築が行われた。 
(産学官連携によるナショナルプロジェクト) 
○ NEDO の「植物の多重遺伝子導入技術開発」（1999 年度～2003 年度）において、植物の環境ストレス耐
性向上技術の開発、植物への多重遺伝子導入技術および発現制御技術の開発が行われ、基盤技術が
確立された。 
(データ整備・データベース構築) 
○ 文部科学省委託事業「新世紀重点研究創生プラン（ＲＰ2002）」（2002 年度～）において、ナショナルバイ
オリソースプロジェクト（シロイヌナズナ、イネ、コムギ、DNA 等の生物遺伝資源の体系的な収集、保存、提
供体制の整備）が実施され、研究基盤が確立された。 
インパクトアンケート調査結果によると、当該技術に対する公的研究開発・支援の寄与度合いが「大」もしくは
「中」と回答した割合は 78%と大きい。特に、基礎研究段階で公的寄与が大きい。また、寄与の形態としては、
公的研究開発が「大」、「中」と回答したものが87％であった。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、企業においては、耐寒、耐乾、耐塩性の遺伝子組換え作物の作出技術の応用開発がなされ、
遺伝子組換え作物の輸出・海外作出・販売がなされることが期待される。農家においては、遺伝子組換え作物
の作出・販売が国内においてなされると期待される。その結果、以下の経済的、社会的、国民生活へのインパ
クトが期待されている。 
○ 経済的インパクト 
z 遺伝子組換え作物の作出技術輸出の拡大（海外の塩害、砂漠化の進展する国、地域への遺伝子
組換え作物の作出技術の輸出）。 
z 海外における遺伝子組換え作物の作出・販売(イネについてはインパクトの実現は数十年先)。 
○ 社会的インパクト 
z 世界の食料不足時の食料供給力の向上（耐乾性付与技術の輸出により、アフリカ、中国等の乾燥
地域に対して国際貢献できる。また、耐塩性付与技術の輸出により、アフリカ、中国、オーストラリア
等の塩害に対して国際貢献できる）。 
z 日本の食料セキュリティーの維持（諸外国に対して技術的に国際貢献することにより、日本への食料
輸入を維持したり冷害等の悪天候時にも代替作物を確保できたりする関係を構築すること）。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 将来起こると予想される食料危機への不安の軽減。 
z 安定した食生活の確保。 
アンケート結果としては、経済、社会、国民生活へのインパクトいずれにおいても「大」、「中」で 60％～80％
を占める。経済的インパクトが、「大」、「中」と回答したものは全体の 81％と比較的高い。ヒアリングによると、国
内におけるインパクトよりも海外への技術輸出、生産・販売の経済的インパクトが大きいと指摘された。我が国
の遺伝子組換え作物の生産には、住民の理解、技術の安全性等の不確定要素が多いため、社会的インパクト、
国民生活へのインパクトがやや低い結果となったと解釈できる。 
 
(５) 指摘された課題・今後の公的研究開発・支援のあり方等についての意見(参考) 
○ 当該技術分野では、研究から製品化までのリードタイムが長く、また、日本においては国民の遺伝子組換
え食品への抵抗が強く、国民の理解を得られるかどうかが不確定要素としてあるため、ほとんどの企業が
研究を継続できず、90 年代に撤退した。しかし、この技術を使って海外で遺伝子組換え食品を生産する
ことは可能であるため、国際貢献、食料セキュリティーの観点からは、国は継続的に技術開発する必要が
ある。（公的研究機関・研究者） 
○ 大学では、研究を行い、重要な遺伝子を発見したとしても、論文発表するだけで終わってしまう。その技
術を応用して作物を生産するところまで推進できない。海外では、大学で発見された研究成果をベンチャ
ー企業等が生産を行ってくれる仕組みがあり、応用・開発段階では重要な役割を果たしている。日本にお
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いても、公的研究機関がそのような施設を筑波等に設置し、ベルトコンベアーのように遺伝子組換え作物
を作り、応用研究を推進する仕組みを用意すべきである。大学では、遺伝子の発見と生産したものの評
価を行う役割が重要である。(学識経験者) 
○ 医療分野には多くの資金が国から配分されてきたが、植物分野には数十億円オーダーの資金しか配分
されてこなかった。第３期科学技術基本計画では、食料危機の到来は重要な問題であるとの認識にたち、
医療から植物の技術領域にいたるまでバランスよく投資すべきである。（学識経験者） 
○ イネゲノム予算の影響を受けて、当該技術分野の予算も増大したが、イネゲノムプロジェクトが終了し、予
算が減少した。このままでは、中国、韓国に技術力で追い抜かれる可能性がある。（公的研究機関） 
○ 日本は食料自給率が低いため、世界が食糧危機に直面した時に食料輸入ができなくなり、危機的状況
に陥る可能性がある。そのため、日本は新しい品種をつくり、海外に技術輸出して、世界の砂漠化、耕地
面積の縮小等の問題解決を行い、国際貢献していかなければならない。(学識経験者) 
○ 国は基礎研究のサポートに加え、産学連携のサポートも同時に行うべきである。（公的研究機関・研究者）
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１．技術動向
（１）遺伝子操作による耐寒・耐乾・耐塩性作物の作出技術の概要
○遺伝子導入技術
・物理的方法（エレクトロポレーション法、マイクロインジェクション法、レーザーマイクロインジエクション法等がある）
・アグロバクテリウム法（シロイヌナズナ）の場合はフローラルディップ法、インフィルドレーション法等がある）
・多重遺伝子導入（MATベクターシステム等がある。）
・葉緑体への遺伝子導入
○遺伝子の発現制御と解析技術
・発現強化、発現抑制、安定発現、必要な時に発現させる技術
・DNAマイクロアレイ技術（過剰発現・発現抑制させた目的遺伝子が与える遺伝子発現の影響を網羅的に調べる技術）
○ストレス耐性を付与する遺伝子の単離、機能解析技術
耐寒、耐乾、耐塩性に関与する機能遺伝子群とその調節遺伝子群を分子生物学的方法や分子遺伝学的方法を用いて
単離できる。分子生物学的手法には、ｃDNAライブラリースクリーニング法とディジェネレーションPCR法がある。分子遺伝
学的方法には、突然変異体の作製と選抜に基づく古典的方法があるが、近年、シロイヌナズナやイネゲノム解読終了によ
り、実験の加速がなされた。
環境ストレス耐性・植物・作物の作出技術及び周辺技術
○遺伝子の単離・
機能解明
・シロイヌナズナ（モ
デル実験植物）
・カウピー（乾燥耐
性なマメ科作物）
・イネ（耐塩性）
○研究対象として
は、シロイヌナズナ、
トマト、イチゴ、トウ
モロコシ、コムギ、
ナタネ、イネにおい
て応用研究が開始
現状
モデル実験植物
シロイヌナズナ 遺伝子の発現コ
ントロールする仕
組みを明らかに
する
強力なスト
レス誘導性
プロモー
ター
乾燥に強いまめ
カウピー
塩ストレスに強
いイネ
乾燥や塩ストレス
に対する耐性に
関与する遺伝子
を取り出す
得られた遺
伝子の機能
を明らかに
する
ストレス耐
性に関与す
る遺伝子
組み換え
遺伝子
一部の作物に
対して耐寒、耐
乾、耐塩作物の
作出・育種
図 耐寒、耐乾、耐塩性の分子機構の解明と分子育種への応用への流れ （出所）「細胞工学Vol.21, No.12 2002年12月号」よりMRI作成
マイクロアレイ解析により、耐寒、
耐乾、耐塩性等の環境ストレス
による誘導される数百の遺伝子
が既に同定されつつある。
（出所）「植物分子細胞生物学」（芦原担、作田正明共編、オーム社）よりMRI作成
例
１ 
 
1950－60年代 分子生物学による生物学の革命
1970年代 遺伝子組換え技術による生物学の革命
1970年代後半 植物への遺伝子組換え技術、機能解析の発展
1980年代後半 モデル生物（シロイヌナズナ）を用いた分子遺伝子学の発展
葉緑体ゲノムの配列決定（名古屋大学、京都大学、1986年）
1990年代前半 イネゲノム解析研究開始
EST,Mapping,ゲノム配列、変異体、完全長ｃDNA解析開始
（農水省、生物資源研究所、農林水産先端技術研究所、1991年）
ミトコンドリアゲノムの配列決定（京都大学、1992年）
光合成細菌ゲノムの配列決定（かずさDNA研究所、1995年）
1990年代後半 モデル生物でのゲノム科学の発展
2000年代 ヒト、イネなど各種の巨大ゲノム構造解析、機能ゲノム科学の発展
シロイヌナズナのゲノム配列決定
（日米欧の国際協力、かずさDNA研究所は27％決定、2000年）
シロイヌナズナのゲノム機能解析（理化学研究所、かずさDNA研究所）
イネゲノムの精密解読（農水省、生物資源研究所）
ミヤコグサゲノム解読（かずさDNA研究所）
原始紅藻ゲノム（国立遺伝学研究所、立教大学など）
１．技術動向
（２）遺伝子研究を基礎とする植物科学の発展の歴史
(出所）理化学研究所の資料よりMRI作成
２ 
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１．技術動向
(参考）世界の遺伝子組換え作物の栽培状況
0
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栽
培
面
積
(
万
Hr)
世界の組換え作物栽培面積
各国の組換え作物栽培面積(58.7百万Hr、2002年） 世界で栽培されている主要な組換え作物(58.7百万
Hr、2002年）
米国
66%
アルゼンチン
23%
カナダ
6%
中国
4%
米国
アルゼンチン
カナダ
中国
南アフリカ
オーストラリア
その他
（出所）農林水産省資料
62%13%
5%
4%
4%
4%4%
4% 除草剤耐性ダイズ
害虫抵抗性（Bt)トウモロコシ
除草剤耐性ナタネ
除草剤抵抗性トウモロコシ
害虫抵抗性(Bt)ワタ
除草剤耐性ワタ
害虫抵抗性（Bt)・除草剤耐性ワタ
害虫抵抗性（Bt)/除草剤耐性トウ
モロコシ
1994年、米国で「日持ちが良いトマト」が初めて
商品化され、1996年から、組換え作物の商業栽
培が世界的に本格化しその後急増。
2002年の時点で、世界の組換え作物の栽培国
は16カ国で、その総面積は計5870万ha。このうち、
米国が約6割で、米国、アルゼンチン、カナダ、中
国の主要4カ国で全体の99％を占める。
作物別には、除草剤耐性ダイズ及び害虫抵抗
性トウモロコシの2つが主要なもの。
日本は、日本での作付面積の3倍以上を世界で
栽培している。
３ 
 
耐寒、耐乾、耐塩性遺伝子組み換え技術の他作物（トマト、イチゴ、とうもろこ
し、小麦、ナタネ、イネ）への応用
葉緑体ゲノム
の配列決定
（～1986年）
ミトコンドリアゲノ
ムの配列決定
（～１９９２年）
光合成細菌ゲノ
ムの配列決定
（～１９９５年）
完全長ｃDNAマイクロアレイ
によって、乾燥、低温、塩ス
トレスによって働き出す遺
伝子が約300個発見
シロイヌナズナゲノム
プロジェクト(国際コン
ソーシアム、ゲノム配
列の決定）
植物の工業的利用プロジェクト
（USA,1億ドル/年）
耐寒、耐乾、耐塩の遺伝子
機能制御技術の発見(約40
種類のプロモータ制御遺伝
子、1999年、理化学研究所）
２. 公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
周辺環境
技術の
展開
公的研究開発
・支援（主要）
組み換えDNA
技術の開発
モデル生物を用いた
分子遺伝子学の発展
2004年
遺伝子組み換え食品の
安全性審査法的義務化
未来開拓学術研究推進事
業（1996年～2001年）
シロイヌナズナ完全長ｃDNA（１万８千個
（70％）達成、理化学研究所）
完全長ｃDNA（シロイヌナズナ、イネ）
遺伝子機能解析（タグライン）
ナノ物質測定法の開発
耐寒、耐乾、耐塩の遺伝子
操作プロモータ（DREB)の
発見(1994年、アラビドプシ
ス、理化学研究所）
シロイヌナズナゲノム解読
（1980年代後半～2000年）
４
公的研究機関・大学における研究（1989年～）
シロイヌナズナ全遺伝子機能解析
（2万6千個、2000年～）
NEDO植物多重遺伝子導入（1999年～）
ミレニアムプロジェクト（2000年～）ゲノムプロジェクト（1991年～）
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
５
（遺伝子操作による耐寒・耐乾・耐塩性作物の作出技術）
■耐寒・耐乾・耐塩性作物の作出技術に関する公的寄与は、公的研究機関における基礎研究での発見が重要であった。その後、いくつか
のプロジェクトで公的研究機関、大学、技術研究組合で基礎～応用の研究が複数の作物を対象に進められている。
公的研究開発・支援 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
公的研究機関における研究（1989年～）
理化学研究所、農業技術研究機構北海道農業研
究センター、国際農林水産業研究センター　等
・シロイヌナズナの耐寒、耐乾、耐塩の遺伝子操作
　プロモータ、遺伝子機能制御技術
・他の作物への上記技術の応用研究
基礎研究の段階
・耐寒、耐乾、耐塩の遺伝子操作プロモータの発見、遺伝子
　機能制御技術の開発への寄与
・耐寒、耐乾、耐塩の遺伝子機能制御技術の他の作物への
　応用研究の進展に寄与
ゲノムプロジェクト(1991年～）
農林水産省、農業生物資源研究所、（社）農林水
産先端技術研究所　等
・イネゲノムの解析（EST,Mapping,ゲノム配列、変異体、
　完全長ｃDNA解析）
・有用遺伝子の単離と機能解明、DNAマーカー育種
　技術の開発、ムギ、野生イネを対象とした比較ゲノム
　研究
基礎研究の段階
・ 農林水産・食品分野における先端技術に関する研究を
　実施するために農林水産先端技術研究所が設置され、
　共同研究体制の構築に寄与
未来開拓学術研究推進事業
（1996年～2001年）
東京大学、九州大学、京都大学　等
・環境シグナルに対する植物の認識・応答機構
・遺伝子工学的手法を用いた物理的、化学的環境
　ストレス耐性植物の開発
・植物の生物ストレス応答の解析とその利用
基礎研究の段階
・ 新規有用遺伝子およびプロモーターの発見に寄与
・環境変化に強い作物の分子育種特定環境刺激で誘導
　可能な有用遺伝子による分子育種技術の進展に寄与
・ベタインアルデヒド添加によるイネの耐塩性の強化に寄与
ミレニアムプロジェクト(2000年～2004年を目標）
農業生物資源研究所、理化学研究所、筑波大学
遺伝子実験センター、奈良先端科学技術大学院
大学　等
・イネ・シロイヌナズナ等のゲノムの解析
・機能性作物・食品等の開発（疫病の予防、健康維持）
・消費者の疑問や要請に応える試験・実験と遺伝子
　組み換え食品等に関する情報提供の仕組みの構築
基礎研究の段階
・ゲノム等の基盤データベースの構築に寄与
NEDO「植物の多重遺伝子導入技術開発」(1999
年～2003年）
（年間約5億円）
バイオテクノロジー開発技術研究組合、地球環境
産業技術研究機構、三重大学　等
・植物の環境ストレス耐性向上技術の開発
・植物への多重遺伝子導入技術及び発現制御技術
　の開発
基盤技術の確立
・耐環境性を向上させた遺伝子組み換え植物作成の基盤
　技術の確立に寄与
・調節遺伝子を含め、複数の遺伝子を凍結・導入する基盤
　技術の確立の寄与
・耐環境性に関する遺伝子を解析・単離する基盤技術の
　確立に寄与
文部科学省委託事業「新世紀重点研究創生プラ
ン（RR2002)」(2002年～）
国立遺伝学研究所、理化学研究所、大学等
・ナショナルバイオリソースプロジェクト（シロイヌナズナ、
　イネ、コムギ、DNA等の生物遺伝資源の体系的な
　収集、保存、提供体制の整備）
研究基盤の確立
・バイオリソース収集・保存・提供の中核機関の構築に寄与
・約25万個のリソースを保有し、世界36カ国の800研究室
　を超えるユーザーにサービス提供として寄与
 
 
１０
遺伝子導入技術・育
種技術
技術
インパクト
経済的インパクト
・遺伝子組換え作物の作出技術輸出の拡大
[海外の塩害、砂漠化の進展する国、地域へ
の遺伝子組換え作物の作出技術の輸出]
・海外における遺伝子組換え作物の作出・販売
(イネについてはインパクトの実現は数十年先)
社会的インパクト
・世界の食料不足時の食料供給力の向上
[耐乾性付与技術の輸出により、アフリカ、中国
等の乾燥地域に対して国際貢献できる。
[耐塩性付与技術の輸出により、アフリカ、中国、
オーストラリア等の塩害に対して国際貢献でき
る。]
・日本の食料セキュリティーの維持
[技術的な国際貢献により、食料輸入の維持]
[冷害等の悪天候時の代替作物の確保] 等
国民生活へのインパクト
・将来起こると予想される食料危機への不安
の軽減
・世界の食料不足時の輸入食料の確保と安定
した食生活の確保 等
６
関係主体
遺伝子の発現制御と
解析技術
ストレス耐性を付与す
る遺伝子単離、機能
解析技術
農家
・遺伝子組換え作物の
作出・販売
企業
・耐寒、耐乾、耐塩性の
遺伝子組換え作物の
作出技術の応用開発
・遺伝子組換え作物の
輸出・海外作出・販売
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）インパクト実現プロセス
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）遺伝子操作による耐寒性イネの作出技術のインパクト実現プロセス
イネへの耐乾性に関
与する遺伝子導入技
術・育種技術の開発
イネの耐乾性に関与
する遺伝子の発現制
御と解析技術の開発
農家
・国内における耐乾性
イネの作出・販売
企業
・耐乾性イネ作出
技術の応用開発
・耐乾性イネの作出
技術の砂漠化が進
んだ国、地域への
技術輸出・販売
公的研究機関や大学にお
ける耐乾性のあるイネの作
出技術の研究開発
シロイヌナズナで発見
された耐乾性に関与
する遺伝子のイネへ
の応用研究耐乾性のあるシ
ロイヌナズナの
遺伝子単離・機
能解析技術、遺
伝子の発現制御
と解析技術、遺
伝子導入技術・
育種技術の実現
遺伝子組換え作物技術輸
出・販売市場の拡大
・海外の砂漠化が進展した国、
地域（アフリカ、中国等）への
技術輸出の拡大
・当該作物の海外における作
出・販売
世界の食料不足時の食料供
給力の向上
・世界規模の食料危機にお
ける食料生産減への対応
食料セキュリティーの向上
・世界の砂漠化地域での稲
作実現のための技術輸出で
国際貢献し、国内において
安定した食料輸入を確保
食料危機への不安感軽減
・安定した食生活の維持
・遺伝子組換えイネが普及
することにより、世界の食料
危機到来時の食料輸入危機
に対する不安感を解消
安全性の審査
・国の遺伝子組換え食品
の安全性の審査の充実
住民の理解
・遺伝子組換え食品を抵
抗なく食べられるように住
民の意識の変化
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
世界の食料危機到来の不安、地球環境問題(異常気象の増加）
７ 
 
４．まとめ
８
 遺伝子操作による耐寒・耐乾・耐塩性作物の作出技術は、これらの環境ストレス耐性を付与する遺伝子の単離・
機能解析技術、遺伝子導入技術、遺伝子の発現制御と解析技術から構成される。この中で耐寒・耐乾・耐塩性
にかかわる遺伝子及び機能制御技術は、シロイヌナズナというモデル植物を用いて、世界に先駆けて日本の公
的研究機関で発見・開発された。
 世界の単位面積あたりの穀物生産量はすでに頭打ちになっており、2015年には食料危機になると予想される中、
1994年の理化学研究所によるシロイヌナズナの耐寒・耐乾・耐塩の遺伝子操作プロモータの発見を契機に、国
内外の大学、公的研究機関、企業では当該分野の研究が盛んになった。当該分野の研究費は、1991年からの
ゲノムプロジェクト、2000年からのミレニアムプロジェクト等の影響を受けて増加した。シロイヌナズナゲノム解読
が達成され（2000年）、機能解析、完全長ｃDNAの解析等の研究基盤が確立されつつあり、その結果、今後は技
術開発が加速されることが予想される。
 公的研究開発・支援は、主に理化学研究所、農業技術研究機構等の公的研究機関や大学における基礎研究及
び基盤技術・研究基盤の確立であった。現在、当該研究分野は応用研究のフェーズに入りつつある。将来大き
なインパクトが国内外ともに予想されるため、当該技術分野の基礎研究の段階では、複数の企業が研究に参加
したが、遺伝子組換え作物の安全性と国民の理解不足が不確定要素として残るため、既にほとんどの企業が研
究開発から撤退した。今後は、より一層公的研究開発・支援が重要となってきた。
 社会的インパクトとしては、世界の食料不足時の食料供給力の向上や食料セキュリティーの向上が指摘される。
また、国民生活へのインパクトとしては、将来起こる食糧危機への不安の軽減、世界の食料不足時の輸入食料
の確保と安定した食生活の確保が指摘される。経済的インパクトとしては、海外の塩害、砂漠化の進展した国や
地域への遺伝子組換え作物の作出技術の輸出や海外における遺伝子組換え作物の作出・販売が期待される
が、イネについては、遺伝子組換え作物の安全性と国民の理解不足が不確定要素として残るため、インパクト
の実現は数十年先となると予想される。
 世界では、耐寒・耐乾・耐塩性作物の作出技術のニーズは極めて高い。食料自給率の低い日本にとって、この
ような国際的にインパクトのある遺伝子操作技術開発研究を継続することには、食料セキュリティー面で極めて
重要である。多くの企業が当該技術分野の研究開発から撤退した状況を踏まえると、当該技術分野に対する公
的研究開発・支援は、国の食料セキュリティー面で今後さらに重要性が増すことが予想される。
 
 247
４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
 当該技術分野では、研究から製品化までのリードタイムが長く、また、日本においては国民の遺伝子組
換え食品への抵抗が強く、国民の理解を得られるかどうかが不確定要素としてあるため、ほとんどの企
業が研究を継続できず、90年代に撤退した。しかし、この技術を使って海外で遺伝子組換え食品を生産
することは可能であるため、国際貢献、食料セキュリティーの観点からは、国は継続的に技術開発する
必要がある。 （公的研究機関・研究者）
 大学では、研究を行い、重要な遺伝子を発見したとしても、論文発表するだけで終わってしまう。その技
術を応用して作物を生産するところまで推進できない。海外では、大学で発見された研究成果をベン
チャー企業等が生産を行ってくれる仕組みがあり、応用・開発段階では重要な役割を果たしている。日本
においても、公的研究機関がそのような施設をつくば等に設置し、ベルトコンベアーのように遺伝子組換
え作物を作り、応用研究を推進する仕組みを用意すべきである。大学では、遺伝子の発見と生産したも
のの評価を行う役割が重要である。(学識経験者）
 医療分野には多くの資金が国から配分されてきたが、植物分野の研究開発には数十億円オーダーの資
金しか配分されてこなかった。第3期科学技術基本計画では、食料危機の到来は重要な問題であるとの
認識にたち、医療から植物の技術領域にいたるまでバランスよく投資すべきである。（学識経験者）
 イネゲノム予算の影響を受けて、当該技術分野の予算も増大したが、イネゲノムプロジェクトが終了し、
予算が減少した。このままでは、中国、韓国に技術力で追い抜かれる可能性がある。（公的研究機関・研
究者）
 日本は食料自給率が低いため、世界が食料危機に直面した時に食料輸入ができなくなり、危機的状況
に陥る可能性がある。そのため、日本は新しい品種をつくり、海外に技術輸出して、世界の砂漠化、耕地
面積の縮小等の問題解決を行い、国際貢献していかなければならない。(学識経験者）
 国は基礎研究のサポートに加え、産学連携のサポートも同時に行うべきである。（公的研究機関・研究
者）
９  
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３－３ 垂直磁気記録技術（ハードディスクドライブ用）（情報通信） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 記録方式としての垂直磁気記録技術。 
z 垂直磁気記録方式に応じた記録媒体、記録ヘッド、再生ヘッド等周辺技術。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（東北大学電気通信研究所教授・助教授）４名 
z 企業（総合電機メーカー）２名 
 
(２) 技術動向 
現在のハードディスクドライブ（以下、HDD）は、記録媒体に対して水平な磁化方向を持つ磁性粒子にデー
タを記録する面内磁気記録技術方式を採用している。記録媒体の記録層は、この粒子を敷き詰めた構造をし
ており HDD の面記録密度を高めるためには、粒子の体積を小さくしていく必要がある。 
1970年頃、１Mビット/in2であった面記録密度は、その後の面内磁気記録技術の研究開発により、年平均成
長率が25％から 100％に高まり、2002年には 50G ビット/in2にまで上昇した。 
しかし、粒子の細分化は、熱による磁化反転（所謂、熱揺らぎ現象）を発生させ、記録データを消滅させる可
能性があるため、面内磁気記録技術方式は物理的限界があると言われている。 
一方、垂直磁気記録技術方式は、記録媒体に対して垂直の磁化方向を持つ粒子を使用しており、高密度
化のために底面積を狭めても厚みを増せば体積が拡大することから、熱揺らぎに強い特徴がある。このことか
ら、面記録密度 150G ビット/in2を境に、面内磁気記録技術方式から垂直磁気記録技術方式へ転換が進むと
みられている。 
垂直磁気記録技術は、1976年に日本で発明されたものであり、情報ストレージ技術開発の一環として、当初
は大学が中心となって研究が進められた。1990 年代に入り米国が国策としてストレージ関連企業の育成を標
榜、これに危機感を持った国内ストレージ産業界が、情報ストレージ技術を効果的に研究・開発する事を目的
として SRC（情報ストレージ研究推進機構）を設立、これにより垂直磁気記録技術の研究・開発も大きく進展し
た。垂直磁気記録技術は、10 数年に及ぶ研究の積み重ねが重要であり、産業界は継続的に、大学との交流・
人材育成・技術開発を行う等、大きな役割を果たしてきた。 
HDD 市場における日本のストレージ技術は水準が高く、3.5 インチ市場では、製品としてのシェアは米国が
高いものの主要部品は日本製が多く、部品製造技術等、要素技術は日本に帰属している。とりわけ、2000 年
代に入りHDDの小型・大容量化へのニーズが高まる中で、日本は2.5インチ以下の市場において圧倒的な強
み(既存の面内磁気記録)を持っており、高密度化が可能となる垂直磁気記録技術および部品製造等、周辺技
術の日本の水準は高いといえる。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
当該技術に対する公的研究開発・支援では 1976 年の大学による発明が最も重要であり、その後、国内スト
レージ産業界による SRC と大学との十数年に及ぶ研究の積み重ねにより発展した。公的資金による本格的な
研究開発支援は2000年代に入ってからである。当該技術開発に寄与があったと指摘された公的研究開発・支
援について、主なものを以下に示す。 
(大学や公的研究機関での発明) 
○ 大学における垂直磁気記録技術の発明(1976年)による技術シーズの提供。 
(民間で実施される応用・実用化研究への資金提供) 
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○ 超先端電子技術開発機構（ASET）「超先端電子技術開発促進事業」（旧通商産業省、1996 年度～2001
年度）は、垂直磁気記録技術方式による記録密度向上（40G ビット/in2）に成功した。また、垂直磁気記録
技術の要素技術開発、プロジェクトを通じたメーカーへの資金提供を行った。 
○ 「超小型大容量ハードディスクの開発」（文部科学省、2002 年度～2004 年度）は、参加した大学、民間企
業の技術開発連携（産学連携）にとって寄与が大きく、現在のところ有意義であると評価されている。具体
的には、世界最高の記録密度 146G ビット/in2での記録再生の確認や、400G ビット/in2級の垂直磁気記
録媒体の設計仕様を決定し、実現の可能性を理論的に提示する等の寄与があった。 
(研究施設の整備) 
○ 「ナノ機能合成技術プロジェクト」（NEDO、2001 年度～2006 年度）は、世界最高分解能の磁気力プロー
ブ顕微鏡（MFM）の開発に成功した。これによって、10nm 程度の磁気構造の観測が可能となり、次世代
垂直磁気記録媒体の観察、性能評価を行う研究の推進に発展をもたらした。 
インパクトアンケート調査結果では、公的研究開発・支援の寄与度合いは、大と中の合計が回答者の約
33％と情報通信分野の平均と比較して小さい。ヒアリング調査においても同様の見解が得られている。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
垂直磁気記録技術によって、HDD の小型化・大容量化が可能となり、以下の利用領域で各インパクトを実
現すると期待されている。 
z 情報家電向け市場（携帯機器、ビデオ、カメラ、カーナビ、AV機器等の新市場）。 
z パソコン市場（ノートパソコン、デスクトップパソコン等の従来市場における HDD の小型化）。 
z サーバ市場（従来市場における HDD の小型化）。 
z 医療分野（新市場）。 
○ 経済的インパクト 
z 電気機器等の当該技術利用による超小型化、大容量化を通じた HDD 市場の拡大（情報家電機器
の新市場の創出）。 
○ 社会的インパクト 
z 小型による電力消費量の削減。 
z モバイルインフラの整備（パーソナル用途に向くネットワーク接続可能な超小型大容量モバイルスト
レージの実現）。 
z 医療技術の向上による健康な長寿社会の実現。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 小型電子機器、モバイル機器利用による利便性向上。 
z ユビキタス社会の実現を通じた人々の生活様式、行動様式の変革（場所、時間に対する概念の変
化）。 
インパクトアンケート調査結果では、経済へのインパクトが大きい（「大」および「中」との回答が、68％）との回
答が特徴的である。国民生活へのインパクトについて、ヒアリング調査では、人々の生活様式、行動様式の変
革という見解が得られているが、アンケート調査結果でもインパクトが「大」および「中」との回答が 48％と、半数
近くになっている。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 全般的課題  
○ 当該技術に対する企業投資は遅れた感があった。企業行動としては仕方ない面もあるが、国としては支
援が必要であった。（学識経験者） 
○ 1990 年代に米国は、マッチング・ファンドによる資金提供、４～６ヶ所の主要大学への COE 設置、研究施
設の充実等、国策としてストレージ関連企業を育成し、当該技術への研究開発・支援を進めた。それに対
し、日本は産業界が研究資金を集めて大学側に資金提供、大学へ研究開発を委託する等、公的研究開
発・支援は米国に比べて多くなかった。（企業・マネージャー） 
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○ 人的基盤が弱い（大学で当該技術の実用的な利用経験が不足し、産業界で当該技術の人材不足が指
摘される。また磁気記録に対し、ハイテクと思わず興味を持たない学生が多い）。（企業・マネージャー） 
② 今後の研究開発・支援のあり方についての意見 
○ 当該技術は、10 数年に及ぶ研究の積み重ねが重要であり、短期的な支援ですぐに市場が生まれる訳で
はない。国には、これまでの研究開発のプロセスを把握したうえで、公的支援をゼロからの全く新しい分野
に投入するのか、従来の殻を破る次の展望を作る分野に投入するのかを見極めて欲しい。（企業・マネー
ジャー） 
○ HDD に関する技術は、年々難しくなっているので、短期的なものだけでなく、継続的な支援を期待する。
（企業・マネージャー） 
○ 「人材」と「技術を日本の外に出さないで研究し続ける姿勢」の２点が大事であり、この２点が維持されれば、
海外の低コスト化を脅威に感じることはない。むしろ、安い労働力、低コストのみを理由にして海外に展開
する時代は終焉を迎え、これからはノウハウなど日本に戻すべきものを見極めることが大事である。（企
業・マネージャー） 
○ 21 世紀、日本が「知（情報）」を蓄積・活用・発信できる国として、世界から尊敬されるためにも、ストレージ
技術の高密度化に対して国をあげてバックアップして欲しい。（学識経験者） 
○ 当該技術に関し、日本は部品が強く高い製造技術を持っている。国の公的支援をもとに、産学連携をより
進めて欲しい。（学識経験者） 
○ これまでは、大学の先生から当該技術に対する理解・知見の提供があった。今後は、当該技術だけでなく、
次の技術を開発する技術、ガイディングを大学に期待したい。（企業・マネージャー） 
○ 大学に対して、製品化を意識したプロトタイプの製作ではなく、ブレイクスルーのために将来を見据えたチ
ャレンジングな技術開発を期待する。（企業・マネージャー）
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１．技術動向
（１）磁気記録技術について
１
（出所）NHK資料よりＭＲＩ作成
磁気記録技術 ＨＤＤへのニーズ 日本の技術動向
大容量化
（3.5インチサイズ
が中心）
小型化
大容量化
（2.5、1.8、
１インチサイズ
が中心）
3.5インチ
サイズを
中心に、
優位にある
米国との競争
2.5インチ以下
のサイズで、
日本の
競争優位を
発揮
2005年頃転換（予測）
≪面内磁気記録技術≫
・記録媒体に対して水平な磁化方向を持つ磁性粒子にデータを記録する方式。
・記録媒体の記録層は、この粒子を敷き詰めた構造をしておりＨＤＤの面記録
　密度を高める為には、粒子の体積を小さくしていく必要がある。しかし、粒子
　の細分化は、熱による磁化反転（所謂、熱揺らぎ現象）を発生させ、記録
　データを消滅させる可能性がある。
≪垂直磁気記録技術≫
　・垂直磁気記録技術は、記録媒体に対して垂直の磁化方向を持つ粒子を使用。
　・高密度化の為に底面積を狭めても厚みを増せば体積が拡大すること
　　から、熱揺らぎに強い特徴がある。
2005年頃、垂直磁気記録技術
方式を採用した製品の登場予定
高密度化
 
 
１．技術動向
（２）面記録密度の進展（面内磁気記録技術、垂直磁気記録技術）
２
（出所）富士電機ストレージデバイス（株）ＨＰよりＭＲＩ作成
ハードディスクドライブ用として従来用いられてきた面内磁気記録技術方式が物理的限界
に近づいた為、垂直磁気記録技術方式が面記録密度を高める方式として有力となる。
１T
100G
10G
１G
100M
10M
１M
1970 1980 1990 2000 2010（年）
面
記
録
密
度
（
ビ
ッ
ト
/
i
n
2 ）
年平均成長率25％
年平均成長率60％
年平均成長率100％
年平均成長率50％
面内磁気記録
技術方式
垂直磁気記録
技術方式
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１．技術動向
（３）磁気記録技術の開発ロードマップ
３
＊2004年以降の面記録密度年平均成長率を50％とした場合
面内磁気記録から垂直磁気記録への転換は150Gbit/in2を境に進むとみられている。
面記録密度として、2010年に１Tbit /in2が期待されている。
年 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
面記録密度
（ビット/in2）
記録方式
記録媒体
記録ヘッド
再生ヘッド
５０G １００G ２００G ３００G ５００G ７００G １T
垂直・熱アシ
スト方式
高保磁力媒体
パターンド・メディア
レーザー加熱機構付き
単磁極ヘッド
面内記録方式
面内記録媒体
面内記録用
リング・ヘッド
CIP型GMR素子
垂直記録方式
垂直用グラニュラ媒体
垂直記録用単磁極
ヘッド
TMR素子
予　測実　績
CPP型GMR
素子
BMR
素子
（出所）富士電機ストレージ㈱HPよりＭＲＩ作成
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
３
周辺環境
研究開発
の主体
公的研究開発
・支援（主要）
垂直磁気
記録技術が
日本で発明
される
［1976年］
４
ストレー
ジ産業に
おける
日本の
優位
メーカー同士に
よる交流が進展
産学連携に
よる研究開発
NEDO 産総研
「ナノ機能合成技術
プロジェクト」
[2001年度～2006年度]
NEDO地域コンソーシアム
研究開発 「超高密度情
報ストレージコンポーネン
ト」[1998年度～2001年度]
記録媒体
の観察、
性能評価
記録媒体、再生
ヘッドの開発
40Gbit/in2
以上の
面記録密
度を開発
146Gbit/in2以上の
記録再生を確認
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
文部科学省
東北大学電気通信研究所
「超小型大容量ハード
ディスクの開発」
[2002年度～2006年度]
・記録媒体、ヘッドの組み合わせによる性能評価
・垂直磁気記録方式の基本的な形態について
研究、論文発表
・垂直ハード磁気ディスクの開発（東北大学）[1990]
大学による研究
・マッチングファンド制度
・４～６ヶ所の主要大学にCOE設置
・大学内に50人規模の研究所を設置
危機感を持った国内産業界による
SRC（情報ストレージ
研究推進機構）の設立[1995年]
米国が国策として
ストレージ関連企
業を育成
大学へ資金
援助、学生に
対する奨学金
の支給
旧通商産業省
超先端電子技術開発機構
「超先端電子技術開発促進事業」
[1995年度～2001年度]
・大学との交流も始まる
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）公的研究開発とSRC（ 情報ストレージ研究推進機構）について
５
公的研究開発・支援 委託大学・企業等 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
大学による基礎的な研究活動 東北大学等 記録媒体、ヘッドの組み合わせによる
性能評価
・垂直磁気記録方式の基本的な形態について
　研究、論文発表
・垂直ハード磁気ディスクの開発
旧通商産業省
超先端電子技術開発機構（ASET）
「超先端電子技術開発促進事業」
[1996年度～2001年度]（半導体、磁
気記録、液晶の3プロジェクト合計で
約190億円）
富士通、日立製作所、
松下電器産業、日本電気、
ソニー、東芝
磁気ストレージに関する技術開発
①磁気メディア（目標面記録密度
　40Gbit/in2）
②磁気ヘッド（GMRヘッドの実用化）
面内磁気記録方式、垂直磁気記録方式の双方で、目標
となる40Gbit/in2以上の面記録密度を開発。面内記録
媒体やGMRヘッドが実用化された。
NEDO　地域コンソーシアム研究開発
「超高密度情報ストレージコンポー
ネント」
[1998年度～2001年度]
東北大学、岩手大学、ソニー、
東洋鋼板、日本電産コパル、
シチズン岩手、リコー光学、
産総研東北センター
超高密度ハードディスクドライブのコ
ンポーネントである、書き込み/読み出
し可能な能動型時期ヘッドアーム・超
高密度記憶媒体・高感度再生磁気ヘッ
ドの開発
超高密度記憶媒体・高感度再生磁気ヘッド等の開発
NEDO　産総研
「ナノ機能合成技術プロジェクト」
[2001年度～2006年度]
（2001年度は2.5億円）
産総研、富士通、
エスアイアイ・ナノテクノロ
ジー
①ナノ構造・機能相関の設計・制御・
　評価技術
②光機能合成ナノ材料技術
③電子・スピン機能合成ナノ材料技術
④分子機能合成ナノ材料技術
世界最高分解能の磁気カプローブ顕微鏡（MFM）の開
発に成功（2004年）。10nm程度の磁気的な構造物を観
測することが可能になり、次世代垂直磁気記録媒体の
観察、性能評価を行う研究が推進。
文部科学省
東北大学電気通信研究所
「超小型大容量ハードディスクの
　　　開発」[2002年度～2006年度]
（世界最先端IT国家実現重点研究開
発プロジェクト）
（2002年度は約4.4億円）
東北大学、日立製作所、
日立グローバルストレージテク
ノロジーズ（2003年～）
東芝、富士通、
富士電機ストレージデバイス、
三菱総合研究所
１Tbit/in2以上の記録密度、１ギガヘル
ツ以上の動作速度及び２ギガビット/秒
以上のデータ転送速度を持つ超高密
度・超高速磁気ハードディスクの開発
≪記録媒体≫世界最高の記録密度146Gbit/in2での記
録再生を確認。400Gbit/in2級の書き込み易く熱減磁
しない垂直磁気記録媒体の設計仕様を決定し、実現の
可能性を理論的に提示。
≪高出力単磁極ヘッド≫FeCo膜を用いた高い記録能力
を持った単磁極ヘッドの作製。400Gbit/in2級の記録
密度を目指した新規なサイドシールド型高分解能単磁
極ヘッドを設計。
団体名 企業会員 事業内容
ＳＲＣ（情報ストレージ研究推進
機構）[1995年～]
＊情報ストレージ技術を産学共同で
効果的に研究・開発することを目指
して産業界が設立した非営利団体
産業界と大学・研究機関とが協力して以下の事業を推進
(1) 大学・研究機関における情報ストレージ関連技術研究への支援と助成
　・産業界が研究資金を集めて大学側に資金提供。予算総額は年間約1.4億円（40数名の先生
　　に対して１人当たり180～300万円資金提供）。
(2) 大学の情報ストレージ関連分野の博士課程学生に対する奨学金の支給
　・予算総額は年間約1200～1300万円、毎年3～5人の学生が利用している。奨学金制度の
　　導入により、ストレージ関係の人材を輩出
(3) 研究成果報告会（年２回）および技術部会毎の研究会の開催
(4) 600Gbit/in2記録密度実現に向けた技術ロードマップの作成[2003年～]
(5) 2Tbit/in2超高密度記録を実現するための技術方式の探索[2003年～]
日立グローバルストレージテク
ノロジーズ、
東芝、富士通、
富士電機ストレージデバイス、
ハッチソン・テクノロジー・ア
ジア・インク、アルプス電気、
松下電器産業、マクストア・
コーポレーション、
マーベルジャパン、昭和電工、
ソニー、ＴＤＫ
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）ＨＤＤ需要予測
６（出所）（株）日立グローバルストレージテクロノジーズＨＰを一部修正
ＨＤＤの小型・大容量化により、情報家電向け市場での利用が増加。
2005年以降は、垂直磁気記録技術方式へ転換されると予測される。
6億台
7.2億台
６億台
4.8億台
3.6億台
2.4億台
1.2億台
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0 1000 2000 3000 4000 5000
3.5インチ(Desktop)
3.5インチ(Enterprize)
2.5インチ
1.8インチ
1インチ以下
日本 アメリカ 韓国 その他（中国等）
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）ＨＤＤ市場について
７（出所）東北大学電気通信研究所資料よりMRI作成
日本は1.8インチ、2.5インチでシェアの大半を占めており、競争優位を発揮。1インチ、
3.5インチでは、ＨＤＤ製品のシェアは小さくなるが、主要部品のシェアは大きい。
＊3.5インチは、ハイエンド製品、2.5インチ以下は、モバイル製品
0 50 100 150
1.8インチ
1インチ以下
（万台）
1400万台
4800万台
5300万台
60万台
150万台
2004年Q１
（注）ＨＤＤ部品市場シェア（出所：エース証券、市場シェアは2003年10～12月期の数量ベース）
部品名 供給メーカー及び市場シェア等
スピンドルモータ 日本電産…62％、ミネベア…22％、松下電器産業…12％、日本ビクター…4％、（日本メーカー4社で100％）
コネクタ 航空電子…iPod向けコネクタは100％
磁気ディスク基板 ガラス…ＨＯＹＡ（1インチ、1.8インチＨＤＤ用ガラスディスクは独占）、昭和電工、コニカミノルタが主要メーカーアルミ…昭和電工
磁気ヘッド（ＧＭＲ） 内製している米シーゲート・日立製作所・富士通・米ウエスタンデジタルの4社と、ＯＥＭのＴＤＫ（34％）、アルプス電気（16％）の2社が供給
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
技術 利用領域 インパクト
≪情報家電向け市場での利用≫
・携帯型情報機器、携帯型AV機器、ビデオ、
カメラ（１インチ型）
・カーナビ、車載用AV機器（1.8インチ型）
・AV機器（テレビ、ゲーム）（2.5インチ型）
・超大容量AV機器（3.5インチ型）
経済的インパクト
•電気機器等の当該技術利用による超
小型化、大容量化を通じたHDD市場
の拡大（情報家電機器の新市場の創
出）
•利用産業での、コスト削減、製品・サー
ビスの競争力向上
社会的インパクト
•小型化による電力消費量の削減
•モバイルインフラの整備（パーソナル
用途に向くネットワーク接続可能な
超小型大容量モバイルストレージの
実現）
•医療技術の向上による健康な長寿社
会の実現
国民生活へのインパクト
•小型電子機器、モバイル機器利用に
よる利便性向上
•ユビキタス社会の実現を通じた人々
の生活様式、行動様式の変革（場所、
時間に対する概念の変化）
８
垂直磁気記録
方式に応じた
記録媒体、
記録ヘッド、
再生ヘッド等
周辺技術
記録方式
としての
垂直磁気
記録技術
≪パソコン市場での利用≫
・ノートパソコン（1.8インチ型）
・デスクトップパソコン（1.8インチ型、2.5インチ型）
・超大容量デスクトップパソコン（3.5インチ型）
≪サーバ市場での利用≫
・テクニカルサーバー、ネットワークサーバー
（3.5インチ型）
≪医療分野での利用≫
・医療用の電子カルテ、画像表示機器
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ドライブ
としての
性能向上
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（４）ＨＤＤ市場における当該技術の利用とインパクト実現プロセス
９
技術的
インプット
記録方式
としての
垂直磁気
記録技術
開発対象
垂直磁気
記録媒体
記録ヘッド
記録媒体、
記録ヘッド、
再生ヘッド
等周辺
技術
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
開発の背景
電気機器等の当該技術利用によ
る超小型化、大容量化を通じた
HDD市場の拡大（情報家電機器
の新市場の創出）
モバイルインフラの整備（パーソナ
ル用途に向くネットワーク接続可能
な超小型大容量モバイルストレー
ジの実現）
小型電子機器、モバイル機器利用
による利便性向上
利用産業での、コスト削減、製品・
サービスの競争力向上
ユビキタス社会の実現を通じた
人々の生活様式、行動様式の変
革（場所、時間に対する概念の変
化）
通信の動画系サービスへの変化
地上波デジタル放送の開始
デジタル家電サービスの普及
健康・医療･教育関連等のネット
家電サービスに対するニーズ
HDDの小型、
大容量化
へのニーズ
医療技術の向上による健康な
長寿社会の実現
応用システム
の開発
小型大容量
垂直HDD
＋
無線インタ
フェース
⇒ユビキタ
ス・ストレー
ジ
高速データ
転送用シリン
ダ型ストレー
ジシステム
各種性能
の向上
小型化
軽量化
高密度化
大容量化
低ノイズ化
高熱
安定性化
高分解能化
高感度化
セキュリ
ティ強化
小型による電力消費量の削減
再生ヘッド
ヘッド
低消費電
力化
低コスト化
高信頼性
低騒音化
ＬＳＩ
 
 
４．まとめ
１０
 ＨＤＤ市場における日本のストレージ技術は水準が高い。3.5インチ市場では、製品としてのシェ
アは米国が高いものの、主要部品は日本製が多く、要素技術は日本に帰属している。近年、Ｈ
ＤＤの小型・大容量化へのニーズが高まる中で、日本は2.5インチ以下の市場において現在優
位になっている。（既存の面内磁気記録）
 ＨＤＤの小型・大容量化が進む中で、従来の面内磁気記録にかわって垂直磁気記録が注目を
浴びるようになった。本技術は日本で発明されたものであり、当初は大学が中心となって研究
が進められた。1995年には、米国に危機感を持った国内ストレージ産業界が、情報ストレージ
技術を効果的に研究・開発する事を目的としてSRCを設立。当該技術の研究・開発もSRC設立
を機に大きく進展した。当該技術は10数年に及ぶ研究の積み重ねが重要であり、産業界は継
続的に、大学との交流・人材育成・技術開発を行う等、大きな役割を果たしてきた。
 当該技術に対する公的研究開発・支援は、大学および民間への研究開発資金提供、産学連携
による研究開発等により、当該技術の進展に寄与したとみられる。
 しかし、本格的に公的研究開発が進められたのは2000年代に入ってからであり、国の支援は
遅かったと考えられる。HDDに関する技術は年々難易度を増している為、今後は短期的なもの
だけでなく、継続的な支援が期待される。
 インパクトとしては、情報家電向け新市場を創出するなどＨＤＤ市場の拡大等（経済的インパク
ト）および、モバイルインフラの整備、医療の発達等（社会的インパクト）がある。国民生活への
インパクトとしては、ユビキタス社会の実現を通じた人々の生活様式、行動様式の変革が期待
されている。
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４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
②今後の研究開発・支援のあり方についての意見
■当該技術は、10数年に及ぶ研究の積み重ねが重要であり、短期的な支援ですぐに市場が生まれる訳ではない。
国には、これまでの研究開発のプロセスを把握したうえで、公的支援をゼロからの全く新しい分野に投入する
のか、従来の殻を破る次の展望を作る分野に投入するのかを見極めて欲しい。 （企業・マネージャー）
■ＨＤＤに関する技術は、年々難しくなっているので、短期的なものだけでなく、継続的な支援を期待する。（企業・
マネージャー）
■「人材」と「技術を日本の外に出さないで研究し続ける姿勢」の２点が大事であり、この２点が維持されれば、海
外の低コスト化を脅威に感じることはない。むしろ、安い労働力、低コストのみを理由にして海外に展開する時
代は終焉を迎え、これからはノウハウなど日本に戻すべきものを見極めることが大事である。（企業・マネー
ジャー）
■21世紀、日本が「知（情報）」を蓄積・活用・発信できる国として、世界から尊敬される為にも、ストレージ技術の
高密度化に対して国をあげてバックアップして欲しい。（学識経験者）
■当該技術に関し、日本は部品が強く高い製造技術を持っている。国の公的支援をもとに、産学連携をより進め
て欲しい。（学識経験者）
■これまでは、大学の先生から当該技術に対する理解・知見の提供があった。今後は、当該技術だけでなく、次の
技術を開発する技術、ガイディングを大学に期待したい。（企業・マネージャー）
■大学に対して、製品化を意識したプロトタイプの製作ではなく、ブレイクスルーの為に将来を見据えたチャレンジ
ングな技術開発を期待する。（企業・マネージャー）
１１
①全般的課題
■当該技術に対する企業投資は遅れた感があった。企業行動としては仕方ない面もあるが、国としては支援が必
要であった。（学識経験者）
■1990年代に米国は、マッチング・ファンドによる資金提供、４～６ヶ所の主要大学にＣＯＥを設置、研究施設を充
実させる等、国策としてストレージ関連企業を育成、当該技術への研究開発・支援を進めた。それに対し、日本
は産業界が研究資金を集めて大学側に資金提供、大学へ研究開発を委託する等、公的研究開発・支援は米
国に比べて多くなかった。（企業・マネージャー）
■人的基盤が弱い（大学で当該技術の実用的な利用経験が不足し、産業界で当該技術の人材不足が指摘される。
また磁気記録に対し、ハイテクと思わず興味を持たない学生が多い）。（企業・マネージャー）
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３－４ ユビキタス・ネットワーク（情報通信） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z ユビキタス・ネットワークとは、「どこにいても、ネットワークや端末やコンテンツを自在に、意識せずに、
ストレスなく安心して利用できるネットワーク環境」という基本コンセプトによる。 
z ネットワーク構成としては、フレキシブルブロードバンド、センサネットワーク、プラットフォーム、テレポ
ーテーション（端末間のデータの自動移動等）、エージェント、アプライアンスおよびコンテンツからな
る。なお、このネットワークを利用するために、主に人が操作する PC や携帯電話だけでなく、人の利
用を前提としない電子タグやアクチュエータ等の技術も必要になる。 
② 調査方法および対象 
z 本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計デ
ータ分析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（東京大学大学院教授、慶應義塾大学環境情報学部教授）２名 
z 企業（通信事業者２社）３名 
 
(２) 技術動向  
ユビキタス・ネットワークは、既存の技術であるテレコム（固定電話、データ交換／専用線、携帯電話）とイン
ターネットの融合により実現が期待される（携帯電話の多様なサービスは当該技術の萌芽的な実現との見方も
ある）。 
固定電話網は従来のアナログから 1980 年代を前後してデジタル化が進み、1990 年代には N-ISDN（～
64kbps）が導入された。データ交換／専用線は1970年代に始まった専用回線を基本として、1980年代にはパ
ケット技術が導入され、1990 年代には FR（フレームリレー）／ATM、2000 年代にはイーサネット／ファイバーと
展開しつつある。 
インターネットは 1960年代末に始まるが、TCP から IPv4を経て 1990年代にはマルチキャスト・ブロードバン
ド化が進み、現在IPv6に向けた研究開発が進められている。2000年代にかけてはIP-VPN（仮想私設通信網）
や VoIP 技術による固定電話やデータ交換／専用線との融合も進みつつある。 
モバイルサービスは、1970 年代末よりアナログによる携帯電話として始まり、1990 年代にデジタル電話およ
びパケットによるデータ通信へと展開した。そして2000年代にはマルチメディア化が進んでいる。今後モバイル
サービスは急速に拡大し、インターネットおよび固定電話やデータ交換／専用線と融合が進むと見られる（イン
ターネットのモバイリディなど）。 
これに加え電子タグ等の利用技術開発と、ユビキタス・ネットワークのための独自技術開発が 1980 年代末よ
り進められている。 
当該技術は日本の IT 政策におけるe-Japan戦略とその発展形のu-Japan戦略等に位置づけられ、公的支
援も含めた活発な研究開発が進められている。日本は光ネットワーク・デバイスで強いとされるが、インターネッ
ト等のネットワーク技術全般は米国優位であり、米国、欧州や韓国等のアジアでも、大規模な国家主導プロジ
ェクトによる研究開発がなされている。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置づけ 
当該技術開発に寄与があったと指摘された公的投資について、主なものを以下に示す。 
(大学や公的研究機関での原理・現象の発見) 
○ 大学・公的研究機関等はモバイル通信技術に関する研究開発全般で寄与した。また、無線通信に関す
る基礎技術（アンテナ技術、品質評価等）や標準化に対しては学術的なアドバイスを実施した。さらに、大
学等で開発された OS である「トロン」が携帯に組込まれたり、ユビキタス・ネットワークへ応用されたりして
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いる。 
(実証試験) 
○ 「ユビキタス」関連プロジェクト（総務省、2003 年度～）では、分野横断的なユビキタス概念の構築・命名・
普及への支援がなされた。また、メーカーへの資金提供により利用用途開発や実証試験、各種ネットワー
ク要素技術の開発（極めて多数の端末からのリアルタイム認証技術等）が行われた。 
(標準化の支援・策定) 
○ 研究開発用ギガビットネットワーク構築・関連研究開発：JGN,JGN2（旧放送･通信機構、1999 年度～)では、
メーカー間相互接続に関する標準化支援、およびフィールド実験のためテストベッド（オープンラボ）施設
の整備が行われた。また、プロジェクトを通じたメーカーへの資金提供によって、光ネット連携プロトコル開
発や接続性の検証が行われた。また、同プロジェクトでは、学術ネットワークの中で人材が融合し、IPv6等
の民間での技術開発の基礎となる人材が育成された。 
○ 電子タグ活用技術開発等（経済産業省、2003 年度～）では、電子タグ活用のための技術として、商品識
別コードの国際標準化がなされた。また、メーカーへの資金提供により低価格化のための技術開発やユ
ーザー業界ごとの実証試験が行われた。 
インパクトアンケート調査結果では、公的研究開発・支援の寄与度合いは、「大」と「中」の合計が回答者の約
40％強であり小さい。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、生活、消費、社会参加、環境、就労、文化・教育および医療・介護等、社会において幅広く用
いられると期待される。 
生活における利用としては、住居やオフィスの空調・照明等の好みに応じた自動コントロール、子供などの
現在位置高精度確認および危険時のアラーム発信等が期待される。 
消費においては、個人認証プラットフォームによる安全・簡易な購買・決済等に加え、看板、社内広告のみ
でなく、普段の生活行動においても、興味を惹かれたテレビ映像内の商品等に関連情報がリンクしたり購買で
きたりすることも期待される。 
社会参加に関する利用としては、障害者等への街や住宅内の位置情報や周辺情報の提供や多数の一般
者による所持端末での映像を含む情報の公開・交換も期待される。 
環境においては、場所を問わないテレアクセスにより、人的移動に伴うエネルギーの低減やIDタグ等による
効率的物流管理による環境負荷軽減等が期待される。 
就労においては、ネットワーク上の認証のみで自分の業務環境をどこでも呼出し、利用でき、個人音声・映
像のみでなくデータや録画映像等による遠隔会議等も期待される。 
文化・教育においては、芸術作品や演劇・パフォーマンスの３次元・マルチアングルで、どこでも配信・鑑賞
が可能となり、教室内外でリアルタイムに高い臨場感でインタラクティブな講義受講等が期待される。 
医療・介護においては、血圧・体温等バイタルデータセンサを常時身につけ、医療機関とのネットワークで
健康管理・予防・早期発見や携帯ICカードによる受診・既往歴等の個人情報の救急時活用等が期待される。
これらの各分野での利用を通じて、当該技術は以下のインパクトの実現が期待されている。 
○ 経済的インパクト 
z ユビキタス関連市場の創造（2010年：約84兆円）。 
z 日本産業全般の生産性・効率の向上による国際競争力強化。 
z 日本が当該分野で先導的な役割を果たすことで、世界の標準化の主導権を確保し、情報通信産業
の競争力を強化。 
z 以上にともなう雇用拡大効果・地域経済活性化。 
○ 社会的インパクト 
z エネルギー・環境問題への対応（各種効率向上によるエネルギー消費・環境負荷の低減）。 
z 障害者・高齢者の社会参加の促進（障害者・高齢者が不自由しない都市インフラのバリアフリー化や、
適切な形での情報提供等）。 
 260
z 就労効率化・労働負荷軽減による高齢化社会対応等。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 健康や食品品質管理等による保健向上。 
z むだの排除による、生活や就労のゆとりや利便性向上。 
z セキュリティー向上による安全・安心の向上。 
z 生活や余暇の快適性や楽しみの向上。 
z 創造性のある活動参画による生き甲斐向上。 
インパクトアンケート調査結果では、各インパクトともいずれも大きいが（大および中との回答がいずれも80％
台）、中でも経済的インパクトと社会的インパクトが相対的に大きいと見られる。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 全般的課題 
○ センサの標準化については、センサのデータとなる温度、明るさ等を同一の単位（bit のような）で表現し、
標準をつくる必要がある。（学識経験者） 
○ 日本は当該分野ですでに世界標準への寄与が大きい。日本は関連メーカーが多く、まとまって対応し、
産業利用の実績を示して世界標準の主導権を得ていくべき。（企業・研究マネージャー） 
○ アプリケーションが課題である。例えば電子タグについては、流通業者の他、病院での血液管理やビル
管理等でも関心が持たれており、分野横断的な研究開発が望まれる。これに対して、国のプロジェクトは
デバイスに偏っているとの危惧がある。（学識経験者） 
○ 当該技術は個人情報に踏み込むことになるので、情報開示とプライバシー保護の扱いが実現過程で、解
決すべき課題となる。（企業・研究マネージャー） 
○ コンテンツ利用に当たっての制度整備が必要。コンテ ツが複雑で管理者・関係者が多いとうまくいかな
いので、コンテンツ配信、デジタル知的所有権のマネジメント、オン・デマンド・サービスと端末などについ
て、制度整備を含めた障害克服が課題であり、国レベルでの対応が必要。（企業・研究マネージャー） 
○ 当該技術の利用のため、関連事業分野での既存の制度・規制等の見直しが必要。例えば、教育におけ
るネット単位の認定や、医療保険制度における対面診療の原則見直し等が考えられる。（企業・研究マネ
ージャー） 
○ 普及促進のためには、社会の受け入れ側の認知が必要である。このため、特区等でのモデル事業による
有用性検証が望まれる。特に、テストベッドをグローバルな視野で構築し、インターネットのように全世界
に無料で解放することで、ユーザーの集積と技術の促進をはかることが重要である。これらに対する長期
的・継続的な技術開発・支援が、国の産業政策の一環として実施されることが望まれる（現状のしくみでは、
テストベッド等の初期整備費用の予算化に対して、維持・管理費の予算化が困難である）。（企業・研究マ
ネージャー） 
② 今後の研究開発・支援のあり方についての意見(当該分野) 
○ 標準化について、主体となるのは、企業や公的研究機関の研究者が望ましいが、企業も主導権を得るに
は、もっとリソースを割くべきであり、経営者もこれに積極的に関与することが望ましい。（学識経験者） 
○ 米国では軍がインターネットの研究に20年間投資を続けた結果、成功した。日本でも当該分野で成功す
るためには、米国のように国として公的投資を継続的に実施する必要がある。特に、コアとなる技術の基
礎研究や基盤技術を、大学は長期的視野で取り組むべき（現状の、大学が産業ニーズにシフトする傾向
の中で、コアとなる技術開発が見失われる危惧がある。特に、ポスト・インターネット（IP）の技術は未知で
あり、大学で研究すべき）。（企業・研究マネージャー） 
○ 当該分野ではNTTが多くの研究開発を継続的に担ってきたが、競争環境が厳しくなり、今後は公的支援
の重要性が高まる。また、産学連携も強化すべき。（学識経験者、企業・研究マネージャー ） 
○ 固定電話も当初は国家事業として整備し、その後民営化した。ユビキタス・ネットワークも社会基盤インフ
ラとして整備し、またインターネットのように無料（また低料金）で普及を図る意味で、国の関与の必要性が
ある。（企業・研究マネージャー ） 
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○ 技術的な課題は以下の通り。 
z 無線を使いこなす技術 
z 省電力化／軽量・小型化技術 
z セキュリティー／プライバシー保護技術 
z 膨大な数のものを管理するオペレーション技術（学識研究者） 
③ 今後の研究開発・支援のあり方についての意見(科学技術一般) 
○ 科学技術基本計画では、多くの資金が投入されているが、どの程度の資金が必要かという一般論は危険
である。公的投資は戦略マップを描き、それに従って技術へ投資すべき（外国と比較すると、日本は資金
がかかりすぎているという印象があり、研究開発の実施そのものは良いが、質の向上が必要である）。（学
識経験者） 
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１．技術動向
（１）技術概念（ユビキタスネットワーク社会への潮流と基本コンセプト等）
１
＜インターネット等のネット
ワーク技術全般は米国優
位＞
＜欧米でも国家主導プロジェ
クトとして産学官連携体制
の下、研究開発を推進＞
・欧州：第５次フレームワーク
（ＩＳＴプログラム） 【1999 ～
2002 年 約4160ユーロ）】
・米国：LSN プロジェクト【予
算： 2002 年度 約435 億円
（ 334 百万ドル）】等
＜韓国での進展も大＞
ユビキタスネットワークに向けた潮流
・空間的.地理的制約からの解放 ・通信能力の制約からの解放
・通信対象の制約からの解放 ・ネットワークリスクからの解放
・ネットワーク、端末、サービスコンテンツの選択の制約からの解放
技術のトレンド
・ブロードバンド化の進展と多様化（携帯電話普及、高速化[ADSL→FTTH]、デジタル化、通信と放送融合 等）
・ネットワーク技術（IPv6、フォトニックネットワーク等） ・セキュリティ・認証技術（汎用セキュリティ基盤アーキテクチャー等）
・デバイス技術（ウェアラブルコンピューティング、大画面・超高精度等） ・ソフトウェア・アプリケーション技術（リアルタイムOS等）
＜日本＞
・「e-Japan戦略」、
「e-Japan重点計画」
等で活発な研究開発
・光ネットワーク・デバ
イスで強い
基本コンセプト
どこにいても、ネットワーク、端末、コンテンツを自在に、
意識せずに、ストレスなく安心して利用できる
ネットワーク
構成
① どこでもネットワーク：どこにいても、いつでもネットワークに繋がり、
同一の通信サービス環境を自在に作れる
② 何でも端末：パーソナルＩＤチップや非接触ＩＣカード等で瞬時にどんな端末でも
自分の端末になり、電子ペーパーや３Ｄバーチャル端末等の新形態の端末も利用できる。
③ 勝手にコンテンツ：好きなコンテンツや様々なサービスを多様な端末間（通信端末か
らゲーム機器まで）で、自在に流通.利用できる。
④ らくらくネットワーク：あらゆるメディアで超高速ネットワーク（１００Ｍｂｐｓクラス以上）を
ストレスなく利用できる。
⑤ 安心ネットワーク：リアルタイムで、様々なサービスを安心して利用できる。
ユビキタスネットワーク
（出所）総務省資料よりMRI作成
１．技術動向
（２）技術の詳細（ユビキタスネットワーク構成と主要機能の将来イメージ）
ユビキタスネットワーク
どこにいても、ネットワーク、
端末、コンテンツを自在に、
意識せずに、ストレスなく安
心して利用できる
ユビキタス・フレキシブルブロードバンド
あらゆるメディアで超高速ネットワークを
数百万人が同時に利用でき、ストレスのない
柔軟な通信環境を実現
ユビキタス・センサーネット
ワーク
身の回りの機械がコミュニケーションを
するように、自律的に情報を収集･管理
ユビキタス・テレポーテーション
どこにいてもどんな端末でもネットワークに
いつでも繋がり、生活空間を自在に作れる
ユビキタス・プラット
フォーム
高度な認証とセキュリティで、プライバ
シーが保護され、様々なサービスを誰
でも安心して利用
ユビキタス・エージェント
いつでも欲しい情報をリアルタイムで
利用者のニーズに応じた形で享受でき、
OSサービスも自由に選択.利用
ユビキタス・アプライアンス
子供から高齢者まで気軽に使えて、
高い操作性･コンパクト性を実現
ユビキタス・コンテンツ
所有権を明確にし、魅力あるコンテンツ
を自在に流通･利用
（出所）総務省資料よりMRI作成
ユビキタスシステム技術
◆フレキシブル・パーソナライズドシステム技術
◆プロファイルポータビリティ技術
◆ニューテクノロジー適応型ネットワークアーキテ
クチャー技術
◆空間情報処理／配信システム技術
◆リアルタイムOS 技術
◆ユビキタスアドレス運用・管理システム技術
◆モビリティ制御・管理技術
◆高精度広域位置特定技術
◆高度センシングシステム技術
◆データGRID 技術
高機能ネットワーク技術
◆異種ネットワーク間シームレス接続技術
◆ネットワーク統括型Zero Administration 技術
◆ネットワーク間QoS 技術
◆フレキシブル経路制御技術
◆異種ネットワーク間シームレス接続技術
◆ネットワーク統括型Zero Administration 技術
◆ネットワーク間QoS 技術
◆フレキシブル経路制御技術
アプリケーション高度化技術
◆ユビキタス・エージェント技術
◆インテリジェントコンテンツ技術
◆多言語対応画像・音声融合認識処理技術
◆トランスコーディング技術
◆高リアリティ映像ストリーミング配信技術
アプライアンス技術
◆超小型ワンチップコンピュータ技術
◆低消費・長寿命電力技術
◆電子ペーパー技術
◆五感活用インターフェース技術
◆有機EL 技術
◆複数メディア対応端末技術
プラットフォーム技術
◆コンパクト・セキュア・リアルタイムプロトコル技術
◆自己最適型セキュリティシステム技術
◆高機能課金・決済システム技術
◆IC カード高度認証技術
◆個人認証技術
◆DRM 技術
実現のための研究開発すべき技術
２
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１．技術動向
（参考）ユビキタスネットワークの進展イメージ
２００５年（発展期）：他のシステムとのシームレス性を柔軟に活用し、ネットワーク、端末、コンテンツがストレスなく利用できる。
（出所）総務省資料よりMRI作成
２０１０年（成熟期）：どこにいても、何の制約もなくネットワーク、端末、コンテンツを自在に意識せずに、ストレスなく、安心して利用
できる通信サービス環境を構築できる。
３
２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
技術
の展開
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1980年代 1990年代 2000年代
制度等の対応
1970年代
固定電話（アナログ）
ライフスタイルの多様化進展、
ビジネスシーンにおける情報ニーズ高度化進展
通信・放送等の規制緩和進展
2010年代
携帯電話（アナログ）
データ交換/専用線 パケット FR*2/ATM
モバイル
インターネット/TCP IPｖ４ IPｖ6
IP-VPN*3 VoＩＰ
*5
ユビキタス・ネットワーク技術（研究開発）
Post
IP(?)
IP（CS/ＰＳ）*1
ユビキタスネットワ
ーク：テレコム*6とイ
ンターネットの融合
マーク・ワイザーによる
「ユビキタス・コンピュー
ティング」提唱（1989）
関連技術進展・研究開発（コンピュータ、センサー、電子タグ、アクチュエータ、アプリケーション等）
研究開発用ギガビットネットワーク
構築・関連研究開発
（旧放送･通信機構)(1999～)
電子タグ活用技術開発
等（経済産業省）（2003
～）
マルチメディア化
ATM（CS/ＰＳ）*1
イーサネット/ファイバ
QoS*4
マルチキャスト・ブロードバンド
科学技術基本計画
による研究開発費増大
デジタル化／N-ISDN
携帯電話（デジタル）
/パケット（データ）
（コンテンツ配信、情報利用等
の制度整備が課題）
IPｖM
インターネット 移動性の拡大
従来型固定網
ユビキタス
４
（注）
*1 ＣＳ：サーキットスイッチング
ＰＳ：パケットスイッチング
*2 FR: フレームリレー
*3 VPN： 仮想私設通信網
*4 QoS：一定の通信速度を保証
する技術
*5 VoIP： TCP/IPネットワークを使っ
て音声データを送受信す
る技術
*6 テレコム： テレコムとはモバイル
と従来型固定網を指す。
大学・公的研究機関等における研究開発
「ユビキタス」関連プロジェ
クト（総務省）（2003～）
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
資金提供以外による寄与 企業への資金提供等による寄与
モバイル通信技術全般
・無線通信に関する基礎技術（アンテナ
技術、品質評価等）
・標準化への学術的アドバイス
携帯電話OS 「トロン」の携帯OSへの組込みとユビキタスネットワークへの応用
横断的な応用・利用コ
ンセプト・技術
・分野横断的なユビキタス概念の構築・
命名・普及への支援 ・利用用途開発および実証試験
ネットワーク要素技術
・極めて多数の端末からのリアルタイ
ム認証技術
・ネットワーク経路制御技術
光通信ネットワーク ・光スイッチング技術開発
メーカー間相互接続
・標準化支援
・フィールド実験のためテストベッド（オー
プンラボ）施設整備
・光ネット連携プロトコル開発と接続性
検証
研究人材育成
・学術ネットワークの中で人材が融合
し、IＰｖ６等の民間での技術開発の基礎
となった
電子タグ活用技術開発等（経済
産業省）（2003～）[2004年度約
35億円予定］
電子タグおよび活用技
術 商品識別コードの国際標準化
・電子タグの低価格化関連技術開発
（響プロジェクト等）
・ユーザ業界ごとの実証試験
研究開発用ギガビットネットワーク
構築・関連研究開発：JGN,JGN2
（旧放送･通信機構)(1999～)
[2004年度約38億円予定］
「ユビキタス」関連プロジェクト
（総務省） （2003～）
[2003年度25億円、2004年度約
115億円予定］
寄与の形態・内容等（主要例）公的研究開発・支援 寄与の対象
大学・公的研究機関等における
研究開発
５
基盤技術や個別要素技術における寄与とともに、分野横断的な応用・利用に関わるコンセプト構築における寄与が特徴
的であった。なお、当該ネットワーク技術は米国技術の導入や民間主導での研究開発が主であり、公的研究開発支援の
付加可能性は小さかったとの意見もあった。
技術 利用領域 インパクト
生活
・住居やオフィスの空調・照明等の好みに応じた自動コントロール
・子供などの現在位置高精度確認や危険時のアラーム発信
・行政相談・手続等サービスがどこからどの端末でも可能化 等
経済的インパクト
・ユビキタス関連市場の創造（2010年：約84兆円）
・日本産業全般の生産性・効率の向上による国
際競争力強化
・日本が当該分野で先導的な役割を果たすことで、
世界の標準化の主導権を確保し、情報通信産業
の競争力を強化
・以上にともなう雇用拡大効果・地域経済活性化
等
社会的インパクト
・エネルギー・環境問題への対応（各種効率向上
によるエネルギー消費・環境負荷の低減）
・障害者・高齢者の社会参加の促進（障害者・高
齢者が不自由しない都市インフラのバリアフリー
化や、適切な形での情報提供等）
・就労効率化・労働負荷軽減による高齢化社会
対応
等
国民生活へのインパクト
・健康や食品品質管理等による保健向上
・むだの排除による、生活や就労のゆとりや利便
性向上
・セキュリティ向上による安全・安心の向上
・生活や余暇の快適性や楽しみの向上
・創造性のある活動参画による生き甲斐向上
等
６
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
消費
・個人認証プラットフォームによる安全・簡易な購買・決済
・デジタルコンテンツの端末間の自動・自在な移動・利用
・看板、社内広告のみでなく、生活行動のコンテクストや興味を引くテレビ等
の映像内の商品等にリンクした関連情報取得と購買 等
社会参加
・障害者等に街や住宅内の位置情報や周辺情報を提供
・個人情報の発信・認証による高齢者や障害者が不自由しないような公共
空間の支援設備自動作動（バリアフリー環境の実現）
・多数の一般者が所持端末で、映像を含む情報の公開・交換 等
環境
・場所を問わないテレアクセスにより、人的移動に伴うエネルギーの低減
・IDタグ等の物流管理への活用が社会全体へ普及することによる物流管理
の効率化に基づく環境負荷軽減 等
就労
・ネットワーク上の認証のみで自分の就労環境をどこでも呼出し・利用
・個人音声・映像のみでなくデータや録画映像等による遠隔会議 等
文化・教育
・芸術作品や演劇・パフォーマンスの3次元・マルチアングルで、どこでも配
信・鑑賞が可能
・教室内外で、リアルタイムに高い臨場感でインタラクティブな講義受講 等
医療・介護
・血圧、体温等バイタルデータセンサーを常時身につけ、医療機関とのネッ
トワークで健康管理・予防・早期発見
・携帯ICカードによる受診・既往歴等の個人情報の救急時活用 等
ユビキタスネット
ワーク利用技術
・アクチュエータ等
（ハード）
・アプリケーション
（ソフト）
・システム化技術
ユビキタスネット
ワーク技術
・どこでもネットワーク
・何でも端末
・勝手にコンテンツ
・らくらくネットワーク
・安心ネットワーク
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）当該技術の利用とインパクト実現プロセス（生活、医療・介護での利用例）
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活への
インパクト
ユビキタスネット
ワーク技術
・どこでもネットワーク
・安心ネットワーク
等
・エネルギー・環境問題
への対応（各種効率
向上によるエネル
ギー消費・環境負荷
の低減）
・高齢者の社会参加の
促進（安心して一人で
外出できる都市等）
・ユビキタス関連市場
の創造
・以上にともなう雇用拡
大効果・地域経済活
性化
・むだの排除による、生
活のゆとりや利便性
向上
・高齢者の安全・安心
の向上
・生活や余暇の快適性
や楽しみの向上
都市等公共空間
ほしいものがタイミ
ング良く見つかる→
ネット等を用いてス
ムーズに購買（予約、
配達依頼、クレジッ
ト等も）
関連商店・商品・
サービス等の情報
提供（パーティーに
行く人に花など）
行き先、目的等の
個人行動コンテク
ストのデータ管理
最適情報検索
携帯電話等端末
商店の売上増大
生活者の購買行動
の効率化（店を探す
手間が省ける等）
→時間的ゆとり
交通費等節約
ユビキタス対応携帯
端末やアプリケー
ションソフトの売上増
体調悪化・介護必
要性等を判断
体温・血圧等バイタ
ルデータのモニター
ウェアラブル・センサー
ＧＰＳ等の位置情報
介護センター・家族
等にヘルスケアの
必要性を自動連絡
一般生活者一般生活者
高齢者高齢者
介護センサー・家族・病
院等とのネットワーク
外出先での体調急
変等に対し、生命の
安全確保
ウェアラブルセン
サーやアプリケー
ションソフトの売上増
家族の安心向上、付
き添い介護等の不
要化によるゆとり増
大
ユビキタスネットワーク
サービス市場
ユビキタスネット
ワーク利用技術
・センサー
・アクチュエータ
・コンテクスト解釈・
知識処理技術
等
７
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市場規模の概観
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（参考）ユビキタスネットワークの波及効果市場規模（試算例）
約３０.３兆円 約８４.３兆円
（出所）総務省資料よりMRI作成
市場分野 試算対象
ネットワーク ・インフラ構築・運用
・企業のユビキタスネットワーク利用
・個人・家庭のユビキタスネットワーク利用
アプライアンス携帯型、据置型、家電系、車載型、
公共空間設置型
プラットフォーム・認証系プラットフォーム
・決済系プラットフォーム
・公的プラットフォーム
サービス・コン
テンツ
教育／芸術・科学、医療・介護、就労、
消費、生活、エンターテイメント、コミュニケー
ション・情報利用、移動・交通、公共
コマース ・PC＆モバイルインターネットコマース
・その他の媒体等連動型コマース
・デジタルチケット流通
・実店舗での物販
2005年 2010年
８  
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４．まとめ
９
■ユビキタスネットワークとは、「どこにいても、ネットワーク、端末、コンテンツを自在に、意識せずに、ストレスなく安心して利用
できる」という基本コンセプトによる。これは、フレキシブルブロードバンド、センサーネットワーク、プラットフォーム、
テレポーテーション（端末間のデータの自動移動等）、エージェント、アプライアンスおよびコンテンツから構成
される。なお、このネットワークを利用するために、主に人が操作するＰＣや携帯電話だけでなく、人の利用を前
提としない電子タグやアクチュエータ等の技術も必要になる。
■ユビキタスネットワークは、既存の技術であるテレコム（固定電話、データ交換／専用線、携帯電話）とインターネットの融合に
より実現が期待されるが、これに加え電子タグ等の利用技術開発と、ユビキタスネットワークのための独自技術開発が進め
られている（携帯電話の多様なサービスは当該技術の萌芽的な実現との見方もある）。
■当該技術はe-Japan戦略とその発展形のu-Japan戦略等に位置づけられ、公的支援も含めた活発な研究開発が進められて
きた。日本は光ネットワーク・デバイスで強いとされるが、インターネット等のネットワーク技術全般は米国優位であり、米国、
欧州、アジアでも、大規模な国家主導プロジェクトによる研究開発がなされている。
■基盤技術や個別要素技術における寄与とともに、分野横断的な応用・利用に関わるコンセプト構築における寄与が特徴的で
あった。なお、当該ネットワーク技術は米国技術の導入や民間主導での研究開発が主であり、公的研究開発支援がなかっ
た場合でも民間による研究開発が恐らくなされたであろうとの意見もあった。主要な公的研究開発・支援の寄与は以下の通
り。
・大学は無線通信に関する基礎技術や、標準化への学術的アドバイスで寄与した。なお、大学研究者により開発されたＯＳ「ト
ロン」も当該技術に応用されている。
・総務省による「ユビキタス」関連プロジェクト（2003～）は、分野横断的なユビキタス概念の構築・命名・普及への支援とともに、
利用技術開発と実証試験、各種要素技術開発で寄与した。
・放送･通信機構による研究開発用ギガビットネットワーク構築・関連研究開発（JGN,JGN2：1999～）では、標準化支援ととも
に、フィールド実験のためのテストベッド施設整備と、それを用いた光ネット連携プロトコルの開発・接続性検証等の寄与が
あった。
・経済産業省の電子タグ活用技術開発（2003～）でも、低価格化関連技術開発および実証試験の寄与が見られる。
■インターネットは米国で軍が研究に20年間投資を続け、インフラとして無料開放して成功した。日本でも当該分野で成功する
ためには、国として公的投資を継続的に実施する必要があり、特に、コアとなる技術の基礎研究や基盤技術を、大学は長期
的視野で取り組むべきとの指摘がある。また、ユビキタスネットワークを社会基盤インフラとして整備し普及促進するために
は、無料または低料金での提供が重要であり、研究開発のみでなく、事業化・整備も含めた国の関与の必要性の指摘もあ
る。
■当該技術は、生活、消費、社会参加、環境、就労、文化教育および医療保険等の多様な分野で利用が期待され、経済的イン
パクト（ユビキタス関連市場創造等）、社会的インパクト（各種経済活動や生活の効率化によるエネルギー消費・環境負荷減
少等）および国民生活へのインパクト（健康、安全・安心、快適性等の向上ほか）とも、いずれも大きいと期待される。
 
４．まとめ
(参考)指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
１０
①全般的課題
■センサーの標準化については、センサーのデータとなる温度、明るさ等を同一の単位（bitのような）で表現し、
標準をつくる必要がある。（学識経験者）
■日本は当該分野ですでに世界標準への寄与が大きい。日本は関連メーカーが多く、まとまって対応し、産業
利用の実績を示して世界標準の主導権を得ていくべき。（企業・研究マネージャー）
■アプリケーションが課題である。例えば電子タグについては、流通業者の他、病院での血液管理やビル管理
等でも関心が持たれており、分野横断的な研究開発が望まれる。これに対して、国のプロジェクトはデバイ
スに偏っているとの危惧がある。 （学識経験者）
■当該技術は個人情報に踏み込むことになるので、情報開示とプライバシー保護の扱いが実現過程で、解決
すべき課題となる。 （企業・研究マネージャー）
■コンテンツ利用に当たっての制度整備が必要。コンテンツが複雑で管理者・関係者が多いとうまくいかない
ので、コンテンツ配信、デジタル知的所有権のマネジメント、オン・デマンド・サービスと端末などについて、
制度整備を含めた障害克服が課題であり、国レベルでの対応が必要。（企業・研究マネージャー）
■当該技術の利用のため、関連事業分野での既存の制度・規制等の見直しが必要。例えば、教育における
ネット単位の認定や、医療保険制度における対面診療の原則見直し等が考えられる。 （企業・研究マネー
ジャー）
■普及促進のためには、社会の受け入れ側の認知が必要である。このため、特区等でのモデル事業による有
用性検証が望まれる。特に、テストベッドをグローバルな視野で構築し、インターネットのように全世界に無
料で解放することで、ユーザーの集積と技術の促進をはかることが重要であり、これを国の産業政策の一
環とした長期的・継続的な技術開発・支援が望まれる。（現状のしくみでは、テストベッド等の初期整備費用
の予算化に対して、維持・管理費の予算化が困難である。）（企業・研究マネージャー）
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４．まとめ
(参考)指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
②今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
＜当該分野＞
■標準化について、主体となるのは、企業や国研の研究者が望ましい が、企業も主導権を得るには、もっ
とリソースを割くべきであり、経営者もこれに積極的に関与することが望ましい。（学識経験者）
■米国では軍がインターネットの研究に20年間投資を続けた結果、成功した。日本でも当該分野で成功す
るためには、米国のように国として公的投資を継続的に実施する必要がある。特に、コアとなる技術の
基礎研究や基盤技術を、大学は長期的視野で取り組むべき。（現状の、大学が産業ニーズにシフトする
傾向の中で、コアとなる技術開発が見失われる危惧がある。特に、ポスト・インターネット（IP）の技術は
未知であり、大学で研究すべき） （企業・研究マネージャー）
■当該分野ではこれまでNTTが多くの研究開発を継続的に担って来たが、競争環境が厳しくなり、今後は
公的支援の重要性が高まる。また、産学連携も強化すべき。（学識経験者、企業・研究マネージャー）
■固定電話も当初は国家事業として整備し、その後民営化した。ユビキタスネットワークも社会基盤インフラ
として整備し、またインターネットのように無料（また低料金）で普及を図る意味で、国の関与の必要性が
ある。（企業・研究マネージャー ）
■技術的な課題は以下の通り。
―無線を使いこなす技術
―省電力化／軽量・小型化技術
―セキュリティ／プライバシー保護技術
―膨大な数のものを管理するオペレーション技術（学識経験者）
＜科学技術一般＞
■科学技術基本計画では、多くの資金が投入されているが、どの程度の資金が必要かという一般論は危
険である。公的投資は戦略マップを描き、それに従って技術へ投資すべき。（外国と比較すると、日本は
資金がかかりすぎているという印象があり、研究開発の実施そのものは良いが、質の向上が必要であ
る。） （学識経験者）
１１ 
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３－５ 廃棄物処理用ガス化溶融炉および灰溶融炉技術（環境） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
安全な廃棄物処理として、近年大きくは以下の５つが問題となっている。 
z ダイオキシン対策。 
z 最終処分場の適正化。 
z 不法投棄の抑制。 
z 最終生成物の無毒化と導出物対策（地下水および土壌汚染低下）。 
z 高効率排ガス処理と飛灰(PM2.5)対策技術。 
また、リサイクルに関しては、日本の物質収支が10億トンレベルの蓄積純増であることから、マテリアルリサイ
クルだけでなくサーマルリサイクルを重要視する必要がある。 
したがって、本事例分析では、上記の観点から今後大きなインパクトが期待される処理・リサイクル技術とし
て、ガス化溶融炉技術およびストーカー炉＋灰溶融技術を考え、すでに成熟技術であるストーカー炉を除く以
下の２つの技術を調査・分析の対象とした。 
z ガス化溶融炉技術。 
z 灰溶融技術。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（東京工業大学総合理工学部教授）１名 
z 公的研究機関（国立環境研究所）研究者１名 
z 企業（プラントメーカー・役員、プラントメーカー・マネージャー、コンサルタント）４名 
 
(２) 技術動向  
ガス化溶融炉技術およびストーカー炉＋灰溶融技術は以下のような特徴を有する。 
z 廃棄物の燃焼によるサーマルリサイクル及び電力のリサイクルが可能。 
z 焼却灰の溶融化による減容化および無害化処理が可能。 
z 鉄等の金属の回収スラグとしての再生利用が可能。 
z 最終処分場の埋立物を掘りおこし溶融化することで埋立物の減容化や無害化処理が可能。 
z 溶融飛灰からの亜鉛、チタン等の金属回収による山元還元が可能。 
ガス化溶融炉は 1970年代に米国で開発された。日本でも技術導入が行われるとともに、日本の高炉技術を
応用した技術開発、実証炉建設により、1970 年代後半にはシャフト炉形式の実機炉が建設されたが、コスト高
のため、普及が進まなかった。 
ダイオキシン類対策特別措置法が制定され、さらに最終処分場における適正処理が課題となった1990年代
には、ドイツ等から次世代のガス化溶融炉に向けた技術が導入されるとともに、流動床炉技術の応用等により、
流動床式、キルン式、ガス改質方式の開発が進められ実機炉も導入され始めた。特許件数も増加傾向にあ
る。 
灰溶融炉は、1970年代にドイツ等から技術導入を行い、1980年代には、日本での技術開発、実証炉建設を
経て、燃料溶融、電気溶融、内部溶融方式の実機炉が建設されてきたが、これもコスト高のため、普及が進ま
なかった。1990 年代に、ダイオキシン規制の導入や社会的要請の高まりにより、再度技術開発が活発化してき
ており、1990 年初めには大型実用プラントがストーカー炉と組み合わせて商業化されている。なお、ストーカー
炉技術はすでに確立されている。 
土地に余裕のある諸外国では灰の減容化のニーズは低い。このような背景の中で、当該技術の日本の水準
は高いといえる。 
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(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
ガス化溶融炉および灰溶融炉に関しては、主としてメーカーが主体となって研究開発を進めてきた。これに
加え、メーカー同士が協力した廃棄物研究財団によるメーカー参加型の研究が継続して寄与してきたと言わ
れている。当該技術における主な公的研究開発・支援について以下に示す。 
(民間で実施される応用・実用化研究への資金提供) 
○ 1990 年代には、対象廃棄物拡大や高品質スラグ生成、発電の高効率化等の目的で旧厚生省、旧通商
産業省、旧科学技術庁、環境庁により、メーカーに対し研究資金が提供された。 
(基盤技術の開発) 
○ 国立環境研究所における「廃棄物の循環資源化技術、適正処理・処分技術及びシステムに関する研究」
は、循環型社会における資源の循環および廃棄物の適正処理・処分のための技術・システムの評価手法
を開発することにより、当該技術の普及に寄与した。 
(規制の導入) 
○ 1990 年代にダイオキシンに関する新たな環境規制の導入や社会的要請がインセンティブとなり、焼却炉
の技術はメーカー主導で開発が行われてきた。 
(補助制度) 
○ 高額な焼却炉を導入する際の補助金等が、自治体の導入促進に寄与した。この導入支援の補助金等が
間接的にプラントメーカーの技術開発に寄与したといえる。ガス化溶融炉の整備費用は概ねトン当たり
4000～5000 万円程度と言われている。100～200ｔ／日のガス化溶融炉が多いため、大雑把にみるとガス
化溶融炉施設１セットで、50～100億円程度になる。ガス化溶融炉に特化した補助金はないが、廃棄物処
理施設整備にあたって活用できる地方公共団体向けの補助金として、「廃棄物処理施設整備費国庫補
助金（環境省：補助率 25%）」、「地域新エネルギー導入促進事業（NEDO：補助率 50%）」等がある。また、
上記の補助金を使った残額は起債などを活用するのが一般的で、起債は交付税措置されて、地方公共
団体の負担は大幅に軽減される。 
当該技術は当初は海外から技術導入したものの、国内で技術開発が進展した技術と見ることができる。イン
パクトアンケート調査結果によると、公的研究開発・支援の寄与は、「大」とする回答が約19%と環境分野（将来）
の平均値27%よりも小さい。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、一般廃棄物処理および産業廃棄物処理または、最終処分場の掘りおこしによる埋立物への
利用によって、以下のようなインパクトが期待されている。 
○ 経済的インパクト 
z ガス化溶融炉、灰溶融施設の市場拡大。 
z 海外への技術輸出、パテント収入。 
z 新最終処分場の整備の軽減。 
z 金属、スラグ製品による収入。 
z 売電収入。 
z 電力コスト削減。 
z 輸送コスト削減。 
z 熱利用によるコスト削減、産業創出。 
○ 社会的インパクト 
z 浸出水による地下水、土壌汚染防止。 
z 埋立地の延命化。 
z 不法投棄の防止。 
z 金属資源のリサイクルの実現。 
z ダイオキシン発生抑制と捕集処理。 
z 化石燃料の使用減による CO２排出削減。 
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○ 国民生活へのインパクト 
z 安全、安心な生活の実現。 
z 住民福祉の向上。 
z 快適性、利便性の向上。 
z 廃棄物処理、リサイクル技術に対する国民の環境保護意識の向上。 
z 健康、保健問題の向上と医療費の低減。 
インパクトアンケート調査結果では、社会へのインパクトが特に大きいと見られ（「大」および「中」との回答が
84％）、経済へのインパクトおよび国民生活へのインパクトも大きいと見られる（「大」および「中」との回答が約
70～80％）。 
 
(５) 指摘された課題と今後の公的研究開発・支援のあり方に関する意見（参考） 
○ ガス化溶融炉および灰溶融炉技術は、一通り完成し実機も普及し始めたところである。今後は、安定稼働
の技術研究やランニングコスト・メンテナンスコストを含めたLCCの低減を図っていく必要がある。（公的研
究機関・研究者、コンサルタント、企業・マネージャー） 
○ 焼却灰をスラグ化する技術は確立されているものの、スラグ製品の利用率は低くなっている。今後は、JIS
化などを契機とした利用範囲の拡大やスラグの道路等への利用促進が課題となっている。（企業・役員、
企業・マネージャー） 
○ 環境分野は行政の規制が技術開発に大きく影響している。このため、産学のみの研究開発を行っても実
際に社会的に受け入れられるものとはなりにくい場合が多い。そこで、公的研究開発においては、技術を
開発するだけでなく、それを社会に適合させるための社会システムの在り方も併せて研究する必要がある。
場合によっては、「官」側として、行政機関や公的研究機関が参画することが有効である。さらに、行政側
でも縦割の弊害があり、スラグの場合は土木建設サイドの協力が不可欠である。（公的研究機関・研究者、
企業・役員） 
○ 技術開発は長期間にわたるものが多くまた将来技術の開発となるため、公的研究支援においては研究の
不確実性に対応したフレキシビリティの高いものであることが望まれる。また、単年度の研究では開始時
期が遅くなりやすく、成果を出すのに十分でない場合が多い（この点は最近改善されつつある）。（学識経
験者、企業・役員） 
○ 当該技術では、ダイオキシンの測定方法や JIS 規格化のようなスラグの用途開発などの周辺技術につい
ては、各メーカーが参画しつつ公的研究開発機関などがまとめ役となって公的支援を受けつつ実施する
ことが非常に有効である。（企業・役員、企業・マネージャー） 
○ 排ガス処理と飛灰（PM2.5）捕集技術の向上が必要である。（公的研究機関・研究者）
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1
１．技術動向
（１）安全な廃棄物処理及びリサイクル技術の動向（１／２）
１）安全な廃棄物処理
①ダイオキシン対策
■平成１１年に公布されたダイオキシン類対策特別措置法により、大気
中のダイオキシン値は、平成15年予測値で基準値以下になっている。
しかし、焼却灰及び最終処分場埋立焼却灰に含まれるダイオキシン
への対応が必要である。
②最終処分場の適正化
■最終処分場からの浸出水による地下水汚染や周辺植物の生態系への
影響が懸念されている。焼却灰及び最終処分場埋立物の無害化処理
が必要である。
③不法投棄の抑制
■不法投棄量は平成14年度で31.8万tにのぼっており、地下水汚染や土壌汚染
が懸念されている。原因の一つに最終処分場の容量の限界と新設施設の減
少が挙げられる。最終処分場の延命化が必要である。
（出所）環境省「産業廃棄物の不法投棄の状況（平成１４年度）について」
図：産業廃棄物の不法投棄件数及び投棄量の推移
（出所）厚生労働省「産業廃棄物の排出・処理状況等について」
※（ ）内は、前年数値
（出所）環境省「ダイオキシン類の排出量の目録」
一般廃棄物最終処分場の状況
538
1,368
適正な最終処分場
遮水処理又は浸出液処理設備
を有しない最終処分場
（出所）厚生労働省「一般廃棄物最終処分場における
処理の適正化について」（平成10年3月10日）
 
 
2
１．技術動向
（１）安全な廃棄物処理及びリサイクル技術の動向（２／２）
２）リサイクル技術
■平成12年に公布された循環型社会形成推進基本法では、処理の優
先順位を発生抑制→再使用→再生利用→熱回収→適正処分と法定
化している。その結果、容器包装リサイクル法、家電リサイクル法、食
品循環資源再生利用促進法、建設工事資材再資源化法、環境物品
調達推進法が整備された。
（出所）環境省「平成15年版環境白書」
図：日本の物質収支
■平成12年の物質収支を見ると、国内に10.8億tが蓄積純増している。
日本は、国土が限られている上に物質収支として大幅な入超である。
これを背景として、世界の焼却炉の80％は日本に集中している。今
後も日本では、廃棄物を焼却してサーマル/電力リサイクルを行うこ
とが必要である
３）本調査で対象とする技術について
◆ガス化溶融炉技術
◆ストーカー炉＋灰溶融技術
＜技術の特徴＞
・廃棄物の燃焼によるサーマルリサイクル及び電力へのリ
サイクルが可能。
・焼却灰の溶融化による減容化及び無害化処理が可能。
鉄等の金属の回収、スラグとしての再生利用が可能。
・最終処分場の埋立物を掘りおこし溶融化することで埋立
物の減容化や無害化処理が可能。
・溶融飛灰からの亜鉛、チタン等の金属回収による山元還
元が可能。
ストーカー炉技術はすでに確立されている。
将来技術としてガス化溶融炉及び灰溶融技術に
着目する。
■物質別では、土石系や金属系は、燃やすことができず、またマテリ
アルリサイクルに対応した社会システムが完成している。そこで、
残りのバイオマス系や化石燃料系は、燃やして物質として大気に
還元すると同時に、サーマルリサイクルでエネルギー代替を図ると
いう視点が必要になる。但し、最終的な焼却灰については、減容化
及びマテリアルリサイクルが必要になる。
図 　 循 環 資 源 の 処 理 ・ リ サ イ ク ル 状 況
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1 00 %
全 体 バ イオ マ ス 系 土 石 系 金 属 系 化 石 燃 料 系
リサ イクル 量 ・リュー ス量 ・廃 棄 物 等 発 生 量 （循 環 利 用 率 ）
減 量 化 量 ・廃 棄 物 等 発 生 量 （減 量 化 率 ）
廃 棄 物 最 終 処 分 量 ・廃 棄 物 等 発 生 量 （最 終 処 分 率 ）
（出所）環境省「平成15年版環境白書」
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１．技術動向
（２）ガス化溶融炉及び灰溶融の技術開発経過
日本メーカー
による実機炉
の建設
日本メーカー
による実証炉
の建設
日本での
技術開発
海外での
技術開発
日本メーカー
による実機炉
の建設
日本メーカー
による実証炉
の建設
日本での
技術開発
海外での
技術開発
1975 1980 1990 1995 2000 2004
（現在）
ダイオキシン
問題の発生
ダイオキシン類対
策特別措置法に
基づく規制
焼却残さ含有物
への対応の必要
不適正な最終処
分場問題
最終処分場の延命
化への要請
社会環境
?
?
?
?
?
?
?
?
?
茨木市、釜石市、秩父市、浜松市
シーメンス社・サーモセレクト社等
技術導入
シャフト炉形式
次世代型ガス化溶融炉
流動床式、キルン式、ガス改質方式
フォルクスワーゲン社、ドラボー社等技術導入
燃料溶融・電気溶融・内部溶融
■日本におけるｶﾞｽ化溶融炉・灰溶融技術の開発は、社会要請や法規制が先行し、それに対応する形で進められてきた。
■メーカーによる技術開発が進展したのは、ダイオキシン問題と最終処分場の適正処理が課題となった1990年代からである。
高炉技術の応用による開発
アメリカ
技術導入
流動床炉技術の応用
 
 
4
１．技術動向
（３）ガス化溶融炉及び灰溶融技術の技術動向
１カ所放電電極に通電して発生した電極間の処理物自身の電気抵抗熱により処理物を溶融。電気抵抗方式
１８カ所放電電極と作動ガスにより発生したプラズマアーク熱で処理物を溶融。プラズマ式
３カ所放電電極間に発生した高温のアークにより処理物を溶融。アーク式
電気溶融
１３カ所バーナにより表面から溶融。表面溶融方式燃料溶融
灰
溶
融
２カ所無酸素状態のキルン内で処理物を熱分解させ、熱分解ガスと熱分解カーボンを燃料として溶融。ガス改質方式ガス回収型
１８カ所流動床式のガス化炉で処理物を熱分解させ、生成したガスの燃焼熱により灰分を溶融。流動床方式
１３カ所キルン内に定量供給された処理物をバーナによる輻射・揮炎効果で溶融。キルン方式ガス化・溶融分
離型
２９カ所処理物、石灰石、コークスを炉内上部より供給し、熱分解帯で有機物をガス化、燃焼溶融帯で
無機物を溶融。
シャフト炉方式ガス化・溶融一
体型ガス
化
溶
融
炉
実機数概要方式炉形式
（出所）特許庁「技術分野別特許マップ」
表：主なガス化溶融炉・灰溶融技術の概要
※実機数は、平成15年11月現在。一般廃棄物のみ
（出所）八都県市廃棄物問題検討委員会「灰溶融等の取組状況調査報告書
（出所）特許庁HPより作成。公開特許公報中「ガス化溶融炉」
は「ガス」及び「溶融」で検索。「灰溶融」は「灰溶融」で検索
■溶融技術は、熱源や溶融原理によって異なる
とともに、溶融可能な焼却灰や運転特性
などが異なる。
■ガス化溶融炉に関する特許件数は、2002
年まで増加傾向にある。
■灰溶融に関する特許件数は、1999年を
ピークにそれ以降も同じ水準で推移している。
ガス化溶融炉と灰溶融に関連する特許公開数の推移
0
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160
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件
ガス化溶融炉
灰溶融
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）ガス化溶融炉及び灰溶融炉の技術開発経緯と公的研究開発・支援の位置付け
時期 1995年 2000年代
法規制の状況
公的研究開発
・支援（主要）
技術の展開
高効率廃棄物発電技術開発
〔1998~2000〕
旧厚生科学技術研究費
〔1996~1998〕
戦略的創造研究推進事業〔1997~2001〕
廃棄物の循環資源
化技術、適正処理・
処分技術及びシス
テムに関する研究
発電の高効率化対象廃棄物拡大
高品質スラグ生成技術
スラグの有
効利用促進
ダイオキシン
問題の発生
ダイオキシン類対
策特別措置法に
基づく規制
不適正な最終処
分場問題
「環の国日本」づくり
プラン〔2001~〕
高温水蒸気燃焼技術
ガス化溶融炉等の総合評価手法研究
＜社会システムの研究＞
＜小規模分散型施設に
関する研究＞
＜資源の有効活
用技術開発＞
性能向上研究（耐高温炉技術、排ガス対応技術など）
＜技術性能の向上＞
1990年
廃棄物研究財団による研究（メーカー参加型）
＜技術水準研究＞
適正燃焼技術
スリムウェイスト
コンパクト排ガス処理
＜共通インフラ整備研究＞
スラグの有効利用方策研究
ダイオキシン対策
 
 
6
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）ガス化溶融炉及び灰溶融炉の技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
財団と各メーカーが技術水準や共通のインフラ整備に関する
事項について共同で研究開発を実施
・適性燃焼、スリムウェイスト、コンパクト
・排ガス処理
・スラグの有効利用方策研究、ダイオキシン対
策
廃棄物研究財団による研究
（各メーカー参加型）
廃棄物に係る諸問題の解決及び循環型社会形成に資する研
究・技術開発の推進
・廃棄物処理に関する有害化学物質対策や溶
融飛灰中の重金属除去技術等廃棄物処理に
おける各種技術
環境省
「『環の国日本』づくりプラン」
「廃棄物処理等科学研究費補助金」
〔2001~〕
循環型社会の基盤技術・システムとして、資源の循環及び廃
棄物の適正処理・処分のための技術・システム及びその評価
手法の開発を実施
・スラグの有効利用促進
・ガス化溶融炉等の適合性評価手法研究
国立環境研究所
「廃棄物の循環資源化技術、適正処理・処分
技術及びシステムに関する研究」
資源リサイクル、有効利用を概念とするLCA評価の高い生産
システム、低エネルギー・資源消費、効率的なエネルギー・資
源の利用を基盤とする環境低負荷型の社会／生活／都市／
住宅実現のための実証的・システム的研究や環境汚染の計
測／評価／制御のための革新的技術開発
・高温水蒸気燃焼技術旧科学技術振興事業団
戦略的創造研究推進事業
「環境低負荷型の社会システム」
〔1997~2001〕
高効率と環境負荷の低減を同時に達成する廃棄物ガス化溶
融炉発電技術の開発
・対象廃棄物拡大、性能向上
・発電の高効率化
ＮＥＤＯ高効率廃棄物発電技術開発
「ガス化溶融炉を用いた廃棄物発電技術開発」
〔1998~2000〕
実証プラント１５施設での実証運転により、ダイオキシン類・窒
素酸化物の挙動、システムの安全性の確認
・対象廃棄物拡大、性能向上
・高品質スラグ生成技術
旧厚生省科学技術研究費
「次世代型ごみ焼却処理施設の開発研究」
〔1996~1998〕
寄与の形態・内容等寄与の対象公的研究開発・支援
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）ガス化溶融炉及び灰溶融炉利用分野の歴史的展開
時期 1970 1980 1990 1995 2000
社会環境
技術の
進展
焼却残さ含有物
への対応の必要
最終処分場の延命
化への要請
ダイオキシン
問題の発生
ダイオキシン類対
策特別措置法案
に基づく規制
不適正な最終処
分場問題
耐高温対応炉
焼却灰と飛灰の混合溶融
高品質スラグ生成技術
溶融飛灰からの金属回収
高灰分廃棄
物への対応 高温
水蒸気
掘りおこしに
よる延命化
適正処理対
応
最終処分場
での利用
各メーカーによる技術開発
各メーカーによる技術開発
ガス化
溶融炉
ガス化
溶融
炉･灰
溶融共
通
一般廃棄物・
産業廃棄物
での利用
ダイオキシン規制への対応
焼却灰の減容化による最終処分場の延命化への対応
焼却灰の無害化による最終処分
の適正化への対応
スラグの有効活用
ランニン
グコスト
削減
最終処分場ル
ネサンス構想
7  
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）ガス化溶融炉・灰溶融技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
耐高温対応炉
一般廃棄物での利用
・既存ストーカー炉への施設設置
・電気、熱の有効利用
産業廃棄物での利用
・排出事業所ごとのプラント設置
・電気、熱の有効利用
・建築用材への有効利用
最終処分場の掘りおこしによ
る埋立物への利用
経済的インパクト
・ガス化溶融炉、灰溶融施設の市場拡大
・海外への技術輸出、パテント収入
・新最終処分場の整備の軽減
・金属、スラグ製品による収入
・売電収入
・電力コスト削減
・輸送コスト削減
・熱利用によるコスト削減、産業創出
社会的インパクト
・浸出水による地下水、土壌汚染防止
・埋立地の延命化
・不法投棄の防止
・金属資源のリサイクルの実現
・ダイオキシン発生抑制と捕集処理
・化石燃料の使用減によるCO２排出削減
国民生活へのインパクト
・安全、安心な生活の実現
・住民福祉の向上
・快適性、利便性の向上
・廃棄物処理、リサイクル技術に対する
国民の環境保護意識の向上
・健康保健問題の向上、医療費の低減
技術 利用領域 インパクト
焼却灰と飛灰の混合溶融
溶融飛灰からの金属回収
高灰分廃棄物への対応
高品質スラグ生成技術
高温水蒸気の燃焼技術
＜ダイオキシン対応＞
＜資源の有効活用＞
8  
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）地方自治体における当該技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
市町村の一般廃棄物処理施設へのガス化溶
融炉・ストーカー炉＋灰溶融炉の導入
市町村の一般廃棄物処理施設へのガス化溶
融炉・ストーカー炉＋灰溶融炉の導入
高灰分廃棄物への対応
高品質スラグ生成技術
溶融飛灰からの金属回収
各種性能向上
高効率化
ダイオキシン発生抑制と
補集処理
対応廃棄物の拡大
安全性向上
最終処分場の掘り
おこしによる埋立物処理
経済的インパクト
事業収入の増加
新事業創出
売電収入
処理委託収入
スラグ製品収入
税収入増加
社会的インパクト
埋立地の延命化
化石燃料使用減によるCO2削減
国民生活へのインパクト
安全・安心な生活
住民福祉の向上
廃棄物処理への国民意識の向上
製品競争力の向上 企業力向上
雇用創出
地下水汚染・土壌汚染の防止
周辺環境悪化の防止
快適性・利便性向上
〈市町村〉
〈メーカー〉熱回収技術向上
発電量の増加
産業廃棄物の受入
金属資源のリサイクルの実現
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経済的インパクト
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（４）工場内設置による当該技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
産業廃棄物排出工場内への小型ガ
ス化溶融炉設置による自己処理
産業廃棄物排出工場内への小型ガ
ス化溶融炉設置による自己処理
小規模・分散型
高温空気燃焼技術
国民生活へのインパクト
社会的インパクト
溶融飛灰からの
金属回収
高品質スラグ
生成技術
ゼロエミッション化
各種性能の向上
安全性向上
電気・熱の
事業所内利用
高効率化
ダイオキシン発生抑制と
補集処理
電気・熱コストの削減
スラグ製品収入
事業収入
の増加
企業力の
強化
製品競争力向上
埋立地の延命化
地下水及び土壌汚染の防止
周辺環境悪化の防止
不法投棄の削減
化石燃料使用減によるCO２削減
安全・安心な生活
快適性・利便性向上
廃棄物処理への国民意識の向上
住民福祉の向上
廃棄物処理コストの
削減
企業力の
強化
メーカー
排出工場
金属資源のリサイクルの実現
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４．まとめ
当該技術のインパクトと公的研究開発・支援の寄与（まとめ）
■ガス化溶融炉及び灰溶融技術における技術開発は、社会からの要請や法規制が先行し、それに対応して
民間主導で進展してきた。
■ガス化溶融炉及び灰溶融技術は、物質収支において10.8億ｔの蓄積純増があるという日本の特殊事情があ
り発展してきた。土地に余裕のある諸外国では灰の減溶化に対するニーズは低い。このような背景の中で、
当該技術の日本の水準は高いといえる。
■本技術においてはメーカー主導で技術開発が行われてきた。メーカーの実証段階における技術開発資金
提供に公的支援は寄与したと見られる。また、共通的な技術基盤整備に関しても、メーカーが参画した公的
機関による研究開発が寄与してきた。特に、ダイオキシン問題や最終処分の適正化問題が生じた1990年代
以降に顕著である。
■また、環境規制に対応した焼却炉導入支援のための補助金等が、自治体への導入を促進した。この補助
金等は間接的にプラントメーカーの技術開発に寄与したといえる。
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■ガス化溶融炉及び灰溶融炉技術は、一通り完成し実機も普及し始めたところである。今後は、安定稼働
の技術研究やランニングコスト・メンテナンスコストを含めたLCCの低減を図っていく必要がある。（公的
研究機関・研究者、コンサルタント、企業・マネージャー）
■焼却灰をスラグ化する技術は確立されているものの、スラグ製品の利用率は低くなっている。今後は、ＪＩ
Ｓ化などを契機とした利用範囲の拡大やスラグの道路建築材料等への利用促進が課題となっている。
（企業・役員、企業・マネージャー）
■環境分野は行政の規制が技術開発に大きく影響している。このため、産学のみの研究開発を行っても実
際に社会的に受け入れられるものとはなりにくい場合が多い。そこで、公的研究開発においては、技術
を開発するだけでなく、それを社会に適合させるための社会システムの在り方も併せて研究する必要が
ある。場合によっては、「官」側として、行政機関や公的研究機関が参画することが有効である。さらに
行政側でも縦割の弊害があり、スラグの場合は土木建設サイドの協力が不可欠である。
（ 公的研究機関・研究者、企業・役員）
■技術開発は長期間にわたるものが多くまた将来技術の開発となるため、公的研究支援においては研究
の不確実性に対応したフレキシビリティの高いものであることが望まれる。また、単年度の研究では開始
時期が遅くなりやすく、成果を出すのに十分でない場合が多い（この点は最近改善されつつある）。（学識
経験者、企業・役員）
■当該技術では、ダイオキシンの測定方法やＪＩＳ規格化のようなスラグの用途開発などの周辺技術につ
いては、各メーカーが参画しつつ公的研究開発機関などがまとめ役となって公的支援を受けつつ実施す
ることが非常に有効である。（企業・役員、企業・マネージャー）
■排ガス処理と飛灰（PM2.5）補集技術の向上が必要である。（公的研究機関・研究者）
４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
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３－６ 二酸化炭素の分離・回収技術および隔離技術（環境） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 火力発電所や製鉄所から排出される二酸化炭素を分離・回収する技術。 
z 回収した二酸化炭素を大気中に放出しないように、地中や海洋に貯留・隔離する技術。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 公的研究機関(産業総合研究所 地圏資源環境研究部門)１名 
z 関係研究機関(電力中央研究所、地球環境産業技術研究機構)４名 
z 企業(石油会社、電力会社)２名 
 
(２) 技術動向  
二酸化炭素の分離・回収および隔離は、1950 年ごろアメリカで EOR(石油増産)のために行われたのが始ま
りである。EORとは油田に二酸化炭素を圧入し、石油を押し出して、増産しようというものである。地球温暖化問
題は、化石燃料の大量消費によって大気中の二酸化炭素濃度が、過去、地球が経験したことのない速さで増
加している点にあると考えられている。二酸化炭素の分離・回収および隔離は、大気中への二酸化炭素の排
出量を減らすとともに、大気中への放出を数百年から千年規模で遅らせて急激な環境変化を緩和することを
目的とした技術である。 
分離回収技術には、吸収法・吸着法・膜分離法などがある。回収技術は排出源と隔離技術を繋ぐ技術であ
り、排出ガスと隔離方法の特性により、選択すべき最適技術が変化する。現在は吸収法(アミン法)が多く用いら
れており、ほぼ完成された技術である。しかし二酸化炭素の隔離に利用するにはコスト面での改良がまだまだ
必要であり、今後は膜分離法でのブレイクスルーが期待される。吸着法は現在の技術では大規模化した場合
にコストが高くなる。どのように分離・回収するかとともに、いつ分離・回収するかという問題も存在する。石炭を
ガス化し、二酸化炭素と水素に分離して二酸化炭素は隔離するといった技術開発がなされている。 
隔離技術には海洋へ二酸化炭素を溶融する海洋隔離と、EORや枯渇油・ガス井、炭層、帯水層などへ二酸
化炭素を圧入する地中隔離の２種類が存在する。海洋隔離技術は、環境影響への不安や、ロンドン条約との
関係から、実現への見通しが立っていない。地中隔離は、EOR として昔から実施され、ノルウェーの Sleipner
等でも大規模(年間 100 万 t-CO2)に行われているため、実用化は早いと思われる。地中隔離の実現のために
は、圧入技術のほかにもモニタリング技術やシミュレーション技術、地質データの整備、社会的受容性の向上
など様々な要素が必要で、日本では(財)地球環境産業技術研究機構(RITE)を中心に研究開発が進められて
いる。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
二酸化炭素分離・回収および隔離技術に対する公的研究開発・支援は、主に経済産業省および NEDO か
ら、RITEへの研究委託という形で行われている。RITEは、機関内で研究開発を行うと同時に、大学や企業との
共同研究や、委託研究を行っている。当該技術に関する主な公的研究開発・支援を以下に示す。 
(実証試験) 
○ 地中貯留に関しては、2000 年から、モニタリングやシミュレーションなどの基礎研究を進めると共に全国２
ヶ所で実証試験によるデータ収集を行っている。2005年度からは第２フェーズに移り、規模を10倍にして
地中隔離の実現に向けて実証試験を行っていく予定である。 
○ 回収技術に対する寄与は主に膜分離法に関するもので、吸収法に対する公的な研究開発・支援は 2004
年から初めて開始された。RITE では、1997 年から海洋隔離の国際共同プロジェクトを立ち上げ、二酸化
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炭素の希釈技術の開発や環境影響評価を行い、実証実験を計画していたが、環境保護団体等からの反
対により、プロジェクトは足踏み状態を強いられている。 
インパクトアンケートの結果によると、公的寄与が大もしくは中との回答が80％弱と大きく、内容では、公的研
究開発の寄与が大きい。ヒアリング調査においてもアンケート結果を裏付ける結果となっている。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、二酸化炭素排出企業(電力会社、製鉄業など)と回収・隔離をする企業(石油会社など)の活動
を通じて、以下のインパクトを実現すると見られている。 
○ 経済的インパクト 
z 二酸化炭素隔離事業の創出。 
― 年間 1000万ｔ-CO₂の隔離：約 100億～1000億円 
z 二酸化炭素処理費用の低減。 
z 石油の増産、メタンガスの採取(主に海外)。 
○ 社会的インパクト 
z 二酸化炭素削減効果。 
― 年間国内で 1000万ｔ-CO₂の隔離(1カ所：100万ｔ-CO2規模)：2015年頃 
z 京都議定書の遵守。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 貯留地域の環境意識の向上、環境先進地域としての認定。 
z 地球温暖化防止。 
インパクトアンケート調査では、環境分野としては、経済および社会へのインパクトが大きな技術であるとの
結果が得られている。社会的なインパクトは、ヒアリング調査でも明らかになったように非常に大きい。経済的な
インパクトは直接的な市場創出だけでなく、二酸化炭素が削減できることによる経済活動全体へのインパクトの
大きさも表していると考えられる。 
 
(５) 指摘された課題と今後の公的研究開発・支援のあり方に関する意見（参考） 
① 技術的課題 
○ 二酸化炭素の分離・回収および隔離技術のコストの約７割が分離・回収コストであり、コスト削減が必要で
ある。吸収法はかなり完成された技術であるため、膜分離法によるブレイクスルーが期待される。（関係機
関・研究者） 
○ 地中貯留の実現のためには、社会受容性の向上が必要である。技術的には、圧入した二酸化炭素のモ
ニタリング手法の確立や、シミュレーション技術の高度化が求められる。（関係機関・研究者、企業・研究
者） 
○ 地中貯留の実施のためには、地質データの整備が必要である。現状は石油井、ガス井周辺データしか存
在しないため、積極的な整備が求められる。（関係機関・研究者、企業・研究者） 
○ 海洋隔離の実現のためには、技術的には、環境影響評価の高度・精緻化が必要である。（関係機関・研
究者、公的研究機関・研究者） 
② 公的寄与に関する課題 
○ 隔離地点誘致のため補助金政策も考えられるが、原発ほどのリスクはなく、別の方策の方が有用であるこ
とも考えられる。二酸化炭素の回収・隔離技術はノンリグレットな技術ではないため、国による公的な関与
が必須である。(関係機関・研究者) 
○ 実施に向けて国の技術に対するスタンスを明確化し、ただ規模を10倍にするなどではない本当に必要な
研究開発を進めるべきである。（関係機関・研究者） 
○ RITE に一括委託したことにより、キャッチアップによる一応の成果は期待できるが、大学等がプロジェクト
に主体的に関わることができず、基礎研究の広がりが少なくなっている。国家のエネルギー戦略上必須の
技術であり、基盤技術のいくつかは国内技術として抱えておく必要性があると考える。（公的研究機関・研
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究者） 
○ 国の地質調査所を前面に出すことにより、データの信頼性が増し、国際的なコンセンサスが得やすくなる
ことが考えられる。（公的研究機関・研究者） 
○ 貯留地域が環境にやさしい地域として認められるなど、NIMBY 問題を解決するための方策を考え出さな
ければならない。原子力発電所の立地問題に類似した面を持つが、アクシデントが起きた場合のリスクの
レベルが異なるし、コストも掛けられないので、独自の方法を考えていくことが望ましい。（関係機関・研究
者） 
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１．技術動向
（１）二酸化炭素分離・回収および隔離技術の概要
１
ＣＯ2固定発生源
・火力発電所：石炭、石油、天然ガス 等
・製造工程：一貫製鉄所、セメント製造工場、エチレンセンター、
製紙工場 等
・その他：廃棄物焼却炉 等
ＣＯ2 定 生
・火力発電所：石炭、石油、天然ガス 等
・製造工程：一貫製鉄所、セメント製造工場、エチレンセンター、
製紙工場 等
・その他：廃棄物焼却炉 等
ＣＯ2
吸収法
吸着法
膜分離法
膜・吸収ハイブリッド法
パイプライン
船舶
海洋隔離
石油増進回収(EOR)
炭層メタン回収
枯渇油・ガス井
帯水層
分離・回収 輸送 隔離
地中貯留
 
 
１．技術動向
（２）二酸化炭素分離・回収技術
２
■回収技術は排出源と隔離技術を繋ぐ技術であり、排出ガスと隔離方法の特性により、選択すべき最適技術が変化する。
・排出されるガスの分圧
・隔離に適した二酸化炭素濃度：炭層隔離は70%、その他技術は純度が高い方がよい 等
■現在は吸収法(アミン法)が多く用いられているがほぼ完成された技術であるため、今後は膜分離法でのブレークスルーが期
待される。吸着法は大規模化した場合にコストが高くなってしまう。
■どのように分離・回収するかとともに、いつ分離・回収するかという問題も存在する。石炭をガス化し、二酸化炭素と水素に分
離して二酸化炭素は隔離するといった技術開発がなされている。
技術概要 長所 課題
化学的吸収法
化学反応を利用して、CO2を吸収する。再生は加熱
により行う。アミン法と熱炭酸カリ法に大別される。
CO2分圧が低い場合でもCO2吸収
率が高い。
吸収液再生エネルギー
の低減
物理的吸収法
吸収操作は高圧・常温以下で行われ、再生は減圧に
より行われる。吸収液はメタノールやポリエチレングリ
コールのジメチルエーテル溶液など。
減圧による再生が可能なため、必
要とする熱量が少ない。
常圧の排ガス(火力発電
等)への適用
排ガスを多孔質のゼオライトや活性炭などの吸着剤と
接触させ、CO2を物理化学的に吸着させる方法。再
生は過熱もしくは、減圧により行う。
装置が簡単であり、中小規模のプラ
ントに適している。
大規模化、脱湿動力の削
減
膜における個々の気体の透過速度の違いを利用し
て、気体を分離する方法。高分子膜、無機膜、液膜な
どが存在する。
相変化を伴わないため、省エネル
ギーでの回収が可能である。
回収CO2濃度向上のた
めのCO2透過性・分離性
の向上
多孔膜による仕切りの内側で、化学的吸収を行い、減
圧された外側で再生をする方法。
減圧による再生が可能なため、必
要とする熱量が少ない。化学的吸
収法単独より省エネである。
効率的なCO2放散
吸着法
膜分離法
膜・吸収ハイブリッド法
吸収法
● 二酸化炭素分離・回収技術の種類
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１．技術動向
（２）二酸化炭素隔離技術
３
■海洋隔離技術は、環境影響への不安や、ロンドン条約との関係から、実現への見通しが立っていない。
■地中隔離は、EORとして昔から実施され、ノルウェーのSleipner等でも大規模(年間100万t-CO2)に行われているため、実用
化は早いと思われる。
大規模発生源
貯蔵施設
タンカー輸送
パイプライン輸送
地上施設
より圧入
海上施設
より圧入
パイプラ
イン輸送
分離・回収
O2CO2
分離・回収 貯蔵 輸送 圧入
構造性キャップロック
(不透水層)
陸域
地中帯水層
海域
地中帯水層
構造性キャップロック
(不透水層)
CO2
● 二酸化炭素地中貯留の概念図
(出所)財団法人 地球環境産業技術研究機構（RITE）第14回地球環境産業技術動向調査報告会 資料
 
 
１．技術動向
（２）二酸化炭素地中隔離の実現に必要な周辺技術＆環境整備
４
■二酸化炭素の地中隔離の実現のためには、圧入技術だけでなく下記のように様々な技術開発および環境整備が必要であ
る。
■地質データの整備については、時間がかかるためコストと相談しつつ早期に始めなければならない。
二酸化炭素
地中貯留
基礎実験
関連法
(国際・国内)
の整備
エネルギー
収支・
経済性評価
地質調査
モニタリング
手法の開発
実証試験
日本の地質構造は複雑
で、地震も多いため、独
自の実証試験が必要
社会受容性向上のため
これらの取り組みは
不可欠
シミュレーショ
ン技術開発
二酸化炭素排出源付近
の帯水層の状態把握が
必要
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２. 公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
技術の
展開
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1980年代 1990年代 2000年代 2010年代
５
1970年代
地球環境問題の顕在化
米国で、EORのための油井
への二酸化炭素注入開始
1973年 第一次石油危機
米国で、二酸化炭素
使用事業者のための
発電所からの二酸化
炭素回収実施
1977年 海洋隔離に関す
る学術論文(Marchetti)
1997年 京都会議(COP3)
1979年 第二次石油危機
1996年 ノルウェ Sーleipner
での共同研究開始
2000年 カナダWeyburnでのモニタ
リングプロジェクト開始(～2004年)
2003年 米国Future Gen構想発表
2005年 京都議定書発効
二酸化炭素吸着法
二酸化炭素吸収法
二酸化炭素膜分離法
2013年 京都議定書
第二約束期間
(～2018年)
NEDO 接触水素化反応利用
二酸化炭素固定化・有効利用
技術研究開発[1990～1999]
二酸化炭素海洋隔離
NEDO プログラム方式二酸化炭素固
定化・有効利用技術開発[1999～2003]
RITE 二酸化炭素地中貯留
プロジェクト[2000～]
RITE 二酸化炭素海洋隔離
プロジェクト[1997～]
二酸化炭素地中貯留
NEDO 省エネルギー型二酸化炭素
分離・回収技術[2001～2003]
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
６
■二酸化炭素分離・回収および隔離技術に対する公的な寄与は、主に経済産業省およびNEDOから、財団法人地球環境産
業技術研究機構（RITE）への研究委託という形で行われている。
■RITEは、機関内で研究開発を行うと同時に、大学や企業との共同研究や、委託研究を行っている。
■回収技術に対する寄与は主に膜分離法に関するもので、吸収法に対する公的な研究開発・支援は2004年から初めて開
始された。
公的研究開発・支援 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
NEDO　接触水素化反応利用二酸化炭素固定
化・有効利用技術研究開発　[1990～1999年]
（約85億円)
・ 高分子系の分離膜 RITEへの研究委託
・新規二酸化炭素分離膜
NEDO　プログラム方式二酸化炭素固定化・有
効利用技術開発　[1999～2003年]
・ 総合調査研究
・ 基盤技術研究
二酸化炭素の固定化・有効利用技術に合致するテーマの探索調査を
十分に行い、種々の研究開発テーマを順次・並行的にいくつも実施
NEDO　省エネルギー型二酸化炭素分離・回収
技術　[2001～2003年]
（約6000万円)
・ 二酸化炭素分離・回収技術の省エ
ネ化
RITEへの研究委託
・膜・吸収剤ハイブリッド法
・耐水蒸気型化学吸着剤の開発
・CO2分離回収コストの低減
RITE　二酸化炭素海洋隔離プロジェクト
[1997年～]
・ 海洋隔離技術
・ 海洋隔離の環境影響評価
経済産業省の助成金による、RITEにおける研究開発(一部NEDO補助
金)
関西総合環境センターや企業、大学との共同・委託研究
・CO2希釈技術
・環境影響評価技術
RITE　二酸化炭素地中貯留プロジェクト
[2000年～]
・ 地中貯留に関する基礎研究
・ 地中貯留実証研究
・ 地質調査
経済産業省の助成金による、RITEにおける研究開発(一部NEDO補助
金)
官民の研究機関大学、産業界と連携して研究を実施
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１０
技術 インパクト
経済的インパクト
・二酸化炭素隔離事業の創出
[年間1000万ｔ-CO2の隔離：約100億～
1000億円]
・二酸化炭素処理費用の低減
・石油の増産、メタンガスの採取(主に海外)
社会的インパクト
・二酸化炭素削減効果
[年間国内で1000万ｔ-CO2の隔離(1カ所：100
万ｔ-CO2規模）：2015年ころ]
・京都議定書の遵守
国民生活へのインパクト
・貯留地域の環境意識の向上、環境先進地域と
しての認定
・地球温暖化防止
７
関係主体
周辺技術
・安全性評価
・モニタリング
・シミュレーション
二酸化炭素分離・回収
技術
・吸収法
・吸着法
・膜分離法
エネルギー企業
・石油会社
・ガス会社
二酸化炭素排出企業
・電力会社
・製鉄会社
・セメント会社 等
二酸化炭素隔離企業
・エネルギー会社
・専門会社
・共同会社 等
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）インパクト実現プロセス
?
?
?
?
?
?
?
?
?
海洋隔離
地中貯留
EOR
炭層メタン回収
帯水層
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）二酸化炭素削減効果
８
■回収・隔離事業の実現に当たっては、年間1カ所当たり100万ｔ-CO2、国内全体で、1000万ｔ-CO2の隔離が想定されている。
■京都議定書において、日本は1990年ベースで6％の二酸化炭素削減が義務付けられており、そのうちの2％を革新的技術で削減す
ることを想定している。日本の年間二酸化炭素排出量は約12億ｔ-CO2なので、1000万ｔ-CO2の隔離が実現できれば目標値にかな
り近づくことができると考えられる。
植林
原子力
水力・地熱
風力
太陽光
バイオマス
化石燃料転換
省エネルギー
0
50
100
150
200
250
2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100
省エネルギー
化石燃料転換
バイオマス
太陽光
風力
水力・地熱
原子力
石油増進回収
廃ガス田貯留
帯水層貯留
海洋隔離
植林
正味二酸化炭素排出量
基準ケースにおけるCO2排出量
海洋隔離
廃ガス田貯留
帯水層貯留
年
間
の
CO
2排
出
量
お
よ
び
削
減
量
（
億
ト
ン
-C
）
大気中CO2濃度550ppm安定化の為の
正味CO2排出量
(出所)財団法人 地球環境産業技術研究機構（RITE）第14回地球環境産業技術動向調査報告会 資料
● CO2排出量の予測：施策とその効果
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）二酸化炭素回収・隔離技術の経済的評価
９
■二酸化炭素地中貯留のトータルのコストは6,800～7,400円/t-CO2と試算されている（探鉱コストや追加掘削費は必須でないため）。
そのコストの7割が分離・回収コストで圧入のコストは非常に小さい。
■RITEでは、②のように分離・回収技術のコスト低減を図ろうとしている。将来的には、様々な方法で、現在の1/2～1/3のコストを実
現する見通しである。圧力を有するガスからの分離は必要エネルギーが少ないため、コスト的にも安くなっている。
Ｃ
Ｏ ２
分
離
コ
ス
ト
円/t
-C
O
2
Ｃ
Ｏ ２
分
離
動
力
kW
h/
t-C
O
2
1,000
x103
2,000
3,000
4,000
5,000
0.1
0.2
0.3
‘95 ‘05‘00 ‘10
6,000
7,000
吸収法
ハイブリッド法
圧力を有
するガス
大気圧のガス
（燃焼排ガス）
膜法
(出所)財団法人 地球環境産業技術研究機構（RITE）
第14回地球環境産業技術動向調査報告会 資料
② CO2分離コスト・動力の見通し① CO2地中貯留のコスト試算
0
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地中貯留
円
(出所)NEDO「火力発電プラントからのCO2
回収システムに関する調査」1993
分離回収
4900円
輸送
1700円
圧入
200円
探鉱コスト
追加掘削
600円
6,800～7,400円/t-CO2
 
 
４．まとめ
１０
■二酸化炭素は火力発電所等の固定発生源から回収されて隔離される。隔離には海洋隔離と地中
貯留が存在する。海洋隔離は環境影響評価等問題点が多く、地中貯留の方が早期実現が可能
である。技術課題としてはコストの問題が最も大きく、特に分離・回収プロセスのコスト低減が必
須である。吸収法はほぼ完成された技術のため、膜分離法によるブレークスルーが期待される。
隔離に関しては、社会受容性の向上が必要である。
■二酸化炭素の回収・隔離はEORとしてアメリカで始められ、欧米において盛んに進められてきた。
日本においては、回収技術（特に吸収法）は民間ベースで、隔離技術は、財団法人地球環境産
業技術研究機構（RITE)を中心にNEDOや経済産業省の補助金を利用して、研究開発がなされて
きた。ノンリグレットな技術ではないため、公的な研究開発・支援が不可欠である。
■社会受容性向上のためには、技術面だけでなく、法律面の整備や国民の意識の変化（NIMBY問
題の解決）が必要である。また、隔離を実施するためには地質データの整備が必須である。隔離
の実施のためには、国としてこの技術をどう利用するかのスタンスを明確化しなければならない。
（コスト負担方法、負担者等）
■インパクトとして最大のものは、当然二酸化炭素排出量削減による地球温暖化問題への寄与で
ある。1000万t-CO2/年の隔離が実現すれば、京都議定書の削減目標の達成はかなり現実的な
ものになってくると考えられる。経済的なインパクトとしては、二酸化炭素隔離事業の実現ととも
に、二酸化炭素の排出量に関する制限の緩和による経済活動の活発化という影響が大きいと考
えられる。
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４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
①技術課題に関して
■二酸化炭素の分離・回収および隔離技術のコストの約7割が分離・回収コストであり、コスト削減が必要である。吸収
法はかなり完成された技術であるため、膜分離法によるブレークスルーが期待される。（関係機関・研究者）
■地中貯留の実現のためには、社会受容性の向上が必要である。技術的には、圧入した二酸化炭素のモニタリング
手法の確立や、シミュレーション技術の高度化が求められる。（関係機関・研究者、企業・研究者）
■地中貯留の実施のためには、地質データの整備が必要である。現状は石油井、ガス井周辺のデータしか存在しな
いため、積極的な整備が求められる。（関係機関・研究者、企業・研究者）
■海洋隔離の実現のためには、技術的には、環境影響評価の高度・精緻化が必要である。（関係機関・研究者、公的
研究機関・研究者）
②公的寄与に関して
■二酸化炭素の回収・隔離技術はノンリグレットな技術ではないため、国による公的な関与が必須である。（関係機
関・研究者）
■実施に向けて国の技術に対するスタンスを明確化し、ただ規模を10倍にするなどではない本当に必要な研究開発を
進めるべきである。（関係機関・研究者）
■RITEに一括委託したことにより、キャッチアップによる一応の成果は期待できるが、大学等がプロジェクトに主体的
に関わることができず、基礎研究の広がりが少なくなっている。国家のエネルギー戦略上必須の技術であり、基盤
技術のいくつかは国内技術として抱えておく必要性があると考える。（公的研究機関・研究者）
■国の地質調査所を前面に出すことにより、データの信頼性が増し、国際的なコンセンサスが得やすくなることが考え
られる。（公的研究機関・研究者）
■貯留地域が環境にやさしい地域として認められるなど、NIMBY問題を解決するための方策を考え出さなければなら
ない。原子力発電所のような補助金政策も考えられるが、原発ほどのリスクはなく、別の方策の方が有用であるこ
とも考えられる。（関係機関・研究者）
１１ 
 
 287
 
 288
３－７ カーボンナノチューブ・デバイス技術（ナノテクノロジー・材料） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z カーボンナノチューブを研究（発見、創製）する技術。 
z カーボンナノチューブを製造する技術。 
z カーボンナノチューブ・デバイス技術。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（大阪府立大学教授、名古屋大学大学院理学研究科教授、名古屋大学大学院工学研
究科教授）３名 
 
(２) 技術動向 
カーボンナノチューブ（以下、「CNT」と略す）は、ダイヤモンド構造、グラファイト構造、非結晶質構造、フラ
ーレン分子に次ぐ、５番目の固体状炭素物質として 1991 年に日本で最初に発見された（最初の発見は、グラ
フェン・シートが入れ子状に積層された「多層 CNT」）。CNT の発見は偶然であり、発見には高分解能電子顕
微鏡（1971年開発）およびラマン分光法による分析が大きく寄与している。CNTには素材として優れた形状・物
性があり、電気機器分野、医療・計測機器分野等のデバイス応用分野を始め、コンポジット分野、エネルギー
分野等、幅広い分野において新技術実現の可能性がある。 
1993年に1枚のグラフェン・シートを丸めた形状の「単層CNT」が、1998年にはホーン状の形状を持った「カ
ーボンナノホーン」とフラーレンが内包された単層 CNT「ピーポッド」が発見された。これらの CNT は、アーク放
電法（1992年；多層CNTの合成に適す）、レーザ蒸発法（1996年；高純度の単層CNT、カーボンナノホーンの
合成に適す）等によって大量合成が可能となった。また、触媒化学的気相成長法（2000 年；CCVD 法）により、
「カーボンナノコイル」の創製および単層 CNT、多層 CNT・２枚のグラフェン・シートが重なった「２層 CNT」の作
り分けが可能となった。 
デバイス技術としては、1999年にCNTの電子デバイス応用技術の開発、2001年にCNTを電極に用いた小
型燃料電池の開発、2002 年に LSI 化が可能な CNT・トラジスタの動作、2004 年にシリコン基板上での単層
CNTの配列に成功している。また、走査型グローブ顕微鏡探針、ランプ等は既に応用製品化しており、FEDエ
ミッタは数年後の応用製品化に向けて現在、試作段階にある。しかし、IC・LSI・トランジスタ等、集積回路への
応用には、CNTの構造制御、成長制御（位置・長さ・方向の制御、単層・多層の作り分け制御、半導体・金属的
特性制御）等が必要であり、形成率100％の高クオリティCNTの大量合成に向けて製造技術を高めるために、
技術的なブレイクスルーが必要であるとみられている。また、医療分野として、ドラッグ・デリバリ・システムへの
応用化があるが、現段階では基礎検討段階であり、同じくブレイクスルーが必要であるとみられている。 
CNT（多層 CNT）は 1991 年に日本で発見されたが、その後、研究者・研究機関の不足および技術に対する
公的支が不足していた事により、日本は CNT の研究開発で世界に遅れをとった。特に、米国はこの間、ナノテ
ク推進政策により、新素材の発見・大量合成・応用研究を進め、日本との差を広げていった。日本では、1990
年代後半以降、当該技術に対する本格的な公的研究開発が始まり、CNT 研究・製造技術・デバイス技術に寄
与している。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
当該技術に対する本格的な公的研究開発・支援は 1990 年代後半に入ってからである。大学および民間へ
の研究開発資金提供、産学連携による研究開発等により、当該技術の進展に寄与している。当該技術開発に
寄与があったと指摘された公的研究開発・支援について、主なものを以下に示す。 
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(大学や公的研究機関における基礎研究の継続・蓄積) 
○ 「ナノチューブ状物質プロジェクト」（旧科学技術振興事業団、1998年度～2002年度）では、カーボンナノ
ホーンおよび超微細 CNT が発見された。また、ピーポッドの合成が行われた。 
○ 「新世代カーボンナノチューブの創造、評価と応用」（科学技術振興機構、2003 年度～2008 年度）では、
高純度単層 CNT、２層 CNT の創製が行われた。加えて、CNT の電子物性の実験的研究・電子デバイス
への応用に向けた研究が行われた。 
○ CNT の研究には「高分解能電子顕微鏡」、「ラマン分光装置」等の装置が必要であるが、装置開発に過
去の旧文部省科学研究費補助金が役立ったと思われる。 
(産学官連携によるナショナルプロジェクト) 
○ 「炭素系高機能材料技術（フロンティアカーボンテクノロジー）プロジェクト」（経済産業省、1998 年度～
2002年度）は、CNT（多層）の大量合成技術を確立し、国内 36 ヶ所の研究機関にサンプルの提供を行っ
た。 
○ 「ナノカーボン応用製品創製プロジェクト1」（経済産業省、2003 年度～2005 年度）では、CNT の構造制
御・量産技術・物理的化学的機能制御技術に関する研究開発、高性能高信頼のLSIビア配線技術・携帯
機器用燃料電池の電極に適した触媒担持ナノカーボン材料の開発が行われた。 
○ 「カーボンナノチューブFEDプロジェクト1」（経済産業省、2003年度～2005年度）では、FEDエミッタの開
発に向けて、電子放出特性のばらつきを抑制した均質電子源の開発、CNT を用いた FED パネルの実現
を目指した研究開発が行われた。 
インパクトアンケート調査結果では、公的研究開発・支援の寄与度合いは、大と中の合計が回答者の約
78％とナノテクノロジー・材料分野の平均と比較して大きい。また、基礎・応用の寄与が大きく、公的研究開発
が多いとの回答も特徴的である。ヒアリング調査においても同様の見解が得られている。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
カーボンナノチューブ・デバイス技術は、電子機器分野や医療、計測機器分野において、以下の各インパク
トを実現すると期待されている。 
○ 経済的インパクト 
z 新規市場、ビジネスの創出による経済効果。 
― 2010年にディスプレイ市場約 1800億円、集積回路市場約 1200億円 
z 利用産業での、コスト削減、開発期間短縮、製品・サービスの競争力向上（波及効果）。 
z 利用産業での雇用拡大（２万人以上）。 
○ 社会的インパクト 
z 温暖化防止（CO2排出削減）による地球環境負荷軽減。 
z エネルギー消費の大幅削減（省エネルギー）。 
z 医療技術の向上により健康な長寿社会の実現。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 小型電子機器による利便性向上。 
z ユビキタス社会の実現を通じた生活スタイルの変革。 
z 国民の健康維持・向上。 
インパクトアンケート調査結果では、経済へのインパクトが特に大きい（大および中との回答が、82％）との回
答が特徴的である。国民生活へのインパクトが大きいとの回答が比較的少ない（大との回答は 23％）のは、経
済的インパクトが非常に大きいため、相対的に小さく回答したものと考えられる。 
                                                 
1 経済産業省経済活性化プロジェクト「フォーカス21」の一環として実施された。 
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(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 全般的課題 
○ 日本は、CNT を研究している機関が少なく世界に遅れをとっている。日本で最初に、CNT（多層 CNT）が
発見されたものの、それ以降の、新素材の発見・大量合成・応用研究は世界が先行していた。CNT に対
する公的支援は1990年代後半から始まったが、1990年代前半に第一発見者の飯島氏を中心として組織
的に支援されていれば、状況は違ったと思われる。（学識経験者） 
○ CNTの世界は1990年代に日本で始まったが、その後、米国のナノテク推進政策によって、日本は米国に
追い抜かれてしまった。当時、日本には若く優秀な研究者がいたが、ナノカーボンに関する研究開発が
国の政策として実施されることがなかった。（学識経験者） 
② 今後の研究開発・支援のあり方についての意見 
○ ナノテクノロジーとは「設計指針通りに原子、分子を配列し、ナノメートルオーダーの構造物を作り、サイズ
特有の機能を発現させる技術」と定義される。日本では CNT の研究開発に対し上記定義に沿った公的
支援が不足しており、今後、国からの支援を期待する。（学識経験者） 
○ CNT のように、今後新しい研究開発が必要となる時は、行政に対し、現場の研究者の意見を適確に提言
出来るようなシステムを日本に根付かせて欲しい。（学識経験者） 
○ 集積回路等、応用または実用化が先の分野については、基礎研究が途切れる事がない様、継続的な支
援を期待する。一方、センサ・燃料電池等、応用化が早い分野については、国のプロジェクトにより複数
の企業が競争できる環境作りを期待する。（学識経験者） 
○ CNTの応用または実用化に対する公的支援も大事であるが、CNTに続く、次の新しい素材を発見すべく、
サイエンスとしての物性研究に対する公的支援を、少額でも構わないので長く継続的に実施して欲しい。 
（学識経験者） 
○ CNT は発見の歴史である。プロジェクトをやりながら、偶然発見できることもある。発見は偶然であるが、そ
こに至るまでのプロセスは必然である。そのためにも短期的なプロジェクトだけでなく、継続的な公的支援
を期待する。（学識経験者） 
○ 将来を支える青少年が材料科学に興味を持つように、国による施策を従来以上に実施して欲しい。（学識
経験者）
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１．技術動向
（１）優れた素材としてのカーボンナノチューブ
１
≪主な特徴≫
　・極微細性（直径17nm以下の素材）　・結晶完全性　・弾力性（60度程度、曲げても復元する）
　・機械的強度（鉄の６分の１の重さで、100倍の硬度を持つ）・電気伝導性
　・熱伝導性（ダイヤモンドに匹敵）・電子放出能力（低電圧で効率よく電子を放出）
　≪２層カーボンナノチューブ（DWCNT；double-walled CNT）≫
　・２枚のグラフェン・シートが重なったもの
　≪カーボンナノコイル（CNTが螺旋状になったもの）≫
カーボンナノチューブ(CNT；carbon nanotube）
　≪カーボンナノホーン（CNH；carbon nano horn）≫
　・ホーン状の不規則な形状を持ち黒鉛構造の炭素原子面で構成
　・多数のナノホーンが集まり100nm程度の大きさ凝集体を形成
　・表面積が非常に大きく、気体や液体が内部まで浸透し易い
　≪多層カーボンナノチューブ（MWCNT;multi-walled CNT)≫
　・グラフェン・シートが入れ子状に積層されたもの
　≪ピーポッド（フラーレン内包カーボンナノチューブ）≫
　≪単層カーボンナノチューブ（SWCNT；single-walled CNT)≫
　・１枚のグラフェン・シートを丸めたもの
（注）カーボンナノファイバーは、カーボンナノチューブと特徴が異なり、主にコンポジット材料として使用される事が多い。本資料はデバイス技術に焦
点を当てている為、カーボンナノファイバーについては取り扱わないものとする。
カーボンナノファイバー(carbon nanofiber）（注）
≪主な特徴≫
　・直径80～100nmの繊維状素材　 ・高熱伝導性　　・高強度　　・高摺動特性
(出所）各種資料よりＭＲＩ作成  
 
１．技術動向
（２）カーボンナノチューブの歴史
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１．技術動向
（３）カーボンナノチューブの主な合成法
３
（出所）ナノカーボン材料（（独）産業技術総合研究所編）を一部修正
アーク放電法 レーザー蒸発法 化学的気相成長法（CVD法）
単層カーボンナノチューブ 〇（触媒：注１） 〇（触媒：注１） 〇（触媒：注１）
多層カーボンナノチューブ 〇 〇 〇（触媒：注１）
反応温度 3000℃以上 1000～1400℃以上 500～1200℃以上
炭素原料 グラファイト グラファイト 炭化水素
触媒 ＮｉＹ，Ｃｏなど ＮｉＣｏが主 Ｆｅ，Ｃｏ，Ｎｉなど
グラファイト化（注２） 〇 〇 △
炭素不純物（注３） × 〇～△ 〇～△
収量 １日10ｇ １日数ｇ １日数kｇ
特徴
・二つの炭素棒を電極にて放電
・結晶性の高い多層カーボンナノ
　チューブに適す
・炭素棒に金属を混ぜて使用すると
　単層カーボンナノチューブが成長
　（欠陥は少ないが合成量は少ない）
・高純度の単層カーボンナノチューブ
　に適す
・カーボンナノホーンの合成も可能
・単層カーボンナノチューブ、多層
　カーボンナノチューブの両方を
　大量に合成することが可能
・触媒化学的気相成長法（CCVD法
　（注４）では、単層、多層、二層
　カーボンナノチューブの作り分け
　が可能
（注１）触媒の存在下でのみ成長することを意味する 　
（注２）〇（合成によりグラファイト化が可能）、△（結晶性が低く、層がきれいに揃わない。結晶性を高くする為に、不活性雰囲気で2500℃以上の温度で焼成する必要がある）
（注３）〇（炭素不純物を含まない）、△（炭素不純物を含む可能性がある）、×（炭素不純物を含む）
（注４）化学的気相成長法の一種
 
 
１．技術動向
（４）カーボンナノチューブの応用分野
４
分野 基礎検討 試作段階 応用化段階
電子機器
医療・計測機器
コンポジット
（複合材料）
エネルギー
＊☆はカーボンナノチューブ単体で使用するアプリケーションを示す
＊括弧内は、使用が期待される主な素材を示す
参
考 携帯機器向け
小型燃料電池
高分子型帯電防止剤
水素吸蔵
（SWCNT）
電気２重層キャパシタ
(カーボンナノコイル）
集積回路（IC、LSI、トラン
ジスタ、マイクロ配線等）
（DWCNT、ピーポッド）
センサ（バイオ）
光通信・光スイッチ
ドラッグ・デリバリ・システム
（ピーポッド）
SPM（走査型プローグ顕微鏡）探針
自動車用樹脂
電磁波吸収体
燃料電池
（カーボンナノホーン）
リチウム電池（Liイオン電池負極）
（MWCNT）
FEDエミッタ
（DWCNT、MWCNT）
☆
☆ ☆
☆
センサ（ガス・振動）
ランプ
（SWCNT）
（出所）各種資料よりＭＲＩ作成
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
３
周辺環境
技術の
展開 研究技術
MWCNT大量
生成［1992～］
SWCNT大量
生成［1996～］
製造技術
デバイスや素材に
加工・装飾する技術
MWCNT
発見［1991］
SWCNT
発見［1993］
デバイスや素材に加工・装飾する技術
公的研究開発
・支援（主要）
CNH発見
［1998］
ナノテクノロジープログラム
５
MWCNT
の発見
［1991］
高分解能
電子顕微
鏡
の開発
［1971］
DWCNT
創製
カーボンナノコイ
ル創製［2000］
文部省科学研究費補助金 特定領域研究
「フラーレン・ナノチューブネットワーク」
[1998年度～2000年度]
研究費補助金 重点領域
研究 「炭素クラスター」
[1993年度～1996年度]
経済産業省
NEDO、産総研
「ナノカーボン技
術プロジェクト」
[2002年度]
旧文部省科学研究費補助金
「高分解能電子顕微鏡」及び
「ラマン分光装置」の設置
ピーポッド
発見［1998］
DWCNT大量
合成[2002]
科学技術振興機構 「ナノチューブ状物質
プロジェクト」[1998年度～2002年度]
経済産業省 NEDO、産総研
「ナノカーボン応用製品創製
プロジェクト」[2003年度～
2005年度](Focus21)
経済産業省 NEDO
「カーボンナノチューブ
FED プロジェクト」[2003
年度～2005年
度](Focus21)
科学技術振興機構
「新世代カーボンナノ
チューブの創造、評価と
応用」
[2003年度～2008年度]
ピーポッド
合成[2000]
・国防総省、ナノテクを戦略研究分野に掲げる[1997]
・大統領の科学顧問が、議会公聴会でナノテクの重要性を強調[1998]
・国家科学技術会議、ナノテクに関するワーキンググループ設置[1999]
・クリントン大統領、ナノテク分野での主導権確保を目指した「ナノテク
ノロジーイニシアチブ」政策を発表[2000]
経済産業省
NEDO、産総研
「炭素系高機能材料
技術（フロンティア
カーボンテクノロジー）
プロジェクト」
[1998年度～2002年度]
≪米国≫ナノテク推進政策
により、新素材の発見・大量
合成・応用研究が進む
≪日本≫研究者不足および
技術に対する公的支援が不足
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
６
公的研究開発・支援 委託大学・企業等 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
経済産業省　NEDO、産総研
「炭素系高機能材料技術（フロン
ティアカーボンテクノロジー）
プロジェクト」[1998年度～2002年
度]（全体で約66億円）
産総研、昭和電工
（全11技術開発のうち当該技術
のみ）
ナノチューブ合成技術の開発（物質創製
技術の開発）
・カーボンナノチューブの大量合成技術の確立
　-200g/Hrの大量合成技術の確立
　-MWCNTのサンプル提供と各種応用分野での用
　途探索、実用化研究（国内36件のサンプル配布
　フラットパネルディスプレイへの応用）
経済産業省　NEDO
「ナノカーボン技術
　　　　　　　　プロジェクト」
[2002年度]（約6.6億円）
①単層カーボンナノチューブの構造制
　御並びに合成技術を開発
②物理的・化学的機能並びに電気的
　機能の相関を明らかにし、それら
　機能の制御技術を開発
・本事業の成果全般は、「ナノカーボン応用
　製品創製プロジェクト（フォーカス21）」
　において活用
経済産業省　NEDO
「ナノカーボン応用製品創製
プロジェクト（フォーカス21）」
[2003年度～2005年度]
（2003年度は約12億円）
①構造制御・量産技術の開発
②物理的・化学的機能制御技術（携帯
　機器用燃料電池の電極に適した触媒
　担持ナノカーボン材料）の開発
③電気的機能制御技術（高性能、
　高信頼のLSIビア配線技術）の開発
④構造評価技術の開発
⑤技術の体系化
・構造制御・量産技術、物理的・化学的機能制御
　技術に関する研究開発の推進
・従来よりも小型大出力した携帯機器用燃料電池
　を試作し、携帯電話ならびにノートパソコンの
　動作実証に成功
・CVD法を用いてビアホール内にナノチューブを
　選択配向成長する技術の開発に成功
経済産業省　NEDO
「カーボンナノチューブFED
プロジェクト（フォーカス21）」
[2003年度～2005年度]
（2003年度は約7億円）
ファインセラミックス技術研究
組合、三菱電機、
ノリタケカンパニーリミテド、
旭硝子、日立ディスプレイズ
①均質電子源の開発
②パネル化及びディスプレイ性能評価
　の開発
・CNT膜の均質化技術、表面処理技術、微細エミ
　ッタ作製技術等の均質電子源の開発が推進
・パネル化技術の開発、ディスプレイ性能評価
　技術の開発が推進
旧科学技術振興事業団
「ナノチューブ状物質
　　　　　　　　プロジェクト」
[1998年度～2002年度]
ＮＥＣ筑波研究所、
名城大学、
ＣＮＲＳエミー・コットン研究
所（仏）
カーボンナノチューブの生成メカニズム
や物性等に関する研究開発
・カーボンナノホーンの発見
・超微細カーボンナノチューブの発見
・ピーポッドの合成
科学技術振興機構
「新世代カーボンナノチューブ
　　　　　の創造、評価と応用」
[2003年度～2008年度]
名古屋大学、青山学院大学、
東北大学、富士通、
東レ、東レリサーチセンター
新世代カーボンナノチューブ（高純度・
高品質のSWCNT、MWCNT、DWCNT）の創製、
評価、電子物性の実験的・理論的研究及
び電子デバイス応用に向けた研究開発
・ピーポッド、高純度単層・DWCNTの創製
・新規CNTの電子物性の理論的研究の推進
・新規CNT・ピーポッド物質の電子物性の実験
  的研究及び電子デバイスへの応用の推進
ファインセラミックスセン
ター、
産総研、東レ、日本電気、
三菱重工業、
ＧＳＩクレオス、
産業創造研究所、日機装、
富士通、三菱レイヨン、
ＮＯＫ、長崎大学、
山形大学、九州大学、
千葉大学
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）応用分野へのカーボンナノチューブ普及イメージ１
７
1990 2000 2005 2010 2015
実用化時期（年）
数nmの範囲内で
位置を制御し１本
単位で形成する
基礎研究
カーボン・
ナノチューブ発見
（1991年）
触媒CVD法が
広がり始める
実
用
化
の
課
題
と
用
途
の
広
が
り
大きさを数％の誤差
で制御し結晶方向
をそろえる
数μmの範囲内で位置
や方向を制御し数百本
以上で形成する
集積回路、
ドラッグ･デリバリ・システム
光通信・光スイッチ
センサ（ガス・振動）
FEDエミッタ
ランプ
SPM探針
（出所）NIKKEI ELECTRONICS よりＭＲＩ作成
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）応用分野へのカーボンナノチューブ普及イメージ２
８
SPM探針は既に実用化。集積回路、ドラッグ・デリバリ・システムへの応用は、
構造制御技術・量産技術・成長制御技術等に対するブレイクスルーが必要と思われる。
分野 用途 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2015年以降
電子機器 FEDエミッタ
ランプ
センサ（ガス、振動）
光通信・光スイッチ
集積回路
医療/計測機器 SPM 探針
ドラッグ・デリバリ・システム
コンポジット 高分子型帯電防止剤
電磁波吸収体
自動車用樹脂
エネルギー 燃料電池
リチウム電池
電気2 重層キャパシタ
水素吸蔵
＊緑色は、実用化時期
参
考
（出所）矢野経済研究所資料よりMRI作成  
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
技術開発対象素材 利用分野 インパクト
≪参考≫（コンポジット（複合素材）分野）
・高分子型帯電防止剤
・電磁波吸収体
・自動車用樹脂 等
≪参考≫（エネルギー分野）
・燃料電池の極電
・リチウム電池の長寿命化
・電気２重層キャパシタ
・水素貯蔵 等
経済的インパクト
・新規市場、ビジネスの創出による経済効果
≪数値は2010年予測≫
ディスプレイ市場 約１８００億円
集積回路市場 約１２００億円
（参考）
燃料電池市場 約１２００億円
リチウム電池市場 約１５００億円
（出所）野村総合研究所池澤氏の試算による
・利用産業での、コスト削減、製品・サービス
の競争力向上（波及効果）
・利用産業での雇用拡大（２万人以上）
等
社会的インパクト
・温暖化防止（CO2排出削減）による地球環境負
荷軽減
・エネルギー消費の大幅削減（省エネルギー）
・医療技術の向上により健康な長寿社会の実現
等
国民生活へのインパクト
・小型電子機器による利便性向上
・ユビキタス社会の実現を通じた生活スタイル
の変革
・国民の健康維持・向上
等
≪医療・計測機器分野≫
・SPM（走査型プローグ顕微鏡）探針
・ドラッグ・デリバリ・システム 等
９
≪電子機器分野≫
・FEDエミッタ（フラットパネルディスプレイ）
・ランプ
・センサ（ガス・振動）
・光通信、光スイッチ
・集積回路（IC、LSI、トランジスタ、
マイクロ配線等） 等SWCNT
MWCNT
DWCNT
ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉﾎｰﾝ
ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉｺｲﾙ
ピーポッド
カーボンナノ
チューブ
 
技 術
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（４）電子機器（デバイス）分野における当該技術の利用とインパクト実現プロセス（１）
１０
素 材
カーボン
ナノチューブ
開発対象
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
開発の背景
2010年のFEDディスプレイ市場は
約1800億円
利用産業での、コスト削減、
製品・サービスの競争力向上
ブロードバンド化の急速な進展
次世代ディスプレイに対する需要の拡大
低
消
費
電
力
の
薄
型
平
面
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
が
実
現
性能の向上
薄型化
軽量化
エネルギー消費の大幅削減（PDP、
LCDに比べて2～4倍の発光効率
があり、約6割の大型ディスプレイ
がFEDに置き換わることにより、年
間33億kWhの省エネ効果が期待さ
れる）
低消費電力化
利用産業での雇用拡大
FED（フィールドエミッションディスプレイ）用電子源
CNT膜の均質化技術
表面処理技術
微細エミッタ作製技術
電子放出特性のばらつ
きを抑制した均質電子
源の開発
パネル化技術の開発
ディスプレイ性能評価
技術の開発
CNTを用いたFEDパネ
ルの実現
高輝度・
高画質化
低コスト化
消費エネルギーの大幅削減による環境負荷低減
消費者の「軽薄短小」志向
２層カーボン
ナノチューブ
多層カーボン
ナノチューブ
温暖化防止（CO2排出削減）による
地球環境負荷軽減
薄型平面ディスプレイの実現によ
り、日常生活における快適性・利
便性向上
高精細テレビの普及拡大
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技 術
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（５）電子機器（デバイス）分野における当該技術の利用とインパクト実現プロセス（２）
１１
素 材
カーボン
ナノチューブ
開発対象
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
開発の背景
2010年、既存のDRAMを代替
して創りだされる市場規模は
約1200億円
利用産業での、コスト削減、
製品・サービスの競争力向上
利用産業での雇用拡大
集積回路（IC、LSI、トランジスタ、マイクロ配線等）
構造制御技術
量産技術
消費者の「軽薄短小」志向
２層カーボン
ナノチューブ
ピーポッド
小型電子機器による利便性向上
消費エネルギーの大幅削減による環境負荷低減
所望の位置/長さ/方
向を制御する技術
単層/多層制御技術
半導体/金属的特性
制御技術
直径制御技術
素子作製要素技術
成長制御技術
エネルギー消費の大幅削減
温暖化防止（CO2排出削減）による
地球環境負荷軽減
ユビキタス社会の実現を通じた
生活スタイルの変革
高輝度・
高画質化
性能の向上
構造制御技術、
量産技術、
成長制御技術等
に対する
ブレイクスルー
が必要
軽量化
低消費電力化
低コスト化
 
４．まとめ
１２
■CNTには素材として優れた形状・物性があり、電気機器分野、医療・計測機器分野等のデバイ
ス応用分野を始め、コンポジット分野、エネルギー分野等、幅広い分野において新技術実現の
可能性がある。
■CNTは高分解能電子顕微鏡およびラマン分光法による分析により、1991年に日本で最初に発
見されたが、その後、研究者・研究機関の不足および技術に対する公的支援が不足していた事
により、日本はCNTの研究開発で世界に遅れをとった。特に、米国はこの間、ナノテク推進政策
により、新素材の発見・大量合成・応用研究を進め日本との差を広げていった。
■当該技術に対する本格的な公的研究開発、支援は1990年代後半に入ってからである。大学お
よび民間への研究開発資金提供、産学連携による研究開発等により、当該技術の進展に寄与
したとみられる。
■今後は、応用または実用化が早期に見込まれる分野に対する公的支援をする一方で、応用ま
たは実用化が先の分野については、基礎研究が途切れる事がない様、継続的な支援が期待さ
れる。
■インパクトとしては、ディスプレイ市場・集積回路市場・医療市場（デバイス応用分野以外として
燃料電池市場・リチウム電池市場等）における新規ビジネスの創出、雇用拡大等（経済的イン
パクト）および、エネルギー消費の大幅削減、長寿社会の実現等（社会的インパクト）がある。
国民生活へのインパクトとしては、小型電子機器による利便性向上、国民の健康維持・向上等
がある。
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４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
②今後の研究開発・支援のあり方についての意見
■ナノテクノロジーとは「設計指針通りに原子、分子を配列し、ナノメートルオーダーの構造物を作り、サイズ特有の
機能を発現させる技術」と定義される。日本ではCNTの研究開発に対し上記定義に沿った公的支援が不足して
おり、今後、国からの支援を期待する。（学識経験者）
■CNTのように、今後新しい研究開発が必要となる時は、行政に対し、現場の研究者の意見を適確に提言出来る
ようなシステムを日本に根付かせて欲しい。（学識経験者）
■集積回路等、応用または実用化が先の分野については、基礎研究が途切れる事がない様、継続的な支援を期
待する。一方、センサ・燃料電池等、応用または実用化が早い分野については、国のプロジェクトにより複数の
企業が競争できる環境作りを期待する。（学識経験者）
■CNTの応用または実用化に対する公的支援も大事であるが、CNTに続く、次の新しい素材を発見すべく、サイエ
ンスとしての物性研究に対する公的支援を、少額でも構わないので長く継続的に実施して欲しい。（学識経験
者）
■CNTは発見の歴史である。プロジェクトをやりながら、偶然発見できることもある。発見は偶然であるが、そこに至
るまでのプロセスは必然である。その為にも短期的なプロジェクトだけでなく、継続的な公的支援を期待する。
（学識経験者）
■将来を支える青少年が材料科学に興味を持つように、国による施策を従来以上に実施して欲しい。（学識経験
者）
１３
①全般的課題
■日本は、CNTを研究している機関が少なく世界に遅れをとっている。日本で最初に、CNT（MWCNT）が発見され
たものの、それ以降の、新素材の発見・大量合成・応用研究は世界が先行していた。CNTに対する公的支援は
1990年代後半から始まったが、1990年代前半に第一発見者の飯島氏を中心として組織的に支援されていれば、
状況は違ったと思われる。（学識経験者）
■ CNTの世界は1990年代に日本で始まったが、その後、米国のナノテク推進政策によって、日本は米国に追い抜
かれてしまった。当時、日本には若く優秀な研究者がいたが、ナノカーボンに関する研究開発が国の政策とし
て実施されることがなかった。（学識経験者）
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３－８ 高温超伝導材料（ナノテクノロジー・材料） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 超伝導現象は、極低温で電気抵抗がゼロになる現象であり、これを利用して、強磁場発生や送電等
への様々な応用が期待される。 
z 中でも、臨界温度が液体窒素（77.3K）以上の高温超伝導材料は、液体窒素が豊富で安価であるこ
と等から、幅広い実用応用が期待されている。 
z 高温超伝導材料として、ビスマス系酸化物（臨界温度 110～125K）は、臨界局面が広い、冷却方式
の適用範囲が広い、運転温度が高い、臨界磁場が高いという特徴から最も実用応用が期待される。
イットリウム系酸化物は、加工が難しいことや臨界電流密度を高めることが困難であることから応用が
進んでいない。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（芝浦工業大学工学部教授）1名 
z 民間研究機関（電力中央研究所）1名 
z 企業（電線メーカー）1名 
 
(２) 技術動向  
超伝導現象は 1911年にオランダで発見されたが、日本では 1960年～1970年代における旧電子技術総合
研究所での Nb 系の超伝導材料等の発見があった。但し、従来の超伝導材料は、臨界温度が液体ヘリウム
（4.2K）以下のものが必要であり、液体ヘリウムが高価で希少であることから、研究用超伝導磁石や医療用およ
び分析用の MRI/MRS 等に利用が限られていた。 
1986年、IBM チューリッヒ研究所にてランタン系酸化物による超伝導材料（臨界温度：30K付近）が発見され、
東京大学工学部等での追試や別の材料系での発見を受けて、この分野の研究に全世界で短期間に研究者
が殺到した。１987 年には、ヒューストン大学で臨界温度 92K というイットリウム酸化物による超伝導材料が発見
された。その後、イットリウム系酸化物、またビスマス系酸化物など、臨界温度が液体窒素（77.3K）以上の高温
超伝導材料が次々に発見され、豊富で安価な液体窒素の利用が可能であることから、幅広い実用応用が期
待されるようになった。イットリウム系高温超伝導材料は、５-10T の高磁場でも大きな臨界電流を流すことが短
尺で基礎的な実験から確認されており、強磁場を発生する機器応用の面で大きく期待されている。 
一方、1988 年に発見されたビスマス系酸化物による高温超伝導材料（臨界温度 110～125K）は、臨界局面
が広い、冷却方式の適用範囲が広い、運転温度が高い、臨界磁場が高いという特徴から最も実用応用が進ん
だ。1990 年代末～2000 年代にかけては、材料開発に加え、主に企業が主体となって線材化技術、薄膜化技
術および量産技術（加圧焼成法等）が開発され、応用製品の開発も進んだ。中でも超伝導送電への応用は、
線材の開発を経て超伝導ケーブルの実証段階に至っている（100ｍケーブル実証試験の 1998～2002 年での
実施を経て、2001年より 500ｍケーブル実証試験を行っている）。 
その他の産業応用としては、前述の医療用および分析用の MRI/MRS に加え、高磁場応用（分離、磁配向
等）、超伝導電力機器（発電機、モーター、変圧器、リニアモーター、限流器）、超伝導軸受け（フライホイール、
磁気軸受け）、エレクトロニクス（超伝導 LSI 技術）等への応用を目指して多くの研究が取り組まれている。日本
は学術・基礎研究では世界をリードしているが、応用段階では、欧米のベンチャー企業が研究開発のための
資金調達で有利と言われており、日本のリードが縮小する可能性がある。 
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(３) 公的研究開発・支援の位置づけ 
当該技術開発に寄与があったと指摘された公的研究開発・支援について、主なものを以下に示す。 
(大学や公的研究機関での原理・現象の発見) 
○ 大学・公的研究機関等における研究開発が高温超伝導材料技術開発全般に寄与した。具体的には東
京大学工学部においてランタン系酸化物による超伝導材料が発見され（1986）、また金属材料研究所で
はビスマス系酸化物による高温超伝導材料が発見された（1988）。 
(民間で実施される応用・実用化試験への資金提供) 
○ ビスマス系材料製造技術開発：無利子融資（旧科学技術振興事業団、1991～1995）では、大学・公的研
究機関において材料製造技術開発（結晶開発等）が行われた。またメーカーへの資金提供によりビスマ
ス系材料製造技術開発がなされた。 
○ 地域コンソーシアム・プロジェクト（経済産業省）はメーカーへの資金提供により、応用製品として、800kVA
や 1MVAの変圧器の開発がなされた。 
(産学官連携によるナショナルプロジェクト) 
○ 国際超電導産業技術研究センターでは、多くの産業から企業出身者を受け入れながら（集中研方式）、
研究開発が行われ（経済産業省/NEDO、1988～）、これまでに超伝導バルク、超伝導線材、及び超伝導
素子に関して材料としての性能を向上させてきた。また、メーカーへの資金提供により線材化技術開発に
おいて、基盤技術開発を行うとともに、累計 300 名程度の企業からの出向者の基礎的な研究能力を高め、
各社の技術力向上に貢献したとされる。 
(実証試験) 
○ 交流超伝導電力機器基盤技術研究開発（経済産業省/NEDO、2000～2004）では、ケーブル技術の要素
技術開発（接続部分、冷却等）がなされた。また、メーカーへの資金提供により 30ｍケーブルのモデル試
験および 500ｍケーブルの実証試験がなされた。 
インパクトアンケート調査結果では、公的研究開発・支援の寄与度合いは、「大」と「中」の合計が回答者の約
80％強であり、大きい。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、超伝導ケーブル（送電用）としての利用が産業的に最も大きなインパクトが期待されるほか、超
伝導マグネットおよび応用製品、超伝導変圧器・限流器としての利用も期待される。当該技術は多様な応用が
期待されるが、以下では、プロトタイプ段階以降の主要なもの示す。 
超伝導ケーブル（送電用）としては、電力会社、大規模電力需要化による都市部の地下空間利用等による
送電線更新が期待される。超伝導マグネットおよび応用製品としては、半導体産業でのシリコン単結晶の超伝
導マグネット引上げ、産業プラントにおける超伝導モーターの利用、および下水道インフラ等での工場廃水や
湖沼等の水浄化（物質分離等）での利用が期待される。また電力会社、鉄道、工場等での変圧器 （800kVA、
1MVA）や限流器の利用が期待される。さらに低温超伝導材料で一部実用化している分析・医療用機器として
は医療機関での医療用診断機器（MRI：核磁気共鳴画像診断、SQUID：心臓・脳等の磁気診断）および航空
機産業・原子力プラントでの非破壊検査センサ（SQUID）としての利用が期待される。これらの各分野での利用
を通じて、当該技術は以下のインパクトの実現が期待されている。 
○ 経済的インパクト 
z 超伝導ケーブル市場（当面は米国市場が有望、今後 10 年で全米の電力ケーブル更新費用は総額
約10兆円であり、超伝導利用の可能性が存在する。なお、日本のケーブル更新は約20年後に立ち
上がる見通しである）。 
z 送電ロス低減によるエネルギーコスト節約（日本全国に超伝導ケーブルを張り巡らすと、年間約3700
億円の節約となる）。 
z 超伝導マグネットおよび応用製品、超伝導線材市場の創造（ビスマス系線材市場：国内約 500 億円、
世界約600億円との予測がある）。 
z 鉄道、産業プラント等のエネルギー効率化によるコスト低減。 
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z シリコンの品質向上による半導体製品の高付加価値化。 
○ 社会的インパクト 
z 送電ロス低減や産業・輸送等でのエネルギー効率化による省エネ効果・CO2削減効果（日本全国に
超伝導ケーブルを張り巡らすと、年間約 1570万ｔ CO2削減が可能）。 
z 都市稠密地域における空間有効利用・電磁波影響削減。 
z 排水や湖沼の汚染除去による環境改善。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 送電コスト低減が電力料金低減に反映される際の、家計のゆとり向上（生活の質向上）。 
z 画像診断等の高度化による健康向上（一部実現）。 
インパクトアンケート調査結果では、経済的インパクトとともに社会的インパクトが大きいと見られる（「大」およ
び「中」との回答が、約80％弱）。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 全般的課題  
○ 超伝導材料の研究は応用フェーズに入ってきており、国は企業が技術開発を進めるべきとするが、企業
側から見ると応用から開発にかけてギャップがあり、企業のみでは継続困難である。電力搬送用の超伝導
ケーブルは、当面国内の地中ケーブルの新規・更新需要が見込めないため、米国等の海外の送配電計
画プロジェクトへの参加がなされている。応用研究段階に入ると欧米のベンチャー企業には機動力があり、
製品を販売する前に自社株を公開することで研究資金を得ている。日本の企業では、一部の大企業の中
でリスクを自社内で抱えながら研究開発が進められている現状にある。このようなリスクの大きい技術開発
では、インパクト実現のため、応用段階以降、信頼と実績を得て市場創出まで、NEDO 等の国のプロジェ
クトがこれを補う必要がある。（学識経験者、企業・マネージャー） 
○ 当該技術の市場への導入をしやすくするために、50Hz/60Hz 間での系統連携、IT 機器等での利用を考
えた直流での送電などの、電力利用の全般的なしくみの見直しや、整備を国が主導して進めるべき。（企
業・マネージャー） 
② 今後の研究開発・支援のあり方についての意見 
○ 超伝導材料による送電線は、近い将来には国内にユーザーがおらず、また、10 年間を費やす長期的な
研究開発テーマである。しかし、現在、経済産業省では、１～２年後に実用化をねらう短期的な研究テー
マが実施される傾向にある。全ての技術を同じスケールによって評価して、プロジェクトを実施していくの
は適切ではない。超伝導材料のように、実用化に長期間費やすプロジェクトは、別のスケールで判断する
ようにプロジェクトのターゲットの適正化をはかるべきである。（民間研究機関・マネージャー） 
○ 日本の公的研究開発・支援は、基礎は文部科学省、応用は経済産業省、利用は国土交通省等と、直線
的な研究開発段階ごとにばらばらになされている。米国では、これらを垂直的に統合したプロジェクトが、
DOD、DOE、NIH 等で、また同一省庁でも複数、並行して進められている。日本でも、このようなプロジェ
クト（当該分野では、大学・公的研究機関、線材メーカー、冷凍機メーカー、電力会社等の参加した体制）
を、必要なら多数並行し、競合的に実施していくことが望ましい。（企業・マネージャー） 
○ 予算の目的外使用ができないため、貴重な装置の有効活用が遮断された。柔軟なプロジェクト運営体制
が望まれる。（学識経験者） 
○ 公募選定プロセスで、大企業の国家プロジェクトを担当している部署がきれいな企画書を書いてしまうと、
他の企業が受注できず、プレゼンテーション能力が高い企業に資金が行くことになってしまう問題がある。
（学識経験者） 
○ 日本の国のプロジェクトは間接費が認められず、これが認められる米国よりも厳しい。また、結果として成
功する形が求められるが、本来成功確率が低いため国の支援の意義がある。国のプロジェクトは、米国の
ようにチャレンジを認める余地を多くすべき。（企業・マネージャー）
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１．技術動向
（１）技術概念（高温超伝導材料の概念と応用期待）
１
従来の超伝導：
臨界温度が液体ヘリウム（4．2K）
金属系超伝導材料
Ｎｂ3Sn：臨界温度18．3K
（国際競争力）
・日本は学術・基礎研
究では世界をリード
・応用段階では、日本
のリードが縮小（欧米
のベンチャー企業が
研究開発資金調達で
有利）
超伝導：
極低温で、電気抵抗がゼロになる現象
等
高温超伝導（1986発見）：
臨界温度が液体窒素（77．3K）
以上
幅広い実用応用が可能
液体ヘリウムは全量輸入、
価格高（約1000円/ｌ程度）
金属系超伝導材料
ＮｂＴｉ：臨界温度9．5K 等
ビスマス系高温超伝導材料
（Bi-2223：Bi2Sr2Ca2Cu3O10)
：臨界温度110K
希土類系超伝導材料
：臨界温度～93K
液体窒素は豊富、
価格安（約50円/ｌ程度）
ビスマス系高温超伝導材料
の特徴：
・超伝導が生じる範囲が幅広い
（温度、磁場、電流密度）
・冷却方式が幅広い
・運転温度が高い
（超伝導現象が安定）
応用が限定される
（軍事、特殊医療等） （応用期待）
電気抵抗ゼロ・強磁場発生
による多様な応用が期待
・送電
・電磁石、モーター、発電機
・産業装置
・医療装置
・リニアモーターカー
・電力貯蔵
・エレクトロニクス・デバイス
等
高電流密度線材としてケーブル
への応用等
産業応用が最も期待される
 
 
１．技術動向
（２）技術の詳細（技術体系と各技術の特徴等）
技術体系
線材応用
薄膜応用
（エレクトロニクス）
超伝導コイル応用
バルク応用
開発状況等導入先
・超伝導ケーブル
（送電）
・核磁気共鳴
（MRI,MRS)
・超伝導電力機器
（発電機、モーター、変圧器、
リニアモーター、限流器）
・超伝導軸受け
（フライホイール、磁気軸
受け）
・磁気シールド
送電用の超伝導ケーブルは実証段階にあり、産業的に最も大きなインパクトが期待される。
・電力会社等
・医療
・各種分析
・高磁場応用
（分離、磁配向等)
・鉱業、化学、
鉄鋼、下水道等
・発電所、産業プラント、
熱供給事業者、電力会社、
工場・倉庫内移動、輸送等
・電力会社、大型プラント、
熱供給事業者 等
・高磁場応用対象等
・超伝導LSI技術
（ロジック回路、交換回路）
・アナログ応用
（フィルタ、ミクサ）
・センシング（SQUID）
・ペタフロップス計算機、
大型LAN/WANユーザー
・移動体通信、宇宙開発、
気象観測等
・品質管理、医療、地質探査等
・実証段階
・産業的に最も大きな
インパクトを期待
・実用化段階
・概ねプロトタイプ段階～
実証段階（※）
・要素研究段階
・要素研究段階
・実証段階（※）
・概ねプロトタイプ段階～
実証段階（※）
・実証段階
※：一部海外で実用化あり ２ 
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
技術
の展開
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1980年代 1990年代 2000年代
超伝導材料
発見（1911、
オランダ）
制度等の対応
1960～70年代 将来
省エネへの応用期待
戦前
高温超伝導材料
発見（～40K)
（1986）
交流超伝導電力機器
基盤技術研究開発（経
済産業省/NEDO）
（2000～2004）
米国、韓国
プロジェクト参加
超伝導工学研究所→国際超伝導産業
技術研究センターの研究開発：集中研
方式（経済産業省/NEDO）（1988～）
システム化技術
地域コンソーシアム：
変圧器開発（経済産業省）
環境問題への応用期待
・日本の送電ケーブル更新需要は2020年以降立上げ
・米国の送電ケーブル更新需要は2010年にピークへ
ケーブルの都市敷設等
の社会的受容性、制度対応等
変圧器（800kVA、1MVA）
30ｍケーブ
ル
高温超伝導材料（～９
0K) （1987）ＹＢＣＯ系
高温超伝導材料（110～
125K)
（1987）ビスマス系等
粉末技術 線材化技術
薄膜化技術
500ｍケーブル
実証試験
（2001～）
量産技術（加圧焼成法等）
電総研でのNb系
超伝導材料発見
等
ビスマス系材料製造技術
開発：無利子融資（JST ）
（1991～1995）
企業における製品開発
100ｍケーブル
実証試験
(1998～2002）
マグネットおよび応用製品（分
利用磁石、シリコン引上げ用
磁石等）
分析・医療用機器等
（MRI、SQUID等）
３
大学・公的研究機関等における研究開発（金属材料研究所でのﾋﾞｽﾏｽ系高温超伝導材料発見等）
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
資金提供以外による寄与 メーカーへの資金提供による寄与
大学・公的研究機関等における
研究開発 高温超伝導材料
金属材料研究所によるビスマス系高
温超伝導材料発見
線材化技術 線材化に関する基盤技術
企業の研究者の基礎的
な研究能力
集中研方式により累計300名程度の企
業からの出向者を輩出し、各社の技術
力向上に貢献
交流超伝導電力機器基盤技術
研究開発（経済産業省/NEDO）
（2000～2004）［2000年度6.9億
円］
ケーブル技術 要素技術開発（接続部分、冷却等） 30ｍケーブルのモデル試験500ｍケーブルの実証試験
ビスマス系材料製造技術開発：
無利子融資（JST）（1991～
1995） 材料製造技術
大学・公的研究機関参加（結晶開発
等）
ビスマス系材料製造技術開発：無利
子融資
地域コンソーシアム：変圧器開発
（経済産業省） 変圧器開発 800kVA、1MVAの変圧器開発
超伝導工学研究所→国際超伝
導産業技術研究センターの研究
開発：集中研方式（経済産業省
/NEDO） （1988～）［毎年約100
～200億円程度］
寄与の形態・内容等（主要例）公的研究開発・支援 寄与の対象
４
材料発見への公的研究機関への寄与、リスクの大きい製品開発や実証試験への公的資金支援の寄与等が見られた。
 
 303
超伝導材料技術
・ビスマス系高温
超伝導材料等
技術 利用領域
インパクト
超伝導ケーブル（送電用）
＜電力会社、大規模電力需要化＞
・都市部の地下空間利用等による送電線更新
超伝導マグネットおよび応用製品
＜半導体産業＞
・シリコン単結晶の超伝導マグネット 引上げ
＜産業プラント＞
・超伝導モーター
＜下水道インフラ等＞
・工場廃水や湖沼等の水浄化（物質分離等）
経済的インパクト
・超伝導ケーブル市場（当面は米国市場が有望、
今後10年で全米の電力ケーブル更新総額約10
兆円として超伝導利用の可能性、日本のケーブ
ル更新は約20年後に立ち上がる見通し）
・送電ロス低減によるエネルギーコスト節約（日
本全国に超伝導ケーブルを張り巡らすと、年間
約3700億円の節約）
・超伝導マグネットおよび応用製品、超伝導線
材市場の創造（ビスマス系線材市場：国内約
500億円、世界約600億円との予測あり）
・鉄道、産業プラント等のエネルギー効率化に
よるコスト低減
・シリコンの品質向上による半導体製品の高付
加価値化
等
社会的インパクト
・送電ロス低減や産業・輸送等でのエネルギー
効率化による省エネ効果・CO2削減効果（日本
全国に超伝導ケーブルを張り巡らすと、年間約
1570万ｔCO2削減）
・都市稠密地域における空間有効利用・電磁波
影響削減
・排水や湖沼の汚染除去による環境改善
等
国民生活へのインパクト
・送電コスト低減が電力料金低減に反映される
際の、家計のゆとり向上（生活の質向上）
・画像診断等の高度化による健康向上 等
（下線は実現したもの、他は今後期待されるもの）
５
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
製造技術
・線材化技術
・薄膜化技術
・量産技術（加圧
焼成法等）
超伝導変圧器・限流器
＜電力会社、鉄道、工場等＞
・変圧器（800kVA、1MVA）、限流器
システム化技術
分析・医療用機器
＜医療機関＞
・医療用診断機器（MRI：核磁気共鳴画像診断、
SQUID：心臓・脳等の磁気診断）
＜航空機産業・原子力プラント＞
・非破壊検査センサー（SQUID）
（注）当該技術は多様な応用が期待されるが、ここでは、
プロトタイプ段階以降の主要なものを対象とした。
その他のインパクト
・米国等海外の送電線への適用によるエネル
ギーロス低減・CO2削減への貢献
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）当該技術の利用とインパクト実現プロセス（送電用ケーブルの例）
６
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
超伝導ケーブル
特徴：
・大容量
・コンパクト（断面
積：銅線の1/100）
・省エネルギー
（低損失）
・環境調和
（漏洩磁場がない）
＜当面の導入＞
増容量リプレース：既設管路へ
の適用
・都市部の地下空間の稠密化
・高い建設コスト
直接的効果
＜超長期的将来＞
日本全国の送電ケーブル更新へ
の適用：長距離直流ケーブルへ
（2025年頃立上げ、2040年頃
ピーク、2060年頃終了）
その他の効果
・省スペース
・高信頼性
・周辺の電磁波影響
の回避
地球環境問題、資源エネルギー制約
・送電ロス低減や産業・輸送等で
のエネルギー効率化による省エ
ネ効果・CO2削減効果（日本全
国に超伝導ケーブルを張り巡ら
すと、年間約1570万ｔCO2削減）
・都市稠密地域における空間有
効利用・電磁波影響削減
・超伝導ケーブル市場（当面は
米国市場が有望、今後10年で
全米の電力ケーブル更新総額
約10兆円として超伝導利用の
可能性、日本のケーブル更新
は約20年後以降）
・送電ロス低減によるエネルギー
コスト節約（日本全国に超伝導
ケーブルを張り巡らすと、年間
約3700億円の節約）
・送電コスト低減が電力料金低減
に反映される際の、家計のゆと
り向上（生活の質向上）
導入シナリオ
送配電ロスの低減
・現状（2000年）の
送配電ロスは発電
量の4.9％（100万
kw級原発の4～6
基相当）
↓
送配電ロス回避
IT進展による電力需要増大：
2010年で1990年の3倍以上に
（NTTグループの電力需要予測）
（超伝導ケーブルの構造：A社）
＜中長期的将来＞
米国国家的送配電計画参加
・2010：10マイル超超伝導ケーブル
計画
・2020：長距離超伝導ケーブル運転
・2030：北米大陸に強固な超伝導送
電網
（A National Vision for
Electricity’s Second 100 years)
韓国・中国での送配電へ参加
（韓国プロジェクトへの参加）
ビスマス系
高温超伝導線 銅導体
サイズ 3.8mm×0.24mmΦ12mm
断面積 0.9mm2 100mm2
抵抗 0Ω/m 10-4Ω/m
損失
（100A
通電
時） 0W/m（77K） 1W/m（室温）
銅線との性能比較
（100A容量：A社）
超伝導直流給電が
検討されている その他のインパクト
・米国等海外の送電線への適用
によるエネルギーロス低減・
CO2削減への貢献
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４．まとめ
７
■超伝導現象は、極低温で電気抵抗がゼロになる現象であり、これを利用して、強磁場発生や送電等への様々な応
用が期待されるが、従来の超伝導材料は、臨界温度が液体ヘリウム（4.2K）以下が必要であり、液体ヘリウムが高
価で希少であることから、利用が限られていた。これに対し、臨界温度に液体窒素（77.3K）以上の高温超伝導材料
が1986年以来次々に発見され、液体窒素が豊富であり、幅広い実用応用が期待されている。
■ビスマス系高温超伝導材料が、超伝導が生じる範囲が幅広い（温度、磁場、電流密度）、冷却方式が幅広い、運転
温度が高い（超伝導現象が安定）という特徴から最も実用応用が期待される。
■応用用途としては、送電用の超伝導ケーブルは実証段階にあり、産業的に最も大きなインパクトが期待される。他
に、医療用および分析用のMRI/MRS、高磁場応用 （分離、磁配向等)、超伝導電力機器（発電機、モーター、変圧
器、リニアモーター、限流器）、超伝導軸受け（フライホイール、磁気軸受け）、エレクトロニクス（超伝導LSI技術）等
の多様な応用開発がなされている。
■日本は学術・基礎研究では世界をリードしてるが、応用段階では、欧米のベンチャー企業の役割が大きく、日本の
リードが縮小する。
■基礎研究による材料発見、リスクの大きい製品開発や実証試験への資金支援等の公的寄与が見られた。
・金属材料研究所でのビスマス系高温超伝導材料発見があった。
・国際超伝導産業技術研究センタ (ー旧超伝導工学研究所)の研究開発（経済産業省/NEDO） では、集中研方式により
累計300名程度の企業からの出向者を受け入れ、各社の基礎的、基盤的な技術力の向上に貢献した。
・交流超伝導電力機器基盤技術研究開発（経済産業省/NEDO）では、送電用ケーブル開発において、各種の要素技
術開発とともに、モデル試験、実証試験のための民間企業への資金提供による寄与があった。
■送電用ケーブルの研究開発は応用フェーズに入っているものの、実用化までには、解決すべき課題も多く、また、早
期に市場が立ち上がらないことから、実証研究や調達を含む公的支援により、蓄積された高度な技術を維持・強化
し、市場創出に結び付けていくべきである。
■当該技術は、送電用ケーブルとして電力会社等での利用が最も産業的意義が大きいと期待され、さらに超伝導マグ
ネットやモーター等の応用製品や超伝導変圧器等として、工場、鉄道および電力会社等での利用が期待される。こ
れらによる送電やエネルギー利用効率化を通じたコスト削減効果および超伝導ケーブルやマグネット等関連製品
の市場創造等による経済インパクトと、省エネ・CO2削減等による社会的インパクトが大きく期待される。医療用診
断機器（MRS)等にも利用され、画像診断等の高度化により健康向上等の国民生活へのインパクトも期待される。
なお、インパクトが大きく期待される送電ケーブルの更新は30～50年寿命のもとで行われるので、インパクト実現に
長い期間を要する ことに留意する必要がある。
 
 
４．まとめ
(参考)指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
②今後の研究開発・支援のあり方についての意見
（プロジェクトの目標設定）
■超伝導材料による送電線は、近い将来に国内にユーザーがおらず、また、10年間を費やす長期的な研究開発テーマ
であるが、現在、経済産業省では、1～2年後に実用化をねらう短期的な研究テーマが望まれる。しかし、全ての技術
を同じスケールによって評価して、プロジェクトを実施していくのは適切ではない。この超伝導材料のように、実用化
に長期間費やすプロジェクトは、別のスケールで判断するようにプロジェクトのターゲットの適正化をはかるべきであ
る。 （電力会社研究所・マネージャー ）
（参考とすべきプロジェクト実施・運営体制）
■日本の公的研究開発・支援は、基礎は文部科学省、応用は経済産業省、利用は国土交通省等と、直線的な研究開発
段階ごとにばらばらになされている。米国では、これらを垂直多層的に統合したプロジェクトが、ＤＯＤ、ＤＯＥ、ＮＩＨ等
で、また同一省庁でも複数、並行して進められている。日本でも、基礎－応用－利用の垂直統合的なプロジェクト（当
該分野では、大学・公的研究機関、線材メーカー、冷凍機メーカー、電力会社等の参加した体制）を、必要なら多数並
行し、競合的に実施していくことが望ましい。 （企業・マネージャー）
■予算の目的外使用ができないため、貴重な装置の有効活用が遮断された。柔軟なプロジェクト運営体制が望まれる。
（学識経験者）
■公募選定プロセスで、大企業の国プロを担当している部署がきれいな企画書を書いてしまうと、他の企業が受注でき
ず、プレゼンテーション能力が高い企業に資金が行くことになってしまう問題がある。 （学識経験者）
■日本の国のプロジェクトは間接費が認められず、これが認められる米国よりも厳しい。また、結果として成功する形が
求められるが、本来成功確率が低いため国の支援の意義がある。国のプロジェクトは、米国のようにチャレンジを認
める余地を多くすべき。（企業・マネージャー）
①全般的課題
■超伝導材料の研究が応用フェーズに入っており、国は企業が技術開発を進めるべきとするが、企業側から見ると応
用から開発にかけてギャップがあり、企業のみでは継続困難である。応用研究段階に入ると欧米のベンチャー企業
の方が機動力があり、エクイティーフィアナンスで資金調達ができ、有利である。日本の企業では、大企業の中の一
部でしか過ぎず、研究資金も小額である。日本ではこのようなリスクの大きい技術開発では、インパクト実現のため、
応用段階以降、信頼と実績を得て市場創出まで、ＮＥＤＯ等の国のプロジェクトがこれを補う必要がある。（学識経験
者、企業・マネージャー）
■当該技術の市場への導入をしやすくするために、50Hz/60Hz間での系統連携、IT機器等での利用を考えた直流での
送電などの、電力利用の全般的なしくみの見直しや、整備を国が主導して進めるべき。 （企業・マネージャー）
８  
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３－９ 水素吸蔵合金（エネルギー） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 水素吸蔵の方法には、水素を液体水素/圧縮水素の状態で蓄える方法と、固体等の材料に吸着、
化合させて蓄える方法がある。 
z 液体水素/圧縮水素による貯蔵については、安全面の問題があることから、固体等に水素を吸蔵す
る技術に期待が集まっている。 
z ここでは、水素吸蔵技術のうち、特に水素吸蔵合金に注目した。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（東北大学大学院教授、東北大学助教授）２名 
z 公的研究機関（水素エネルギー協会役員、産業技術総合研究所研究者）２名 
z 企業（総合素材メーカー研究者）１名 
 
(２) 技術動向 
合金による水素吸蔵は1968年に報告された。その後、1973年の第一次石油危機を背景に水素貯蔵材料と
して注目され、1980 年ごろから世界的に研究が本格化した。1990 年には、水素吸蔵合金を用いて、モバイル
等電子機器の普及に大きな影響を与えたニッケル水素電池が実用化されている。 
水素貯蔵合金の主な問題点は重量が大きいことであり、水素吸蔵量の増加に向けた研究開発が進められ
ている。その結果、当初 1.5wt%程度であった水素吸蔵量は、NEDO のプロジェクト「水素利用国際クリーンエネ
ルギーシステム技術（WE-NET）」において、V-Ti-Cr-Mn 合金を用いて世界最高レベルの有効水素吸蔵量
2.6wt%にまで向上した。 
また、同年代中頃からは、有機系水素化物が注目されるようになった。有機系水素化物の主な問題点は水
素取り出し温度にあるが、現在は、触媒技術等によって 250℃程度での取り出しが可能になっている。1990 年
代末には、炭素系材料であるカーボンナノチューブやナノ構造化グラファイト等が数wt%から数十wt%の水素を
吸蔵するという報告がなされ注目を集めたが、ナノチューブについては、現象の再現性が悪く、今のところ評価
はやや消極的である。同じ頃から、アラネート等の錯体系水素化物が注目を集めるようになってきた。アラネー
トの場合で、200℃弱で水素吸蔵量 5.5wt%が報告されている。 
水素吸蔵材料開発の中心的課題は、有効水素吸蔵量と動作（水素吸蔵/放出）温度、そして、吸蔵/放出の
サイクル数である。現在のところ、温度については常温付近、サイクル数については 5,000 回程度が世界的な
目標になっている。有効水素吸蔵量については、自動車に積んだ場合の航続距離を 500km 以上とすることが
一つの目安となっており、この要請からWE-NET(II期）が5.5wt%以上を掲げ、米国エネルギー省は、2005年ま
でに 4.5wt%、2010年までに６wt%、2015 までに９wt%とする目標を掲げている。 
どのような材料が、これらの目標を達成するかはまだ予測できない。研究開発は、触媒技術等により既存材
料の改良を行う方法と、新規の材料を探索する方法とが主に行われており、３年ないし５年内に何らかのブレイ
クスルーが起こるのではないかといわれている。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
日本の水素吸蔵合金研究開発が世界のトップレベルを達成したことについては、NEDO の寄与（WE-NET）
が非常に大きい。もし、公的研究開発・支援がなければ、我が国のレベルは 10 年前の状態に留まっていたと
思われる。 
本技術には、自動車メーカー等をはじめとして、民間メーカーが大きな期待を寄せている。しかし、物質探索
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等の研究開発は、投資額が大きくリスクも高いため民間では行えないことから、公的研究開発・支援が期待さ
れている。 
水素吸蔵・貯蔵技術に対する主要な公的研究開発・支援を以下に示す。 
(大学や公的研究機関における基礎研究の継続・蓄積)  
○ 1998 年度から 2002 年度の期間に実施された、文部科学省科学研究費補助金特定領域研究「サブナノ
格子物質におけるプロチウム新機能」においては、目標の一つに現用水素吸蔵合金（希土類系ミッシュメ
タル）の２倍の容量を持つ合金の開発を置いて規軽量合金の探索が行われ、目標を達成するとともにさら
なる研究開発を行った。また、水素の吸蔵の仕組みや物性等の基礎面において、数々の新しい知見を得
た。 
(産学官連携によるナショナルプロジェクト) 
○ 1993年度から2002年度の期間に実施された、NEDOの「水素利用国際クリーンエネルギーシステム技術
（WE-NET）」プロジェクトでは、第I期（1993～1998）のサブタスク５および第II期（1999～2002）のタスク11
において水素貯蔵技術および材料の研究開発が進められ、合金系、カーボン系、錯体系等の新規水素
貯蔵材料の探索と開発により、技術の進展にに大きく寄与した。 
○ 2003 年度から 2007 年度の期間で実施されている、「水素安全利用等基盤技術開発」は、WE-NET の後
継プロジェクトと位置付けられるもので、高容量の新規水素化物の探索等の研究開発に期待が寄せられ
ている。 
なお、1990 年以前にも、70 年代にサンシャインプロジェクトの一環として水素吸蔵合金研究が行われ、以来、
途切れることなく何らかの公的研究・支援が本分野に対して行われている。このことが、我が国が本分野で世
界最高のレベルを獲得・維持することに大きく貢献している。 
インパクトアンケート調査結果によると、当該技術に対する公的研究開発・支援の寄与度合いが「大」もしくは
「中」と回答した割合は70%（エネルギー分野・未実現の平均は55%）と高く、同じく、今後の公的研究開発・支援
の必要性が「大」もしくは「中」と解答した割合も81%（同 61%）と高い。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、水素エネルギー関連企業による水素の供給、水素利用機器の製造、社会におけるエネルギ
ー消費スタイルの変化、および国民生活における水素利用の拡大を通じて、以下のインパクトを実現すると考
えられる。また、水素吸蔵材料は、その基礎的な特性から、水素精製、ヒートポンプ、アクチュエータ等さまざま
な用途に応用可能である。 
○ 経済的インパクト 
z 水素供給ビジネスの創出（2020年に 400億m3/年、３兆円規模）。 
z 分散型エネルギー供給ビジネスの創出。 
z 水素自動車産業創出。 
z 水素エネルギー機器産業創出。 
○ 社会的インパクト 
z CO 2排出削減による温暖化防止。 
z エネルギー安全保障。 
― 燃料電池技術とあいまって、「貯蔵・運搬可能な電力」を実現 
― 二次エネルギー（エネルギーの媒体）として自然エネの利用拡大をもたらす 
z 燃料電池自動車普及（2020年に 500万台、2030年に 1,500万台）。 
z 定置型燃料電池普及（2020年に 1,000万kW、2030年に 1,250万kW）。 
z 大型発電所の削減（1,250万kW≒原子力発電所 10基分）。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 安全性の高い燃料の供給。 
z 大気汚染のない生活。 
z エンジン騒音・振動のない生活。 
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z 高度な福祉機器等の利用（家庭用ロボット、コンパクトな電動車椅子など）。 
z 高効率ヒートポンプ利用。 
インパクトアンケート調査結果によると、現時点でのインパクトが「大」もしくは「中」と回答した割合が、経済的
インパクトおよび社会的インパクトについて、それぞれ72%と高かった。国民生活へのインパクトは、同じく56%で
あった。ヒアリング調査でも同様の期待の高さをうかがうことができた。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 現状と課題 
○ ５年以内にブレイクスルーが起こる可能性がある。ただし、そのためには、人材と投資の集中が必要であ
る。（学識経験者） 
○ 自動車用の水素貯蔵については、そう遠くない将来に、現状を打破する技術が出現するのではないか。
（公的研究機関・研究者） 
○ 我が国の研究はトップレベルにあるが、本分野は世界的に競争が苛烈な分野であり、手を緩めればその
地位は外国に容易に覆されてしまうだろう。（学識経験者） 
○ 各国が競って技術開発を行っている中、日本が技術開発を行って、スタンダードを作らなければならない。
（企業・研究者,公的研究機関・役員） 
○ 水素貯蔵の要素技術開発をしっかりと進める必要があるが、民間企業では、その巨額の費用とリスクに耐
えられない。（公的研究機関・役員、企業・研究者） 
○ 新規材料探索をはじめとして、新しい分野に挑んでゆくベンチャー・リサーチをいかに支援して行くかとい
うことが課題である。（学識経験者） 
② 今後の研究開発・支援のあり方等についての意見 
○ 燃料電池自動車は水素エネルギー社会の入り口に過ぎない。将来の水素エネルギー社会を視野に 100
年の計を立てるべきである。（公的研究機関・役員） 
○ 研究開発計画を立てる段階では、より広い知見を集めるため、学識経験者の他、実務に精通した人間を
参画させる必要がある。これにより、実態に即したタイムリーな提案が提出される。評価の段階もまた同じ
である。アメリカでは、そのような運営で成果を上げている。（公的研究機関・役員） 
○ 公的研究開発・支援は分散させず、集中した方がよい。そのためには、研究者・グループを評価して選択
する必要がある。そのためには、公正な第三者の評価が必要であり、ピアレビューには限界がある。（学識
経験者） 
○ 年度等で機械的にプロジェクトが断絶してしまうのでは、折角開発した技術が死んでしまう。研究開発後
のフォローアップを行うべきである。このフォローアップを民間で行うのは無理であり、公的な研究・開発に
よるべきである。（公的研究機関・役員） 
○ 大規模なプロジェクトでは、100%補助でなければ民間企業の参加は難しい。50%補助でも自己負担部分
はなお巨額であって、民間企業ではリスクをとって負担することは不可能である。（企業・研究者） 
○ 文部科学省は学術研究でも支援するので、当該分野で実績を積んだ者以外にも様々な研究者が集まり、
「水素文化」が育つ利点があり、実績重視の傾向がある NEDO とはまた別の形での寄与ができる。（学識
経験者） 
○ 材料技術においては、基礎研究と応用研究の連携が重要である。文部科学省プロジェクトと、NEDOのプ
ロジェクトが連携して車の両輪のように研究開発を支援する仕組みが欲しい。（学識経験者） 
○ 物質探索にあっては、アウトプットの保証がなくとも、投資を行うべきである。（学識経験者） 
○ 大学の研究室と自動車メーカーとが連携してプロジェクトに取り組んでいる例があるが、非常に有用であ
る。大学と企業の研究室との連携を図るため、NEDO や文部科学省が仲介してパイプを広げることも必要
ではないか。（学識経験者）
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１.技術動向
（１）各種水素貯蔵技術の質量水素密度と体積水素密度の比較
（出所）栗山信宏(2003)〔水素利用技術集成〕よりMRI作成
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１.技術動向
（２）有効水素吸蔵量の目標値/推移
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WE-NET II FreedomCAR
(DOE)
有効水素吸蔵量
水素吸蔵材料に含まれる水素の重量%（wt%）
１%で自動車航続距離100 kmが可能になる。
500 km以上の航続距離を得るためには、
5%以上の有効水素吸蔵量を実現する必要がある。
目標値
WE-NET IIで2.6wt%を達成
60℃で作動する水素吸蔵合金としては世界最高レベル。
この成果を受けて、WE-NET II期間中に目標値は5.5%
に引き上げられた。
日本の目標値(5.5wt%)は、動作温度、
耐用サイクル数等まで考慮した上で
の目標値。
DOEの目標値(9wt%)は、錯体系を念頭
においての目標値らしいとの観測が
ある。 2  
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１.技術動向
（３）水素吸蔵物質の分類と状況
アラネート
NaAlH4→1/3Na3AlH6+2/3Al+H2
（論理収蔵量5.5wt%）
ボロハイドライド
NaBH4+H2O→NaBO2+4H2
（論理収蔵量10.8wt%）
・シクロヘキサン/ベンゼン系、メチルシ
クロヘキサン/トルエン、デカリン/ナフタ
レン系
（デカリン: 7.3wt%@ca.200℃）
・カーボンナノチューブ、カーボンナノ
ファイバー
・ナノ構造化グラファイト
（7wt%@ca.300℃）
・LaNi5、Ti1.2Mn1.8、Mg2Ni等。
（Mg2Ni: 3.6wt%@253℃）
例
•無機水素化物を吸蔵に利用するもの。
•比較的新しい方法のため、適した反応条件等
に不明の点が多い。
錯体系水素化物
•ベンゼン＋H2←→シクロヘキサンなどの化学
反応を利用して、有機化合物中に水素を蓄え
る方法。
•水素放出温度が高い点が主な問題。
有機水素化物
•カーボンナノ材料に水素を蓄える方法。
•ナノチューブは再現性に疑問がある。
•ナノ構造化グラファイトは、吸蔵/放出のサイク
ル数が少ないことが主な問題点。
炭素系材料
•合金結晶の原子間空隙に水素原子を拡散さ
せ、金属水素化物として水素を蓄える方法。
•水素をコンパクトに貯蔵できるが、重量が大き
くなる点が主な問題。
•ニッケル水素電池負極材として不可欠。
水素吸蔵合金
説 明抽出技術
3
燃料電池車への搭載を考えると、実用化が最も近いのは高圧ガスボンベである。高圧ガスボンベについては米国が
技術開発において先行している。日本は水素吸蔵合金については、世界でトップの地位である。
 
 
２. 公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
水素吸蔵・貯蔵
技術の発展
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
4
●1973年 第一次石油危機
●1979年 第二次石油危機
○1992年 アジェンダ21
○1997年 COP3
ニッケル水素電池実用化(1990)
サンシャイン計画
[1974～1992]
ニューサンシャイン計画
[1993～2000]
固体高分子型燃料電池/
水素エネ利用プログラム
[2001～]
第 I 期
[1993～1998]
第 II 期
[1999～2002]
WE-NET
水素エネルギー技術の研究開発：水素の輸送・貯蔵技術の研究
第一期
[1974～1979}
第二期
[1980～1987]
第三期
[1988～1992]
合金の水素吸蔵現象報告(1968)
★
●
有機系水素化物
炭素系材料
錯体系水素化物
（文部省科学省科学研究費補助金特定領域研究）
サブナノ格子物質における
プロチウム新機能[1998～2001]
水素安全利用等基盤技術開発
[2003～2007]
液体水素
圧縮水素
水素吸蔵合金
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
5
固体高分子型燃料電池/水素エネルギー
プログラム[2000～]
基礎研究の段階
・2.6wt%@40℃の吸蔵量を有するBCC構造を持つ
V-Ti-Cr系合金の発見に寄与。
・7.4wt%の吸蔵量を有するナノ構造化グラファイトの
発見に寄与。
・水素と金属の物性について多くの知見獲得に寄与。
サブナノ格子物質におけるプロチウム新機能
[1998～2001]
・従来の約2倍の水素吸蔵能力を持つ合金の開発
（ただし、当初目標が達成されたために、途中で目
標を上方修正）。
文部科学省科学研究費補助金
特定領域研究
（約9億円）
基礎研究～実用化に向けての段階
・70 MPa級の高圧水素供給技術の開発に寄与。
・高容量水素吸蔵合金と貯蔵タンクの研究に寄与。
・有機系、無機系、炭素系の水素吸蔵材料の研究に
寄与。
水素安全利用等基盤技術開発 [2003～2007]
・水素の安全性に係るデータの取得に基づく安全
技術の確立、水素の製造・輸送・貯蔵・充填等に係
る技術の開発。
基礎研究～実用化に向けての段階
・世界最高の有効水素吸蔵量2.6wt%を持つ
V-Ti-Co-Mn系合金の開発に寄与。
WE-NET 第 II 期 [1999～2002]
タスク11: 水素貯蔵材料の開発
基礎研究～実用化に向けての段階
・LaMg2Cu2合金が、可逆的な水素吸蔵放出特性を
有することの発見に寄与。
WE-NET 第 I 期 [1993～1998]
サブタスク5: 水素輸送・貯蔵技術
・新規吸蔵材料探索
・動作温度等、使用条件の改善
ニューサンシャイン計画[1993～2000]
（I期全体で約100億円、合金開発には
年約2億円を投入）
（II期全体で約86億円、タスク11には
約9億円（年約2億円）を投入）
基礎研究の段階
・材料探索において、Mg系合金からMg/Ni系合金へ
の進展に寄与。
・同じく、Tiまたは希土類ベースの二元系合金から
Ti-Co、Mm-Ni系の三元合金への進展に寄与。
水素の輸送・貯蔵技術の研究
・金属水素化物による水素輸送技術
・金属水素化物による水素貯蔵技術サンシャイン計画[1974～1992]
(水素全体で年数億円程度)
寄与の形態・内容等（主要例）寄与の対象公的研究開発・支援
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
技術 利用領域 インパクト
経済的インパクト
・水素供給ビジネス
[2020年に3兆円規模の水素市場]
（WE-NET需要予測400億m3を
基に、¥70/m3として試算）
・分散型エネルギー供給ビジネス
・水素自動車産業
・水素エネルギー機器産業
社会的インパクト
・温暖化防止（CO2排出削減）
・エネルギー安全保障
・燃料電池自動車普及
[2020年に500万台、2030年に
1,500万台]（燃料電池実用化
戦略研究会・目標値）
・定置型燃料電池普及
[2020年に1,000万kW、2030年に
1,250万kW]（同上）
・大型発電所の削減
1,250万kW ≒ 原発10基分
・送電ロスの削減
国民生活へのインパクト
・安全性の高い燃料の供給
・大気汚染のない生活
・エンジン騒音・振動のない生活
・高度な福祉機器等の利用
6
水素吸蔵技術
・水素吸蔵合金
・炭素系材料
・有機系水素化物
・錯体系水素化物
圧縮ガス技術
液体水素技術
産業分野
・化学原料
・燃料電池コジェネ
・一般燃料
・副生水素の利用拡大
運輸分野
・水素自動車
・燃料電池自動車
・ハイブリッド自動車（金属水素化二次電池）
・水素供給ステーション
家庭分野
・燃料電池コジェネ
・電気車椅子等機器
・家庭用ロボット
その他
・水素媒体によるヒートポンプ
・金属水素化二次電池（Ni-H電池など）
・金属水素化物による蓄熱
・アクチュエーター
・水素精製膜（FC用水素精製、同位体分離）
・物性制御（超磁性材料等、新規材料の創造）
エネルギー転換分野
・大容量水素発電
・電力貯蔵
・電源の分散化
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３.技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）水素吸蔵合金に関連して既に実現しているインパクト
1968年：合金による水素吸蔵の報告
1990年：水素吸蔵合金を負極材に用いて、ニッケル水素電池の実用化
・以降、モバイル用等電源として電子機器のあり方に大きな変化をもたらす
・大容量二次電池としてハイブリッド車の要素に（1997年 初代プリウス発売）
ニッケル水素電池市場規模1)
生産量：3.8億個
生産額：511億円
負極用水素吸蔵合金市場規模2)
販売数量：5,400トン
生産額 ：約80億円
放電時の反応
（充電時はこの逆方向に反応が進む）
正極
Ni(OH)2
NiOOH
OH-
H2O
H+
負極
水素吸蔵合金
水素吸蔵合金
がなければ、
Ni-H電池は成
立しない：
電池の容量は、
どれだけ多くの
水素を吸蔵でき
るかにかかって
いる。
i-
1)2003年（暦年）、（社）電池工業会調べ
2)2002年、「電池と構造材料の市場2004」（2004年、シーエムシー出版）に基づく 7  
 
３.技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）水素吸蔵・貯蔵技術の利用とインパクト実現プロセス
2030本格普及期2020普及期2010導入期2000
一般乗用車
公用車、バス（フリート走行）
小型貨物、業務用乗用車2003年8月
燃料電池バス（圧縮水素）
運行開始
（東京都・パイロット事業）
★
燃料電池
自動車
5万台 500万台 1,500万台
・有効水素吸蔵量は、U.S.DOEの目標値を参考にしたもの
・燃料電池自動車の台数および定置用燃料電池の普及規模は、燃料電池実用化戦略研究会による目標値
定置用
燃料電池 210万kW 1,000 万kW 1,250 万kW
水素吸蔵
・
貯蔵
4.5wt%
6wt%
9wt%
導入・普及期は、圧縮水素の高圧化
（35MPa→70MPa）が中心
質量密度で圧縮/液体水素に並ぶ。
一般乗用車へ搭載が加速
定置用では、重量等の制約が少ないため、吸蔵量が小さくても、
水素吸蔵材料かが安全性等のメリットを発揮しやすい。
より大容量の発電では、液体水素貯蔵、
パイプライン等が実力を発揮する場面も多くなる。
水素吸蔵技術や
液体水素・高圧水素が
適材適所で活用される
水素吸蔵技術や
液体水素・高圧水素が
適材適所で活用される
8  
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４.まとめ
我が国の研究は現在トップレベルにあるが、世界的な競争にある本分野では、先行したものが水素
エネルギー社会のデファクトスタンダードを握る。したがってさらなる研究・開発促進製作が求め
られている。このとき、民間における要素技術開発支援を強化するとともに、大学等における基礎
研究と企業等における応用研究との連携を密にする必要がある。
水素吸蔵・貯蔵技術としては、高圧ガスボンベ、水素吸蔵合金、有機系水素化物、炭素系材料など
がある。
燃料電池車への搭載を考えると、実用化が最も近いのは高圧ガスボンベである。高圧ガスボンベに
ついては米国が技術開発において先行している。日本は水素吸蔵合金については、世界でトップの
地位にある。
水素吸蔵合金については、1970年代から現在まで、継続的に公的研究開発・支援が行われて来た。
特にWE-NETでは高い研究開発目標が設定され、それを目標に開発を行うことで世界トップの地位を
得るに到った。もし、公的研究開発・支援がなければ、わが国のレベルは10年前の状態に留まって
いたと思われる。
本技術には、自動車メーカー等をはじめとして、民間メーカーが大きな期待を寄せているが、物質
探索等の研究開発は、投資額が大きくリスクも高いため、民間では行えない。公的研究開発・支援
が不可欠である。
水素吸蔵・貯蔵技術は、水素エネルギー社会の実現を通じて、経済・社会（エネルギー安全保障、
CO2排出削減等）・国民生活（良好な環境の享受等）に極めて大きなインパクトをもたらす。また、
水素吸蔵材料は、その基礎的な特性から、水素精製、ヒートポンプ、アクチュエータ等さまざまな
用途に応用可能である。
吸蔵材料の技術にも液体水素/圧縮ガスの技術にも、それぞれの特質があり、適材適所の形で、ある
いは、両技術を併用したハイブリッドの形で、それぞれの特質を活かして、経済・社会、国民生活
へインパクトを与える。
9  
 
４.まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
現状と課題
■5年以内にブレークスルーが起こる可能性がある。ただし、そのためには、人材と投資の集中が必
要である。（学識経験者）
■自動車用の水素貯蔵については、そう遠くない将来に、現状を打破する技術が出現するのではない
か。（公的研究機関・研究者）
■我が国の研究はトップレベルにあるが、本分野は世界的に競争が苛烈な分野であり、手を緩めれば
その地位は外国に容易に覆されてしまうだろう。（学識経験者）
■水素貯蔵の要素技術開発をしっかりと進める必要があるが、民間企業では、その巨額の費用とリス
クに耐えられない。（公的研究機関・役員、企業・研究者。）
今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
■研究開発計画を立てる段階では、より広い知見を集めるため、学識経験者の他、実務に精通した者
を参画させる必要がある。これにより、実態に即したタイムリーな提案が提出される。評価の段階
もまた同じである。アメリカでは、そのような運営で成果を上げている。（公的研究機関・役員）
■公的研究開発・支援は分散させず、集中した方がよい。そのためには、研究者・グループを評価し
て選択する必要がある。そのためには、公正な第三者の評価が必要であり、ピアレビューには限界
がある。（学識経験者）
■材料技術においては、基礎研究と応用研究との連携が重要である。文部科学省のプロジェクトと、
NEDOのプロジェクトとが連携して、車の両輪のように研究開発を支援する仕組みが欲しい。（学識
経験者、他の学識経験者）
■物質探索にあっては、アウトプットの保証がなくとも、投資を行うべきである。（学識経験者）
■大学の研究室と自動車メーカーとが連携してプロジェクトに取り組んでいる例があるが、非常に有
用である。大学と企業の研究室との連携を図るため、NEDOや文部科学省が仲介してパイプを広げる
ことも必要ではないか。（学識経験者）
10
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３－１０ 燃料電池自動車（エネルギー） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 燃料電池を動力源として走行する、システムとしての燃料電池自動車。 
z 特に燃料電池と水素貯蔵技術に注目する。（水素製造技術や水素供給インフラについては主たる
調査対象としない。） 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 公的研究機関(NEDO 燃料電池・水素技術開発部)１名 
z 関係機関(燃料電池開発情報センター)１名 
z 企業(自動車メーカー)２名 
 
(２) 技術動向  
燃料電池自動車とは、燃料電池で発電を行い、その電気エネルギーを使ってモーターを駆動させて走る自
動車のことである。パワーコントロールユニットやラジエター、コンプレッサー、インバータ、モーターなどから構
成され、水素貯蔵システムと燃料電池が基幹技術である。燃料電池自動車は以下のメリットを持っている。 
z エミッション：走行時は水蒸気と熱のみ発生し、CO2・NOx・HC・CO・PM 等は排出しない 
z エネルギー効率：ガソリン内燃機関自動車と比較して２倍程度のエネルギー効率(30%以上) 
z 燃料セキュリティー：天然ガスや再生可能エネルギーなどの石油以外の燃料が利用可能 
z 静粛性：内燃機関のような機械的運動や燃焼がなく騒音が非常に少ない 
燃料電池は、1939 年にウィリアム・ロベルト・グローブ卿により発明された。燃料電池の種類には、リン酸形や
固体酸化物形、溶融炭酸塩形などが存在する。自動車用の燃料電池には、小型性、軽量性、起動の応答性
が求められることから、動作温度が低く小型化しても出力が落ちない固体高分子形燃料電池の開発が進めら
れている。 
水素の貯蔵方法としては、高圧タンク・水素吸蔵合金・液体水素などが考えられている。現状では、航続距
離500km以上という要求水準を満たすには、いずれの技術も水素貯蔵密度もしくは重量に問題点があり、ブレ
イクスルーが必須である。水素の補給方法はガソリンやメタノール改質ではなく純水素が主流になると見られて
いる。水素製造方法については決め手となる技術がないのが現状である。周辺技術としては、インバータ、ラジ
エター、パワーコントロールユニット、モーターなどが存在する。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
燃料電池自動車に関わる研究開発は、かなりの部分について自動車メーカーが独自で行っている。 
公的研究開発・支援によりいくつかの有用な要素技術は開発されているが、公的なプロジェクトに自動車メ
ーカーは参加しておらず、それらの技術が直接的には利用されていない。しかし、人材面等での間接的な寄
与は存在したと見られる。大学等からの自動車メーカーへの直接的な寄与はあまりないが、部品等のサプライ
ヤーへの寄与は大きかったと考えられる。燃料電池自動車に関する公的研究開発・支援について以下に示
す。 
(実証試験) 
○ 燃料電池の開発は 2000 年から開始されたミレニアムプロジェクトにおいて行われている。また、同じく
2000年からは燃料電池自動車の実証試験が JFHCプロジェクトとして、自動車メーカーなども参加して始
まっている。 
(評価試験・安全性評価の実施) 
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○ 水素貯蔵技術の研究開発はニューサンシャイン計画の一部である WE－NET 計画によって 1999 年頃か
ら一部行われた。その他水素インフラや安全対策技術の開発は NEDO の補助の元に研究開発が進めら
れている。 
技術面では、航続距離とコストが最大の問題であり、課題解決に繋がる技術はまだ確定していないため、今
後は広範な基礎研究が必要であるとの意見があった。燃料電池に関する技術は、日本では研究開発が始まっ
たばかりで、公的研究機関や大学にあまり根付いていない。研究の裾野を広げること、および実用化に繋げる
ための研究開発マネジメントが不可欠である。 
インパクトアンケートの結果によると、公的寄与が「大」もしくは「中」との回答が70％弱とエネルギー分野の中
では大きく、内容では、民間への資金提供への寄与が大きい。ヒアリング調査においては、燃料電池に関して
は、自動車メーカーへの寄与はほとんどないとのことであったため、水素貯蔵・製造やインフラに対する寄与に
ついてアンケートでは答えているものと思われる。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、自動車メーカーおよび水素製造・供給企業の活動を通じて、以下のインパクトを実現すると見
られている。しかし、燃料電池自動車は、「製造コストが下がらなければ導入量が増えないが導入量が増えなけ
ればコストは低下しない」というジレンマと、「水素インフラが整わなければ導入量は増えないが導入量が増えな
ければ水素インフラが整わない」というジレンマの２重のジレンマに陥っている。本格的な普及を実現するには、
技術的な課題の解決を果たすと共に、温暖化問題への本格的対応およびエネルギー源多様化への本格的な
対応という社会環境の大きな変化が必須である。 
○ 経済的インパクト 
z 燃料電池自動車の市場創出。 
― 2005～2010年の導入段階で５万台、2020年に 500万台の導入シナリオ＆目標 
z 水素インフラの新規整備。 
z 新燃料の利用の促進（バイオマス等）による産業の創出。 
○ 社会的インパクト 
z 二酸化炭素削減効果。 
― ガソリン自動車の４割の CO2排出、2010年に５万台普及すると約６万t-CO2の削減効果があるとの試算 
z 大気汚染物質（NOx、HC、CO、PM 等）削減。 
z 燃料の多様化による国の燃料セキュリティーの向上。 
z エネルギー総合効率（Well to Wheel)の向上。 
― 燃料電池自動車はガソリン車と比べ車両効率３倍、総合効率２倍となる 
z 道路の騒音問題の低減。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 住環境の改善（大気汚染、騒音の改善）。 
z 車の快適性の向上（静粛性、空間性の向上、デザインの多様化）。 
z 環境意識向上。 
インパクトアンケート調査では、経済、社会、国民生活ともに80％以上と非常に大きいインパクトがあるとの回
答結果となっている。ヒアリングにおいても普及が実現すれば、アンケート結果のような大きなインパクトがあると
考えられていることがわかっている。 
 
(５) 指摘された課題と今後の公的研究開発・支援のあり方に関する意見（参考） 
① 技術的課題 
○ 航続距離を伸ばすことと、コストを削減することが最大の課題である。現状では、ブレイクスルーを起こす
技術は見つかっていない。（企業・マネージャー） 
○ 要素技術としては、燃料電池の低温作動性向上や耐久性向上、白金触媒の使用量の低減、循環水の管
理など多くの課題が存在する。（企業・マネージャー、関係機関・理事、関係機関・研究者） 
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○ 水素を何で作るか、どうやって供給するかも考えなければならない問題である。爆発性のある水素をどう
やって安全に扱うかは難しい問題である。（企業・マネージャー、公的研究機関・理事、関係機関・研究
者） 
○ 燃料電池自動車はまだまだ多くの技術開発が必要であり、早急な普及は難しい。いくつかの技術的ブレ
イクスルーとエネルギー問題、環境問題への社会的機運の高まりとが達成されたときに、本格的な普及が
始まると考えている。（企業・マネージャー、公的研究機関・理事) 
② 公的寄与に関する課題 
○ 燃料電池はもともと宇宙や防衛的な側面が大きく、日本の研究開発は遅れていた。固体高分子形の燃料
電池の開発をメーカーは 10 年間実施してきているが、国の取り組みは３年程度なため、国内に技術の蓄
積がないのが現状である。燃料電池と水素貯蔵に関する主に材料の基礎研究について重点的に進め、
要素技術の蓄積をしていって欲しい。（企業・マネージャー、関係機関・理事） 
○ NEDO からの委託研究は技術の裾野を広げるのに非常に役立っている。技術を広める活動をしているの
が非常にありがたい。文部科学省も研究成果を対外的にアピールすることをして欲しい。（企業・マネージ
ャー） 
○ 大学の研究者は、レベルは高いのだが、実用化のニーズ(企業ニーズ）に適合していない研究をしている
印象がある。（企業・マネージャー） 
○ これまでの日本の公的研究開発・支援は同様の研究課題を複数の場所で行うことをあまり容認していな
かった。しかし、複数の場所で同一のテーマを研究するという分散競争型の支援も考えて欲しい。（公的
研究機関・研究者） 
○ 基礎研究は文部科学省で実用化は NEDO という風に担当が分かれているのが研究者の風通しを悪くし
ている。日本として技術を蓄積していくために、知恵を集中させて、有用な基礎研究を行って欲しい。（公
的研究機関・研究者、企業・マネージャー） 
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１．技術動向
（１）燃料電池自動車の概要
１
■燃料電池自動車とは、燃料電池で発電をし、その電気エネルギーを使ってモーターを駆動させて走る自動車のことである。下図の
ような構造となっており、水素貯蔵システムと燃料電池が基幹技術である。
■燃料電池自動車は以下のメリットを持っている
z エミッション：走行時に発生するのは水蒸気と熱のみで、CO2 NOx、HC、CO、PM 等は排出されない
z エネルギー効率：ガソリン内燃機関自動車と比較して2倍程度のエネルギー効率(30%以上)を実現
z 燃料セキュリティー：天然ガスやメタノール、再生可能エネルギーなどの石油以外の燃料が利用可能である
z 静粛性：内燃機関のような機械的運動や燃焼がなく騒音が非常に少ない
燃料電池自動車
水素貯蔵
システム
・高圧タンク
・吸蔵合金 等
モーター燃料電池 インバーター
ラジエター コンプレッサー タイヤ
H2
H2
?
?
?
?
動力
H2O
H2O H2O、熱空気
パワーコントロールユニット
制御
制御制御
?
?
?
?
空気(O2)
 
 
１．技術動向
（２）燃料電池の概要
２
固体高分子形
(PEFC)
アルカリ形
(AFC)
リン酸形
(PAFC)
溶融炭酸塩形
(MCFC)
固体酸化物形
(SOFC)
電解質 高分子膜 KOH/H 2O H 3PO 4 Li2CO 3/K 2CO 3 セラミックス
動作温度 80℃ 60～80℃ 200℃ 650℃ 800～1000℃
燃料 H 2/改質ガス H2 H 2/改質ガス H2/CO H 2/CO
発電効率
(HHV) 32～40% 50～60% 36～45% 45～55% 45～50%
用途 自動車、ポータブル電源 宇宙
分散電源、
コージェネ 電力事業
分散電源、
コージェネ
① 燃料電池の種類
H2
e- e-
O2
H2O
H+
H+
?
?
?
?
?
?
電解質
②固体高分子形燃料電池の仕組み
■自動車用には、小型性、軽量性、起動の応答性が求められる。固体高分子形の燃料電池は、動作温度が低く小型化
しても出力が落ちないため、自動車用燃料電池として開発が進められている。
■外部から供給された水素は水素極で電極反
応により、水素イオンと電子に分かれる。
電子は外部回路を経て酸素極に到り、電流
を生じる。水素イオンは電解質を移動し、酸
素極に達し、酸素と結合して水を生成する。
電極用触媒としては主に白金が用いられる。
• 水素極の反応：H2→2H++2e-
• 酸素極の反応：1/2O2+2H++2e-→H 2O
■左図のように、PEFCは電極で電解質をはさむ
構造となっている。この一対をセルと呼び、
PEFCの基本単位となっている。単一セルの
出力は1V弱であり、自動車用の70～100Vの
電圧を得るためには、セルを数百枚直列に
繋いだスタックを形成する必要がある。
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１．技術動向
（３）燃料について
３
①水素の貯蔵（車載）システム：現在は各企業とも高圧水素タンクを採用しているが、実用化（航続距離500km以上）
を想定した場合どの技術もブレークスルーが必要である。
② 水素の補給方法：化石燃料からの改質によるオンサイトの水素製造という方策も考えられるが、総合効率で劣ってしま
うため、インフラの問題等は存在するものの、長期的には純水素の利用になると想定される。
③ 水素の製造方法：下記のいずれの方法も一長一短で、決め手のない状況である。
長所 短所
純水素 排出するのが水のみで、燃料電池の性能を最もよく発揮できる。
貯蔵（車載）方法とインフラの整備が課題である。
ガソリン改質
既存のインフラの利用が可能である。 改質のために800℃もの高温が必要であり、硫黄分
やCO問題も存在する。CO2の削減への寄与も少な
い。
メタノール改質 液体燃料のため扱いやすい。また改質反応温度も低く（250～300℃）、硫黄分も含まない。
インフラの整備が必要である。
概要 課題
高圧水素タンク
水素を高圧(現状350気圧)にして専用の高圧タンク
に充填したもの。タンクは軽量化のため、カーボンと
金属の組み合わせが主流である。
350気圧では、航続距離が300～350kmと短く、航続
距離を伸ばそうとすると車内の空間を圧迫してしま
う。700気圧以上のタンクが必要。
水素吸蔵合金
合金結晶の原子間空隙に水素原子を拡散させ、金
属水素化物として水素を蓄える方法。LaNi5、
Ti1.2Mn1.8などの合金が使用される。
現状では、重量比2～3％の水素しか吸蔵できず、
必要量の水素を貯蔵した場合、重量が問題となる。
重量が増すと燃費が悪くなる。
液体水素
水素を極低温（-253℃)にして、専用の遮熱タンクに
充填したもの。圧縮水素よりコンパクトで質量エネ
ルギー密度が大きい。
液化工程に大量のエネルギーが必要である。ま
た、輸送・貯蔵中にも蒸発等のロスが生じる。総合
エネルギー効率の向上が必要である。
概要 課題
化石燃料 天然ガスやナフサ等から、水蒸気改質法や部分酸化法、自己熱改質法を用いて、水素を製造する。
化石燃料を使用する限り、CO2削減効果は限定的
なものとなる。
原子力 高温ガス炉による水の熱分解等の方法を用いる。 高レベル放射性廃棄問題等
再生可能エネルギーバイオマスや太陽光・風力による熱化学的、生物化学的水素製造。
コスト面等、再生可能エネルギー自体の普及が問
題である。
副生水素 製鉄業やソーダ産業、石油化学産業の生産プロセスで副次的に生産される水素を利用する。
当面の必要量はまかなうことができるが、水素社会
が本格化した場合、需要を満たすことができない。
 
 
２. 公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
技術の
展開
時期 1990年代 2000年代 2010年代
４
1939年 ウィリアム・ロ
ベルト・グローブ卿に
よる燃料電池の発明
1959年 フランシス・
T・ベーコンによる燃
料電池の開発
1997年 京都会議(COP3)
燃料電池自動車の実証試験
燃料電池自動車システム化技術
1965年 宇宙船への
燃料電池の利用
1992年 日本におけるFCVの試作車発表
1997年 東京モーターショー
地球環境問題の顕在化
地球温暖化問題の顕在化
エネルギー問題の深刻化
地球温暖化問題の深刻化
公的研究開発
・支援（主要）
ニューサンシャイン計画
[1993～2000]
NEDO WE-NET計画第Ⅱ期
［1999～2003］
燃料電池実用化戦略研究会［1999～］
水素製造
水素吸蔵
固体高分子形燃料電池
水素・燃料電池実証プロジェクト（JHFC）
[2000～2004]
NEDO 固体高分子形燃料電池システム技術開発
[2000～2004]
NEDO 水素安全利用等基盤技術開発
［2003～2007］
ミレニアムプロジェクト：固体高分子形燃
料電池システム普及基盤整備事業
[2000～2004]
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
５
■燃料電池自動車に関わる研究開発はかなりの部分について自動車メーカーが、独自で行っている。
■公的な研究開発・支援によりいくつかの有用な要素技術は開発されているが、当該プロジェクトに自動車メーカーは参加し
ておらず、それらの技術が直接的には利用されていない。しかし、人材面等での間接的な寄与は存在したようである。
■大学等からの自動車メーカーへの直接的な寄与はあまりないが、部品等のサプライヤーへの寄与は大きかった。
■実証試験や安全性試験の試験場の設置という側面では寄与している。
公的研究開発・支援 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
NEDO　WE-NET計画 第Ⅱ期
［1999～2003年］　（約86億円)
・ 水素貯蔵材料の開発 短期実用化技術への集中的投資
・有効水素吸蔵量2.6wt%を持つ
V-Ti-Co-Mn系合金の開発に寄与
NEDO　水素安全利用等基盤技術開
発
［2003～2007年］
・ 安全対策技術
・ 水素インフラ関連機器の開発
・ 革新的・先導的な水素関連技術の
WE-NETプロジェクトを引き継ぐプロジェクト
・700気圧の高圧水素タンクの研究開発
NEDO　固体高分子形燃料電池システ
ム技術開発
[2000～2005]
・ PEFCの要素技術開発
・ PEFCのシステム化技術開発
・PEFCの高性能化、高耐久化、桁レベルでのコスト低減を
実現しうる電解質膜、電極触媒、電極膜接合体、セパレー
タ等の要素技術開発
・コスト削減のためのPEFCの生産技術に関する開発
水素・燃料電池実証プロジェクト
（JHFC）
[2000～2004]
・ 公道走行時の客観的データ取得
・ 燃料選択、インフラ確立時の検討
・ 社会的受容性の醸成
(財）日本自動車研究所が車両関係、（財）エンジニアリン
グ振興協会が水素ステーション関係を担当して、実証試
験を実施
・実証試験場（JHFCパーク）の建設
・複数の異なった水素源による水素ステーションの設置
ミレニアムプロジェクト：固体高分子形
燃料電池システム普及基盤整備事業
[2000～2004]
・ PEFCの安全性・信頼性 ミレニアムプロジェクトの地球温暖化防止等に役立つ環境
分野の有力な技術として取り上げられた
安全性・信頼正当に係る基準等の策定に向けた試験・評
価手法の確立を目指している
・高圧水素タンクの安全性評価のための実験設備の設置
 
 
１０
技術 インパクト
経済的インパクト
・燃料電池自動車の市場創出
[2005～2010年の導入段階で5万台、
2020年に500万台の導入シナリオ＆目標]
・水素インフラの新規整備
・新燃料の利用の促進（バイオマス等）による産
業の創出
社会的インパクト
・二酸化炭素削減効果
[ガソリン自動車の4割のCO2排出：2010年に5
万台普及すると約6万t- CO2の削減効果]
・大気汚染物質（ NOx、HC、CO、PM 等）削減
・燃料の多様化による国の燃料セキュリティー
の向上
・エネルギー総合効率（Well to Wheel)の向上
[FCVはガソリン車と比べ車両効率3倍、総合効
率2倍]
・道路の騒音問題の低減
国民生活へのインパクト
・住環境の改善（大気汚染、騒音の改善）
・車の快適性の向上（静粛性、空間性の向上、
デザインの多様化）
・環境意識向上
６
関係主体
エネルギー技術
・水素製造
・水素輸送 等
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）インパクト実現プロセス
燃料電池自動車技術
水素貯蔵
燃料電池
（固体高分子形）
・膜
・触媒
・水管理
・耐久性 等
システム化技術
・モーター
・インバーター
・パワーコントロー
ルユニット
・ラジエター 等
自動車産業
・自動車メーカー
・部品メーカー
・燃料電池メーカー
エネルギー産業
・水素製造企業
・インフラ整備企業 等
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）二酸化炭素削減効果と総合効率
７
■燃料電池自動車の温暖化ガス排出量はガソリン改質で50％程度、水蒸気改質で40％程度である。水素の製造に太陽光発電を利
用した場合、10％程度となる。
■燃料効率(Well to Tank)と車両効率(Tank to Wheel)を掛け合わせたものをエネルギー総合効率(Well to Wheel)という。現状では、燃
料電池自動車はハイブリッド自動車に及ばないが、将来的には、1.5倍程度の効率を達成することが目標となっている。
① 燃料電池自動車の温室効果ガス排出
（出所）文部科学省科学技術政策研究所科学技術動向研究センター
「図解 水素エネルギー最前線」よりMRI作成
0 50 100 150 200 250 300
太陽光発電で製造した
水素を搭載した
燃料電池自動車
水蒸気改質による
水素を搭載した
燃料電池自動車
ガソリン車上改質
燃料電池自動車
ハイブリッド車
ガソリン車
温室効果ガス排出（CO2換算) （g/km)
0 10 20 30 40 50
水素を搭載した
燃料電池自動車(将来)
水素を搭載した
燃料電池自動車(現在)
ガソリン車上改質
燃料電池自動車
ハイブリッド車
ガソリン車
② 燃料電池自動車のエネルギー総合効率
（Well to Wheel）
総合エネルギー効率(Well to Wheel) （％）
のライフサイクルアセスメント
（出所）平成１４年３月２９日燃料電池実用化推進協議会資料等より、
MRI作成
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）燃料電池自動車の普及シナリオと課題
８
課題 対応技術 概要
航続距離 水素貯蔵 水素貯蔵方法の軽量化、省スペース化
コスト 製造 燃料電池や周辺機器の製造コストの低下
基本性能 燃料電池 低温での作動性能、耐久性向上、循環水の管理、触媒(白金)の使用量低減
インフラ 水素製造・輸送、供給
環境負荷の少なく、低コストの水素製造方法の
確立。水素輸送および供給インフラの整備
社会受容性 試験、標準 水素や高電圧の安全性の担保
②燃料電池自動車の普及に関する技術面の課題
①燃料電池自動車の普及シナリオ
■燃料電池自動車の技術的な課題には、以下のようなものが存在する。これらの課題が解決と、エネルギー問題(石油枯渇)や地球
環境問題(温暖化問題)への社会対応の本格化により、普及が実現のものとなると考えられる。
■経済産業省は、燃料電池自動車の普及シナリオを3つのフェーズに分け、2010年以降の本格普及を目指している。
二重のジレンマに陥っている
値段 ⇔ 普及量
インフラ ⇔ 普及量
現時点でジレンマを解消するのは、
相当のコスト負担が必要で非現実的
現在
燃料電池自動車を取り巻く情勢の
ドラスティクな変化
→ 燃料電池車の大規模導入
2020～2030
2020年
500万台目標
技術課題解決
エネルギー源多様化の要請
温暖化問題への対応本格化
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４．まとめ
９
■燃料電池自動車の中核をなすのは、燃料電池技術と水素貯蔵技術である。周辺技術としては、
インバーター、ラジエター、パワーコントロールユニット、モーターなどが存在する。現在の主流は、
燃料電池は固体高分子形で、水素貯蔵は高圧タンクである。
■燃料電池自動車に関わる研究開発は、ほぼ自動車メーカーが独自で行っている。公的な研究
開発・支援により触媒等いくつかの有用な要素技術は開発されているが、当該プロジェクトに
自動車メーカーは参加しておらず、それらの技術が直接的には利用されていない。しかし、人材
面等での間接的な寄与は存在したようである。実証試験や安全性試験という側面では寄与して
いる。
■技術面では、航続距離とコストが最大の問題である。課題解決に繋がる技術はまだ確定しておら
ず、広範な基礎研究が必要である。燃料電池に関する技術は、日本では研究開発が始まった
ばかりで、公的研究機関や大学にあまり根付いていないので、研究の裾野を広げることと、実用
化に繋げるための研究開発マネジメントが不可欠である。
■二酸化炭素削減、エネルギー効率向上、燃料セキュリティーの向上、騒音問題の解決など、多く
の社会的インパクトが存在する。また、燃料電池自動車市場の創出による経済活性化効果など、
経済的なインパクトも非常に大きい。自動車の性能向上による国民生活へのインパクトも大きな
物となると予想される。
 
 
４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
①技術課題に関して
■航続距離を伸ばすことと、コストを削減することが最大の課題である。現状では、ブレークスルーを起こす技術は見
つかっていない。（企業・マネージャー）
■要素技術としては、燃料電池の低温作動性向上や耐久性向上、白金触媒の使用量の低減、循環水の管理など多く
の課題が存在する。（企業・マネージャー、関係機関・理事、関係機関・研究者）
■水素を何で作るか、どうやって供給するかも考えなければならない問題である。爆発性のある水素をどうやって安全
に扱うかは難しい問題である。（企業・マネージャー、関係機関・理事、関係機関・研究者）
■燃料電池自動車はまだまだ多くの技術開発が必要であり、早急な普及は難しい。いくつかの技術的ブレークスルー
とエネルギー問題、環境問題への社会的機運の高まりとが達成されたときに、本格的な普及が始まると考えている。
（企業・マネージャー、関係機関・理事)
②公的寄与に関して
■燃料電池はもともと宇宙や防衛的な側面が大きく、日本の研究開発は遅れていた。固体高分子形の燃料電池の開
発をメーカーは10年しているが、国では3年程度しかしていないため、国内に技術の蓄積がないのが現状である。
燃料電池と水素貯蔵に関する主に材料の基礎研究について重点的に進め、要素技術の蓄積をしていって欲しい。
（企業・マネージャー、関係機関・理事）
■NEDOからの委託研究は技術の裾野を広げるのに非常に役立っている。技術を広める活動をしているのが非常に
ありがたい。文科省も研究成果を対外的にアピールすることをして欲しい。（企業・マネージャー）
■大学の研究者はレベルは高いのだが、実用化のニーズ(企業ニーズ）に適合していない研究をしている印象がある。
（企業・マネージャー）
■これまでの日本の公的研究開発・支援は同様の研究課題を複数の場所で行うことをあまり容認していなかった。し
かし、複数の場所で同一のテーマを研究するという分散競争型の支援も考えて欲しい。（関係機関・研究者）
■基礎研究は文科省で実用化はNEDOという風に担当が分かれているのが研究者の風通しを悪くしている。日本とし
て技術を蓄積していくために、知恵を集中させて、有用な基礎研究を行って欲しい。（関係機関・研究者、企業・マ
ネージャー）
１０
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３－１１ マイクロリアクタによる革新的化学品製造技術（製造技術） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z マイクロチップ：概ね数cm角のガラス、シリコン、プラスチック等の基盤上にエッチングにより、平面的
な流路を形成したもの。基盤を積層することによりスケールアップが容易である。また同じ基盤上に、
ポンプ、センサ、フィルタ等の機能を有する素子を形成することにより、1 枚の基盤が微小な工場のよ
うな完結した機能をもたせることも可能である。 
z マイクロプラント：通常の化学品製造に用いられている化学装置を概ね数 cm 角にまで微小化したイ
メージの装置。ステンレス鋼等でできており、内部には流路が立体的に多数形成されている。ポンプ
等のインフラ設備は外部化される。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分析
を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（公的研究開発プロジェクトの参画者）３名 
z 企業（化学品製造装置（マイクロリアクタ）の開発メーカー）１名 
 
(２) 技術動向 
マイクロリアクタとは 10μ～500μm の幅をもつ流路の中で化学反応、混合、熱交換等の化学操作を行い、
化学品を合成する微小反応装置である。 
化学操作を行う場が微小であることに起因して、これまで注目されていなかった独特の効果を有する反応場
が形成されることから、新たな化学品を製造できる可能性が拓け、化学産業に革命的な変革をもたらす可能性
がある。また化学合成や化学工学等の学問分野においては、新しい科学の体系が形成される可能性もある。
すなわち産業と学問分野の双方に全く新たな革新と可能性を拓く可能性がある技術として注目されている。 
マイクロリアクタには大きく、マイクロチップとマイクロプラントの２タイプがある。 
マイクロリアクタの概念が登場したのは 1980 年代であるが、この技術が注目を集めるようになったのは 1990
年代後半である。海外では1997年にドイツ化学工学会の主催により、第1回のマイクロ化学プロセスの国際会
議が開催された。 
我が国では、1998年に近畿化学協会にて「ロボット合成研究会」がスタートしこの中でマイクロリアクタに関す
る活動が行われたこと、2000 年に財団法人 化学技術戦略推進機構がマイクロリアクタに関するロードマップを
作成したこと、同じく 2000 年に「化学とマイクロシステム研究会」が発足したことなどが、日本における技術開発
の嚆矢となっている。 
現在の技術状況を一言で言うと、原理原則やそれを実現するハードの方向が固まり、次の段階へステップア
ップしたところであると言える。次の段階での課題は「実用化に向けた技術開発」と「新しい研究分野の創出」で
ある。 
実用化に向けた技術開発では、マイクロリアクタの特徴を生かして、どのような化学品を製造するのかターゲ
ットを決め、製造装置と生産技術を開発することになる。このためには、ポンプ、バルブなどのマイクロリアクタ向
けの周辺装置の開発を行い、全体システムとして完成させる必要がある。 
新しい研究分野の創出では、新たな学問分野としての微小な反応場での化学（ナノ・マイクロ化学）の創出
が望まれる。微小な反応場では、物質の物理・化学特性が従来のようなマクロな場におけるものとは異なり、新
たな物理化学理論、反応理論や化学工学理論が必要になるからである。 
なおマイクロチップによるマイクロリアクタは、化学品製造だけでなく、生体物質や内分泌かく乱物質等の微
量高速多成分分析装置としての応用も期待されており、化学品製造よりも実用化しやすいと考えられる。早け
れば2006年に、マイクロリアクタによって製造された化学品および分析装置が市場に導入されるのではないか
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と予想されている。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置づけ 
本技術のコンセプトは海外で生まれ、我が国では一部の大学で独自に研究が行われていた。2000年前後
に独自技術の開発を契機としてキャッチアップを果たし、公的研究開発・支援によって企業も巻き込んでの基
礎研究が進められている。 
マイクロリアクタの技術開発は基盤技術開発の段階であるため、民間企業等が独自に実施するには未だリス
クが大きい。このため殆どすべての技術開発活動は、公的研究開発に関連して実施されているのが現状であ
る。また民間企業はこれらの公的研究開発への直接の参画や、公的研究開発に参画している大学の研究者
等を通じて本技術の習得をおこなっている。このことから本技術開発に対して公的研究開発は極めて大きな寄
与があると言える。 
マイクロリアクタに関する主な公的研究開発・支援は以下の通りである。 
(実証試験) 
○ NEDO・革新的部材産業創出プログラム「マイクロ分析・生産システムプロジェクト」は、マイクロプロセス技
術開発とマイクロプラント技術開発の両者を含むものであり、６プロジェクトの中で唯一のマイクロプラント
技術開発を実施しているプロジェクトとなっている。 
(基盤技術開発) 
○ 公的研究開発・支援は 2001 年度に経済産業省および文部科学省でいっせいに始まった（例外として
（財）神奈川科学技術アカデミー（KAST）において1998 年より分析チップの開発を中心としたプロジェクト
が始まっている）。現在、経済産業省／NEDO で２プロジェクトが（2004 年度より１プロジェクトが追加の予
定）、文部科学省／科学技術振興機構で４プロジェクトが進行している。これらのプロジェクトは、マイクロ
チップ製造技術の開発、検出技術の開発、流体制御技術の開発など、いずれもマイクロリアクタ実用化の
ための基盤技術の開発が主たる内容になっている。 
インパクトアンケート調査結果によると、当該技術に対する公的研究開発・支援の寄与度合いが「大」もしくは
「中」と回答した割合は 68％に達している。このうち「大」とした回答は 35％であるが、これは製造技術分野（未
実現）平均の21％に比べかなり大きく、本技術における公的研究開発・支援の寄与が大きいことを示している。
ヒアリング調査においても同様の結果が得られている。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
マイクロリアクタは、これまで未知であった領域の技術であるとともに、将来の産業の基盤技術になる可能性
を有している。具体的には次のような可能性がある。 
z 新たな化学品製造技術の実現によって、化学産業に革命的な変革をもたらす可能性。 
z 化学合成や化学工学等の学問分野において新しい科学の体系が形成される可能性。 
z 臨床検査・診断等の分野で画期的な効率化や利便性の向上を実現する可能性。 
このため長期的には、大きな経済的インパクト、社会的インパクトが期待される。本技術は主として化学品と
いう中間投入財の製造のため、国民生活への直接のインパクトは比較的小さいが、間接的には最終製品等を
通じて大きなインパクトをもたらすと考えられる。期待されるインパクトについて以下に示す。 
○ 経済的インパクト 
z 当面は研究市場である。市場規模は現在20～30億円程度。 
z 2006年から市場が立ち上がり始め、2010年には1000～2000億円規模との予想がある（マイクロリア
クタおよびマイクロリアクタによって製造された化学品、分析装置等の市場。ただし、研究開発後まだ
間もないため、どのような化学品を製造するか自体は未確定）。 
○ 社会的インパクト 
z 廃棄物削減効果。 
z 省エネ効果・二酸化炭素削減効果。 
z 化学反応の安全性向上。 
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z 精密化学品の製品化、低価格化（医薬中間体等）。 
z 環境物質分析の簡便化。 
z ポータブル燃料電池実現への寄与。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 新機能化学品、新医薬品等の製品化による生活水準の向上。 
z 多項目・高速臨床検査・診断、自己・日常検査の簡便化。 
z 高性能小型人工臓器実現への寄与。 
インパクトアンケート調査結果によると、経済的インパクト、社会的インパクトが「大」または「中」とした回答は
それぞれ 65％、64％であるのに対して、国民的インパクトは 35％にとどまっている。これは化学品製造が中間
投入財の生産を行うものであり、国民生活の目にふれにくいものであるためと考えられる。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
○ マイクロリアクタ実用化のための基盤技術の開発課題はまだ多く残されている（ポンプ等の周辺設備の開
発、システム化技術、システム制御技術、微小反応場における化学反応シミュレーションシステムの開発
等）。この研究開発を引き続き公的研究開発により継続する必要がある。基盤技術の開発が進展した後
は、各企業等において、具体的なターゲットを設定した化学品製造技術の開発が容易になる。（学識経
験者） 
○ 新たな学問体系の構築を目指して、微小反応場に関する科学的知見を蓄積することも、本分野の発展に
とって極めて重要である。これに対する公的研究開発支援も必要である。（学識経験者） 
○ マイクロリアクタは今後数年後には実用化が徐々に始まるものと見込まれている。この際には技術の標準
化が重要な課題となる（例：マイクロリアクタの径、形状等の規格化、接続方法の標準化等）。海外では既
に一部で標準化に向けた動きが始まっている。我が国もマイクロリアクタ技術開発のフロントランナーとし
て、国際的な標準化の活動に積極的に参画し更にはイニシアチブをとることが望まれる。（学識経験者） 
○ 臨床検査・診断装置、分析装置の分野では、導入実績のある装置が重用され、新技術の普及には障壁
がある場合がある。これらの分野においては導入初期において、公的セクターが中心となり積極的に導入
を図ることにより、新技術を市場に根付かせることも有効であり、必要である。（学識経験者）
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（※）マイクロリアクタの流路の幅については、200～300μｍとすべきとの意見もある。
１．マイクロリアクタとは何か
（１）マイクロリアクタの概念
汎用化学品から精密化学品まで精密化学品
分析装置としても利用可能
製造する化学品
ステンレス鋼等ガラス、シリコン、プラスチック、ス
テンレス鋼等
反応装置の材質
従来型反応容器固体基盤上にMEMS等のマイクロ
テクノロジーにより形成・積層
反応装置のイメージ
数10ｍｌ~数ｋｌ以上幅50～500μｍ（※）の
微細流路
反応場の規模
従来型化学プラントマイクロリアクタ
マイクロリアクタはこれまでの化学プラントの概念を大きく変える微細反応装置である。
既存の化学プラントの小型化（事例参照）だけでなく、マイクロリアクタに特有の様々な特徴
があることが明らかになりつつあり（後述）、画期的な技術であると共に、科学面でも新たな
分野を開くものとして期待されている。
（事例）（株）東ソーが開発した、ゲル微粒子を年間30ｔ生産するマイクロリアクタは、
従来20ｍ×10 ｍ×4ｍの大きさのプラントが下駄箱の大きさになった
図 マイクロリアクタと従来型化学プラントの比較
 
 
2
・化学品製造通常の化学品製造に用いられている化学装置を概
ね数cm角にまで微小化したイメージの装置。ステン
レス鋼等でできており、内部には流路が立体的に多
数形成されている。ポンプ等のインフラ設備は外部
化される。
マイクロプラント
・化学品製造
・分析・検査
概ね数cm角のガラス、シリコン、プラスチック等の基
盤上にエッチングにより、平面的な流路を形成したも
の。基盤を積層することによりスケールアップが容易
である。また同じ基盤上に、ポンプ、センサ、フィルタ
等の機能を有する素子を形成することにより、1枚の
基盤が微小な工場のような完結した機能をもたせる
ことも可能である。
マイクロチップ
主な用途概要タイプ
１．マイクロリアクタとは何か
（２）マイクロリアクタの種類
マイクロリアクタには大きく、マイクロチップタイプのものとマイクロプラントタイプの2種類がある。
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3
１．マイクロリアクタとは何か
（３）マイクロリアクタのイメージ
マイクロチップ マイクロプラント
（出所）マイクロマシンセンターホームページ
NEDO「マイクロ分析・生産システム」プロジェクト関連資料より転載
 
 
4
オンサイト／オンデマンド生産可能
研究開発～商業生産直結
微量合成可能
比表面積大 精密温度制御可能
拡散混合支配、層流支配
高分子微粒子の粒径制御
高分子重合度制御
不斉合成制御
・・・・・
化学品の輸送・貯蔵のコストとリスク回避
省スペース
スケールアップ開発不要
工業化リードタイム短縮
スケールアップによる生産物の変動なし
実験コスト低減
廃棄物低減
有毒物質合成時の安全性向上
発熱反応、爆発性反応可能
不安定化合物合成可能
エネルギー効率的使用可能
不均一反応の効率向上
反応の高速化
反応収率向上（副生物の減少）
○その他
○装置が小型
○ナンバリングアップ可能
（スケールアップではなく）
○微小空間反応
１．マイクロリアクタとは何か
（４）マイクロリアクタの特徴
特徴 効果
 
 327
5
２．技術動向
（１）マイクロリアクタ技術開発の流れ
1985年 PCR（DNA増幅手法）開発
（最初の特許申請；米国・シータス社）
マイクロ単位操作素子の開発
マイクロ単位操作素子の開発
2000年 「化学とマイクロシステム」
研究会発足
マイクロケモメカトロニクス分野を開く
2000年 「化学とマイクロシステム」
研究会発足
マイクロケモメカトロニクス分野を開く
分析の高度化
分析の高度化
1970年代
シリコンチップ上での
ガスクロ研究（欧米）
1980年代
マイクロチップ上での
キャピラリー電気泳動の研究（欧米） ｅｇ．ＤＮＡシーケンサ
電気泳動チップ実用化
新機能付与
ｅg．ナノストラクチャー導入
新機能付与
ｅg．ナノストラクチャー導入
単位操作実現による
物質生産への展開
単位操作実現による
物質生産への展開
1997年 第1回ＩＭＲＥＴ
（マイクロ化学プロセス
国際会議）開催（ドイツ）
時期 1990年代 2000年代
分 析（マイクロ分析）
生 産（マイクロ合成）
1980年代後半～ ＭＥＭＳ（Micro Electromechanical System）
1998年 近畿化学協会にて
ロボット合成研究会スタート
1998年 近畿化学協会にて
ロボット合成研究会スタート
ＩＭＭ社（ドイツ）
マイクロプラントの開発・発売
既存反応のマイクロ化
（マイクロプラント開発）
既存反応のマイクロ化
（マイクロプラント開発）
熱レンズ顕微鏡の開発
熱レンズ顕微鏡の開発
合成化学、
化学工学の
新領域開拓
・μTAS（Total Analysis System）,
・LOC（Lab on a Chip）
半導体加工技術を利用
したマイクロリアクタの
製作／研究の進展
（ドイツ化学工学会等）
コンビナトリアル
ケミストリーの進展
コンビナトリアル
ケミストリーの進展
1970年代末
マイクロプラントの
コンセプト登場（英国）
（注） ：欧米での動向
：日本での動向
：欧米および日本での動向
新反応開発
新反応開発
1996年 第１回μTAS
国際会議開催（オランダ）
zマイクロリアクターのコンセプトは海外で生まれ、我が国では一部の大学で独自に研究を実施していた。
z微細加工技術の進展と共に1990年代後半から注目を浴びるようになった。
 
 
6
２．技術動向
（２）マイクロリアクタの構成要素技術
構成要素技術は多様である。
これらの要素技術は、マイクロリアクタで何を作るのか、何を分析するのかといった目的に合わせてシステム化される。
マイクロリアクタで
何を製造するか
何を分析するか
微細反応場の
物理化学、合成化学
化学工業理論
反応流路形成技術
（エッチング等によ
る微細加工技術、
ガラス接合技術）
マイクロリアクタの
メンテナンス技術
マイクロリアクタシステム
制御技術
マイクロ流体制御技
術（マイクロポンプ、
流体フィルタフロー
センサー等）
マイクロリアクタシステム
構成技術
高感度検出
技術
ＮＥＤＯ・革新的部材
産業創出プログラム
「マイクロ分析・生産
システムプロジェクト」
JSPS・学術創成研究費 「マイクロ
チップ集積化による反応・機能制御
システムの開発」
JST・ＣＲＥＳＴ 「ナノ
生物物理化学アーキ
テクチュアの構築と
応用」
JSPS・特定領域
研究（Ｂ） 「マイク
ロケモメカトロニク
スの創成」
ＫＡＳＴ
「インテグレーテッド・ケミ
ストリープロジェクト」
ＮＥＤＯ・基礎技術研究促
進事業 「マイクロ化学シ
ステム基盤技術の構築」
微小空間反応基礎論
・マイクロ流体力学
・MEMS等
マイクロバイオ工学
・細胞培養
・生体成分反応等
反応場シミュレーションと
プロセス／流路設計・
制御技術
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３．公的研究開発・支援の位置づけ
（１）技術開発の経緯と公的研究開発の位置づけ
公的研究開発
・支援（主要）
時代 1990年代 2000年代
７
文部科学省科学研究費補助金「マイクロチップ集積化
による反応・機能制御システムの開発」[2001-2005]
周辺環境
（欧米）
技術の展開
（日本）
チップ上でのガスクロ・
電気泳動の研究（欧米）
マイクロプラントの
コンセプト登場（英国）
1997年第1回IMRET開催
（ドイツ）
KAST 「インテグレーテッド・ケミスト
リープロジェクト」[1998-2002]
コンビナトリアル
ケミストリーの進展
1998年ロボット合成
研究会スタート
熱レンズ顕微鏡の
独自開発
マイクロプラントの
開発
基盤技術の開
発とシステム化
マイクロ単位操
作チップの開発
文部科学省科学研究費補助金「マイクロ
ケモメカトロニクスの創成」[2001-2004]
科学技術振興機構「ナノ生物物理化学アー
キテクチュアの構築と応用」[2002-2009]
NEDO 「マイクロ化学システム基盤技術
の構築」[2002-2005]
NEDO 「高効率マイクロ化学プロセス技
術プロジェクト」→「マイクロ分析・生産シ
ステムプロジェクト」[2002-2006]
電気泳動チップの実用化
（分析機器・シーケンサ等）
1996年第1回IμTAS開催
（オランダ）
市場の成熟と新機能付与の研究
μTAS（Total Analysis System）、
LOC（Lab on a Chip）の開発
マイクロプラントの開発・発売
 
 
8
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
■ＫＡＳＴ 「インテグレーテッド・ケミストリープロジェクト」が本分野に対する公的研究開発・支援の嚆矢であり、これをきっかけ
として独自技術の開発と欧米へのキャッチアップが一気に進んだ。
■本分野の研究開発は基礎的な段階にあり、大学を中心にして研究開発が進められた。
■ＮＥＤＯ・革新的部材産業創出プログラム「マイクロ分析・生産システムプロジェクト」において初めて多数の民間企業が参画
することとなり、産業界での実用化が強く意識されると共に研究開発に広がりがでてきた。
公的研究開発・支援 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
ＫＡＳＴ　「インテグレーテッド・ケミストリープロ
ジェクト」[1998年度～2002年度]
・ 高感度検出技術
・ 反応流路形成技術
・東京大学・北森教授が中心となって実施
・高度な分析技術を集積した分析チップを開発
・神経細胞間の分子授受による情報伝達機構を明らかにし、記憶の
 メカニズムを探る
文部科学省科学研究費補助金・学術創成研究
費　「マイクロチップ集積化による反応・機能制
御システムの開発」[2001年度～2005年度]
・ 微細反応場の科学的研究 ・化学修飾することによって科学的機能を付加された微小空間での
 反応や物性を電場、磁場等の外場によって制御し、高度機能の創出
 を目指す
文部科学省科学研究費補助金・特定領域研究
（Ｂ）　「マイクロケモメカトロニクスの創成」[2001
年度～2004年度]
・ 微細反応場の科学的研究
・ 微小空間反応基礎論
・ マイクロバイオ工学
・電気・機械系研究者と化学・バイオ系研究者が共同し、マイクロケ
 モメカトロニクスという新領域を創生する
科学技術振興機構・戦略的創造研究推進事業
（ＣＲＥＳＴ）　「ナノ生物物理化学アーキテクチュ
アの構築と応用」
[2002年度～2007年度]
・ 微細反応場の科学的研究 ・マイクロスケールの化学システムにナノテクを融合し、高機能化学・
 バイオ素子の開発を目指す
ＮＥＤＯ・基礎技術研究促進事業　「マイクロ化
学システム基盤技術の構築」[2002.1～2005.3]
・ 高感度検出技術
・ 反応流路形成技術
・マイクロ化学技研株式会社を委託先とし、東京大学、財団法人神
 奈川科学技術アカデミーが協力機関として参加する体制で実施
ＮＥＤＯ・革新的部材産業創出プログラム
「マイクロ分析・生産システムプロジェクト」[2002
年度～2006.3]
・ マイクロ化学プラント技術
・ マイクロチップ技術
・ マイクロ化学プロセス技術の体系化
・マイクロ化学プロセス研究組合を構成
・東京大学、京都大学、東京工業大学がそれぞれ集中研究所となる
 とともに、民間企業がのべ31社参加
・独立行政法人産業技術総合研究所が参画
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平成18年度
（2006年度）
平成17年度
（2005年度）
平成16年度
（2004年度）
平成15年度
（2003年度）
平成14年度
（2002年度）
平成13年度
（2001年度）
その他
経済産業省関
連
文部科学省関
連
2002.1～2005.3
ＮＥＤＯ・基礎技術研究促進事業 「マイクロ化学システム基盤技術の構築」
・マイクロ化学チップ製造技術（高効率ガラス接合技術）
・超高感度検出技術
・マイクロバイオチップ応用技術
2002年度～2006.3
ＮＥＤＯ・革新的部材産業創出プログラム
「高効率マイクロ化学プロセス技術プロジェクト」→「マイクロ分析・生産システムプロジェクト」
・マイクロ化学プラント技術開発 ・マイクロチップ技術開発
・マイクロ化学プロセス技術の体系化
2001年度～2005年度
文部科学省科学研究費補助金・学術創成研究費 「マイクロチップ集積化による反応・機能制御システムの開発」
・機能性微小空間の創製と高効率化学反応の開発
・高性能化学機能をもつマイクロチップの開発（超高性能コンビケムデバイスの創製及び超高性能診断チップの開発）
2001年度～2004年度
文部科学省科学研究費補助金・特定領域研究（Ｂ） 「マイクロケモメカトロニクスの創成」
・マイクロ流体素子の微細加工と流体制御 ・マイクロ化学システム
・バイオ・環境分野への応用
2001年度～2005年度
文部科学省科学研究費補助金・基礎研究（Ｓ） 「微小液／液界面を利用した新規な反応・分析法の展開」
・油／水界面過程の新たな反応や分析法への応用及びマイクロチャンネル中の反応や分析の自動化
1998年度～2002年度
ＫＡＳＴ 「インテグレーテッド・ケミストリープロジェクト」
・高度な分析技術を集積した分析チップを開発
・神経細胞間の分子授受による情報伝達機構を明
らかにし、記憶のメカニズムを探る
2002年度～2009年度
科学技術振興機構・戦略的創造研究推進事業（ＣＲＥＳＴ） 「ナノ生物物理化学アーキテクチュアの構築と応用」
・高度疾病センサーや選択的機能人工臓器デバイスなど高機能化学・バイオ素子の創出
３．公的研究開発・支援の位置づけ
（３）公的研究開発の流れ
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・小型燃料電池リアクター
（ノートブックパソコン用等高寿命高出力電池）
エネルギー分野
・小型高性能人工臓器医療分野
・ポータブルな環境物質分析システム
・自動分析システム
化学分析分野
・高速ドラッグスクリーニング創薬分野
・現場分析が可能な多項目・高速臨床検査・診
断装置
（検査センター外注
→ベッドサイド、手術室等でのリアルタイム検査）
・家庭での自己、日常検査
・検体量微量化
具体例
臨床検査・診断分野
（がん、
アレルギー診断、
血糖値分析
等）
応用分野
分析・計測等
４．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）マイクロリアクタによって可能になること
化学品製造および分析・計測等の両面で、極めて大きな可能性を有している。
・オンデマンド生産、オンサイト生産が可能
・プラントコスト低減
・多種少量生産への対応が容易
化学プラントが小型化
・研究開発→工業化のリードタイム短縮
・スケールアップによる生産物の変動がない
積層により
スケールアップが容易
・新規合成プロセスの開発
・新規物質の開発
特異な反応場の形成
・反応の高速化
・高温・高圧反応の安全な実施
・危険物質反応の安全な実施
・不安定物質の合成容易化
・副生物、廃棄物の減少
・省エネルギー
反応場の空間距離が
小さい
効果要因
化学品製造
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技術 利用領域 インパクト
４．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）マイクロリアクタによるインパクト実現プロセス
マイクロプラント
マイクロチップ
経済的インパクト
・当面は研究市場である。市場規模は現在20～30億円程度
・2006年から市場が立ち上がり始め、2010年には1000～
2000億円規模との予想がある（マイクロリアクター、マイクロ
リアクタによって製造された化学品、分析装置等の市場）
・研究開発後まだ間もないため、どのような化学品を製造する
か自体は未確定である
社会的インパクト
・廃棄物削減効果
・省エネ効果・二酸化炭素削減効果
・化学反応の安全性向上
・精密化学品の製品化、低価格化（医薬中間体等）
・環境物質分析の簡便化
・ポータブル燃料電池実現への寄与
国民生活へのインパクト
・新機能化学品、新医薬品等の製品化による生活水準の向上
・多項目・高速臨床検査・診断、自己・日常検査の簡便化
・高性能小型人工臓器実現への寄与
その他
・小型人工臓器
・小型燃料電池リアクター
11
化学品製造
・医薬・農薬中間体
・不斉合成
・その他ファインケミカルズ
・新規化学品
・多品種少量生産
分析・計測
・臨床検査・診断
・創薬
（ドラッグスクリーニング）
・化学分析
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マイクロリアクタはまだ基盤技術開発の段階にあり、企業が独自に取り組むにはリスクが大きいことから、
公的研究開発・支援が基盤技術の確立と企業における研究の蓄積に極めて大きく寄与している。
早ければ2006年には、マイクロリアクタによって製造された化学品や分析装置が市場に導入されるとの予
測がある。初期市場の形成時には、公的セクターが中心となり積極的にマイクロリアクタを導入することで、
新技術を市場に根付かせることも有効と考えられる。
マイクロリアクタは注目を浴びてからまだ間もない技術であるが、これまで未知であった領域の技術である
とともに、将来の産業のマイクロリアクターのコンセプトは海外で生まれ、我が国では一部の大学で独自に
研究が行われた。2000年前後に独自技術の開発を契機としてキャッチアップを果たし、公的研究開発・支
援によって企業も巻き込んでの基礎研究が進められている。
基盤技術になる可能性を有している。
z 新たな化学品を製造できる可能性が拓け、化学産業に革命的な変革をもたらす可能性
z 化学合成や化学工学等の学問分野において新しい科学の体系が形成される可能性
z 臨床検査・診断等の分野で画期的な効率化や利便性の向上を実現する可能性
経済的インパクト、社会的インパクトは大きい。また本技術は主として化学品という中間投入財の製造のた
めのものであることから国民生活への直接のインパクトは比較的小さいが、間接的には最終製品等を通じ
て大きなインパクトを有している。
５．まとめ
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■基盤技術の開発：
マイクロリアクタ実用化のための基盤技術の開発課題はまだ多く残されている（ポンプ等の周辺設備の開発、システム化技
術、システム制御技術、微小反応場における化学反応シミュレーションシステムの開発等）。今後も引き続き公的研究開発
により研究を継続する必要がある。基盤技術の開発が進展した後は、各企業等において、具体的なターゲットを設定した化
学品製造技術の開発が容易になる。（学識経験者）
■科学的知見の蓄積：
新たな学問体系の構築を目指して、微小反応場に関する科学的知見を蓄積することも、本分野の発展にとって極めて重要
である。これに対する公的研究開発支援も必要である。（学識経験者）
■標準化：
マイクロリアクタは今後数年後には実用化が徐々に始まるものと見込まれている。この際には技術の標準化が重要な課題
となる（例：マイクロリアクタの径、形状等の規格化、接続方法の標準化等）。海外では既に一部で標準化に向けた動きが
始まっている。我が国もマイクロリアクタ技術開発のフロントランナーとして、国際的な標準化の活動に積極的に参画し更に
はイニシアチブをとることが望まれる。（学識経験者）
■市場創出：
臨床検査・診断装置、分析装置の分野では、導入実績のある装置が重用され、新技術の普及には障壁がある場合がある。
これらの分野においては導入初期において、公的セクターが中心となり積極的に導入を図ることにより、新技術を市場に根
付かせることも有効であり、必要である。（学識経験者）
５．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
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３－１２ 多目的看護や障害者への機能補助を行うロボット（福祉ロボット）（製造技術） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z 福祉ロボット開発に向けたシステム技術。 
z 福祉ロボット開発に向けた要素技術。 
z 福祉ロボット開発に向けた基盤技術。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（立命館大学教授）1名 
z 企業（自立支援ロボットメーカー・役員、マネージャー）２名 
 
(２) 技術動向 
福祉ロボットとは、障害者や高齢者を対象に身体機能を補う手段として、直接物理的な作業をするロボットの
ことを示し、自立支援ロボットと介護支援ロボットに大別される。自立支援ロボットとは、障害者や高齢者が日常
生活で必要な作業を自立して行うことを支援するロボットであり、主に移動支援・食事支援・排泄支援を目的と
している。一方、介護支援ロボットとは、自立支援ロボットを利用しても自立ができない障害者や高齢者の介護
を支援するロボットのことであり、食事搬送支援ロボット、入浴支援ロボット等が該当する。 
また、福祉ロボットではないが、福祉の向上に寄与するロボットとして社会参加支援ロボット、間接作業支援
ロボット（掃除ロボット等）、機能回復支援ロボット（歩行訓練支援ロボット等）、精神賦活支援ロボット（癒し系ロ
ボット等）がある。 
日本で福祉ロボットの開発が着目されたのは 1990年頃である。来るべき高齢者社会では、障害者や高齢者
が増加する一方、相対的に看護者や介護者が減少するため、家庭内での看護力・介護力の低下が危惧され
ている。このため、看護・介護業務を可能な限り機械化・自動化することで、看護者や介護者の業務負荷の軽
減、障害者や高齢者の自立を実現するために、1990年頃から福祉ロボットの研究開発が進められた。 
1990 年代に大学で実施された福祉ロボット研究開発は、その殆どが介護支援ロボットであった。介護支援ロ
ボットは、ハイテクでありマーケットも大きいロボットである一方、安全面で課題が多く当面の実用化は困難であ
る。また、1990 年代には入浴車、排泄機器等が開発されたが、これらはその大半がマニピュレータ型福祉機器
であり、福祉ロボットには該当しない。その結果、1990 年代には福祉ロボットは、殆ど実用化・製品化されること
がなかった。欧州では福祉ロボットに対する研究開発は1970年代から始まり、1990年頃には製品化されており、
日本は欧州と比較して遅れをとっている。日本における当該技術に対する本格的な公的研究開発は 2000 年
代に入ってからであり、福祉ロボット開発に向けたシステム技術、要素技術、基盤技術に寄与している。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
当該技術開発に寄与があったと指摘された公的投資について、主なものを以下に示す。 
(大学や公的研究機関における基礎研究の継続・蓄積) 
○ ｢次世代ロボット基盤的要素技術開発｣（経済産業省、2003 年度～2005 年度）は、｢21 世紀ロボットチャレ
ンジプログラム｣の一つに位置づけられ、ロボットの要素技術（センサ技術、通信技術等）の開発が行われ
ている。 
(民間で実施される応用・実用化研究への資金提供) 
○ ｢福祉用具開発研究委員会｣（厚生労働省、(財)テクノエイド協会、1989 年～）、｢医療福祉機器技術研究
開発｣（旧通商産業省、1990 年代～）では、入浴機器・移動機器・排泄機器などマニピュレータ型福祉機
器の研究開発が行われた。特に、｢福祉用具開発研究委員会｣による公的支援により、マニピュレータ型
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福祉機器に近い自立支援ロボット（食事支援ロボット）が製品化された。 
○ ｢次世代ロボット実用化プロジェクト｣（経済産業省、2004年度～2005年度）は、｢21世紀ロボットチャレンジ
プログラム｣の一つに位置づけられ、ロボットのシステム技術（安全技術、カスタマイズ性、パワーアシスト
技術）の開発、数体の福祉ロボットのプロトタイプ製作が行われている。このプロジェクトは引き続き、｢人間
支援型ロボット実用化プロジェクト｣（経済産業省、2005年度～2007年度）として研究開発が継続されてい
る。 
(標準化の支援、策定) 
○ ｢ロボットの開発基盤となるソフトウェア上の基盤開発｣（経済産業省、2002年度～2004年度）は、｢21世紀
ロボットチャレンジプログラム｣の一つに位置づけられ、ロボットの基盤技術（ソフトウェアの標準化）の開発
が行われた。このプロジェクトは引き続き、｢次世代ロボット共通基盤開発プロジェクト｣（経済産業省、2005
年度～2007年度）として研究開発が継続されている。 
インパクトアンケート調査結果では、公的研究開発・支援の寄与の度合いは、「大」と「中」の合計が回答者の
約 55％と製造技術分野の平均と比較して小さい。また、開発・実用化までの寄与が大きく、民間への資金投入
が多いとの回答も特徴的である。ヒアリング調査においてもほぼ同様の見解が得られている。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
福祉ロボットは、家庭、福祉施設、病院で利用されることで、以下に示すインパクトを実現すると期待されて
いる。 
○ 経済的インパクト 
z 福祉分野におけるロボット市場の拡大および関連産業における雇用創出。 
― 2010年の医療・福祉分野市場規模 1670億円、2025年の医療・福祉分野市場規模9310億円 
z ロボット技術の推進によるソフトウェア、ハードウェア市場の拡大。 
z 在宅看護化による費用の削減（医療機関等における看護人員への負担削減、医療費の低下）。 
○ 社会的インパクト 
z 障害者、高齢者の社会参加の促進。 
z 介護負担軽減による介護者の社会参加の促進。 
z 福祉社会の実現。 
z 住宅環境の改善。 
○ 国民生活へのインパクト 
z ゆとりや癒しを実現する新たなライフスタイルの実現や QOL（Quality of life）の向上。 
z 被介護者、介護者双方の心理的・身体的負担軽減。 
インパクトアンケート調査結果では、社会的インパクトと国民生活へのインパクトが大きい（「大」および「中」と
の回答は、それぞれ 84％、92％）との回答が特徴的である。2025 年の医療・福祉分野におけるロボット本体の
市場規模は 9,310 億円と大きいにもかかわらず、経済的インパクトが大きいとの回答が少ない（大との回答は
16％）。これは、インパクトの想定時期を2010年頃としたことと、社会的インパクト、国民生活へのインパクトが非
常に大きいため、相対的に小さく回答したことが考えられる。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 全般的課題 
○ 「福祉」の基本は、「介護」ではなく「自立」と「社会参加」である。「福祉＝介護」のように福祉ロボットを考え
ているロボット研究者が多い。（学識経験者） 
○ 欧州では障害者、高齢者の自立を尊重している。一方、日本は介護する、守るという意識が強く、この意
識が変わらない限り、日本で福祉ロボットが根付くのは難しい。（企業・マネージャー） 
○ 介護支援ロボットは、ハイテクでありマーケットも大きいロボットであるが、安全面等で課題が多く、市販化
は当面難しい。しかし、これまでの福祉ロボットに対する研究者の研究開発対象の中心は、介護支援ロボ
ットが殆どであった。（学識経験者）  
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○ 今までの福祉ロボットの研究は、大学の研究室で健常者による実験が行われているだけで、ユーザー（障
害者、高齢者）の評価がなかった。その証拠に全く市販化されなかった。（学識経験者） 
○ 福祉ロボット実現に向けて、本質的に解決困難な課題には殆ど手がついていない。研究者はやり易いと
ころだけ研究をしており、進展がない。（学識経験者） 
○ 福祉ロボット（特に自立支援ロボット）はコストが高い。（学識経験者） 
○ 福祉ロボットの研究開発は、需要が小さいこと、販売チャネルが不足していること、福祉に対する認知度が
低いことが、ネックとなっている。（企業・役員） 
○ 日本は成長国家から高齢者が多い福祉国家へ急激に変化しているが、制度面で遅れている。（企業・役
員） 
○ 福祉ロボットの研究開発をする場合は、ロボット研究からではなく、福祉の視点から研究開発を実施して
欲しい。ロボットや機械を開発できても、福祉の現場を知っていなければ意味がない。（企業・役員） 
② 今後の研究開発・支援のあり方についての意見 
○ 福祉ロボットに特化した研究予算公募はほとんど無かった。（学識経験者） 
○ 公的機関は資金を援助するだけでなく、福祉ロボットに対する製品評価基準を設けたうえで評価出来る
機関として権威を持って欲しい。それにより公的機関のお墨付きを獲得することができる。（企業・役員） 
○ 福祉ロボットは、製造段階でユーザーの視点に立脚した｢user interface｣の視点が大切である。多機能の
ロボットを作ってもユーザーに受け入れられなければ意味がない。（企業・マネージャー）
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≪福祉の向上に寄与するロボット≫
≪福祉ロボット≫
１．技術動向
（１）福祉ロボットについて
１
＜自立支援ロボット＞
障害者や高齢者が日常生活で必要な作業を自立して
行うことを支援するロボット
【３大要素】 移動支援、食事支援、排泄支援
・食事支援 ・身支度支援 ・車椅子関連
・歩行支援 ・義肢義足 ・排泄支援
・自立用パワーアシスト 等
＜介護支援ロボット＞
障害者や高齢者の介護を支援するロボット
・食事搬送支援
・移乗支援
・入浴支援 等
＜社会参加支援ロボット＞
就労や余暇活動など、日常生活の最低限の自立の上に、より高い
ＱＯＬ（Quality of Life)を実現する為のロボット
＜機能回復支援ロボット＞
リハビリ訓練を支援するロボット。医療ロボットと福祉ロボットの中間に
位置する
・上下肢リハビリ支援 ・歩行訓練支援 等
＜間接作業支援ロボット＞
間接的な介護作業を行うロボット（結果、人間が直接介護する時間
が増え、福祉の向上に繋がる）
・掃除ロボット ・洗濯ロボット ・後片付けロボット 等
＜精神賦活支援ロボット＞
癒し系ロボット。セラピー効果が有る
･福祉ロボットとは、障害者や高齢者を対象に身体機能を補う手段として、直接物理的な作業をするロボットのことを示し、｢自立
支援ロボット｣と｢介護支援ロボット｣に大別される。
・また、福祉ロボットではないが、福祉の向上に寄与するロボットとして｢社会参加支援ロボット」「間接作業支援ロボット」「機能
回復支援ロボット」「精神賦活支援ロボット」がある。
 
 
１．技術動向
（２）ロボットの分類（参考）
２
≪産業用ロボット≫
＜製造業分野＞ ＜非製造業分野＞
溶接システム 塗装システム 研磨/バリ取りシステム
入出荷システム 作業支援 組み立てシステム
農林業用ロボット 家畜ロボット
≪非産業用ロボット≫
＜生活分野＞ ＜医療・福祉分野＞ ＜公共分野＞
警備ロボット
多目的ロボット
掃除ロボット
（間接作業支援ロボット）
エンターテイメントロボット
コミュニケーションロボット
医療ロボット
自立支援ロボット
災害対応ロボット
海洋ロボット
原子力ロボット
探査ロボット
宇宙ロボット
建設ロボット
社会参加支援ロボット 介護支援ロボット
癒し系ロボット
（精神賦活支援ロボット）
リハビリロボット
（機能回復支援ロボット）
福祉
ﾛﾎﾞｯﾄ
（出所）次世代ロボットビジョン懇談会 資料よりＭＲＩ作成  
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１．技術動向
（３）福祉ロボットの歴史
｢プレイバック
ロボット｣実用
化（米国）
[1960年]
ロボット
全般の
環境
時期 1970年代1980年代 1990年代 2000年代
３
福祉
ロボットの
歴史
1960年代
日本、技術導入
による国産化
開始[1968年]
日本、本格化ロ
ボット普及の始
まり（ロボット元
年）[1980年]
欧州で福祉
ロボットが
販売される
[1990年～]
研究開発
[1970年代～]
食事支援ロボットHANDY-１
（イギリス製、Staffordshire University ）
汎用福祉ロボットMANUS
（オランダ製、Exact Dynamics社）
自立支援ロボット
（食事支援ロボット）
が販売[2002年]
福祉ロボットの開発が注目された背景[1990年頃]
大学にて研究開発が進む
主に工場に
おける生産財
として利用
される
国内のロボット
生産額は5000億円
前後で推移
[1990年～]
世界の製造業用
ロボットの大半を
生産する
ロボット大国へ
福祉ロボットの開発について、日本は欧州と比較して遅れをとる
製造業用ロボットの開発について、日本は欧米に対してリード
マニピュレータ型福祉機器を開発
≪高齢者社会の進展≫
・要介護者、障害者の増加
・被介護者の増大に比べ、介護者数が相対的に減少
・家庭内の介護力の低下
｢少数の看護｣｢介護者がゆとりのある人間味のある介
護を行う｣ために業務の省力化が望まれる
⇒可能な限りの機械化、自動化による支援が必要
対人サービス応用
ロボットシステムの
開発（介護支援ロボット）
欧
州
日
本
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
時期 1990年代 2000年代
３
周辺環境
公的研究開発
・支援（主要）
４
経済産業省
「人間協調・共存型
ロボットシステムの
研究開発」
[1998年度～2002年度]
経済産業省
「人間支援型ロボット実用化プロ
ジェクト」[2005年度～2007年度]
経済産業省、NEDO
「次世代ロボット共通基盤開発プロジェク
ト」[2005年度～2007年度]
経済産業省、中小企業総合事業団
「次世代ロボット基盤的要素技術開発」
[2003年度～2005年度]
≪２１世紀ロボットチャレンジプログラム≫経済産業省関連
厚生労働省関連
文部科学省関連
介護・介助、生活支援ロボット
の開発が注目[1990年～]
食事支援ロボット（自立支援
ロボット）の販売[2002年]
大学での研究開発
旧通商産業省
福祉用具実用化
開発推進事業
［1993年度～（継続）］
経済産業省
「次世代ロボット実用化プロジェクト」
[2004年度～2005年度]
経済産業省
「ロボットの開発基盤となるソフトウェア上
の基盤開発」[2002年度～2004年度]
成果の
反映
プロジェクトの
一体的運営
企業・研究開発機関等に対して助成金を交付。予算規模が小さく、実用化
指向である為、大半がロボット研究ではなくマニピュレータ型福祉機器開発
基礎研究が中心。実用化に結びついた研究は少ない
経済産業省
「ロボット技術のマッチング事業（ロボット見本
市）」[2002年度～2005年度]
研究開発・
技術の進展
（主要）
マニピュレータ型福祉機器の
研究開発
（例）入浴車、排泄機器、
食事搬送機器等
厚生労働省(財)テクノエイド協会
｢福祉用具開発研究委員会｣
の設置[1989年～]
旧通商産業省
｢高齢者生活作業支援
システム｣
[2000年度～2002年度]
旧通商産業省
｢排泄自立支援システム｣
［1993年度～1998年度］
旧通商産業省
｢高齢者・障害者食事搬送自動
ロボットシステム｣
[1994年度～1999年度]
≪医療福祉機器技術研究開発≫
対人サービス応用
ロボットシステムの開発
（介護支援ロボット）
基盤技術（ソフトウェアの標準化） 基盤技術（ハードウェアの標準化）
・システム技術（安全技術、カスタマイズ
性、パワーアシスト技術）
・数体の福祉ロボットプロトタイプを製作
福祉ロボットの製作
要素技術（センサ技術、通信技術等）
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発の経緯と公的研究開発・支援（主要）の位置付け
５
公的研究開発・支援 委託大学・企業等 寄与の対象 寄与の形態・内容等（主要例）
厚生労働省、(財)テクノエイド協会
｢福祉用具開発研究委員会｣
[1989年～（継続）]
セコム、東陶機
器等、福祉機器
メーカー等
高齢者・障害者の自立と介護者の負担軽減を目
的として、福祉用具の研究開発を実施
入浴機器、移動機器、排泄機器等のマニピュレータ
型福祉機器の研究開発、製品化。食事支援ロボット
（自立支援ロボット）の製品化。
旧通商産業省（経済産業省）、NEDO
「医療福祉機器技術研究開発事業」
（排泄自立支援システム、高齢者・障害者
食事搬送自動ロボットシステム、高齢者生
活作業支援システム等）
日立、安川電
機、富士通、
シャープ等
高度かつ低コストの福祉技術の開発 入浴車、排泄機器、食事搬送機器等のマニピュレー
タ型福祉機器の研究開発
経済産業省、NEDO、産総研
「人間協調・共存型ロボット
　　　　　システムの研究開発」
[1998年度～2002年度]
（2001年度は8.8億円）
東京大学、日立
製作所、松下電
工、他民間企業
11社
対人サービス分野においてロボットの実用化の
為の研究開発を実施
対人サービス分野において、対人サービス応用ロ
ボットシステムの研究開発（病院等での介護作業を
ロボットが支援）を日立製作所、松下電工が実施
経済産業省
「ロボットの開発基盤となる
　　　ソフトウェア上の基盤整備」
[2002年度～2004年度]
（2004年度は約0.8億円）
中小企業、ベン
チャー企業
多様な主体の参入を促進するロボット用基盤ソ
フトウェア（ロボット用ミドルウエア）開発
ロボット要素をモジュール化して容易に統合・制御
することを可能とするソフトウェア上の技術基盤の
確立
経済産業省、中小企業総合事業団
「次世代ロボット基盤的要素技術開発」
[2003年度～2005年度]
（2004年度は約15.9億円）
中小企業 ①小型高出力・高耐久モータ技術の開発
②力センサ及び圧力分布センサの小型化、高信
頼性化、高耐久化技術の開発
③高信頼性画像・音声認識技術の開発
アクチュエータ関連技術、センサ関連技術、画像認
識関連技術、音声認識関連技術の開発及び次世代ロ
ボットビジネス化に向けての技術の導入（予定）
経済産業省、NEDO
「次世代ロボット
　　　　　実用化プロジェクト」
[2004年度～2005年度｣
（2004年度は31.3億円）
①民間企業10社
②大学・民間企
業等64機関
①実用システム化推進事業（実環境で十分機能
するための実用システム化技術開発及びシステ
ム評価としての実証試験の推進）
②プロトタイプ開発支援事業
①掃除ロボット、警備ロボット、接客ロボット等、
間接作業支援ロボットについて研究開発を実施
②ロボット関連技術の高度化と異業種間・産学官連
携の推進を図り、「日本発」のオリジナル技術の発
掘を行い、ロボットの幅広い普及のための課題を抽
出。数体の福祉ロボットプロトタイプを製作。｢愛･
地球博｣会場での試験運用（予定）
経済産業省、NEDO
「次世代ロボット
　　　共通基盤開発プロジェクト」
[2005年度～2007年度]
（総事業費21.6億円、2005年度7.2億円）
未定 モジュール化したロボット構成要素を自由に組
み合わせることによって様々な用途のロボット
を効率的に開発できるよう、各ロボット構成要
素を繋ぐインターフェース部分（ハードフェ
ア）のデバイスの開発
省スペース、低コスト、省エネ化が図られ、制御関
係部品は体積で1/10以下、価格で1/10以下、消費電
力で1/5以下が期待される（予定）
経済産業省、NEDO
「人間型支援ロボット
　　　　実用化プロジェクト」
[2005年度～2007年度]
（総事業費51.6億円、2005年度17.2億円）
未定 特定の環境下においてある程度継続的に人と接
触して、人の作業を支援する、または、人の作
業対象として扱うロボットの実用化に必要な技
術開発。開発するロボットは、医療・福祉分野
が対象。
医療・福祉分野のロボットプロトタイプを製作、
2010年を目途に実用化（予定）
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）福祉ロボット実現に向けた歴史的展開
時期 2005年～ 2010年～ 2015年～
８
シ
ス
テ
ム
技
術
及
び
要
素
技
術
開
発
制
度
的
課
題
基
盤
技
術
６
ロボットの開発基盤となる
ソフトウェア上の基盤整備
（2002年度～2004年度）
新規開発されるソフトウェア
・ハードウェアに合わせた
基盤整備を継続
ハードウェアのモジュール化
・標準化の基盤整備
（2005年度～2007年度）
実証データの収集および解析
人間に対する安全性
の評価および
安全基準の検討
≪要素技術開発（2003年度～2005年度）≫
（主な対象技術）
アクチュエータ、センサ技術、知能、
認識技術、通信技術
省スペース、低コスト化、
省エネ化
ロボットに搭載されている制御用デバイス
をパーツ毎に集積化しチップ化
≪システム技術（2004年度～2005年度）≫
・安全技術の確立
・カスタマイズ性の向上
・パワーアシスト技術の向上
福祉ロボット
（自立支援ロボット、
介護支援ロボット）
の実用化・製品化
（2010年以降）
人間に対して直接物理的
作業を行わないロボット
（間接作業支援ロボット、
精神賦活支援ロボット等）
の実用化・製品化（2010年前）
人間に対して直接物理的作業を行わないロボット
（間接作業支援ロボット、精神賦活支援ロボット等）
に係る実証試験を中心としたモデル開発
人間に対して直接物理的作業を
行うロボット（自立支援ロボット、
介護支援ロボット等）に係る実証
試験を中心としたモデル開発
福祉分野をターゲットにした
次世代ロボット開発、
介護施設との連携
介護保険の
対象を検討
製造段階でユーザーの視点に立脚した｢user interface｣の視点
（出所）経済産業省 新産業創造戦略よりＭＲＩ作成
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
利用領域 インパクト
経済的インパクト
・福祉分野におけるロボット市場の拡大及び、関
連産業における雇用創出
（医療・福祉分野市場規模：2010年1670億円）
（出所）経済産業省 新産業創造戦略（2004年）
（医療・福祉分野市場規模：2025年9310億円）
（出所）次世代ロボットビジョン懇談会（2004年）
・ロボット技術の推進によるソフトウェア、ハード
ウェア市場の拡大
・在宅看護化による費用の削減（医療機関等に
おける看護人員への負担削減、医療費の低下）
・海外への輸出による貿易黒字
等
社会的インパクト
・障害者、高齢者の社会参加の促進
・介護負担軽減による介護者の社会参加の促進
・福祉社会の実現
・住宅環境の改善
等
国民生活へのインパクト
・ゆとりや癒しを実現する新たなライフスタイルや
ＱＯＬ（Quality of life）の実現
・被介護者、介護者双方の心理的・身体的負担
軽減
等
７
≪福祉施設での利用≫
〇高齢者を取り巻く家庭環境の変化（家庭内
の介護力の低下、独力で生活する高齢者の
増加、高齢者が高齢者を介護する状況）に
より、福祉施設での利用が見込まれる。
技術
福祉ロボット開発
に向けた
システム技術
福祉ロボット開発
に向けた要素技術
≪病院での利用≫
〇通院する障害者、要介護者の増加に伴い、
病院での利用が見込まれる。
≪家庭での利用≫
〇高齢者社会の進展（障害者、要介護者の
増加）により、家庭での利用が見込まれる。
福祉ロボット開発
に向けた基盤技術
 
 
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）身体障害者数・要支援介護認定者数の推移
８
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（出所）厚生労働省HPよりMRI作成
≪身体障害者（肢体不自由者)数の推移≫ ≪要支援介護認定者数の推移≫
（出所）介護保険事業状況報告よりMRI作成
（単位）万人
高齢者社会の進展により、身体障害者（肢体不自由者）数、要支援介護認定者数は年々増加傾向。2001年の身体障害者（肢体不自
由者）数は175万人。2004年度の要介護高齢者数（要介護１～５）は327万人、寝たきり高齢者（要介護４～５）は93万人。
要支援 社会的支援を要する 食事・排せつ・衣類の着脱は概ね自立しているが，生活管理機能の低下などにより，時々支援を必要とする。
要介護１ 部分的な介護を要する状態 食事・排せつ・衣類着脱ＭＰいずれもが概ね自立しているが，一部介助支援を必要とする。
要介護２ 軽度の介護を要する状態 食事・衣類着脱はなんとか自分でできるが排せつは介護者の一部の介助を必要とする。
要介護３ 中等度の介護を要する状態 食事・衣類の着脱のいずれも介護者の一部に介助を必要とする。排せつには全面介助がある。
要介護４ 重度の介護を要する状態 身体状態は様々であるが，食事・排せつ衣類着脱のいずれにも介護者の全面的な介助を必要とする。尿意，便意が伝達されていない。
要介護５ 最重度の介護を要する状態
寝返りをうつことができない寝たきり状態であり，意志の伝達が困難。食事・排せつ・衣類着脱のいずれにも介護者の全面的な介助を必要と
する。
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（４）医療・福祉ロボットの市場規模
９
（単位）億円
次世代ロボットの市場規模の試算結果（2025年時点）
（出所）次世代ロボットビジョン懇談会よりMRI作成
2025年におけるロボットの市場規模は、約8.5兆円。うち、医療・福祉分野におけるロボット本体の市場規模は9,310億円と
試算される。
区分 分野 ロボット利用の内容 市場規模
ロボット本体 製造業分野 自動車、電機、その他製造業 14150
の市場 生活分野 家事・在宅介護の労働代替 32640
家庭向け警備作業の代替 20
エンターテイメント 400
医療・福祉分野 施設における看護・介護の労働代替 9310
公共分野 電気・鉄道・通信施設等の保全作業 5270
事業所向け警備作業の代替 200
消防機関の設備の高度化 20
副次的産業 アプリケーション ソフトウェア・付替え部品 22450
の市場市場 教育事業 安全講習・技術講習 420
中古品販売 ロボットの中古品販売 960
その他市場（注） メンテナンス [4010]
損害保険 [760]
製造業分野
１兆4,150億円
生活分野
３兆3,060億円
医療・福祉分野
9,310億円
公共分野
5,490億円
（注）ロボット本体市場の内数
 
 
４．まとめ
１０
■福祉ロボットは、障害者や高齢者を対象に身体機能を補う手段として、直接物理的な作業をするロボットの
ことを示し、自立支援ロボットと介護支援ロボットに大別される。
■1990年頃、高齢者社会の進展を背景に、日本において福祉ロボットの研究開発が注目された。しかし、福祉
ロボットが実用化されたのは2000年代に入ってからであり、日本の福祉ロボット技術開発は、欧州と比較して
遅れをとっている。
■福祉機器に対する公的研究開発・支援は主に1990年代から実施されたが、その殆どがマニピュレータ型福祉
機器であった。ロボットシステムに対する本格的な公的研究開発・支援は1990年代終盤になってからである。
ロボット開発のベースとなるシステム技術、要素技術、基盤技術において、大学および民間への研究開発資金
提供、産学連携による研究開発等により、当該技術の進展に寄与したとみられる。
■1990年代に大学で実施された福祉ロボット研究開発は、その殆どが介護支援ロボットであった。介護支援
ロボットは、ハイテクでありマーケットも大きいロボットである一方、安全面で課題が多く当面の実用化は困難
である。結果、1990年代には福祉ロボットは、殆ど実用化・製品化されなかった。
■マニピュレータ型福祉機器に近い福祉ロボットは2000年代に入り、一部実現している。しかし、本格的な福祉
ロボットの実現は2010年以降と想定される。インパクトとしては、福祉分野におけるロボット市場の拡大及び
関連産業における雇用創出（2025年の医療・福祉分野市場規模9,310億円）、在宅看護化による費用削減等
（経済的インパクト）および、障害者・高齢者の社会参加の促進、福祉社会の実現等（社会的インパクト）がある。
国民生活へのインパクトとしては、ゆとりや癒しを実現する新たなライフスタイルやＱＯＬ（Quality of life）の
実現、被介護者・介護者双方の心理的身体的負担軽減等がある。
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４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
②今後の研究開発・支援のあり方についての意見
■福祉ロボットに特化した研究予算公募はほとんど無かった。（学識経験者）
■公的機関は資金を援助するだけでなく、福祉ロボットに対する製品評価基準を設けたうえで評価出来る機関とし
て権威を持って欲しい。それにより公的機関のお墨付きを獲得することができる。（企業・役員）
■福祉ロボットは、製造段階でユーザーの視点に立脚した｢user interface｣の視点が大切である。多機能のロボット
を作ってもユーザーに受けいれられなければ意味がない。（企業・マネージャー）
１１
①全般的課題
■「福祉」の基本は、「介護」ではなく「自立」と「社会参加」である。「福祉＝介護」のように福祉ロボットを考えてい
るロボット研究者が多い。（学識経験者）
■欧州では障害者、高齢者の自立を尊重している。一方、日本は介護する、守るという意識が強く、この 意識が
変わらない限り、日本で福祉ロボットが根付くのは難しい。（企業・マネージャー）
■介護支援ロボットは、ハイテクでありマーケットも大きいロボットであるが、安全面等で課題が多く、市販化は
当面難しい。しかし、これまでの福祉ロボットに対する研究者の研究開発対象の中心は、介護支援ロボットが
殆どであった。（学識経験者）
■今までの福祉ロボットの研究は、大学の研究室で健常者による実験が行われているだけで、ユーザー（障害者、
高齢者）の評価がなかった。その証拠に全く市販化されなかった。（学識経験者）
■福祉ロボット実現に向けて、本質的に解決困難な課題には殆ど手がついていない。研究者はやり易いところだ
け研究をしており、進展がない。（学識経験者）
■福祉ロボット（特に自立支援ロボット）はコストが高い。（学識経験者）
■福祉ロボットの研究開発は、需要が小さいこと、販売チャネルが不足していること、福祉に対する認知度が低い
ことが、ネックとなっている。（企業・役員）
■日本は成長国家から高齢者が多い福祉国家へ急激に変化しているが、制度面で遅れている。（企業・役員）
■福祉ロボットの研究開発をする場合は、ロボット研究からではなく、福祉の視点から研究開発を実施して欲しい。
ロボットや機械を開発できても、福祉の現場を知っていなければ意味がない。（企業・役員）
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３－１３ 地震検知全国ネットワークによる地震到達前防災システム（社会基盤） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査・分析の対象とした。 
z P 波による地震検知とリアルタイム（S 波到達前）震源情報伝送（震源位置とマグニチュードの算出
等）。 
z 上記情報を活用した防災応用システム（火災防止・避難のためのライフラインやビル設備等の自動
制御、事前・早期防災行動のためのアラーム・表示システム等）。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（東京大学地震研究所教授、東洋大学工学部環境建設学科教授）２名 
z 関連団体（リアルタイム地震情報利用協議会、電子情報技術産業協会）３名 
z 企業（保険会社）１名 
 
(２) 技術動向 
基盤となる技術として、地震計（強震計）の技術が戦前から民間主体で開発されて来たが、これは当初の加
速度計だけのものから、加速度計に加えて速度計を備えたものに改良されている。 
1970 年代に、先駆的な原理（論文ベース）として、P 波と S 波の到達時間の差を利用した「10 秒前検知シス
テム」が提唱され、この原理を応用して、旧国鉄・JR による早期地震検知・警報システム、ユレダス等が新幹線
等で稼動して来た。1995年以降、阪神・淡路地震を契機として、全国的なHi-net、K-NET等の地震計整備が
加速され、2001年以降、これらのネットワーク化が加速した。このネットワーク化にあたっては、1980年代以降
のコンピュータ技術の発達を背景とした複数データの高速処理技術および1990年代以降の衛星によるデータ
転送技術とデジタル通信技術（パケット等）が活用された。このネットワークを用いて、災害の原因となる S 波の
到達前（数～数十秒前）に検知される情報（P 波）から、地震情報（地震の規模や位置、各地の震度等）を解
析・判断・伝達するリアルタイム地震情報システムが開発され、2004 年より試験運用に至っている。このようなシ
ステムや技術は日本が世界をリードしている。さらに、リアルタイム地震情報を防災に活用するため応用システ
ムの研究・開発が 11 分野（家庭における情報家電の活用、消防署、学校、ビル・エレベータ等）で進められて
おり、一部（自治体、学校、保険会社等）では試験的な導入・運用がなされている。また、情報家電等による応
用システムの技術も日本が世界をリードしている。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
当該技術開発に寄与があったと指摘された公的研究開発・支援について、主なものを以下に示す。 
(大学や公的研究機関における基礎研究の継続・蓄積) 
○ 大学・公的研究機関等における基礎研究としての地震学研究(地震予知計画(約 35 年継続)等)は、地震
解析・判断技術や衛星利用等による観測データ収集システムの開発の際に、ソフト開発や要素技術開発、
人材育成の観点で寄与した。 
(産学官連携によるナショナルプロジェクト) 
○ リアルタイム地震情報の利活用の実証的調査・研究（リーディングプロジェクト）（文部科学省、2002～）で
は、大学・研究所・行政機関・関連メーカーからなるワーキンググループにより、11 分野において技術検
討、プロトタイプ評価、普及にむけての標準化検討およびモデルによる実証試験がなされている。また、
官民連携がメーカーの応用分野におけるプロトタイプシステムの開発（情報家電等）に寄与している。この
官民連携に際しては、防災科学技術研究所が主導的役割を果たした。 
(民間で実施される応用・実用化研究への資金提供) 
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○ 住宅分野情報システム共通基盤整備推進事業（経済産業省、1999～2001）では、家庭内にネットワーク
が普及した際の技術課題検討を踏まえたモデル化および実証モデルハウス（IT ハウス）構築が行われ
た。 
(通信・計測インフラ整備) 
○ Hi-net、K-net、衛星利用データ転送・集約システム等の研究インフラとしての整備（文部科学省・気象
庁・国土交通省・自治体等）や気象庁・国土交通省・自治体等による地震観測網整備によって、地震観測
網およびデータ集約システムの施設整備がなされた。 
(基盤技術の開発) 
○ 高度即時的地震情報伝達網実用化（リーディングプロジェクト）（文部科学省、2002～）では、地震解析の
ための震源情報の算出およびデータ配信に関する技術開発等がなされた。 
インパクトアンケート調査結果では、公的研究開発・支援の寄与度合いは、「大」と「中」の合計が回答者の約
90％弱と非常に大きい。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
当該技術は、サイエンスでの利用のほか、産業、非産業分野および個人・家庭でも利用が期待される。産業
分野での利用としては、発電所・工場・プラント等での防災システムや一般企業・事業所における避難・防災初
動体制確立等が期待される。非産業分野では、消防署、医療関係、学校等の行政機関における安全確保や
防災体制確立、鉄道・高速道路等の交通システム、ビル等のエレベータ、社会・都市基盤での安全確保・自動
停止・警告等の地震被害未然防止等が期待される。さらに、個人・家庭での利用としては、情報家電等による
自動防災システム（地震警告、避難誘導灯、通電火災防止、避難扉の自動開錠・開扉、LPG 自動遮断）や IP
電話（緊急情報を遅延少なく配信等）などが期待される。これらの各分野での利用を通じて、当該技術は以下
のインパクトの実現が期待される。 
○ 経済的インパクト 
z 地震被害の縮小（火災防止が主）。 
― 関東大震災規模の地震による火災被害が約 30兆円との試算 
z 当該システムに対応する機器の売上。 
― 情報家電等、当面の市場総計約 1000億円 
z 損害保険会社における業務改善。 
○ 社会的インパクト 
z 都市の地震に対する安全度向上（火災防止、都市機能の早期復旧）。 
z 交通システム（鉄道、高速道路等）の地震に対する安全度向上（鉄道は実現）。 
z ビルの耐震性検証（高精度地震計導入による間接効果：当該効果は一部実現）。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 地震に対する安全・安心向上（人命損失・負傷の防止）。 
z 地震情報システムを活用した訓練・教育による地震防災意識等向上。 
インパクトアンケート調査結果では、社会および国民生活へのインパクトが大きいと見られる（「大」および
「中」との回答が約80％弱）。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 全般的課題 
○ 海底への地震観測網の拡張が必要である。地震の約 70％が海底で発生しているが、地震計は 1％しか
設置されていない。現状技術では理想である30kmメッシュでの設置を実現するには約300億円が必要と
見られており、低コスト化が必要となる。（学識経験者、関係団体・役員） 
○ 設置された地震計網のメンテナンスが課題である（人的能力の確保、予算確保等）。（学識経験者） 
○ 現在の観測網は研究用が主であり、実用化に向けたネットワークへの改良が必要である。（関係団体・役
員） 
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○ 情報誤差への対応が必要である（多くの施設をネットワーク化すると、誤情報による膨大な機能麻痺が生
じる可能性あり）。誤情報には必然的に発生するものと（現在、信頼性は約 97％、誤差ゼロは困難）、人為
的なもの（ハッカー侵入等）がある。後者に対しては、ネットワークセキュリティーの確保が必要。また、普
及のためには誤差を容認する何らかの社会的な仕組が必要である。（学識経験者、保険会社・マネージ
ャー、関係団体・研究者） 
○ 多数のユーザーに一斉に確実なデータを送る情報配信技術の開発が必要である。誤情報の排除を考え
ると、インターネットは不安定なため、不特定多数への放送型ではなく、特定ユーザーとの契約方式が望
ましい。（関係団体・役員、保険会社・マネージャー ） 
○ プロトタイプは成功したが社会への普及が課題である。経済原則による民間ベースでの普及には限度が
あり、木造住宅密集地の防災対策促進等を考慮すると、同技術による防災システムを社会基盤として位
置付け、導入のための公的支援を行うことも検討すべき。（関係団体・役員、保険会社・マネージャー） 
○ 普及のためには、効果と必要性を多くの人に認識してもらう（このために、公共機関や電気・ガス・交通等
の公益的な分野から導入を先行し、一般の国民や企業に PR することが望ましい。）また、効果発現のた
めには震災時の避難行動等の教育・訓練（モデル地域での実験等）が必要である。（関係団体・役員、保
険会社・マネージャー） 
② 今後の研究開発・支援のあり方についての意見 
○ 応用段階の研究開発や導入は、民間主導で進めてゆくべきである。（学識経験者） 
○ 海底における地震観測網の低コスト化に向けて、高価なケーブルやコネクタを使わない技術が求められ
る（トランスポンダー装置が有望か）。（関係団体・役員） 
○ 地震だけでなく、他の災害情報とも組み合わせた総合的なシステム化が望ましい。（学識経験者） 
○ より幅広い普及のため、他の情報と組み合わせたシステム化もありえる。（関係団体・研究者） 
○ 理学（地震学）と工学（防災応用）、および社会科学的アプローチ（震災時行動等）等の分野間連携が十
分でなく、これらの分野を超えた総合化研究が必要である。（学識経験者）
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１．技術動向
（１）技術概念（地震検知とリアルタイム情報の防災活用）
１
防災応用システムによる情報活用
・ライフラインやビル設備等の自動制御（→火災防止、避難等）
・アラーム・表示システム（→事前・早期防災行動）
等
数箇所の観測点で
P波を観測
震源位置と
マグニチュードの算出
S波到達前に
ユーザーへ伝達
防災に応用
P波による地震検知とリアルタイム
での震源情報伝送
（出所）特定非営利活動法人リアルタイム地震情報利用協議会ＨＰ等よりＭＲＩ作成  
 
１．技術動向
（２）技術の構成と進展状況
２
地震観測網（約３千台の地震計）
：高感度地震観測網［Ｈｉ－ｎｅｔ］、強震観測網［K－NET・KiK－ｎｅｔ］等
※気象庁観測網・防災科学技術研究所観測網・大学観測網のネットワーク化
観測データ収集システム（衛星利用等）
データ加工・配信システム（衛星、無線、有線）
※震源情報は気象庁より一元的に配信される：気象庁ナウキャスト地震情報（震源位置、地震の
規模、各地の震度予測）を特定機関に対し、2004年2月より試験配信開始
データ分析（解析・地震判断）※気象庁による緊急地震速報決定
利用分野における防災・応用システム（11分野で研究開発中）
要素技術の進歩
―高精度強振計（加速度
に加えて速度も測定可
能）
―エレクトロニクス技術に
よる精度向上（複数
データの高速処理）
―衛星によるデータ転送・
集約
―通信技術の進歩（パケッ
ト技術）
リアルタイム地震情報システム（総合システム）
※90年代前半では気象庁が検知に約10秒→2000年には防災科学技術研究所（防災科研）で約3秒と短縮
※日本は全国ネットの地震観測システムで、世界をリード（台湾、米国、イタリアが追従）
基礎研究としての
地震研究
・各家庭における自動防災システム（情報家電およびIP電話による）
・消防署における消防初動体制支援システム
・医療関係者への災害時広域医療救護活動システム
・防災現場関係者への専用防災無線システム
・学童・学校職員への緊急地震速報を用いた防災教育支援システム
・発電所・工場・プラント向け防災システム
・既設ダムに向けた即時被害予測と警報システム
・特定利用者への公衆移動通信を活用した通信システムおよび
屋外作業者および屋外レジャ 用ー地震情報提供携帯移動端末
・緊急地震速報を活用したエレベータ自動制御装置、緊急地震速報と
連動したビル設備の中央集中監視装置
・緊急地震速報活用のためのFM文字多重チューナ シーステム
・緊急地震速報と連動した家庭内LPガス自動遮断システム
 
 346
データ収集技術
１．技術動向
（３）関連技術の歴史的な流れ
戦前 戦後 １９７０ １９８０ １９９０ ２０００ ２００４ 将来
地震早期検知
・防災応用システム
震源・地震強度等
解析技術
地震観測
ネットワーク
地震計技術
気象庁・国土交通
省・自治体等の地
震観測網の高密
度設置（Ｈｉ-Ｎｅｔ
、Ｋ-Ｎｅｔ等）
強震計
の考え
（東大・
末広）
主要地震等
３
大学・研究機関等による地震学研究（地震予知研究、震源解析技術等）
強震計開発
（加速度計）
（米国）
関東
大震災
（1923）
従来の加速度のみのものから速度
も測れる高精度強震計開発
（日本）
（ビルの耐震エンジニアリングのニーズ）
（地震計技術は成熟）
衛星によるデータ転送技術
デジタル通信技術（パケット等）
阪神・淡路
地震
（1995）
衛星利用等
による
ネットワーク化
局地的な地震計ネットワーク
整備が始まる
（1970年頃）
大学、防災科研の研究用観測網整備
コンピュータ技術（複数データの高速処理）
（大学等の計算ニーズ）
震源・地震規模・各地の
震度等の解析システム
（防災科学技術研究所
でソフト開発）
検知に約10秒
（1990年代、気象庁）
検知に約3秒
（2000年、防災科学技術研究所）
論文「10秒前検知システム」
（伯野教授、1970年代）
Ｓ波による早期
地震検知・警報
システム（ＪＲ、
東北新幹線）
UrEDAS（ユレダス）：Ｐ波による事前検知・警報
（ＪＲの新幹線等、コンパクト型を含め約90ヶ所）
リアルタイム地震情報
システム（防災科学技術
研究所・気象庁等による、
2004年より試験運用）
応用防災システム
・家庭（情報家電、
ＩＰ電話等利用）
・消防等防災機関
・学校
・発電所・工場等
・ビル・エレベー
タ・一 般事業所
・医療 等
新潟
地震
（1964）
大井川
河口地震
（1965）
Ｓ波による
列車制御用
地震計（ＪＲ東
海道新幹線）
宮城県
沖地震
（1978）
日本海中部
地震
（1983）
宮城県沖の地震
（2003）
十勝沖地震（同年）
（関東大震災シミュレー
ションで約12秒の余裕）
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
技術の展開
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
大学等における地震学研究（基礎研究）：「地震予知計画（約35年継続）」、防災科学研究所における地震解析等
高度即時的地震情報伝達網実用化（リーディングプロ
ジェクト）（文部科学省）（2002－）
Ｈｉ-ｎｅｔ，Ｋ-ｎｅｔ、衛星利用データ転送・集約システム等整備（研究イン
フラ）（文部科学省、気象庁・国土交通省・自治体等）(1995以降加速）
国鉄・JRにおける研究
宮城県沖地震
(1978）
日本海中部地震(1983）
阪神・淡路地震(1995）
「大規模地震対策特別措置法」
（1978）
宮城県沖の地震
(2003）
十勝沖地震(2003）
「10秒前検知システム」（原理・論文ベース）
Ｈｉ-ｎｅｔ，Ｋ-NET等
の地震計整備
（1995以降に加速）
リアルタイム地震情報
システム（ネットワーク
化）（2001年以降加速）
解析・推定技術
情報配信技術
利用分野における
防災応用システム
４
IT技術（コンピュータ、
通信等）の急速な進展
釧路沖地震(1993）
北海道南西沖地震(1993）
住宅分野情報システム共通基盤整備推進事業
（経済産業省)（1999-2001）
住宅情報化のｲﾝﾌﾗ技術
旧国鉄・JRによる早期地震検知・警報システム、ユレダス等（新幹線等で稼動）
地震計（強震計）技術
加速度計→加速度計＋速度計
（戦前より民間主体で開発）
リアルタイム地震情報の利活用の実証的調査・研究
（リーディングプロジェクト） （文部科学省）（2002－）
制度等の対応
防災科学技術研究所を中心に
関連省庁連携、リアルタイム地
震情報利用協議会（NPO)設立
民間
企業
参加
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
資金提供以外による寄与 メーカーへの資金提供による寄与
地震解析技術
・防災科学研究所における地震解析ソ
フトおよび高速データ取得技術
・人材育成効果（ポスドク受入等）
観測データ収集システ
ム（衛星利用等） ・衛星によるデータ転送技術
Ｈｉ-ｎｅｔ，Ｋ-ｎｅｔ、衛星利用デー
タ転送・集約システム等整備
（研究インフラ）（文部科学省・
気象庁・国土交通省・自治体
等）
地震観測網および
データ集約システム 左記の施設整備
気象庁・国土交通省・自治体等
の地震観測網整備
地震観測網および
データ集約システム 左記の施設整備
高度即時的地震情報伝達網実
用化（リーディングプロジェクト）
（文部科学省）
（2002-、2002は2億円）
地震解析技術および
データ加工・配信シス
テム
・震源情報の算出およびデータ配信技
術（防災科学技術研究所、東京大学
および気象庁により研究開発）
・リアルタイム地震情報がもたらす社
会への影響度調査（気象協会）
リアルタイム地震情報の利活用
の実証的調査・研究（リーディン
グプロジェクト） （文部科学省）
（2002-）
１１分野における応
用・実用化システム
・大学・研究所・行政機関・関連メー
カーからなるワーキンググループによ
る技術検討、プロトタイプ評価、普及に
むけての標準化検討（産官学連携）
・モデルによる実証試験
・応用分野におけるプロトタイプシ
ステムの開発（情報家電等）
住宅分野情報システム共通基
盤整備推進事業（経済産業省）
（1999-2001、約12億円）
住宅情報化のインフラ
技術
・家庭内ネットワーク化普及の技
術課題検討を踏まえたモデル化
・実証モデルハウス（ITハウス）
構築
寄与の形態・内容等（主要例）公的研究開発・支援 寄与の対象
大学・公的研究機関等における
地震学研究（基礎研究）：「地震
予知計画（約35年継続）」等
（2002-2003で約6.5億円）
５
リアルタイム地震情報システムはほとんど公的投資による。（公的投資がなければ当該技術・システムは実現しなかった）
応用による防災システムは民間主導（特に情報家電等）であるが、官民共同による分野別利活用プロトタイプの開発がなされている。
 
 
リアルタイム
地震情報シス
テム
高精度地震計（加速
度計・速度計）技術
技術 利用領域 インパクト
サイエンスでの利用
研究機関、大学等における地震学等の研究
産業での利用
・発電所・工場・プラント等での防災システム
・一般企業・事業所における避難・防災初動体制確立
・損害保険会社における被害想定等のための、経営情報と
しての利用
・野外作業者（高所などの危険個所等）の未然危険回避
非産業分野での利用
＜行政機関等における利用＞
・消防署やその他の防災関係者（初動体制確立、職員の安
全確保、機材・車両等の損傷回避）
・医療関係者（手術中を含めた患者・医療関係者の安全確
保、医療・救護活動体制の早期確立）
・学校（児童・生徒・教員の安全確保、訓練モードでの利用
による地震・防災訓練と意識向上）
＜社会基盤・都市基盤での利用＞
・鉄道・高速道路等交通システム（自動停止、警告等）
・エレベータ（安全確保、損傷防止）
・ビル（通報・警告、照明、自動ドア開放、電子錠開錠、危険
物用電磁弁遮断）
・ダム（通報等による人的・物的被害の未然防止）
経済的インパクト
・地震被害の縮小（火災防止が主）
関東大震災規模の地震による火災被害が
約30兆円との試算あり（経済産業省による）
・当該システムに対応する機器の売上
（情報家電等、当面の市場総計約1000億円）
・損害保険会社における業務改善 等
社会的インパクト
・都市の地震に対する安全度向上（火災防止、
都市機能の早期復旧）
・交通システム（鉄道、高速道路等）の地震に対
する安全度向上
・ビルの耐震性検証（高精度地震計導入による
間接効果）
等
国民生活へのインパクト
・地震に対する安全・安心向上（人命損失・負傷
の防止）
・地震情報システムを活用した訓練・教育による
地震防災意識等向上
等
（下線は実現したもの、他は今後多く期待されるもの）
その他（共通）
・情報の破壊・損失の回避（PC,通信システム等）
・直前の所在地情報による人命救助活動容易化
等
６
個人・家庭での利用
・情報家電等による自動防災システム（地震警告、避難誘
導灯、通電火災防止、避難扉の自動開錠、LPG自動遮断）
・IP電話（緊急情報を遅延少なく配信等）
・野外レジャー（高所などの危険個所等）の未然危険回避
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）当該技術の利用とインパクト実現プロセス（情報家電による防災システムの例）
７
経済的インパクト
社会的インパクト
国民生活へのインパクト
左記ｼｽﾃﾑの導入・普及（将来）
・その他の情報家電を
活用してのさらなる
普及も
・既存住宅への普及
（密集地等では政策
支援の必要性も）
情報家電による応用システムイメージ
地震情報
（事前検知）
熱機具等
自動遮断
事前警報、
避難路確保
、誘導
情報保存
（所在等）
火災・延焼防止
人は護身・
避難に集中
護身・避難の
容易化
救助支援情報
（被災者所在
地等）
・情報家電による
自動防災システム
市場創造（当面、
約100万世帯へ
の普及を想定し、
総額約1000億円）
・火災による
資産損失防止
・人命損失等による
経済活動阻害防止
・火災等による都市機能
麻痺の防止
（地震に対する都市の
安全性向上
→日本の国土の
魅力向上）
・人的被害の縮小
（地震による死亡・負傷者
の軽減）
↓
地震に対する安全・安心の
向上
地震発生
（出所）特定非営利活動法人リアルタイム地震情報利用協議会ＨＰ等よりＭＲＩ作成
リアルタイム
地震情報システム
家庭内制御ネットワーク
自動防災システム
（情報家電）：
応用システムとして
研究開発中（ITハウスで
モデル実証実験等）
新築住宅（マンション・
戸建）を中心に4～5年で
約100万戸に（＠約10
万円：購入者負担で）
 
４．まとめ
８
■全国的に地震観測網が整備され、これにより災害の原因となるS波が到達前（数～数十秒前）に、検知され
る情報（P波）から、、地震情報（地震の規模や位置、各地の震度等）を解析・判断・伝達するリアルタイム地
震情報システムが開発され、試験運用に至っている。このようなシステムや技術は日本が世界をリードして
いる。
■リアルタイム地震情報を防災に活用するための応用システムの研究・開発が11分野（家庭における情報家
電の活用、消防署、学校、ビル・エレベータ等）で進められており、一部（自治体、学校、保険会社等）では
試験的な導入・運用がなされている。また、情報家電等による応用システムの技術も日本が世界をリードし
ている。
■リアルタイム地震情報システムはほとんど公的投資によるものである。（公的投資がなければ当該技術・シ
ステムは実現は困難であったとみられる。）
・大学や公的研究機関による地震学研究等の地道な基礎研究の継続・蓄積が地震解析・判断等の技術に寄
与した。
・全国数千におよぶ地震計による観測網は、防災科学技術研究所による国土全域に渡るHi-net等の地震研
究インフラの整備が大きく寄与している。これは公的研究開発支援形態としての着実な施設整備の寄与を
示すとともに、防災科学技術研究所主導により、従来縦割りであった関連省庁連携のネットワーク化に効果
があった。
・応用による防災システムは民間主導（特に情報家電等）であるが、官民共同による分野別利活用プロトタイ
プの開発がなされている。（この官民連携に際しても、防災科学技術研究y素が主導的役割を果たした。）
■インパクト実現には、社会への普及が課題である。同技術による防災システムを社会基盤として位置付け、
導入にむけた公共機関や公益的な分野からの先行導入を通じて効果と必要性を多くの人に認識してもらう
必要がある。また、震災時の非難行動等の教育・訓練も必要である。
■当該技術は社会のインフラとなる技術として経済・社会および国民生活に幅広いインパクトを有している。イ
ンパクトとしては地震防災における人命損失・負傷の防止による国民生活の安全・安心向上、および都市
の火災防止や交通システムの地震安全性向上等の社会的効果が特に大きい。経済的効果としては、火災
や人的被害を通じた地震による経済的被害縮小効果が主であり、さらに情報家電等も含めた当該システム
関連機器の市場も、家庭への導入・普及により、かなりの規模が見込まれる。
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４．まとめ
(参考)指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
９
①全般的課題
■海底への地震観測網の拡張画必要である。地震の約70％が海底で発生しているが、地震計は1％しか設置されて
いない。現状技術では理想である30kmメッシュを実現するには約300億円が必要と見られており、低コスト化が必
要である 。（学識経験者、関係団体・役員）
■設置された地震計網のメンテナンスが課題である（人的能力の確保、予算確保等）（学識経験者）
■現在の観測網は研究用が主であり、実用化に向けたネットワークへの改良が必要である。（関係団体・役員）
■情報誤差への対応が必要である（多くの施設をネットワーク化すると、誤情報による膨大な機能麻痺が生じる可能
性あり）。誤情報には必然的に発生するものと（現在、信頼性は約97％、誤差ゼロは困難）、人為的なもの（ハッ
カー侵入等）がある。後者に対しては、ネットワークセキュリティの確保が必要である。また、普及のためには誤差を
容認する何らかの社会的な仕組が必要である。 （学識経験者、保険会社・マネージャー、関係団体・研究者）
■多数のユーザーに一斉に確実なデータを送る情報配信技術の開発が必要である。（誤情報の排除を考えると、イン
ターネットは不安定であり、また不特定多数への放送型ではなく、特定ユーザーとの契約方式が望ましい。（関係団
体・役員、保険会社・マネージャー ）
■プロトタイプは成功したが社会への普及が課題 である。経済原則による民間ベースでの普及には限度があり、木造
住宅密集地の防災対策促進等を考慮すると、同技術による防災システムを社会基盤として位置付け、導入のため
の公的支援も検討する必要がある。（関係団体・役員、保険会社・マネージャー ）
■普及のためには、効果と必要性を多くの人に認識してもらう（このために、公共機関や電気・ガス・交通等の公益的
な分野から導入を先行し、一般の国民や企業にPRすることが望ましい。）また、効果発現のためには震災時の避
難行動等の教育・訓練（モデル地域での実験等）が必要である。 （関係団体・役員、保険会社・マネージャー ）
②今後の研究開発・支援のあり方についての意見
■応用段階の研究開発や導入は、民間主導で進めてゆくべきである。（学識経験者）
■海底における地震観測網の低コスト化にむけて、高価なケーブルやコネクタを使わない技術が求められる（トラン
スポンダー装置が有望か）。 （関係団体・役員）
■地震だけでなく、他の災害情報とも組み合わせた総合的なシステム化が望ましい。 （学識経験者）
■より幅広い普及のため、他の情報と組み合わせたシステム化もありえる。（関係団体・研究者）
■理学（地震学）と工学（防災応用）、および社会科学的アプローチ（震災時行動等）等の分野間連携が十分でなく、
これらの分野を超えた総合化研究が必要である。（学識経験者）
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３－１４ 難分解性物質等を含む排水の高効率生物処理システム（社会基盤） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査分析の対象とした。 
z 排水の生物処理には細菌や菌類等の微生物や、微生物以外の植物等が利用されるが、比較的コ
ンパクトな処理システムでは主として微生物が用いられる。 
z 高効率微生物処理のポイントは、１) 微生物を高密度に保持すること、２) 排水中の汚濁物質を高濃
度に保持することである。 
z １)は微生物を固体表面に付着させる等の方法（微生物担体技術）によって、２)は高分子分離膜によ
る分離技術（膜分離技術）によって実現される。 
z 微生物担体技術、膜分離技術を調査・分析の対象とした。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 学識経験者（横浜国立大学大学院教授、北海道大学助教授）２名 
z 企業（環境ベンチャー・マネジャー、水処理メーカー・マネージャー、プラントメーカー・マネージャ
ー）３名 
 
(２) 技術動向 
生物処理技術は、排水規制等の環境規制と密接な関連を持って発展してきた。微生物分解は古くから、
BOD の分解に利用されてきている。一方、環境問題への対応から、1979 年には COD 総量規制（水質汚濁防
止法・第一次水質総量規制）が導入され、2001 年には窒素およびリンが規制対象に加わった（同・第五次）。さ
らに、近年は難分解性の有機汚染物質（内分泌かく乱物質、PCB、ダイオキシン等）への対応が強く求められ
るようになった。他方、生物処理技術はこのような社会的、法的な要請に対応し、BOD、COD、窒素・リン、そし
て、難分解性の有機汚染物質と処理対象を拡大している。 
しかし、生物処理における大きな課題は、高効率化・処理速度の向上である。難分解性物質のほとんどは微
生物分解可能ではあるが、微生物の増殖速度が遅い、微生物の密度が低い、高濃度排水を処理しにくい、と
いう問題があり、高効率処理を妨げていた。 
現在までの技術動向として、微生物の高密度保持については、固体表面やゲル内部に高密度に微生物を
繁殖・保持する方法（固定化）、あるいは、微生物を粒径２-５mm 程度の粒（グラニュール）に自己造粒化させる
方法（UASB法等）が開発されている。また、処理濃度の高濃度化については、処理の過程で生じる汚泥（主に
微生物の死骸）の分離（固液分離）に膜分離技術を用いて、従来の沈澱分離では困難だった高濃度処理（お
よび沈澱池省略によるコンパクト化）が可能になってきている。 
さらに将来の動向としては、水の再利用が広がるにつれ水循環の環に入る汚染物質低減が重要になると考
え、これに対応するため、家庭排水や農業排水等を処理する分散型のコンパクトな排水処理装置の開発を進
める動きがある。このような分散型装置においては個々の家庭ユーザー等に高度な運転技術を要求すること
はできないので、バイオセンサ技術等モニタリング技術とネットワーク技術して装置を遠隔管理する、メンテナン
スフリーのシステムが開発されると考えられている。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
難分解性物質等を含む排水の高効率生物処理システムに対する主要な公的研究開発・支援を以下に示
す。 
(大学や公的研究機関における基礎研究の継続・蓄積) 
○ 1985年度～1989年度の期間に実施された、旧建設省の「バイオテクノロジーを活用した新排水システム」
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プロジェクト（通称：バイオフォーカス WT）では、微生物固定化担体の開発を中心に、バイオセンサの開
発、有用微生物の分離培養、有機物除去バイオリアクターの開発が行われた。 
(実証試験) 
○ 環境省の「環境技術実証モデル事業」では、2003年度および2004年度に、小規模事業場向け有機性排
水処理技術（日排水量50m3以下程度の厨房を想定した生物学的/物理化学的処理技術）および、山岳ト
イレ技術（インフラ未整備地域で、公衆トイレのし尿を生物/化学/物理的に処理する非放流式装置）を対
象に、都道府県/政令指定都市を実証機関とする実証モデル事業を行っている。 
(基盤技術の開発) 
○ 1985 年度～1990 年度に実施された、旧通商産業省の「水総合再生利用システム」プロジェクト（通称：ア
クアルネサンス’90）では、分離膜を組み込んだ高濃度バイオリアクター開発を中心に、微生物の研究開
発、膜素材の研究開発、メタン発酵用膜モジュールの開発などが行われた。 
○ 2002 年度～2006 年度に実施されている、経済産業省/NEDO の「生分解・処理メカニズムの解析と制御
技術の開発」プロジェクト（通称：生分解プロジェクト）では、メタン発酵プロセスの高効率化・安定化に必
要な技術の開発、生分解を目的とした嫌気性微生物の機能解明、育種等基盤技術の開発が行われてい
る。 
(規制の導入・調達) 
○ 排水処理技術は、排水規制等の法規制等強化に対応して進歩した。また、下水道関連の排水処理開発
においては、規制強化に対応した公共調達が開発を促進した。 
インパクトアンケート調査結果では、当該技術に対する公的研究開発・支援の寄与度合いが「大」もしくは
「中」と回答した割合は 66%と、社会基盤分野の平均（63%）と比較してわずかに大きい。また、応用段階での研
究開発支援の寄与が比較的大きく、公的研究開発と民間への資金がバランスよく寄与しているとされる。今後
の公的研究開発・支援の必要性については、「大」もしくは「中」と解答した割合は 83%（同 75%）と高く、当該分
野における今後の公的研究開発・支援の必要性は大きいと見られる。なお、ヒアリング調査においても、上記ア
ンケート調査とほぼ同様の見解が得られている。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
排水処理技術は「なければ困る」技術であり、当該技術がなかった場合の「負のインパクト」はきわめて大き
い。当該技術は、排水処理関連企業による製品の製造、排水処理適正化による水環境保全、および高度な排
水処理装置コンパクト化による家庭等へのシステム普及を通じて、以下のインパクトを実現すると考えられる。 
○ 経済的インパクト 
z 下水高度処理市場（400億円）。 
z 事業所用除害施設、家庭用オン・サイト排水処理設備市場。 
z 適切な排水処理による農産物の価格維持(適切な排水処理が行われないと、農産物の価格低下を
まねく)。 
○ 社会的インパクト 
z 河川等水域浄化による良好な環境の享受。 
z 「食の安全」の確保。 
z 未規制物質による未知の環境影響不安の軽減。 
z 産業廃棄物による地下水汚染、土壌汚染防止。 
z 汚物処理困難な情況でも利用できる災害時用トイレの配備。 
z 排水再利用普及による上下水負担の軽減。 
z 資源（窒素、リン等）リサイクル促進。 
z 下水処理に要する電力等の削減。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 清浄な飲用水の利用。 
z 浄化槽汚泥処理負担軽減。 
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z 生ゴミ処理負担軽減（ディスポーザ普及）。 
z 排水再利用導入による上水節約。 
z 介護用トイレの汚物負担軽減。 
インパクトアンケート調査結果によると、現時点でのインパクトが「大」もしくは「中」と回答した割合が、社会的
インパクトについて80%と高かった。同様に、経済的インパクト（74%）および国民生活へのインパクト（73%）も総じ
て高い。排水処理は、社会基盤技術であり、また、環境問題とも密接に関係するため、社会的インパクトに対す
る期待が大きいと思われる。なお、ヒアリング調査においても、上記アンケート調査とほぼ同様の見解が得られ
ている。 
 
(５) 指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見（参考） 
① 現状と課題 
○ 技術的には、内分泌かく乱物質等の難分解性物質の生物学的分解も可能になってきた。生物学的方法
（微生物分解）と物理化学的方法（膜分離、オゾン処理等）とを組み合わせた方法も多い。（学識経験者、
企業・研究者、企業・マネージャー） 
○ 生物膜（バイオフィルム）法に関して、日本のレベルは進んでおり、また、リン回収技術では、日本は世界
のトップレベルにある。（企業・研究者） 
○ 膜分離技術は日本が強い。たとえば、低い運転圧力で使用できる膜が開発されている。分離に高い圧力
を必要としなくなれば、膜の応用範囲が大きく広がる。（学識経験者） 
○ 我が国の技術レベルは高いものの、コストパフォーマンスがあまり良くない。このため、零細な事業者は排
水処理装置導入をためらう。コストパフォーマンスは、発展途上国への技術導入を考えたときに問題とな
る。（企業・マネージャー） 
○ 装置の省スペース、省エネ、汚泥低減が課題である。対象物質としては、窒素・リン、油脂、環境ホルモン
等をターゲットとして、バイオテクノロジーで処理の高効率化を狙っている。（企業・研究者） 
○ 排水からのリン回収は、有限資源回収として意義・インパクトがある。（企業・研究者） 
○ 中国で、し尿のリンを回収すると、肥料として年何億ドルもの市場価値を生ずるといわれている。（学識経
験者） 
○ 比較的広い設置スペースを必要とする現在の技術では、導入可能な立地が限られることから、技術の導
入、普及にはプラントのコンパクト化が課題であり、その解決のための公的研究開発活動、支援が期待さ
れる。（企業・研究者） 
○ 循環型社会が進めば、閉じたループの中でリサイクルされる水に蓄積するさまざまな物質が大きな問題と
なるだろう。（学識経験者） 
○ 家庭排水のし尿と生活雑排水を混ぜずに、かつ、オン・サイトで処理する排水分離・分散型の排水処理
の開発とその普及が、環境負荷低減・持続可能性の見地から望まれる。（学識経験者） 
② 今後の研究開発・支援のあり方等についての意見 
○ 大学等における微生物叢解析等の基礎研究と企業における応用研究の両者をバランスよく支援し、連携
を取ることが重要である。（企業・研究者） 
○ 「処理技術」と「アッセイ技術」とは、常にペアとなって進んで行く必要がある。アッセイ技術が進めば、「こ
の物質は危ないぞ」というシグナルが出てくる。そして、このシグナルが、食料戦略上のインパクトとなり、
処理技術の開発を促す。（学識経験者） 
○ 個々の要素技術をシステムとして構築するための公的研究開発活動・支援が必要である。（企業・研究
者） 
○ 投資回収まで視野に入れた研究開発・支援シナリオが必要である（企業・マネージャー） 
○ 公的なプロジェクトには、開発の方向性を与えること、道筋を示すことが大きな意義がある。実際、過去の
プロジェクトにおいて技術開発の方向性が示されたにより、「横並び的」に全体の技術開発が促進された。
（企業・マネージャー） 
○ 民間から仕掛けたプロジェクトに良いプロジェクトがある。（企業・マネージャー） 
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○ 少数の企業に偏ることなく、より広く様々な企業への支援が行われることが望ましい。（企業・研究者） 
○ 公的プロジェクトによる研究開発成果は客観的な評価にさらされるので、成果データ等の信頼性が高い。
そのため、下水道事業に関しては、開発に係る設備・装置の形式承認、認可の手続き等が円滑に受けら
れるというメリットがある。このような、許認可に関連した形での間接的な研究開発支援も重要である。（企
業・マネージャー） 
○ 導入・普及支援の段階では、従来のようなイニシャルコストの補助だけではなく、ランニングコストの補助も
考えるべきである。（企業・マネージャー） 
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１.技術動向
（１）一般的な排水処理フロー
排水
放流時に殺菌処理あり
有機性排水
汚泥
高度処理
（含む脱窒、脱リン）
（吸着、凝集、沈殿オゾン処理、
紫外線処理など）
放流
懸濁性物質なし
除去後BOD、COD
等が目的値以上
生物学的処理
懸濁性物質あり
除去後BOD、COD
等が目的値以下
固液分離
放流
除去後BOD、COD
等が目的値以上
除去後BOD、COD
等が目的値以下
汚泥
放流
無機性排水
汚泥
高度処理
（吸着、イオン交換など）
放流
懸濁性物質なし
有害物質
あり
化学的処理
（pH調整、硫化物添加、
酸化・還元など）
懸濁性物質あり
有害物質
なし
固液分離
放流
目的値以上目的値以下
汚泥
放流
（出所）技術分野別特許マップ（原典中の表記は「廃水」）
http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/map/ippan08/4/4-2.htm
本事例分析の
主な対象
1
（注）本事例分析では
生物学的高度処理のみを対象とする
 
 
１.技術動向
（２）生物学的排水処理技術の分類
（出所）「わかりやすい水処理設計」（吉村、北川、2003 工業調査会）を基に作図（一部を省略）。
説明文は、各種資料よりMRI作成
生物学的処理
BOD処理法
窒素・リン処理法
脱窒素処理法
脱リン処理法
好気性処理法
嫌気性処理法
活性汚泥法
生物膜法
高温消化法
中温消化法
2
水中に微生物を懸濁させて
分解反応を行わせる
好気性／嫌気性条件を
組み合わせた処理
固体表面やゲル内部に
微生物を固定して分解反応を
行わせる
嫌気性処理では、処理温度を
上げて反応を促進することが
できる
好気性条件での生物反応
による処理
嫌気性条件での生物反応
による処理
好気性／嫌気性条件を
組み合わせた処理
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１.技術動向
（３）典型的な生物学的処理の概要（1．下水処理場におけるBOD処理）
3
最も典型的な生物学的排水処理は、下水処理場におけるBOD処理である。
（水処理）
１ 下水処理場への流入排水に含まれる大きな懸濁性物質等は、最初沈殿池（初沈）で沈殿として除去される（固液分離）
２ 初沈の上澄水に含まれるBODは、ばっ気槽の好気性微生物がエサとして利用し、分解する（生物分解／好気性処理）
３ ばっ気槽で増殖した微生物は、最終沈殿池（終沈）で分離される（固液分離）
（汚泥等処理）
1 水処理で生じた汚泥は、脱水・乾燥等の処理を受けた後、最終処分されるか、コンポスト、建材等として利活用、又は
２ 嫌気性消化（メタン発酵）により、メタンと炭酸に分解される（生物分解／嫌気性処理）
３ また、し尿などの高濃度排水は、嫌気性消化汚泥分離の後、BODを含んだ脱離液（上澄み）が水処理に回される
初沈 ばっ気槽 終沈
返送汚泥
余剰汚泥初沈汚泥
排水 処理水
最終処分（焼却、埋立）、
リサイクル利活用又は
懸濁性物質等のうち大き
なものを沈殿により除去
ばっ気して酸素十分な雰
囲気で、好気性微生物が
汚染物質を分解
分解微生物を沈殿に
より除去、消毒した後、
処理水を放流
分解微生物を沈殿に
より除去、消毒した後、
処理水を放流
汚泥（微生物）の一部を
「タネ」としてばっ気槽に
返送
嫌気性
消化槽
汚泥
し尿
汚泥やし尿など、
比較的高濃度
の排水等
最終処分（焼却、埋立）、
リサイクル利活用
脱離液（上澄み）
下水など、比較的
低濃度の排水
嫌気性（酸素のない）雰囲気
で、嫌気性細菌が汚染物質を
分解（メタン発酵）
汚泥消化処理
消化汚泥
消化により、汚泥（脱水ケーキ）量は
半分以下になる。
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
（注）水処理の沈砂、汚泥処理の濃縮、乾燥等は省略してある   
 
１.技術動向
（４）典型的な生物学的処理の概要（２．脱窒素／リン処理）
4
・湖沼等水域の富栄養化が問題になり、排水中の窒素、リンが問題とされるようになった。このため、排水処理においても、
従来の汚濁物質分解除去だけではなく、脱窒素、脱リン処理が求められる（高度処理）。
・脱リン処理は、有限な資源であるリンの回収技術としても重視されている。
・どちらの技術も、従来型技術は設備が大型で運転操作が複雑になる傾向がある。
1)浄化槽システム協会ウェブページ参照 <http://www.siset.or.jp/gesui/gesui3_2.htm>
2)特許庁ウェブページ参照 <http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/map/ippan08/4/4-2-2.htm#3>
脱窒素処理原理
脱リン処理原理
プロセスが複雑でり、運転管理に技術を要するため、
大・中規模処理場向き1)。
物理化学的方法（凝集・沈澱法）と異なり、薬品を添加する必要がない
が、リンの除去効率は今のところ物理化学的方法より低い。また、運転
操作が複雑である2)。下水処理場では、脱質処理と組み合わせて処理
されることが多い。
NH4+ → NO2-（亜硝酸）
NO2-→ NO3-（硝酸）
NO2- → N2
NO3- → N2
アンモニア（NH4+）
を含む原水
硝化槽（好気）脱窒槽（嫌気）
最終沈殿池
N2 （窒素ガス）は大気に放出、
排水中の窒素分は除去される
硝化循環液
1．活性汚泥は嫌気条件下で
リンを放出する性質がある
２．活性汚泥を再び好気条件下におくと１．
の時よりも多くのリンを吸収する性質がある
沈殿池
リンを含む原水
嫌気槽 好気槽
一部は嫌気槽に返送（返送汚泥）
リンを高濃度に含んだ余剰汚泥を
引き抜き、リンを除去・回収
脱窒槽
硝化循環液
 
 356
１.技術動向
（５）難分解性物質等を含む排水の高効率生物処理への課題
5
・担体の形状や素材を工夫した担体に微生物
を固定化し、高密度に繁殖させる（生物膜
法）
・膜分離を応用して高MLSS化し、高効率に
短時間で処理する。
・曝気槽内の排水にブロアで空気を吹き込む活性汚泥
法では分解微生物を高濃度に維持することが難しく、
処理能力、効率を制限し、また、高濃度排水に対応し
にくい（高MLSS*)化）。
・曝気ブロアの電力消費が大きく、ランニングコストを押
し上げる要因になっている。
・固液分離に膜分離を用いて沈殿地/タンクを
省く。
・分解生物の探索、分解生物叢の解析により、
適した微生物、反応条件を明らかにする。
・バイオセンサ とーマイクロプロセッサを組み
合わせた制御を導入する。
・汚泥沈殿池/ タンク等固液分離装置のコンパクト化
・分解可能な難分解性有機物質の拡大
・ノウハウ不要の最適化された装置運転
（共通技術）
・リアクタ内で微生物を直径2～5mmの顆粒
（グラニュール）に自己造粒させ、流動させ
て（流動床法）高効率化、コンパクト化する
（UASB法等）。
・高温に耐える微生物を利用し、高い温度で
高効率に反応させる。
対応
・分解微生物の増殖が遅く、処理能力の制限要因とな
る。
・装置が大型で、設置面積を要する。嫌気性処理法
好気性処理法
課題処理法
*) Mixed liquor suspended solids：活性汚泥浮遊物質。活性汚泥中の浮遊物量。単位は（mg/L）。
・生物学的排水処理技術の原理的基礎は、従来の典型的な技術においてほぼ固まっている。
・分解可能な汚染物質への対応、高効率化のためには、下表に掲げるような課題を解決する必要がある。
 
 
１.技術動向
（６）これからの排水処理技術に対する要請と要素技術
6
■難分解性物質であっても、ほとんどの物質は、時間さえ掛ければ生物分解可能だが、実用技術としては
現実的な速度で対象物質を分解できなければならない
→ 高効率化、高負荷対応の要請
■大型な装置では広い設置スペースが必要となり、小規模な工場、事業所や、家庭に導入しにくい
→ コンパクト化の要請
■運転に高度な技術を要するのでは、広く一般に普及しない
→ メンテナンスフリー化の要請
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
高効率化高効率化
高負担対応化高負担対応化
コンパクト化コンパクト化
メンテナンスフリー化メンテナンスフリー化 微生物叢解析微生物叢解析
リアクタ技術リアクタ技術
生物膜技術生物膜技術
膜分離技術膜分離技術
物理化学的処理と生物的処理の
組み合わせが必要
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２. 公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
排水生物処理
技術の発展
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1980年代 1990年代 2000年代
7
●水質総量規制導入（水濁
法）
●水濁法改正（地下水汚染対策）
バイオフォーカス
（旧建設省）
[1985～1989][1985 1989]
アクアルネサンス
（旧通商産業省）
[1985～1990][ 98 99 ]
嫌気性二相式
メタン発酵システム
生分解PJ （ＮＥＤＯ）
[2002～2006]
環境技術実証
(環境省)
[2003～]
●水濁法改正（生活排水対策）
●環境基本法
●水道水源法、水道原水法
●水濁法改正（地下水汚染、油排出事故対策）
●PRTR法
●POPs 条約発効
微生物担体
（アクチコンタクト）
生物学的処理+膜分離
（浸漬型膜分離活性汚泥法）
処理水質向上・処理コスト低減 処理速度向上・維持管理の容易化 水質規制強化に対応：処理水質向上・処理コスト低減
難分解性物質対応
リン等試験回収
社会的要請
包括固定化担体/脱窒
（ペガサスシステム）
移動床式生物膜濾過
（ダイナバイオトロン）
COD、窒素、リン除去
（デナイトロホス）
回転式平膜装置
（アクアUFO）
中空微生物担体
（Bio-Tubeシステム）
  
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発への公的研究開発・支援の寄与内容等
8
企業における研究開発の支援
・テーマごとに企業が共同研究を行った。参加企業
は約30社。
・約25%の省スペース化を実現する膜システム「アク
アUFO」等の開発に繋がった。
・分離膜を組み込んだ高濃度バイオリアクター開発
微生物の研究開発、膜素材の研究開発、メタン
発酵用膜モジュールの開発、新型メタン発酵用
バイオリアクターの開発、メタン発酵用計測制御
システム、メタン発酵に関する総合調査研究が
寄与対象
アクアルネサンス‘90 [1985～1990]
（水総合再生利用システム）
旧通商産業省、約118億円
（排水処理装置開発に関して補助が行われた例）
「膜処理を導入した小型生活排水処理装置の
実用化に関する研究」
（H10～12、生活安全総合研究事業）
（主として浄水向け技術の研究・開発）
厚生科学研究費
ACT21 [1997～2001]
e-WATER [2002～2004] 等
都道府県/政令指定都市を実証機関とする
実証モデル事業
・既に適用可能な段階にありながら、評価が定まっ
ていないためエンドユーザーが安心して使用する
ことができず普及が進んでいない先進的環境
技術を対象とする。選定された技術を客観的に
実証し普及を促進する事業。
小規模事業場向け有機性排水処理技術分野
・日排水量50m3以下程度の厨房を想定した
生物学的/物理化学的処理技術普及が寄与対象
山岳トイレ技術分野
・インフラ未整備地域で、公衆トイレのし尿を生物/
化学/物理的に処理する、非放流式装置普及が
寄与対象 （以上、H15,16年度の対象技術）
環境技術実証モデル事業 [2003～]
環境省
バイオフォーカスWT [1985～1989]
（バイオテクノロジーを活用した新排水システム）
旧建設省、約6.5億円
企業、研究組合、公益法人、独立行政法人、
大学等の研究機関
・メタン発酵プロセスの高効率化、安定化に必要な
技術の開発
・生分解を目的とした嫌気性微生物の機能解明、
育種等基盤技術の開発
が寄与対象（以上、排水処理関係）
生分解プロジェクト [2002～2006]
（生分解・処理メカニズムの解析と制御技術の開
発）
ＮＥＤＯ、‘04年度事業費 5.8億円
企業における研究開発の支援
・テーマごとに企業等が共同研究を行った。参加
企業は約50社。
・包括固定化担体の微生物により、好気的に窒素・
リン酸除去を行う「ペガサス」等の開発に繋がった。
・微生物固定化担体の開発
他に、バイオセンサーの開発、有用微生物の
分離培養、有機物除去バイオリアクターの開発
が寄与対象
寄与の形態・内容等（主要例）寄与の対象公的研究開発・支援
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技術 利用領域 インパクト
経済的インパクト
・下水高度処理市場 400億円
・事業所用除害施設、家庭用
オン・サイト排水処理設備市場
・適切な排水処理による農産物の
価格維持（その地域でどのような
水が循環しているかが、食の安心
を通じて価格に反映される）
社会的インパクト
・河川等水域浄化による良好な
環境の享受
・「食の安全」の確保
・未規制物質による未知の環境
影響不安の軽減
・産廃による地下水/土壌汚染防止
・汚物処理困難な状況でも利用
できる災害時用トイレの配備
・中水道普及による上下水負荷軽減
・資源（N、P等）リサイクル促進
・下水処理に要する電力等削減
国民生活へのインパクト
・清浄な飲用水の利用
・浄化槽汚泥処理負担軽減
・生ゴミ処理負担軽減（ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞ）
・中水道導入による上水節約
・介護用トイレの汚物処理負担軽減
9
微生物叢解析
リアクタ技術
工場排水処理
・非意図的生成汚染物質処理（HCB等）
・中小零細規模工場向け除害施設
・食品工場の高濃度BOD排水処理
厨房排水処理
・高濃度BOD排水処理
・油脂排水処理
家庭等排水処理
・メンテフリー合併式処理（生活雑排水＋し尿）
・環境ホルモン等処理
・ディスポーザ対応処理
・中水製造
・独立型トイレユニット
生物膜技術
膜分離技術
最終処分場等排水処理
・廃棄物最終処分場排水処理（PCB等）
農林水産排水処理
・畜産排水等の処理、悪臭対応
・養殖排水等の処理、悪臭対応
高効率・コンパクトな装置
による難分解性物質/
有害物質処理技術
高効率・コンパクトな装置
による難分解性物質/
有害物質処理技術
下水高度処理
・高度処理普及（窒素、リンの放流量低減）
・ディスポーザ普及による高濃度排水処理
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）技術を起点とした各種インパクトと実現プロセス
  
 
３.技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）難分解性物質等を含む排水の高効率生物処理技術普及のイメージ
最終処分場等排水処理
（PCB等難分解性物質）
農業集落排水処理
畜産排水処理
厨房排水処理
家庭等排水処理
（生活排水、介護トイレ等）
災害時水処理
（仮設トイレ等）
安全な農業用水の確保
食の安全が強調される中、
適切な排水処理の普及により、
安心・安全な農作物を供給
オン・サイト処理
内分泌かく乱物質、洗剤等を
オン・サイト処理。水循環への
流入を防止
ネットワーク化
バイオセンサ技術・IT技術に
よりオン・サイト設備を遠隔
運転。メンテナンス・フリーで
高度な処理が可能に
排水規制対応
拡大する規制物質に低コストで
対応。同時に多くの未規制物質
も、予防的に分解
災害時の衛生確保
災害時にも、衛生的かつ処理
負担の少ないトイレ等を提供、
衛生的で快適な環境を確保
小規模工場排水処理
（除害施設）
管理しにくい汚染源対策
各所に分散している汚染源へ
の普及により、従来管理しにく
かった汚染を防除
■集中型の下水処理では対応しにくかった汚染物質を排出源で処理
■水循環の環には汚染物質を流入させない
■清浄な飲用水を確保
■安心・安全な食糧生産
10  
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４.まとめ
■排水処理技術は「なければ困る」技術であり、当該技術がなかった場合の「負のインパ
クト」はきわめて大きい。
■排水処理技術は、排水規制等の法規制等強化に対応して進歩した。また、下水道関
連の排水処理開発においては、規制強化に対応した公共調達が開発を促進した。
■公的研究開発・支援が我が国の排水処理技術全体の底上げに寄与したため、日本の
排水処理技術は世界をリードしている。
■将来は食の安全がますます強調される。農業用水は程度の差はあれ循環しているの
で、どのような水を使っているかが問われるようになる。適切な排水処理を行わなけれ
ば農産物の価格低下をきたす。
■排水からのリン等の有限な資源の回収の重要性は将来に向けて増大する。
■高度処理の普及により、将来も清浄・安心な飲用水を供給することが可能になる。
■農業集落排水、畜産排水、厨房排水、簡易トイレ、移動廃水処理等を対象とした、コン
パクトな排水処理技術の開発が考えられる。
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４.まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
現状と課題
■技術的には、内分泌かく乱物質等の難分解性物質の生物学的分解も可能になってきた。生物学的方法（微生物分
解）と物理化学的方法（膜分離、オゾン処理等）とを組み合わせた方法も多い。（学識経験者、企業・研究者、企
業・マネージャー、）
■生物膜（バイオフィルム）法に関して、日本のレベルは進んでおり、また、リン回収技術では、日本は世界のトッ
プレベルにある。（企業・研究者）
■膜分離技術は日本が強い。たとえば、低い運転圧力で使用できる膜が開発されている。分離に高い圧力を必要とし
なくなれば、膜の応用範囲が大きく広がる。（学識経験者）
■我が国の技術レベルは高いものの、コストパフォーマンスがあまり良くない。このため、零細な事業者は排水処理
装置導入をためらう。コストパフォーマンスは、発展途上国への技術導入を考えたときにも問題となる。（企業・
マネージャー）
■比較的広い設置スペースを必要とする現在の技術では、導入可能な立地が限られることから、技術の導入、普及に
はプラントのコンパクト化が課題であり、その解決のための公的研究開発活動、支援が期待される。（企業・研究
者）
今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
■大学等における微生物叢解析等の基礎研究と企業における応用研究の両者をバランスよく支援し、連携を取ること
が重要である。（企業・研究者）
■「処理技術」と「アッセイ技術」とは、常にペアとなって進んで行く必要がある。アッセイ技術が進めば、「この
物質は危ないぞ」というシグナルが出てくる。そして、このシグナルが、食料戦略上のインパクトとなり、処理技
術の開発を促す。（学識経験者）
■個々の要素技術をシステムとして構築するための公的研究開発活動・支援が必要である。（企業・研究者）
■公的なプロジェクトには、開発の方向性を与えること、道筋を示すことが大きな意義がある。（企業・マネー
ジャー）
■国家プロジェクトで開発された技術については、当該技術に係る製品の形式認証等で考慮する等の間接的支援も有
効である。（企業・マネージャー）
■導入・普及支援の段階では、従来のようなイニシャルコストの補助だけではなく、ランニングコストの補助も考え
るべきである。（企業・マネージャー）
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３－１５ 海底からの石油の経済的採取技術（フロンティア） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
本事例分析では、当該技術を以下のように捉え、調査分析の対象とした。 
z 海洋石油資源の探鉱、開発、生産という３つのステップの内、特に「開発」に関する技術。 
② 調査方法および対象 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 公的研究機関（JOGMEC）３名 
z 企業（石油開発関連）12名 
 
(２) 技術動向 
海底からの石油採取は、水深が 300m 以内の場合は固定式構造物(ジャッケット式)が建造されるが、通常大
水深と呼ばれている300m以深の海洋石油開発においては、浮遊式の採取技術が経済的になる。大水深での
石油開発はメキシコ湾、ブラジル沖、北海、西アフリカにおいて進められ、1990 年代前半以降急速に発展して
きた。現在、試掘井では水深 3,000mを超え、生産井は最大で水深2,000m程度である。 
海洋石油開発は、一般的に探鉱、開発、生産という３つのステップで実施される。開発・生産に係るコストは
1,000 億円程度が普通であり、一般的に開発コストが 50％、生産コストが 50％である。また、開発コストの半分
が生産設備コスト、残りが掘削コストである。大水深では掘削コストが増え開発コストが大きくなるため、経済的
な石油採取のためには開発コストを抑えることが重要である。そのためには、(a)構造物のコスト削減、(b)掘削コ
ストの削減を行うことが重要である。そこで技術的に実現可能でコストを低減できる浮遊式の構造物が考案され、
水深などに応じて半潜水型、TLP(Tension Leg Platform)、SPAR、FPSO（Floating Production, Storage and 
Offloading System）、Subseaなど様々な方式が利用されている。 
また、新たな構造物を構築することなく既存の構造物から水平方向に掘削する大偏距坑井掘削や 1 坑井の
生産能力増大のためのマルチラテラル坑井掘削などコスト削減のための掘削技術が利用されており、開発コス
トを20～30%程度（開発・生産全体の 10～15%程度）削減することが可能となっている。 
海洋石油開発は、世界的な規模で活動するメジャー（国際石油資本)を中心に行われてきた。日本の開発
は一部に留まり限定的である。 
 
(３) 公的研究開発･支援の位置付け 
公的研究開発・支援は旧石油公団および JOGMEC を通じて実施されてきた。JOGMEC を中心に民間企業
が参画して、探鉱、開発、生産という３つのステップの中で、主に「開発」に関して実施されている。主な公的研
究開発・支援は以下の通りである。 
(民間で実施される応用・実用化研究への資金提供) 
○ 掘進率の向上と回転数の減少によりスムーズな掘削進路を確保し、掘削費を低減するために水平坑井掘
削用 Remote-Controlled Dynamic Operating System (Geo-PilotTM：Rotary Steerable System)を開発した。
JOGMEC と提携契約を結んだ米国企業（Sperry-Sun）により、北海、メキシコ湾、中東、オーストラリア、ブ
ラジル、アラスカおよび南アフリカにおいて本システムによるサービスが 300回以上提供されている。 
○ 水深1,000m以深で適用するため、従来のフレキシブルパイプを軽量化するFlexible Riser Technologyを
開発し、ブラジル石油開発公社（ペトロブラス）に販売した。 
(研究施設の整備) 
○ 日本初の半潜水型の掘削リグ（第二白竜）を建造し、民間企業にリースした。この経験は後に日本海洋掘
削㈱が建造した半潜水型の掘削リグ（第五白竜）に活用された。第五白竜の最大稼動水深は 500m であ
る。 
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(基盤技術の開発) 
○ 開発・生産・撤去に要するライフサイクルコストを試算するソフト Deep tool (Computerized Deepwater 
Field-Development Planning Program)を民間企業と共に開発した。 
(データ整備・データベース構築) 
○ 衛星 Terra に搭載された光学センサ「ASTER（Advanced Spaceborne Thermal Emission and R flection 
radiometer）」のデータ提供を行った。 
(技術活用人材育成) 
○ トレーニング施設の建設・提供。日本企業を対象としたWellコントロール講習会（初・中・上級の３コースが
ある）を1990年度から毎年開催し、2003年度までに586名が受講1。 
また、インパクトアンケート調査結果によると、当該技術に対する公的研究開発・支援の寄与度合いが「大」も
しくは「中」と回答した割合は74%とやや高い。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
2000年の石油供給は日産75百万バレルであったが、2020年には日産 104百万バレルとの予想があり、今
後、石油の生産量は拡大する。この際、OPEC のシェアが増大（約 50％）することが予想されており、石油エネ
ルギーの安定供給のためには供給源の多様化が必要である。一方、世界の埋蔵量の20～30％程度は海洋に
あるが、未発見埋蔵量（OPECを除く）の2/3は海洋と予想されている。従って、非OPECにおいては今後海洋
石油開発の重要性が高まる。また、水深別の平均石油埋蔵量をみると 1,000～2,000m で多く、石油の安定供
給、石油エネルギーの延命のためには 300m 以深の海洋石油開発技術が重要となっている。以上の背景から、
本技術が実現することによって、以下のようなインパクトが期待されている。 
○ 経済的インパクト 
z 経済活動の基盤としての石油の増産。 
z 石油の探鉱・開発への投資増加。 
○ 社会的インパクト 
z 石油エネルギーの延命。 
○ 国民生活へのインパクト 
z 石油の安定供給。 
z 石油価格の安定化。 
また、海洋石油開発技術の他分野における展開としては、2004 年に水平掘削技術を用いた雲仙普賢岳の
科学掘削調査が実施されている。溶岩ドーム下の火道（マグマの通り道）からの溶岩の採取、火道の温度計
測・ガス成分分析が行われ、科学知見の獲得に寄与した。 
また、海洋石油開発から生まれたライザー掘削技術が、OD21 計画（Ocean Drilling in the 21st Century：深
海地球ドリリング計画）における科学掘削船「ちきゅう」の建造技術に転用され、深海での科学掘削が可能とな
り、科学知見の獲得に寄与するとみられる。この他、海洋石油開発技術は「我が国におけるメタンハイドレート
開発計画」にも寄与し、石油代替エネルギーの開発に貢献するとみられる。 
さらに、大偏距坑井掘削技術やマルチラテラル坑井掘削技術は、海底下の帯水層などへの CO2貯留技術
への応用が期待でき、大気中への CO2排出を削減することが予想される。 
インパクトアンケート調査結果によると、インパクトが「大」もしくは「中」と回答した割合が経済的インパクト 94%、
社会的インパクト86%、国民生活へのインパクト75%である。 
 
(５) 指摘された課題・今後の公的研究開発・支援のあり方等についての意見(参考) 
① 現状と課題 
○ 国内の石油埋蔵量は限られており、日本の石油の自給率は 1％未満である。現在、300m 以深の海洋油
田は日本に存在しないため研究開発などチャレンジする場がなく、また海外ではメジャーを中心に事業が
                                                 
1 開発および人材育成は JOGMEC が実施し、探鉱に関する技術は（財）資源・環境観測解析センターが実施している。 
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行われており、日本企業の参画チャンスが限られるため石油開発の経験も少ない。（企業・マネージャー) 
○ 海洋石油開発には多大な資金が必要であるが、国内の企業は資本力が小さい。（企業・マネージャー) 
○ 日本独自の人工衛星を利用した石油探査ができにくい。（企業・マネージャー) 
② 今後の公的研究開発・支援のあり方等についての意見 
○ エネルギー安全保障を視野に入れた政策の明確化 
z 国がメジャーなどに依存することなく自立的に海洋石油開発を行う能力を保有することはエネルギー
の安定供給の面から重要である。(企業・役員) 
z 東シナ海（最大水深 200m 程度）での鉱業権を資源エネルギー庁に申請したが、現在に至るも許可
が下りていない。開発が行えるよう、政策的支援をお願いしたい。（企業・マネージャー) 
○ 政策に基づく研究開発・支援 
z FPSO など日本が得意な分野のコスト削減技術に関する更なる研究開発が重要である。（企業・役
員） 
z 海洋石油開発を行えるオペレーター（石油開発会社）を育てることが重要である。（企業・役員） 
z 探鉱にはかなりのコストがかかるため、国の資金による基礎調査（地震探査、試掘、探掘など）を期待
する。（企業・マネージャー) 
z ビット（掘削用ドリルの刃の部分）の製造には特殊鋼が必要であるが、国内での調達が難しくなって
いる。国内での特殊鋼の安定供給に対する政策支援を期待する。（企業・役員) 
z 300m以深で使用する掘削リグは200～400億円／基である。掘削リグの購入・修理に多大な費用が
かかるため、公的融資の継続を希望する。（企業・役員) 
z 日本独自の人工衛星を利用した石油探査が可能になるように国がインフラを整備すべきである。（企
業・マネージャー) 
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１．技術動向
（１）海洋石油開発に係るコスト削減
■300m（1,000ft）以深は、通常大水深と定義されている。
■海洋石油開発は、メジャー（国際石油資本）が中心であり、日本の開発は限定的
である。
■海洋石油開発は、一般的に探鉱、開発、生産という３つのステップで実施される。
■開発・生産に係るコストは、一般的に開発コストが50％、生産コストが50％である。
また、開発コストの半分が生産設備コスト、残りが掘削コストである。
大水深では掘削コストが増え開発コストが大きくなるため、経済的な石油採取の
ためには開発コストを抑えることが重要である。
■ 開発コストを抑えるための技術
①水深に応じた経済的構造物
②水平掘削技術
  
 
2
■水深300mまで：固定式（ジャケット式)が主
鋼管類で溶接・組み立てられたジャケットを海底面に固定
■水深300m以深：浮遊式が主
・半潜水型（Semi-sub）
箱形の船体上に装置を搭載、アンカー等で位置を固定
・TLP (Tension Leg Platform)
生産設備を搭載した半潜水型の構造物をテンション・レグにより海底に固定
・SPAR
円筒（Spar)形をした浮体式構造物
・FPSO (Floating Production, Storage and Offloading System)
浮体式海洋石油・ガス貯蔵積出設備
・Subsea
海底面上に設置する海底石油生産システム
１．技術動向
（２）水深に応じた経済的構造物
（出所）Deepwater Gulf of Mexico 2004: America’s Expanding Frontier, MMS
固定式 TLP SPAR
半潜水型
（Semi-sub）
Subsea
FPSO
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3
１．技術動向
（３）構造物の推移
（出所）海洋工学ハンドブック（JOGMEC）
300m以深の海洋石油開発は、1990年代前半以降急速に発展した。
  
 
4
１．技術動向
（４）水深に応じた構造物によるコスト低減
300m以深において開発コストを下げるために、水深に応じて様々な構造物が利用されている。
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（出所）Shell
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5
１．技術動向
（５）水平掘削技術によるコスト低減
■大偏距坑井掘削（Extended Reach Drilling）
水平偏距と垂直深度の比が２以上３以下の傾斜井の掘削を言う。それ以上を
Mega Reach Wellと呼ぶ。海洋油ガス田開発においては、１基のプラットフォームか
ら到達し得る偏距が大幅に増大するため、開発に要するプラットフォーム数を削減
するなど、開発コストの削減が可能。
大偏距坑井掘削は、一つの場所から広い範囲の油層に到達する事を可能にし、
生産処理用のプラットフォームの数を減らし、隣接フィールドの開発を可能にした。
97 年11 月に生産を開始したHibernia（カナダ)では、海底仕上げ井に代えて大偏
距掘削井を採用することでプロジェクト全体の開発コストを20%削減したことが報告
されている。
（出所）www.kmtechnology.com
（出所）www.aoc.co.jp/e/tec/tec-main.html
■マルチラテラル坑井（Multi Lateral Well）掘削
1坑井の生産能力増大のため、その坑井から複数の枝掘り坑井を掘削し同時仕
上げを行う坑井。複数の貯留層を同時に仕上げ開発コストを削減することが可能。
母体となる坑井のケーシングにウィンドウを開口して枝掘り坑井を掘削することが
多い。
マルチラテラル坑井掘削は、全体の開発コストを20～30%程度削減することができ
る。
（出所）海洋工学ハンドブック（JOGMEC）
http://www.japt.org/html/iinkai/drilling/yougo/
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周辺環境
公的研究開発
・支援（主要）
時期 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
技術の展開
２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯
第１次石油危機
第２次石油危機
湾岸戦争
OPECの台頭・支配 エネルギー源の多様化
第二白竜（半潜水型）を建造／民間企業にリース
ASTERプロジェクト
300ｍ以浅からの石油採取技術
・ 固定式（ジャケット式）
・ 浮遊式（半潜水型）
300ｍ以深からの石油採取技術
・ 浮遊式
（半潜水型/TLP/SPAR/FPSO/Subsea）
リモートセンシング（探鉱）
中東におけるメジャーの支配力低下とメジャーの再編
コンピューターによる深海油田開発立案
プログラム（Deep tool)の開発
水平井掘削用システム（Geo-Pilot)の開発
フレキシブル
ライザーの開発
「Deep Star」（メキシコ湾）
水深2000ｍまでを対象、2004年現在対象を
3,000ｍまでとしたフェーズⅦに移行している。
第五白竜（半潜水型）を建造
「PROCAP」（ブラジル沖）
水深1,000ｍまでの開発
コスト削減を目的とした研
究開発
「PROCAP２０００」
（ブラジル沖）
水深2,000ｍを対象
とした石油開発
「PROCAP３０００」
（ブラジル沖）
水深3,000ｍを対象
とした石油開発
トレーニング施設の
建設／提供
メジャーの活動
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）公的研究開発・支援
・日本企業を対象としたWellコントロール講習会を1990年度から
毎年実施。2003年度までに586名が受講。
・日本初の半潜水型の掘削リグ（第二白竜）を建造し、民間企業
にリースした。この経験は後に日本海洋掘削㈱が建造した半潜
水型の掘削リグ（第五白竜）に活かされた。
・水深1,000ｍ以深で適用するため、従来のフレキシブルパイプ
を軽量化するFlexible Riser Technologyを民間企業と共に開発。
ブラジル石油開発公社（ペトロブラス）に販売した。
・Geo-PilotTM ：Rotary Steerable Systemを民間企業と共に開発。
・掘進率の向上と回転数の減少によりスムーズな掘削進路を確
保し、掘削費を低減
・米国企業により、北海、メキシコ湾、中東、オーストラリア、ブラ
ジル、アラスカ及び南アフリカにおいて本システムによるサービ
スが300回以上提供されている。
・Deep tool (Computerized Deepwater Field-Development 
Planning Program)を民間企業と共に開発
掘削リグの建造JOGMEC
フレキシブルライザーJOGMEC、古河電気工業㈱
水平井掘削用
Remote-Controlled 
Dynamic Operating 
System
JOGMEC、
Sperry-Sun Company（米国）
掘削技術
・衛星Terraに搭載された光学センサー「ASTER（Advanced 
Spaceborne Thermal Emission and Reflection radiometer）」の
データ提供
寄与の形態・内容等（主要例）
トレーニング施設の建
設・提供
開発・生産・撤去に要
するライフサイクルコ
ストを試算するソフト
光学センサー
寄与の対象
（財）資源・環境観測解析センターリモートセンシング
JOGMEC
JOGMEC、㈱海洋工学研究所、インドネシ
ア石油㈱、ジャパンエナジー石油開発㈱、
新日本石油開発㈱、新日本製鐵㈱、石油
資源開発㈱、帝国石油㈱、日本海洋掘削
㈱、日本鋼管㈱、古河電気工業㈱
実施主体
人材育成
ソフト開発
区分
予算額
■JOGMECの石油・ガス開発関連予算：年間約２４０億円（増加傾向）
  
 
8
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）世界の石油供給動向
（出所）World Energy Outlook 2002, IEA 
今後、石油の供給量が増えるがＯＰＥＣのシェアが増加傾向。
石油エネルギーの安定供給のためには供給源の多様化が必要。
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）未発見石油埋蔵量の分布状況
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（出所）www.jnoc-rp.jp
＊未発見埋蔵量（Undiscovered resources)
米国地質調査所（USGS)が埋蔵量評価に用いている分類要素の１つ。埋蔵量は累計生産量
(Cumulative production)、確認可採埋蔵量（Remaining Reserves）、埋蔵量成長（Reserve rowth）、
未発見資源量（Undiscovered volume)の４つに分類して評価されており、これらの合計を総資源量
（Endowment）と定義し、いずれも技術的に採取可能な量を示している。
非ＯＰＥＣ地域では、海洋の割合が約70%。
  
10
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）世界の大水深油ガス田
（出所）海洋工学ハンドブック（JOGMEC）
300ｍ以深の油田は、メキシコ湾、ブラジル沖、北海、西アフリカなどに集中している。
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（出所）www.dw-1.com,”The World Deep Water Market”
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（４）平均石油埋蔵量の水深別分布
平均石油埋蔵量は、300ｍ以深で多く、特に水深1,000～2,000ｍが多い。
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（５）海洋石油開発技術の他分野における展開
USDP-4（水平掘削が可能な装置)を用いて、雲仙普賢岳の溶岩ドーム下の
火道（マグマの通り道)から溶岩を採取するとともに、火道の温度・ガス成分
の分析を行った。
雲仙科学掘削プロジェクト
石油開発で実績のある「ライザーパイプ」を搭載することにより、従来の海洋
科学掘削の方法では困難な地層の掘削を可能とし、コア（堆積物や岩石な
どの柱状試料）の採取や、掘削孔を用いた様々な計測を行うことができる。
ライザー掘削による、閉鎖循環の確保は、石油やガスの含有が予想される
地層における掘削も可能とする。当初、2,500ｍの水深から海底下6,000ｍま
での掘削を目指す。これは、掘削水深においては、石油掘削技術の最高レ
ベルと肩をならべ、掘削深度についてはさらに遥かに困難な領域を目指し
ている。将来は、水深4,000ｍにおいても掘削水の循環を可能とする人類未
踏の新しい技術の確立を計画している。「ちきゅう」は、科学史上初めて設
計段階から建造された深海科学掘削船であり、さまざまな工夫が施されて
おり、より快適で高度な研究環境の整備が確保される。
OD21計画（Ocean Drilling in 
the 21st Century：深海地球ド
リリング計画）における科学掘
削船「ちきゅう」の建造
将来、大偏距坑井掘削技術、マルチラテラル坑井掘削技術を利用した海底
下の帯水層などへのCO2貯留が期待でき、CO2削減技術として注目される。
海底下CO2貯留
日本周辺ではメタンハイドレート層までの掘削は、水深500m以深の海域で
海底面下数100mの掘削を行わなければならない。そのため海洋石油・天然
ガスの掘削技術の応用が検討されており、その技術開発が進められている。
メタンハイドレート層を資源目的とした掘削はカナダのマッケンジーデルタと
南海トラフのものであり、JOGMECがいずれも主導して行っている。
また、コアリングされて掘削リグに回収されるまでに、温度・圧力の変化に
よって分解してしまうメタンハイドレートは、物性が変わってしまう可能性が
あるため、JOGMECはPTCS（Pressure-Temperature Coring Sampler：圧力
温度保持コアサンプラー）と呼ばれるコアリング機器を開発し、その改良を
続けている。
メタンハイドレート開発
応用分野
（出所）www.JAMSTEC.go.jp,   www.mh21japan.gr.jp
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社会的インパクト
・石油エネルギーの延命
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（６）当該技術の利用とインパクト実現プロセス
経済的インパクト
・経済活動の基盤としての石油
・石油の探鉱・開発への投資
国民生活へのインパクト
・石油の安定供給
・石油価格の安定化
技術の応用によるインパクト
・科学的知見の獲得
・石油代替エネルギーの開発
・大気へのCO2排出削減
技 術 関係主体 インパクト
投資家
家庭
・電気の利用
・交通機関の利用
・石油燃料の利用
・日用品（石油化学
製品の利用）
・電力会社
・各種産業
・業務関連
・運輸関連
石油開発関連企業
・石油会社
・掘削会社
・造船会社 等
石油の精製・販売
・海底下へのCO2貯留
・メタンハイドレート開発
・雲仙普賢岳科学掘削調査
・科学掘削船「ちきゅう」
海底からの
経済的石油採取
構造物の
コスト低下
・Semi-sub
・TLP
・SPAR
・FPSO
・Subsea
・ライザーシステム
・マルチラテラル掘削
・大偏距坑井掘削
掘削の
コスト低下
学術団体
・研究開発機関
・大学 等
エネルギー関連企業
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４．まとめ
■海洋石油開発は、世界的な規模で活動するメジャー（国際石油資本)を中心に行
われてきた。日本の開発は限定的である。
■国の海洋石油開発は、JOGMECにほとんど依存しており、探鉱、開発、生産という
３つのステップの中で、特に開発に重点がおかれてきた。
■公的研究開発・支援は、JOGMECが特許を有し海外の企業で使用されている水平
坑井掘削システムの開発、ライフサイクルコストの試算ソフトの開発、及び人材育成
による国内企業の掘削技術の向上などを中心に寄与したとみられる。
■国が自立的に海洋石油開発を行なう能力を保有することはエネルギーの安定供給
の面から重要であり、東シナ海での開発が行なえるよう、政策的支援が必要である。
また、公的融資、国の資金による探鉱等の基礎調査、インフラ整備が必要である。
■実現されたインパクトは、経済的なインパクトが最も大きく、経済活動の基盤として
の石油の供給や、石油の探鉱・開発への投資の増加が見込まれる。社会的には、
石油エネルギーの延命が図られる。国民生活へのインパクトは、電気料金、石油・
ガソリンの料金や日用品（石油化学製品の利用）等のコストの安定化といった形で
表れている。
■海洋石油開発から生まれた掘削技術の応用によるインパクト（科学掘削船
「ちきゅう」の建造、雲仙普賢岳の科学掘削調査、メタンハイドレートの開発）がみら
れる。また、今後、掘削技術の応用によるインパクト（海底下へのCO2貯留）が予想
される。
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４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
現状と課題
■国内の石油埋蔵量は限られており、日本の石油の自給率は１％未満である。現在、３００ｍ以深の海洋油田は日本に存在しないため
研究開発などチャレンジする場が無く、また海外ではメジャーを中心に事業が行われており、日本企業の参画チャンスが限られるため石
油開発の経験も少ない。（企業・マネージャー)
■海洋石油開発には多大な資金が必要であるが、国内の企業は資本力が小さい。（企業・マネージャー)
■日本独自の人工衛星を利用した石油探査ができにくい。（企業・マネージャー)
今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
■エネルギー安全保障を視野に入れた政策の明確化
・国がメジャーなどに依存することなく自立的に海洋石油開発を行う能力を保有することはエネルギーの安定供給
の面から重要である。（企業・役員)
・東シナ海（最大水深200ｍ程度）での鉱業権を資源エネルギー庁に申請しているが、現在許可が下りていない。
開発が行えるよう、政策的支援をお願いしたい。（企業・マネージャー)
■政策に基づく研究開発・支援等
・ＦＰＳＯなど日本が得意な分野のコスト削減技術に関する更なる研究開発が重要である。（企業・役員）
・海洋石油開発を行えるオペレーター（石油開発会社）を育てることが重要である。（企業・役員）
・探鉱にはコストがかかるため、国の資金での基礎調査（地震探査、試掘、探掘など）を期待する。（企業・マネージャー) 
・ビットの製造には特殊鋼が必要であるが、国内での調達が難しくなっている。国内での特殊鋼の安定供給に対する
政策的支援を期待する。（企業・役員)
・３００ｍ以深で使用する掘削リグは２００～４００億円／基である。掘削リグの購入・修理に多大な費用がかかるため、
公的融資の継続を希望する。（企業・役員)
・日本の人工衛星による石油探査が可能になるよう国のインフラを整備を期待する。（企業・マネージャー)
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３－１６ 準天頂衛星システム（フロンティア） 
(１) 事例分析に当たって 
① 対象とした技術の概要 
z 準天頂衛星システムとは、衛星を天頂付近に静止させることが物理的に不可能な日本のような中緯
度地域において、適切な軌道を設定し、複数の衛星を組み合わせることで、サービスエリアの天頂
付近に少なくとも１機の衛星を常時配置するシステムである。 
z 具体的には、静止軌道を約 45 度傾けた軌道に、少なくとも３機の衛星を、軌道面を 120度ずつずら
して配置し、常に１つの衛星が日本の天頂付近に滞留するシステムを想定している。 
② 準天頂衛星システムにより想定されるメリット 
本事例調査では、当該技術に関する有識者等へのヒアリング調査を主とし、さらに文献調査・統計データ分
析を実施した。 
ヒアリング調査の対象を以下に示す。 
z 公的機関(文部科学省、総務省)４名 
z 公的研究機関(情報通信研究機構、宇宙航空研究開発機構(JAXA)、電子航法研究所)４名 
z 企業(準天頂衛星関連１社)５名 
 
(２) 技術動向 
測位技術は、日本における社会的な基盤的な技術の 1 つとして重要性が認識されている。その中で、準天
頂衛星システムは、2003年から研究開発が開始され（高精度測位実験システム、高仰角移動体高度通信技術、
高精度衛星測位技術、衛星の軽量化・高度化技術等）、2008～2009 年には打上げが予定されている。想定さ
れている総事業規模は約 1700億円である。 
本事業は、官民連携による社会基盤（測位、衛星放送・通信のさらなる高度化）の構築を目指し、国が研究
開発と実証実験、民間が事業化を行い、効率的かつ速やかに開発・整備を推進する官民連携プロジェクト体
制をとっているという特徴がある。 
準天頂衛星システムにより想定されるメリットとしては、GPS衛星の補完（GPS互換信号を送信し、GPS衛星と
の組み合わせによって、利用可能時間を増加させること）や GPS 補強（GPS 補正信号や使用可否の情報を送
信して、測位の高精度化や高信頼化を図ること）による高精度測位の実現があげられる。また、移動体におい
ても、高層ビルなどの影響によることなく測位や通信の実施が可能となり、山間地やビル影等に影響されず、
全国のほぼ 100％をカバーする高品質の測位・通信サービスの提供が可能になる。 
この背景には、GPS の利用普及による利便性や快適性の向上、測位関連サービスの成長および産業の拡
大とともに、国や個人の安心・安全に対する認識の高まり、高精度位置情報に対するニーズの高まり等がある。
こうした中で、衛星測位の技術は社会の基盤の１つであり、その技術を日本として持つべきであるといった技術
安全保障の考え方から技術開発に取り組んできている。 
官民共同の取り組みがなされており、国としては衛星測位サービスの更なる高度化（GPS 補完整備）を目標
に、段階的に自立性を持った衛星測位システムの構築（国産技術化）により、基盤技術の研究開発と測位基盤
の整備の役割を果たしていくとされている。また、民間では、高精度測位サービス（GPS補強）と放送・通信サー
ビスの融合、アプリケーションの進展による新たなビジネス機会の創出を目標としつつ、事業化のための開発
整備（サービス事業実施のシステム開発、商用化等）や事業化推進・リスクマネジメント（事業パートナーの発掘
等）などを実施していくとされている。 
 
(３) 公的研究開発・支援の位置付け 
測位に関する技術は、GPS において実用化されているものの、日本には技術が存在しなかった。一方、測
位は、社会の基盤的な技術の１つであり、国産化が重要であるとの認識があった。 
そのような背景の下、準天頂衛星システムと必ずしも一体的ではないが、測位関連の研究開発と実証実験
を行う取組が、公的研究機関で進められてきている。測位が社会の基盤であり、事業化が容易でないことや
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GPS が無償で利用できることなどもあり、研究開発は公的研究開発主導で行われている。ここで得られた成果
は、準天頂衛星システムのみならず、衛星関連、地上での位置決めなどにも応用可能となっている。 
(大学や公的研究機関における基礎研究の継続・蓄積) 
○ 水素メーザー原子時計の開発（衛星時刻管理関連の研究開発）が、総務省、情報通信研究機構（NICT）
により行われており、世界的で実用化されてきている原子時計とは異なり、短期安定度に優れる国産の原
子時計の開発を目指している。水素メーザー原子時計の開発に要する研究開発費の負担や実証実験環
境の確保（準天頂衛星への搭載）を、公的支援の中で行っている。 
(基盤技術の開発) 
○ 高精度軌道設計、推定技術は、文部科学省、JAXA により研究開発の取り組みが行われている。衛星の
軌道を正確に決める技術の開発、軌道の推定技術は、準天頂衛星システムのみならず他の衛星にも有
効活用できる技術（地球観測衛星における正確な位置の把握等）である。高精度軌道決定のための技術
開発に要する研究開発費の負担や必要な実証実験環境（ALOS 等）の確保を、公的支援の中で行って
いる。 
○ 高精度測位実験システムは、文部科学省、JAXA により研究開発が行われている。これは、測位システム
全体の実証を行うための研究開発である。受信機の開発、測位システムの開発などでは、必要に応じて
民間関連企業との情報交換等が行われている。測位実験システム全般の開発に要する研究開発費の負
担などが公的に行われている。 
○ 高精度測位補正システムの開発は、国土交通省、電子航法研究所により研究開発が行われている。GPS
信号の誤差要因（衛星時計誤差、衛星位置誤差、電離層遅延誤差、対流圏遅延誤差、マルチパス等）を、
現状の水平誤差 11ｍから 1ｍ程度とする補正システムを実用化するため、現在はオフラインシステムの開
発から、リアルタイムシステムの開発への移行段階にある。そのほか、GPS の補正情報をエンドユーザに
伝えるまでのシステム開発を、民間の通信機メーカー等の協力を得つつ実施している。これにより、より精
度や信頼性の高い測位情報の提供が可能になる可能性がある。パーソナルナビゲーション、通信と測位
が一体となったテレマティクスや防災、国土管理への寄与が期待されている。 
 
(４) 技術の経済・社会・国民生活へのインパクト 
GPS 補完および補強に関わるサービスが提供されることによって、以下のインパクトの実現が期待されてい
る。 
○ 経済的インパクト 
z GPS の測位精度向上と測位可能エリアの拡大によるインパクト。 
― 輸送の効率化（ナビゲーションによる渋滞緩和、人の移動時間の削減、物流の効果） 
 [社会的便益 約20兆円と予測] 
― 環境、安心・安全[社会的便益 約１兆円と予測] 
z カバレッジおよび利用時間率の向上によるインパクト。 
― 輸送の効率化 
― 安心・安全 
― その他[社会的便益の合計 約2.4兆円と予測] 
○ 社会的インパクト 
z 都市部や山間部での測位が可能。 
z 緊急通報への対応能力向上（早く、正確な場所の確認等）による対応時間の短縮化に伴う安心・安
全の向上。 
○ 国民生活へのインパクト 
z マンナビによる子どもや高齢者等の所在把握。 
z 緊急時の連絡・通報による安心・安全な社会の実現。 
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(５) 指摘された課題と今後の公的研究開発・支援のあり方に関する意見（参考） 
① 技術的課題 
○ 官民連携による研究開発と実証研究、事業化が一体となったプロジェクトではあるが、官が４省庁、さらに
民間が関与している故に、意思決定、責任の所在があいまいになっている。当初の計画と比較すると、遅
れ気味で、実際の打上げ等に向け、決めるべきことが決められていない状況にある。（関係機関・担当者
や研究者等） 
○ 官民連携となっているため、官は官相互と民、民は複数の官との調整が不可欠となっており、速やかに進
めていくことができなくなっている。（関係機関・担当者や研究者） 
○ 国は研究開発と実証研究、民間は事業化を目指しており、それを、同一の衛星で実現しようとしている。
研究開発と実証、実用化が共存することで、リスクの問題、予算確保の問題、民間パートナーの確保など
が、進めにくくなっている面がある。（関係機関・担当者や研究者） 
○ 国として、事業化を視野に入れた準天頂衛星システム全体の推進について、明確な意思決定が行われ
ていない状況にあるが、一方では、意思決定そのものができる状況にない。具体的には、準天頂衛星シ
ステムのような多分野にわたる「測位」を所管する担当省庁等が、明確ではないことである。（関係機関・担
当者や研究者） 
② 公的寄与に関する課題 
○ 準天頂衛星に関わる測位に関する基礎的な技術の研究開発は、公的関与により着実に進展してきてい
る。しかし、準天頂衛星システムの実現に向け、官民連携のプロジェクトとして、実現に対する責任や関与
の範囲等が明確になっていないことが、準天頂システム全体の進捗に多大な影響を及ぼしてきている。 
○ 所管官庁が明確でない、複数の関連官庁がある総合的な研究開発分野において、責任や推進の主体
があいまいになり、結果として、全体的な研究開発の進捗に多大な影響を及ぼしている。 
○ 研究開発と実証、事業化が混在、かつ一体的になる大型研究開発プロジェクトであり、かつ、官民連携型
プロジェクトとして、これまでにない取組であるがゆえの産みの苦しみの状況にある。 
○ 測位関連技術の研究開発が、我が国の安全保障等の目的から重視されていることが、結果としては準天
頂衛星システムの推進の障害になっているおそれもある。
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１．技術動向
（１）準天頂衛星システムの歴史
１
70年代 90年代 00年代
2002年総合科学技術会議
準天頂衛星システムに必要な
基盤技術の開発は、社会基盤
の充実や災害時の緊急利用
等の観点からも国として研究
開発すべき重要なもの
1972年
RRL(電波研究
所 現NICT)が
軌道傾斜角
45°の楕円軌
道による衛星を
提案
2003年 e-Japan戦略・重
点計画
測位社会基盤のため準天
頂衛星システム等の測位シ
ステムの研究開発等を推進
準天頂衛星システムの研究
開発の推進
2002年準天頂衛星システム開発・
利用推進協議会の設置
2002年新衛星ビジネス（株）設立
1998年 日米共同の声明
米国はGPSを無償で全世界に提
供、日本はGPS利用促進で協力
2003年 欧州宇宙機関で
ガリレオプロジェクトの着手
が最終合意
1997年宇宙開発委
員会
GPSを基本に、衛
星の基礎技術（原
子時計等）の開発
と技術試験の実施
を決定
2002年宇宙開発委員会
測位システムは社会の
インフラであり、政府とし
て所要の開発・実証を
継続することが不可欠
世界の
動向
日本の
測位シ
ステム
の開発
の動き
わが国
の準天
頂衛星
システ
ムの動
向
（出所）各種資料よりＭＲＩ作成
 
 
１．技術動向
（２）準天頂衛星システムの概要
２
官民連携による社会基盤（測位、衛星放送・通信のさらなる高度化）の構築を目指し、
国が研究開発と実証実験、民間が事業化を行い、効率的かつ速やかに開発・整備を
推進する官民連携プロジェクト体制
体制
想定されている総事業規模 約1700億円事業規模
2003年 研究開発開始（高精度測位実験システム、高仰角移動体高度通信技術、
高精度衛星測位技術、衛星の軽量化・高度化技術 など）
2004年 開発研究
2008～2009年 打上げ
計画（予
定）
山間地やビル影等に影響されず、全国のほぼ100％をカバーする高品質の測位・通
信サービスの提供が可能になる
○ＧＰＳ情報の補完（ＧＰＳ互換信号を送信し、ＧＰＳ衛星との組み合わせによって、
衛星配置の改善による高精度化や利用可能時間を増加させること）、補強（ＧＰＳ補
正信号や使用可否の情報を送信して、測位の高精度化や高信頼化を図ること）によ
る高精度測位の実現
○移動体においても、高層ビルなどの影響によることなく測位や通信の実施が可能
メリット
日本のような中緯度地域において、衛星を天頂付近に静止させることは物理的に不
可能であるが、適切な軌道を設定し、複数の衛星を利用することで、サービスエリア
の天頂付近に少なくとも１機の衛星を配置するシステム
具体的には、静止軌道を約45度傾けた軌道に、少なくとも３機の衛星を軌道面を120
度ずつずらして配置し、常に１つの衛星が日本の天頂付近に滞留するシステムを想
定
準天頂衛
星システム
とは
（出所）各種資料よりＭＲＩ作成  
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１．技術動向
（２）準天頂衛星システムの概要
（出所）総務省資料より
高層ビル街（新宿）において、準天頂衛星シス
テムを活用した場合
準天頂衛星システムの概念
３  
 
１．技術動向
（３）準天頂衛星システム事業の全体像
４
準天頂衛星システムに関する事業化は、民間から発意され、測位分野について、
公共性の側面から国に呼びかけを行い、官民連携での取組開始
衛星測位の技術は社会の基盤の１つであり、その技術を日本として持つべきであ
るといった技術安全保障の考え方から技術開発に取り組む
事業の経
緯
官民協力による効率的な技術開発と速やかな実用化
新ビジネスの拡大による経済の活性化と国民生活の質の向上
期待される
効果
目標：高精度測位サービス（測位補強）と放送・通信サービスの融合
アプリケーションの進展による新たなビジネス機会の創出
役割：事業化のための開発整備（サービス事業実施のシステム開発、商用化等）
事業化推進・リスクマネジメント（事業パートナーの発掘等）
民の目標と
役割
目標：衛星測位サービスの更なる高度化（測位補完整備）
段階的に自立性を持った衛星測位システムの構築（国産技術化）
役割：基盤技術の研究開発と測位基盤の整備
国の目標と
役割
○ＧＰＳの利用普及による利便性・快適性の向上と、測位関連サービスの成長及
び産業の拡大
○国や個人の安心・安全に対する認識の高まりと高精度位置情報に対するニー
ズの増大
事業の背
景
（出所）各種資料よりＭＲＩ作成
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１．技術動向
（４）準天頂衛星システム事業の進捗と課題
５
■測位運用担当機関の決定（国の測位に関する役割等の明確化、測位システム整
備・運用に責任を持つ省庁の決定、官民の役割分担の明確化）
■システム検討（ミッション要求仕様やシステム要求仕様の確定など）
■ユーザ開拓による収入の確保と事業性のあるシステムの構築
■事業化に向けた、民間による増資活動の実施
課題
■国による研究開発の着実な進展
平成16年度予算政府原案において準天頂衛星関連の予算が決定
・水素メーザー原子時計の開発（長寿命化、耐震道・衝撃特性の向上、小型・軽
量化、宇宙環境特性の向上 など）
・測位システム関連の開発（受信機、受信システム等）
■民間では準天頂衛星を担う事業体の設立に向け着実な進展
2002年11月 新衛星ビジネス（株）設立
2003年７月 新衛星ビジネス（株）による基本事業計画書を策定
11月 新衛星ビジネス（株）が事業化展開に向け第２次増資を実施
■官民連携による実施に向けた取組の調整が難航
2004年１月 総合科学技術会議にて測位整備運用担当機関の決定先送り
９月 総合科学技術会議が、国は研究・開発・実証を確実に推進、整備・
運用のあり方は実証終了までに速やかに決定と方針決定
事業の
進捗状
況
（出所）各種資料よりＭＲＩ作成
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（１）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
周辺環境
（主に民間サ
イドの動き）
技術の展開
公的研究開
発・支援（主
要）
時期 1990年代 2000年代
2003年～ 準天頂衛星システム開発プロジェクトの開始
高精度測位実験システム（文部科学省）
高精度衛星測位技術（総務省）
高仰角移動体高度通信技術（総務省）
衛星の軽量化・長寿命化技術（経済産業省）
推進系機器の高度化技術（経済産業省）
高精度測位の補正技術（国土交通省）
移動体に対する高精度測位技術（国土交通省）
1997年～ 衛星の基礎技術の開発（測位
の要になる技術の研究開発）
原子時計（実施はNICT）
衛星群時刻管理（実施はNICT)
軌道決定（実施はJAXA)
1999～2001年
経団連宇宙開発利用推進会議
にて準天頂衛星システムの開発
着手を提言
2002年１月
民間企業による「新衛星ビ
ジネス研究会」が発足
2002年６月
関係省庁、公的研究機
関、産業か右党からなる
「準天頂衛星システム開
発・利用推進協議会」を
設置政府や国会等に準天頂衛星シス
テムの実現の働きかけ
準天頂衛星システム
高精度測位実験
わが国における地球観
測衛星に関する技術
高精度時刻基準装置実験システム ETS-Ⅷ による
試験
測位衛星自身の軌道決定と時刻管理、搭載時刻基
準装置で生成した測位信号による軌道・時刻決定（実
時間処理）
1970年代
実用システム
通信や起動関
係に関する研
究を各機関が
実施
（通信衛星関
連等を中心に
して）
関係機関による取組
■ＮＩＣＴ（情報通信研究機構）
・搭載水素メーザー原子時計の開発
・準天頂衛星通信用端末の研究
■JAXA（宇宙航空研究開発機構）
・高精度測位実験システムの全体システム設計
・衛星搭載測位実験機器の開発
・測位実験に必要な地上システムの開発 など
６
1997年の宇宙開発委員会 2002年の宇宙開発委員会
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２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
７
測位に関する技術は、ＧＰＳにおいて実用化されているものの、日本には技術がなかった。一方、測位は、社
会の基盤的な技術の１つであり、国産化が重要であるとの認識があった。
そこで、準天頂衛星システムと必ずしも一体的ではなく、測位関連の研究開発と実証実験を行う取組が、公的
関連機関で進められてきている。研究開発は、測位が社会の基盤であり、そのものでの事業化が容易でないこ
とやＧＰＳが無償で利用できることなどもあり、公的研究開発主導で行われ、成果は、準天頂衛星システムのみ
ならず、衛星関連、地上での位置決めなどにも応用可能となっている。
高精度軌道設計、
推定技術
文部科学省、
JAXAによる研
究開発
総務省、情報通
信研究機構（ＮＩ
ＣＴ）による研究
開発
関連が想定され
る公的研究開
発・支援
軌道決定のための開発に要する研究開発
費の負担
必要な実証実験環境（ALOS等）の確保
衛星の軌道を正確に決める技術の開発
軌道の推定技術は、準天頂衛星システム
のみならず他の衛星にも有効活用できる
技術（地球観測衛星における正確な位置
の把握等）
水素メーザーの開発に要する研究開発費
の負担
必要な実証実験環境（準天頂衛星）の確保
次世代の測位衛星搭載用原子標準として
として短期安定度に優れる時計（水素メー
ザー）の開発
世界的に実用化されてきている原子時計
とは異なる国産の原子時計の開発
水素メーザー原子
時計の開発（衛星
時刻管理関連の研
究開発）
寄与の形態や内容等公的研究開発・支援の具体的な内容
（例示）
分野（例示）
公的研究開発・支援に関する例示（１）
 
 
２．公的研究開発・支援の位置付け
（２）技術開発の経緯と公的研究開発・支援の位置付け
８
測位実験システム全般の開発に要する研
究開発費の負担
測位システム全体のシステム実証を行う
ための研究開発
受信機の開発、測位システムの開発など
では、必要に応じて民間関連企業との情
報交換などを行いつつ実施
文部科学省、
JAXAによる研
究開発
高精度測位実験シ
ステム
高精度測位補正シ
ステムの開発
国土交通省、電
子航法研究所
による研究開発
関連が想定され
る公的研究開
発・支援
より精度が高く、信頼性の高い測位情報の
提供が可能
パーソナルナビゲーション、通信と測位が
一体となったテレマティクスや防災。国土管
理への寄与を期待
ＧＰＳ信号の誤差要因（衛星時計誤差、衛
星位置誤差、電離層遅延誤差、対流圏遅
延誤差、マルチパス等）を、現状の水平誤
差11ｍから、1ｍとするシステムの開発
オフラインシステムの開発の段階から、リ
アルタイムシステムの開発への移行段階
GPSの補正情報をつくるまでのシステム
開発
民間の通信機メーカー等の協力を得つつ
実施
寄与の形態や内容等公的研究開発・支援の具体的な内容
（例示）
分野（例示）
公的研究開発・支援に関する例示（２）
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３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（１）準天頂衛星システムにより期待される各種のインパクト
準天頂衛星システ
ムの測位に関わる
技術開発
○高精度測位実験シ
ステム（文部科学省）
○高精度衛星測位技
術（総務省）
○高仰角移動体高度
通信技術（総務省）
○衛星の軽量化・長
寿命化技術（経済産
業省）
○推進系機器の高度
化技術（経済産業省）
○高精度測位の補正
技術（国土交通省）
○移動体に対する高
精度測位技術（国土
交通省）
技術 利用領域 インパクト
交通分野
○ITSとの融合、輸送の効率か
○安心・安全な交通、事故防止
○歩行者ナビゲーション など
危機管理／公共分野
○緊急車両の運行管理
○災害時の緊急通信
測位分野を中心に、一部放送・通信関連を含む
経済的インパクト
GPSの測位精度向上と測位可能エリアの拡大
によるインパクト
・輸送の効率化（ナビゲーションによる渋滞緩和、
人の移動時間の削減、物流の効果）
社会的便益 約20兆円と予測
・環境、安心・安全
社会的便益 約１兆円と予測
・カバレッジ及び利用時間率の向上による準天
頂衛星によるインパクト
・土地測量の効率化
・安心・安全
・その他
社会的便益の合計 約2.4兆円と予測
社会的インパクト
・都市部や山間部での測位が可能
・緊急通報への対応能力向上（早く、正確な場
所の確認等）による対応時間の短縮化に伴う安
心・安全の向上
等
国民生活へのインパクト
・マンナビによる子どもや高齢者等の位置検出
・緊急時の連絡・通報による安心・安全な社会の
実現 等
９
防災・測量
○高精度位置情報によるデジタルマッピング
○災害予報のためのデータコレクション
その他分野での利用
○航空機によるデータ収集等ができない地域の
地図作成のための衛星データの利用
放送・通信分野
○移動体向け高品質放送
（ ）は将来への期待
わが国における技術の安全保障関連
○測位技術の国産技術の開発
 
 
アプリケーション事例（マン・ナビケーションの場合）
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（２）準天頂衛星システムにより期待される各種のインパクトのイメージ
（出所）総合科学技術会議 宇宙開発利用専門調査会 測位分野検討会（第２回）資料
１０ 
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①測位精度向上
②測位可能エリア拡大。ＧＰＳ利用者にとって利便性が高まる。
③通信・放送機能を用いて提供される補正情報を受けることで数
十cmという高精度測位が可能になる。車線識別などが必要とな
る次世代カーナビ等での利用が期待される。
①測位精度向上により、緊急車両や道路端と自車の距離を認識
する精度が求められる特殊車両（除雪車、路面清掃車等）での利
用が期待される。
②測位可能エリア拡大により、従来は困難であった都市部や山
間部での利用が可能になる。
自動車
○カーナビゲーション
•ＧＰＳ、自立航法、マップマッチングを組合せたシステムと
なっているが、蓄積された誤差修正にはＧＰＳが必要。
•カーナビ出荷台数累計約1,359万台（2003年8月時点）
○運行管理
•ＧＰＳからの測位情報と携帯電話網を使用した通信手段に
より、宅配業者やタクシー業者等の業務車両の運行管理を
実施。
•あるサービスでは端末契約数が3,000台を超え、順調に推
移。
①測位精度向上
②測位可能エリア拡大
により、以下のような利用候補が考えられる。
(1）貨物のトラッキング
(2）列車走行位置検出
(3）路面電車の運行管理
ユーザメリットは、
・測量作業の省力化
・地上信号システムの削減
・保守管理コストの削減
また、トンネル等の不感地帯を補完するセンサ等との組み合わせ
により、さらに利用範囲は広がる。
鉄道
ほとんどが研究開発段階にあり、実用としてはJR貨物による
トラッキング、新幹線保守用車両の通信同期等、数的に少な
い。位置検出や運行管理にGPSは利用されていないが、模
擬準天頂衛星による列車運行管理の効率化の研究が行わ
れている。
準天頂衛星システムによる効果現在のＧＰＳ利用状況
１１
３．技術の経済・社会・国民生活へのインパクト
（３）衛星測位の利用状況と準天頂衛星システムによる効果（例）
  
 
４．まとめ
１２
■測位技術は、日本における社会的な基盤的な技術の１つとして重要性が認識され、その高度化のために準天
頂衛星システムが有効であることが認識され、国として、その研究開発や実証の取り組みが行われてきてい
る。そのため、官が測位に関する研究開発と実証、民がその実用化を担うという役割分担で推進されてきた。
■測位関連の研究開発は、公的関与のもと、公的な研究開発機関が主体になり着実に推進されてきており、成
果も上がってきている。
■準天頂衛星システムは、測位関連の研究開発は着実に進み、成果が上がってきているものの、衛星の打上げ
から実証、整備、運用等に関わるシステム全体の促進（実現）に関わる側面で、官民の連携プロジェクトであ
り、官側では測位関連のミッションを有する主体が明確でない現状などもあり、大きな問題が発生し、本シス
テムそのものの実現が危惧される状況にある。
■研究開発や実証研究、事業化が一体的になっているシステムであること、政策とビジネスが複雑に絡み合って
いるシステムであること、主体が明確でないことなども、本システムの推進の障害になっている。
■当該システムは、社会のインフラ（ＧＰＳ情報の補完と補強による測位精度の向上等）となる技術、システムと
して経済・社会および国民生活に幅広いインパクトを発揮する可能性がある。インパクトを及ぼすことが期待
されている分野も、交通、危機管理、防災・測量、放送・通信など多分野にわたっている。
■具体的なインパクトとしては、交通分野では、ＩＴＳとの融合や輸送の効率化、歩行者ナビゲーション、危機管
理分野では、緊急通報への対応や災害時の緊急通信、防災・測量分野では、高精度位置情報によるデジタ
ルマッピング、土地測量の効率化、その他分野では、精密な地図の作製、さらに、わが国の測位技術の発展
による安全保障への貢献などが期待されている。
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４．まとめ
（参考）指摘された課題・今後の研究開発・支援のあり方等についての意見
１３
①全般的課題
■ 官民連携による研究開発と実証研究、事業化が一体となったプロジェクトではあるが、官が４省庁、さらに
民間が関与している故に、意思決定、責任の所在があいまいになっており、当初の計画と比較すると、遅
れ気味になっており、実際の打ち上げ等に向け、決めるべきことが決められていない状況にある。（関係
機関・担当者や研究者 等）
■官民連携となっているため、官は民及び官相互、民は複数の官との調整が不可欠となっており、速やかに
進めていくことができなくなっている。（関係機関・担当者や研究者）
■国は研究開発と実証研究、民間は事業化を目指しており、それを、同一の衛星で実現しようとしている。研
究開発と実証、実用化が共存することで、リスクの問題、予算確保の問題、民間パートナーの確保などが、
進めにくくなっている面がある。（関係機関・担当者や研究者）
■国として、事業化を視野に入れた準天頂衛星システム全体の推進について、明確な意思決定が行われて
いない状況にあるが、一方では、意思決定そのものができる状況にない。具体的には、準天頂衛星シス
テムのような多分野にわたる『測位』そのものを所管する担当省庁等が、明確ではないことである。（関係
機関・担当者や研究者）
②今後の研究開発・支援のあり方についての意見
■準天頂衛星に関わる測位に関する基礎的な技術の研究開発は、公的関与により着実に進展してきている。
しかし、準天頂衛星システムの実現に向け、官民連携のプロジェクトとして、実現に対する責任や関与の
範囲等が明確になっていないことが、準天頂システム全体の進捗に多大な影響を及ぼしてきている。
■所管官庁が明確でない、複数の関連官庁がある総合的な研究開発分野において、責任や推進の主体が
あいまいになり、結果として、全体的な研究開発の進捗に多大な影響を及ぼしている。
■研究開発と実証、事業化が混在、かつ一体的になる大型研究開発プロジェクトであり、かつ、官民連携型プ
ロジェクトとして、これまでにない取組であるがゆえの産みの苦しみの状況にある。
■測位関連技術の研究開発が、我が国の安全保障等の目的から重視されていることが、結果としては準天
頂衛星システムの推進の障害になっているおそれもある。
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32 技術の事例分析を通じて有識者から、今後の公的研究開発・支援のあり方を検討する際の留意点
について多くの示唆を得ることができた。ここでは有識者からのコメントを紹介する。留意点をまとめると次
のようになる。 
z 公的研究開発投資配分のあり方に関する留意点 
z 研究開発における産学官の役割分担およびネットワーク形成（しくみ作り）に関する留意点 
z 科学技術のもたらすインパクトの実現を可能とする道筋に関する留意点 
上記３点およびその他の留意点についての具体的な内容と、それに関連した有識者からの指摘を以
下に示す。 
 
１. 公的研究開発投資配分のあり方に関する留意点 
産業界では、一企業あるいは一産業としての立場から、研究開発から得られる利益の企業内あるいは
産業内の占有可能性を考慮した研究開発を実施するため、国全体としてみた場合に、必要な研究開発
がなされない可能性がある。また、大学では基礎的な研究が実施されるが、基本的には個々の研究者が
知のフロンティアの拡大を目指して研究が実施されるため、インパクト実現という観点からは、必ずしも効
果的な形で研究が実施されるとは限らない。 
従って、公的な研究開発投資については、産業界や大学の研究動向を踏まえた投資配分がなされる
ことが求められる。 
具体的には、以下のような観点が、公的研究開発の投資配分のあり方を検討する際の留意点となる。 
 
(１) 次世代を拓く長期的な基礎研究への投資 
わが国が、海外へのキャッチアップではなく、フロントランナーとして、創造性・独自性を発揮していくた
めには、長期的かつ継続的にインパクトを生み出すための基礎研究が重要である。技術の発展に対して
科学的知見の蓄積が重要であるが、科学の発展は偶然に左右される要素も大きい。 
一方で、基礎研究に関しても、短期的な視点による公的投資がなされているという指摘も見られており、
次世代を拓くチャレンジングな基礎研究や、インパクト実現まで長期間が必要な研究を、投資配分の中に
位置づけ、長期的・継続的な研究実施のための公的投資を明確に位置づけることが求められる。 
（関連指摘） 
○ CNT に続く、次の新しい素材を発見すべく、サイエンスとしての物性研究に対する公的支援を、少額
でよいので長く継続的に実施して欲しい。(ナノチューブ：学識経験者) 
○ CNT は発見の歴史である。プロジェクトをやりながら、偶然発見できることもある。発見は偶然である
が、そこに至るまでのプロセスは必然である。短期のプロジェクトだけでなく、継続的な公的支援を期待
する。(ナノチューブ：学識経験者) 
○ 産業が成長し、事業として順調であると、改善に関する研究開発しかできない。現状の技術の限界は
既に見えてきており、再び技術革新が必要なため、長期的なビジョンを作成し、それに基づいた、公的
な研究開発・支援が必要である。（太陽電池：企業・マネージャー） 
○ ５年以内にブレイクスルーが起こる可能性がある。ただし、そのためには、人材と投資の集中が必要で
ある。（水素吸蔵：学識経験者） 
○ 水素貯蔵の要素技術開発をしっかりと進める必要があるが、民間企業では、その巨額の費用とリスクに
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耐えられない。（水素吸蔵：公的研究機関・役員、企業・研究者） 
○ 新たな学問体系の構築を目指して、微小反応場に関する科学的知見を蓄積することも、本分野の発
展にとって極めて重要である。これに対する公的研究開発支援も必要である。（マイクロリアクタ：学識
経験者） 
○ 今後は、垂直磁気記録技術だけでなく、次の技術を開発する上でのガイディングを大学に期待した
い。（垂直磁気：企業・マネージャー） 
○ 大学に対して、製品化を意識したプロトタイプの製作ではなく、ブレイクスルーのために将来を見据え
たチャレンジングな技術開発を期待する。（垂直磁気：企業・マネージャー） 
 
(２) 政府活動のための研究開発への投資 
① 国家戦略に沿った長期的課題のための研究開発 
食料・エネルギー・資源等のセキュリティー確保、環境問題への対応、国際的地位の確立および国際
貢献等は、長期的な観点かつ多様な関係者を統合して取り組むことが必要な政策課題であり、個々の企
業や産業、大学での活動というよりは、日本全体として政府が主導して実施していくことが必要である。 
これらは、国家戦略に沿った研究開発戦略が必要であり、個々の省庁や行政部局単位ではない国全
体としての戦略に基づく投資配分を検討していくことが望まれる。 
（関連指摘） 
○ 日本は食料自給率が低いため、世界が食料危機に直面した時に食料輸入ができなくなり、危機的状
況に陥る可能性がある。そのため、日本は新しい品種をつくり、海外に技術輸出して、世界の砂漠化、
耕地面積の縮小等の問題解決を行い、国際貢献しなければならない。(作物作出：学識経験者) 
○ RITE に一括委託したことにより、キャッチアップによる一応の成果は期待できるが、大学等がプロジェ
クトに主体的に関わることができず、基礎研究の広がりが少なくなっている。国家のエネルギー戦略上
必須の技術であり、基盤技術のいくつかは国内技術として抱えておく必要性があると考える。（二酸化
炭素隔離：公的研究機関・研究者） 
○ GTL 技術は、当面の事業環境によるのみでなく、長期的な石油代替資源確保（特に輸送用の液体燃
料として）や環境問題対応の意義から、技術として継続していくことが望ましく、このためには国の支援
が必要である。ちなみに、海外のメジャーは20年以上、長期的な見通しの元で研究開発を継続し、現
在の先行的地位を築いた。現在、当該技術の多くを特許化し、運営ノウハウ等は開示されていないの
で、海外技術を利用する場合は、事業上の立場が弱くなると見られる。これに対して、日本は部分的
ではあっても独自技術を持つことで独自展開ができ、また技術導入に際する交渉力や運営ノウハウ等
を持つことができる。（天然ガス液化：石油開発会社・マネージャー、石油会社・マネージャー ） 
○ 当該技術に関して、ハードウェアは米国と日本のみが競合しており、米国は当該技術を国家戦略上の
重要技術として研究開発を進めている。日本も当該分野を重要分野と位置付け、この競争を継続する
ことで、世界の技術進歩促進に貢献するという効果もある。（並列コンピュータ：学識経験者） 
○ 地球温暖化対応に関する公的研究開発・支援の内容としては、従来技術の延長上でCO2を漸減させ
るようなものよりも、抜本的なCO2削減技術（例えば持続可能なエネルギーとしてのバイオマス等）を重
視すべきである。（フロン代替：空調機メーカー・マネージャー） 
○ 最終的には、天然資源に乏しい日本において、廃棄物を有用な資源として国内で物質循環をさせる
ぐらいの気概を持って欲しい。そのためには、当該技術が今後、市況等に左右されずに、国内で活用
され、発展させていけるような仕組をつくることも国として必要であろう。（産業リサイクル：企業・マネー
ジャー、公的研究機関・研究者） 
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○ 国がメジャーなどに依存することなく自立的に海洋石油開発を行う能力を保有することはエネルギー
の安定供給の面から重要である。（海底石油掘削：企業・役員） 
 
② 公共サービスやインフラ整備の一貫としての研究開発 
地震や気象等の防災、次世代通信基盤等に関しては、政府の影響力が極めて大きいため、公共
サービスや社会基盤インフラ整備とリンクした公的研究開発・支援を検討していくことが望まれ
る。 
（関連指摘） 
○ 固定電話も当初は国家事業として整備し、その後民営化した。ユビキタス・ネットワークも社会基盤イン
フラとして整備し、またインターネットのように無料（また低料金）で普及を図る意味で、国の関与の必要
性がある。（ユビキタス：通信事業者・研究マネージャー） 
○ プロトタイプは成功したが社会への普及が課題である。経済原則による民間ベースでの普及には限度
があり、木造密集地の防災対策促進等を考慮すると、同技術による防災システムを社会基盤として位
置付け、導入のための公的支援を行うことも検討すべき。（地震到達前検知：関係団体・役員、保険会
社・マネージャー） 
○ 海底への地震観測網の拡張が必要である。地震の約 70％が海底で発生しているが、地震計は 1％し
か設置されていない。現状技術では理想である 30km メッシュでの設置を実現するには約 300 億円が
必要と見られており、低コスト化が必要となる。（地震到達前検知：学識経験者、関係団体・役員） 
 
③ 民間企業でリターンが期待しにくい分野の研究開発 
経済的原理では進みにくい以下のような分野では、国全体としてみたときの研究開発投資が過少とな
る可能性が高く、国としての必要性を十分に検討した上で、公的研究開発・支援が期待される。 
 
z 化学物質等のリスク評価 
z 防災分野等公的サービスとして実際されるべき分野の研究開発 
z 産業や国民生活の幅広い基盤となる技術の研究開発 
z 夢を与える技術開発（アポロ計画のような） 
（関連指摘） 
○ 既存化学物質のリスク評価は経済的な直接のリターンが非常に少なく、研究としての魅力もあまり大き
くないので、公的なマネジメントが不可欠である。（内分泌かく乱：公的研究機関・研究者、企業・研究
者） 
○ 防災分野は、IT やバイオ等のように産業活動の利益が期待されにくく、公的研究開発・支援が必要で
ある。特に、防災を幅広く捉える工学的な面は、理学のように科研費の対象になりにくい。また、細分化
され特定テーマが中心である事業官庁の予算もつきにくい。都市の震災を幅広くとらえて、工学的に
研究することへの、公的支援が望まれる。また、国際共同研究も、当初予定からの計画変更が可能な
ように、柔軟に実施されるべきである。（地振動シミュレーション：学識経験者） 
○ 当該技術分野はマーケットが限られ、民間企業のみでは事業として成立し難い分野であり、公的研究
開発・支援を継続的に実施し、技術基盤の維持･発展を図っていくことが望まれる。（並列コンピュー
タ：学識経験者、コンピュータメーカー・マネージャー） 
○ 電池の基盤技術への支援が求められる。電池の開発には、材料・加工技術、電解質開発などの基盤
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技術の研究開発が重要である。（リチウム電池：学識経験者、公的研究機関・研究者） 
 
(３) 産業の国際競争のための戦略的研究開発投資 
わが国では、高付加価値を生み出す産業の国際競争力を維持・向上し、これによって雇用の維持・拡
大や国の経済の基礎としていく必要があるが、世界で激しい研究開発競争がなされており、諸外国でも
国家戦略としての公的支援が様々な形でなされている。日本でも、以下のような観点で産業の国際競争
のため戦略的な公的研究開発・支援を検討・実施していくことが望まれる。 
 
z バイオや IT 等の将来産業を担う先端分野の競争力維持・向上 
z 日本が得意とするものづくり分野での国際競争力維持・向上 
z 海外生産に対して日本国内に維持すべき、真似のできない技術開発（ノウハウやプロセスも含
めたインテグレート化・ブラックボックス化等） 
（関連指摘） 
○ 日本は国内雇用維持・創出のためにも、高付加価値を生み出すものづくりの競争力を国内に維持し
ていく必要があり、このため、性能、生産性、デザイン等で付加価値を生み出す、日本しか出来ない産
業基盤技術（レーザ加工技術も含む）を持つ必要がある。それは真似ができないよう、ノウハウやプロ
セス技術を含めてインテグレートされたブラックボックス化できるものであるべき。このような技術があれ
ば、海外生産展開にも対応できる。（レーザ加工：自動車メーカー・マネージャー） 
○ 現在も世界で厳しい研究開発競争が行われており、立ち止まると海外諸国に抜かれる可能性が大き
い。諸外国同様国家戦略としての対応が必要である。（再生医療：学識経験者） 
○ 研究が世界水準である反面、実用化という面では日米欧の中で低い水準にある。近年韓国・中国など
も力を入れておりアジア諸国にも負けている。（再生医療：学識経験者） 
○ 情報科学およびスーパーコンピュータ技術は、科学技術計算やコンピュータ関連技術の向上を通じ
て、幅広い産業技術や社会基盤技術のための基礎となり、これが経済・社会・国民生活に多様なイン
パクトを生み出すサイエンスの重要分野である。（並列コンピュータ：学識経験者） 
○ 安い労働力、低コストのみを理由にして海外に展開する時代は終焉を迎え、これからはノウハウなど日
本に戻すべきものを見極めることが大事である。（垂直磁気：企業・マネージャー） 
○ 我が国の研究はトップレベルにあるが、本分野は世界的に競争が苛烈な分野であり、手を緩めればそ
の地位は外国に容易に覆されてしまうだろう。（水素吸蔵：学識経験者） 
 
(４) 研究環境の国際競争力を意識した日本としての研究インフラ(データベースや実験・試験設備等)整
備のための投資 
各種データベース、試験・実験施設、衛星利用等は、様々な科学技術研究開発のインフラとなるもの
である。これらを公的に整備し、民間を含む多様なユーザーが共同で利用することを可能にすることで、
他国と比較して、わが国の研究環境の国際競争力を向上させることとなる。これらについては以下の観点
に留意すべきである。 
 
z ハード的なもの（施設やデータベース等）とともにソフト（評価・解析手法やアプリケーション等）も
重要 
z 当初整備のみでなく、メンテナンスや利用に当たっての公的支援にも配慮が必要 
z 試験・実験施設の 1ヶ所だけでなく、拠点ごとの整備の検討(利用の容易性の観点) 
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（関連指摘） 
○ 国は、データベース構築だけでなく、データベースを活用してタンパク質の機能・構造解析などを行う
ための、基礎的なインフラ整備・基盤技術開発研究も実施すべきである。（塩基配列：公的研究機関・
研究者） 
○ E-ディフェンスを有効活用するためには、費用面から、個別民間企業レベルでの利用は難しく、共同
利用とともに、公的な資金支援が必要である。（地振動シミュレーション：公的研究機関・マネージャ
ー） 
○ トキシコゲノミクス等に利用する遺伝子情報についてのデータベースについて、米国や OECD に任せ
てしまっているので、今後は国内での整備が必要である。（内分泌かく乱：公的研究機関・研究者） 
○ 稲作関連の化学物質のリスク評価など他国には任せられないものは、国内での取り組みが必須であ
る。（内分泌かく乱：企業・研究者） 
○ 振動台等の研究施設の充実した拠点大学が、日本の各地域に整備されるべきである。構造実験は研
究者が集積する大学で行われる必要があり、このためには大型の振動台が拠点大学に必要である
（E-ディフェンスは重要であるが、各大学から遠く利用しづらい）。現状の各大学の振動台は、欧米の
拠点大学のものにくらべて小規模であり、このままでは研究の質で国際競争に負けることが危惧され
る。（地振動シミュレーション：学識経験者） 
○ 代替物質の環境影響評価等の総合的な科学的知識に基づいて、規制等の政策を合理的に形成する
ことが課題である。（フロン代替：公的研究機関・研究者） 
○ 民間企業の研究開発は商品化志向を高める方向にあり、環境規制等への対応等に関わる各社共通
のインフラとなるような基礎的な研究開発は、国が戦略性を持って、公的研究開発として行う必要性が
ある。（フロン代替：空調機メーカー・マネージャー） 
○ 探鉱にはコストがかかるため、国の資金での基礎調査（地震探査、試掘、探掘など）を期待する。（海
底石油掘削：企業・マネージャー） 
○ 日本の人工衛星による石油探査が可能になるよう国のインフラの整備を期待する。（海底石油掘削：
企業・マネージャー） 
○ 導入・普及支援の段階では、従来のようなイニシャルコストの補助だけではなく、ランニングコストの補
助も考えるべきである。（排水生物処理：企業・マネージャー） 
○ 設置された地震計網のメンテナンスが課題である（人的能力の確保、予算確保等）。（地震到達前検
知：学識経験者） 
 
(５) 総合化研究への投資 
各技術分野間、各省庁間、また理学と工学および社会科学、基礎研究と応用研究の連携が不十分で
あるとの指摘が見られた。インパクトを生み出す科学技術は、複合化が進展しており、様々な分野や領域
を有効化して、国としての総合化研究が望まれる。 
（関連指摘） 
○ 理学（地震学）と工学（防災応用）、および社会科学的アプローチ（震災時行動等）等の分野間連携が
十分でなく、これらの分野を超えた総合化研究が必要である。（地震到達前検知：学識経験者） 
○ 多くの省庁で独立して研究がなされているので、国としてのマネジメントが必要である。現状はプロジ
ェクト間の情報共有も少なく、プロジェクトの成果の広報活動も欠けており、せっかくの成果が活かしき
れていない。（内分泌かく乱：公的研究機関・研究者、企業・研究者） 
○ 材料技術においては、基礎研究と応用研究との連携が重要である。文部科学省のプロジェクトと、経
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済産業省のプロジェクトとが連携して、車の両輪のように研究開発を支援するしくみが欲しい。（水素
吸蔵：学識経験者） 
 
(６) 研究開発ポートフォリオの最適化 
基礎研究と応用研究および開発、独創性を重視するものと産業化を目指すもの、短期的な成果を期
待するものと長期的な戦略に基づいて実施すべきもの等、研究フェーズ、研究目的及び研究期間等にか
かわる研究開発ポートフォリオの最適化が必要である。 
（関連指摘） 
○ 国は基礎研究のサポートに加え、産学連携のサポートも同時に行うべきである。（作物作出：公的研究
機関・研究者） 
○ これまでの公的研究開発は成果として論文になるようなオリジナリティ（新規性・独創性など）があるか
どうかを採択・評価基準としてきた。早期の産業化を目指すには必ずしもオリジナリティにこだわらない
研究開発支援も必要である。（再生医療：企業・役員） 
○ 超伝導材料による送電線は、近い将来に国内にユーザーがおらず、また、10 年間を費やす長期的な
研究開発テーマであるが、現在、経済産業省では、１～２年後に実用化をねらう短期的な研究テーマ
が実施される傾向にある。しかし、全ての技術を同じスケールによって評価して、プロジェクトを実施し
ていくのは適切ではない。この超伝導材料のように、実用化に長期間費やすプロジェクトは、別のスケ
ールで判断するようにプロジェクトのターゲットの適正化をはかるべきである。（高温超伝導：電力会社
研究所・マネージャー） 
○ 公的研究開発･支援についても、長期的に当面の採算を度外視して進めるべきものと、短期的な事業
化採算を期待するもののポートフォリオを持つ視点が必要である。（天然ガス液化：石油会社・マネー
ジャー） 
○ 定常的研究や長期的研究も重要である。競争的研究資金が増大し、定常的研究の継続が難しくなっ
ている。また、目先の効果がある研究に予算が優先され、長期的に必要な研究が着目されにくい傾向
も危惧される。これに対して、米国の科学アカデミーのような権威的な機関が、サイエンスの視点から
重要な研究とは何かを考え、意見を言えることが望まれる。（局地気象予測：学識経験者） 
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２. 研究開発における産学官の役割分担およびネットワーク形成（しくみ作り）に関する留意
点 
インパクトをもたらす科学技術を、より効果的・効率的に研究開発するための産学官の役割分担および
ネットワーク形成が必要であり、具体的には以下のような方向性や課題が示唆された。 
 
(１) 産学官の中での公的研究機関の役割の明確化 
産業分野や学問分野によって、科学技術水準や研究開発能力は千差万別であるため、公的研究機
関は、適切な役割を分担していくことが必要であり、例えば以下のような役割が期待される。 
 
z 技術やデータの蓄積および企業や政府研究開発への応用のための提供 
z 企業が開発した技術や製品の性能試験による側面支援 
z コーディネート等による企業の技術吸収能力の向上 
z 性能評価法、安全試験等の規格化、標準化の策定・実施 
（関連指摘） 
○ 衛星データの利用が実用化されてくると、受益者負担の問題が発生してくる。ここまで、水産分野での
実用化が進んできているのは、公的機関と提携し、衛星データを安く入手できたことが大きい。解析分
野については、さらなる研究開発が必要な分野があり、衛星データが入手しやすいことが重要である。
（リモセン：関係団体・役員） 
○ 産業技術総合研究所、神奈川県科学技術アカデミーは地域企業の吸収能力を高めたという点で評
価できる。（光触媒：学識経験者） 
○ 環境浄化機器については企業が開発し、国立研究所が性能試験を行う形での連携が効果的であっ
た。（光触媒：公的研究機関・研究者） 
○ 現在、光触媒の性能試験の国際標準化が重要課題となっているが、業界の対応が遅れている。欧州
では標準化のために強く攻勢に出ており、技術的に日本が進んでいる分野（セルフクリーニング等）で
も国際的な戦略を打ち出さなければ、標準を獲得することはできない。海外機関を自陣営に巻き込む
駆け引きのための資金が公的資金で出ないため不利な展開になってきている。（光触媒：学識経験
者） 
○ 今後の公的支援としては、評価、標準化をしっかり推進してほしい。（光触媒：企業・研究者） 
○ マイクロリアクタは今後数年後には実用化が徐々に始まるものと見込まれている。この際には技術の標
準化が重要な課題となる（例：マイクロリアクタの径、形状等の規格化、接続方法の標準化等）。海外で
は既に一部で標準化に向けた動きが始まっている。我が国もマイクロリアクタ技術開発のフロントラン
ナーとして、国際的な標準化の活動に積極的に参画し更にはイニシアチブをとることが望まれる。（マ
イクロリアクタ：学識経験者） 
 
(２) 産学官および省庁間ネットワーク形成方法の改善 
まだ、競争段階に至る前の新市場分野に関する技術開発や、測定方法や規格化等に関わる周辺技
術、衛星搭載機器等の関連技術等開発については、産学官共同研究体制が有効と見られるが、プロジ
ェクトフォーメーションやプロジェクトマネジメントにおいて以下のような点に留意することが必要である。 
 
z 公的プロジェクトへの複数企業の参加 
z 公的研究開発機関などによるプロジェクトマネジメント 
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z 企業だけでなく、大学および関連省庁の参加 
z 関連省庁連携等による分野横断的な研究開発（縦割りによる非効率を排する） 
（関連指摘） 
○ 企業は、市場が見えやすい製品（防汚タイルなど既存製品を代替するもの）については積極的に展開
するので、一対一の産学連携で進めればよい。一方、企業は環境浄化など新市場分野については積
極的に手を出しにくい。そうした分野については、NEDO 等のプロジェクトで複数企業が参加する形が
有効である。（光触媒：学識経験者） 
○ 当該技術では、ダイオキシンの測定方法やＪＩＳ規格化のようなスラグの用途開発などの周辺技術につ
いては、各メーカーが参画しつつ公的研究開発機関などがまとめ役となって公的支援を受けつつ実
施することが非常に有効である。（ガス化溶融炉：業界団体・役員、企業・マネージャー） 
○ 衛星搭載機器の開発では、気象庁と JAXA、公的研究機関、大学およびメーカーを含めた産学官共
同体制が望ましい（これまでもなされて来た）。（局地気象予測：関係行政機関・マネージャー） 
○ アプリケーションが課題である。例えば電子タグについては、流通業者の他、病院での血液管理やビ
ル管理等でも関心が持たれており、分野横断的な研究開発が望まれる。これに対して、国のプロジェ
クトはデバイスに偏っているとの危惧がある。（ユビキタス：学識経験者） 
○ 研究‐開発‐デモンストレーション利用を連携して実施する体制が望ましい。大学や公的研究機関等で
触媒開発等のシーズ開発を行い、有望なものを抽出してデモプラント等で利用し、その結果をフィード
バックするプロセスを、現地で密接に実施することが望まれる（省庁、部局、関連機関の縦割りがこれ
を阻んでいる）。（天然ガス液化：関連団体・研究者） 
○ 基礎研究は文科省で実用化は NEDO という風に担当が分かれているのが研究者の風通しを悪くして
いる。日本として技術を蓄積していくために、知恵を集中させて、有用な基礎研究を行って欲しい。
（燃料電池自動車：関係機関・研究者、企業・マネージャー） 
○ 個々の構造物の地震対応の基準はあるが、都市としての地震等に対する性能、復旧・回複の基準が
なく、社会インフラとして総合した場合の都市ニーズを踏まえた基準、都市としてコーディネートされた
地震対応技術や基準が必要である。（地振動シミュレーション：学識経験者）  
○ 大学の研究室と自動車メーカーとが連携してプロジェクトに取り組んでいる例があるが、非常に有用で
ある。大学と企業の研究室との連携を図るため、NEDOや文部科学省が仲介してパイプを広げることも
必要ではないか。（水素吸蔵：学識経験者） 
○ 今後は気象分野単独でなく、都市・土木・建築や新エネルギー等の領域統合的なソリューション開発
が課題となる。これらは民間企業での対応が困難であり、国による関与が望まれる。（局地気象予測：
民間気象事業者・マネージャー） 
○ ITS の研究開発は省庁縦割りで個別に実施してきたため、「ITS 全体の目指すべき姿」という観点から
は効率が悪い面もあった。（ITS：学識経験者） 
○ 今後は個々の技術開発の成果を集約し、ITS の実現に向けて省庁が一体となって研究開発を進める
ことが求められる。（ITS：関係産業団体・委員） 
 
(３) 公的研究開発・支援の方法論の改善 
① 複数主体による分野横断・垂直統合的研究開発の競合実施の導入 
これまでのわが国の公的研究開発・支援は、同様の研究課題を複数の主体で競争的に行うことをあま
り容認していなかった。この結果、研究テーマが関係者の大部分が合意するテーマとなったり、研究実施
者が企画プレゼン力のある一主体に絞られたりすることで、冒険的なテーマや技術の不確実性への対応
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がなされにくくなることが危惧される。一方、基礎研究、応用研究、アプリケーション開発がバラバラに行わ
れるという問題もある。これに対して、以下のような観点で、競合的な研究開発の実施を検討していくこと
が望まれる。 
 
z 同一テーマでの複数並行したプロジェクトの競合的実施（例えば、複数の研究拠点に人的資源、
予算を集中投資） 
z 基礎・応用・利用の垂直統合的プロジェクト体制（このため大学・公的研究機関、メーカー、ユー
ザー企業、関連各省庁が参加） 
z チャレンジの促進、失敗の許容（米国の例） 
z 官が拠点を整備し、学が研究人材を供給し、産（企業）がニーズと資金を提供する仕組（ドイツ
での例） 
（関連指摘） 
○ 日本では、プロジェクトの研究内容については早い者勝ちで、重複を認めない傾向にある。その場
合、より大規模で実力を持った研究者がプロジェクトを行えないという問題が生じる可能性がある。そ
のような事態にならないための、適切なプロジェクト審査が必要である。（内分泌かく乱：公的研究機
関・研究者） 
○ 日本の公的研究開発・支援は、基礎は文部科学省、応用は経済産業省、利用は国土交通省等と、直
線的な研究開発段階ごとにばらばらになされている。米国では、これらを垂直多層的に統合したプロ
ジェクトが、DOD、DOE、NIH等で、また同一省庁でも複数、並行して進められている。日本でも、基礎
－応用－利用の垂直統合的なプロジェクト（当該分野では、大学・公的研究機関、線材メーカー、冷
凍機メーカー、電力会社等の参加した体制）を、必要なら多数並行し、競合的に実施していくことが望
ましい。（高温超伝導：メーカー・マネージャー） 
○ 日本の国のプロジェクトは、結果として成功する形が求められるが、本来成功確率が低いため国の支
援の意義がある。国のプロジェクトは、米国のようにチャレンジを認める余地を多くすべき。（高温超伝
導：メーカー・マネージャー） 
○ これまでの日本の公的研究開発・支援は同様の研究課題を複数の場所で行うことをあまり容認してい
なかった。しかし、複数の場所で同一のテーマを研究するという分散競争型の支援も考えて欲しい。
（燃料電池自動車：公的研究機関・研究者） 
○ レーザに関する技術・知識を総合的に蓄積する拠点形成が望まれる。日本では、大学および企業の
研究者も多いが分散しており、基礎研究を行う大学と応用するレーザ加工機メーカー、ユーザーであ
る輸送機器メーカー等がバラバラである。これに対して、ドイツでは大学およびユーザー企業がフラウ
ンホーファー等の研究所を拠点として集まり、人材（大学はトップクラスの研究者、企業は加工技術者）
および資金（企業および国・州・EU より）を出し合い、ここに技術や知識を集積する仕組がある。また、
分野別にも、縦割りを配してレーザに関わる多様な分野（医療、産業加工、通信、輸送、防衛等）の総
合的なものが望ましい。また、立地はユーザーが集積している地域に近いことが望ましい。ちなみに、
日本にはNEDOおよび自治体、企業の出資による第三セクターによる研究センターが設置されている
が、ユーザーから遠いこと、すでに設備が古くなりつつあること、優秀な人材集積の点で問題があるこ
とから、かならずしも有効なものになっていない。（レーザ加工：学識経験者） 
○ 関西を中心に、名古屋や関東に研究拠点が形成され、研究者個人ではなくチームとして研究を進め
る体制が整ってきた。今後は、各拠点でチームプレーとしての戦略的な研究展開を進めていくことが
必要である。また、研究予算についても、従来みられたばらまき型予算投下ではなく、拠点に対して集
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中的に投入することが必要である。（再生医療：学識経験者、公的研究機関・研究者） 
○ 物質探索にあっては、アウトプットの保証がなくとも、投資を行うべきである。（水素吸蔵：学識経験者） 
○ ドイツでは光（レーザ）産業を21世紀の技術として長期的に国家レベルで研究開発に力を入れ、各地
にレーザ関係研究所をつくり（フラウンホーファー等）、大学から人材を提供し、また自動車メーカーや
工作機械メーカーからはニーズや資金を提供し、ベースとなる技術を生み出し、積み重ねていく仕組
が有効に機能している。（レーザ加工：電子産業メーカー・マネージャー 、自動車メーカー・マネージ
ャー） 
 
② 実用化に結びつく研究開発方法の検討 
民間主導分野では特に実用化に結びつく研究開発が求められる。これに関して、以下の点に留意す
ることが望まれる。 
 
z プロジェクトへのユーザー企業の参画 
z 実用化を意識した目標設定（過度に世界最高を求めるプロジェクトは実用化に役立ちにくい） 
（関連指摘） 
○ ドイツでは自動車メーカー等のユーザーと結びつけた公的支援が、車の溶接分野でなされている。ま
た、目標設定もユーザーを意識しており、また雇用拡大も視野に入れてなされている等、実際的な成
果をあげている。（レーザ加工：電子産業メーカー・研究者、自動車メーカー・マネージャー） 
○ 産業利用等の応用を建設当初から想定するべきであった。産業利用では、学問研究とは異なる利用
の仕方が存在するが、そのための設備(廃棄ダクト等)が整っていない側面が存在する。欧州では、産
業ニーズをうまく汲み取っており、ESRF は利用しやすい。（放射光：企業・研究者） 
○ 福祉ロボットの研究開発をする場合は、ロボット研究からではなく、福祉の視点から研究開発を実施し
て欲しい。ロボットや機械を開発できても、福祉の現場を知っていなければ意味がない。（福祉ロボッ
ト：メーカー・役員） 
○ 福祉ロボットは、製造段階でユーザーの視点に立脚した｢user interface｣の視点が大切である。多機能
のロボットを作ってもユーザーに受け入られなければ意味がない。（福祉ロボット：メーカー・マネージャ
ー） 
○ 日本では、かつては、世界最高水準等の、予算化段階で説明しやすい目標設定をしたが、民間の事
業化に結びつき難かった。現在は民間研究開発の加速や産業競争力強化が意識されるようになり、
かなり改善されているが、まだ民間が考える目標設定と乖離があり、応用製品化に役立ちにくくなって
いる。（レーザ加工：電子産業メーカー・研究者、電子産業メーカー・マネージャー、自動車メーカー・
マネージャー） 
 
③ 迅速かつ機動的なプロジェクト化および柔軟な運営の実施 
わが国で基本的な発明・発見がなされたにもかかわらず、公的資金によるプロジェクト化やゴール設定
が遅れたとの指摘がある。これに関して、より迅速で機動的なプロジェクト化を行うとともに、評価・見直し
等を柔軟に実施し、プロジェクト運営を行っていくことが望まれる。またこれを実施するしくみとして、以下
のような点に留意することが望まれる。 
 
z 予算化の過程で現場の研究者や実務者の意見、産業ニーズをより反映するしくみ 
z 採択・評価におけるプロフェッショナル性の不足への対応 
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z 予算化・内容企画・実施者採択を同時並行的に行うことによる、効率的なプロジェクトの企画立
案・実施 
z 戦略マップに従った長期的計画・投資や技術継承 
（関連指摘） 
○ 公募選定プロセスで、大企業の国家プロジェクトを担当している部署がきれいな企画書を書いてしまう
と、他の企業が受注できず、プレゼンテーション能力が高い企業に資金が行くことになってしまう問題
がある。（高温超伝導：学識経験者） 
○ 実験テーマの審査員がアカデミックな人々主体のため、産業利用が進みにくい面がある。制度面・文
化面の変革により、産業利用の強化が必要である。（放射光：関係機関・マネージャー） 
○ CNT のように、今後新しい研究開発が必要となる時は、行政に対し、現場の研究者の意見を適確に
提言出来るようなシステムを日本に根付かせて欲しい。（ナノチューブ：学識経験者） 
○ 研究開発計画を立てる段階では、より広い知見を集めるため、学識経験者の他、実務に精通した者を
参画させる必要がある。これにより、実態に即したタイムリーな提案が提出される。評価の段階もまた同
じである。アメリカでは、そのような運営で成果を上げている。（水素吸蔵：公的研究機関・役員） 
○ 今までのような補助金行政では、結局メーカーも資金を持ち出さなければならない。今後は特定プロ
ジェクトでよいので、全額の補助が求められる。家電リサイクルのための技術開発はそれほど資金を必
要とはしないが、複数企業でプロジェクトを受託すると一企業あたりの資金は数千万になってしまい、
革新的な研究はできない。（産業リサイクル：企業・マネージャー） 
○ 科学技術基本計画では、多くの資金が投入されているが、どの程度の資金が必要かという一般論は
危険である。公的投資は戦略マップを描き、それに従って技術へ投資すべき。（外国と比較すると、日
本は資金がかかりすぎているという印象があり、研究開発の実施そのものは良いが、質の向上が必要
である。（ユビキタス：学識経験者） 
○ これまでの技術開発の成果を将来に渡って利用できるよう、維持・継承していくことも課題である（GTL
技術開発に、先行する公的研究開発・支援であった新燃料開発組合や C1 プロジェクトの成果を十分
活用できなかった）。（天然ガス液化：石油開発会社・マネージャー） 
○ 燃料電池自動車はまだまだ多くの技術開発が必要であり、早急な普及は難しい。いくつかの技術的
ブレイクスルーとエネルギー問題、環境問題への社会的機運の高まりとが達成されたときに、本格的
な普及が始まると考えている。（燃料電池自動車：企業・マネージャー、関係機関・理事） 
○ 当該技術は、10 数年におよぶ研究の積み重ねが重要であり、短期的な支援で直ぐ市場が生まれる訳
ではない。国には、これまでの研究開発のプロセスを把握したうえで、公的支援をゼロからの全く新し
い分野に投入するのか、従来の殻を破る次の展望を作る分野に投入するのかを見極めて欲しい。（垂
直磁気：企業・マネージャー） 
 
(４) 公的研究開発資金提供以外の研究開発支援の方法論の検討 
① 研究開発以外の政策による民間研究開発の誘導・促進の必要性 
規制や補助金等により、民間の研究開発を誘導、促進する役割が期待される。（フロン代替、ガス化溶
融炉等の事例） 
 
② 官民の役割分担や保有情報の交通整理の必要性 
公共財として官が保有すべき技術や情報と、企業が保有すべきものの区分が不十分で、研究開発の
役割分担や意思決定があいまいになっているという指摘がある。これに対し、公的機関が交通整理を行う
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必要がある。 
（関連指摘） 
○ 当該技術に関する情報は、公共財として公的に保有すべき部分と、企業が管理する部分に分けて考
える必要があるが、交通整理をする人・機関がない。（塩基配列：公的研究機関・研究者） 
○ 官民連携による研究開発と実証研究、事業化が一体となったプロジェクトではあるが、官が４省庁、さ
らに民間が関与している故に、意思決定、責任の所在があいまいになっており、当初の計画と比較す
ると、遅れ気味で、実際の打上げ等に向け、決めるべきことが決められていない状況にある。（準天頂
衛星：関係機関・担当者や研究者等） 
 
③ ベンチャー企業等によるリスク負担の補完の必要性 
欧米では化学や製薬大手企業、エネルギーメジャー等の巨大企業やベンチャー企業が、リスクの大き
い研究開発を担っているが、日本では該当するような大手企業が不在で、またベンチャー企業の役割も
十分でないという問題がある。これに対し、日本ではリスクの高い研究開発を公的資金により、支援してい
くことが求められる。 
（関連指摘） 
○ 当該技術に対する日本のレベルは高いが、製薬会社の規模が小さいため、大規模な海外企業のよう
に自社だけでは創薬活動を賄いきれない。（塩基配列：公的研究機関・研究者） 
○ 海外では、大学で発見された研究成果をベンチャー企業等が生産を行ってくれるしくみがあり、応用・
開発段階では重要な役割を果たしている。日本においても、公的研究機関がそのような施設をつくば
等に設置し、ベルトコンベアーのように遺伝子組換え作物を作り、応用研究を推進するしくみを用意す
べきである。(作物作出：学識経験者) 
○ 再生医療の一方の推進役は医療系ベンチャー企業が多い。再生医療では、投資した資金を回収す
るまでの期間が長く、また、副作用の発生により企業が責任を問われる場合がある。一般に、ベンチャ
ー企業は資本力などが脆弱であることから、安定的・戦略的な企業経営ができるような体制が必要で
ある。（再生医療：企業・役員） 
○ 当該分野ではこれまでNTTが多くの研究開発を継続的に担って来たが、競争環境が厳しくなり、今後
は公的支援の重要性が高まる。また、産学連携も強化すべき。（ユビキタス：学識経験者、通信事業
者・研究マネージャー） 
○ 超伝導材料の研究が応用フェーズに入っており、国は企業が技術開発を進めるべきとするが、企業
側から見ると応用から開発にかけてギャップがあり、企業のみでは継続困難である。応用研究段階に
入ると欧米のベンチャー企業の方が機動力があり、エクイティーフィアナンスで資金調達ができ、有利
である。日本の企業では、大企業の中の一部でしか過ぎず、研究資金も小額である。日本ではこのよ
うなリスクの大きい技術開発では、インパクト実現のため、応用段階以降、信頼と実績を得て市場創出
まで、NEDO 等の国のプロジェクトがこれを補う必要がある。（高温超伝導：学識経験者、メーカー・マ
ネージャー） 
○ 海洋石油開発には多大な資金が必要であるが、国内の企業は資本力が小さい。（海底石油掘削：企
業・マネージャー） 
○ 海洋石油開発を行えるオペレーター（石油開発会社）を育てることが重要である。（海底石油掘削：企
業・役員） 
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３. 科学技術のもたらすインパクトの実現を可能とする道筋に関する留意点 
科学技術がもたらすインパクトを我が国で実現するための道筋が必要であり、具体的には以下のような
視点での検討が求められる。 
 
(１) 研究開発支援への調達の位置づけ 
公的機関による調達は、研究開発の前提となる初期市場や継続的市場を提供するとともに、開発スペ
ックの向上を通じて民間の研究開発を促進する。なお、これは、研究用設備・機器の調達のみでなく、教
育等の公共サービスや社会インフラ整備等に関する調達も含めて考えられるため、公的部門による調達
を研究開発支援として位置づけることの検討が望まれる。 
（関連指摘） 
○ 調達を研究開発政策に位置付ける。（公的機関による調達は、研究開発の前提となる継続的市場を
提供するとともに、開発スペックの向上を促進する。調達を単に民間で出来上がった技術・製品の購
入と見るべきではない。）（並列コンピュータ：学識経験者、コンピュータメーカー・マネージャー） 
○ 臨床検査・診断装置、分析装置の分野では、導入実績のある装置が重用され、新技術の普及には障
壁がある場合がある。これらの分野においては導入初期において、公的セクターが中心となり積極的
に導入を図ることにより、新技術を市場に根付かせることも有効であり、必要である。（マイクロリアクタ：
学識経験者） 
 
(２) 標準化・認証・評価におけるリーダーシップ戦略 
公的研究開発・支援により、わが国で世界に先駆けて技術が実用化されても、認証・評価・標準化等で
海外に取られてしまうという指摘があった。これに対して、国際的な標準化や認証をリードすることで、日
本の技術やそれを用いた国内産業の発展を促進し、インパクトを実現することが望まれる。これに関して、
日本発の技術の効果や有効性を示すことで国際的評価を得、標準化を推進していくことも重要である。こ
れらへの公的支援が求められる。 
（関連指摘） 
○ 日本の公的研究機関で解析された SNP データに対して海外企業の方が日本企業より活用しているよ
うである。（塩基配列：公的研究機関・研究者） 
○ 海外の製薬会社が日本人固有の SNP 情報（もしくは同じ東アジア人の中国人等の SNP 情報）を積極
的に持ち帰っている。将来、製薬して日本で販売するものと予想され、日本人が高い薬代を負担する
ことにつながると懸念される。（塩基配列：公的研究機関・研究者） 
○ 国家プロジェクトで開発された技術については、当該技術に係る製品の形式認証等で考慮する等の
間接的支援も有効である。（排水生物処理：企業・マネージャー） 
○ 日本は当該分野ですでに世界標準への寄与が大きい。日本は関連メーカーが多く、まとまって対応
し、産業利用の実績を示して世界標準の主導権を得ていくべき。（ユビキタス：通信事業者・研究マネ
ージャー） 
○ 日本の制振・免震技術の考え方が海外各国や国際基準に取り入れられることで、日本の制振・免震
技術や関連産業が発展し、この結果、日本の構造物の地震に対する安全性が高まることが期待でき
る。（地振動シミュレーション：学識経験者） 
○ マイクロリアクタは今後数年後には実用化が徐々に始まるものと見込まれている。この際には技術の標
準化が重要な課題となる（例：マイクロリアクタの径、形状等の規格化、接続方法の標準化等）。海外で
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は既に一部で標準化に向けた動きが始まっている。我が国もマイクロリアクタ技術開発のフロントラン
ナーとして、国際的な標準化の活動に積極的に参画し更にはイニシアチブをとることが望まれる。（マ
イクロリアクタ：学識経験者） 
○ 現在、光触媒の性能試験の国際標準化が重要課題となっているが、業界としての対応が遅れている。
欧州では標準化のために強く攻勢に出ており、技術的に日本が進んでいる分野（セルフクリーニング
等）でも国際的な戦略を打ち出さなければ、標準を獲得することはできない。海外機関を自陣営に巻
き込む駆け引きのための資金が公的資金で出ないため不利な展開になってきている。（光触媒：学識
経験者） 
○ 今後の公的支援としては、評価、標準化をしっかり推進してほしい。（光触媒：企業研究者） 
○ 戦略的支援が必要である。アメリカがん研究所は、ヘリカル CTによる肺がん検診のランダム化比較試
験の結果、ヘリカル CT の有効性が低いことを公表している。これは欧米でヘリカル CT が普及し始
め、かつ、この分野で日本が先行していることを意識した戦略的研究結果であるという見方もある。一
方、日本では、ランダム化比較試験を行うための研究計画書が作成されたものの、総額 24 億円の研
究費の確保が困難なため、いまだ死亡率減少効果の正しい評価は行なわれていない。日本からもヘ
リカル CT の有効性に関する研究結果を提示するといった行動をとらない限り、技術で勝って戦略で
負ける可能性が高くなる。（ヘリカル CT 技術：公的研究機関・研究者） 
 
(３) 事業化・市場拡大のための戦略的技術開発 
公的研究開発・支援により、技術が実用化段階まで達しても、商業レベルでの資金調達等も含めた事
業として成立し、また幅広い市場を獲得しインパクトを実現していくためには、以下のような戦略的な技術
開発への公的支援が求められる。 
 
z 初期段階の商業化プラントまでの実績データ取得 
z 新技術における生産から利用までのデモンストレーションプロジェクトの実施 
z コンピュータアーキテクチャ等の国家レベルでの戦略策定 
（関連指摘） 
○ GTL 事業化に進むには、既に商業化規模のプラントを建設しつつある海外技術との競合に際し、ある
程度の規模のプラントでの実績とデータ等を得て、関係者の信頼を得る必要がある。このためには、
国内での GTL生産から利用技術（自動車等）、輸送、自治体を含めた「一気通貫デモンストレーション
プロジェクト実施」が必要である。（天然ガス液化：関連団体・研究者） 
○ 民間での本格的な事業化展開に向けてプラント建設等をプロジェクトファイナンスで行うためには、初
期段階の商業化プラントで実績データを得る必要であるが、民間企業のみでこれを行うのはリスクが
大きく、この段階までの補助金等の公的支援が必要である。（天然ガス液化：石油会社・マネージャ
ー） 
○ プロセッサを米国に大きく依存するスカラー型への対応や、ベクトル型の将来も含めて、アーキテクチ
ャー戦略が欠如している（戦略性のあるまとまったポリシーがない）。（並列コンピュータ：学識経験者） 
 
(４) 政策連携による科学技術の利用・普及戦略 
公的研究開発・支援により、技術が実用化されても、技術が利用され、普及するためには、利用・普及
の阻害要因を除去し、既存技術との代替の促進や新技術の導入の促進のために、以下のような研究開
発以外の政策との連携が求められる。 
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z 関連利用分野での制度や規制の見直し 
z 導入初期のコスト高を補い初期市場形成のための補助金や税制上の優遇 
z 関連利用分野のインフラ整備や技術方式等利用の仕組の見直し 
 
（関連指摘） 
○ 当該技術の利用のため、関連事業分野での既存の制度・規制等の見直しが必要。例えば、教育にお
けるネット単位の認定や、医療保険制度における対面診療の原則見直し等が考えられる。（ユビキタ
ス：通信事業者・研究マネージャー） 
○ 当該技術の市場への導入をしやすくするために、50Hz/60Hz間での系統連携、IT機器等での利用を
考えた直流での送電などの、電力利用の全般的なしくみの見直しや、整備を国が主導して進めるべ
き。（高温超伝導：メーカー・マネージャー） 
○ DME 導入・実用化に向けて今後のステップは、まず耐久試験、量産に至る前の高コストの機器（自動
車等）を利用してモデル的な利用、供給インフラ整備があり、その先に幅広い利用に進む。インパクト
実現のためには、初期段階のコストを負担に対する、国の支援（関税免除、環境対策やインフラ整備
への補助や税制優遇、国の持つ LPG 設備利用容易化）が望まれる。またこれと合わせて、DME の安
全基準や燃料規格等について、利用を容易にするための法整備等が必要である。（天然ガス液化：商
社・マネージャー、メーカー・マネージャー、関連団体・マネージャー） 
○ 制振・免震技術が建築基準法の審査基準を超えたレベルで利用されるようにするため、制振・免震技
術により柱・梁等をコンパクト化しトータルコストを下げつつ安全性を確保することを、容易に法的審査
ができるようにすべきである。（地振動シミュレーション：学識経験者） 
○ 住宅等の民間建築物の耐震改修促進のため、現状では自治体の補助等の支援制度があるが不十分
であり、経済的な支援制度の充実が望まれる。なお、住宅の品質確保法による住宅性能表示制度の
導入は、当該技術利用による地震対応性向上に一定の効果があった。（地振動シミュレーション：学識
経験者） 
○ 臨床例が少ない理由の１つに、良し悪しは別として実態として国による規制が強いことが挙げられる。
臨床例を増やすことが技術進歩につながるため、臨床例の増大は必要である。（再生医療：学識経験
者 、公的研究機関・研究者） 
○ 国家プロジェクトとしては研究だけでなく、再生医療を対象とした診療報酬体系整備や関連ベンチャ
ー企業への税制優遇、相互扶助システムの確立など関連制度全般についての総合的対策、担当人
員の増員による治験に関する行政手続きの迅速化や医療分野の特許制度の充実などの省庁の垣根
を越えた一体的な推進体制を同時に構築する必要がある。（再生医療：学識経験者、公的研究機関・
研究者、企業・役員） 
○ よりインパクトを拡大するとともに技術を普及させるためには、規制や補助金等、政策対応が課題であ
る（例：より環境負荷の少ない断熱材利用促進、地球環境影響だけでなく人体安全性等でも問題があ
る塩素系洗浄剤の代替促進等）。（フロン代替：関係産業団体、洗浄機器メーカー・役員） 
 
(５) 社会的受容性の向上戦略 
新規性の高い技術が社会に受容され幅広く利用されるためには、当該技術の効果や魅力を明らかに
し、技術に対する安心感を醸成し、偏見や既成概念を改め、コスト負担や環境負荷等も含め当該技術が
利用されるための幅広い社会の仕組を形成することが必要となる。 
これに関して、民間企業の活動基盤を形成し、また規制・補助金等で民間活動を誘導することも重要
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である。 
 
z 当該技術の魅力や有用性の PR（モデル事業やモデル地域での実施等） 
z 当該技術の安全性や環境・地域等との調和の検証・PR 
z 新技術導入にともなうコスト負担を合理的に行う枠組みの形成（純粋な利用者負担のみでなく、
環境性向上や地域での雇用創出等の効果もふまえて総合的に負担する枠組み等） 
z 日本のみでなくアジア等の海外も含めた利用の枠組みでの評価および国際協力も含めた利用
促進 
z 当該技術の有効性や信頼性等の権威ある機関(国)によるお墨付き 
z 当該技術を利用する新たな社会的・技術的しくみへの変更（地域やコミュニティに技術利用シス
テムを構築する等） 
z 当該技術利用に関わる心理的・文化的な価値観等変更のための社会的合意形成や啓蒙（福
祉へのロボットの活用や情報利用、生命倫理に関する合意形成等） 
（関連指摘） 
○ 日本が ITS の世界標準を作り出す事も大事であるが、まずは日本国内で個別の ITS システムを統一し、
ITS で付加価値を作り出し、世界に尊敬される ITS 社会を目指す事が大事である。（ITS：学識経験者） 
○ ITS を推進するためには、技術の進歩だけでなく社会システムや人々の行動様式など周辺環境を変えて
いくべきである。新しいしくみを作るために、ITS が社会に対して認知される必要があり、そのための広報
活動をしていく必要がある。（ITS：関係産業団体・委員） 
○ 普及促進のためには、社会の受け入れ側の認知が必要であり、このため、特区等でのモデル事業による
有用性検証が望まれる。特に、テストベッドをグローバルな視野で構築し、インターネットのように全世界
に無料で解放することで、ユーザーの集積と技術の促進をはかることが重要である。これらに対する長期
的・継続的な技術開発・支援が、国の産業政策の一環として実施されることが望まれる。（現状のしくみで
は、テストベッド等の初期整備費用の予算化に対して、維持・管理費の予算化が困難である。）（ユビキタ
ス：通信事業者・研究マネージャー） 
○ 地中貯留の実現のためには、社会受容性の向上が必要である。技術的には、圧入した二酸化炭素のモ
ニタリング手法の確立や、シミュレーション技術の高度化が求められる。（二酸化炭素隔離：関係機関・研
究者、企業・研究者） 
○ 貯留地域が環境にやさしい地域として認められるなど、NIMBY 問題を解決するための方策を考え出さな
ければならない。原子力発電所の立地問題に類似した面を持つが、アクシデントが起きた場合のリスクの
レベルが異なるし、コストも掛けられないので、独自の方法を考えていくことが望ましい。（二酸化炭素隔
離：関係機関・研究者） 
○ 隔離地点誘致のためのような補助金政策も考えられるが、原発ほどのリスクはなく、別の方策の方が有用
であることも考えられる。（二酸化炭素隔離：関係機関・研究者） 
○ GTL 事業化に進むには、既に商業化規模のプラントを建設しつつある海外技術との競合に際し、ある程
度の規模のプラントでの実績とデータ等を得て、関係者の信頼を得る必要がある。このためには、国内で
の GTL 生産から利用技術（自動車等）、輸送、自治体を含めた「一気通貫デモンストレーションプロジェク
ト実施」が必要である。（天然ガス液化：関連団体・研究者） 
○ 民間での本格的な事業化展開に向けてプラント建設等をプロジェクトファイナンスで行うためには、初期
段階の商業化プラントで実績データを得る必要であるが、民間企業のみでこれを行うのはリスクが大きく、
この段階までの補助金等の公的支援が必要である。（天然ガス液化：石油会社・マネージャー） 
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○ コスト負担を純粋な利用者だけでなく、環境性向上や、バイオマスを利用した場合の地域内需創出等の
効果を踏まえて、総合的に負担する枠組みを作る必要がある。（ちなみに、欧米でもバイオマス利用がこ
のような観点で制度化され、新燃料としての政策的導入が進んでいる。）（天然ガス液化：メーカー・マネ
ージャー） 
○ 日中共同のエネルギー安全保障・環境保全・経済効率（３E）実現の枠組みを構築する。具体的には中国
の豊富な石炭の利用、日本の進んだ技術の活用と資金支援、中国でのDME生産と日本への輸出、日中
共同での環境対策と CO2削減が有効であり、このためには国際的な協力体制（京都議定書の枠組み見
直しでの協力等）が必要である。（この枠組みをインドネシアの天然ガス田活用など、APEC に広げる。）
（天然ガス液化：メーカー・マネージャー） 
○ 欧州では障害者、高齢者の自立を尊重している。一方、日本は介護する、守るという意識が強く、この意
識が変わらない限り、日本で福祉ロボットが根付くのは難しい。（福祉ロボット：メーカー・マネージャー）福
祉ロボットの研究開発は、需要が小さいこと、販売チャネルが不足していること、福祉に対する認知度が低
いことが、ネックとなっている。（福祉ロボット：メーカー・役員） 
○ 公的機関は資金を援助するだけでなく、福祉ロボットに対する製品評価基準を設けたうえで評価出来る
機関として権威を持って欲しい。それにより公的機関のお墨付きを獲得することができる。（福祉ロボット：
メーカー・役員） 
○ 産業利用の拡大のためには、何が分析できるのかを教えることと、分析を代わりにやってくれるような分析
会社が SPring-8内にあったほうがよいと思われる。（放射光：企業・研究者） 
○ 大量導入をした場合、現状の系統連系システムでは末端の電力系統に負荷がかかりすぎる。そこで、太
陽光発電システムの自律度向上が必要である。太陽光発電は基本的に不安定な技術であるため、他の
エネルギー技術とのミックスが不可欠である。具体的には、太陽光発電システムへの蓄電機能の付加や
燃料電池など他のエネルギーシステムとの複合利用が考えられる。また、コミュニティ PV システムや広域
連携 PV システムなどでの地域エネルギー対応システムや水素などの新規大規模エネルギーシステムで
の利用を図る必要がある。(太陽電池：学識経験者、公的研究機関・研究者)  
○ 太陽光発電から得られるものは基本的に電気であり、得られる電気は原子力発電の電気と同じである。よ
って、利用者が太陽光発電に電力以外の魅力を感じるような制度づくりが必要である。RPS の対象を余剰
電力ではなく、発電電力全体としたり、環境プレミアをつけて市場価値を向上させるなどの取り組みが期
待される。(太陽電池：学識経験者、公的研究機関・研究者、企業・マネージャー)  
○ 技術的にはほぼ成熟し、しくみも完成したので、運用・物流への公的寄与が期待される。今後鉄等の値段
が下がった場合などでも、不法投棄が生じないようにしくみの保持をして欲しい。(産業リサイクル：学識経
験者) 
○ このまま鉄スクラップの高値が続くと、廃自動車の多くが国内で処理される前に中国へ運ばれてしまい、
国内の絶対的な処理量が不足する可能性がある。その場合、処理業者は事業を続けることが困難となっ
てしまうので、国内の産業を維持するのであれば、廃自動車の量の確保が課題となる。自動車メーカーだ
けでなく処理業者にも注目した政策が必要である。(産業リサイクル：学識経験者、企業・マネージャー) 
○ 環境分野は行政の規制が技術開発に大きく影響している。このため、産学のみの研究開発を行っても実
際に社会的に受け入れられるものとはなりにくい場合が多い。そこで、公的研究開発においては、技術を
開発するだけでなく、それを社会に適合させるための社会システムの在り方も併せて研究する必要があ
る。場合によっては、「官」側として、行政機関や公的研究機関が参画することが有効である。さらに行政
側でも縦割の弊害があり、スラグの場合は土木建設サイドの協力が不可欠である。（ガス化溶融炉：公的
研究機関・研究者、企業・役員） 
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○ 情報誤差への対応が必要である（多くの施設をネットワーク化すると、誤情報による膨大な機能麻痺が生
じる可能性あり）。誤情報には必然的に発生するものと（現在、信頼性は約 97％、誤差ゼロは困難）、人為
的なもの（ハッカー侵入等）がある。後者に対しては、ネットワークセキュリティーの確保が必要。また、普
及のためには誤差を容認する何らかの社会的な仕組が必要である。（地震到達前検知：学識経験者、保
険会社・マネージャー、関係団体・研究者） 
○ 普及のためには、効果と必要性を多くの人に認識してもらう（このために、公共機関や電気・ガス・交通等
の公益的な分野から導入を先行し、一般の国民や企業に PR することが望ましい。）また、効果発現のた
めには震災時の非難行動等の教育・訓練（モデル地域での実験等）が必要。（地震到達前検知：関係団
体・役員、保険会社・マネージャー） 
 
４. その他 
(１) 人材育成・活用方法の検討 
① グローバリゼーション化・人材流動化への対応 
海外の研究者が増大する一方、日本の研究組織の人材流動性が少なく、結果として科学技術進展が
阻害されているとの指摘がある。グローバリゼーション化、人材流動化という観点から、わが国の科学技術
システムを検討することが求められる。 
（関連指摘） 
○ 人的基盤・ネットワークが弱い。人材・技術の流動性が少ないため、技術が個々の組織内に密閉化さ
れ、実用化研究を阻害している。（がん早期発：公的研究機関・研究者） 
○ ＪSNP の利用者（質問機能の利用者）の約半数が、日本以外の研究者である。（塩基配列：公的研究
機関・研究者） 
○ 研究開発のためのネットワーキングが求められる。民間ベースで行なわれている電池開発であるが、
企業の閉鎖性に起因する無駄が大きい（蓄積した技術が他で活かされないなど）。人と技術の流動化
を図る必要がある。（リチウム電池：学識経験者） 
 
② 人的基盤の拡充 
人的基盤の拡充に関して、以下が望まれる。 
 
z 大学での実務教育も含めた人的基盤の拡充（大学で当該技術の実用的な利用経験が不足し、
産業界で人材が不足） 
z 学生数の増大や、研究における学生の活用 
z テクニシャンの拡充・育成（研究機関での処遇改善、雇用の容易化が必要） 
（関連指摘） 
○ 人的基盤が弱い（大学で当該技術の実用的な利用経験が不足し、産業界で当該技術の人材不足が
指摘される）。（並列コンピュータ：自動車メーカー・研究者） 
○ 人的基盤が弱い（大学で当該技術の実用的な利用経験が不足し、産業界で当該技術の人材不足が
指摘されるまた磁気記録に対し、ハイテクと思わず興味を持たない学生が多い）。（垂直磁気：企業・マ
ネージャー） 
○ 研究資源や研究人材が不足している。受け皿だけでなく、学生の数から増加させて欲しい。またテク
ニシャンが雇えないなどの制度面の問題点も存在する。（内分泌かく乱：公的研究機関・研究者） 
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○ SPring-８のような大規模な実験施設の実現には多くのテクニシャンの協力が不可欠だが、日本ではテ
クニシャンの待遇がよくないためか、あまり育っていないようである。メーカーの技術者だけでない育成
が求められる。（放射光：関係機関・研究者） 
○ E-ディフェンスによる実験から、同時に多面的なデータが大量に得られるので、共同利用は多くの学
生を有する大学での利用が望ましい。また当該施設のデータ解析等を行う研究者の育成も課題であ
る（共同利用先および独自の両面で）。（地振動シミュレーション：公的研究機関・マネージャー） 
○ 電池に関する原理・原則を理解した研究者を大学は輩出していないなど、産業界が受け入れる人材
が不足している。（リチウム電池：学識経験者） 
 
(２) 海外との連携等 
グローバル市場競争の中で、日本の研究開発コストが人件費を中心に割高であるという指摘がある。こ
れに対し、海外の研究機関との連携・活用も含めた研究開発により、グローバルな競争力がある製品等と
して実用化し、インパクトを実現していくことも必要と考えられる。 
グローバル化時代において、海外との連携は上記観点のみでなく、企業や研究機関、政府レベルでも、
日本の科学技術研究開発とそれによるインパクト実現を図るシステムのあり方検討において不可欠な要
素である。 
（関連指摘） 
○ 製品市場の拡大が課題である。世界市場が拡大する中、日本製品のシェアは縮小傾向にある。この
原因として、海外企業に比べて、開発コストが人件費を中心に割高であることと販売力が弱いことが挙
げられる。（ヘリカル CT 技術：企業・役員） 
○ 科学技術基本計画では、多くの資金が投入されているが、どの程度の資金が必要かという一般論は
危険である。公的投資は戦略マップを描き、それに従って技術へ投資すべき。（外国と比較すると、日
本は資金がかかりすぎているという印象があり、研究開発の実施そのものは良いが、質の向上が必要
である。（ユビキタス：学識経験者） 
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参考資料２ 今後の調査実施に際しての留意点 
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本調査を通じて、技術がインパクト実現する過程における公的研究開発・支援の寄与や今後の科学技
術振興における公的研究開発･支援のあり方を検討する際の留意点が明らかとなった。 
しかしながら、インパクトという観点からのはじめての国レベルでの科学技術政策評価のための調査と
いうこともあり、評価手法面での制約や公的研究開発・支援に関する各種事実情報や評価情報の未整備
あるいは情報へのアクセスが困難という課題もあった。 
ここでは、今後、インパクト評価を実施する際に留意すべき課題と対応の方向性を述べる。これらの留
意点を踏まえ、今後、第３期以降の科学技術基本計画について、同様の調査を実施する際のより一層の
レベルアップ、ひいては国レベルの科学技術政策の効果的・効率的な実施の一助となれば幸いである。 
 
１. インパクトの評価について 
本調査においては、主に当該技術分野の関係者へのヒアリング調査によって、インパクトの内容を把握
した。この過程で、インパクトの大きさが技術によって全く異なること、社会や国民生活へのインパクトにつ
いては定量的な評価が容易ではないことが明らかになった。 
これは、主として「インパクトの定量化の困難性」と「インパクトに対する科学技術の寄与度算出の困難
性」の２つの要因による。 
インパクトの定量化の困難性については、インパクトの内容を適切に表す指標の確立が求められる。イ
ンパクトの指標については、OECD の科学技術指標専門家会合においても検討が始まりつつあり、今後
インパクトの評価を実施する上で参考になると考えられる。 
インパクトに対する科学技術の寄与度算出の困難性については、科学技術とインパクトとの関連につ
いて、正確に把握する方法論の確立が必要である。本調査では、対象とした科学技術と関連するインパ
クトとして、直接的なインパクトおよび間接的なインパクトを把握したが、インパクトは必ずしも当該科学技
術だけによってもたらされるものではなく、他の科学技術の発展や社会基盤の整備、国民意識やライフス
タイルの変革にも関連している。インパクトの定量化を行う際には、当該科学技術の寄与度を算出する方
法論が必要である。 
さらに、本調査では、科学技術のインパクトを主に「経済」、「社会」、「国民生活」の観点から把握を試
みたが、一般に、インパクト調査は「科学技術が科学技術に与えるインパクト」も対象とすることにより、網
羅的なインパクト調査となる。科学技術とインパクトの関連についての正確な把握については、科学技術
以外の要因の考慮および「科学技術」、「経済」、「社会」、「国民生活」のそれぞれのインパクトの相互の
関連性についての分析が重要であろう。 
第３期科学技術基本計画においては、これまでの公的研究開発・支援が、結果として国民にどのように
還元されたかが一層問われる事が予想される。従って、今後の調査においては上記のような観点から科
学技術のインパクトをより定量的に、比較および評価可能な方法論の確立が望まれる。 
 
２. 公的研究開発・支援の寄与について 
本調査では、事例分析を通じて技術のインパクト実現プロセスにおける公的研究開発・支援の位置づ
けを把握した。この過程で、公的研究開発・支援の寄与の度合についても定性的な把握を試みた。しか
し、寄与の定量的な把握については、次の２点で課題が残された。 
（公的研究開発・支援の効果の把握） 
技術のインパクト実現においては、公的部門、民間部門、海外といった様々な主体が関係する為、公
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的研究開発・支援の寄与を定量的に評価することは容易ではなかった。 
これを行うには、技術がインパクトを実現するまでの関係主体間の相互関係の構造および動態を価値
連鎖の観点から詳細に検証し、そこでの公的研究開発・支援の効果の把握が必要と考えられる。 
(公的研究開発・支援の効率の把握)  
公的研究開発・支援の効果が明確となっていない事に加えて、特定の技術に対する公的研究開発投
資の把握が困難なために、今回の調査では公的研究開発・支援の効率に関しては分析を行っていない。
これは主として以下の２つの要因による。 
１点目として、研究開発投資について以下のような情報の整備がなされていない事が挙げられる。 
z 目的（背景となる経済・社会状況、当該施策の対象範囲、狙い等） 
z 予算（全体額、内訳、予算額設定の根拠） 
z 成果（科学技術的成果、科学技術システム的成果） 
z 想定されるインパクトおよび目的、予算、成果との関連 
z 運営・実施体制のフォローアップ（キーマンや実施担当者に関わる情報を含む） 
本調査においては、関係者へのヒアリングによって、主な公的研究開発・支援については情報収集が
可能であった。しかし、関連する研究開発プロジェクトや科研費等の競争的資金におけるテーマがどの程
度あったのかを網羅的に収集することはできなかった。 
２つめは、本調査の調査設計に起因するものである。図表 1のように、経済産業省等で実施されている
「プロジェクトのインパクト評価」は、公的研究開発・支援であるプロジェクト等を基点とし、当該プロジェクト
の参加者等へのヒアリング調査を実施し、どのような科学技術的成果が得られ、どのような効果をもたらし、
最終的にどのようなインパクトをもたらしたかを調査する。従って、当該プロジェクトの予算額が公的研究
開発投資額となる。 
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Intended 
Output
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Effect Impact
OutputInput 実施主体
Uninteded 
Effect
他のプロジェクト 
民間企業　等
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他のプロジェクト 
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・・・
・・・
対象とする
技術課題
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の関与
 
図表 1 プロジェクトのインパクト評価と今回のインパクト評価の相違点 
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一方で、「今回のインパクト評価」では、大きなインパクトが実現された（あるいは実現が期待される）技
術を基点として、当該技術の進展には、どのような公的研究開発・支援があり、また、当該技術はどのよう
な効果をもたらし、最終的にどのようなインパクトをもたらしたかを調査した。この為、公的研究開発・支援
が複数の技術におよぶ場合には、分析対象としている技術に対して、どの程度の投資がなされているか
の評価が困難であった。今後の調査においては公的研究開発・支援の効率についても、ある程度評価
可能な方法論の確立が望まれる。 
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調査担当 
 
調査の全体的な運営について科学技術政策研究所が担当し、実査については株式会社三菱総合研究所が
担当した。なお、本調査にあたっては、多くの有識者の方々のご協力を得ている。ここに、ご協力を頂いた方々
に対して、厚く御礼申し上げる。 
なお、各々の担当者は以下のとおりである。 
 
○ 文部科学省 科学技術政策研究所 
  科学技術動向研究センター 
(全体統括) 
センター長 桑原 輝隆 
(インパクト調査取りまとめ) 
主任研究官 横田 慎二 
研究員 伊神 正貫 
(事例分析担当) 
主任研究官 石井 加代子 
    〃 伊藤 裕子 
    〃 藤井 章博 
    〃 横田 慎二 （再掲） 
元主任研究官 大森 良太 [平成 16年 6月 30日まで] 
    〃 茂木 伸一 [平成 15 年 12月 31 日まで] 
上席研究官 浦島 邦子 
    〃 菅沼 克敏 
    〃 奥和田 久美 
    〃 山本 桂香 
研究官 島田 純子 
研究員 伊神 正貫 （再掲） 
客員研究官 多田 国之 
技術参与 野村 稔 
特別研究員 今田 順 
    〃 大平 竜也 
    〃 小松 裕司 
    〃 辻野 照久 
    〃 渡井 久男 
元特別研究員 玉生 良孝 [平成 16年 3月 31 日まで] 
    〃 亘理 誠夫 [平成 16年 6月 30日まで] 
(調査補助) 
事務補助員 秋山 紀代美 
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    〃 香月 理恵子 
    〃 坂本 馨 
    〃 谷村 幸枝 
    〃 早坂 ルミ 
 
○ 株式会社 三菱総合研究所 
  産業・市場戦略研究本部 産業政策研究部 
産業政策研究部長 芝 剛史 
主席研究員 中野 正也 
主任研究員 石川 健 
    〃 重富 徳夫 
    〃 吉村 哲哉 
    〃 岡田 光浩 
    〃 渋谷 往男 [平成 16年 3月 31 日まで] 
研究員 古川 柳蔵 
    〃 平野 公康 
 杉江 周平 
  同本部 産業戦略研究部 
主任研究員 岡谷 直明 [平成 16年 3月 31 日まで] 
    〃 小池 勲   [平成 16年 3月 31 日まで] 
  地域経営研究センター 
主任研究員 保坂 孝信 
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